
改 正 後 改 正 前 

（223 地方公共団体の互助会が行う職員の相互扶助制度に関する承認の取消通知書） （223 地方公共団体の互助会が行う職員の相互扶助制度に関する承認の取消通知書） 

17．03 改正                                 （源１４１０－２） 

第     号 

所

在
地

平成  年  月  日 

名

称

代氏

表 

者名 殿

税 務 署 長       

財務事務官           

○印

地 方 公 共 団 体 の 互 助 会 が 行 う 職 員 の 相 互 

扶 助 制 度 に 関 す る 承 認 の 取 消 通 知 書

貴互助会が行う職員の相互扶助制度に関する承認は、次の理由により、その制度が 

所得税法施行令第 208 条第２号に掲げる要件に該当しないこととなったので、平成 

   年   月  日日日以後これを取り消します。 

（理由） 

（

規

格

Ａ

４

）
24.12 改正                                 （源１４１０－２） 

第     号 

所
在

地

平成  年  月  日 

名

称

代氏

表 
者名 殿 

税 務 署 長       

財務事務官           

○印

地 方 公 共 団 体 の 互 助 会が 行 う 職 員 の 相 互 

扶 助 制 度 に 関 す る 承 認 の 取 消 通 知 書

貴互助会が行う職員の相互扶助制度に関する承認は、以下の理由により、その制度が 

所得税法施行令第 208 条第２号に掲げる要件に該当しないこととなったので、平成  年  

月  日日日以後これを取り消します。 

（処分の理由） 

（

規

格

Ａ

４

）



改 正 後 改 正 前 

（223 地方公共団体の互助会が行う職員の相互扶助制度に関する承認の取消通知書） （223 地方公共団体の互助会が行う職員の相互扶助制度に関する承認の取消通知書） 

地方公共団体の互助会が行う職員の相互扶助制度に関する承認の取消通知書 

１ 使用目的

「地方公共団体の互助会が行う職員の相互扶助制度に関する承認の取消通知書」(源 1410-2)(以下「通知書」という｡)

は、地方公共団体の互助会が行う職員の相互扶助制度に関する承認について、申請者に当該承認を取り消した旨を通

知する際に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 記 載 要 領 

本文の「平成 年 

月 日以後」の空白

欄 

地方公共団体の互助会が行う職員の相互扶助制度に関する承認の取消しの施行年

月日（通知書の右上の日付）を記入する。 

（ 理 由 ） 承認を受けるために必要な要件を欠くに至ったと認められる事実を記入する。 

教 示 

 「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる

法人の納税地を管轄する税務署名を記入する。 

 また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、

当該税務署の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

３ 送付に当たっての留意事項 

この通知書は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14 年法律第 99号）第 2条第 6 項(定

義)に規定する一般信書便事業者若しくは同条第9項に規定する特定信書便事業者による同条第2項に規定する信書便

の役務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29号の２に規定する法人課税信託の受託者に対し、国税に関する法律に基づき税務署長等がそ

の法人課税信託についての通知書等を送付する場合には、通知書等の「名称」の欄には、受託者の法人名又は氏名

のほか、その法人課税信託の名称を併せて記入する。 

地方公共団体の互助会が行う職員の相互扶助制度に関する承認の取消通知書 

１ 使用目的

「地方公共団体の互助会が行う職員の相互扶助制度に関する承認の取消通知書」(源 1410-2)(以下「通知書」という｡)

は、地方公共団体の互助会が行う職員の相互扶助制度に関する承認について、申請者に当該承認を取り消した旨を通

知する際に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 記 載 要 領 

本文の「平成 年 

月 日以後」の空白

欄 

地方公共団体の互助会が行う職員の相互扶助制度に関する承認の取消しの施行年

月日（通知書の右上の日付）を記入する。 

（ 処 分の 理 由 ） 承認を受けるために必要な要件を欠くに至ったと認められる事実を記入する。 

教 示 

 「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる

法人の納税地を管轄する税務署名を記入する。 

 また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、

当該税務署の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

３ 送付に当たっての留意事項 

この通知書は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成 14 年法律第 99号）第 2条第 6 項(定

義)に規定する一般信書便事業者若しくは同条第9項に規定する特定信書便事業者による同条第2項に規定する信書便

の役務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29号の２に規定する法人課税信託の受託者に対し、国税に関する法律に基づき税務署長等がそ

の法人課税信託についての通知書等を送付する場合には、通知書等の「名称」の欄には、受託者の法人名又は氏名

のほか、その法人課税信託の名称を併せて記入する。 



改 正 後 改 正 前 

（227 特定退職金共済団体に関する承認・変更承認申請の却下通知書） （227 特定退職金共済団体に関する承認・変更承認申請の却下通知書） 

21．06 改正                                  （源１４１４） 

第     号 

所

在

地

平成  年  月  日 

名

称

代氏

表 
者名 殿

税 務 署 長       

財務事務官           

○印

承   認 
特定退職金共済団体に関する      申請の却下通知書 

変 更 承 認 

から平成  年  月  日付でされた特定退職金共済団体に関する 

申請については、次の理由により、       の退職金共済規程が 

所得税法施行令第 73条第１項及び第２項に規定する要件に該当しないので、これを 

却下します。 

（理由） 

（

規

格

Ａ

４

）

承  認

変更承認

24.12 改正                                   （源１４１４） 

第     号 

所

在

地

平成  年  月  日 

名

称

代氏

表 
者名 殿

税 務 署 長       

財務事務官           

○印

承   認 
特定退職金共済団体に関する      申請の却下通知書 

変 更 承 認 

から平成  年  月  日付でされた特定退職金共済団体に関する 

申請については、以下の理由により、       の退職金共済規程が 

所得税法施行令第 73条第１項及び第２項に規定する要件に該当しないので、これを 

却下します。 

（処分の理由） 

（

規

格

Ａ

４

）

承  認

変更承認



改 正 後 改 正 前 

（227 特定退職金共済団体に関する承認・変更承認申請の却下通知書） （227 特定退職金共済団体に関する承認・変更承認申請の却下通知書） 

特定 退職金共 済団体に 関する承認 ・変更 承認通知 書 

特定退職金共済団体に関する承認・変更承認申請の却下通知書 

１ 使用目的

「特定退職金共済団体に関する承認・変更承認通知書｣(源 1413) 及び「特定退職金共済団体に関する承認・変更承

認申請の却下通知書｣(源 1414) は、特定退職金共済団体に関する承認申請又は変更承認申請に対して、申請者に承認

又は却下の旨を通知する際に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 記 載 要 領 

標題及び本文の「承

認  変更承認」 
その承認の種類に応じて不要な字句を抹消する。 

本 文 の 空 白 欄 その申請者の態様に応じて「貴会｣､「貴会議所」のように記入する。 

本文の「平成 年

月 日付でされた」

の空白欄 

特定退職金共済団体に関する承認申請書又は特定退職金共済団体に関する変更承

認申請書の提出年月日を記入する。 

該 当 条 項 
申請者が一般社団法人又は一般財団法人以外の場合には、「及び第２項」の部分を

抹消する。 

（ 理 由 ）
特定退職金共済団体に関する承認申請又は特定退職金共済団体に関する変更承認

申請を却下した理由を記入する。 

教 示

 「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる

法人の納税地を管轄する税務署名を記入する。 

 また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、

当該税務署の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

 なお、承認・変更承認通知の場合は、教示文を送付しない。 

３ 送付に当たっての留意事項 

却下通知書は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成 14年法律第 99号）第 2条第 6項(定

義)に規定する一般信書便事業者若しくは同条第9項に規定する特定信書便事業者による同条第2項に規定する信書便

の役務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29号の２に規定する法人課税信託の受託者に対し、国税に関する法律に基づき税務署長等がそ

の法人課税信託についての通知書等を送付する場合には、通知書等の「名称」の欄には、受託者の法人名又は氏名

のほか、その法人課税信託の名称を併せて記入する。 

特定 退職金共 済団体に 関する承認 ・変更 承認通知 書 

特定退職金共済団体に関する承認・変更承認申請の却下通知書 

１ 使用目的

「特定退職金共済団体に関する承認・変更承認通知書｣(源 1413) 及び「特定退職金共済団体に関する承認・変更承

認申請の却下通知書｣(源 1414) は、特定退職金共済団体に関する承認申請又は変更承認申請に対して、申請者に承認

又は却下の旨を通知する際に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 記 載 要 領 

標題及び本文の「承

認  変更承認」 
その承認の種類に応じて不要な字句を抹消する。 

本 文 の 空 白 欄 その申請者の態様に応じて「貴会｣､「貴会議所」のように記入する。 

本文の「平成 年

月 日付でされた」

の空白欄 

特定退職金共済団体に関する承認申請書又は特定退職金共済団体に関する変更承

認申請書の提出年月日を記入する。 

該 当 条 項 
申請者が一般社団法人又は一般財団法人以外の場合には、「及び第２項」の部分を

抹消する。 

処 分 の 理 由
特定退職金共済団体に関する承認申請又は特定退職金共済団体に関する変更承認

申請を却下した理由を記入する。 

教 示

 「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる

法人の納税地を管轄する税務署名を記入する。 

 また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、

当該税務署の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

 なお、承認・変更承認通知の場合は、教示文を送付しない。 

３ 送付に当たっての留意事項 

却下通知書は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成 14年法律第 99号）第 2条第 6項(定

義)に規定する一般信書便事業者若しくは同条第9項に規定する特定信書便事業者による同条第2項に規定する信書便

の役務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29号の２に規定する法人課税信託の受託者に対し、国税に関する法律に基づき税務署長等がそ

の法人課税信託についての通知書等を送付する場合には、通知書等の「名称」の欄には、受託者の法人名又は氏名

のほか、その法人課税信託の名称を併せて記入する。 



改 正 後 改 正 前 

（228 特定退職金共済団体に関する承認の取消通知書） （228 特定退職金共済団体に関する承認の取消通知書） 

17．03 改正                                 （源１４１５－２） 

第     号 

所

在

地

平成  年  月  日 

名

称

代氏

表 
者名 殿

税 務 署 長       

財務事務官           

○印

特定退職金共済団体に関する承認の取消通知書 

の特定共済団体に関する承認は、次の理由により平成  年  月  日

以後これを取消します。 

（理由） 

（

規

格

Ａ

４

）
24.12 改正                                 （源１４１５－２） 

第     号 

所
在

地

平成  年  月  日 

名

称

代氏
表 
者名 殿 

税 務 署 長       

財務事務官           

○印

特定退職金共済団体に関する承認の取消通知書 

の特定共済団体に関する承認は、以下の理由により平成  年  月

日以後これを取消します。 

（処分の理由） 

（

規

格

Ａ

４

）



改 正 後 改 正 前 

（228 特定退職金共済団体に関する承認の取消通知書） （228 特定退職金共済団体に関する承認の取消通知書） 

特定退職金共済団体に関する承認の取消通知書 

１ 使用目的

「特定退職金共済団体に関する承認の取消通知書｣(源 1415-2)(以下「通知書」という｡)は、特定退職金共済団体に

関する承認について、申請者へ承認を取り消した旨を通知する際に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 記 載 要 領 

本 文 の 空 白 欄 団体の態様に応じて「貴会｣､「貴会議所」のように記入する。 

本文の「平成 年 

月 日以後」の空白欄 

地方公共団体の互助会が行う職員の相互扶助制度に関する承認の取消しの施行年月日

（通知書の右上の日付）を記入する。 

（ 理 由 ） 承認を受けるために必要な要件を欠くに至ったと認められる事実を記入する。 

教 示 

 「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人

の納税地を管轄する税務署名を記入する。 

 また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当

該税務署の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

３ 送付に当たっての留意事項 

この通知書は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14 年法律第 99号）第 2条第 6 項(定

義)に規定する一般信書便事業者若しくは同条第9項に規定する特定信書便事業者による同条第2項に規定する信書便

の役務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29号の２に規定する法人課税信託の受託者に対し、国税に関する法律に基づき税務署長等がそ

の法人課税信託についての通知書等を送付する場合には、通知書等の「名称」の欄には、受託者の法人名又は氏名

のほか、その法人課税信託の名称を併せて記入する。 

特定退職金共済団体に関する承認の取消通知書 

１ 使用目的

「特定退職金共済団体に関する承認の取消通知書｣(源 1415-2)(以下「通知書」という｡)は、特定退職金共済団体に

関する承認について、申請者へ承認を取り消した旨を通知する際に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 記 載 要 領 

本 文 の 空 白 欄 団体の態様に応じて「貴会｣､「貴会議所」のように記入する。 

本文の「平成 年 

月 日以後」の空白欄 

地方公共団体の互助会が行う職員の相互扶助制度に関する承認の取消しの施行年月日

（通知書の右上の日付）を記入する。 

処 分 の 理 由 承認を受けるために必要な要件を欠くに至ったと認められる事実を記入する。 

教 示 

 「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人

の納税地を管轄する税務署名を記入する。 

 また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当

該税務署の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

３ 送付に当たっての留意事項 

この通知書は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成 14 年法律第 99号）第 2条第 6 項(定

義)に規定する一般信書便事業者若しくは同条第9項に規定する特定信書便事業者による同条第2項に規定する信書便

の役務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29号の２に規定する法人課税信託の受託者に対し、国税に関する法律に基づき税務署長等がそ

の法人課税信託についての通知書等を送付する場合には、通知書等の「名称」の欄には、受託者の法人名又は氏名

のほか、その法人課税信託の名称を併せて記入する。 



改 正 後 改 正 前 

（229 源泉所得税及び復興特別所得税の徴収猶予・還付申請書（災免用）給与等・公的年金等・報酬等） （229 源泉所得税の徴収猶予・還付申請書（災免用）給与等・公的年金等・報酬等） 



改 正 後 改 正 前 

（229 源泉所得税及び復興特別所得税の徴収猶予・還付申請書（災免用）給与等・公的年金等・報酬等） （229 源泉所得税の徴収猶予・還付申請書（災免用）給与等・公的年金等・報酬等） 



改 正 後 改 正 前 

（230 源泉所得税及び復興特別所得税の徴収猶予・還付申請の承認・却下通知書） （230 源泉所得税の徴収猶予・還付申請の承認・却下通知書） 

17．03 改正                                  （源１４１８） 

第     号 

住

所

平成  年  月  日 

氏

名 殿 

税 務 署 長       

財務事務官           

○印

承  認 
平成  年分源泉所得税の徴収猶予・還付申請の     通知書 

却  下 

あなたから、平成  年  月  日付でされた平成   年分源泉所得税の徴収猶

予・還付の申請については、下記のとおり      しましたから通知します。 

記 

承認の内容 徴収猶予 ・ 還付 所得の種類 給 与 ・ 報酬等 ・ 日雇給与 

還 付 税 額 円
徴収猶予 

の 期 間 

自平成  年  月  日 

至平成  年  月  日 

徴 収 猶 予 

税   額 

              給 与 等         全 
上記の期間内に支払を受ける 公的年金等 に対する税額の   額 
              報 酬 等         半 

給 与 等 ・ 公 的 

年 金 等 ・ 報 酬 等 

の 支 払 者 名 

却 下 の 理 由 

（

規

格

Ａ

４

）

承  認

却  下

24．12 改正                                     （源１４１８） 

第     号 

住

所

平成  年  月  日 

氏

名 殿

税 務 署 長       

財務事務官           

○印

承  認
平成  年分源泉所得税及び復興特別所得税の徴収猶予・還付申請の     通知書 

却  下 

あなたから、平成  年  月  日付でされた平成   年分源泉所得税及び復興特別所得税

の徴収猶予・還付の申請については、下記のとおり      しましたから通知します。 

記 

承 認 の 内 容 徴収猶予 ・ 還付 所得の種類 給 与 ・ 報酬等 ・ 日雇給与 

還 付 税 額 円 
徴収猶予 

の 期 間 

自平成  年  月  日 

至平成  年  月  日 

徴 収 猶 予 

税   額 

              給 与 等         全 
上記の期間内に支払を受ける 公的年金等 に対する税額の   額 
              報 酬 等         半 

給 与 等 ・ 公 的 

年金等 ・ 報 酬等 

の 支 払 者 名 

処 分 の 理 由 

（

規

格

Ａ

４

）

承  認

却  下



改 正 後 改 正 前 

（230 源泉所得税及び復興特別所得税の徴収猶予・還付申請の承認・却下通知書） （230 源泉所得税の徴収猶予・還付申請の承認・却下通知書） 

源泉所得税の徴収猶予・還付申請の承認・却下通知書 

１ 使用目的

源泉所得税の徴収猶予・還付申請に対する処分の内容を申請者に通知する場合に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 記 載 要 領 

標 題 及 び 本 文 の

「 承 認  却 下 」 
その処理の内容に応じて不要な文字を抹消する。 

本文の「平成 年

月 日付でされた」

の空白欄 

源泉所得税の徴収猶予・還付請求書（災免用）－給与等・公的年金等・報酬等の提出年

月日を記載する。 

承 認 の 内 容

所 得 の 種 類

徴 収 猶 予 税 額

該当項目を○で囲む。 

却 下 の 理 由 
例えば､｢損害額が法定額に達しないため」又は「所得金額が法定額を超過するため」等

その理由を記載する。 

教 示 

 「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の

納税地を管轄する税務署名を記載する。 

 また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当

該税務署の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記載する。 

 なお、承認する場合は、教示文を送付しない。 

３ 留意事項 

(1) 日雇給与の徴収猶予申請に対する承認は、この通知書による通知を行わずに証明書を交付する。 

ただし、却下の場合は、この通知書により通知する。 

(2) この通知書は、直接申請者に送付する。 

４ 送付に当たっての留意事項 

この通知書を申請の却下に使用する場合は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14 年法

律第 99号）第 2 条第6 項(定義)に規定する一般信書便事業者若しくは同条第 9項に規定する特定信書便事業者による

同条第 2項に規定する信書便の役務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

源泉所得税及び復興特別所得税の徴収猶予・還付申請の承認・却下通知書 

１ 使用目的

源泉所得税及び復興特別所得税の徴収猶予・還付申請に対する処分の内容を申請者に通知する場合に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 記 載 要 領 

標 題 及 び 本 文 の

「 承 認  却 下 」 
その処理の内容に応じて不要な文字を抹消する。 

本文の「平成 年

月 日付でされた」

の空白欄 

源泉所得税及び復興特別所得税の徴収猶予・還付請求書（災免用）－給与等・公的年金

等・報酬等の提出年月日を記載する。 

承 認 の 内 容

所 得 の 種 類

徴 収 猶 予 税 額

該当項目を○で囲む。 

処 分 の 理 由 
例えば､｢損害額が法定額に達しないため」又は「所得金額が法定額を超過するため」等

その理由を記載する。 

教 示 

 「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の

納税地を管轄する税務署名を記載する。 

 また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当

該税務署の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記載する。 

 なお、承認する場合は、教示文を送付しない。 

３ 留意事項 

(1) 日雇給与の徴収猶予申請に対する承認は、この通知書による通知を行わずに証明書を交付する。 

ただし、却下の場合は、この通知書により通知する。 

(2) この通知書は、直接申請者に送付する。 

４ 送付に当たっての留意事項 

この通知書を申請の却下に使用する場合は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14 年法 

律第 99号）第2 条第6 項(定義)に規定する一般信書便事業者若しくは同条第 9項に規定する特定信書便事業者による 

同条第 2項に規定する信書便の役務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 



改 正 後 改 正 前 

（231 源泉所得税及び復興特別所得税の徴収猶予証明書） （231 源泉所得税の徴収猶予証明書） 

13．07                                     （源１４１９） 

第    号  

平成   年分源泉所得税の徴収猶予証明書 

住 所 

氏 名 

上記の者が、平成  年  月  日から平成  年  月  日までの間に支払を

受ける日雇給与に対する所得税法第 185 条第１項第３号に規定する所得税については、

災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律の規定により、その徴収を猶

予することとしたから、同期間中に同人に支払う日雇給与については、所得税法第 185

条第 1項第 3 号に規定する所得税を徴収する必要がないことを証明する。 

平成  年  月  日 

税 務 署 長          ○印

（

規

格

Ａ

４

）

24．12 改正                                   （源１４１９） 

第    号  

平成   年分源泉所得税及び復興特別所得税の徴収猶予証明書 

住 所 

氏 名 

上記の者が、平成  年  月  日から平成  年  月  日までの間に支払を

受ける日雇給与に対する所得税法第 185 条第１項第３号に規定する所得税及び東日本大

震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法第

28 条第２項に規定する復興特別所得税については、災害被害者に対する租税の減免、徴

収猶予等に関する法律の規定により、その徴収を猶予することとしたから、同期間中に

同人に支払う日雇給与については、当該所得税及び復興特別所得税を徴収する必要がな

いことを証明する。 

平成  年  月  日 

税 務 署 長          ○印

（

規

格

Ａ

４

）



改 正 後 改 正 前 

（232 源泉所得税及び復興特別所得税の徴収猶予に関する通知書） （232 源泉所得税の徴収猶予に関する通知書） 

13．07 改正                                   （源１４２０） 

第     号 

(

所
在
地)

 

住

所

平成  年  月  日 

(

名

称) 

氏

名 殿

税 務 署 長       

財務事務官           

○印

平成  年分源泉所得税の徴収猶予に関する通知書 

 あなたが下記の者から徴収する平成  年分給与等・公的年金等・報酬等に対する源泉

所得税について、同人から徴収猶予の申請があり、これに対し下記のように処理すること

としましたから、承認のあった分については、「徴収を猶予する税額」欄記載の税額の徴収

を猶予してください。 

 なお、申請が却下されたもの又は申請した猶予期間と異なる期間により承認があったも

のについて、すでに同人の申請に基づいて徴収を猶予している場合には、この通知に基づ

いて補正し、徴収不足となった税額は、すみやかに徴収して納付してください。 

（注）給与等に関して徴収猶予をした申請者については、その税額の精算は本人の確定申

告によって行うことになりますから、年末調整を行う必要はありません。 

なお、確定申告をしなければならない旨本人にもご指導くださるようお願いいたします。 

記 

申  請  者 

申 請 内 容 処  理  内  容 

給与等、公的

年金等、報酬

等の別 

徴 収猶

予 、還

付の別 

承 認 、

却 下 の

別 

徴 収 を 猶 予 

徴収を

猶予す

る税額 

住     所 給

与

年

金

報

酬

猶

予

還

付

承

認

却

下

す る 期 間 全

額

半

額氏     名 

(自)  ・  ・  

 (至)  ・  ・  

(自)  ・  ・ 

 (至)  ・  ・ 

(自)  ・  ・  

 (至)  ・  ・ 

（注）徴収を猶予する税額欄の「全額」及び「半額」は、徴収を猶予する期間内に支払を受ける給与等

に対する税額の全額及び半額をいいます。

（

規

格

Ａ

４

）

24．12 改正                                   （源１４２０） 

第     号 

(

所
在
地)

 

住

所

平成  年  月  日 

(

名

称) 

氏

名 殿

税 務 署 長       

財務事務官           

○印

平成  年分源泉所得税及び復興特別所得税の徴収猶予に関する通知書 

 あなたが下記の者から徴収する平成  年分給与等・公的年金等・報酬等に対する源泉

所得税及び復興特別所得税について、同人から徴収猶予の申請があり、これに対し下記の

ように処理することとしましたから、承認のあった分については、「徴収を猶予する税額」

欄記載の税額の徴収を猶予してください。 

 なお、申請が却下されたもの又は申請した猶予期間と異なる期間により承認があったも

のについて、すでに同人の申請に基づいて徴収を猶予している場合には、この通知に基づ

いて補正し、徴収不足となった税額は、速やかに徴収して納付してください。 

（注）給与等に関して徴収猶予をした申請者については、その税額の精算は本人の確定申

告によって行うことになりますから、年末調整を行う必要はありません。 

なお、確定申告をしなければならない旨本人にもご指導くださるようお願いいたします。 

記 

申  請  者 

申 請 内 容 処  理  内  容 

給与等、公的

年金等、報酬

等の別 

徴 収猶

予 、還

付の別 

承 認 、

却 下 の

別 

徴 収 を 猶 予 

徴収を

猶予す

る税額 

住     所 給

与

年

金

報

酬

猶

予

還

付

承

認

却

下

す る 期 間 全

額

半

額氏     名 

(自)  ・  ・  

 (至)  ・  ・  

(自)  ・  ・ 

 (至)  ・  ・ 

(自)  ・  ・  

 (至)  ・  ・ 

（注）徴収を猶予する税額欄の「全額」及び「半額」は、徴収を猶予する期間内に支払を受ける給与等

に対する税額の全額及び半額をいいます。

（

規

格

Ａ

４

）



改 正 後 改 正 前 

（232 源泉所得税及び復興特別所得税の徴収猶予に関する通知書） （232 源泉所得税の徴収猶予に関する通知書） 

源泉所得税の徴収猶予に関する通知書 

１ 使用目的

「源泉所得税の徴収猶予に関する通知書｣(源 1420)は、源泉徴収義務者に対して徴収猶予の承認を行なった者 

及びその内容等について通知する際に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 記 載 要 領 

申

請

内

容 

給与等、公的年金

等、報酬等の別
該当欄に○印を付す。 

徴収猶予、還付の

別 
該当欄に○印を付す。 

処

理

内

容

承認、却下の別 該当欄に○印を付す。 

徴収を猶予する

期間 
徴収を猶予する期間（(自)及び(至)）を記載する。 

徴収を猶予する

税額 
該当欄に○印を付す。 

源泉所得税及び復興特別所得税の徴収猶予に関する通知書 

１ 使用目的

「源泉所得税及び復興特別所得税の徴収猶予に関する通知書｣(源 1420)は、源泉徴収義務者に対して徴収猶予の承

認を行なった者及びその内容等について通知する際に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 記 載 要 領 

申

請

内

容

給与等、公的年金

等、報酬等の別 
該当欄に○印を付す。 

徴収猶予、還付の

別 
該当欄に○印を付す。 

処

理

内

容

承認、却下の別 該当欄に○印を付す。 

徴収を猶予する期

間 
徴収を猶予する期間（(自)及び(至)）を記載する。 

徴収を猶予する税

額 
該当欄に○印を付す。 



改 正 後 改 正 前 

（233  源泉所得税及び復興特別所得税の年末調整過納額還付請求書兼残存過納額明細書） （233  源泉所得税の年末調整過納額還付請求書兼残存過納額明細書） 



改 正 後 改 正 前 

（233  源泉所得税及び復興特別所得税の年末調整過納額還付請求書兼残存過納額明細書） （233  源泉所得税の年末調整過納額還付請求書兼残存過納額明細書） 

源 泉 所 得 税 の 年 末 調 整 過 納 額 還 付 請 求 書 

兼 残 存 過 納 額 明 細 書 の 記 載 要 領 等 

１ この請求書は、年末調整により生じた過納額を充当し又は還付する場合で、給与等の支払者に次に掲

げる事由が生じたときに所轄税務署長に提出します。 

(1) 解散、休業等の事由により給与等の支払者でなくなったこと、又は徴収すべき税額がなくなった

ことにより、その過納額の還付ができなくなった場合。 

(2) 過納額を還付すべきこととなった日の属する月の翌月１日から起算して２月を経過してもなお還

付すべき過納額が残っている場合。 

(注) 過納額を還付すべきこととなった日の現況において、翌月１日から起算して２月を経過する

日までの間に給与等の支払者において過納額の全額を還付することが困難であると認められる

ときは、当該２月を経過する日前においてもこの請求書を提出することができます。 

２ この請求書に記載した過納額は、税務署から源泉徴収義務者（代理人）又は直接本人に還付されます

から、この請求書の提出後はたとえ給与等の支払者のもとにおいて精算ができる状態となっても、給与

等の支払者において還付し又は充当することはできません。

３ この請求書の各欄は、次により記載してください。 

(1) 請求書、国税還付金支払内訳書及び源泉徴収義務者が過納額の請求及び受領の権限の委任を受け

ている旨の委任状との３部複写により作成し、これに各人ごとの給与所得の源泉徴収簿（過納額が

生じた年分と過納額を還付する年との２年分）の写しを添付してください。 

「□ 源泉徴収義務者(代理人) 
なお、この場合には、請求書本文中の                の「□ 源泉徴収義務者

「□ 直 接 本 人 」 

（代理人）」に「レ」を付すとともに３枚目の委任状に押印してください。 

(2) 過納額のある人が既に退職している等のため、本人が直接還付を受けることとする場合には、そ

れらの人についての請求書を別に作成（国税還付金支払内訳書及び委任状の作成は要しません｡)し、

これに(1)と同様の源泉徴収簿を添付してください。 

「□ 源泉徴収義務者(代理人) 
なお、この場合には、請求書本文中の                の「□ 直 接 本 人」

「□ 直 接 本 人 」 

に「レ」を付してください。 

(3) 請求書本文の    の中には、源泉徴収義務者が過納額を還付できなくなった理由を、例えば､

｢徴収して納付すべき税額がなくなったため」のように記載してください。 

(4) 「税理士署名押印」欄は、この請求書等を税理士及び税理士法人が作成した場合は、その税理士

等が署名押印してください。 

(5) 「※」欄は、記載しないでください。 

源泉所得税及び復興特別所得税の年末調整過納額還付請求書 

兼 残 存 過 納 額 明 細 書 の 記 載 要 領 等 

１ この請求書は、年末調整により生じた過納額を充当し又は還付する場合で、給与等の支払者に次に掲

げる事由が生じたときに所轄税務署長に提出します。 

(1) 解散、休業等の事由により給与等の支払者でなくなったこと、又は徴収すべき税額がなくなった

ことにより、その過納額の還付ができなくなった場合。 

(2) 過納額を還付すべきこととなった日の属する月の翌月１日から起算して２月を経過してもなお還

付すべき過納額が残っている場合。 

(注) 過納額を還付すべきこととなった日の現況において、翌月１日から起算して２月を経過する

日までの間に給与等の支払者において過納額の全額を還付することが困難であると認められる

ときは、当該２月を経過する日前においてもこの請求書を提出することができます。 

２ この請求書に記載した過納額は、税務署から源泉徴収義務者（代理人）又は直接本人に還付されます

から、この請求書の提出後はたとえ給与等の支払者のもとにおいて精算ができる状態となっても、給与

等の支払者において還付し又は充当することはできません。

３ この請求書の各欄は、次により記載してください。 

(1) 請求書、国税還付金支払内訳書及び源泉徴収義務者が過納額の請求及び受領の権限の委任を受け

ている旨の委任状との３部複写により作成し、これに各人ごとの給与所得の源泉徴収簿（過納額が

生じた年分と過納額を還付する年との２年分）の写しを添付してください。 

「□ 源泉徴収義務者(代理人) 
なお、この場合には、請求書本文中の                の「□ 源泉徴収義務者

「□ 直 接 本 人 」 

（代理人）」に「レ」を付すとともに３枚目の委任状に押印してください。 

(2) 過納額のある人が既に退職している等のため、本人が直接還付を受けることとする場合には、そ

れらの人についての請求書を別に作成（国税還付金支払内訳書及び委任状の作成は要しません｡)し、

これに(1)と同様の源泉徴収簿を添付してください。 

「□ 源泉徴収義務者(代理人) 
なお、この場合には、請求書本文中の                の「□ 直 接 本 人」

「□ 直 接 本 人 」 

に「レ」を付してください。 

(3) 請求書本文の    の中には、源泉徴収義務者が過納額を還付できなくなった理由を、例えば､

｢徴収して納付すべき税額がなくなったため」のように記載してください。 

(4) 「税理士署名押印」欄は、この請求書等を税理士及び税理士法人が作成した場合は、その税理士

等が署名押印してください。 

(5) 「※」欄は、記載しないでください。 



改 正 後 改 正 前 

（233  源泉所得税の年末調整過納額還付請求書兼残存過納額明細書） （233  源泉所得税の年末調整過納額還付請求書兼残存過納額明細書） 

  （ 削 除 ） 源 泉 所 得 税 の 年 末 調 整 

過 納 額 還 付 請 求 書 兼 残 存 過 納 額 明 細 書

１ 使用目的

提出された「源泉所得税の年末調整過納額還付請求書兼残存過納額明細書｣(源 1422-1) は、残存過納額の確認の決

裁を受ける際に使用する。 

なお、決裁を了した請求書は､｢国税還付金支払内訳書｣(源 1422-2) 及び「委任状｣(源 1422-3) とともに管理部門に

回付する。 

２ 記載要領 

項 目 記 載 要 領 

税 務 署 処 理 欄 

起案年月日を記載して決裁に回付し、決裁を了した後に以下の項目を記載する。 

① 決裁年月日 

② 施行年月日 

③ 処理内容(｢承認」又は「却下」を○で囲む｡) 

④ 却下の場合、却下する理由 



改 正 後 改 正 前 

（236 源泉所得税及び復興特別所得税の誤納額還付請求書） （236 源泉所得税の誤納額還付請求書） 

源 泉 所 得 税 の 誤 納 額 還 付 請 求 書 

※整理番号

平成  年  月  日 

税務署長殿

（フリガナ） 

名 称

所 在 地

〒 

電話    －    －  

（フリガナ） 

代 表 者 氏 名 ○印

源泉所得税の誤納額の還付を下記のとおり請求します。 

還付を受けようとする

金        額 
円 左記の還付される税額は、下記のところで受けとります。 

誤

納

を

生

じ

た

理

由 

イ 銀行等 
            銀   行          本店・本所 

            金庫・組合          出 張 所

農協・漁協          支店・支所 

預 金    口座番号             

ロ ゆうちょ銀行の貯金口座 

 貯金口座の記号番号        －             

ハ 郵便局等窓口

誤

納

額

の

計

算

内

容

所得の

種 類
年月別 区  分 人  員 支給金額 税  額 

納付年月日

納付先税務署

徴収高計算書に

記載したもの

（Ａ） 

人 円 円

・ ・ 

正当計算による

もの（Ｂ） 

税務署
差引（Ａ－Ｂ）

摘

要

添

付

書

類

□帳簿書類の写し 

税 理 士 署 名 押 印 ○印

※

税

務

署 

処

理 

欄

起案 ・ ・ 
署 長 副署長 統括官 担当者 整理簿 入 力 通信日付印 確認印 

   年 月 日 
決裁 ・ ・ 

施行
 （摘要） 

管理

回付

22．06改正                                      （源１４２３）

（

規

格

Ａ

４

）

源泉所得税及び復興特別所得税の誤納額還付請求書 

※整理番号

平成  年  月  日 

税務署長殿

（フリガナ） 

氏 名 又 は 名 称

住所又は所在地

〒 

電話    －    －  

（フリガナ） 

代 表 者 氏 名 ○印

源泉所得税及び復興特別所得税の誤納額の還付を下記のとおり請求します。 

還付を受けようとする

金        額 
円 左記の還付される税額は、下記のところで受けとります。 

誤

納

を

生

じ

た

理

由 

イ 銀行等 
            銀   行          本店・本所 

            金庫・組合          出 張 所

農協・漁協          支店・支所 

預 金    口座番号             

ロ ゆうちょ銀行の貯金口座 

 貯金口座の記号番号        －             

ハ 郵便局等窓口

誤

納

額

の

計

算

内

容

所得の

種 類
年月別 区  分 人  員 支給金額 税  額 

納付年月日

納付先税務署

徴収高計算書に

記載したもの

（Ａ） 

人 円 円

・ ・ 

正当計算による

もの（Ｂ） 

税務署
差引（Ａ－Ｂ）

摘

要

添

付

書

類

□帳簿書類の写し 

税 理 士 署 名 押 印 ○印

※

税

務

署 

処

理 

欄

起案 ・ ・ 
署 長 副署長 統括官 担当者 整理簿 入 力 通信日付印 確認印 

   年 月 日 
決裁 ・ ・ 

施行
 （摘要） 

管理

回付

24．12改正                                     （源１４２３）

（

規

格

Ａ

４

）



改 正 後 改 正 前 

（236 源泉所得税及び復興特別所得税の誤納額還付請求書） （236 源泉所得税の誤納額還付請求書） 

源 泉 所 得 税 の 誤 納 額 還 付 請 求 書 の 記 載 要 領 等 

１ この還付請求書は、源泉徴収義務者が、源泉所得税を納付するに当たり誤って正当税額を超えて納付

した場合に、その納付額と正当税額との差額（誤納額といいます｡)の還付を受けようとするときに所轄

税務署長に提出します。 

２ この還付請求書には、誤納額が生じた事実を記載した帳簿書類の写し（例－総勘定元帳の「預り金」

勘定の部分など）を添付してください。 

 （注）還付内容の確認等に当たり、還付を受けようとする税額を納付した際の所得税徴収高計算書の写

しや納付区分番号（電子納税による場合）について確認させていただく場合があります。 

３ この還付請求書の各欄は、次により記載してください。 

(1) 「名称」、「所在地」及び「代表者氏名」の各欄には、請求者の氏名若しくは名称、住所（居所）

若しくは本店（主たる事務所）の所在地及び代表者の氏名を記載してください。 

ただし、この請求の対象とする事務所等の所在地が請求者の住所（居所）又は本店（主たる事務

所）の所在地と異なるときは、この請求の対象とする事務所等の名称及び所在地を記載してくださ

い。 

(2) 「還付を受けようとする金額」欄には､｢誤納額の計算内容」欄において計算した差引誤納額を記

載してください。 

(3) 「誤納を生じた理由」欄には、誤納を生じた理由を簡記してください。 

(4) 「税理士署名押印」欄は、この申請書を税理士及び税理士法人が作成した場合に、その税理士等

が署名押印してください。 

(5) 「※」欄は、記載しないでください。 

源泉所得税及び復興特別所得税の誤納額還付請求書の記載要領等 

１ この還付請求書は、源泉徴収義務者が、源泉所得税及び復興特別所得税を納付するに当たり誤って正

当税額を超えて納付した場合に、その納付額と正当税額との差額（誤納額といいます｡)の還付を受けよ

うとするときに所轄税務署長に提出します。 

２ この還付請求書には、誤納額が生じた事実を記載した帳簿書類の写し（例－総勘定元帳の「預り金」

勘定の部分など）を添付してください。 

 （注）還付内容の確認等に当たり、還付を受けようとする税額を納付した際の所得税徴収高計算書の写

しや納付区分番号（電子納税による場合）について確認させていただく場合があります。 

３ この還付請求書の各欄は、次により記載してください。 

(1) 「氏名又は名称」、「住所又は所在地」及び「代表者氏名」の各欄には、請求者の氏名又は名称、

住所（居所）又は本店（主たる事務所）の所在地及び代表者の氏名を記載してください。 

ただし、この請求の対象とする事務所等の所在地が請求者の住所（居所）又は本店（主たる事務

所）の所在地と異なるときは、この請求の対象とする事務所等の名称及び所在地を記載してくださ

い。 

(2) 「還付を受けようとする金額」欄には､｢誤納額の計算内容」欄において計算した差引誤納額を記

載してください。 

(3) 「誤納を生じた理由」欄には、誤納を生じた理由を簡記してください。 

(4) 「税理士署名押印」欄は、この申請書を税理士及び税理士法人が作成した場合に、その税理士等

が署名押印してください。 

(5) 「※」欄は、記載しないでください。 



改 正 後 改 正 前 

（237 源泉所得税及び復興特別所得税の誤納額充当届出書） （237 源泉所得税の誤納額充当届出書） 



改 正 後 改 正 前 

（236 源泉所得税及び復興特別所得税の誤納額還付請求書） （236 源泉所得税の誤納額還付請求書） 

源 泉 所 得 税 の 誤 納 額 充 当 届 出 書 の 記 載 要 領 等 

１ この充当届出書は、源泉徴収義務者が給与等に対する源泉所得税を納付するに当たり誤って正当税額

を超えて納付した場合に、その納付額と正当税額との差額（誤納額といいます｡）をその後納付する給

与等に対する源泉所得税に充当しようとするときに所轄税務署長に提出します。 

ただし、充当が長期間（おおむね３月以上）にわたる場合には別様式の源泉所得税の誤納額還付請求

書で還付の請求をしてください。 

２ 給与所得以外の税金について誤納額を生じた場合には、別様式の誤納額還付請求書で還付を請求して

ください。 

３ 充当した金額は、所得税徴収高計算書の摘要欄に充当金額何円と記載してください。 

４ この充当届出書には、誤納額が生じた事実を記載した帳簿書類の写し（例－総勘定元帳の「預り金」

勘定の部分など）を添付してください。 

  （注）届出内容の確認等に当たり、充当をしようとする税額を納付した際の所得税徴収高計算書の写し

や納付区分番号（電子納税による場合）について確認させていただく場合があります。 

５ この充当届出書の各欄は、次により記載してください。 

(1) 「名称」、「所在地」及び「代表者氏名」の各欄には、届出者の氏名若しくは名称、住所（居所）

若しくは本店（主たる事務所）の所在地及び代表者の氏名を記載してください。 

ただし、この届出の対象とする事務所等の所在地が届出者の住所（居所）又は本店（主たる事務

所）の所在地と異なるときは、この届出の対象とする事務所等の名称及び所在地を記載してくださ

い。 

(2) 「充当しようとする誤納額」欄には､｢誤納額の計算内容」欄において計算した差引誤納額を記載

してください。 

(3) 「誤納を生じた理由」欄には、誤納を生じた理由を簡記してください。 

(4) 「税理士署名押印」欄は、この届出書を税理士及び税理士法人が作成した場合は、その税理士等

が署名押印してください。 

(5) 「※」欄は、記載しないでください。 

源泉所得税及び復興特別所得税の誤納額充当届出書の記載要領等 

１ この充当届出書は、源泉徴収義務者が給与等に対する源泉所得税及び復興特別所得税を納付するに当

たり誤って正当税額を超えて納付した場合に、その納付額と正当税額との差額（誤納額といいます｡）

をその後納付する給与等に対する源泉所得税及び復興特別所得税に充当しようとするときに所轄税務

署長に提出します。 

ただし、充当が長期間（おおむね３月以上）にわたる場合には別様式の源泉所得税及び復興特別所得

税の誤納額還付請求書で還付の請求をしてください。 

２ 給与所得以外の税金について誤納額を生じた場合には、別様式の誤納額還付請求書で還付を請求して

ください。 

３ 充当した金額は、所得税徴収高計算書の摘要欄に充当金額何円と記載してください。 

４ この充当届出書には、誤納額が生じた事実を記載した帳簿書類の写し（例－総勘定元帳の「預り金」

勘定の部分など）を添付してください。 

  （注）届出内容の確認等に当たり、充当をしようとする税額を納付した際の所得税徴収高計算書の写し

や納付区分番号（電子納税による場合）について確認させていただく場合があります。 

５ この充当届出書の各欄は、次により記載してください。 

(1) 「氏名又は名称」、「住所又は所在地」及び「代表者氏名」の各欄には、届出者の氏名又は名称、

住所（居所）又は本店（主たる事務所）の所在地及び代表者の氏名を記載してください。 

ただし、この届出の対象とする事務所等の所在地が届出者の住所（居所）又は本店（主たる事務

所）の所在地と異なるときは、この届出の対象とする事務所等の名称及び所在地を記載してくださ

い。 

(2) 「充当しようとする誤納額」欄には､｢誤納額の計算内容」欄において計算した差引誤納額を記載

してください。 

(3) 「誤納を生じた理由」欄には、誤納を生じた理由を簡記してください。 

(4) 「税理士署名押印」欄は、この届出書を税理士及び税理士法人が作成した場合は、その税理士等

が署名押印してください。 

(5) 「※」欄は、記載しないでください。 



改 正 後 改 正 前 

（240 芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事業者に対する所得税の源泉徴収免除証明書を交付できないことの通知書） （240 芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事業者に対する所得税の源泉徴収免除証明書を交付できないことの通知書） 

24. 12 改正                                   （源１４２７）

第     号 

住は

所居

又所

平成  年  月  日 

氏 

名 殿

税 務 署 長       

財務事務官           

○印

芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事業者に対する 

所得税の源泉徴収免除証明書を交付できないことの通知書 

貴殿は、以下の理由により所得税法施行令第 323 条に規定する要件を備えていないものと

認められますので、平成  年  月  日付で申請のあった芸能人の役務提供に関する事

業を行う個人事業者に対する所得税の源泉徴収免除証明書は交付できませんから通知しま

す。 

（処分の理由）

17．03 改正                                   （源１４２７） 

第     号 

住は

所居

又所

平成  年  月  日 

氏

名 殿

税 務 署 長       

財務事務官           

○印

芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事業者に対する 

所得税の源泉徴収免除証明書を交付できないことの通知書 

貴殿は、所得税法施行令第 323 条に規定する要件を備えていないものと認められますの

で、平成  年  月  日付で申請のあった芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事

業者に対する所得税の源泉徴収免除証明書は交付できませんから通知します。 

 （追 加）



改 正 後 改 正 前 

（240 芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事業者に対する所得税の源泉徴収免除証明書を交付できないことの通知書） （240 芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事業者に対する所得税の源泉徴収免除証明書を交付できないことの通知書） 

芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事業者に対する 

所得税の源泉徴収免除証明書を交付できないことの通知書

１ 使用目的

「芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事業者に対する所得税の源泉徴収免除証明書を交付できないことの通知

書」(源1427)は、芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事業者に対する源泉徴収免除証明書の交付要件に該当しな

いため、免除証明書を交付できない旨を申請者に通知する際に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 記 載 要 領 

本文の「平成 年 

月 日付で」の空白欄

芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事業者に対する所得税の源泉徴収免除証明書

交付（追加）申請書の提出年月日を記入する。 

処 分 の 理 由
所得税法施行令第 323 条に規定する要件を備えていないものと認定する理由を記入す

る。

教 示

 「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の

納税地を管轄する税務署名を記入する。 

 また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当

該税務署の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

３ 送付に当たっての留意事項 

この通知書は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成 14年法律第99号）第 2条第6項(定義)

に規定する一般信書便事業者若しくは同条第 9項に規定する特定信書便事業者による同条第 2項に規定する信書便の役

務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事業者に対する 

所得税の源泉徴収免除証明書を交付できないことの通知書

１ 使用目的

「芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事業者に対する所得税の源泉徴収免除証明書を交付できないことの通知

書」(源1427)は、芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事業者に対する源泉徴収免除証明書の交付要件に該当しな

いため、免除証明書を交付できない旨を申請者に通知する際に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 記 載 要 領 

本文の「平成 年 

月 日付で」の空白欄

芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事業者に対する所得税の源泉徴収免除証明書

交付（追加）申請書の提出年月日を記入する。 

（追 加） （追 加）

教 示

 「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の

納税地を管轄する税務署名を記入する。 

 また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当

該税務署の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

３ 送付に当たっての留意事項 

この通知書は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号）第2条第6項(定義)

に規定する一般信書便事業者若しくは同条第9項に規定する特定信書便事業者による同条第2項に規定する信書便の役

務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 



改 正 後 改 正 前 

（242 芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事業者に対する所得税の源泉徴収免除証明書の失効通知書） （242 芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事業者に対する所得税の源泉徴収免除証明書の失効通知書） 

24. 12 改正                                 （源１４３０－２） 

第     号 

住は
所居

又所

平成  年  月  日 

氏

名 殿

税 務 署 長       

財務事務官           

○印

芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事業者に 

対する所得税の源泉徴収免除証明書の失効通知書 

貴殿は、以下の理由により所得税法施行令第 323 条に規定する要件に該当しないこととな

ったものと認められますから、通知します。 

なお、平成  年  月  日に交付した証明書     第    号は、この通知が

あった日以後はその効力がありませんから遅滞なく当署に返還してください。 

（処分の理由）

17．03 改正                                 （源１４３０－２）

第     号 

住は

所居
又所

平成  年  月  日 

氏

名 殿

税 務 署 長       

財務事務官           

○印

芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事業者に 

対する所得税の源泉徴収免除証明書の失効通知書 

貴殿は、所得税法施行令第 323 条に規定する要件に該当しないこととなったものと認めら

れますから、通知します。 

なお、平成  年  月  日に交付した証明書     第    号は、この通知が

あった日以後はその効力がありませんから遅滞なく当署に返還してください。 

 （追 加）



改 正 後 改 正 前 

（242 芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事業者に対する所得税の源泉徴収免除証明書の失効通知書） （242 芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事業者に対する所得税の源泉徴収免除証明書の失効通知書） 

芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事業者に 

対する所得税の源泉徴収免除証明書の失効通知書 

１ 使用目的

「芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事業者に対する所得税の源泉徴収免除証明書の失効通知書」(源

1430-2)(以下「通知書」という。)は、芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事業者に対する所得税の源泉徴収免除

証明書の交付要件に該当しないこととなった場合に、失効した旨を申請者に通知する際に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 記 載 要 領 

本文の「平成 年 

月 日に交付した証

明書  第  号」

の空白欄 

芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事業者に対する所得税の源泉徴収免除証明書

の交付年月日及び証明書番号を記入する。 

処 分 の 理 由
 所得税法施行令第 323 条に規定する要件に該当しないこととなったものと認定する理

由を記入する。

教 示 

 「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の

納税地を管轄する税務署名を記入する。 

 また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当

該税務署の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

３ 送付に当たっての留意事項 

この通知書は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号）第2条第6項(定義)

に規定する一般信書便事業者若しくは同条第9項に規定する特定信書便事業者による同条第2項に規定する信書便の役

務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事業者に 

対する所得税の源泉徴収免除証明書の失効通知書 

１ 使用目的

「芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事業者に対する所得税の源泉徴収免除証明書の失効通知書」(源

1430-2)(以下「通知書」という。)は、芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事業者に対する所得税の源泉徴収免除

証明書の交付要件に該当しないこととなった場合に、失効した旨を申請者に通知する際に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 記 載 要 領 

本文の「平成 年 

月 日に交付した証

明書  第  号」

の空白欄 

芸能人の役務提供に関する事業を行う個人事業者に対する所得税の源泉徴収免除証明書

の交付年月日及び証明書番号を記載する。 

（追 加） （追 加）

教 示 

 「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の

納税地を管轄する税務署名を記載する。 

 また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当

該税務署の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記載する。 

３ 送付に当たっての留意事項 

この通知書は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号）第2条第6項(定義)

に規定する一般信書便事業者若しくは同条第9項に規定する特定信書便事業者による同条第2項に規定する信書便の役

務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 



改 正 後 改 正 前 

（243 外国法人又は非居住者に対する源泉徴収の免除証明書交付（追加）申請書） （243 外国法人又は非居住者に対する源泉徴収の免除証明書交付（追加）申請書） 

18.06改正                                    （源１４３１） 

外国法人又は非居住者に対する源泉徴収の 

免 除 証 明 書 交 付 （ 追 加 ） 申 請 書 

※整理番号

平成  年  月  日 

税務署長殿

納
税
地
に
あ
る
事
務
所
等
の

法
人
税
又
は
所
得
税
の

（フリガナ）

名 称

所 在 地
〒 

（フリガナ）
代表者その他の
責任者の氏名 ○印

（ フ リ ガ ナ ）

納 税 管 理 人 の 氏 名 ○印

①□所得税法第180条第１項 
□所得税法第214条第１項 
□租税特別措置法施行令第３条の３第２項 

追加申請書の場合 

②本店若しくは主たる事務所の所在地又は住所 ③非居住者で国内に居所がある場合のその居所 

④法人税法に定める外国普通法人となった届出書若しくは収益事業開始届出書又は所
得税法に定める開業届出書を提出した年月日 

昭･平  年  月  日

⑤会社法第 933条第 1項、旧商法第479条第１項、旧有限会社法第76条又は民法第49
条第１項に規定する登記をした年月日 

昭･平  年  月  日 

⑥支払を受ける所得が法人税又は総合課税に係る
所得税を課される所得に含まれる事情の概要 

⑦当社（私）は □ 所得税法施行令第 304条第５号に掲げる記録を確実に行います。 
□ 所得税法施行令第330条第６号に掲げる記録を確実に行います。 

⑧所得の支払を受ける事務所等が国外にある場合
の②の事務所等に対する通知、記録等の概要 

⑨外国法人の国内において行う事業の内容が法人
税法第149条又は第150条の規定による届出書
の内容と異なっている場合は、その現在の事
業の概要 

⑩証明書を提示しようと

する所得のうち主たる

ものの支払者及びその

支払を受ける事務所等

所 得 の 支 払 者 の 支 払 を 受 け る 所得の支払を受ける事務所
等 の 名 称 及 び 所 在 地 氏名・名称 住 所 ・ 所 在 地 所得の種類 見込期間

⑪租税特別措置法第８条に規定
する外国銀行等が同法の適用
を受ける場合には、その利子
又は収益の分配の主たる支払
者の名称及び事務所等 

利 子 等 の 支 払 者 の 支払を受け
る見込期間

所得の支払を受ける事務
所等の 名称及 び 所在地名 称 所 在 地 

⑫証明書の交付を受けようとする外国法人が所得税法第
180 条第１項第２号若しくは第３号に規定する外国法人
に該当する場合又は非居住者が同法第 214 条第１項第２
号若しくは第３号に規定する非居住者に該当する場合
に、この証明書により同項の適用を受けようとする国内
源泉所得がその法人（者）のこれらの号に掲げる国内源
泉所得に該当する事情 

税 理 士 署 名 押 印 ○印

※ 

税 

務

署

処

理

欄

起
案

・  ・ 
署 長 副署長 統括官 担当者 整理簿

処理内容 交付 ・ 不交付 

決
裁・  ・ 

交付

事績

交 付 部 数 部
有 効 期 限 ・  ・ 

（摘要） 通知書
証 明 書 番 号 ～ 

交付 
年月日

通知
・  ・ 

（

規

格

Ａ

４

）

当初の申請書の提出年月日
平成  年  月  日

に規定する    の交付を 

証明書    申請します｡ 
部

24．12 改正                                  （源１４３１） 

外国法人又は非居住者に対する源泉徴収の 

免 除 証 明 書 交 付 （ 追 加 ） 申 請 書 

※整理番号

平成  年  月  日 

税務署長殿

納
税
地
に
あ
る
事
務
所
等
の

法
人
税
又
は
所
得
税
の

（フリガナ）

名称又は氏名

所 在 地

又 は 住 所

〒 

（フリガナ）
代表者その他の
責任者の氏名 ○印

（ フ リ ガ ナ ）

納 税 管 理 人 の 氏 名 ○印

①□所得税法第 180 条第１項 
□所得税法第214 条第１項 
□租税特別措置法施行令第３条の３第２項 

追加申請書の場合 

②本店若しくは主たる事務所の所在地又は住所 ③非居住者で国内に居所がある場合のその居所 

④法人税法に定める外国普通法人となった届出書若しくは収益事業開始届出書又は所
得税法に定める開業届出書を提出した年月日 

昭･平  年  月  日 

⑤会社法第933条第1項、旧商法第479条第１項、旧有限会社法第76条又は民法第 49
条第１項に規定する登記をした年月日 

昭･平  年  月  日 

⑥支払を受ける所得が法人税又は総合課税に係る
所得税を課される所得に含まれる事情の概要 

⑦当社（私）は □ 所得税法施行令第304条第５号に掲げる記録を確実に行います。 
□ 所得税法施行令第330条第６号に掲げる記録を確実に行います。 

⑧所得の支払を受ける事務所等が国外にある場合
の②の事務所等に対する通知、記録等の概要 

⑨外国法人の国内において行う事業の内容が法人
税法第149条又は第150条の規定による届出書
の内容と異なっている場合は、その現在の事
業の概要 

⑩証明書を提示しようと

する所得のうち主たる

ものの支払者及びその

支払を受ける事務所等

所 得 の 支 払 者 の 支 払 を 受 け る 所得の支払を受ける事務所
等 の 名 称 及 び 所 在 地 氏名・名称 住 所 ・ 所 在 地 所得の種類 見込期間

⑪租税特別措置法第８条に規定
する外国銀行等が同法の適用
を受ける場合には、その利子
又は収益の分配の主たる支払
者の名称及び事務所等 

利 子 等 の 支 払 者 の 支払を受け

る見込期間

所得の支払を受ける事務
所 等 の名称 及び 所在 地名 称 所 在 地 

⑫証明書の交付を受けようとする外国法人が所得税法第
180 条第１項第２号若しくは第３号に規定する外国法人
に該当する場合又は非居住者が同法第 214条第１項第２
号若しくは第３号に規定する非居住者に該当する場合
に、この証明書により同項の適用を受けようとする国内
源泉所得がその法人（者）のこれらの号に掲げる国内源
泉所得に該当する事情 

税 理 士 署 名 押 印 ○印

※

税 

務 

署 

処 

理 

欄

起
案

・  ・ 
署 長 副署長 統括官 担当者 整理簿

処理内容 交付 ・ 不交付 

決
裁・  ・ 

交付

事績

交 付 部 数 部

有 効 期 限 ・  ・ 
（摘要） 通知書 証 明 書 番 号 ～ 

交付 
年月日

通知
・  ・ 

（

規

格

Ａ

４

）

当初の申請書の提出年月日

平成  年  月  日

に規定する    の交付を 

証明書    申請します｡ 
部



改 正 後 改 正 前 

（243  外国法人又は非居住者に対する源泉徴収の免除証明書交付（追加）申請書） （243  外国法人又は非居住者に対する源泉徴収の免除証明書交付（追加）申請書） 

外国法人又は非居住者に対する源泉徴収の免除証明書 

交 付 （ 追 加 ） 申 請 書 の 記 載 要 領 等 

１ 初めて申請書を提出する場合には、標題の｢(追加)｣を抹消した上、次により記載してください。 

(1) 「名称」、「所在地」及び「代表者その他の責任者の氏名」の各欄には、申請者の氏名又は名称、日本国内にある主た

る事務所の所在地及びその事務所の代表者又は責任者の氏名を記載してください。 

(2) 「納税管理人の氏名」欄には、申請者である非居住者が届け出た納税管理人が上記(1)の責任者と異なるときは、そ

の納税管理人の氏名を記載してください。 

(3) 「①」欄には、交付を受けようとする証明書の種類に応じて該当する法条のボックスをチェックし、交付を受けよう

とする証明書の部数を□内に記載してください。 

(4) 「②」欄には、外国法人である場合は、国外にある本店又は主たる事務所の所在地を、また、非居住者である場合は、

国外にある住所を記載してください。 

(5) 「③」欄には、証明書の交付を受けようとする非居住者が国内に居所を有している場合には、その居所を記載してく

ださい。 

(6) 「④」欄には、法人税又は所得税の納税地にある事務所等について、この欄に掲げてある届出書を提出した年月日を

記載してください。 

(7) 「⑤」欄には、申請者が法人である場合に、法人税の納税地にある事務所等について、この欄に掲げてある登記をし

た年月日を記載してください（所得税法第180条第１項に掲げる法人にあっては、その営業所の登記をしている必要が

あります。）。 

なお、登記をすることができない場合には、その事情を記載してください。 

(8) 「⑥」欄には、源泉徴収の免除を受けようとする所得が申請者の法人税又は総合課税に係る所得税を課される所得の

うちに含まれるものである事情を記載してください。 

(9) 「⑦」欄には、法令で定められたところにより帳簿に記録する旨を、該当する法令のボックスをチェックすることに

より表明してください。 

(10) 「⑧」欄には、源泉徴収の免除を受ける所得の支払を受ける事務所等が国外にある場合に限り、次の事項を記載して

ください。 

イ 国外にある事務所等が、その所得の支払を受ける都度、国内にある事務所等に対し法人税又は所得税の申告を適正

に行うため必要な事項を通知する時期、方法など 

ロ イにより通知を受けた事務所等が通知された事項を記録する帳簿の種類 

(11) 「⑨」欄には、「④」欄の届出書に記載した事業の内容がこの申請書の提出時における事業の内容と異なっていると

きは、その現在の事業の概要を記載してください。 

(12) 「⑩」欄は、次により記載してください。 

イ 「所得の支払者の氏名・名称」から「支払を受ける事務所等の名称及び所在地」までの各欄は、証明書を提示しよ

うとする所得のうち主たるものの支払者のそれぞれについて記載してください。この場合において､｢支払を受ける所

得の種類」欄には、支払を受ける所得の種類について、例えば､｢工業所有権の使用料｣､「貸付金利子｣､「利子等｣､

「配当等」のように記載してください。 

ロ 「所得の支払を受ける事務所等の名称及び所在地」欄には、源泉徴収の免除を受けようとする所得を受領する事務

所等の名称及び所在地を記載してください。 

(13) 「⑪」欄には、証明書の交付を受けようとする外国法人が、租税特別措置法第８条第１項に規定する金融機関に該当

し、当該外国法人の国外の営業所が支払を受ける利子等について同項の適用を受けようとする場合に、同項の適用を受

ける利子又は利益の分配のうち主たるものの支払者の名称、その事務所等の支払の場所及びその支払を受ける事務所等

の名称、所在地並びに支払を受ける見込期間を記載してください。なお、上記の金融機関に該当することを明らかにす

る書類（銀行法第４条第１項又は保険業法第185条第１項の免許などを受けていることを証する書類の写し）を添付し

てください｡ 

(14) 「⑫」欄には、証明書の交付を受けようとする外国法人が所得税法第180条第１項第２号若しくは第３号に規定する

外国法人に該当する場合又は非居住者が同法第 214 条第１項第２号若しくは第３号に規定する非居住者に該当する場

合に、この証明書により同項の適用を受けようとする国内源泉所得がその法人（者）のこれらの号に掲げる国内源泉所

得に該当する事情を記載してください。 

(15) 「税理士署名押印」欄は、この申請書を税理士及び税理士法人が作成した場合は、その税理士等が署名押印してく

ださい。 

(16) 「※」欄は、記載しないでください。 

２ 追加申請書を提出する場合には、標題の｢(追加)｣を○で囲み､｢①｣及び「⑩」又は「⑪」の各欄と、その他の欄で前に提

出した申請書に記載した事項に異動があったものだけについて、１に準じて記載してください。 

外国法人又は非居住者に対する源泉徴収の免除証明書 

交 付 （ 追 加 ） 申 請 書 の 記 載 要 領 等 

１ 初めて申請書を提出する場合には、標題の｢(追加)｣を抹消した上、次により記載してください。 

(1) 「名称又は氏名」、「所在地又は住所」及び「代表者その他の責任者の氏名」の各欄には、申請者の氏名又は名称、日

本国内にある主たる事務所の所在地及びその事務所の代表者又は責任者の氏名を記載してください。 

(2) 「納税管理人の氏名」欄には、申請者である非居住者が届け出た納税管理人が上記(1)の責任者と異なるときは、そ

の納税管理人の氏名を記載してください。 

(3) 「①」欄には、交付を受けようとする証明書の種類に応じて該当する法条のボックスをチェックし、交付を受けよう

とする証明書の部数を□内に記載してください。 

(4) 「②」欄には、外国法人である場合は、国外にある本店又は主たる事務所の所在地を、また、非居住者である場合は、

国外にある住所を記載してください。 

(5) 「③」欄には、証明書の交付を受けようとする非居住者が国内に居所を有している場合には、その居所を記載してく

ださい。 

(6) 「④」欄には、法人税又は所得税の納税地にある事務所等について、この欄に掲げてある届出書を提出した年月日を

記載してください。 

(7) 「⑤」欄には、申請者が法人である場合に、法人税の納税地にある事務所等について、この欄に掲げてある登記をし

た年月日を記載してください（所得税法第180条第１項に掲げる法人にあっては、その営業所の登記をしている必要が

あります。）。 

なお、登記をすることができない場合には、その事情を記載してください。 

(8) 「⑥」欄には、源泉徴収の免除を受けようとする所得が申請者の法人税又は総合課税に係る所得税を課される所得の

うちに含まれるものである事情を記載してください。 

(9) 「⑦」欄には、法令で定められたところにより帳簿に記録する旨を、該当する法令のボックスをチェックすることに

より表明してください。 

(10) 「⑧」欄には、源泉徴収の免除を受ける所得の支払を受ける事務所等が国外にある場合に限り、次の事項を記載して

ください。 

イ 国外にある事務所等が、その所得の支払を受ける都度、国内にある事務所等に対し法人税及び復興特別法人税又は

所得税及び復興特別所得税の申告を適正に行うため必要な事項を通知する時期、方法など 

ロ イにより通知を受けた事務所等が通知された事項を記録する帳簿の種類 

(11) 「⑨」欄には、「④」欄の届出書に記載した事業の内容がこの申請書の提出時における事業の内容と異なっていると

きは、その現在の事業の概要を記載してください。 

(12) 「⑩」欄は、次により記載してください。 

イ 「所得の支払者の氏名・名称」から「支払を受ける事務所等の名称及び所在地」までの各欄は、証明書を提示しよ

うとする所得のうち主たるものの支払者のそれぞれについて記載してください。この場合において､｢支払を受ける所

得の種類」欄には、支払を受ける所得の種類について、例えば､｢工業所有権の使用料｣､「貸付金利子｣､「利子等｣､

「配当等」のように記載してください。 

ロ 「所得の支払を受ける事務所等の名称及び所在地」欄には、源泉徴収の免除を受けようとする所得を受領する事務

所等の名称及び所在地を記載してください。 

(13) 「⑪」欄には、証明書の交付を受けようとする外国法人が、租税特別措置法第８条第１項に規定する金融機関に該当

し、当該外国法人の国外の営業所が支払を受ける利子等について同項の適用を受けようとする場合に、同項の適用を受

ける利子又は利益の分配のうち主たるものの支払者の名称、その事務所等の支払の場所及びその支払を受ける事務所等

の名称、所在地並びに支払を受ける見込期間を記載してください。なお、上記の金融機関に該当することを明らかにす

る書類（銀行法第４条第１項又は保険業法第185条第１項の免許などを受けていることを証する書類の写し）を添付し

てください｡ 

(14) 「⑫」欄には、証明書の交付を受けようとする外国法人が所得税法第180条第１項第２号若しくは第３号に規定する

外国法人に該当する場合又は非居住者が同法第 214 条第１項第２号若しくは第３号に規定する非居住者に該当する場

合に、この証明書により同項の適用を受けようとする国内源泉所得がその法人（者）のこれらの号に掲げる国内源泉所

得に該当する事情を記載してください。 

(15) 「税理士署名押印」欄は、この申請書を税理士及び税理士法人が作成した場合は、その税理士等が署名押印してく

ださい。 

(16) 「※」欄は、記載しないでください。 

２ 追加申請書を提出する場合には、標題の｢(追加)｣を○で囲み､｢①｣及び「⑩」又は「⑪」の各欄と、その他の欄で前に提

出した申請書に記載した事項に異動があったものだけについて、１に準じて記載してください。 



改 正 後 改 正 前 

（247 外国法人又は非居住者に対する源泉徴収の免除証明書を交付できないことの通知書） （247 外国法人又は非居住者に対する源泉徴収の免除証明書を交付できないことの通知書） 

24. 12 改正                                  （源１４３４） 

第     号 

所又

在は

地住

 所

平成  年  月  日 

名 

称氏

又 

は名

代氏

表 

者名 殿

税 務 署 長       

財務事務官           

○印

外 国 法人 又 は非 居住 者 に 対 す る源 泉 徴 収 の 

免 除 証 明 書 を 交 付 で き な い こ と の 通 知 書 

貴社（殿）は、以下の理由により                 に規定する要件を

備えていないものと認められますので、平成  年  月  日付で申請のあった外国法人

又は非居住者に対する源泉徴収の免除証明書は交付できませんから通知します。 

（処分の理由）

（

規

格

Ａ

４

）

17．03 改正                                  （源１４３４） 

第     号 

所 

在 

地

平成  年  月  日 

名 

称 

代氏

表 

者名 殿

税 務 署 長       

財務事務官           

○印

外 国 法人 又 は非 居住 者 に 対 す る源 泉 徴 収 の 

免 除 証 明 書 を 交 付 で き な い こ と の 通 知 書 

貴社（殿）は、                 に規定する要件を備えていないもの

と認められますので、平成  年  月  日付で申請のあった外国法人又は非居住者に対

する源泉徴収の免除証明書は交付できませんから通知します。 

（追 加）

（

規

格

Ａ

４

）



改 正 後 改 正 前 

（247 外国法人又は非居住者に対する源泉徴収の免除証明書を交付できないことの通知書） （247 外国法人又は非居住者に対する源泉徴収の免除証明書を交付できないことの通知書） 

外国法人又は非居住者に対する源泉徴収の 

免除証明書を交付で きないことの通知 書

１ 使用目的

「外国法人又は非居住者に対する源泉徴収の免除証明書を交付できないことの通知書｣(源 1434)は、外国法人又は非

居住者に対する源泉徴収の免除証明書の交付要件に該当しないため、免除証明書を交付できない旨を申請者に通知する

際に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 記 載 要 領 

本文の「貴社（殿)｣ 申請者が法人の場合は｢(殿)｣を、個人の場合は「社(  )」を抹消する。 

本文の「空白の箇所」 
申請の種類に応じて「所得税法第 180条」、「租税特別措置法施行令第３条の３」又は「所

得税法第 214条」と記入する。 

本文の「平成  年 

月 日付」の空白欄

外国法人又は非居住者に対する源泉徴収の免除証明書の交付（追加）申請書の提出年月

日を記入する。 

処 分 の 理 由
 所得税法第180条、租税特別措置法施行令第３条の３又は所得税法第214条に規定する

要件を備えていないと認定する理由を記入する。

教 示

 「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の

納税地を管轄する税務署名を記入する。 

 また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当

該税務署の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

３ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29号の２に規定する法人課税信託の受託者に対し、国税に関する法律に基づき税務署長等がその

法人課税信託についての通知書等を送付する場合には、通知書等の「名称又は氏名」の欄には、受託者の法人名又は

氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記入する。 

外国法人又は非居住者に対する源泉徴収の 

免除証明書を交付できないことの通知書

１ 使用目的

「外国法人又は非居住者に対する源泉徴収の免除証明書を交付できないことの通知書｣(源 1434)は、外国法人又は非

居住者に対する源泉徴収の免除証明書の交付要件に該当しないため、免除証明書を交付できない旨を申請者に通知する

際に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 記 載 要 領 

本文の「貴社（殿)｣ 申請者が法人の場合は｢(殿)｣を、個人の場合は「社(  )」を抹消する。 

本文の「空白の箇所」
申請の種類に応じて「所得税法第180条」、「租税特別措置法施行令第３条の３」又は「所

得税法第 214条」と記入する。 

本文の「平成 年 

月 日付」の空白欄

外国法人又は非居住者に対する源泉徴収の免除証明書の交付（追加）申請書の提出年月

日を記入する。 

（追 加） （追 加）

教 示

 「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の

納税地を管轄する税務署名を記入する。 

 また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当

該税務署の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

３ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第29号の２に規定する法人課税信託の受託者に対し、国税に関する法律に基づき税務署長等がその

法人課税信託についての通知書等を送付する場合には、通知書等の「名称」の欄には、受託者の法人名又は氏名のほ

か、その法人課税信託の名称を併せて記入する。 



改 正 後 改 正 前 

（249 所得税法施行令（第304条・第330条）に規定する要件に該当しないこととなり、又は所得税法（第180条第１項各号・ 

第214条第１項各号）に規定する外国法人若しくは非居住者に該当しなくなったことの通知書）

（249 所得税法施行令（第304条・第330条）に規定する要件に該当しないこととなり、又は所得税法（第180条第１項各号・ 

第214条第１項各号）に規定する外国法人若しくは非居住者に該当しなくなったことの通知書）

24. 12 改正 

第     号 

又
は

住

所

所

在

地

平成  年  月  日 

又

は
氏

名

名

称

氏

名

代

表

者
殿

     税 務 署 長 

     財務事務官 

○印

第304条 
所得税法施行令     に規定する要件に該当しないこととなり、又は所得税法 

第330条 

第 180 条第１項各号 
に規定する外国法人若しくは非居住者に該当しなくなったこと

第 214 条第１項各号 

の通知書

第 304 条 
貴社（殿）は、以下の理由により所得税法施行令     に規定する要件に該当し 

第 330 条 

第 180 条第１項各号 
ないこととなり、又は所得税法          に規定する外国法人若しくは非居 

第 214 条第１項各号 

第 180 条第３項 
住者に該当しなくなったので所得税法        の規定に基づき通知します。 

第 214 条第３項 

（処分の理由） 

17．03 改正 

第     号 

又
は

住

所

所

在

地

平成  年  月  日 

又

は
氏

名

名

称

氏

名

代

表

者
殿

     税 務 署 長 

     財務事務官 

○印

第304条 
所得税法施行令     に規定する要件に該当しないこととなり、又は所得税法 

第330条 

第 180 条第１項各号 
に規定する外国法人若しくは非居住者に該当しなくなったこと

第 214 条第１項各号 

の通知書

第 304条 
貴社（殿）は、所得税法施行令      に規定する要件に該当しないこととなり、 

第 330条 

第 180 条第１項各号 
又は所得税法          に規定する外国法人若しくは非居住者に該当しなく 

第 214 条第１項各号 

第 180条第３項 
なったので所得税法          の規定に基づき通知します。 

第 214条第３項 

((追 加)



改 正 後 改 正 前 

（249 所得税法施行令（第304条・第330条）に規定する要件に該当しないこととなり、又は所得税法（第180条第１項各号・ 

第214条第１項各号）に規定する外国法人若しくは非居住者に該当しなくなったことの通知書）

（249 所得税法施行令（第304条・第330条）に規定する要件に該当しないこととなり、又は所得税法（第180条第１項各号・ 

第214条第１項各号）に規定する外国法人若しくは非居住者に該当しなくなったことの通知書）

第304条 
所得税法施行令     に規定する要件に該当しないこととなり、又は所得税法 

第330条 

第 180条第１項各号 
に規定する外国法人若しくは非居住者に該当しなくなったこと 

第 214条第１項各号 

の通知書 

１ 使用目的

第304条                                                            第 180条第１項各号 
「所得税法施行令        に規定する要件に該当しないこととなり、又は所得税法                          に規定する外国 

第330条                                                            第 214条第１項各号 

法人若しくは非居住者に該当しなくなったことの通知書」は、外国法人等に対する源泉徴収の免除証明書の交付要件

に該当しないこととなったことなどについて免除証明書の交付を受けている外国法人又は非居住者に対し通知するた

めに使用する。 

２ 記載要領 

 (1) 不要部分を抹消する。 

 (2) 「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の納税地を管轄する税務署

名を記入する。 

   また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当該税務署の管轄区域を管

轄する国税不服審判所名を記入する。 

(3) 「処分の理由」には、所得税法施行令第304条（第330条）に規定する要件に該当しないこととなったと認定す

る理由又は所得税法第180条第１項各号（第214条第１項各号）に規定する外国法人若しくは非居住者に該当しな

くなったと認定する理由を記入する。

３ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第29号の２に規定する法人課税信託の受託者に対し、国税に関する法律に基づき税務署長等がその

法人課税信託についての通知書等を送付する場合には、通知書等の「名称又は氏名」の欄には、受託者の法人名又は

氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記入する。 

第304条 
所得税法施行令     に規定する要件に該当しないこととなり、又は所得税法 

第330条 

第 180条第１項各号 
に規定する外国法人若しくは非居住者に該当しなくなったこと 

第 214条第１項各号 

の通知書 

１ 使用目的

第304条                                                            第 180条第１項各号 
「所得税法施行令        に規定する要件に該当しないこととなり、又は所得税法                          に規定する外国 

第330条                                                            第 214条第１項各号 

法人若しくは非居住者に該当しなくなったことの通知書」は、外国法人等に対する源泉徴収の免除証明書の交付要件

に該当しないこととなったことなどについて免除証明書の交付を受けている外国法人又は非居住者に対し通知するた

めに使用する。 

２ 記載要領 

 (1) 不要部分を抹消する。 

 (2) 「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の納税地を管轄する税務署

名を記入する。 

   また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当該税務署の管轄区域を管

轄する国税不服審判所名を記入する。 

  （追 加）

３ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第29号の２に規定する法人課税信託の受託者に対し、国税に関する法律に基づき税務署長等がその

法人課税信託についての通知書等を送付する場合には、通知書等の「名称又は氏名」の欄には、受託者の法人名又は

氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記入する。 



改 正 後 改 正 前 

（251 租税条約に関する届出書（配当に対する所得税及び復興特別所得税の軽減・免除） （251 租税条約に関する届出書（配当に対する所得税の軽減・免除） 

租 税  条 約 に  関 す る 届 出 書 

APPL ICATION FORM  FOR INCOME T AX  CONVENT ION  

この 届出 書の 記 載に 当 た っ て は 、 別 紙 の 注意 事項 を参照 し て く だ さ い 。  
See  s eparate i n stru ct io ns.

       税 務 署長 殿  
To the D is tr ict  D i rec to r, T ax O ff ice  
１  適用 を 受 け る 租 税条 約 に 関す る事 項 ；

App l icab le  Income  Tax  Conven t ion
日本 国と                         と の間 の租 税条 約第   条 第   項   
The Incom e Ta x Conve ntion  betw e en  Japan  and                             ,Article      ,pa ra.

２  配当 の 支 払 を 受 ける 者 に 関 す る事 項 ；  
De tail s o f  Rec ip ie nt o f  D iv iden d s  

氏 名 又 は 名 称  
Fu ll nam e

個 人 の 場 合
Individual

住 所 又 は 居 所  
Domicile o r re si de nce

（ 電 話番号  Te le pho ne Number）

国 籍  
Nat io n ali ty

法 人 そ の 他 の
団 体 の 場 合

C orp o ration  
o r o ther 
e nt i ty

本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地  
P lac e o f he ad  o ff ice  o r ma in  off ic e

（ 電 話番号  Te le pho ne Number）

設 立 又 は 組 織 さ れ た 場 所
P lac e wh ere  the  Corpo rat ion was  
e stab lish ed  o r o rg anized

事 業 が 管 理 ・ 支 配 さ れ て い る 場 所  
P lac e wh ere  the  b usi ne ss  i s m an aged  
o r con tro lle d

（ 電 話番号  Te le pho ne Number）

下 記 「 ４ 」 の 配 当 に つ き 居 住 者 と し て 課 税 さ れ る
国 、 納 税 地 （ 注 ８）  
C ountr y where  the  rec ip ie nt is taxab le  as  res ident  
on  D iv id en ds mentio ned  i n 4  b e low  an d th e  p lace  
wh ere  h e i s to  p ay tax ( No te 8 )

(納 税 者 番 号  Tax p a ye r I d en t ifica tio n  N umb e r)

日 本 国 内 の 恒 久 的施 設 の 状 況  
Pe rmanen t e stab li shme nt in  
Jap an

□ 有 (Ye s)  ,  □ 無 (N o )
If “Ye s” , e xp lai n:

名 称  
Nam e

所 在 地  
Addres s

（ 電 話番号  Te le pho ne Number）

事 業 の 内 容

De ta i ls  o f Busi ne ss  

３  配当 の 支 払 者 に 関す る事 項；
De tail s o f  Pa yer o f  D ivi de nd s  

(1) 名 称 
Fu ll nam e

(2) 本 店 の 所 在 地 
Place of  h ead  o f fi ce

（ 電 話番号  Te le pho ne Number）

(3) 発 行 済 株 式 の う ち議 決権 のある 株 式 の 数 (注 ９ ) 
Number of  vot i ng  sh are s is sued  ( No te 9 )

４  上記 「 ３ 」 の 支 払者 か ら 支 払 を受 け る 配 当 で 「 １ 」 の租 税 条 約 の 規 定 の 適 用 を 受 ける ものに関 する 事 項 （ 注 10） ；
De tail s o f  D iv idend s rece iv ed f rom  the  P ayer to  wh ich the  Conve ntion  me nt ion e d in  1  abov e i s ap pl ic able (No te 1 0 ) 

元 本 の 種 類
K ind  o f Pr in cip al

銘 柄 又 は 名 称
Des cr ipti on  

名 義 人 の 氏 名 又 は 名 称  (注 11)
Name  o f Nomine e o f  P rin cipa l   (No te 11 ) 

□ 出 資 ・ 株 式・ 基金
Sh ares  (S to ck s) 

□ 株 式 投 資 信託
Stock in ve stme n t tru st  

元 本 の 数 量
Quanti ty o f Pri nc ipa l 

左 の う ち 議 決 権 の あ る 株 式 数
O f wh ich  Quan tity o f Vo ting S hares  

元 本 の 取 得 年 月 日
Date  o f A cq u is it i on  o f  Pr inc ipal  

５  その 他 参 考 と な るべ き 事 項（ 注 12） ；
Others  (N ote 1 2 ) 

□  限 度 税 率     ％ 
App licab le Tax Rate

□  免   税  
Ex emp t io n

 様  式  １

FORM  ( )税 務 署 整 理 欄

Fo r  o f f ici al u s e on ly

適 用 ； 有 、 無

払
者 受

付
支     印

務
署 受

付
税     印

配当に対する所得税及び復興 特別所得 税の軽減 ・免 除

Re lie f f ro m  Jap a ne se In come  T ax a nd  Sp eci a l Incom e

T a x f or  R eco nst r uct ion  on D iv id ends  

租 税  条 約 に  関 す る 届 出 書 

APPL ICATION FORM  FO R INCOME T AX  CONVENT ION  

こ の 届 出 書 の 記 載に 当 た って は、 別紙 の注 意 事 項 を 参照 し てく ださ い。  
See  sep arate i nstruction s.

       税務 署長 殿  
To  the D is tr ict  D irec to r, T ax O ff ice  
１  適 用 を 受 け る租 税条 約 に 関 す る 事項 ；

A pp l icab le  In come  Tax  Conv ent ion
日 本 国 と                         との 間 の 租 税 条 約 第   条 第   項   
The In com e Ta x Conve nti on  betwe en  Jap an  an d                             ,Arti cle      ,pa ra.

２  配 当 の 支 払 を受 ける 者に 関す る 事 項 ；  
De ta il s o f  Rec ip ie nt o f Div id en ds  

氏 名 又 は 名 称  
Fu ll nam e

個 人 の 場 合
Indi vid ual

住 所 又 は 居 所  
Domicil e o r re si de nce

（ 電 話番 号  Te le ph on e N umber）

国 籍  
N at io nali ty

法 人そ の 他 の
団 体 の 場 合

C orpo rat ion  
o r o th er 
e nt i ty

本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地  
P lac e o f he ad  o ff ice  o r ma in  of f ic e

（ 電 話番 号  Te le ph on e N umber）

設 立 又 は 組 織 さ れ た 場 所
P lac e where  the  Co rpo rat io n was  
e stab li shed  o r o rg ani zed

事 業 が 管 理 ・ 支 配 さ れ て い る 場 所  
P lac e where  the  bu sine ss  i s m anaged  
o r co ntro lle d

（ 電 話番 号  Te le ph on e N umber）

下 記 「 ４ 」 の 配 当 に つ き 居 住 者 と し て 課 税 さ れ る
国 、 納税 地 （ 注 ８）  
C oun tr y where  the  rec ip ie nt  is taxab le  as  res ident 
on  D iv idends men tioned  i n 4  be low  and th e  p lace  
where  he i s to  p ay tax ( No te 8 )

(納 税 者番 号  Tax p a ye r I d en t ifica tio n  N um be r)

日 本 国内 の恒 久的施 設 の 状 況  
Pe rmanen t e stab li shme nt in  
Japan

□ 有 (Ye s)  ,  □ 無 (No )
If “ Ye s” , e xp lai n:

名 称  
Nam e

所 在 地  
Addres s

（ 電 話番 号  Te le ph on e N umber）

事 業 の 内 容

De tai ls  o f Bu sine ss  

３  配 当 の 支 払 者 に 関す る 事 項 ；
De ta il s o f  Pa yer o f  D i vi de nds  

(1) 名 称 
Fu ll nam e

(2) 本 店 の 所 在 地 
Place of h ead  o f fi ce

（ 電 話番 号  Te le ph on e N umber）

(3) 発行 済株 式の う ち 議 決 権 のあ る 株 式 の 数 (注 ９ ) 
Number of  vo t i ng  share s is sued  ( No te 9 )

４  上 記 「 ３ 」 の支 払者 から 支払 を 受 け る 配 当 で「 １」 の租税 条 約 の 規 定 の 適用 を受 ける も のに 関 す る 事 項（ 注 10） ；
De ta il s o f  D iv iden d s rece iv ed  f rom  the  P ayer to  wh i ch the  Conventio n  me nt i on e d in  1  ab ov e i s appl ic abl e (No te 10 ) 

元 本 の 種 類
K ind  o f  Pri ncipal

銘 柄 又 は 名 称
Des cri pt i on  

名 義 人 の 氏 名 又 は 名 称  (注 11)
N ame  o f Nomine e o f P rincipa l   (No te 11 ) 

□出 資・ 株式 ・ 基 金
Sh ares  (S tocks) 

□株 式投 資信 託
S tock in ve stmen t tru s t 

元 本 の 数 量
Quanti ty o f  Pri nc ip al 

左 の う ち 議 決 権 の あ る 株 式 数
Of  wh ich  Qu an tity o f  V o tin g Sh ares  

元 本 の 取 得 年 月 日
Date  o f A cq u is it i on  o f  Pr inc ip al  

５  そ の 他 参考 とな るべ き 事 項 （ 注 12） ；
Others  (N ote 12 ) 

□  限 度 税 率     ％ 
App licab le Tax Rate

□  免   税  
Exemp tion

 様  式  １

FORM  ( )税 務 署 整 理 欄

F o r  o f fici al u s e on ly

適 用 ； 有 、 無

払
者 受

付
支     印

務
署 受

付
税     印

配当に対する所得税の軽 減・ 免 除

Re lie f f ro m  Jap an ese Inco me T a x on  D i v iden ds 



改 正 後 改 正 前 

（251 租税条約に関する届出書（配当に対する所得税及び復興特別所得税の軽減・免除） （251 租税条約に関する届出書（配当に対する所得税の軽減・免除） 

６ 日本 の税法上､届出書の 「２」 の外国法人が納税義務者と されるが ､「１」の租税 条約の 相手国では ､その 外国 法人の株主等が納税義務 者とされて
おり、 か つ、租税条約の規定によりそ の株主等である者（相 手国居住者に限ります ｡）の 所得として取り扱われ る 部分 に対して租税条約の適用 を受
けるこ ととされている場 合の租税条約 の適用を 受ける割合に関する事項等 (注 ４ )；
D etail s of p ropo rt ion of income to wh ich the  conven tion me ntioned in 1 abov e is  appl icab le, if the  fore ign  com pany  mentioned  in  2 above is 

taxable as a company  under Japanese tax law, and  the mem ber of the company i s treated  as taxab le  pe rson i n the other contra cting country 
of the convention ; and i f the conve ntion is  app lic ab le to  income that is treated  as inc om e of the mem ber (l imited to a res ident of the o the r 
contr acting coun try) of  the fo reign company in  accordance with the  p rov is ions of  the convention  (No te 4)

届出書の「２」 の欄に記載した外国法人は ､「４」の配 当につき、「１」の 租税条約の相手国において次の 法令に基づいて、 次の日以後、 その株
主等である者が課 税されることとされ ています ｡ 
The  member o f the  fore ign com pany  me ntioned in 2 above i s ta xable in  the  othe r con tracting country m entione d in  1 above rega rding the 

div idends m entione d in  4  above  since the fo ll ow ing  date under the fo llowing  law of the other c ontracting  country  
根拠法令                                              効力を生じる日       年     月     日  
Applic ab le law                                                          Effect ive da te

届出 書の「２」の外国法人の株主等 で租税条約の適用 を受ける者の 名称
Name  o f mem ber of the foreign company m en tioned  in 2  above , to  
whom the Convention  is app l icab le

間接保 有
Ind irect 
Owne rsh ip

持分の割合  
Ratio o f 
Owne rship

受益の割合＝  
租税条約の適用 を受ける割合 
Propo rt ion of bene fi t = 
P ropo rt ion for App licat ion  
of Convention

□  % % 

□  % % 

□  % %

□  % %

□  % %

合計  Total  % %

７  日本 の税法上､届出書の 「２」 の団体の構成員が納税 義務 者とされるが、「１」の 租税条約の相手国ではその 団体が納税義務者とされてお り、か
つ、租 税条約の 規定によ りその団体の 所得として取り扱われる部分に対して租税条約 の適用を受けるこ ととされてい る場合の記載事項 等(注５ )；   
D etail s if, whil e the partner of the entity  mentioned in  2 abov e is taxab le  under Japanese tax law, the  entity is  treated as ta xab le person  in 

the  o the r contra cting country  of the conve n tion men tione d in  1  above, and i f the convention  i s  app l icable  to income that is trea te d as 
income  o f the  entity in accordance with  the  provisions of the c onvention (Note  5)  

届出書の「２ 」の欄に 記載した団体は､「４ 」の配当につき、 「１」の欄の 租税条約の相手国において次の法令に基づいて、次の日以後、法人と
して課 税される こととさ れています｡ 
The  entity mentioned in 2  abov e i s tax ab le as a corpor ation regarding  the  div idends m entioned in  4 above since the fo llowing  date unde r 

the  fol lowing law in  the  othe r con tracting country o f the  convention me ntioned in 1 above 

根拠法令                                             効力を生じる日       年     月     日  
App licab le law                                                          E ffective da te

他の全ての構 成員から 通知を受けこの届出書を提出 する構成員の氏名又は名 称                              
Full na me of  the partner o f the  en tity who has been notified by  all  othe r partne rs and is to submit th is form

８  権限 ある当局 の証明（ 注 13）
Certif icat ion o f competent authori ty  (Note 13)

 私 は、 届出者が、日本国と                        との間の租税条 約第   条第   項   に 規定する 居住者であ
ることを証 明します。
I he reby certify that the app licant is  a res ident unde r the prov is ions o f the  Income  Tax  Convention between Japan and 

                                ,  Arti cle         , pa ra . .
         年     月    日

Date            Signature

○  代理 人に関す る事項 ；  この届出書を代理人によって提出する場合には、次の欄に記載してくださ い。
Detai ls  o f the Ag ent ；  If th i s form i s prepar ed  and submitte d by  the  Agent, fi ll out the  fol lowing Co lumns.

代 理 人 の 資 格
Capa city o f Agent 
in Japan

氏 名 （ 名 称 ）
Ful l n am e

納 税管理 人の届 出をした 税務署 名
Name  of  the  T ax Office where 
the T ax Ag en t is  reg istered

□  納税管理人  ※
Tax Age nt

□  その他の代理人
Other Agent

住 所（居 所 ・ 所在 地）
Domicile (Re sidence 
o r location )

(電話番号 Te lephone  Number)

税務署
Tax  Office

○  適用 を受ける 租税条約 が特典条項を 有する租税条約である場合；  
If  the  applic able convention ha s arti cle  o f lim itation on be ne f its

特典条 項に関す る付表の添付 □有 Yes   
□添付省略  Attachment not required 
(特 典条項に関する付 表を添付して 提出した租税条約に 関する届 出書の提出日      年     月     日 ) 

 私は 、この届 出書の「４」に記載 した配当が「１」に 掲げる租税条約
の規定 の適用を 受けるものであるこ とを 、「租 税条約の実施に伴う所得
税法 、 法人税 法及び地 方税 法の特 例等に 関する 法律の 施行に 関する 省
令」 の規定により 届 け出ると ともに、この届出書 (及び 付表 )の記載 事項
が正確 かつ完全 であることを宣言します。

        年     月     日
Date
     配当 の支払を受ける者又はその代理人の署名

Signature  o f the Re cipient of D iv idends  or h is  Agent

In accordance w ith the  prov is ions o f the Min iste rial  Ordinance for 
the Im p lem entat ion of the  Law conc ern ing the  Special Measu res of 
the I nc om e Tax Law, the  C orporation  Tax Law and  the  Local T ax 
Law for the En fo rcement of Income  Tax C onventions , I hereby 
subm it th is  application form  unde r the bel ie f that the prov is ions of 
the Income T ax Conv ention  m entioned  in 1 above  is applicab le  to 
Dividends men tioned  in 4 above and also  hereby  de clare that the  
s tatement on th is fo rm (and attachment form) is  c or re ct a nd 
complete to the best of my knowledge  and beli ef . 

※  「 納税 管理 人 」と は、 日本 国の 国税 に関 する 申 告 、申 請 、請
求 、 届出、納 付等の事項 を処理させるため、国 税 通則法の規定に
よ り 選任し、 かつ、日本 国における納税地の所 轄 税務署長に届出
を した代理人をいいま す。

※ “Tax Agent” means a person  who is appo in ted  by the  
taxpay er and is reg istered at the District Dire ctor o f Tax  
Of fi ce for the p lace  where  the  taxpay er is  to pay his tax,  in  
orde r to have  such agent take  nece ssary  proc edu re s 
conce rn ing  the  Japane se na tional  taxe s, such as  f il ing a  
re turn , appl ications, c laims,  payment o f taxe s,  etc. , under the  
provisions of  the G eneral  Law for National T axes. 

"A ttachm ent Form for 
Limita tion on Bene fits  
Art icle" attached Date of  previous  subm iss ion o f the  applicat ion for income tax 

conv ention with  the  "A ttachment Form for L imi tation on Benef its 
Arti cle "

６  日本 の税法上､届出書の「２」 の外国法人が納税義務 者と されるが ､「１ 」の租税 条約の 相手国では､その 外国 法人の株主 等が納税義務 者とされて
おり、 か つ、租税条約の規定に よりそ の株主等である者（相 手国居住者に 限ります ｡）の 所得として取り扱われ る 部分 に対 して租税条約の適用 を受
けるこ ととされている場合の租税条約 の適用を受ける割合に関する事項等 (注 ４ )；
D etail s of propo rt ion of income to wh ich the  conven tion me ntioned in 1 abov e is  appl icab le, if the  fo re ign  com pany  mentioned  in  2 above is 

taxabl e as a company  under Japanese tax law, and  the mem ber of the company i s treated  as taxable  pe rson i n the other contra ct ing coun try 
of the convention; and i f the conve ntion is  app lic ab le to  income that is treated  as inc om e o f the mem ber (l imi ted to a res ident o f the o the r 
contr acting coun try) of  the fo reign company in  accordance with the  p rov is ions of  the  convention  (No te 4)

届出書の「２」 の欄に記載し た外国法人は ､「４」の配 当につき、「１」の租税条約の相手国において次の 法令に基づい て、次の日以後、 その株
主等である者が課 税されること とされています ｡ 
The  member of the  fore ign com pany  mentioned in 2 above i s ta xable in  the  othe r con tracting country m entione d in  1 above rega rding the 

div idends m entioned in 4  above  since the fo llow ing  date under the fo llowing  law o f the other c ontracting  country  
根拠法令                                              効力を生じる日       年     月     日  
Applic ab le law                                                          Effect ive da te

届出書の「２」 の外国法人の株主等 で租税条約の適用を受ける者の 名称
Name  o f membe r o f the foreign company m entioned  in 2 above , to  
whom the Convention  is app licab le

間接保 有
Ind irect 
Owne rsh ip

持分の割合 
Ratio of 
Owne rship

受 益の割合＝ 
租 税条約の適用 を受ける割合 
P roportion  of bene fi t = 
P roportion  for Appli cation  
o f Convention

□  % % 

□  % % 

□  % %

□  % %

□  % %

合計  Total  % %

７  日本 の税法上､届出書の「２」 の団体の構成員が納税 義務 者とされるが、「１ 」の 租税条約の相手国ではその 団体が納税 義務者とされてお り、か
つ、租税条約の 規定によりその団体の 所得として取り扱われる部分に対して租税条約 の適用を受けるこ ととされてい る場合の記載事項 等(注５ )；  
D etail s if, whil e the partner of the entity  me ntioned in  2 above is taxab le  under Japanese tax law, the  en tity is  treated as ta xab le person  in 

the  o the r contra cting coun try  o f the c onve ntion mentione d in  1  above, and i f the convention  i s  app l icable  to income that i s trea te d as 
income  o f the  entity in acco rdance with  the  provisions of the convention (Note  5)  

届出書の「２ 」の欄に記載した団体は､「４ 」の配当につき、「１」の欄の 租税条約の相手国において次の 法令に基づいて、次の日以後、法人と
して課税される こととされています｡ 
The  entity mentioned in 2  abov e i s tax ab le as a corpor ation regarding  the  d iv idends m entioned in  4 above since the fo llowing  date unde r 

the  fol lowing law in the  othe r contracting c ountry o f the  convention me ntioned in  1 above 

根拠法令                                             効力を生じる日       年     月     日  
App licab le law                                                          E ffective da te

他の全ての構 成員から通知を受けこの届出書を提出する構成員の氏名又は名称                              
Full name of  the partner o f the  entity who has been notif ied by  all  othe r partne rs and  is to  submit th is form

８  権限 ある当局 の証明（注 13）
Certif ication  of competent authori ty  (Note 13)

 私 は、 届出者が、日 本国と                        との間の租税条 約第   条 第  項   に規定する居住者であ
ることを証 明します。
I he reby c ertify that the app licant is  a res ident unde r the prov is ions o f the  Income  Tax  Convention between Japan and 

                                ,  Art icle         , pa ra . .
         年     月    日

Date            S ignatu re

○  代理人に関す る事項 ；  この届出書を代理人によって提出する場合には、次の欄に記載してくださ い。
Detai ls of the Agent ；  If th i s form i s prepar ed  and submitte d by  the  Agent, fi ll out the  fol lowing Co lumns.

代 理 人 の 資 格
Capa city o f Agent 
in Japan

氏 名 （ 名 称 ）
Ful l n am e

納 税管理 人の届 出を した 税務署 名
Name  of  the  T ax Office where 
the T ax Ag ent is  reg istered

□  納税管理人  ※
Tax Age nt

□  その他の代理人
Other Agent

住 所 （居 所 ・ 所在 地）
Domicile (Re sidenc e 
o r location )

(電話番号 Te lephone  Number)

税務署
Tax  Offi ce

○  適用 を受ける 租税条約が特典条項を 有する租税条約である場合； 
If  the  applic able conv ention ha s arti cle  o f lim itation on be ne f its

特典条 項に関す る付表の添付 □有 Yes   
□添付省略  Attachment not required 
(特典条項に関する付表を添付して 提出した租税条約 に関する 届出書の提出日     年     月     日 ) 

 私は 、この届 出書の「４」に記載 した配当が「１」に掲げる租税 条約
の規定 の適用を 受けるものであるこ とを、「租 税条約等の実 施に伴う所
得税法 、法人税 法及び地方税法の特 例等に関す る法律の施行 に関する省
令」及 び「復興 特別所得税に 関する省令」の規定により 届け 出ると とも
に、この届 出書 (及び付表 )の記 載事 項が正確かつ 完全で ある ことを宣言
します 。

        年     月     日
Date
     配当 の支払を受ける者又はその代理 人の署名

Signature  o f the Re cipient o f D iv idends  or h is Agen t

I n ac co r danc e w ith the  prov isions  of t he  M in iste ria l O rd inan ce  fo r the 
Imple menta tion o f t h e L aw  c once rn ing  the  Spec ia l Me a sure s  o f the  Inc ome 
Tax  La w, the  Cor po ra tion  Ta x  Law  a nd  the  Lo ca l Ta x Law  f o r the 
En forc em ent  of Income  Ta x  Conv ent ions a nd  the  M in iste ria l O r d inance  
conc ern ing Specia l Income  T ax  f o r Reconst ruct ion , I  h er eby  submit th is  
app lica tion  form unde r the  be lie f t hat  the  p rov isions o f the  I ncom e Ta x 
Conve ntion men tione d in  1 a bove  is  app li cab le  to  D ivide nds  ment ion ed in 4 

abov e a nd also  h er eby  d ecla re  t ha t t he s tatemen t on  th is  form (and 
atta chm ent  fo rm)  is cor re ct  and  comp lete  to th e  best  o f  m y know le dge  and 
belie f.  

※  「 納税 管理 人 」と は 、 日本 国の 国税 に関 する 申告 、申 請 、請
求 、 届出、納 付等の事項 を処 理させるため 、国 税通則 法の規定に
よ り 選任し、 かつ、日本 国に おける納税地 の所 轄税務 署長に届出
を した代理人を いいます。

※ “Tax Agent” m eans a person who i s appo in ted by the  
taxpay er and  is reg istered at the Dis trict Dire ctor o f Tax  
Of fi ce for the p lace  where  the  taxpay er is  to pay his tax,  in  
orde r to have  such agent take  nece ssary  proc edu re s 
conce rning  the  Japane se na tional  taxe s, such as f il ing a  
re turn , appl ications, c laims,  payment of taxe s,  etc. , under the  
provi sions of  the G eneral  Law for National T axes. 

"A ttachm ent Form for 
Limita tion  on Bene fits  
Article" attached Date of  previous  subm ission of the  applicat ion  for income tax 

convention with  the  "Attachment Fo rm for Limi tation on Bene f its 
Arti cle "



改 正 後 改 正 前 

（251 租税条約に関する届出書（配当に対する所得税及び復興特別所得税の軽減・免除） （251 租税条約に関する届出書（配当に対する所得税の軽減・免除） 

｢租税条約に関する届出書(配当に対する所得税及び復興特別所得税の軽減・免除)｣に関する注意事項

INSTRUCTIONS FOR “APPLICATION FORM FOR RELIEF FROM JAPANESE INCOME TAX AND SPECIAL INCOME TAX FOR RECONSTRUCTION ON  DIVIDENDS” 

注 意 事 項
届出書の提出について
１  こ の届 出 書 は、 配当 に 係 る 日 本国 の 所 得税 及 び復 興特 別所 得 税 の源

泉 徴 収税 額 に つ い て租 税 条 約 の 規 定 に 基 づく 軽 減又 は免 除を 受 けよ う
と す る場 合 に 使 用 しま す 。

２  こ の届 出 書 は、 配当 の 支 払 者 ご と に 作 成し て くだ さい 。

３  こ の届 出 書 は、 正副 ２ 通 を 作 成 し て 配 当の 支 払者 に提 出し 、 配 当の
支 払 者は 、 正 本を 、最 初 に そ の 配 当 の 支 払を す る日 の前 日ま でに その
支 払 者の 所 轄 税 務 署長 に 提 出 し てく だ さ い。 こ の届 出書 の提 出 後 そ の
記 載 事項 に 異 動が 生じ た 場 合 も 同 様 で す 。

な お、 記 載 事 項 に 異 動 が 生じ た場 合 に お い て 、異 動 が 生 じ た 記載 事
項 が 届出 書 の 「４ 」の 「 元 本 の 数量 」 や 「配 当 の 金 額 」 の 増 加又 は 減
少 に よ る も の で あ る 場 合 に は ､ 異動 に 係 る 届 出 書 の提 出を 省略 する こ
と が でき ま す （上 場株 式 の 配 当 等の 一 定 の配 当 につ いて は、 既 に 提 出
し た 届出 書 に 記 載 した 配 当 等 と 異 な る 種 類の 配 当等 の支 払を 受 ける こ
と と な る 場 合 に お い て も 、 異 動 に 係 る 届 出 書 の 提 出 は 省 略 で き ま
す 。 ）。

無 記 名 の 受 益 証 券 等に 係 る 配 当 に つい て は 、 そ の 支 払を 受 ける 都
度 、 この 届 出 書を 正副 ２ 通 作 成 して 配 当 の支 払 者 に 提 出 し 、 配 当の 支
払 者 は、 正 本 を そ の支 払 者 の 所 轄税 務 署 長に 提 出し てく ださ い 。

４  適 用を 受 け る租 税条 約 に 両 国 間 で 課 税 上の 取 扱い が異 なる 事 業 体に
関 す る規 定 が あ る 場合 に は 、 次 の 点 に ご 注意 く ださ い（ ５に お い て同
じ で す。 ） 。

外 国法 人 で あ っ て 、 相 手 国で はそ の 株 主 等 が 納税 義 務 者 と され るも
の が 支払 を 受 け る 所得 に つ い て は、 相 手 国の 居 住 者 で あ る 株 主等 （ そ
の 株 主 等 の 受 益 す る 部 分 に 限 り ま す ｡） につ い て の み そ の 租 税 条約 の
規 定 の適 用 を 受け るこ と が で き ます ｡上 記に該 当す る外 国法 人 は ､次 の
書 類 を添 付 し て提 出 し て く だ さ い ｡
①  届出 書 の ｢２ ｣の欄 に 記 載 し た外 国 法 人が 相 手国 にお いて そ の 株 主

等 が課 税 を 受け て い る こ とを 明ら か に する 書 類
②  ｢外国 法 人 の 株 主 等 の名 簿 (様 式 16)｣
③  その 租 税 条 約 の適 用 を 受 け るこ と が でき る 株主 等が その 外 国法 人

の 株主 等 で あ る こ と を 明 らか にす る 書 類
④  相手 国 の 権 限 ある 当 局 の 株 主等 で あ る者 の 居住 者証 明書

な お 、 こ の 場 合 に は ､「 特 典 条項 に関 する 付 表 (様 式 17)」 (そ の 添 付
書 類 を 含 み ま す ｡ )につ い ては 、③ の 各 株 主 等 の も の を 添 付 し てく ださ
い ｡

５  そ の租 税 条 約の 相手 国 の 居 住 者に 該 当 する 団 体 で あ っ て 、 日 本で は
そ の 構 成 員 が 納 税 義務 者 と さ れ る 団 体 の 構 成 員 (そ の 団 体 の 居 住地 国
の 居 住者 だ け で な く、 そ れ 以 外 の国 の 居 住者 や 日本 の居 住者 も 含 み ま
す ｡以下 同 じ で す ｡ )は ､こ の届 出書 に 次 の 書 類 を 添 付 し て 提 出 し てく だ
さ い ｡

な お、 そ の 団 体 の 構 成 員 のう ち特 定 の 構 成 員 が他 の全 て の 構 成 員 か
ら 「 相 手 国 団 体 の 構 成 員 の 名 簿 (様 式 16 )」 に 記 載 す べ き 事項 に つい て
通 知 を 受 け そ の事 項 を 記 載 し た 「 相 手 国 団 体 の 構 成 員 の 名 簿 (様 式
16 )」を 提出 した 場 合に は ､す べて の 構 成 員 が 届 出 書 を 提 出 し て い るも
の と みな さ れ ま す 。
①  届出 書 の 「２ 」の 欄 に 記 載 した 団 体 が居 住 地国 にお いて 法 人 と し

て 課税 を 受 け て い る こ と を 明 ら か に す る書 類
②  「相 手 国 団 体 の 構 成 員 の 名 簿 (様式 16)｣
③  「 相 手 国 団体 の 構成 員 の 名 簿 」 に 記 載 さ れ た 構 成 員 が 届 出 書 の

「 ２」 の 団 体の 構 成 員 で ある こと を 明 らか に する 書類
④  相手 国 の 権 限 ある 当 局 の 団 体 の 居 住 者証 明 書

な お 、 こ の 場 合 に は ､「 特 典 条項 に関 する 付 表 (様 式 17)」 (そ の 添 付
書 類 も 含 み ま す 。 )は 、 届 出 書 の ｢２ ｣の欄 に 記載 し た 団 体 の も のを 添
付 し てく だ さ い ｡

６  こ の届 出 書 を納 税管 理 人 以 外 の 代 理 人 によ っ て提 出す る場 合 に は、
そ の 委 任 関 係 を 証 す る 委 任 状 を そ の翻 訳 文 と と も に 添 付 し て く だ さ
い 。
届出書の記載について
７  届 出書 の □ 欄に は、 該 当 す る 項目 に つ いて レ 印を 付し てく だ さ い。

８  納 税者 番 号 と は 、租 税 の 申 告 、 納 付 そ の他 の 手続 を行 うた め に 用い
る 番 号 ､記号 そ の 他 の 符 号 で そ の 手 続 を す べ き 者 を特 定す る こ と が で
き る もの を い い ま す。 支 払 を 受 ける 者 が 納税 者 番 号 を 有 し な い 場合 や
支 払 を受 け る 者の 居住 地 で あ る 国に 納 税 者番 号 に 関 す る 制 度 が 存在 し
な い 場合 に は 納 税 者番 号 を 記 載 する 必 要 はあ り ま せ ん ｡

【 裏 面 に 続 き ま す 】

IN STRUCT ION S
S ubmiss io n of  th e FORM  
 1   Th is  fo rm i s to  b e u sed  by the Re cip ie n t o f  D iv id en ds i n 
cla iming  th e re lie f from  J apa ne se Income  T ax an d S peci al
In come Tax fo r Reconstruct ion un de r the prov is io ns of  th e 
In come T ax C onv en tio n.  

 2   Th is  fo rm  mus t b e pre p ared  separately fo r e ach  P aye r o f 
D iv iden ds.  

 3   Th is  fo rm mus t b e  subm itted  in  d up l icate to  the  Pay er o f 
D iv iden ds, who has  to  f il e the o r igin a l  w ith  the D is trict D irec tor 
o f Tax O ffi ce fo r the  p lace wh ere the  Paye r res ides , by  the day 
b efo re  th e paym en t o f th e D ivide nds  is m ade . The sa me 
p roce du re s m ust  be f o llowed  w he n there  is  any chang e in  th e 
statements o n  th i s fo rm ex cep t if the chang e resu lts in an 
incre ase  o r d ecre ase  i n the “Quan tity  o f Princi pa l” , o r “Amount 
o f D ivide nds” ment ion ed  in  co lumn  4  (In  the  case o f  fi xe d 
d ivi de nd s  o f li sted  sto ck , the s ubm is s ion  of the fo rm fo r transf er 
p urpose s c ou ld  b e om itted , wh en  th e d iv id en ds re ce ive d d i ff er  
from th ose d iv id ends n o te d o n  the fo rm  that ha s a l ready b ee n 
submi tte d.) . 
H owe ve r, in  ca se o f D iv id ends from b eare r secu ri ti es , th is  fo rm 

must  b e  submi t te d  in  dupl ic ate  at  the time of  e ach  p aym en t o f 
such  D ivi de nd s . 

 4   In  the case whe re th ere  e xis ts an ap pl icab le c onve n tio n 
b etween  bo th  co untr ies  w ith  prov is io ns  fo r an  e nt i ty  that i s 
t reated  d i ff ere ntl y fo r tax pu rpose s, the  n ex t poi nt  sho u ld  b e 
n oted . ( sa me a s fo r co lumn  5 )
In  case o f in come th at  is  rece ive d  by a fo reig n  company whos e 

member i s tre ated  as  taxab le  perso n in  the  Con tr acting S tate 
o the r th an Japan  the  Income  Tax  Con vent io n  is app l icab le  o n ly to 
members  that a re  re sid en ts  o f the C ontracti ng  State (to th e 
ex te n t th at  the in come  i s a be nef it  o f  th e members ). Suc h f o re ig n 
compan y sh ou ld attach  the  fo l low in g do cume nts  to this fo rm:  
①  Documen ts  sh ow in g that the member o f th e fore ign  comp an y 
men t ione d in  2  is  treated  as taxab le p erson  in  the  C on tract io n g 
State.  

②  "L is t o f the Members  o f Fo re ign  Compan y  (Fo rm 16 )" 
③  Documen ts  sh ow ing  th at  th e mem ber to  whom the  In come  Tax 
Conve n tion  is  appl ic abl e i s a member o f  the  fore ig n company .

④  The  re si dency ce rti fi cat ion  fo r s hareho ld ers  o f compe te nt 
au tho rity in  the  o the r cou ntry . 
A lso  at tach  "A ttac hmen t Fo rm  fo r L im itation  o n  Be nef its 

A rticle (Fo rm  17 )"( in clud in g attachment) comp le te d for ea ch o f 
the  memb ers  des cribe d in  ③ .  

5 A  P artner o f an e nt i ty  that is  a  r es iden t  o f the Con tractin g 
State  oth e r than  J ap an  und er the In come  T ax Conve nti o n 
(in clud ing  a pa rtne r that i s res ide nt  o f Japan o r an y o th er 
coun try,  in  ad di t io n to  the coun try  o f wh ic h th e e ntity is  a 
res iden t; the  sam e app lie s be low ) and whose  partners  are tax abl e 
pe rso ns in Ja pan  mu st s ubm it  thi s fo rm  attached  w ith  th e 
fo ll ow in g documents.  
If a sp e cif ic pa rtne r o f th e e n ti ty i s n o tif ied  o f requ ire d 

info rmatio n  to  en ter in  "L is t o f the Partners  o f  En ti ty  ( Form  16 )" 
by a ll o f th e other partn ers  an d " L is t o f  the  Partners  o f En tity 
(Form 1 6 )" f il led  with  the  not if ie d i n fo rmation , al l o f the  partne rs 
are  d eem ed  to  submit the  app lic ati on fo rm.  
①  Docume nts  sh ow ing  th at  the en tity men t ioned  i n 2  i s tax ab le 
as a co rpora tion  i n  its  res id ence  coun try . 

②"L i st o f  the P artne rs of  En t ity (Form  16) " 
③  Docume nts  sh ow ing that the  p artne rs me nti oned in  "L is t o f 
the Partn ers  o f Enti ty  (Fo rm 16 )" are partn ers  of th e en tity 
men t ion ed  in  2 .  

④  The re s iden cy c ertif ic at io n f or ent ity of c om pe ten t autho rity 
in  the  o the r country . 
In  th is  case, atta ch "A ttachme nt Fo rm  for L imitat ion o n 

Bene fit s A rt ic le (Fo rm 17 )"  (in clu di ng  attachmen t ) fo r th e  en tity 
menti on ed  in 2 . 

6   A n A ge n t o the r than  the  T ax Ag en t mu st attach a powe r o f 
atto rney  tog eth er w ith its Jap an ese tran s lat io n . 

C om pl et io n  o f the FORM  
 7   A pp lic ab le b l oc ks  must  b e c he cke d.  

 8   T he  Tax pa yer I de n ti fi cat io n  Num ber is a  num be r, co de o r 
symbo l wh i ch is us ed  fo r f il in g of  re turn  and  pa yme nt  of  d u e 
amount  and  oth er p ro ce du re s rega rdi ng  tax,  an d  wh ic h ident if ie s 
a  p e rso n wh o mus t take  such  p rocedu res . If a  s ys tem o f Taxp ay er 
Id enti fi cat ion  Num be r doe s n ot  e xis t  in  th e c oun try where th e 
rec ip ien t re side s,  o r if  th e re cip i en t  o f the payment  do es  not  hav e 
a Ta xpaye r Iden t ifi cati on  N umber, it  i s not  nece ss ary  to enter th e 
Taxpay er Ide nt i fic ation  N um be r. 

【 Continue on the reve rse】

 様  式 １

FORM  

｢租税条約に関する届出書(配当に対する所得税の軽減・免除)｣に関する注意事項

INSTRUCTIONS FOR “APPLICATION FORM FOR RELIEF FROM JAPANESE INCOME TAX ON DIVIDENDS”  

注 意 事 項
届出書 の提出について
１  こ の届 出 書 は、 配当 に 係 る 日 本 国 の所 得税 の源 泉 徴 収 税 額 に つ い て

租税 条約 の 規 定に 基づ く 軽 減 又 は 免 除 を 受け よ うと する 場合 に使 用 し
ます。

２  こ の届 出 書 は、 配当 の 支 払 者ご と に 作 成し て く ださ い。

３  こ の届 出 書 は、 正副 ２ 通 を 作 成 して配 当の 支払 者 に 提 出 し 、 配 当 の
支払 者は 、 正 本を 、最 初 に そ の 配 当の 支払を する 日 の 前 日ま でに その
支払 者の 所 轄 税 務 署長 に 提 出 し て く だ さ い。 この 届出 書の 提出 後 そ の
記載 事項 に 異 動が 生じ た 場 合 も 同 様で す。

な お、 記 載 事 項 に異 動 が 生 じ た 場 合に お い て、異動 が 生 じ た 記 載 事
項 が 届出 書 の 「４ 」の 「 元 本 の 数 量 」 や 「配 当 の金 額」 の増 加又 は 減
少 に よる もの であ る 場 合 に は ､異 動 に 係 る 届 出 書 の提 出 を 省 略 す る こ
とが でき ま す （上 場 株 式 の 配 当 等 の 一 定の配 当に つ い て は 、 既 に 提 出
した 届出 書 に 記 載 した 配 当 等 と 異 なる 種類の 配当 等 の 支 払 を 受け る こ
と とな る 場 合 に お い て も 、 異 動 に 係 る 届 出 書 の 提 出 は 省 略で き ま
す 。 ）。

無 記名 の 受益 証 券 等 に 係 る 配当 に つい て は 、 その 支 払を 受け る 都
度 、 この 届 出 書を 正副 ２ 通 作 成 し て 配 当 の支 払 者に 提出 し、 配当 の 支
払者 は、 正 本 を その 支 払 者 の 所 轄 税 務 署 長に 提出 し て く だ さ い 。

４  適 用を 受 け る租 税 条 約 に 両 国 間 で課 税上の 取扱 いが 異 な る 事 業 体 に
関 す る規 定 が あ る 場合 に は 、 次 の 点に ご注意 くだ さ い （ ５ に お い て同
じで す。 ） 。

外 国法 人 で あ っ て、 相 手 国 で は そ の 株 主 等 が 納税 義務 者 と され るも
のが 支払 を 受 け る 所得 に つ い て は 、 相 手 国の 居 住者 であ る株主 等 （ そ
の 株 主等 の受 益す る 部 分 に限 り ま す ｡） に つ い て の み その 租税 条 約の
規定 の適 用 を 受け る こ と が で き ま す ｡上 記 に該 当 す る 外 国 法 人 は ､次 の
書類 を添 付 し て提 出 し て く だ さ い ｡
①  届出 書 の ｢２ ｣の欄 に 記 載した 外 国 法 人が 相手 国 に お い て そ の 株 主

等 が課 税 を 受け て い る こ と を 明 ら か に する 書 類
②  ｢外国 法 人 の 株 主 等の 名 簿 (様 式 16)｣
③  その 租 税 条 約 の適 用 を 受 け る こ と が でき る 株 主 等 が そ の 外国 法 人

の 株主 等 で あ る こと を明 ら か に す る 書 類
④  相手 国 の 権 限 ある 当 局 の 株 主 等であ る者 の居 住 者 証 明 書

な お、 この 場合 に は ､「 特 典 条 項 に 関 す る 付 表 (様 式 17)」 (そ の 添 付
書類 を含 みま す ｡ )につ い ては 、③ の 各 株 主 等のも の を 添 付 し て く だ さ
い｡

５  そ の租 税 条 約の 相手 国 の 居 住 者 に 該 当 する 団 体で あっ て、 日本 で は
その 構成 員 が 納 税 義 務 者 とさ れ る団 体の 構 成 員 (そ の 団体 の居 住 地 国
の 居 住者 だ け で な く、 そ れ 以 外 の 国 の 居住者 や日 本 の 居 住 者 も 含 み ま
す ｡以下 同 じで す ｡ )は ､こ の届 出書 に 次 の 書 類を添 付 し て 提 出 し て く だ
さい ｡

な お、 そ の 団 体 の構 成 員 の う ち特 定 の 構 成 員が他の 全 て の 構 成 員か
ら 「 相手 国団 体 の 構 成 員 の 名 簿 (様式 16)」 に 記載 すべ き 事 項 につ い て
通知 を 受 け そ の 事 項 を 記 載 し た 「 相 手 国団 体 の 構 成 員 の 名簿 (様 式
16)」を 提 出 し た 場 合に は ､す べて の 構 成 員 が 届 出書 を提 出し てい るも
のと みな さ れ ます。
①  届出 書 の 「２ 」の 欄 に 記 載 し た 団 体が居 住地 国 に お い て 法 人 と し

て 課税 を 受 け てい る こ と を明 ら か に す る書 類
②  「相 手 国 団 体 の 構 成 員 の 名 簿 (様式 16 )｣
③  「 相手 国 団体 の 構 成 員 の 名 簿」 に 記 載 さ れ た 構 成 員 が 届 出 書 の

「 ２」 の 団 体の 構成 員 で あ る こ と を 明らか にす る 書 類
④  相手 国 の 権 限 ある 当 局 の団 体 の 居住 者証 明書

な お、 この 場合 に は ､「 特 典 条 項 に 関 す る 付 表 (様 式 17)」 (そ の 添 付
書類 も含 み ま す 。 )は 、 届 出書 の ｢２ ｣の 欄 に 記 載 し た 団体 のも の を 添
付 し てく だ さ い｡

６  こ の届 出 書 を納 税 管 理 人 以 外 の 代理 人によ って 提 出す る 場 合 に は 、
そ の 委 任 関 係 を 証 す る 委 任 状 を そ の翻 訳 文 と と も に 添 付 し て く だ さ
い 。
届出書 の記載について
７  届 出書 の □ 欄に は 、 該 当 す る 項 目 に ついて レ印 を 付 し て く だ さ い。

８  納 税者 番 号 と は 、租 税 の 申 告 、 納付そ の他 の手 続 を 行 う た め に 用 い
る 番 号 ､記 号 そ の 他 の 符 号 で そ の 手 続 を す べ き 者 を特 定 す る こ と が で
きる もの を い い ます 。 支 払 を 受 け る 者 が 納税 者 番号 を有 しな い場 合 や
支払 を受 け る 者の 居住 地 で あ る 国 に 納 税 者番 号 に関 する 制度 が存 在 し
ない 場合 に は 納 税者 番 号 を 記 載す る 必要 はあ りま せん ｡

【裏 面に 続き ます 】

IN STRUCTIONS
S ubm iss io n of th e  FORM  
 1   Th is  fo rm i s to  b e u sed by the Re cip ie n t o f  D iv idend s in 
cla im ing  th e re lie f from Jap an ese  In come  Tax  under the  p rov is ion s 
o f th e In come  Ta x Conve nt i on . 

2   Th is  fo rm  mu s t b e pre p ared  separatel y fo r e ach  P aye r o f 
D iv id en ds.  

 3   Th is  fo rm mus t be  subm itted  in  d up l icate to  the  Pay er o f 
D iv id en ds, who has  to  f ile the o riginal  w ith  th e D is t rict  D irec to r 
o f Tax O ffi ce fo r the  p lace wh ere the  Paye r res ides , by  the day 
b efo re  the paym en t o f th e D i vid e nds  i s m ade . The sa me 
p ro ce du re s m u st  be fo llowed  w he n th ere  is  any chang e in the 
statemen ts o n  th is fo rm ex cept  if the chang e res u lts in an 
incre ase  o r decre ase  i n th e “Quan tity  o f Princip al” , o r “Amount 
o f D ivide nds” men t io ned  in  co lumn  4  (In  the  cas e o f fixe d 
d ivi de nds  o f li sted  stock , the s ubm is s ion  of  the fo rm fo r t ransfer 
p urpose s c ou ld  b e om itted , when  the d iv id end s re ce ive d d i ffer 
from tho se d iv id en ds no te d o n  th e fo rm  th at  ha s al read y bee n 
subm itte d.) . 
H owe ve r, in  ca se o f D iv idends from beare r secu r i ties , th is  form 

mu st  b e  submi tte d in  dupl ic ate  at  the ti me of  e ach  p aym en t o f 
such  D ivi de nds . 

 4   In  th e cas e wh e re th ere  e xis ts an ap pl icab le c onve n tion 
b etween  bo th  co untri es  w ith  pro v is io ns  fo r an  e nt i ty  that  i s 
t reated  d i ff ere nt l y fo r tax pu rpose s, the  n ex t po i nt shou ld  be 
n oted . ( sa me a s fo r co lumn  5 )
In  case o f in come th at  is  rece ive d  by a fo reig n  company wh os e 

member is tre ated as  taxable  person i n  the  Con tr act ing S tate 
o th e r than Japan  the  Income  Tax  Con ven t ion  is app l icab le  o nly to 
members  that  a re  re sid en ts  o f th e C on tract i ng  State (to the 
ex te n t th at  the in come  i s a  be nef it  o f  the members ). Suc h f o re ig n 
comp an y sh ou ld attach  the  fo l low in g do cume nts  to this fo rm :  
①  Documents  show in g that the member o f th e fore ign  company 
men t io ne d in  2  is  t reated  as taxab le person  in  the  C on tract io ng 
State.  

②  "L is t o f the Members  o f Fo re ign  Company  (Form 16 )" 
③  Documents  sh ow ing  th at  th e mem ber to  w hom the  Income  Tax 
Conve n tion  is  appl ic abl e is a member o f the  fore ig n company . 

④  The  re si den cy ce rti ficat ion  fo r sh areh o lders  of  compe te n t 
au tho rity i n  th e  o the r co untry . 
A l so  attach  "Attac hment Form fo r L imitation  o n  Be n ef its 

A rticle (Form 17 )"( includ in g attachmen t) comp le te d for ea ch o f 
the  members  d es cribe d in  ③ .  

5 A  P artn er o f an e nt ity  that  is  a r es iden t  o f th e Con tracting 
State  othe r than  J ap an  und er th e Income  T ax Conve nt i on 
(in clud in g  a pa rtne r that  is res ide nt o f Japan o r an y o ther 
coun try,  in  addi t io n to  the coun try  o f wh ic h the e n ti ty is  a 
res iden t ; the  sam e app lie s be low ) and who se  partners  are tax abl e 
pe rson s in Ja pan  mu st su bm it  this fo rm  at tached  w ith  the 
fo ll ow in g documents.  
If a spe cif ic pa rtne r o f th e e n tity i s no tif ied  o f requ ire d 

info rmatio n to  en ter in  "L is t o f the Partners  o f  En ti ty  ( Form  16 )" 
by a ll o f  the oth er partn ers  and " L is t o f  th e  Partners  o f En tity 
(Fo rm 1 6)" f il led  with  the  no t if ie d i n fo rmation , a l l o f the  p artne rs 
are  d eem ed  to  su bm it the  app lic ati on fo rm.  
①  Docume nts  s how ing  that th e en t ity men t ioned  in 2  i s tax ab le 
as a co rpora ti on  i n  it s  res id en ce  co un try . 

②"L ist of  th e P artne rs of  En t ity (Fo rm  16) " 
③  Docume nts  sh ow ing th at  the  p artne rs me ntioned  in  "L is t o f 
the Partn ers  o f E nti ty  (Fo rm 16 )" are partners  o f the en tity 
men t io ned  in  2 .  

④  The re s id en cy c ert if ic at ion fo r en t ity o f c om pe ten t auth ority 
in  the  o the r co untry . 
In  th is  case, atta ch "A ttachme nt Form  for L im itat ion on 

Bene fi ts A rtic le (Fo rm 17 )"  (in cl uding  at tachmen t) fo r th e  en tity 
me nt i on ed  in 2 . 

 6   An  A ge nt o th e r than  the  T ax Ag ent mus t at tach  a powe r o f 
atto rney  tog eth er w ith it s Japanese trans lat io n . 

C om pletion  o f the FORM  
 7   App lic ab le b loc ks  mus t b e c he cke d.  

 8   T he  Tax pa yer I de n ti ficat io n  N um ber i s a  num be r, cod e o r 
symbo l wh ich  is us ed  fo r f il in g of  re tu rn and  pa yme nt  of  d ue 
amount and  other p ro ce du re s rega rdi ng  tax,  and  wh ic h identif ie s 
a p e rso n who mus t take  s uch p ro ced u res . If a s ys tem o f Taxp ay er 
Iden ti fi cat ion  Num be r doe s not  e xis t in  the c ou n try where the 
rec ip ien t re si de s,  o r if  th e re cip i en t o f the paymen t  d oes  not hav e 
a Ta xpaye r Iden t ifi cati on  N umber, it i s no t  n ece ssary  to enter the 
Taxpay er Ide nt i fic at ion  N um be r. 

【 Conti nu e on  th e reve rse】

 様  式 １

FORM  



改 正 後 改 正 前 

（251 租税条約に関する届出書（配当に対する所得税及び復興特別所得税の軽減・免除） （251 租税条約に関する届出書（配当に対する所得税の軽減・免除） 

９ 届出 書 の「３ 」の「(3)」の欄 には 、配当 の支払を 受 ける者が 配
当の支 払 者の議決 権のある 発行済株 式の 10％ 以上を所 有 してい る
場合に記載してください 。

10 届出 書 の「４ 」の各欄 に は、配当 の支払を 受ける者 が日本国 内
に支店 等 の恒久的 施設を有 する 場合 は、その 恒久的施 設に帰せ ら
れない配当について記載してく ださい。

11 届出 書 の「４ 」の「名 義 人の 氏名 又は名称 」欄には 、元本が そ
の真実 の 所有者以 外の者－ 配当の支 払を受け る者以外 の者－ の 名
義によ っ て所有さ れている 場合に、 その名義 人の氏名 又は名 称 を
記載し て ください 。この場 合、 届出 書「２  配当の支 払を受け る
者に関 す る事項」 欄に記載 された 者 が元本の 真実の所 有者で あ る
こと及 び その元本 が真実の 所有者以 外の者の 名義によ って所 有 さ
れてい る 理由を証 するその 名義人 の 発行した 証明書を 、その翻 訳
文とともに添付 してください。

12 届出 書 の「５ 」の欄に は 、「 ２」 から「４ 」までの 各欄に記 載
した事 項 のほか、 租税の軽 減又は免除 を定める ｢１｣の 租税条 約 の
適用 を 受 ける た めの 要 件を 満 たす 事 情 の詳 細 を記 載 し てく だ さ
い。

なお、配当 の支払 を受ける 者が、 日仏租税 条約 1995年 議定 書３
(b) (i) の 規 定に規定 す る組 合又 はその他の 団 体であ る場合に は 、
その旨 （ 組合その 他の団体 の種類、 設立根拠 法を記載 してく だ さ
い ｡)、 支 払を受 ける総額 、 フランス の居住者 たる組合 員又は構 成
員の持 ち 分の割合 を記載し （組合員 又は構成 員全体の 持ち分 の 明
細を添 付 してくだ さい｡)、 また、フ ランスに おいて法 人 課税 を 選
択している場合 には、その選択 している旨を記 載してください。

13 支払 を 受ける 配当が、 租税条約 の 規定によ り免税と なる場合 に
は、支 払 者に提出 する前に 、届出書 の「８」 の欄に権 限ある当 局
の証明を受けてください (注意事項 14の場合を除きます ｡)。 

14 注意 事 項13の 場合にお いて権限あ る当局が 証明を行 わない こ と
として い るため ､その証明 を受けるこ とがで き ない場合 には､届 出
書の「 ５ 」の欄に 記載した ｢要件を満 たす事 情 の詳細 ｣を明ら か に
する書 類 (その書 類が外国 語で作成さ れてい る 場合には ､その翻 訳
文を含 み ます ｡)及び権限 あ る当局 の 発行した 居住者証 明書を添 付
してく だ さい（平 成 16年４ 月１日以 後適用開 始となる 租税条 約 の
適用を受ける場合 に限ります｡)。  

なお、配当 の支払者 に居住 者証明書 （提示の 日前一年 以内 に作
成され た ものに限 ります ｡ )を提示 し 、届出書 の「２」 の欄に記 載
した事 項 について 配当の支 払者 の確 認を受け たとき（ 届出書に そ
の確認 を した旨の 記載があ る場合に限 ります｡ )は、居 住 者証 明 書
の添付を省略することができま す。  

この場合、 上記の確 認をし た配当の 支払者は 、届出書 の「 ５」
の欄に ① 確認をし た旨（例 ：届出者 から提示 のあった 居住者 証 明
書によ り 、届出書 に記載さ れた 氏名 又は名称 その他の 事項に つ い
て確認 し ました ｡ )、②確 認 者の氏名 （所属） 、③居住 者証明 書 の
提示を 受 けた日及 び④居住 者証明書 の作成年 月日をそ れぞれ記 載
すると と もに、提 示を受け た居住者 証明書の 写しを作 成し、提 示
を受け た 日から５ 年間その 国内にあ る事務所 等に保存 する必 要 が
あります 。 

この届 出 書に記載 された事 項その 他 租税条約 の規定の 適用の有 無
を判定す る ために 必要な事 項について は、別 に 説明資料 を求め る こ
とがあります。

9   Co lumn (3) of 3 must be fi lled in  i f the Recipient o f Divide nds  
owns not le ss  than 10% of the  to tal voting  shares i ssued by the  
Paye r of such  Div idends.  

10  Ente r into Column 4 Dividends whic h are  not attributed  to a 
perm ane nt es tablishmen t in Japan o f the  Recipient (such Divide nds  
a s are  not accounted for in the books  of the  pe rmanent 
e stablishment).  

11  Ente r in to  item  “Name  of  Nomine e of Princ ipal” in 4 the  
re gistered name  o f the owner of  share s in question. 
  If the reg is tered name i s d i fferent from the name  o f Recipien t of  
D ivide nds, attach the ce rt if icate i ssue d by the nom inee to cla rify  
that the  benef ici al owner o f such  sha res is the  Recipien t s ta te d in 
C olum n 2, toge the r with its Japanese  translation  and why  the  
shares  are re gi stered  in  a  nam e othe r than that o f the  be ne ficial  
owners. 

12  Ente r in to line 5 de tails  o f  cir cum stance that the c ond itions for 
the app lic ation o f the convention m entioned in 1 are sat is fied,  in 
addit ion  to in formation  entered in 2 thought 4.  
If the  Rec ip ien t o f Div idends is  the partnership or o ther group  of 

persons in the  sense o f the A rticle 3 (b) (i) of  Protocol,  1995,  of  
the Convention between Ja pan and the  Fre nch Repub lic, ente r 
detai ls  i nto  th is Co lumn to that effect (k ind of p artnersh ip o r other 
g roup o f pe rsons, and  the basis  l aw fo r the e stabl ishme nt) , total  
am oun t of Div idends, and the rat io of  an inte rest o f the French 
re side nt partners  to  tha t of al l partners, together with the fu ll  
detai ls  o f interests of a ll pa rtners. I f said partnership or othe r 
g roup of  pe rsons elects to be l iab le to  the co rporat ion  ta x in 
France , enter in formation  into this C olum n to that ef fect. 

13  If the  Div idends are subject to  the  tax exemption  unde r the  
provisions of  the Income T ax Convention,  the Column  8  m ust be  
f i lled with the certif ica tion by  the com peten t au tho rity before  
subm itting th is  form to the payer(ex cept for c ase s described  in  
Note 14 ). 

14  If the competent authori ty  doe s not make such  a certif ic ation as  
m entioned in  Note 13 , documents showing  "the de tails of  
c ircumstance that the  condition s are satisf ied" entered in  li ne   5 
( including Japanese trans lat ion i f the docum ents are  w ritten in 
foreign language.) and the  c ertif icat ion of  re sidency  issued by the 
c om pe te nt autho rity must be a ttached (only for the appl ication o f 
c onventions tha t e nte red  into ef fec t on or af te r April 1, 2004) . 
In  the  case that the re cip ient of  the  div idends shows h is  

res ide ncy ce rti f ication (certi fi cation must hav e been is sued  within 
one yea r prio r to  the show ing ) to  the payer of  the dividends, a nd 
the paye r c on firms the items entered in column 2 (only in the case  
that the payer w rites the fact of  confi rmation in  the  App lication 
Form) , attachment of res idency cert ifica tion  is not required. 
In  this c ase,  the pa yer o f the dividends who conf irms  the above-

mentioned item s is required  to  en ter ① the  fact of con firmation 
(e.g ., ‘ I, the  payer de sc ribed  in  colum n 3,  have confirm ed the 
nam e of the rec ip ien t and othe r item s entered in colum n 2, having 
been shown res idency c ertific ation  by the recipien t. ’) ; ② the 
nam e and affi liation o f the  ind ividual who i s m aking the  
confirm ation; ③  the da te  that certif icat ion is shown; and ④ the  
date of  issue o f  the  re s ide ncy ce rt ification. The  payer is al so 
requ ired  to  m ake a copy  of the re sidency certi fic ation and  keep 
th is copy  in h is o f fice, e tc . loc ated in Japan fo r f iv e ye ars from the 
date that the ce rtif icat ion i s shown . 

If necessary , the  app licant may be  requeste d to fu rnish  fu rthe r 
in form ation in  o rde r to  dec ide whether re lie f under the Convention 
shou ld  be g ranted or not. 

９  届出 書の「３ 」 の「 (3)」の欄 には、配当 の 支払を 受ける者が 配
当の支払 者の議 決 権のある 発行済 株 式の 10％ 以上を 所 有してい る
場合に記載してください 。

10 届出 書の「４ 」 の各欄 には、配 当 の支払を 受ける 者 が日本国 内
に支店等 の恒久 的 施設を有 する場合 は、その 恒久的施 設に帰せ ら
れない配当について記載してください。

11 届出 書の「４ 」 の「名 義人の氏名 又は名称 」欄には 、元本が そ
の真実の 所有者 以 外の者－ 配当の 支 払を受け る者以 外 の者－の 名
義によっ て所有 さ れている 場合に 、 その名義 人の氏 名 又は名称 を
記載して くださ い 。この場 合、届出 書「２  配当の支 払を受け る
者に関す る事項 」 欄に記載 された 者 が元本の 真実の所 有者であ る
こと及び その元 本 が真実の 所有者 以 外の者の 名義に よ って所有 さ
れている 理由を 証 するその 名義人 の 発行した 証明書を 、その翻 訳
文とともに添付 してください。

12 届出 書の「５ 」 の欄に は、「２」 から「４ 」までの 各欄に記 載
した事項 のほか 、 租税の軽 減又は 免除 を定める｢１ ｣の 租税条約 の
適用 を 受 ける た めの 要 件を 満 たす 事 情 の詳 細 を 記 載 し てく だ さ
い。

なお、配当 の 支払 を受ける 者が、 日仏租税 条約 1995年 議定書３
(b) (i) の規 定に規 定 する組合又 はその他の 団体であ る場合には 、
その旨（ 組合そ の 他の団体 の種類、 設立根拠 法を記載 してくだ さ
い｡)、 支払を受 け る総額 、フラン ス の居住者 たる組合 員又は構 成
員の持ち 分の割 合 を記載し （組合 員 又は構成 員全体 の 持ち分の 明
細を添付 してく だ さい ｡)、また、 フ ランスに おいて 法 人課税を 選
択している場合には、そ の選択している旨を記載してください 。

13 支払 を受ける 配 当が、 租税条約 の 規定によ り免税と なる場合 に
は、支払 者に提 出 する前に 、届出 書 の「８」 の欄に権 限ある当 局
の証明を受けてください (注意事項 14の場合を除 きます｡)。 

14 注意 事項 13の 場 合にお いて権限あ る当局が 証明を行 わないこ と
としてい るため ､その証明 を受 ける こ とができ ない場 合 には ､届 出
書の「５ 」の欄 に 記載した ｢要件を 満 たす事情 の詳細 ｣を明らか に
する書類 (その書 類が外国 語で 作成 さ れている 場合に は ､その翻 訳
文を含み ます｡)及 び権限 ある当局 の 発行した 居住者証 明書を添 付
してくだ さい（ 平 成16年４ 月１日 以 後適用開 始とな る 租税条約 の
適用を受ける場合に限ります ｡)。  

なお、配当 の 支払者 に居住 者証 明書 （提示の 日前一年 以内に作
成された ものに 限 ります ｡ )を提示 し 、届出書 の「２」 の欄に記 載
した事項 につい て 配当の支 払者の確 認を受け たとき（ 届出書に そ
の確認を した旨 の 記載があ る場合 に限 ります ｡ )は、 居 住者証明 書
の添付を省略することが できます。  

この場合、 上 記の確 認をし た配 当の 支払者は 、届出書 の「５」
の欄に① 確認を し た旨（例 ：届出者 から提示 のあった 居住者証 明
書により 、届出 書 に記載さ れた氏名 又は名称 その他の 事項につ い
て確認し ました ｡ )、②確 認者の氏 名 （所属） 、③居 住 者証明書 の
提示を受 けた日 及 び④居住 者証明 書 の作成年 月日をそ れぞれ記 載
するとと もに、 提 示を受け た居住 者 証明書 の 写しを作 成し、提 示
を受けた 日から ５ 年間その 国内に あ る事務所 等に保 存 する必要 が
あります 。  

この届出 書に記 載 された事 項その 他 租税条約 の規定の 適用の有 無
を 判定す るために 必 要な事 項につい て は、別に 説明資 料 を求める こ
と があります。

9  Column (3) o f 3 m ust be  f il led in  if the Rec ip ient o f  Divi dends  
owns not l ess than 10% of the total  vot ing share s is sued by the  
Paye r o f such Div idends. 

10  Ente r in to Co lumn 4 Divide nds whic h are  no t attributed to  a 
perm anent estab lishment in Japan o f the  Recipien t (such D ividends  
a s are  not accounted fo r in the books  of  the  pe rmanen t 
estab li shment).  

11  Ente r into item  “Name of  Nominee of  Princ ipal” in 4 the  
registered name  of the owner of  shares in  que stion. 
  If the reg istered name i s d i fferent from the name  o f Recip ient of  
D ividends, attach the ce rtif icate issued by the nom inee to cla rify  
that the  benefici al owner of  such sha res is the  Recip ient sta te d in  
Colum n 2, toge the r with its Japane se  translat ion and why  the  
shares are re gistered in a  nam e othe r than that o f the  bene ficial  
owners. 

12  En te r into line 5 de tails  o f cir cum stance that the c ond it ion s fo r 
the app lic at ion of the convention  m entione d in 1 are sat is fied,  in  
addition  to  in fo rmation  entered in 2 thought 4.  
If the  Rec ipient of Div idends is the partnership or other group  of  

persons in  the  sense of the Article 3 (b) (i) o f Protoco l,  1995,  of  
the Convention betwee n Ja pan  and the  French Republic, ente r 
detai ls  i nto th is  Column to that effect (k ind o f partnership or other 
group  o f pe rsons, and  the basis law fo r the establ ishment) , total  
am ount of Div idends, and the ratio of  an in te rest of the French  
re sident partners to tha t of  al l partners, tog ether wi th the fu ll  
detai ls  o f in terests o f a ll partners . I f said partnersh ip  or othe r 
group  of  pe rsons elects to  be l iable to  the corporation  ta x in  
France, enter in formation in to thi s C olum n to  that effe ct. 

13  If the  Div idends are sub ject to  the  tax e xemption  unde r the  
provisions of the Income T ax Convention,  the Co lumn  8 m ust be  
f i lled  with  the certif ica tion  by  the c om pete nt authority before  
subm itt ing th is form to  the payer(except for c ases describe d in   
No te 14 ). 

14  If the competen t authori ty  does not make such a certif ic ation as  
mentione d in  No te 13, docume nts showing  "the de tail s of  
c ircumstance that the  cond itions are sati sf ied" entere d in  line   5  
( includ ing Japanese trans lat ion i f the docum ents are  w ritten  in  
fo reig n language.) and the  c ertificat ion  of re side ncy  is sued by the 
com pe tent autho rity must be a ttached (only for the appl ication  of  
conventions tha t e nte red into ef fec t on or afte r April 1, 2004) . 
In the  case that the re cip ie nt o f the  div idends  shows his  

res idency ce rti fication (certi fication m ust hav e been  issued within  
one yea r p rio r to  the show ing ) to  the payer of the divide nds, a nd  
the paye r conf irms the items entere d in  co lumn 2 (only in the  case  
that the payer w rites  the fact of confirmation in the  Appl ication  
Form) , attachment o f res idency certif ica tion is not requ ired . 
In this  c ase,  the pa yer o f the d ividends  who confirms  the abov e-

mentione d item s i s required to  enter ① the  fact of conf irmation  
(e.g ., ‘I, the  payer de sc ribed  in colum n 3,  have conf irm ed the 
nam e of the rec ip ient and o the r item s entere d in colum n 2 , having 
be en  shown res idency c ert if ic ation  by the recipient. ’) ; ② the 
nam e and  af fi liation of the  individual  who is m aking the  
conf irmation; ③  the da te  that certif i cat ion is shown; and  ④ the  
date of  issue o f the  re s idency ce rtif ication. The  pay er i s also  
requi red to m ake a copy  of the re side ncy certi fic ation and ke ep  
thi s copy  in his of fi ce, etc . loc ated  in Japan  for fiv e ye ars from the 
date that the ce rtif icat ion  is shown. 

If  nec essary , the  app li cant may be  requested  to furnish  furthe r 
in fo rm ation in  orde r to  dec ide whether re lie f under the Convention  
should be g rante d or not. 



改 正 後 改 正 前 

（252 租税条約に関する届出書（利子に対する所得税及び復興特別所得税の軽減・免除）） （252 租税条約に関する届出書（利子に対する所得税の軽減・免除）） 

租 税  条 約 に  関 す る 届 出 書 

APPL ICATION FORM FOR INCOME T AX  CONVENT ION  

この 届出 書 の 記 載に 当 た って は、 別紙 の注 意 事 項 を 参照 し て く だ さ い 。  
See  separate instruct ions.

税 務 署長 殿  
To the D istr ict Direc tor, Tax O ff ice
１  適 用 を 受 け る 租 税条 約に 関す る事 項 ；  

Applic ab le I ncome  Ta x Convention
日 本 国 と                         と の間 の 租 税 条 約 第   条 第   項    
The  Income Tax Conven tion be tween  J apa n and                            ,Artic le     ,  para.

２  利 子 の 支 払 を 受 ける 者 に 関 す る 事 項 ；Details o f R ecipient of In tere st 

氏 名 又 は 名 称  
Fu ll nam e

個 人 の 場 合

Individual

住 所 又 は 居 所  
Domicile or re sidence

（ 電 話番 号  Te le phone Number）

国 籍  
Nationali ty

法 人そ の 他 の
団 体 の 場 合

Corpo ration  
or o ther 
enti ty

本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地
P lace o f he ad  o ff ice  or ma in  of fic e

（ 電 話番 号  Te le phone Number）

設 立 又 は 組 織 さ れ た 場 所
P lac e where  the Corporation was  
e stabli shed or org anized

事 業 が 管 理 ・ 支 配 さ れ て い る 場 所  
P lac e where  the business  is m anaged 
or contro lle d

（ 電 話番 号  Te le phone Number）

下 記 「４ 」 の利 子に つ き 居 住 者 と し て課 税 さ れ る 国
及 び 納税 地 (注 ８ ) 
Countr y where the rec ip ient is taxab le a s residen t 
on In tere st mentioned  in  4 below  and the pl ace  
where  he i s to  pay tax (Note 8 )

(納 税者 番号  Taxpaye r Ide ntif icat ion  Number)

日 本 国内 の恒 久的施 設 の 状 況  
Perm an ent est abl ishmen t in  
Japan 

□ 有 (Ye s)  ,  □ 無 (No )
If “Ye s”, explain:

名 称  
Name

所 在 地  
Address

（ 電 話番 号  Te le phone Number）

事 業 の 内 容  
Deta ils o f bu sin ess

３  利 子 の 支 払 者 に 関す る 事 項 ； De ta ils o f Payer of  Inte rest 

氏 名 又 は 名 称  
Fu ll nam e

住 所 （ 居 所 ） 又 は 本 店 （主 た る 事務 所 ） の 所 在 地  
Domicile (residence ) o r P lace of  head of fice (m ain  
off ice )

（ 電 話番 号  Te le phone Number）

日 本 国内 の恒 久的施 設 の 状 況  
Pe rmanent e stab lishment in 
Japan 

□ 有 (Ye s)   □ 無 (No )
If “Ye s”, e xplain:

名 称  
Nam e

（ 事 業 の 内 容  Detai ls  o f Busine ss）

所 在 地  
Address

（ 電 話 番 号  Telephone Numb）

４  上 記 「 ３ 」 の 支 払者 から 支払 を受 け る 利 子 で「 １」 の租税 条 約 の 規 定 の 適用 を受 ける ものに 関 す る 事 項（ 注 ９ ） ；
De tails o f  Inte rest rece ived f rom  the  Paye r to wh ich the Convention men tioned in 1 above is applic ab le (Note 9)  
○ 元本 の種 類 : □ 公 社 債 □ 公 社 債 投 資 信託 □ 預 貯金 、 合 同運 用 信 託 □ 貸 付 金 □ そ の 他

Kind of p rinc ipal: Bonds and debentures Bond inves tment tru st Deposi ts or Joint opera tion trust Loans Others

(1) 債 券 に 係 る 利 子 の 場 合； In  c ase  of Intere st derived from securitie s
債 券 の 銘 柄  

Description  o f Sec ur itie s 
名 義 人 の 氏 名 又は 名 称 （注 10）  

Nam e of  Nom inee o f Sec uritie s (No te 10 )
債 券 の 取 得 年 月 

Date  o f Acquis it ion of Securit ie s

額 面 金 額 
Face Value o f Se cu ri ties

債 券 の 数 量 
Quantity  of Securitie s

利 子 の 支 払 期 日 
D ue  Date for Payment

利 子 の 金 額 
Amount of Inte rest

(2) 債 券 以 外 の も の に 係 る利子 の 場 合 ： In case o f othe r Interest
支払 の 基 因 と な っ た 契 約 の内 容
  Conte nt of  Con tr act under  
  Wh ich Inte res t is paid  

契約 の 締 結 年 月 日
Date  o f C ontract 

契 約 期 間
Period of Contrac t 

元 本 の 金 額
Amount o f  Princ ipal  

利 子 の 支 払 期 日  
Due Date fo r Payme nt 

利 子 の 金 額
Amount of Inte res t 

適 用 ； 有 、 無

□  限 度 税 率     ％ 
Applicab le Tax Rate

□  免   税  
Exemption

 様  式  ２

FORM  ( )税 務 署 整 理 欄

For  o ff ic ia l  use o nly

払
者 受

付
支     印

務
署 受

付
税     印

利子に対 する所得税及 び復興特 別所得税の軽 減・免除

R e lief  fr om  Jap ane se  Inco m e Tax an d Specia l Inc om e  
Tax for  R e co n structio n  o n In terest 

租 税  条 約 に  関 す る 届 出 書 

APPL ICATIO N FORM  FO R INCOME T AX  CONVENT ION  

この 届出 書の 記 載に 当 た っ て は 、 別 紙 の 注意 事 項 を 参照 し て く だ さ い 。  
See  separate instructions.

税 務 署長 殿  
To the D istr ict Di rector, T ax O ff ice
１  適用 を 受 け る 租 税条 約に 関す る事 項 ；  

Applic ab le I ncome  Ta x Convention
日本 国 と                         と の間 の租 税 条 約 第   条 第   項    
The  Income Tax Convention be tween  J apa n and                            ,Artic le     ,  para.

２  利子 の 支 払 を 受 ける 者に 関す る 事 項 ； Details  o f R ecipient of Intere st 

氏 名 又 は 名 称  
Fu ll nam e

個 人 の 場 合

Individual

住 所 又 は 居 所  
Domicile or re si de nce

（ 電 話番 号  Te lephone Number）

国 籍  
Nationali ty

法 人 そ の 他 の
団 体 の 場 合

Corporation  
o r o ther 
e nti ty

本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地
P lace o f he ad  o ff ice  o r ma in  off ic e

（ 電 話番 号  Te lephone Number）

設 立 又 は 組 織 さ れ た 場 所
P lac e where  the  Corporation was  
e stablished or org anized

事 業 が 管 理 ・ 支 配 さ れ て い る 場 所  
P lac e where  the  business  i s m anaged 
or con tro lle d

（ 電 話番 号  Te lephone Number）

下 記 「 ４ 」 の利 子に つ き 居 住 者 と し て課 税 さ れ る 国
及 び 納 税 地 (注８ ) 
Countr y where the rec ip ient is taxab le a s resident 
on In tere st mentioned  in  4 below  and  the pl ace  
where  he i s to  pay tax (No te 8 )

(納 税者 番号  T axpaye r Ide ntif ication  Number)

日 本 国 内 の 恒 久 的施 設 の 状 況  
Perman ent est abl ishmen t in  
Japan 

□ 有 (Yes)  ,  □ 無 (No)
If “Ye s”, e xplain:

名 称  
Name

所 在 地  
Address

（ 電 話番 号  Te lephone Number）

事 業 の 内 容  
Deta ils o f bu sin ess

３  利子 の 支 払 者 に 関す る事 項 ； De ta ils  o f Payer of  In te rest 

氏 名 又 は 名 称  
Fu ll nam e

住 所 （ 居 所 ） 又 は 本 店 （ 主 た る 事 務 所 ） の 所 在 地  
Domicil e (res idence ) or P lace of  head of fice (m ain 
o ff ice )

（ 電 話番 号  Te lephone Number）

日 本 国 内 の 恒 久 的施 設 の 状 況  
Permanent e stab lishment in  
Japan  

□ 有 (Yes)   □ 無 (No)
If “Ye s”, e xplain:

名 称  
Nam e

（ 事業 の 内 容  Detai ls o f Busine ss）

所 在 地  
Address

（ 電 話 番 号  Telephone Numb）

４  上記 「 ３ 」 の 支 払者 から 支払 を受 け る 利 子 で 「 １ 」 の租 税 条 約 の 規 定 の 適 用 を受 ける ものに関 す る 事 項 （ 注 ９ ） ；
De tails o f Inte rest rece ived from  the  Paye r to wh ich the Convention mentioned in 1  above is applic ab le (Note 9)  
○ 元本 の種 類 : □ 公 社 債 □ 公 社 債 投 資 信託 □ 預 貯 金、 合同運 用信 託 □ 貸 付 金 □ そ の 他

Kind  o f p rinc ipal: Bonds and deben tures Bond  investment trust Deposi ts o r Jo in t opera t ion trus t Loans Others

(1) 債 券 に 係 る 利子 の場 合； In  c ase  of In tere st deri ved from securitie s
債 券 の 銘 柄  

Descript ion of Secur itie s 
名義 人の 氏名 又は 名 称 （ 注 10）  

Nam e o f Nom inee o f Secu rit ie s (Note 10)
債 券 の 取 得 年 月 

Date  o f Acqu is it ion of Securit ie s

額 面 金 額 
Face Value o f Securi ties

債 券 の 数 量 
Quantity  o f Securitie s

利 子 の 支 払 期 日 
D ue  Date fo r P ayment

利 子 の 金 額 
Amount of Inte res t

(2) 債 券 以 外 の も の に 係 る利 子の 場合 ： In case o f o the r Interest
支払 の 基 因 と な っ た 契 約 の 内 容
  Con tent of Contr act under  
  Which In te res t is paid  

契約 の締 結 年 月 日
D ate  of C ontract 

契 約 期 間
Period o f Contrac t 

元 本 の 金 額
Amount of  Princ ipal  

利 子 の 支 払 期 日  
Due Date fo r Payment 

利 子 の 金 額
Amount of Inte re st 

適 用 ； 有 、無

□  限 度 税 率     ％ 
Applicab le Tax Rate

□  免   税  
Exemption

 様  式  ２

FORM   ( )税 務 署 整 理 欄

For  off ic ia l  use o nly

払
者 受

付
支     印

務
署 受

付
税     印

利 子に対する所 得税の軽減 ・免除

Re lief  f rom  Jap ane se  Incom e Tax  on  I nte re st 



改 正 後 改 正 前 

（252 租税条約に関する届出書（利子に対する所得税及び復興特別所得税の軽減・免除）） （252 租税条約に関する届出書（利子に対する所得税の軽減・免除）） 

５ その 他参考となるべき 事項（注 11） ； 
O thers  (No te 11) 

６  日本 の税法上､届出書の 「２」 の外国法人が納税義務者と されるが ､「１」の租税 条約の 相手国では ､その 外国 法 人の株主等が納税義務 者とされて
おり、 か つ、租税条約の規定によりそ の株主等である者（相 手国居住者に限りま す｡）の 所得として取り 扱われる 部分 に対して租税条約の適用 を受
けるこ ととされている場 合の租税条約 の適用を受ける割合に関する事項（注 ４）；
Deta ils  o f propo rtion of  income to wh ich  the convention mentioned  in 1  above  is  a ppl icable , if  the foreig n  company  m entioned in 2 above 

is taxab le  as  a company unde r Japanese tax law, and the  member o f the  company  is  treated  a s tax able person in the  other con tract ing 
country o f the convention; and if the conven tion is  app licable to income  tha t is  treated as in come  o f the mem ber (l im ited to  a residen t of the 
other contrac ting  country ) o f the  fo re ign com pa ny  in  ac cordanc e wi th the p rovi sions  o f the  conv ention (Note 4) 

届出書の「 ２」の欄に記載した外国 法人 は ､「４」の利子に つき、「１」の租税条約の相 手国において次の法令に基 づいて、次の日以後、そ の株
主等が 課税されることと されています ｡ 
The  mem ber o f the fore ign company mentioned  in 2 above  is taxable in the o ther contrac ti ng country me ntioned in 1 abov e regarding  the  

intere st mentioned  in 4  above since  the fo llow ing  date unde r the  fol lowing law o f the  o the r contracting country. 
根拠法令                                               効力 を生じる 日     年     月     日  
Applic ab le law                                                             Ef fect ive da te

届出書の「２」の外国 法人の株主等で租税条約の適用 を受ける者の名称
Name  o f mem be r o f the foreign  company m entioned  in 2 above , to 
whom the Convention  is app l icab le

間接保有
Ind irect 
Owne rsh ip

持分の割合  
Ratio o f 
Owne rship 

受益の割合 ＝ 
租税条約 の適用 を受ける割合 
Propo rt ion of bene fi t = 
P ropo rt ion for App l ication 
of Conv ention

□  % %

□  % % 

□  % % 

□  % %

□  % %

合計  Total  % % 

７  日本 の税法上､届出書の 「２」 の団体の構成員が納税 義務 者とされるが、「１」の 租税条約の相手国ではその 団 体が納税義務者とされてお り、か
つ、租 税条約の規定によ りその団体の 所得として取り扱われる部分に対して 租税条 約の適用を受ける こととされてい る場合の記載事項等（注５）；   
Details if, whil e the partne r of the entity m entioned in 2  above is  taxable under Japanese tax l aw,  the entity i s treated as taxab le person  in the 

othe r contracting  country  o f the convention mentione d in 1 above,  and  i f the conven tion  i s applicab le to  income that is treated  as income of the 
entity in acc ordance with the provis ions o f the convention (Note  5)  

届出書の「２」に記載 した団体は､「４」の 利子につき、「１ 」の租税条約の相手国において次の法令に基づいて 、次の日以後、法人として課税
される こととされていま す ｡ 
The  entity men tioned in  2 above  is  tax ab le a s a corporation  reg ard ing the in terest me ntioned in 4 abov e since  the  fol lowing da te  unde r the  

fol low ing l aw in the o ther contract ing  country  o f the convention mentioned in 1  a bov e. 
根拠法令                                                                            効力 を生じる 日     年     月     日  
Applic ab le law     Effe ctive date

他の全ての構成員から 通知を受けこの届出書 を提出する構成員の氏 名又は名称 . 
Fu ll na me of  the partner o f the  en tity who has  bee n notified by  all  othe r partne rs and is to submit th is form

８  権限 ある当局の証明（ 注 1 2）
Certif icat ion o f competent authori ty  (Note 12) 

 私 は、 届出者が、日本国と                        との間の租税条約第  条第  項  に 規定する居住者であ
ることを証明します。
I he reby certify that the app licant is  a res ident unde r the prov is ions o f the  Income  Tax  Convention  between Japan  and 

                                , Artic le         , para. .
         年     月    日

Date Signature

○  代理 人に関する事項 ；  この届出 書を代理人によって提出する場合には 、次の欄に記載してください。
Detai ls  o f the Ag en t ；  If th i s form i s prepar ed  and submitte d by  the  Agent, fi ll out the fol lowing co lumns.  

代 理 人 の 資 格
Capa city of Age nt 
in Japan

氏 名 （ 名 称 ）
Fu l l name

納 税管 理人 の届 出をし た税 務署名
Name o f the Tax Office  where 
the T ax Agent is  reg iste red

□  納 税 管 理 人  ※
Tax Agent 

□  そ の 他 の 代 理 人
  Other Age nt 

住 所 （ 居 所 ・ 所 在 ）
Dom icile  (Re sidenc e 
or loc at ion)

(電話番 号  Telephone Number)

税務署
Tax  Office

○  適用 を受ける租税条約 が特典条項を 有する租税条約である場合；  
If  the  applic able convention ha s arti cle  o f lim itation on be ne fits  

特典条 項に関する付表の 添付   □有 Yes 
□添付省 略 Attachment not required 
特典条項に関する 付表を添付して提出した租税条 約に関する届出書の提出日      年     月     日  

※ 「納税管理人」とは、日本国の国税に関する申告、 申請、請求、 届
出 、 納付 等の事 項を処 理さ せるた め 、国 税通則 法の規 定によ り選 任
し、か つ、日本国における納税地の所 轄税務署長に届出をした代理 人
をいい ます。

※“ Tax  Agent” means a person who  i s appointed  by the taxpaye r 
and i s re gi stered  at the  D istri ct Di rector o f Tax  Offi ce fo r the 
place where  the taxpayer is  to  pay his tax, in o rde r to  have  such  
ag ent ta ke  necessa ry procedure s c once rn ing  the  Japane se 
national ta xes, such as f ili ng a return,  applic at ions, c laims, 
payment o f taxe s, etc.,  unde r the provisions o f the  Gene ral Law 
fo r National T axe s. 

 私は、この届出書の「４」に 記載した 利子が「１」に掲げる租税条 約
の規定の適用を受けるも のであることを、「租税条約の 実施に伴う所 得
税法、 法 人税法 及び地 方税法 の特 例等に関 する 法律の施 行に関 する 省
令」の 規定により届 け 出る とともに、この届出書 (及び 付 表 )の 記載事 項
が正確かつ完全であることを宣言します。

        年     月     日
Date

     利子の支払を受ける 者又はそ の代理人 の署名
S ig nature of  the Recipient of Interest or h is  Agen t 

In  a ccordance w ith  the  prov is ions of the M ini ster ial Ord inance for 
the  Imp lementat ion  of  the  Law conce rning  the Spec ial Me asureｓ  o f 
the  I ncome  Tax Law, the  Corporat ion T ax Law and  the Local Ta x 
Law for the Enforcement o f Income  Tax C onventions, I here by  
submi t th is applic at ion form unde r the  bel ie f that the prov is ions of  
the  Income Ta x Conv en tion m entioned  in 1 above i s app licab le  to  
In te rest mentioned in  4  above and  also he reby decla re  that the  
statement on this  form (and attachment fo rm) is  correct and  
comple te to  the  best o f m y know ledge  and be lief . 

"Attachment Form  for 
Lim itation on B enefits  
Artic le"  attached Date  o f p rev ious submission o f  the applic at ion  for in come  ta x 

convention  with the  "Attachm ent Form for L imitat ion  on B enefit 
Artic le" 

５  その他参考となるべき 事項（注11）； 
O thers (No te 11 ) 

６  日本 の税法上 ､届出書の「２」 の 外国法人が納税義務者 と されるが ､「１」の租税 条 約の 相手国では ､その 外国 法人の株主等が納税義務 者とされて
おり、か つ、租税条約の 規定によりそ の 株主等である者（相 手国 居住者に限ります ｡）の 所得として取 り扱 われる 部分 に対 して 租税条約の適用 を受
けることとされている場合 の租税条約の適用を受 ける 割合に関する事項（注４） ；
De ta ils  of proportion  o f in come to  wh ich the conve ntion mentioned  in 1 above  is  appl icable , if  the foreig n c ompany  m entioned  in 2 above 

is  taxab le  as  a company unde r Japanese tax law, and the  member o f the  c ompany  is  treated  a s taxab le person  in the  o ther contracting 
coun try o f the conv ention; and if  the convention is appli cab le to income tha t is treated  as income  o f the mem ber (l im ited to a res ident o f the 
other contrac ting  country ) o f the  fore ign  com pany  in  accordance with the provi sions o f the  conv ention  (Note 4) 

届出書の「 ２」の 欄に 記載した外国法人 は ､「４」の利 子に つき、「１」の 租税条約の相 手国におい て次の法令に基 づい て、 次の日以後、その株
主等が課税されることとさ れています ｡ 
The  member of the fore ign  company men tioned  in 2 above  is tax able in the other contrac ting country  mentione d in  1  above re garding  the  

in tere st me ntioned in  4  above since  the fo llowing  date unde r the  fol lowing law of the  o the r contract ing coun try. 
根拠法令                                               効力 を生じる日      年     月     日  
Applic ab le law                                                             Ef fective da te

届 出書の「２」の外国法人の 株主等 で租 税条 約の適用を受ける者の名称
Name of mem be r of the fo reign company m entioned  in  2 above , to 
whom the Conve ntion is appl icab le

間接保 有
Ind irect 
Ownersh i p

持分の割合
Ratio of 
Owne rsh ip  

受益の割合＝  
租税条約の適用 を受ける割合 
Proport ion  o f bene fit = 
P roport ion  fo r Appl ic ation 
o f Convention

□  % %

□  % % 

□  % % 

□  % %

□  % %

合計  Total  % % 

７  日本 の税法上 ､届出書の「２」 の 団体の構成員が納税 義務 者とされるが、「１」の 租税条 約の 相手国ではその 団体 が納税義務者とされてお り、か
つ、租税条約の規定により その団体の所得として 取り 扱われる部分に対して租税 条約の適用を受ける こと とされている場合の記載事項等 （注５）；   
Details if, while the  partne r of the e nt ity m entioned in 2  above is taxable under Japanese tax l aw,  the entity i s treated as taxable person in  the 

othe r contract ing  country  of the convention  mentione d in 1 above,  and i f the convention is applicab le to income that is  treated as income of  the 
en tity in acc ordance with  the provis ions o f the convention (Note  5)  

届出書の「２」に記載し た団 体は ､「４」の利子につき、「１ 」の租税条約の相手国 において次の法令に 基づ いて、次の日以後、法人と して課税
されることとされています ｡ 
The  en tity mentioned in 2 above  is  tax able a s a co rporation  reg arding the in terest mentioned in  4  above since  the  fol lowing da te  unde r the  

fo l low ing law in  the other contract ing  coun try  of the convention mentioned in 1 a bov e. 
根拠法令                                                                            効力 を生じる日      年     月     日  
Applic ab le law     Ef fe ctive date

他の全ての構成員から通 知を 受けこの 届出書を提 出す る構成員の氏名又は名称 . 
Fu ll name  o f the pa rtne r of  the en ti ty who  has be en  noti fied by a ll other partners  and is to  submit th is fo rm

８  権限ある当局の証明（注 1 2）
Certif ication of competen t autho rity  (Note 12) 

 私 は 、届 出者が、日本国と                        と の間の租税条約第  条第  項  に規定する居 住者 であ
ることを証明します。
I he reby c ertify that the app li cant is  a res iden t unde r the prov is ions of the  Income  Tax  Convention between Japan and 

                                , Artic le         , para. .
         年     月    日

Date Signature

○  代理人に関する事項 ；  こ の届出書を代理人によって提出する場合に は、次の欄に記載 してくだ さい。
Detai ls o f the Ag en t ；  If th is fo rm is prepar ed and submitted by  the  Agent, fi ll ou t the  fol lowing columns.  

代 理 人 の 資 格
Capa city of Age nt 
in Japan

氏 名 （ 名 称 ）
Fu ll name

納 税管 理 人 の届 出をし た税 務署名
Name  o f the Tax Off ice  where 
the T ax Agent is  reg iste red

□  納 税 管 理 人  ※
T ax Age nt 

□  そ の 他 の 代 理 人
  Other Age nt  

住 所 （ 居 所 ・ 所 在 ）
Dom ici le  (Re sidenc e 
or loc ation)

(電 話番号  Telephone Numbe r)

税務署
Tax  Offi ce

○  適用を受ける租税条約が 特典 条項 を有す る租税条約である場合； 
If the  applic able convention ha s arti cle  of lim itation  on be ne fits  

特典条項に関する付表の添付   □有 Yes 
□添付省略  Attachment not required 
特典条項 に関する付表を添付して提出した租税条約に関す る届出書の提出日      年     月     日  

※ 「納税管理人」とは、日本国の国税に関する申告、 申請、請求、届
出 、納付 等の事 項を 処 理さ せるた め、 国 税通則 法の規 定によ り選 任
し、かつ、日本国における納税地の所轄税務署長 に届 出をした代理人
をいいます。

※“ Tax  Agent” means a person who i s appo inted by the taxpaye r 
and i s re gistere d at the  D istrict Director of Tax  Off i ce fo r the 
p lace where  the taxpayer is  to pay his  tax, in  orde r to  have  such  
agent ta ke  necessa ry proc edures conce rning  the  Japanese 
national ta xes , such as  f iling a return,  applic ations, c laims, 
payment o f taxes, etc.,  unde r the provisions  o f the  Gene ral Law 
for N ational T axes. 

 私は、この届出書の「４」に 記載した利子 が「１」に掲げる租税条約
の規定の適用を受けるも のであることを、「租税条約等 の実施に伴う所
得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律の 施行に関する省
令」及び「復興特別所得税に関 する省令」の 規定により届け出るととも
に、この 届出書 (及び付表 )の 記載 事 項が正確かつ 完全であるこ とを宣言
します 。

        年     月     日
Date

     利子の支払を受ける者又はその代理人の署名
S ignature of the Recipient of  In tere st or his  Agent 

I n ac co rd anc e  w ith th e  prov is ions o f the  Min is t er ial O r d in anc e fo r th e  
Imp lem ent atio n  o f  the  L aw con ce rn ing  the  Specia l Measu reｓ  o f the  Income  
Ta x Law ,  th e Corpora tion Tax  L aw  and  the  Loc al T ax  L aw  for  th e  

En for cemen t o f  I ncome  Tax  Conve ntio ns and the Min iste r ial O rd ina nce  
con ce rning  Sp ec ial In come  Ta x for  Re constru ctio n,  I he reby  subm it  th is  
app li cat ion fo rm under  t he b eli ef tha t the prov is ions  o f th e In c ome  Tax  
Conv en t ion men tione d in  1  abo ve  is  applic ab le  t o  I nter e st m ent ion ed in  4  
above  and a lso  he reby  dec lar e  that  the  sta temen t  on th is  form (a nd  
at tac hme nt fo rm) i s c orr ec t and c omple te  t o  t he be st o f my  know ledge  a nd  
be lief . 

"Attachme nt Form  fo r 
Lim itation  on  B enef its 
A rtic le"  attached Date  of  prev ious submi ssion of  the appl ic at ion for income  ta x 

convention with the  "Attac hm ent Form for L imi tation  on B enefit 
A rtic le" 



改 正 後 改 正 前 

（252 租税条約に関する届出書（利子に対する所得税及び復興特別所得税の軽減・免除）） （252 租税条約に関する届出書（利子に対する所得税の軽減・免除）） 

｢租税条約に関する届出書(利子に対する所得税及び復興特別所得税の軽減・免除)｣に関する注意事項

INSTRUCTIONS FOR “APPLICATION FORM FOR REL IEF FROM JAPANESE INCOME TAX AND SPECIAL  INCOME TAX FOR RECONSTRUCTION ON INTEREST” 

注 意 事 項
届出書の提出について
１  こ の 届 出 書 は 、利 子 に 係 る日 本国 の所 得 税 及 び 復興 特別 所 得 税 の源

泉 徴 収 額 に つ い て租 税 条 約 の規 定 に 基 づ く 軽 減 又 は 免 除 を受 けよ うと
す る 場 合 に 使 用 しま す 。

２  こ の 届 出 書 は 、利 子 の 支 払者 ごと に作 成 し て く だ さ い 。

３  こ の 届 出 書 は 、正 副 ２ 通 を作 成し て利 子 の 支 払 者 に 提 出し 、利 子の
支 払 者 は 、 正 本 を、 最初 に その 利子 の支 払 を す る 日の 前日ま でに その
支 払 者 の 所 轄 税 務署 長 に 提 出し て く だ さ い 。 こ の 届 出 書 の提 出後 その
記 載 事 項 に 異 動 が生 じ た 場 合も 同様 です 。

な お 、 記 載 事 項に 異動 が 生じ た 場 合に お い て 、 異 動 が 生じ た 記 載 事
項 が 届 出 書 の 「 ４」 の「 額 面金 額 」 、 ｢数 量 ｣又 は 「利 子の 金 額 」 の増
加 又 は 減少 によ るも の で あ る 場 合 に は ､異 動 に 係 る 届 出 書 の 提 出 を 省
略 す る こ と が で きま す（ 公 募社 債 の 利子 等 の 一 定 の利 子に つ い て は、
既 に 提 出 し た 届 出書 に記 載 した 利 子 と異 な る 種 類 の利 子の 支 払 を 受け
る こ と と な る 場 合に お い て も、 異動 に係 る 届 出 書 の提 出は 省 略 で きま
す 。 ） 。

無 記 名 の 債 券 に係 る利 子 につ い て は 、 そ の 支 払 を受 ける 都 度 、 この
届 出 書 を 正 副 ２ 通作 成 し て 利子 の 支 払 者 に 提 出 し 、利 子の 支 払 者 は、
正 本 を そ の 支 払 者の 所轄 税 務署 長 に 提 出 し て く だ さ い 。

４  適 用 を 受 け る 租税 条 約 に 両国 間で 課税 上 の 取 扱 い が 異 なる 事業 体に
関 す る 規 定 が あ る場 合 に は 、次 の 点 にご 注 意 く だ さい （５ に お い て同
じ で す 。 ） 。

外 国 法 人 で あ って 、相 手 国で は そ の株 主 等 が 納 税 義 務 者と され るも
の が 支 払 を 受 け る所 得 に つ いて は 、 相手 国 の 居 住 者で ある 株 主 等 （そ
の 株 主 等の 受益 す る 部 分 に 限 り ま す ｡） に つ い て の み そ の租 税 条 約 の
規 定 の 適 用 を 受 ける こ と が でき ま す ｡上記 に該 当 す る 外 国 法 人 は ､次の
書 類 を 添 付 し て 提出 して く ださ い ｡
①  届 出 書 の ｢２ ｣の 欄に 記 載し た 外 国 法 人 が 相 手 国 に お いて その 株主

等 が 課 税 を 受 けて い る こ とを 明 ら かに す る 書 類
②  ｢外 国 法 人 の 株 主等 の 名 簿 (様 式 16 )｣
③  そ の 租 税 条 約の 適用 を 受け る こ と が で き る 株 主 等 が その 外国 法人

の 株 主 等 で あ るこ とを 明 らか にす る 書 類
④  相 手 国 の 権 限あ る 当 局 の株 主 等 で あ る 者 の 居 住 者 証 明書

な お 、 こ の場 合に は ､「 特典 条 項 に 関 す る 付 表 (様式 17 ) 」 (そ の添 付
書 類 を 含 み ま す ｡ )に つ い て は 、 ③ の 各 株 主 等 の もの を添 付して くだ さ
い ｡

５  そ の 租 税 条 約 の相 手 国 の 居住 者 に 該当 す る 団 体 であ って 、 日 本 では
そ の 構 成員 が納 税 義 務 者 と さ れ る 団 体 の 構 成 員 (そ の 団 体 の居 住地 国
の 居 住 者 だ け で なく 、そ れ 以外 の 国 の居 住 者 や 日 本の 居住 者 も 含 みま
す ｡以 下 同 じ で す ｡)は ､こ の 届 出 書に 次の書 類 を添 付し て提 出 し て く だ
さ い ｡

な お 、 そ の 団 体の 構成 員 のう ち 特 定の 構 成 員 が 他 の 全 ての 構成 員 か
ら 「 相 手 国 団 体 の構 成 員 の 名簿 (様 式 16)」 に 記 載 す べ き 事項 につ いて
通 知 を 受 け そ の 事 項 を 記 載 した 「 相手 国 団 体 の 構 成 員 の 名 簿 (様 式
16)」 を 提 出 し た 場 合 には ､全て の 構 成 員 が 届 出 書 を 提 出 して いる もの
と み な さ れ ま す 。  
①  届 出 書 の 「 ２」 の欄 に 記載 し た 団 体 が 居 住 地 国 に お いて 法人 とし

て 課 税 を 受 け てい るこ と を明 らか に す る 書 類  
②  「 相 手 国 団 体の 構成 員 の名 簿 (様 式 16)｣ 
③  「 相 手国 団 体 の 構 成 員 の 名簿 」に 記 載 さ れ た 構 成 員が 届 出 書 の

「 ２ 」 の 団 体 の構 成 員 で ある こ と を 明 ら か に す る書 類  
④  相 手 国 の 権 限あ る 当 局 の団 体の 居住 者 証 明 書  

な お 、 こ の場 合に は ､「 特典 条 項 に 関 す る 付 表 (様 式 17) ｣(そ の添 付
書 類 も 含み ます 。 )は 、届 出書 の ｢２ ｣の 欄 に 記 載 し た 団 体の も の を 添
付 し て く だ さ い ｡ 

６  こ の 届 出 書 を 納税 管 理 人 以外 の代 理人 に よ っ て 提 出 す る場 合に は、
そ の 委 任 関係 を 証 す る 委 任 状 を そ の翻 訳 文 と と も に 添 付し て くだ さ
い 。

届出書の記載について
７  届 出 書 の □ 欄 には 、該 当 する 項目 につ い て レ 印 を付 して く だ さ い。

８  納 税 者 番 号 と は、 租税 の 申告 、納 付そ の 他 の 手 続 を 行 うた めに 用い
る 番 号 ､記 号 そ の 他 の 符号 でそ の 手 続を す べ き 者 を 特 定 す るこ とが で
き る も の を い い ます 。支 払 を受 け る 者が 納 税 者 番 号を 有し な い 場 合や
支 払 を 受 け る 者 の居 住 地 で ある 国 に 納税 者 番 号 に 関す る制 度 が 存 在し
な い 場 合 に は 納 税者 番号 を 記載 する 必要 は あ り ま せん ｡

【 裏 面に 続 き ます 】

INSTRU CTIO NS
Subm ission of the  FORM  
 1  Thi s form is  to  be used by  the Recipient o f In terest in claim ing 
the  r el ief  from Japanese  Incom e Ta x and Spec ial Income  Ta x for
Reconstruct ion unde r the  prov is ions of the Income  Ta x Convention . 

 2   Thi s form m ust be p repared  separate ly  for each  Payer of Intere st. 

3   This form must be  submi tte d in  dup lic ate  to the Payer of  Interest, 
who  has to fi le the  original w i th  the District D irector o f Tax  Offic e 
for the place  where  the Payer res ides, by the day be fore the 
pa yme nt of  the Inte res t is m ade . The  same  procedu res must be 
fo llow ed when the re i s any  change  in the s tatements  on this form
exc ept i f the  change  re sul ts in an incre ase or decre ase in the “Fa ce 
Value o f Secur it ie s” , Quan tity of Securitie s” , o r “Amount of 
Inte rest”  mentioned  in  c olum n 4 ( In the  case  of  the f ixed  interest of  
colle ctiv e co rporate bonds , the subm is sion  o f the  fo rm fo r trans fer 
purpose s could  be om itted whe n the intere st rec eiv ed  d if fe rs f rom 
those  intere st amoun ts note d  on the  fo rm  that has alre ady  been 
submi tted.) .  
 However, in c ase  of Inte rest from  beare r securit ies, th is form m ust 
be  submitted in  duplicate at the  t ime o f ea ch payment o f such 
Inte rest.  

 4   In  the case whe re the re e xi sts  an app licab le  convention be tween  
both countries  w ith provisions  for an ent ity that is treated 
differe ntly fo r tax  pu rposes, the next po int shoul d be  noted. ( sam e 
as for co lum n 5 )  
In  c ase  of incom e that is rece ived by a foreign company whose 

mem ber is  treated as  taxab le  person i n the Contract ing  State  o ther 
than  Japan the  Income  Tax Convention is  applicable  on ly  to 
mem bers that are  re side nts  of  the Contra ctiong  S tate (to the extent 
that the income  is  a bene fit o f  the  m embe rs).  Such fore ign  company 
shou ld attach the fol lowing  documents to this  fo rm : 
①  Docum ents show ing that the  m ember of the  fore ign company 
m entione d in 2 is  tre ated as  ta xab le person in  the Contrac ting 
S tate. 

②"List o f the  Members of Fore ign C om pany  (Form 16)" 
③ Documents showing that the m ember to whom the Incom e T ax 
C onve ntion is appl ic able i s a member o f the  fore ign  c om pany . 

④  The residency  ce rt if ic ation for shareho lders of  competent 
author ity in the  othe r country.  
A l so  attach  "Attachment Form fo r Limi tat ion on  Bene fi ts 

Arti cle  (Form 17)"(includ ing attachme nt) com pleted fo r e ach of 
the members described  in ③. 

5  A  Partner of an enti ty  that is  a re sident of the  Contract ing State
other than  J apan under the Incom e T ax C onvention ( in cluding  a 
partner that is res iden t of Japan  o r any o ther country , in  a ddition to 
the country  o f which the entity is  a re sident; the  same  appl ies  
be low) and  whose partners  are tax able pe rsons  in Japan must subm it 
th i s fo rm attached  wi th the fo ll owing documents. 
If a spec if ic partne r of  the  ent i ty  is notified of requ ired  

in form ation to enter in  "L ist o f the  Partners of Entity (Form 16 )"by 
al l o f the  other  partners  and submits "Li st of  the  Partners  of  Enti ty 
(Form 16)"fi lled  wi th the notif ie d in fo rm ation,  all o f the  partners  are 
deemed subm it the appli cation  fo rm . 
① D ocuments showing that the  ent ity mentioned in  2  is ta xable a s a 
corporation in i ts re sidence country. 
②"L ist of the Partners  of En tity  (Fo rm 16)" 
③ D ocuments show ing that the partners m entione d in "Lis t of  the 
Partners  o f Entity  (Fo rm 16)" are par tner s of  the enti ty  mentione d in  
２. 
④ The  residency  c ertifica tion for ent ity  of c om pe tent authority in 
the other country. 
In th is case,  attach "Atta chment Form for L imitation on  Bene fi ts  

A rticle (Form 17)" (includ ing  attachm ent)  fo r the e nt i ty  mentioned  
in 2. 

 6   An Agent othe r than the Tax Agent mus t attach a power of 
attorney  tog ether wi th its Japanese translat ion. 

Comp let ion  o f the FORM 
 7  Applicable b locks  must be  chec ke d.  

8  T he  Ta xpayer Ide n ti fi cat ion  Number i s a numbe r, c ode or symbol 
which is  u sed  for f iling  of return  and  paym ent o f  due am ount and  
other proce dures re garding  tax,  and wh ich  ident if ies  a person who 
must ta ke  such procedures . If a sys tem of Taxpayer Identif ication  
Number doe s not ex ist in the c ountry where  the  re cip ien t resides, 
or if  the  recip ie nt of the payment doe s not have  a Taxpayer
Identi ficat ion Number, it is  not nece ssary  to  en te r the Taxpayer 
Identi ficat ion Num ber . 

【Continue  on the  reverse】

 様  式  ２

FORM 

｢租税条約に関する届出書(利子に対する所得税の軽減・免除)｣に関する注意事項

INSTRUCTIONS  FOR “APPLICATION FORM FOR RELIEF  FROM JAPANESE  INCOME TAX ON INTEREST” 

注 意 事 項
届出 書の提出 について
１  この 届 出 書 は 、 利 子 に係 る日 本 国 の 所 得 税 の 源泉 徴 収 額 に つ い て租

税 条 約 の 規 定 に 基 づ く 軽減 又は免 除 を 受け よう とす る 場 合 に 使 用 しま
す 。

２  この 届 出 書 は 、 利 子 の支 払者 ご と に 作 成 し て くだ さ い 。

３  この 届 出 書 は 、 正 副 ２通 を作 成 し て 利 子 の 支 払者 に 提 出 し 、 利 子の
支 払 者 は 、 正 本 を 、 最 初に その 利 子 の 支払 を す る 日 の 前 日 ま で に その
支 払 者 の 所 轄 税 務 署 長 に提 出して く だ さい 。こ の届 出 書 の 提 出 後 その
記 載 事 項 に 異 動 が 生 じた 場 合も 同 様 で す。

なお 、 記 載 事 項 に 異 動が 生じ た 場 合 に お い て 、 異 動 が 生 じ た 記 載 事
項 が 届 出 書 の 「 ４ 」 の 「額 面金額 」 、 ｢数 量 ｣又 は 「 利 子 の 金 額 」 の増
加 又 は 減 少 に よ る もの で ある 場 合 に は ､異 動に 係る 届 出書 の提 出を 省
略 す る こ と が で き ま す （公 募社債 の 利 子等 の 一 定 の 利 子 に つ い て は、
既 に 提 出 し た 届 出 書 に 記載 した利 子 と 異な る 種 類 の 利 子 の 支 払 を 受け
る こ と と な る 場 合 に お い て も、 異 動 に 係る 届 出 書 の 提 出 は 省 略 で きま
す 。 ） 。

無記 名の 債 券 に 係 る 利子 につ い て は 、 そ の 支 払 を 受 け る都 度、 こ の
届 出 書 を 正 副 ２ 通 作 成 して 利子の 支 払者 に 提 出 し 、 利 子 の 支 払 者 は、
正 本 を そ の 支 払 者 の 所 轄税 務署長 に 提 出し てく ださ い 。

４  適用 を 受 け る 租 税 条 約に 両国 間 で 課 税 上 の 取 扱い が 異 な る 事 業 体に
関 す る 規 定 が あ る 場 合 には 、次の 点 に ご注 意 く だ さ い （ ５ に お い て同
じ で す 。 ） 。

外国 法人 で あ っ て 、 相手 国で は そ の 株 主 等 が 納 税 義 務 者 と さ れ る も
の が 支 払 を 受 け る 所 得 につ いては 、 相 手国 の 居 住 者 で あ る 株 主 等 （そ
の 株 主 等 の 受 益 す る部 分 に 限 り ま す ｡）に つい ての み そ の 租税 条約 の
規 定 の 適 用 を 受 け る こ とが できま す ｡上 記 に 該当 する 外 国 法 人 は ､次の
書 類 を 添 付 し て 提 出 し てく ださい ｡
①  届 出 書 の ｢２ ｣の 欄 に記 載した 外 国 法人 が相 手国 に お い て そ の 株主

等が 課 税 を 受 け て い るこ とを 明 ら か に す る 書 類
②  ｢外 国 法人 の 株 主 等 の 名 簿 (様 式 16)｣
③  そ の 租 税 条 約 の 適 用を 受ける こ と がで きる 株主 等 が そ の 外 国 法人

の株 主等 で あ る こ と を 明 らか に す る 書 類
④  相 手 国 の 権 限 あ る 当局 の株主 等 で ある 者の 居住 者 証 明 書

なお 、 こ の 場 合 には ､「 特 典条 項に 関す る 付 表 (様 式 17 ) 」 (そ の 添付
書 類 を 含 み ま す ｡ )に つ いて は、 ③ の 各 株 主 等 のも の を 添 付し て く ださ
い ｡

５  その 租 税 条 約 の 相 手国 の 居住 者 に 該 当す る 団 体 で あ っ て、 日本 では
そ の 構 成 員 が 納 税義 務者 とさ れる 団 体 の 構 成 員 (その 団体 の居 住 地 国
の 居 住 者 だ け で な く 、 それ 以外の 国 の 居住 者や 日本 の 居 住 者 も 含 みま
す ｡以 下 同 じ で す ｡ )は ､この 届出 書 に 次 の書 類 を添 付 し て 提 出 し て く だ
さ い ｡

なお 、 そ の 団 体 の 構 成員 のう ち 特 定 の 構 成 員 が 他 の 全 て の 構 成 員 か
ら 「 相 手 国 団 体 の 構 成 員 の 名簿 (様 式 16)」 に記 載す べ き 事 項 に つ いて
通 知 を 受 け そ の事 項 を 記 載 し た 「 相 手 国団 体 の 構 成 員 の名 簿 (様 式
16)」 を 提 出し た場 合に は ､全ての 構 成 員が 届出 書を 提 出 し て い るもの
と み な さ れ ま す 。  
①  届 出 書 の 「 ２ 」 の 欄に 記載し た 団 体が 居住 地国 に お い て 法 人 とし

て課 税を 受 け て い る こと を明 ら か に す る 書 類  
②  「 相 手 国 団 体 の 構 成員 の名 簿 (様式 16)｣ 
③  「 相 手 国 団 体 の構 成 員 の 名 簿 」 に 記 載 され た 構 成 員 が 届 出書 の

「２ 」 の 団 体 の 構 成員 で ある こ と を 明 ら か に す る 書 類  
④  相 手 国 の 権 限 あ る 当局 の団 体 の 居 住者 証明 書  

なお 、 こ の 場 合 には ､「 特 典条 項 に 関 す る 付 表 (様式 17) ｣(そ の添付
書 類 も 含 み ま す 。 )は 、 届 出 書の ｢２ ｣の欄 に記 載し た 団 体 のも のを 添
付 し て く だ さ い ｡ 

６  この 届 出 書 を 納 税 管 理人 以外 の 代 理 人 に よ っ て提 出 す る 場 合 に は、
そ の 委 任 関 係 を 証 する 委 任 状 を そ の 翻 訳 文 とと も に 添 付し て く だ さ
い 。

届出 書の記載 について
７  届出 書の □ 欄 に は 、 該当 する 項 目 に つい てレ 印 を 付 し てく ださ い。

８  納税 者番 号 と は 、 租 税の 申告 、 納 付 そ の 他 の 手続 を 行 う た め に 用い
る 番 号 ､記 号 その 他 の 符 号 で その 手 続 をす べき 者を 特 定 す るこ と が で
き る も の を い い ま す 。 支払 を受け る 者 が納 税 者 番 号 を 有 し な い 場 合や
支 払 を 受 け る 者 の 居 住 地 で ある国 に 納 税者 番号 に 関 す る 制 度 が 存 在し
な い 場 合 に は 納 税 者 番 号を 記載 す る 必 要は あ り ま せ ん ｡

【 裏 面に 続 き ま す 】

INSTRU CTIO NS
Subm is sion of  the  FORM  
 1  This form is  to  be used by  the Re cipie nt o f Interest in  cl aim ing
the  rel ief  from J apane se Incom e Ta x under the provi sions of the 
Inc om e T ax Convention . 

 2   This fo rm m ust be prepare d se parate ly  for e ach  P aye r o f Intere st. 

3   This fo rm must be  submi tted  in  duplicate  to  the Payer o f In teres t, 
who  has to fi le the  original w ith  the District D irector of  Tax  Of fic e 
fo r the p lace  where  the Payer reside s, by the day be fo re the 
pa yment o f the Inte res t is m ade . T he  same  procedu res mus t be 
fo ll ow ed when the re i s any  change  in  the statements on th is fo rm
except i f the  change  re su lts in  an increase or decre ase  in the “Fa ce 
Value o f Sec ur itie s”, Quantity o f Securitie s” , o r “Amount of 
Inte re st”  mentioned in  colum n 4  ( In the  case  o f the f ixed in terest of 
colle ctiv e corporate  bonds , the  subm ission o f the  form for trans fer 
purpose s could be om itted  whe n  the  in terest receiv ed  dif fe rs f rom 
those  interest amounts noted  on the  form  that has  already  been 
submitted .) .  
Howeve r, in  c ase  o f Inte res t from  beare r securit ies, th is form m ust 
be  submitted in  dup licate at the  t ime of ea ch payment o f such 
Inte re st.  

 4   In the case where the re exi sts an  appli cab le  convention  be tween  
both  countries  w ith  provi sions for an en tity that is  treated  
di fferent ly for tax  purposes , the next point should be  no ted. ( sam e 
as for co lum n 5)  
In c ase  o f i ncom e that i s rece ived  by a foreign company whose 

mem ber is  treated  as  taxable  person  in the C on tract ing  State  other 
than Japan  the  Income  Tax Convention  is applicab le  on ly  to  
mem bers  that are  re sidents  of  the Contra ctiong  State (to  the extent 
that the income  is  a be ne fi t o f  the  m embe rs).  Such fore ign  company 
shou ld  attach the fol lowing  doc um ents to  this form : 
①  Docum ents showing that the  m ember o f the  fore ign  company 
m entione d in  2 is  treated as ta xab le person  in the Contrac t ing 
State. 

②"List of  the  Members  o f Fore ign C om pany  (Form 16)" 
③ Documents showing that the m ember to whom the Inc om e T ax 
C onvention  is appl ic able is a member of the  fore ign  c om pany . 

④  The res idency  ce rtif ic ation for shareholders o f competent 
au thor ity in the  othe r country.  
Al so attach "A ttachment Form for L imitat ion on Bene fits 

Article  (Form 17)"(including attachme nt) com pleted  for each  of  
the  members described in ③. 

5  A Partner of an  en ti ty  that i s a re s ident of the  Contract ing State
other than Japan  under the Incom e Tax C onventi on ( in clud ing  a 
partner that is res ident of Japan  or any other country , in a ddition  to 
the country  o f wh ic h the entity is  a re sident; the same  app l ies 
be low) and whose partners are tax ab le pe rsons in Japan  mus t subm it 
thi s form attached wi th the fo ll owing documents. 
If a spec if ic partne r of the  e nt ity  i s no tified of requ ired  

in fo rm ation to  enter in  "L ist o f the  Partners of En ti ty (Form 16)"by 
al l o f the  other  partners  and submits "Li st of the  Partners  of  En ti ty 
(Fo rm 16) "fi ll ed w ith the not ifie d in form ation,  all o f the  partners  are 
deemed subm it the applicat ion  fo rm . 
① D ocuments showing that the  entity mentioned in  2 is  ta xab le a s a 
corporation in  i ts re sidence country. 
②"L ist of the Partners  of Entity  (Form 16)" 
③ D ocuments show ing that the partners m entione d in  "L ist of  the 
Partners o f Enti ty  (Form 16)" are par tner s o f the entity  mentione d in  
２. 
④ T he  res idency  c ertif ica tion  for en tity  of  c ompetent authority in 
the other c ountry. 
In  this  case,  attach "Atta chment Form for Limitation  on  Bene fits 

Art icle (Form 17) " (including  attachm ent)  fo r the enti ty  mentioned  
in 2 . 

 6   An Agent o the r than the Tax Agent must attach  a power of 
atto rney  together with its Japanese translat ion . 

C omp let ion  of the FORM 
 7  App lic able b locks must be  chec ked.  

8   T he  Ta xpayer Iden ti fi cat ion Number i s a numbe r, c ode or symbo l 
which  is  u sed for f iling  of return  and paym ent o f due am ount and  
other proce du res re gard ing  tax,  and which ident if ies  a person  who 
must ta ke  such procedu res. If a system o f Taxpayer Identif ication  
Number doe s no t ex is t in the c ountry where  the  re cip ien t resides, 
or if the  re cip ient o f the payment doe s not have  a Taxpayer
Ide nti fi cat ion  Number, it is  no t nece ssary  to en te r the Taxpayer 
Ide nti fi cat ion  Num ber . 

【Continue  on the  reverse】

 様  式  ２

FORM 



改 正 後 改 正 前 

（252 租税条約に関する届出書（利子に対する所得税及び復興特別所得税の軽減・免除）） （252 租税条約に関する届出書（利子に対する所得税の軽減・免除）） 

９ 届出書の「 ４」の各欄には、利子 の支払を受ける者が日本国内に支
店等の恒久的施設を有する場合は、 その恒久的施設に帰 せられない利
子について記載してください。

10  届出書の「４」の「名義人の氏名 又は名称」欄には、 元本がその真
実の所有者以外の者－利子の支払を 受け る者以外の者－の名義によっ
て所有されている場合に、その名義 人の氏名又は名称を 記載してくだ
さい 。この 場合、 届出書 の「２  利子 の支 払を受 ける者 に関す る事
項」欄に記載された者が元本の真実 の所有者であること 及びその元本
が真実の所有者以外の者の名義によ って 所有されている 理由を証する
その名義人の発行した証明書を、そ の翻訳文とともに添 付してくださ
い。

11  届出書の「５」の欄には、「２」 から「４」までの各 欄に記載した
事項のほか、租税の軽減又は免除を 定める ｢１ ｣の租税条 約の適用を受
けるための要件を満たす事情の詳細を記載してください 。
 なお、利 子の 支払を受 け る者が、日仏 租税条約 1 99 5年議定書３ (b)
(i)の 規定 に規 定す る組 合又 は そ の 他の 団体 であ る場 合に は、 その 旨
（組合その他の団体の種類、設立根拠法 を記載してくだ さい。）、支
払を受ける総額、フランスの居住者たる組合員又は構成 員の持ち分の
割合を記載し（組合員又は構成員全 体の持ち分の明細を 添付してくだ
さい 。）、 また、 フラン スにお いて 法 人課 税を選 択して いる場 合に
は、その選択している旨 を記載してください。

12 支払を受け る利子が、租税条約の 規定により免税となる場合には、
支払者に提出する前に、届出書の「 ８」の欄に権限ある 当局の証明を
受けてください(注意事項13の場合を除きます ｡)。  

13 注意事項12の場合において権限あ る当局が証明を行わないこととし
て い るた め ､そ の 証 明 を受 け る こと が で きな い 場 合 には ､届 出書 の
「５」の欄に記載した ｢要件を満たす 事情の詳細 ｣を明ら かにする書類
(そ の書類が 外国 語で 作 成されて い る 場合に は ､そ の翻訳 文を含 みま
す｡ )及び権 限あ る当局 の 発行 した居 住者証 明書を 添付し て くだ さい
（平成 16年４月１日以後適用開始と なる 租税条約の適用 を受ける場合
に限ります｡）。

なお、利子 の支払者に居住者証明 書（ 提示の日前一 年以内に作成さ
れたものに限ります ｡)を提示し、届 出書 の「２」の欄に 記載した事項
について利子の支払者の確認を受け たと き（届出書にその確認をした
旨の記載がある場合に限ります ｡)は 、居住者証明書の添 付を省略する
ことができます。 

この場合、 上記の確認をした利子 の支 払者は、届出 書の「５」の欄
に① 確認を した旨 （例： 届出者 から 提 示の あった 居住者 証明書 によ
り、届出書に記載された氏名又は名 称その他の事項につ いて確認しま
した ｡)、②確認者の氏名（所属）、 ③居住者証明書の提 示を受けた日
及び④居住者証明書の作成年月日を それ ぞれ 記載すると ともに、提示
を受けた居住者証明書の写しを作成 し、提示を受けた日 から５年間そ
の国内にある事務所等に保存する必要があります。 

 この届出書に 記載された事項その他 租税条約の規定の適用の有無を判
定 するために必 要な事項については、 別に説明資料を求めることがあり
ます 。

9  Enter into co lumn 4 the Interest which  is no t a ttributed  to  a 
permanent esta bl ishm en t in J apa n of Rec ip ient (such  In te rest a s are 
not accounted for in  the book s of the pe rmanen t es tablishment).  

10  Ente r into item  “Name  of Nom inee of Sec uri t ies” o f colum n 4 
the reg istered name  of the  owne r o f se curitie s in quest ion. If the 
reg istered name is d if fe rent f rom the nam e of  Re cip ie nt of 
Interest, attach  the ce rtif icate  issued  by  the nominee to cl arify 
that the beneficia l owne r o f such  secu rity  is  the Recipien t stated 
in column 2 , toge the r w ith i ts Japanese transl ation and  why  the 
secu ri ties  are  reg is te red in  a name other than  that of the 
benef ic ial owners.  

11  Ente r into lin e  5  de tail s o f  circ um stance  that the conditions 
for the  app lication of the c onvention mentioned  in 1  are  sat is fied , 
in add it ion  to i nfo rmation  entere d  in  2  thought 4 . 
If the Recip ie nt of  D iv idends is the partne rsh ip  o r othe r group  

o f persons in the  sense of the Article 3  (b) (i) of Protoco l, 1995,  of 
the Convention  between J apa n and the Fr ench Repub lic, enter 
detai ls in to  th is  Column to  that e ffect (k ind  of partnership or 
othe r group o f pe rsons , and the bas is  law for the  esta blishm ent), 
to ta l amount of D iv ide nds , and the ratio of an inte re st of the 
French r es ident partne rs to  that o f all partner s, tog ethe r wi th  the 
fu ll de tails of  i nte re sts o f al l partners. I f said pa rtne rship  or other 
g roup of  pe rsons  e lects to be liable to  the  corpo ration tax in 
France , enter in formation into th is  Co lum n to that effect. 

12  If the  In terest is sub ject to tax exemption unde r the prov is ions 
o f the Income T ax Convention , Column 8 must be entered with 
the ce rtif ication  by the competent authority  be fo re  th is form i s 
subm itted  to the  payer.  (e xcept for cases described in  Note  13 ).  

13  If the c om pe te nt authority  doe s not m ake  such  a ce rt if ica tion  
as mentioned in  Note  12, documents showing " the de tai ls  of 
c ircumstanc e that the condit ions are satisf ie d" e nte red in li ne   5  
(includ ing Japanese translation if the documents  are written in 
fore ign language.)  and the certi ficat ion  o f re sidency  issued by  the 
competent authority  must be attached (on ly  for the appl ic ation o f 
conve ntions  that ente red in to  e ffect on  or af ter April 1, 2004).  
In the  case that the recip ient o f the  in terest shows h i s 

re side ncy ce rt i fi cation ( certi fic ation must have  been  i ssue d wi th in 
one yea r prior to  the showing)  to  the payer of  the interest, and 
the paye r confi rms  the item s entered  in  column 2 (only in the 
c ase  that the  payer wr ites the fact of conf irm ation in the 
App lication Form ), attachment o f re side ncy ce rtif ication is no t 
re qu ired. 
In this  ca se , the paye r o f the interest who conf irms  the above-

m entioned items is  requ ired to enter: ①  the  fac t o f the 
c on firma tion (e. g., ‘ I, the payer described  in  c olumn 3, have 
c on firmed the name  o f the rec ip ien t and other i tems entered in 
c ol umn 2,  hav ing bee n shown  re sidency ce rtif ic ation by the 
re cip ient.’) ; ② the name and affi liation o f the  individual who i s 
m aking  the confirm ation; ③  the  date that the cer ti fi cation i s 
shown ; and ④ the date o f issue  of the re sidency ce rtif icat ion . 
T he  pay er is also required  to m ake  a copy  o f  the re sidency 
c ert if ica tion  and keep the copy in h is o ffic e, etc. located  in  J apa n 
for f ive  ye ars from the date  tha t the certi fi cate is shown.  

If necessary , the app licant m ay  be reque sted to furnish further 
in form ation in  orde r to decide  whe the r rel ie f unde r the Convention 
should  be  g ranted or no t. 

９  届出書の「４」の各 欄には、利子 の支払を受ける者が日本国 内に支
店等の恒久的施設を有 する場合は、 その恒久的施設に帰 せられない利
子について記載してく ださい。

10 届出書の「４」の「 名義人の氏名 又は名称」欄には、 元本がその真
実の所有者以外の者－ 利子の支払を 受け る者以外の者－の名義によっ
て所有されている場合 に、その名義 人の氏名又は名称を 記載してくだ
さい 。この 場合、 届出書 の「２  利子 の支 払 を受 ける者 に関す る事
項」欄に記載された者 が元本の真実 の所有者であること 及びその元本
が真実の所有者以外の 者の名義によ って 所有されている 理由を証する
その名義人の発行した 証明書を、そ の翻訳文とともに添 付してくださ
い。

11 届出書の「５」の欄 には、「２」 から「４」までの各 欄に記載した
事項のほか、租税の軽 減又は免除を 定める ｢１ ｣の租税条 約の適用を受
けるための要件を満た す事情の詳細 を記載してください 。
 なお、利 子の 支払を受 け る者 が、日仏 租税条約 1 99 5年議定書３ (b)
(i)の 規 定 に規 定す る組 合又 はそ の 他の 団体 であ る場 合に は、 その 旨
（組合その他の団体の 種類、設立根拠法 を記載してくだ さい。）、支
払を受ける総額、フラ ンスの居住者 たる組合員又は構成 員の持ち分の
割合を記載し（組合員 又は構成員全体の持ち分の明細を 添付してくだ
さい 。）、 また、 フラン スにお いて 法 人課 税 を選 択して いる場 合に
は、その選択している 旨を記載して ください。

12 支払を受ける利子が 、租税条約の 規定により免税となる場合 には、
支払者に提出する前に 、届出書の「 ８」の欄に権限ある 当局の証明を
受けてください(注意事項 13の場合 を除きます｡)。  

13 注意事項 12の場合に おいて権限あ る当局が証明を行わないこ ととし
て い るた め ､その 証 明 を受 け る こ と が で きな い 場 合 に は ､届 出書 の
「５」の欄に記載した ｢要件を満たす 事情の詳細 ｣を明ら かにする書類
(そ の書類が 外国 語で作 成されて い る 場合には ､そ の翻訳 文を含 みま
す｡ )及び権 限あ る当局 の発行 した居 住者証 明 書を 添付し てくだ さい
（平成 16年４月１日以 後適用開始と なる 租税条約の適用 を受ける場合
に限ります ｡）。

なお、利子の支払者に居住者証明書（ 提示の日前一年以内に 作成さ
れたものに限ります｡)を提示し、届 出書 の「２」の欄に 記載した事項
について利子の支払者 の確認を受け たと き（届出書にその確認をした
旨の記載がある場合に 限ります ｡)は 、居住者証明書の添 付を省略する
ことができます。  

この場合、上記の確認をした利子 の支 払者は、届出書の「５ 」の欄
に① 確認を した旨 （例： 届出者 から 提 示の あ った 居住者 証明書 によ
り、届出書に記載され た氏名又は名 称その他の事項につ いて確認しま
した ｡)、②確認者の氏 名（所属）、 ③居住者証明書の提 示を受けた日
及び④居住者証明書の 作成年月日を それ ぞれ 記載すると ともに、提示
を受けた居住者証明書 の写しを作成 し、提示を受けた日 から５年間そ
の国内にある事務所等 に保存する必 要があります。 

 この届出書に記載され た事項その他 租税条約の規定の適用の有 無を判
定 するために必要な事項 については、 別に説明資料を求めること があり
ま す。

9  Enter into  co lumn  4 the In terest wh ich  is no t a ttributed  to a 
permanent esta bl ishm ent in J apa n of Rec ipient (such  In te rest a s are 
not ac counted for in  the books  o f the pe rmanen t establishment).  

10  Ente r into item  “Name o f Nom inee of  Sec urit ies” of  colum n 4 
the reg istered name  of  the  owne r o f se cu ritie s in  question. If the 
reg is tered name is d if fe rent from the nam e of Recipie nt o f 
Interest, attach the ce rtif icate  is sued by  the nominee to  clarify 
that the bene ficia l owne r o f such  security  is the Recipient stated 
in co lumn 2, toge the r w ith its Japanese translation and  why  the 
secu ri ties are  reg is te red  in  a name other than that of the 
benefic ial owne rs.  

11  Ente r into  lin e  5  de tails o f  circum stance  that the condit ion s 
for the  appli cat ion o f the convention mentioned in 1  are  sat is fied, 
in addition  to information en tered  in 2 thought 4. 
If the Recip ient of  D iv idends is the partnership o r other group  

of persons  in the  sense of the Art icle 3  (b) (i) of Pro toco l, 1995,  o f 
the Conven tion between J apa n and the Fr ench Repub lic, enter 
detai ls  in to this  Column to that e ffect (k ind  o f partnership o r 
othe r group o f pe rsons , and the basis law fo r the  esta bl ishm ent), 
tota l amoun t of D iv ide nds, and the rati o of an inte re st of the 
French r es ident partne rs to  that o f all partner s, togethe r with the 
fu ll de tails o f inte re sts o f al l partners . I f said pa rtne rship  or other 
g roup of  pe rsons e lects to  be li able to  the  corporation tax in 
France , enter in fo rma tion into this Colum n to that ef fect. 

12  If the  In tere st is subject to tax exemption unde r the prov is ions 
of the Income Tax Convention , Co lumn 8 must be entered with 
the ce rtif ication  by the competent authority  be fo re  th i s fo rm i s 
subm itte d to the  payer.  (e xcept for cases  described in  Note  13 ).  

13  If the  c om pe ten t authori ty  doe s not m ake such  a ce rt if ica tion  
as menti oned in Note  12, documents  showing " the detai ls  o f 
c ircumstanc e that the cond itions are satisf ie d" e nte red in line   5  
(includ ing Japanese trans lation if  the documents are written in 
fore ign languag e.)  and the certi fication  o f re sidency  issued  by  the 
competent authority  must be attached  (on ly  for the appl ic at ion o f 
conventions that ente red in to e ffect on or afte r April 1 , 2004).  
In the  case that the recip ient o f the  in tere st shows hi s 

re sidency ce rt i fi cat ion  ( certi fic ation must have  been  issued  with in 
one yea r prior to  the showing)  to  the payer of  the interest, and 
the paye r con firms  the item s entered  in  co lumn 2 (only in the 
c ase  that the  payer wr ites  the fact of  c on firm ation in the 
Application Form ), attachment o f re sidency ce rtif ication is not 
requ ire d. 
In this  ca se, the paye r o f the interest who  con firms the above-

m entione d items is required to e nte r: ①  the  fac t o f the 
conf irma tion  (e. g., ‘I, the payer described  in  c olumn 3 , have 
conf irme d the name  of the rec ip ient and  other i tems entered  in 
column 2,  hav ing bee n shown re sidency ce rt if ic ation by the 
recip ient.’) ; ② the name and af fi li ation o f the  individual who i s 
m aking  the confirm ation; ③  the  date that the cer ti fi cat ion  i s 
shown; and ④ the date of issue  of  the re s idency ce rtification. 
T he  pay er is  also requi red to m ake  a copy  o f  the residency 
c ert ifica tion  and keep the copy  in h is o ff ic e, etc. located  in  J apa n 
for f ive  ye ars from the date  tha t the certi ficate is shown.  

If  nece ssary , the app li can t m ay  be requested to fu rnish further 
in form ation in  orde r to  de cide  whe the r rel ie f unde r the Convention 
should be  g rante d or no t. 



改 正 後 改 正 前 

（253 租税条約に関する届出書（使用料に対する所得税及び復興特別所得税の軽減・免除）） （253 租税条約に関する届出書（使用料に対する所得税の軽減・免除）） 

租 税  条 約 に  関 す る 届  出 書 

A PPL ICATIO N FO RM  FO R  INCOME  T AX  C ONVENT IO N  

こ の 届 出 書 の 記 載に 当 た っ て は 、 別 紙 の 注 意 事 項 を 参照 し て く だ さ い 。  
See  separate i nstru ct io ns.

税 務 署長 殿  
To the D is tr ict  D i rec to r, T ax O ff ice
１  適 用 を 受 け る 租 税条 約 に 関 す る 事 項 ；  

App lic ab le I ncome  Ta x Con ve nt ion
日 本 国 と                         と の間 の 租 税 条 約 第   条 第   項   
The  Income Tax Con v ent io n be tween  J apa n and                             ,Artic le     ,para.

２  使 用 料 の 支 払 を 受け る 者 に 関 す る 事 項 ；  
De tail s o f  Rec ip ie nt o f  Ro yalti es  

氏 名 又 は 名 称  
Fu ll nam e

個 人 の 場 合

Individual

住 所 又 は 居 所  
Domicile o r re si de nce

（ 電 話番 号  Te le pho ne Number）

国 籍  
Nat io n ali ty

法 人 そ の 他 の
団 体 の 場 合

C orpo ration  
o r o ther 
e nt i ty

本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地  
P lac e o f he ad  o ff ice  o r ma in  of f ic e

（ 電 話番 号  Te le pho ne Number）

設 立 又 は 組 織 さ れ た 場 所  
P lac e wh ere  the  Corpo rat io n was  
e stab lish ed  o r o rg anized

事 業 が 管 理 ・ 支 配 さ れ て い る 場 所  
P lac e wh ere  the  b usi ne ss  i s m an aged  
o r con tro lle d

（ 電 話番 号  Te le pho ne Number）

下 記 「 ４ 」 の 使 用 料 に つ き 居 住 者 と し て 課 税 さ れ る
国 及 び 納 税 地 (注 ８ ) 
C ountr y where  the  rec ip ie nt is taxab le  as  res ident  
on  Ro ya lti es  me nt ioned  in  4 b elow  and  th e p l ac e 
wh ere  h e i s to  p ay tax ( No te 8 )

(納税 者 番 号  T a xpa y er I d en t i fi c at io n  Nu m ber )

日 本 国 内 の 恒 久 的施 設 の 状 況  
Pe rmanen t est a bli s hmen t  in  
Jap an

□ 有 (Ye s)  ,  □ 無 (N o )
I f “Ye s” , e xp lai n:

名 称  
Name

所 在 地  

Addres s

（ 電 話番 号  Te le pho ne Number）

事 業 の 内 容  
De ta i ls  o f Busi ne ss

３  使 用 料 の 支 払 者 に関 す る 事 項 ；  
De tail s o f  Pa yer o f  Royal t ie s 

氏 名 又 は 名 称  
Fu ll nam e

住 所 （ 居 所 ） 又 は 本 店 （ 主 た る 事 務 所 ） の 所 在 地  
Domicil e (res id ence ) o r P lac e of  he ad o f fi ce (m ain  
o ff ice )

（ 電 話番 号  Te le pho ne Number）

日 本 国 内 の 恒 久 的施 設 の 状 況  
Pe rmanen t e stab li shme nt in  
Jap an  

□ 有 (Ye s)  ,  □ 無 (N o )
I f “Ye s” , e xp lai n:

名 称  
Nam e

（ 事 業 の 内 容  De tai ls  o f Busine ss）

所 在 地  
Addres s

（ 電 話番 号  Te le pho ne Number）

４  上 記 「 ３ 」 の 支 払者 か ら 支 払 を 受 け る 使 用 料 で 「 １ 」の 租 税 条 約 の 規 定 の 適 用 を 受 け る もの に 関 す る 事 項 （ 注 ９ ） ；

De tail s o f  Ro ya l ties  re ceiv ed  f rom  the P aye r to  wh ich  th e Conve n ti on  m ent ioned  in  1  abo ve is  app li cab le (N ote  9)

使 用 料 の 内 容 
Descrip t ion  o f R oy alti es

契 約 の 締 結 年 月 日  
Date o f Contra ct

契 約 期 間 
Pe riod o f  Con tract

使 用 料 の計 算 方 法  
 Me th od of  Com pu tation  
 fo r Royal t ie s 

使 用 料 の 支 払 期 日  
Due D ate  fo r Paymen t

使 用 料 の 金 額  
Amount o f Roy a lti es

５  そ の 他 参 考 と な るべ き 事 項 （ 注 10） ；  
Others  (N ote 1 0 ) 

適 用 ； 有 、 無

□  限 度 税 率     ％  
App licab le Tax Rate

□  免   税 （ 注 11）  
Ex emp t io n (N o te  11)

 様  式  ３

FORM  ( )税 務 署 整 理 欄

For  o ff ic ia l  use  o n ly

払
者 受

付
支     印

務
署 受

付
税     印

使用料に対 する所得税 及び復興特 別所得税の 軽減・免除

Re lie f fr om  Ja pa nese  In co m e T ax a nd S pe c ia l 
Incom e  T ax for  R ec on s tru c tion  o n R oy altie s  

租 税  条  約  に  関  す る  届 出 書  

APPL ICATIO N FO RM  FO R  INCOME  T AX  CONVENT IO N  

こ の 届 出 書 の 記 載に 当 た っ て は 、 別 紙 の 注 意 事 項 を 参照 し て く だ さ い 。  
See  sep arate in struct ion s.

税 務 署長 殿  
To  the D is tr ict  D i rec to r, T ax O ff ice
１  適 用 を 受 け る 租 税条 約 に 関 す る 事 項 ；  

App lic ab le I ncome  Ta x Conve nt i on
日 本 国 と                         と の間 の 租 税 条 約 第   条 第   項   
The  Income Tax Conv en tion be tw een  J apa n and                             ,A rtic le     ,para.

２  使 用 料 の 支 払 を 受け る 者 に 関 す る 事 項 ；  
De tail s o f  Rec ip ie nt o f Royalties  

氏 名 又 は 名 称  
Fu ll nam e

個 人 の 場 合

In di vid ua l

住 所 又 は 居 所  
Domicil e o r re si de nce

（ 電 話番 号  Te le ph on e N umb er）

国 籍  
Nat ion ali ty

法 人 そ の 他 の
団 体 の 場 合

C orpo rat ion  
o r o th er 
e nt i ty

本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地  
P lac e o f he ad  o ff ice  o r ma in  of f ic e

（ 電 話番 号  Te le ph on e N umb er）

設 立 又 は 組 織 さ れ た 場 所  
P lac e where  the  Co rpo rat ion was  
e stab li sh ed  o r o rg ani zed

事 業 が 管 理 ・ 支 配 さ れ て い る 場 所  
P lac e where  the  bu sine ss  i s m anaged  
or co n tro lle d

（ 電 話番 号  Te le ph on e N umb er）  

下 記 「 ４ 」 の 使 用 料 に つ き 居 住 者 と し て 課 税 さ れ る
国 及 び 納 税 地 (注 ８ ) 
C oun tr y where  the  rec ip ie nt  is taxab le  as  res ident  
on  Ro ya l ti es  me nt i on ed  in  4 below  an d  the p lac e 
wh ere  he i s to  pay tax (No te 8 )

(納税 者 番 号  T ax pay e r I de n ti f i ca t io n  N um be r)

日 本 国 内 の 恒 久 的施 設 の 状 況  
Pe rman en t es t abl is hm en t  in  
Japan

□ 有 (Ye s)  ,  □ 無 (No )
If “ Ye s” , e xp lain:

名 称  
Name

所 在 地  

Add res s

（ 電 話番 号  Te le ph on e N umb er）

事 業 の 内 容  
De tai ls  o f Bu si ne ss

３  使 用 料 の 支 払 者 に関 す る 事 項 ；  
De tail s o f  Pa yer o f Royal t ie s 

氏 名 又 は 名 称  
Fu ll nam e

住 所 （ 居 所 ） 又 は 本 店 （ 主 た る 事 務 所 ） の 所 在 地  
Domicile (res iden ce ) o r P lac e of  he ad o ffi ce (m ain  
o ff ice )

（ 電 話番 号  Te le ph on e N umb er）

日 本 国 内 の 恒 久 的施 設 の 状 況  
Pe rman en t e stab li shme nt in  
Japan  

□ 有 (Ye s)  ,  □ 無 (No )
If “ Ye s” , e xp lain:

名 称  
Nam e

（ 事 業 の 内 容  De tai ls  o f Busi ne ss）

所 在 地  
Add res s

（ 電 話番 号  Te le ph on e N umb er）  

４  上 記 「 ３ 」 の 支 払者 か ら 支 払 を 受 け る 使 用 料 で 「 １ 」の 租 税 条 約 の 規 定 の 適 用 を 受 け る もの に 関 す る 事 項 （ 注 ９ ） ；

De tail s o f  Ro yal ti es  re ceiv ed  from the P aye r to  wh ich  th e Conve n tion  m en tio ned in  1  ab o ve is  ap p licab le (Note  9)

使 用 料 の 内 容 
Descrip t ion  o f Roy a lt ies

契 約 の 締 結 年 月 日  
Date o f Contra ct

契 約 期 間 
Pe r iod o f  Con tract

使 用 料 の計 算 方 法  
 Me thod of  Com pu tatio n  
 fo r Ro yal t ie s 

使 用 料 の 支 払 期 日  
Due D ate  fo r Paymen t

使 用 料 の 金 額  
Amoun t o f Roy alti es

５  そ の 他 参 考 と な るべ き 事 項 （ 注 10） ；  
Others  (No te 10 ) 

適 用 ； 有 、 無

□  限 度 税 率     ％  
App li cab le Tax Rate

□  免   税 （ 注 11）  
Ex empt io n (No te  11)

 様  式  ３

FORM  ( )税 務 署 整 理 欄

Fo r  o ff i c ia l use  o n ly

払
者 受

付
支     印

務
署 受

付
税     印

使用 料に対する 所得税の軽減 ・免除

Re lie f fro m  J a pane se In co m e Tax  on  R oy a lties  



改 正 後 改 正 前 

（253 租税条約に関する届出書（使用料に対する所得税及び復興特別所得税の軽減・免除）） （253 租税条約に関する届出書（使用料に対する所得税の軽減・免除）） 

６ 日本 の税法上 ､届出書の「２」の外 国 法人が納税義務者とさ れるが ､「 １」の租税条約の相 手国では ､その外国法人の 株主 等が 納税義務者とされ て
おり、 かつ、租税条 約の規定によりその株主 等であ る者 （相手国居住者に 限ります ｡）の所得とし て取 り扱われる部分に 対し て 租税条約の適用を 受
けるこ ととされている場合 の租 税条約の適用を受ける割合 に関 する事項（注４）；
De ta ils  o f propo rtion of incom e to wh ich the convention men tioned  in 1 abov e i s a pp licab le , i f the fo reign company mentioned in  2  above  is  

taxable  as a com pany  unde r Japane se  tax law, and the  m embe r o f the company is  treated  as  taxable person in the o the r contrac ting  country 
of  the conv en tion;  and i f the  convention  is  app l icab le  to incom e that i s treated a s income  o f the  membe r (limited to a r es iden t o f the  o ther 
contrac t ing country) of  the  fore ign com pany  in  ac cordanc e with the provi sions  of the  conv en tion  (Note  4)

届出書の「２」の欄に記 載し た外国法人は､「４」の使用料につき 、「１ 」の租税条約の相手国において次の法令に基 づいて、次の日以 後、 その
株主等 である 者が課税され るこ ととされています ｡ 
The mem be r of the fo rei gn company m entioned  in  2  above  is  taxa ble in the other contrac ting coun try  mentioned in 1 above re garding  the  

royalt ies men tioned  in 4 above  s ince the  fo l lowing date under the fo llow ing l aw of the other contrac ting country  

根拠法令                                               効力を生じる日      年     月     日  
Appl ica ble law                                                               Ef fect ive date

届出書の「 ２」の外国法人の 株主 等で租税条約の適用を受け る者 の名称 
Name of  member of  the  fore ign company menti oned in  2 above, to 
whom  the  Convention is applicable

間接保有  
Ind irec t 
Ownersh ip

持分の割合  
Ratio of  
Ownersh ip  

受益の割合＝ 
租税条約の適用 を受ける割合
Proportion of benef it  =  
Proportion for Applica tion 
o f C onventi on

□  % % 

□  % % 

□  % % 

□  % % 

□  % % 

合計 Total  % % 

７  日本 の税法上 ､届出書の「２」の団 体 の構成員が納税義 務者 とされ るが 、「 １」 の租税条約の 相手国 ではその団体が納 税 義務 者とされており、 か
つ、租税条約 の規定によりその 団体の所得として取り扱わ れる 部分に対して租税条約の適用を受けることとされ ている場合の記載事項等 （注５）；   
De ta ils  i f, wh ile  the  partne r o f the ent ity m entione d  in  2  above is  taxab le  unde r Japanese tax  law,  the  en tity  is tre ated as taxab le person  in 

the other contrac ting country  o f the convention mentioned  in 1 abov e, and  i f the conv ention  is  app licab le to  inc ome that is treated as 
in come of  the enti ty in a cco rdance w ith the prov is ions of  the  convention (Note 5 )

届出書の「２」に記載し た団 体は ､「４」 の使用料につき、「１」の租税条約 の相手国 において次の法令に基づいて、 次の日以後、法人 とし て課
税されること とされていま す｡ 
The entity mentioned  in  2 above  is taxab le a s a corporation regard ing the royalt ie s men tioned  in 4 a bove  since the  fo llowing date under 

the fo l lowing law in the  other contrac ting  country  of the  convention mentioned  in 1 abov e 
根拠法令                                               効力を生じる日      年     月     日  
Appl ica ble law                                                               Ef fect ive date

他の全ての構成員から通 知を 受けこの届出書を提出する 構成 員の氏名又は名称                             
Ful l n ame  of the  partne r o f the e ntity who  has been  noti fied by all other partners and is to subm it thi s form

○  代理人に関 する事項  ；  こ の届出書を代理人によって 提出する場合には、次の 欄に記載してください 。
Detail s o f the Agent ；  If  th is fo rm  is prepared and  subm itted by the Agent, f il l out the fo l lowing c olumns.

代 理 人 の 資 格
Capac ity of  Age nt 
in Japa n

氏 名 （ 名 称 ）
Full name

納税 管 理人 の届出 をした税 務署名
Name  o f the Tax Off ice  where 
the  Ta x Agent i s reg iste red

□  納税管理人  ※
Tax  Agent

□  その他の代理人
Other Agent

住 所 （居 所・ 所 在地 ）
Dom icile (Res idence  
or lo cat ion )

(電話番号 Telephone Number)

税務署
Tax Office

○  適用 を受ける租税条約が特典 条項 を有する租税条 約である場合；  
If the app l icab le conve ntion has article of l im itation  on bene fits

特典条 項に関 する付表の添 付 □有 Yes 

□添付省略 Attachment not required 
(特典条項に関 する付表を添付して提出し た租 税条約に関する届出書の提出日      年     月     日 ) 

※  「納税管理人」とは、日本国 の国税に関する申 告、申請、請求、届
出、 納付等 の事項 を 処理 さ せ るため 、 国税 通則法 の規定 により 選任
し、かつ、日本国における 納税 地の所轄税務署長 に届出をした代理人
をいい ます。

※“ Tax Agent”means a person who i s appo inted by the ta xpaye r 
and is  re gistere d at the  Distric t Dire ctor of Tax Off ice  fo r the  
place  where the taxpaye r is  to  pay  his tax , in  order to have such  
age nt take nece ssary  p rocedu res concerning the Japanese  
national taxes, suc h as fi ling  a re turn, a pp l icat ions, claims,  
payme nt o f ta xes, e tc., under the  p rov is ions of the General Law  
for National  Ta xes . 

 私は、 この届出書の「４」に記 載した使用料が「１」に掲げる 租税条
約の規定 の適用を受けるものであ ることを、「租税 条約の実施に伴う所
得税法、 法人税法及び地方税法の 特例等に関する法 律の施行に関する省
令」の規 定により届け出る とともに、 この 届出 書 (及び付表 )の記 載事項
が正確かつ完全であることを宣言 します。

        年     月     日
Date

     使用料の支払を受ける者又はその代理人 の署名
S ignatu re o f the  Rec ipien t of  Royalties o r h is  Agent

In accordance  wi th the prov is ions  o f the  M in is teri al Ord ina nce  for  
the Imp lemen tat ion  o f the Law concern ing the  Special M easureｓ of  
the Income T ax Law, the Corporation Ta x Law and  the Local Tax  
Law  fo r the  Enforcem ent of  Income T ax Conventions , I he reby  
submi t th is app l icat ion  form under the be li ef that the  provisions o f 
the Income  Tax Convention me ntioned in 1 above is  appl ic able to  
Roy alties mentioned in  4 above and also her eby declare  that the  
statem ent on this form  (and  attachm ent form ) is correc t and  
comp lete  to the  bes t of  my  know ledge and be lie f.  

"Atta chment Form fo r 
L imi tat ion on Benefi ts 
A rt icle" attached Date of p rev ious  submis sion of  the app l icat ion fo r income  tax  

convention  with the  "Attachment Form fo r Lim itation on Benef its  
Arti cle"

６  日本の税法上､届出書の「２」の外国法人 が納税 義務者 とされるが ､「１ 」の租税条約 の相手国では ､その外国法人の 株主等が納税義務 者とさ れて
おり、かつ、租税 条約 の規定によりその 株主等である者（相 手国居住者に 限ります ｡）の所得として 取り 扱われる部分に対して租税条約の適用を受
けることとされ ている場合の租税条約の適用を受 ける 割合に関する事項（注４）；
Detai ls of propo rtion of incom e to which  the convention mentioned in 1  above  is  app lic able, if the  foreign  company m entioned in  2 abov e i s 

tax ab le as  a company  under Japane se  tax law , and the mem be r o f the company  is treated as taxab le  person  in  the other contra cting country 
of the conve ntion; and i f the conven tion i s appli cab le to  income that is treated as incom e of the  member (lim ited  to a re sident of the  other 
con tracting coun try) of  the  fore ign c om pany in  acc ordance w ith the provi sions of the c onvention (Note 4)

届出書の「２」の 欄に記載した外国法人は ､「４」の使用料に つき、「１」の租税条約の相手国において次の法令に基づいて、次の日以後、そ の
株主等である者が課税されることとされています ｡ 
The m ember of the  fore ign  company m en tione d in  2 above  is tax able in the other contract ing countr y me ntioned in 1 above  reg arding  the  

royaltie s m entione d in  4  above s ince the fo llowing  date unde r the  fo l low ing l aw of the o the r contr act ing country  

根拠法令                                                効力を生じる日      年     月     日  
Appl icab le  law                                                               E ffec tive  date

届出書の「２」の外 国法 人の株主等 で租税条 約の適用を受ける者の名称
Name o f mem be r o f the fore ign c om pany  mentioned  in 2 above, to 
whom the Convention  i s appli cab le

間接保有  
Indi rect 
Ownership  

持 分の 割合 
Ratio  of 
Owner sh ip  

受益の割合＝ 
租税条約の適用 を受ける割合
Proportion  o f be ne fi t = 
Proportion  for Appli cat ion  
of C onvention

□  % %

□  % %

□  % %

□  % %

□  % %

合計  Total  % %

７  日本の税法上､届出書の「２」の団体の構 成員が 納税義務者とされるが、「１」の租税条約の相手国ではその団体が 納税義務者とされており 、か
つ、租税条約の規定によりその団体の所得として 取り 扱われる部分に対して租税条約の適用を受けるこ ととされている場合 の記載事項等（注５）；  
Detai ls if, whil e the partne r of the e ntity me ntioned in 2  a bove  is  taxable  under Japane se  tax l aw, the e ntity  is  treated as taxab le  person in 

the other c on tract ing coun try of the convention men tioned in 1 abov e, and i f the conve ntion is applicab le to incom e that is  treated as 
income o f the  entity in  accordance wi th the provi sions of the convention (Note  5)

届出書の「２」に 記載した団体は ､「 ４」の使用料につき、「 １」の租税条約の相手国におい て次の法令に基づいて、次の日以後、法人として 課
税されることとされています ｡ 
The enti ty me ntioned in 2 above  is taxable  as a corpor ation regarding the roya lt ie s m entione d in 4 above  s ince the fo llowing  date  unde r 

the fo llowing  law in  the  o the r contrac ting  country of  the  convention mentioned in 1 above 
根拠法令                                                効力を生じる日      年     月     日  
Appl icab le  law                                                               E ffec tive  date

他の全ての構成員 から通知を受けこの届出書を 提出 する構成員の氏名又 は名称                              
Ful l name  of  the partne r of the e nti ty who has  bee n notif ied  by all other partners and is  to subm it th is  form

○  代理人に関する事項 ；  この届出書を代理人 によ って 提出する場 合に は、次の欄に記載してくださ い。
Details o f the  Agent ；  I f th is fo rm is  prepared and submitted by the Agent,  f ill  out the fol lowing co lumns.

代 理 人 の 資 格
Capaci ty  o f Agent 
in Japan

氏 名 （ 名 称 ）
Fu ll name

納 税 管理人の 届出をした 税務署名
Name of the Tax Of fi ce where 
the  Tax  Agent is  registe red

□  納税管理人  ※
Tax Agent

□  その他の代 理人
Other Agent

住所 （居 所 ・所 在地 ）
Domic ile  (Res idence 
o r location)

(電話番号 Te lephone  Number )

税務署
Tax  Of fic e

○  適用を受ける 租税条約が特典条項 を有する租税条約である場合； 
If the app li cab le conv ention  has  art ic le of limi tation  on be ne fi ts

特典条項に関する付表の添付  □有 Yes 
□添付省略 Attachment not required 

(特典条項に関する付表を添 付して提出した租税条約に関 する届出書の提出日      年     月     日 ) 

※  「納税管理人」とは、日本国の 国税に 関する申告、申請、請求、届
出、納 付等の 事項を 処理させ るた め 、国税通 則法 の 規定によ り選任
し、かつ、日本 国における納税地の 所轄税務署長に届出をした代理人
をいいます。

※“Tax Age nt”means a person  who is  appo inte d by the taxpaye r 
and is reg iste red at the  Distric t Directo r of  Tax  Of fi ce for the  
place  where  the taxpayer is to  pay  hi s tax, in orde r to have such  
agen t take  ne cessa ry  procedures  conc ern ing the  Japane se  
national  taxes, such as fi ling  a re turn , applic at ions, c laims,  
payme nt o f  taxe s, etc.,  under the prov is ions of the  Gene ral Law 
for National Taxes. 

 私は、この届出 書の「４」に記載 した使 用料が「１」に掲げる租税条
約の規定の適用を受けるものであることを 、「租税条約等の実施に伴う
所得税法、法人税法及び地方税法の 特例等 に関する法律の施行に関する
省令」及び「復興 特別所得税に関する 省令 」の規定により届け出るとと
もに、この届出書 (及び付表 )の 記載事項が正確か つ完 全 であ ることを宣
言します。
        年     月    日
Date

     使用料の支払を受ける者又はその代理人 の署 名
Signature  of the Recip ie nt o f Royaltie s or his Ag en t

In a cc o rda nce  with the  pro v is ions o f  the M inis te ria l Ord inanc e for  the  
Imp leme ntat io n of  the  La w conc e rn ing  the Spe c ia l Measu reｓ  o f the  Inc ome  
Tax  Law , the Corpora tio n  Tax  L aw and the  L ocal Tax  L aw  for  the  
En forc em ent of Income  Tax  Conven tion s and  the  M in ist er ial O rd inanc e  
conce r ning  Spec ial In come  Tax  for Re constr uct ion , I  he reby  submit  t h is  
app lica tion  fo rm  under  t he  belie f th at  the  pr ovis ion s o f t he Inc ome  T ax  
Conven tion men tio ned  in  1 above is app lic able  to Roya ltie s  m en t ioned  in  4  
above  a nd  also he reby  d ec lar e t hat t he st atemen t on  th is form  (a nd 
atta chment  form )  is c o rr ec t an d co mp let e to the  b est o f my  k now ledg e  a nd  
belie f.  

"A ttachm ent Form  for 
Limi ta tion  on B enef its 
Arti cle" attached Date of  previous  submission o f the app licat ion for income  tax  

convention w ith the "Attachment Form fo r Limi ta tion  on Benefits  
Arti cle"



改 正 後 改 正 前 

（253 租税条約に関する届出書（使用料に対する所得税及び復興特別所得税の軽減・免除）） （253 租税条約に関する届出書（使用料に対する所得税の軽減・免除）） 

｢租税条約に関する届出書(使用料に対する所得税及び復興特別所得税の軽減・免除)｣に関する注意事項

INSTRUCTIONS FOR “APPLICATION FORM FORREL IEF FROM JAPANESE INCOME TAX AND SPECIAL INCOME TAX FOR RECONSTRUCTION ON  ROYALTIES”

注 意 事 項
届出書の提出について
１  こ の 届 出 書 は 、使 用 料 に 係 る 日本 国 の 所 得 税 及び 復興特 別所 得税 の

源 泉 徴 収 額 に つ いて 租 税 条 約 の 規 定 に 基 づ く 軽 減又 は免除 を受 け よう
と す る 場 合 に 使 用し ま す 。

２  こ の 届 出 書 は 、使 用 料 の 支 払者 ご と に 作 成 し てく ださい 。

３  こ の 届 出 書 は 、正 副 ２ 通 を 作成 し て 使 用 料 の 支 払 者に 提 出 し 、 使 用
料 の 支 払 者 は 、正本 を 、 最 初 に そ の 使 用 料 の 支 払を する日 の前 日ま で
に そ の 支 払 者 の所轄 税 務 署 長 に 提出 し て く だ さ い。 この届 出書 の提 出
後 そ の 記 載 事 項に異 動 が 生 じ た 場合 も 同 様 で す 。

４  適 用 を 受 け る 租税 条 約 に 両 国間 で 課 税 上 の 取 扱 い が異 な る 事 業 体 に
関 す る 規 定 が あ る場 合 に は 、 次 の点 に ご 注 意 く ださ い（５ にお いて 同
じ で す 。 ） 。  

外 国 法 人 で あ って 、 相 手 国 で は そ の 株 主 等 が 納税 義務者 と さ れ る も
の が 支 払 を 受 け る所 得 に つ い て は、 相 手 国 の 居 住者 である 株主 等（ そ
の 株 主 等 の 受 益 する 部分 に限 り ま す ｡） に つ い て の み そ の 租 税 条 約 の
規 定 の 適 用 を 受ける こ と が で き ま す ｡上 記 に 該 当 す る外 国 法 人 は ､次 の
書 類 を 添 付 し て提出 し て く だ さい ｡ 
①  届 出 書 の ｢２｣の 欄 に 記 載 し た 外 国 法 人 が 相 手国 におい てそ の株 主

等 が 課 税 を 受 けて い る こ と を 明ら か に す る 書 類  
②  ｢外 国 法 人の株 主等 の 名 簿 (様式 16) ｣ 
③  そ の 租 税 条 約の 適 用 を 受 け る こ と が で き る 株主 等がそ の外 国法 人

の 株 主 等 で あ るこ と を 明ら かに す る 書 類  
④  相 手 国 の 権 限あ る 当 局 の 株 主 等 で あ る 者 の 居住 者証明 書  

な お 、 こ の 場 合に は ､「 特 典 条 項 に 関 す る付 表 (様 式17)」 (そ の 添 付
書 類 を 含 み ま す ｡)に つ い て は 、③ の 各 株 主 等 の もの を添付 し て く ださ
い ｡ 

５  そ の 租 税 条 約 の相 手 国 の 居 住者 に 該 当 す る 団 体 で あっ て 、 日 本 で は
そ の 構 成 員 が 納 税義 務者 と され る 団 体 の構 成 員 (そ の 団 体 の居 住地 国
の 居 住 者 だ け で なく 、 そ れ 以 外 の国 の 居 住 者 や 日本 の居住 者も 含み ま
す ｡以 下 同 じ です｡)は ､こ の 届 出 書 に 次 の 書 類 を 添付 して提 出し てく だ
さ い ｡ 

な お 、 そ の 団 体の 構 成 員 の う ち 特 定 の 構 成 員 が 他 の 全 て の構 成 員 か
ら 「 相 手 国 団 体 の構 成員 の 名簿 (様 式 16)｣ に 記 載 す べ き 事 項に つい て
通 知 を 受 け そ の 事項 を 記 載 し た ｢相 手 国 団 体 の 構 成 員 の 名 簿 （ 様 式
16） 」 を 提 出 し た場 合に は ､全て の 構 成 員 が 届出 書 を 提 出 し て い るも
の と み な さ れ ま す。  
①  届 出 書 の 「２」 の 欄 に 記 載 した 団 体 が 居 住 地国 におい て法 人と し

て 課 税 を 受 け てい る こ と を 明ら か に す る 書 類  
②  「 相 手 国 団 体の 構 成 員 の 名 簿 (様 式 16)｣ 
③  「 相 手 国 団 体の 構成 員 の名 簿 (様 式 16) ｣に 記 載 さ れ た 構成 員が 届

出 書 の 「 ２ 」 の団 体 の 構 成 員 であ る こ と を 明 らか にする 書類  
④  相 手 国 の 権 限あ る 当 局 の 団体 の 居 住 者 証 明 書  

な お 、 こ の 場 合に は ､「 特 典 条 項 に 関 す る付 表 (様 式17)」 (そ の 添 付
書 類 も 含 み ま す 。 )は 、 届 出 書の ｢２ ｣の欄 に 記 載 し た 団 体 の も の を 添
付 し て く だ さ い ｡ 

６  こ の 届 出 書 を 納税 管 理 人 以 外 の代 理 人 に よ っ て 提 出す る 場 合 に は 、
そ の 委 任 関 係 を 証 す る 委 任 状 を そ の 翻 訳 文 と と も に 添 付 し て く だ さ
い 。

届出書の記載について
７  届 出 書 の □ 欄 には 、 該 当 す る 項目 に つ い て レ 印 を 付し て く だ さ い 。

８  納 税 者 番 号 と は、 租 税 の 申 告 、納 付 そ の 他 の 手 続 を行 う た め に 用 い
る 番 号 ､記 号 そ の 他 の 符 号 で その 手 続 をす べ き 者 を 特 定す る こと がで
き る も の を い い ます 。 支 払 を 受 ける 者 が 納 税 者 番号 を有し ない 場合 や
支 払 を 受 け る 者の居 住 地 で あ る 国に 納 税 者 番 号 に関 する制 度が 存在 し
な い 場 合 に は 納 税者 番 号 を 記 載 す る 必 要 は あ り ませ ん｡

９  届 出 書 の 「 ４ 」の 各 欄 に は 、 使用 料 の 支 払 を 受 け る者 が 日 本 国 内 に
支 店 等 の 恒 久 的 施設 を 有 す る 場合 は 、 そ の 恒 久 的施 設に帰 せ ら れ ない
使 用 料 に つ い て記載 し て く だ さ い 。
 工 業 所 有 権 、著作 権 等 の 譲 渡 収 益 で 租 税 条 約 にお いて使 用料 に準 じ
て 取 り 扱 わ れ る もの に つ い て は 、そ の 譲 渡 収 益 の内 容、譲 渡価 額の 計
算 方 法 、 支 払 期 日、 支 払 金 額 等 を、 そ れ ぞ れ 使 用料 の場合 に準 じて 記
載 し て く だ さ い 。

【 裏 面 に 続 き ま す】

INST RUCTIONS
Subm is sion  o f t he FORM  
 1  Th is fo rm is  to be  used  by  the  Recipient of Royal t ies in  
c laim ing the re lie f from Japane se  Incom e T ax and Special  Inc om e 
T ax for Reconstruction under the provisions of the  Income T ax 
Convention. 

 2  Th is form m us t be pre pared  separately fo r each Paye r o f 
Roya ltie s. 
3  This  form must be  submitted  in dupl icate  to the  Payer o f 
Roya ltie s, who has to f ile the  o rig inal with  the District D irec tor 
of  Ta x O ffice  for the place  where  the Payer resides, by  the day 
befo re  the paym ent of the Roya ltie s is m ade . The  sam e 
procedu res must be fo llowed when the re  is  any change in the 
statements  on th is fo rm. 

 4  In  the  case whe re there  e xists a n appl icab le conve ntion 
between both c ountries with prov is ions fo r an  enti ty  that is 
tre ated dif fe rently for tax  purpose s,  the ne xt po int shou ld  be 
noted . (same  as  fo r c o lum n 5)  
In c ase  o f income  that is  rece ived by  a foreign  company whose 

member is treated a s taxable person in  the  Contra ct ing S tate
other than  Japan the Income  Ta x Conve nti on i s app l icable  only to 
members that are re side nts o f the Contracting  State (to the 
extent that the incom e is  a benefit o f  the members). Such fore ign  
compa ny  shou ld  attach  the fo llowing  doc um ents to this  form : 
① Documents showing that the  m ember of the fore ign  company 
mentioned in 2  is treated  as  taxab le  pe rson in the Contracting 
S ta te. 

② "L ist o f the  Membe rs of  Fore ig n Company  (Fo rm 16 )"  
③ Documents show ing that the member to whom the  Income  T ax 
Convention  is app licable is  a m embe r of the fo reign company.  

④  The residency  ce rtif icat ion fo r shareho lders o f competent 
authority  in  the other country. 

Also  attach "Attachment Fo rm  fo r Limitation  on Benef its  Art icl e 
(Form  17 )"(includ ing attac hm ent) com pleted for each o f the 
members descr ibe d in ③. 
 5  A Pa rtne r o f an entity that is a re sident o f the Contra cting 
S tate o ther than Japan under the Income  Tax Convention 
(in cluding a partne r that is re sident o f J apan or any  other 
country , in  addi tion to the c ountry of wh ich  the  ent ity i s a 
re sident; the sam e appl ies  be low) and whose partne rs are  tax abl e 
persons in  Japan must submit this fo rm  attached with the 
fo llowing  documents.
If a spec ific partne r o f the e nt ity  is  notif ied o f  required  

in fo rmation to enter in  " List o f the  Partne rs  of Entity (Form 
16)"by al l o f the  o ther partners  and submi ts "List o f the Partners 
of Entity (Form 16)" fi lled with the not if ie d inform ation, al l o f  the 
partners  are  deem ed to submit the  appl ica tion  form. 
① Documents showing  that the  entity m entioned  in 2  is  taxa bl e 
as a co rporat ion in  its re sidenc e country. 

②"List of the P artne rs o f Entity  (Form 16)" 
③ Documents show ing  that the  partne rs mentioned  in  "L ist o f 
the  Partners  o f Entity (Form  16)" are partne rs o f the  entity 
mentioned in 2  

④ The  re sidency ce rti ficat ion  fo r enti ty o f compe tent authority 
in the other country . 
In  this  c ase , attach  "Atta chment Form for Limitation on  

Benef its  A rticle (Fo rm  17)" ( including attachment) for the en tity 
men tioned  in 2. 

 6  An Agent othe r than  the  T ax Agen t mus t attach a powe r o f 
attorne y toge the r with  i ts  Japanese tr ansla tion . 

Complet io n o f th e FORM  

 7  Applicab le  b locks m ust be checked . 

 8  The Taxpaye r Identif ication  Number is a num ber, code or 
symbo l which  is used fo r fi lin g o f re turn  and  pa yme nt of due 
am ount and o the r p rocedures  regard ing tax , and whic h ident ifie s 
a pe rson  who m ust take such procedures. If a system  o f Taxpay er 
Iden tif ic ation  Number does not exist in the  c ountry where the 
re cip ien t re sides, or i f the recipien t o f the payment does  not hav e 
a Ta xpayer Identif ic ation Num ber, it is  not necessa ry  to enter 
the T axpaye r Iden tificat ion Number .  
9  Ente r in to co lumn 4 the Royalties  wh ic h are not attributed to a 
perm anent e stab l ishment in Japan of  the Recipien t (suc h 
Roya ltie s as not acc ounted for in  the book s of the permane nt 
e stab lishment).  
As to be  proceeds  f rom ali enation  o f  patent,  copyr igh t, etc.,  to 
which the same  treatment with royal ties  is app l icable  under the 
provi sions of the  Convention, e nte r into co lum n 4  the description 
such as  the  c ontent of the  contract, m ethod  of computa tion for 
the am oun t of p aym en t,  due  date  for paym en t and the am oun t o f 
the proceeds. 

【 Continue on the reve rse】

 様  式  ３

FORM 

｢租税条約に関する届出書(使用料に対する所得税の軽減・免除)｣に関する注意事項

INSTRUCTIONS FOR “APPLICATION FORM FORREL IEF FROM  JAPANESE INCOME TAX ON ROYALTIES”

注 意 事 項
届出書の提出について
１  こ の 届 出 書 は 、使 用 料 に 係 る 日 本 国 の 所 得 税の 源 泉徴 収 額 に つ いて

租 税 条 約 の 規 定 に基 づ く 軽 減 又 は免 除 を 受 け よ う と する 場 合 に 使 用し
ま す 。

２  こ の 届 出 書 は 、使 用 料 の 支 払 者 ご と に 作 成 し て く ださ い 。

３  こ の 届 出 書 は 、正 副 ２ 通 を 作 成 し て 使 用 料 の支 払 者に 提 出 し 、 使用
料 の 支 払 者 は 、 正本 を 、 最 初 に その 使 用 料 の 支 払 を する 日 の 前 日 まで
に そ の 支 払 者 の 所轄 税 務 署 長 に 提出 し て く だ さ い 。 この 届 出 書 の 提出
後 そ の 記 載 事 項 に異 動 が 生 じ た 場合 も同 様で す。

４  適 用 を 受 け る 租税 条 約 に 両 国 間 で 課 税 上 の 取扱 い が異 な る 事 業 体に
関 す る 規 定 が あ る場 合 に は 、 次 の点 に ご 注 意 く だ さ い（ ５ に お い て同
じ で す 。 ） 。  

外 国 法 人 で あ って 、 相 手 国 で は そ の 株 主 等 が 納 税 義務 者 と され るも
の が 支 払 を 受 け る所 得 に つ い て は、 相 手 国 の 居 住 者 であ る 株 主 等 （そ
の 株 主 等 の 受 益 す る 部 分 に限 り ます ｡）に つ い て の み そ の 租 税条 約の
規 定 の 適 用 を 受 ける こ と が で き ます ｡上 記 に該 当す る外国 法 人 は ､次の
書 類 を 添 付 し て 提出 して くだ さい ｡ 
①  届 出 書 の ｢２｣の 欄 に 記 載 し た外 国法 人 が 相 手 国 にお い て そ の 株主

等 が 課 税 を 受 けて い る こ と を 明 ら か に する 書類  
②  ｢外 国法 人の株 主等 の 名 簿 (様式 16) ｣ 
③  そ の 租 税 条 約の 適 用 を 受 け るこ とが でき る 株 主 等が そ の 外 国 法人

の 株 主 等 で あ るこ と を 明ら かに す る 書 類  
④  相 手 国 の 権 限あ る 当 局 の 株 主等 で あ る 者 の 居 住 者証 明 書  

な お 、 こ の 場 合に は ､「 特 典 条 項 に 関 す る 付 表 (様 式17)」 (そ の 添付
書 類 を 含 み ま す ｡)に つ い て は 、③ の 各 株 主 等 の も の を添 付し て く ださ
い ｡ 

５  そ の 租 税 条 約 の相 手 国 の 居 住 者 に 該 当 す る 団体 で あっ て 、 日 本 では
そ の 構 成 員 が 納 税 義 務 者 と され る団 体 の 構 成 員 (そ の 団 体 の 居 住 地国
の 居 住 者 だ け で なく 、 そ れ 以 外 の国 の 居 住 者 や 日 本 の居 住 者 も 含 みま
す ｡以 下 同じ です｡)は ､こ の 届 出 書に 次 の 書 類 を 添 付 して 提 出 し て くだ
さ い ｡ 

な お 、 そ の 団 体の 構 成 員 の う ち 特 定 の 構成 員が 他 の 全 て の構 成 員か
ら 「 相 手 国 団 体 の 構 成 員 の 名簿 (様 式 16) ｣ に 記載 す べ き 事 項 に つ いて
通 知 を 受 け そ の 事 項 を 記 載 し た ｢相 手 国 団 体 の 構 成 員 の 名 簿 （ 様式
16） 」 を 提 出 し た 場 合 に は ､全 て の 構 成 員 が 届出 書 を 提 出 し て い るも
の と み な さ れ ま す。  
①  届 出 書 の 「 ２」 の 欄 に 記 載 した 団 体 が 居 住 地 国 にお い て 法 人 とし

て 課 税 を 受 け てい る こ と を 明ら か に す る 書 類  
②  「 相 手 国 団 体の 構 成 員 の 名 簿 (様 式 16)｣ 
③  「 相 手 国 団 体 の 構 成 員 の名 簿 (様 式 16) ｣に記 載 さ れ た 構 成 員 が届

出 書 の 「 ２ 」 の団 体 の 構 成 員 で あ る こ とを 明 ら か にす る 書 類  
④  相 手 国 の 権 限あ る 当 局 の 団体 の 居 住 者 証 明 書  

な お 、 こ の 場 合に は ､「 特 典 条 項 に 関 す る 付 表 (様 式17)」 (そ の 添付
書 類 も 含 み ま す 。 )は、 届 出 書 の ｢２ ｣の欄 に 記載 し た 団 体 の もの を添
付 し て く だ さ い ｡ 

６  こ の 届 出 書 を 納税 管 理 人 以 外 の 代 理 人 に よ って 提 出す る 場 合 に は、
そ の 委 任 関 係 を 証 す る委 任 状 を そ の 翻 訳文 と と も に 添 付 し て く ださ
い 。

届出書の記載について
７  届 出 書 の □ 欄 には 、 該 当 す る 項 目 に つ い て レ印 を 付し て く だ さ い。

８  納 税 者 番 号 と は、 租 税 の 申 告 、 納 付 そ の 他 の手 続 を行 う た め に 用い
る 番 号 ､記 号そ の他 の符 号 で そ の 手 続 をす べ き 者 を 特 定す る こと がで
き る も の を い い ます 。 支 払 を 受 ける 者 が 納 税 者 番 号 を有 し な い 場 合や
支 払 を 受 け る 者 の居 住 地 で あ る 国に 納 税 者 番 号 に 関 する 制 度 が 存 在し
な い 場 合 に は 納 税者 番 号 を 記 載 す る 必 要 は あ り ま せ ん｡

９  届 出 書 の 「 ４ 」の 各 欄 に は 、 使 用 料 の 支 払 を受 け る者 が 日 本 国 内に
支 店 等 の 恒 久 的 施設 を 有 す る 場合 は 、 そ の 恒 久 的 施 設に 帰せ ら れ ない
使 用 料 に つ い て 記載 し て く だ さ い。
 工 業 所 有 権 、 著作 権 等 の 譲 渡 収益 で 租 税 条 約 に お いて 使 用 料 に 準じ
て 取 り 扱 わ れ る もの に つ い て は 、そ の 譲 渡 収 益 の 内 容、 譲 渡 価 額 の計
算 方 法 、 支 払 期 日、 支 払 金 額 等 を、 そ れ ぞ れ 使 用 料 の場 合 に 準 じ て記
載 し て く だ さ い 。

【 裏 面 に 続 き ま す 】

INSTRUCTIONS
Subm is sion  o f t he FORM  
 1  Th is fo rm is  to be  used  by  the  Recipient of Royalt ies  in  
c laim ing the  rel ief  from Japanese Income  Tax unde r the 
provi sions of the Income  Ta x Conve ntion. 

 2  Th is form must be pre pared separately fo r each P aye r of 
Roya ltie s. 
3  This fo rm m us t be  submi tted  in dupl icate  to the  Payer of 
Roya ltie s, who has to f ile the  orig inal wi th the Distri ct D irec tor 
of  Ta x O ffice  for the place  where  the Payer resides , by  the day 
befo re  the paym en t of the Roya ltie s is m ade . The  sam e 
procedu res must be fo llowed when the re  is  any change in the 
statements  on thi s form. 

 4  In  the  case whe re there  e xis ts a n appl icab le conve ntion 
between both coun tries with provis ions for an  ent ity  that is 
treate d diffe ren tly for tax  purpose s,  the ne xt po int shou ld  be 
noted . (same  as  fo r co lum n 5)  
In case  o f income  that is  rece ived by  a fo reign company whose 

m ember is treated a s taxable person in  the Contra ct ing S tate
other than  Japan the Income  Ta x Conve nti on  i s appl icable  only to 
m embers that are re side nts o f the Contracting  State (to the 
extent that the incom e is  a benefit o f  the members). Suc h fore ign 
compa ny  should  attach  the fo llowing  doc um ents to  this  form : 
① Documents showing that the  m ember o f the fore ign  company 
mentioned in 2 is  treated as  taxab le  person in the Contracting 
Sta te . 

② "L ist o f the  Membe rs o f Fore ig n Company  (Form 16)"  
③ Documents show ing that the member to whom the  Income  T ax 
Convention  is app licable is  a m embe r of the fo reign company.  

④  The residency  ce rtif icat ion  fo r shareholders o f competent 
authority  in  the other country. 

Also  attach "Attachment Fo rm  fo r Limitation on Benef its  Art icle 
(Form  17 )"(includ ing attac hm ent) com pleted fo r each o f the 
members descr ibe d in ③. 
 5  A Pa rtner of an entity that is a re siden t o f the Contra cting 
State o the r than Japan  under the Income  Tax Conve ntion 
(including a partne r that is  re sident o f J apan  o r any  other 
coun try , in  addi tion to the c ountry of wh ich  the  ent ity i s a 
re sident; the sam e appl ies  be low) and whose partne rs are  tax able 
persons  in  Japan must submit this fo rm  attached  with the 
fo llowing  documents.
If a spec if ic partne r o f the e nt ity  is  not if ied  o f  required 

info rmation to  enter in  " List o f the  Partne rs  o f Entity (Form 
16)"by al l o f the  o the r partne rs  and  submi ts "List of the P artne rs 
of Entity (Form 16)" fi lle d with the notif ie d in form ation, al l o f  the 
partners  are  deemed to submit the  applica tion  fo rm. 
① Documents showing  that the  entity m entioned  in  2 is  taxa ble 
as a co rporat ion in  its  re sidenc e coun try. 

②"List of the P artne rs of Entity  (Form 16)" 
③ Documents show ing  that the  partne rs mentioned in  "L is t of 
the  Partners  o f Entity (Form  16)" are partne rs of the  entity 
mentioned  in 2 

④ The  re side ncy ce rti ficat ion fo r entity o f compe tent authority 
in the o ther country . 
In  th is c ase , attach  "Atta chment Form for L imi tation on 

Benef its  A rt icle (Fo rm  17 )" ( including attachment) for the en tity 
men tioned  in 2. 

 6  An Agent othe r than  the  T ax Agen t mus t attach a powe r of 
attorney toge the r w ith  i ts  Japanese tr ansla tion . 

Complet io n o f th e FORM  

 7  Appli cab le  b locks m ust be checked. 

 8  The T axpaye r Identif ication  Number is a num be r, code or 
symbo l wh ich  is used fo r fi ling of re turn  and  pa yment of due 
am ount and o the r p rocedures  reg arding tax , and whic h ident if ie s 
a pe rson  who m us t take such procedures . If a system  of Taxpayer 
Iden tif ic ation Number does not e xist in the  c ountry where the 
recip ien t re sides , or i f the recipien t o f the payment does  not hav e 
a Ta xpayer Identif ic ation Num ber, it  is  not ne cessa ry  to enter 
the T axpaye r Iden tif icat ion Number .  
9  Ente r in to co lumn  4 the Royalti es  wh ich are not attribu ted to a 
perm anent e stabl ishment in Japan of  the Recipien t (suc h 
Roya ltie s as no t accounted for in the  books of the permanent 
e stab li shmen t).  
As to be  p roceeds  from ali enation of  patent,  copyr ight, etc.,  to 
which the same  treatment with roy al ties  is  app l icab le  under the 
provi sions of the  Convention, ente r into  co lumn 4 the description 
such as the  conten t of the  contract, m ethod  of  computa tion for 
the am oun t of p aym en t,  due  date  for paym en t and  the am oun t of 
the proceeds. 

【 Continue on the reve rse】

 様  式  ３

FORM 



改 正 後 改 正 前 

（253 租税条約に関する届出書（使用料に対する所得税及び復興特別所得税の軽減・免除）） （253 租税条約に関する届出書（使用料に対する所得税の軽減・免除）） 

10 届出 書の 「５」の欄には、「２」から「４」までの各欄に記載した
事 項の ほか、租税の軽減又は免除を 定める ｢１ ｣の租税条約の適用を受
け るた めの要件を満たす事情の詳細 を記 載し てください。

なお 、 使用料 の支払 を 受ける 者が、日 仏租 税 条約 1 99 5年議定 書３
(b) (i)の 規定 に規定する組合又はその他の団 体である場合には、その旨
（ 組合 その他の団体の種類、設立根 拠法 を記載してください。）、支
払 を受 ける総額、フランスの居住者 たる組合員又は構成員の持ち分の

割 合を 記載し（組合員又は構成員全 体の持ち分の明細を添付してくだ
さ い 。）、 また、 フラン ス にお いて法 人課 税 を選 択して いる場 合に
は 、そ の選択している旨 を記載してください。

11 租税 条約 に定める「１」の規定の適用を受けることにより免税とな
る 場合 には ､使 用料 の支 払 の基因となった 契 約の内容を記 載した書類
(届 出書「４ 」の記載 事 項な どについ て ､契約 の内容 が 判るもの )及び
権 限あ る当 局の発行した居 住者 証明書 を添 付してくださ い ｡この場合
に おい て､届出書の「４」の記載事項について は､記載を省略しても差
し 支え ありません。（平成 16年４月 １日 以後 適用開始となる租税条約
の 適用 を受ける場合に限ります ｡）

なお 、使 用料の支払者に居住者証 明書 （提示の日前一年以内に作成
さ れた ものに限ります ｡)を提示し、 届出書の「２」の欄に記載した事
項 につ いて使用料の支払者の確認を 受けたとき（届出書にその確認を
し た旨 の記載がある場合に限ります ｡)は、居住者証明書の添付を省略
す るこ とができ ます。  

この 場合 、上記の確認をした使用 料の支払者は、届出書の「５」の

欄 に① 確認をした旨（例：届出者か ら提示のあった居住者証明書によ
り 、届 出書に記載された氏名又は名 称その他の事項について確認しま
し た｡)、②確認者の氏名（所属）、 ③居住者証明書の提示を受けた日
及 び④ 居住者証 明書の作成年月日を それ ぞれ 記載するとともに、提示
を 受け た居住者 証明書の写しを作成 し、提示を受けた日から５年間そ
の 国内 にある事務所等に保存する必要があります。  

こ の届 出書に記載された事項その他 租税 条約 の規定の適用の有無を判
定するた めに 必要な事項については、 別に 説明 資料を求めることがあり
ます。

10   Enter into  l ine 5 de tails  of   c ircum stance that the conditions 
for the  appli cat ion  o f the  convention  mentioned in 1  are  sat is fi ed , 
in add ition  to in form ation entered in  2 thought 4 . 
  If the  Re cipie nt o f Royalities is the partneｒsh ip or othe r g roup 
o f persons  in the se nse of the  Arti cle  3 (b) (i) o f Protoco l, 1995, of 
the  C onvention between Ja pan and the  Fre nch Republic, ente r 
into this  column  to  that e ffec t (k ind of p artnership  or othe r g roup 
o f per sons,and  the  basis l aw fo r the e stabli shment),  to tal amount 
o f Royal ties, and the  ratio of an  inte re st of the  French res iden t 
partne rs to that o f a ll partners, toge the r wi th the fu l l de tail s of 
interests  o f all p artners. If the sa id partnership or o the r group  of 
persons e lec ts to be l iab le  to the corporation tax in  France, 
enter into th is colum n to that e ffect. 

11   I f royal ty  will  be  exem pted from  tax  by  the applic ation of the 
conven tion  men tioned  in  1  above , document which de scribe s the 
content of the agreeme nt underlying  the  roya lty payment 
(document cl arifying the con tent of  the  agreement reg arding 
items in column  4)  and the reside ncy certi fic at ion i ssued by the 
compete nt authority m ust be atta ched . In  this case,  it is no t 
required to ente r items o f  c olumn 4 (only  fo r the  appl icat ion of 
conven tions tha t e nte red in to ef fect on or af te r April 1,  2004 ). 
In the case that the rec ip ient o f the royal ties  shows h i s 

re side nc y cert i fi cation  (c ertific at ion mus t have been is sue d wi thin 
one year p rior to  the  showing) to the paye r o f the roya ltie s, and 
the paye r confirm s i tems en tered in  co lum n 2 (only  in the case 
that the pay er write s the  f act o f conf irma tion  in the App l icat ion 
Fo rm),  attachment o f  the  res idency  ce rt ificat ion  i s not require d.  
In thi s case, the  payer o f  the roy alt ies who confirms  the 

above-mentione d i tems  i s re qu ired to  en ter: ①  the  fact of  
conf irmation  (e.g ., ‘ I, the  paye r described in  column 3 , hav e 
conf irmed the name  of the  rec ip ient and other i tems  entered in 
co lum n 2  hav ing  bee n shown r es idency ce rti f ication  by the 
recip ien t.’ );  ②  the name and affi li at ion o f the  individual who is 
ma king  the conf irm ation;  ③  the date  that the certi fi cat ion i s 
shown ; and ④ the  date of issue  of the  re side ncy cer ti fication . 
The  payer is also requ ired to m ake a copy  of  the re sidency 
ce rtificat ion  and  keep the copy  in hi s o ff ice , e tc. located  in Japan 
fo r five yea rs from the date  that the cert ific ation is shown. 

If necessary,  the  app li can t may  be reque sted to  furn ish fu rther 
in forma tion in o rde r to decide w he the r rel ief  unde r the  Convention 
shou ld be  g ranted or not. 

10 届出書の「５」の欄に は、 「２ 」から「４」ま での各欄に 記載した
事項のほか、租税の軽減 又は 免除を 定める ｢１ ｣の租 税条約 の適 用を受
けるための要件を満たす 事情 の詳細を記載してください。

なお、 使用料 の支払 を受ける者が、日 仏租税 条約 1 99 5年議定 書３
(b) (i)の規定に規定する組合又はその他 の団体であ る場 合に は、 その旨
（組合その他の団体の種 類、 設立根拠法 を記載して くださ い。 ）、支
払を受ける総額、フラン スの 居住者 たる組合員又は 構成員 の持 ち分の

割合を記載し（組合員又 は構 成員全体 の持ち分の明 細を添 付し てくだ
さい 。）、 また、 フラン スにお いて法 人課 税を選 択して い る場 合に
は、その選択している旨 を記載してください。

11 租税条約に定める「１ 」の 規定 の適用を受ける ことにより 免税とな
る場合には ､使用料の支払 の基因 となった 契約の内容を記 載し た書類
(届 出書「 ４ 」の記載 事項な どに つい て ､契約 の内容が 判るもの )及び
権限ある当 局の発行 した 居 住者証明書 を添 付してください ｡こ の場合
において ､届出書の「４」の記載事項に ついては ､記 載を省 略し ても差
し支えありません。（平成 16年４月１日以後適用開始とな る租 税条約
の適用を受ける場合に限 りま す｡）

なお、使用料の支 払者に居 住者証明書（提示の 日前 一年 以内に作成
されたものに限ります｡)を提 示し、 届出書の「２」 の欄に 記載 した事
項について使用料の支払 者の 確認を 受けたとき（届 出書に その 確認を
した旨の記載がある場合に限ります ｡ )は、居住者証 明書の 添付 を省略
することができます。  

この場合、上記の 確認をし た使用料の支払者は 、届 出書 の「５」の

欄に①確認をした旨（例 ：届 出者から 提示のあった 居住者 証明 書によ
り、届出書に記載された 氏名 又は名称 その他の事項 につい て確 認しま
した ｡)、②確認者の氏名 （所 属）、 ③居住者証明書 の提示 を受 けた日
及び④居住者証明書の作 成年 月日をそれぞれ 記載す るとと もに 、提示
を受けた居住者証明書の 写し を作成 し、提示を受け た日か ら５ 年間そ
の国内にある事務所等に 保存 する必要があります。  

この届出書に記載された 事項 その他租税条約 の規定 の適用 の有 無を判
定するために必要な事項に つい ては 、別に説明資料を求めるこ とがあり
ます 。

10  En ter in to l ine 5  de tails  of   c ircum stance that the condi t ions 
for the  app licat ion of the  conve ntion mentioned  in 1 are  satis fied, 
in addition  to  in fo rm ation  entere d in  2 though t 4. 
  If the  Re cipient of Roy al ities is the partneｒship o r o the r g roup  
o f persons in  the se nse o f the  Arti cle  3  (b) (i) o f Protoco l, 1995 , o f 
the  C onven tion  between Ja pan and the  Frenc h Republic, en te r 
into  this co lumn to that e ffec t (k ind o f partnership  o r o the r g roup  
o f per sons,and the  basis law for the e stab li shment),  total amount 
o f Royalties , and the  rat io o f an i nte re st of the  Frenc h res ident 
partne rs to  that o f  a ll partners , toge the r wi th  the fu l l de tail s o f 
intere sts  o f  all partners. If the sa id partnersh ip  o r othe r g roup of 
persons  e lec ts to be l iab le  to  the corporation tax in Franc e, 
enter in to this co lum n to that e ffect. 

11  I f royalty  will  be  e xem pted f rom  tax  by  the app lic at ion of the 
convention mentioned  in 1 above , doc ument which de scribe s the 
con te nt of  the agreement underlying  the  roya lty payment 
(document clarifying the content o f the  agreement regard ing 
items  in co lumn 4)  and  the reside nc y certi fic ation issued by the 
competent authority must be atta ched. In  th is  case,  it is not 
required  to ente r item s o f c olumn  4 (only  for the  app licat ion  o f 
conventions tha t e ntered  into  effect on or afte r April 1,  2004). 
In the case that the rec ip ient of the royal ties  shows h is 

re sidency certi fi cat ion (c ertif ic ation must have  been issue d wi thi n 
one year prio r to the  showing) to  the paye r of the roya lt ie s, and 
the paye r conf irm s items entere d in  colum n 2  (on ly  in  the case 
that the payer write s the  fact of con firma tion in the App lication 
Form),  attachment o f the  res idency  ce rtif icat ion is not requ ired.  
In th is case, the  pay er o f the royalti es who confi rms the 

above-m entioned i tems i s requ ired to enter: ①  the  fact o f  
con firmation (e.g ., ‘ I, the  paye r described in column 3, hav e 
con firmed the name  of  the  rec ip ient and o ther i tems entered  i n 
colum n 2 hav ing  been shown r es idency ce rti f ication by  the 
recip ient.’ );  ②  the name and af fi liation o f the  ind ividual who is 
ma king  the confirm ation;  ③  the date  that the cert i ficat ion  is 
shown; and ④ the date o f issue  o f the  re sidency cer ti fi cation. 
The  pay er is also re qu ired to m ake  a copy  o f  the re side ncy 
ce rtif icat ion  and  keep the copy  in his o ffice , e tc. lo cated in  Japan  
fo r fi ve yea rs f rom the date  that the certif ic ation is  shown. 

If nece ssary,  the  app licant may  be reque ste d to  fu rn ish  further 
info rma tion  in  orde r to decide w he the r rel ief  unde r the  Convention  
shou ld be  g ranted  or not. 



改 正 後 改 正 前 

（254 租税条約に関する申請書（外国預託証券に係る配当に対する所得税及び復興特別所得税の徴収の
猶予））

（254 租税条約に関する申請書（外国預託証券に係る配当に対する所得税の徴収の猶予）） 

租 税  条 約 に  関 す る 申 請 書 

APPL ICATION FORM FOR INCOME TAX CONVENT ION 

この届出書の記載に 当たっては、裏面の 注意事項を参照してください。  
See  ins tructions on the  rev erse s ide.

       税務署長殿 
To the D istr ict Direc tor, T ax O ffice  

(1) 

外国 預託証券 の
受託 者■■■■  

Depositary  

名 称
Full  name

所 在 地  
Addre ss 

（電話番 号 Tele phone Number）

(2) 
上 記 受 託 者 の
副 受 託 者 ■ ■
Custodian to 
above  mentioned
Depos itary

名 称
Full  name

所 在 地  
Addre ss 

（電話番 号 Tele phone Number）

(3) 

配 当 の 支 払 者 

Paye r of 
Divide nds

名 称
Full  name

本 店の 所在地  
P lace  o f 
head off ic e

（電話番 号 Tele phone Number）

(4) 
  申請の対象となる配当 の支払 に係る基準日  

    Ba se date  of payment of dividends  for app lic ation  purposes

      年      月      日  
    mo.    day       yr.  

             .        .        

(5) 

  外国預託証券に係る株式の明細 

    De sc ript ion of  the unde rly ing shares of Fore ign  D eposita ry  
Receip t

株 式 の 種 類 
Kind  o f Shares

株 式 の 数 量 
Quantity o f Shares

登 録 所 有 者 数  
 Number of Reg is te red 
 Ho lde rs

(5)
の
株
式
の
内
訳 

B
re
akd
o
w
n
 o
f S
h
ares o

f (5
)

(6) 外 国預託 証券 の真 実の所 有者 が受 ける配 当に つ き 租
税条約の規定の 適用 がある株式  

  Shares  yield ing div idends to their bene f icial owners 
to which the C onve ntion is applicab le

(7) 外 国預託 証券 の真 実の所 有者 が受 ける配 当に つ き 租
税条約の規定の 適用 がない株式  

  Shares  yield ing div idends to their bene f icial owners 
to which the C onve ntion is not app licable

(8) 外 国預託 証券 の真 実の所 有者 が受 ける配 当に つ き 租
税条約の規定の適用があるかどうかの 調査を要する株式
  Shares  requiring  inve stigation as to  whethe r the 
Convention  i s app licab le  with re spec t to dividends  
the re from to  their bene f ici al owners

(9) 
  その他参考となるべき事項  

    Others

 様  式  ４

FORM ( )税 務 署 整 理 欄

F o r officia l  use  on ly

適 用；有、無

払
者 受

付
支     印

務
署 受

付
税     印

 私は、 この申 請 書の「 (8)」の 外 国預託 証券に 係る株 式の配 当に つ い
て 、「 (8)」の 調査 を 行うた め、 「 租税条 約等の 実施に 伴う所 得税法 、
法人税法及び地方税法の特例等に関す る法律の施行に関する省令」第 ３
条第１項の規定の適用を受けたいので 申請 するとともに、この申請書 の
記載事項が正確かつ完全であることを 宣言 します。

        年     月     日
D ate
     外国預託証券の受託者又は副受託者の 署名

S ignature of the Depos itary  or its Custodian

I he reby app ly fo r the treatment mentioned in  (8) above, prov ided 
in parag raph 1  of Art icle 3 o f the  Min is terial  Ord inance fo r the  
Implementat ion o f the Law  concern ing  the Spec ial  M easures o f the  
Income Tax Law, the C orporation  Tax Law and the  Local Tax Law 
for the  Enforc eme nt of Income Ta x C onventions , w ith re spect to  
Div idends payable on  shares repre sented  by  the Foreign D epositary  
Receipts , and also  hereby  dec lare that the above statement is  
correc t and com plete to  the be st o f my  knowledge and bel ie f.  

外 国預 託証券 に係 る配当に 対する 所得 税及 び復興 特別 所得 税の
源 泉徴 収の猶 予

Extens ion of Tim e for W it hhold ing of Ta x on D iv ide nds 
w ith res pec t to F oreig n D ep os ita ry  Re c eipt  

租 税  条 約 に 関 す る 申 請 書 

APPL ICATION FORM FOR INCOME TAX CONVENT ION 

この届出書の記載に当たっては、裏面 の注意事 項を 参照し てください。  
See  instructions  on the  rev erse s ide.

       税務署長殿  
To the D istr ict Di rec tor, T ax O ffice  

(1) 

外国 預託 証券 の
受託 者■ ■■ ■ 

Depos itary  

名 称
Fu ll name

所 在 地  
Addre ss 

（電話番号  Telephone Number）

(2) 
上 記 受 託 者 の 
副 受 託 者 ■ ■
Custodian to 
above  mentioned 
Depos itary

名 称
Fu ll name

所 在 地  
Addre ss 

（電話番号  Telephone Number）

(3) 

配 当 の 支 払 者

Paye r of 
Di vidends

名 称
Fu ll name

本店の所在地
P lace  of 
head  o ffic e

（電話番号  Telephone Number）

(4) 
  申 請の 対象 となる配当 の支払に係る 基準 日 

    Ba se date  o f payment of dividends  fo r app l ic ati on purposes  

      年      月      日  
    mo.    day       yr.  

             .        .        

(5) 

  外 国預 託証 券に 係る株式の明細  

    Desc rip tion of the unde rly ing shares  o f Fore ign D eposita ry  
Receipt

株 式 の 種 類 
Kind of Shares

株 式 の 数 量 
Quantity o f Shares

登 録 所 有 者 数  
 Number o f Reg is te red 
 Ho lde rs

(5)
の
株
式
の
内
訳  

B
re
akd
o
w
n
 o
f S
h
ares o

f (5
)

(6) 外 国預託 証券 の真 実の所 有者 が受 ける配 当に つき 租
税条約の 規定の適用がある株式 

  Shares yield ing  d iv idends to  their be ne f ici al owners 
to wh ich the C onve ntion is appl icab le

(7) 外 国預託 証券 の真 実の所 有者 が受 ける配 当に つき 租
税条約の 規定の適用がない株式 

  Shares yield ing  d iv idends to  their be ne f ici al owners 
to wh ich  the C onve ntion is not app li cab le

(8) 外 国預託 証券 の真 実の所 有者 が受 ける配 当に つき 租
税条約 の規 定の適 用があるかどうかの 調査を 要する 株式  
  Shares requ iring  inves tigation as to whethe r the 
Convention  is appli cable  with  re spec t to  d ividends  
the re from to  thei r be ne ficial owners

(9) 
  そ の他 参考 となるべき事項  

    Others

 様  式  ４

FORM ( )税 務 署 整 理 欄

F or off icia l  us e on ly

適用；有 、無

払
者 受

付
支     印

務
署 受

付
税     印

 私は 、 この申 請書の「 (8)」の 外国預託 証 券に 係 る株 式の配 当につ い
て 、「 (8)」の 調査を 行う た め、 「 租税条 約 の実 施 に伴 う所得 税法 、 法
人税法及び地方税法の特例等に関する法律の施行に関する省令」第３条
第１項の規定の適用を受けたい ので申請するとともに、この申請書の記
載事項が正確かつ完全であることを宣 言します。

        年     月     日
D ate
     外国預託証券の 受託 者又は 副受託者の署名

S ig natu re of the Depos itary  or its Custod ian

I he reby app ly for the treatmen t menti oned in  (8 ) above, prov ided  
in  parag raph 1  of Arti cle 3 o f the  Minis te rial  Ordinance for the  
Implementation o f the Law  concern ing  the Spec ial  M easures of the  
Income Tax Law, the Corpo ration Tax Law and  the  Local Tax Law 
fo r the  Enforc ement of Income Ta x C onventions , w ith  re spe ct to  
Div idends  payab le on shares repre sented by  the Foreign D epositary  
Rec eip ts, and  al so  hereby dec lare that the above statement is  
correc t and  com plete to  the best o f my  knowle dg e and  bel ie f.  

外 国預 託証券 に係 る配当に 対する 所得 税の 源泉徴収の 猶予

Extens ion  of Tim e for W it hho ld ing of Ta x on D iv ide nds 
w ith res pec t to  F oreig n D epos ita ry  Re c eipt  



改 正 後 改 正 前 

（254 租税条約に関する申請書（外国預託証券に係る配当に対する所得税及び復興特別所得税の徴収の
猶予））

（254 租税条約に関する申請書（外国預託証券に係る配当に対する所得税の徴収の猶予）） 

注 意 事 項
１ 外国預託証券の受託者が、外国預託証券に係る剰余金の配当につき

「租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等
に関する法律の施行に関する省令」第３条第１項の規定の適用を受け
ようとするときは、この申請書を正副２通作成して配当の支払者に提
出し、配当の支払者は、正本を、その配当の支払をする日の前日まで
にその支払者の所轄税務署長に提出してください。

２ この申請書の「 (6)」の株式に係る配当については、その配当に係る
外国預託証券の真実の所有者は、別に定める様式による「租税条約に
関する届出書  (( 配当に対する所得税及び復興特別所得税の軽減・免除
))（様式１）を、配当の支払者を経由して、その支払者の所轄税務署
長に提出することになります。

INSTRUCTIONS
 1  This form is to be used by the Depositary of Foreign 
Depositary Receipt in claiming the extension of time for 
withholding of tax on dividends with respect to Foreign 
Depositary Receipt under the provisions of paragraph 1 of Article 
3 of the Ministerial Ordinance for the Implementation of the Law 
concerning the Special Measures of the Income Tax Law, the 
Corporation Tax Law and the Local Tax Law for the Enforcement 
of Income Tax Conventions. In this case the Depositary must 
prepare this form in duplicate and submit them to the Payer of 
Dividends, who has to file the original with the District Director 
of Tax Office for the place where the Payer resides, by the day 
before the payment of the Dividends is made. 

2  The benefic ial owner of Foreign Depositary Receipt who 
receives Dividends stated in column 6 must submit the 
“ APPLICATION FORM FOR INCOME TAX CONVENTION 
(FORM 1) ”  (Rel ief from Japanese Income Tax and Special
Income Tax for Reconstruction on Dividends) to the District 
Director of Tax Office through the payer of such Dividends. (See 
FORM 1) 

注 意 事 項
１ 外国預託証券の受託者が、外国預託証券に係る剰余金の配当につき

「租税条約の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に
関する法律の施行に関する省令」第３条第１項の規定の適用を受けよ
うとするときは、この申請書を正副２通作成して配当の支払者に提出
し、配当の支払者は、正本を、その配当の支払をする日の前日までに
その支払者の所轄税務署長に提出してください。

２ この申請書の「(6)」の株式に係る配当については、その配当に係る
外国預託証券の真実の所有者は、別に定める様式による「租税条約に
関する届出書  (( 配当に対する所得税の軽減・免除  ))（様式１）を、配
当の支払者を経由して、その支払者の所轄税務署長に提出することに
なります。

INSTRUCTIONS
 1  This form is to be used by the Depositary of Foreign 
Depositary Receipt in claiming the extension of time for 
withholding of tax on dividends with respect to Foreign 
Depositary Receipt under the provisions of paragraph 1 of Article 
3 of the Ministerial Ordinance for the Implementation of the Law 
concerning the Special Measures of the Income Tax Law, the 
Corporation Tax Law and the Local Tax Law for the Enforcement 
of Income Tax Conventions. In this case the Depositary must 
prepare this form in duplicate and submit them to the Payer of 
Dividends, who has to fi le the original with the District Director 
of Tax Office for the place where the Payer resides, by the day 
before the payment of the Dividends is made. 

2  The beneficial owner of Foreign Depositary Receipt who 
receives Dividends stated in column 6 must submit the 
“ APPLICATION FORM FOR INCOME TAX CONVENTION 
(FORM 1)” (Relief from Japanese Income Tax on Dividends) to 
the District Director of Tax Office through the payer of such 
Dividends. (See FORM 1) 



改 正 後 改 正 前 

（255 租税条約に関する届出書（外国預託証券に係る配当に対する所得税及び復興特別所得税の軽減・
免除））

（255 租税条約に関する届出書（外国預託証券に係る配当に対する所得税の軽減・免除）） 

租 税  条 約 に  関 す る 届 出 書 

APPLICATION FORM FOR INCOME TAX CONVENT ION 

この 届出 書の 記 載に 当 た っ て は 、 裏 面 の注 意事 項を 参照 し て く だ さ い 。  
See  in struct ions  on the  rev erse s ide.

税 務 署長 殿  
To the D is tr ict Direc tor, T ax O ff ice  

(1) 

外 国 預 託 証 券 の
受 託 者 ■ ■ ■■  

Depos itary

名 称
Full name

所 在 地  
Addre ss  

（電 話番 号  Telephone Number）

(2) 
上 記 受 託 者 の  
副 受 託 者 ■ ■
Custodian to 
above mentioned 
Depos itary

名 称
Full name

所 在 地  
Addre ss  

（電 話番 号  Telephone Number）

(3) 

配 当 の 支 払 者  

Paye r of 
Divide nds

名 称
Full name

本 店 の 所 在 地  
P lace  of 
head offic e

（電 話番 号  Telephone Number）

(4) 
  届 出 の対 象と な る 配 当 の支 払 に 係 る 基準 日  

    Ba se date  o f payment of dividends for appl ic at ion purposes  

      年      月      日  
    mo.    day       y r.     . 

             .       .       

(5) 届 出 の 対象と な る 配 当 に 係 る 租 税 条 約 に 関 する 申 請 書 （様 式４ ） の 提 出 年 月 日
    Date  of subm ission of  FORM  4 with  re spect to  D ividends  m entione d in  
    co lumn (4)

(6) 

  「 (5)」の 申 請 書 の 「 (8)」欄 に 記 載 し た 「 外 国預 託 証 券 の 真 実
の 所 有者 が受 ける 配 当 につ き 租 税 条 約 の 規定 の 適 用 が ある かど
う か の調 査を 要す る 株 式」 の 明 細  

    Shares  of (8) o f FORM  4 (sha res requiring inve stig ation as 
to whe the r Convention i s appl icab le  with  re spec t to 
div idends there  from  to the ir benef ic ial  owne rs)

株 式 の 種 類 
Kind of Shares

株 式 の 数 量 
Quantity of Shares

登 録 所 有 者 数  
 Number o f Reg iste red 
 Holde rs

(6)
の
株
式
に
つ
い
て
の
調
査
結
果

 
 F
in
d
in
g of in

ve
stigation

 o
f 

 
 F
O
R
M
 4

(7) 
  外国預 託 証 券 の 真 実 の 所 有 者 が 受 け る 配 当 につ き 租 税

条約の 規 定 の 適 用 が あ る 株 式 （ 裏 面 の ２参 照）  

    Share s y ie ld ing di vidends  to the ir bene ficial  
owners  to wh ich the C onvention is appl ic able

(8) 
  外国預 託 証 券 の 真 実 の 所 有 者 が 受 け る 配 当 につ き 租 税

条約の 規 定 の 適 用 が な い株 式  

    Share s y ie ld ing di vidends  to the ir bene ficial  
owners  to wh ich the C onvention is no t app li cab le

(9) 
  そ の 他参 考と な る べ き 事項  

    Others

 様  式  ５

FORM ( )税 務 署 整 理 欄

F or officia l us e  on ly

適 用 ； 有 、無

払
者 受

付
支     印

務
署 受

付
税     印

 私は 、さ きに 「 租 税 条 約 の 実 施に伴 う所 得 税 法 、 法人 税法 及び 地 方 税
法 の特 例等 に関 す る 法 律 の 施 行 に関す る省 令 」 第 ３ 条第 １項 の 規 定 の 適
用 を申 請し た外 国 預 託 証 券 に 係 る株 式 の 配 当 に つ い て、 同条 の 第 ２項 及
び 第３ 項の 規定 に よ り 上 記 の と おり届 け出 る と と も に、 この 届 出 書 の 記
載 事項 が正 確か つ 完 全 で あ る こ とを 宣 言 し ま す 。

        年     月     日
D ate
     外国 預 託 証 券 の 受 託者又 は 副 受 託 者 の 署 名

Signature of the Depos itary  or its  Cus todian

I he reby submit th is  application fo rm in  acc ordance  with 
paragraphs 2  and  3 o f Artic le 3 of  the M inis teri al Ord inance for the  
Implementation  of  the Law  concerning  the Spec ial M easu res o f the  
Income Tax La w, the C orpo ration Tax Law and  the  Local Tax Law 
fo r the  En forc ement o f Income Ta x C onventions, with re spect to 
Div idends mentioned  in (6 ) abov e as  to which  I h av e subm itted the   
FORM  4 accord ing to  paragr aph  1 o f the said A rt icle , and al so 
hereby decla re  that the above  sta tement is Date co rrect and 
comp le te to  the  best o f m y knowledge  and be li ef.  

外国預託 証券に係る配当に対す る所得税の軽 減・免除
R e lie f f ro m Ja pane se Incom e Tax  on  D iv ide nds 
 wi th re spect to Fore ign De po sit ar y  Rec eipt 

租 税 条 約 に 関 す る 届 出 書 

APPLICATION FORM FOR INCOME TAX CONVENTION 

この届出書の 記載に当た っては、裏面の 注意事項を参照してください。  
See  ins tructions on the  rev erse s ide.

税務署長殿 
To the D istr ict Direc tor, T ax O ffice  

(1) 

外国 預託証券 の
受託 者■■■■  

Depositary

名 称
Full  name

所 在 地
Addre ss  

（電話番 号 Tele phone Number）

(2) 
上 記 受 託 者 の
副 受 託 者 ■ ■
Custodian to 
above  mentioned
Depos itary

名 称
Full  name

所 在 地  
Addre ss  

（電話番 号 Tele phone Number）

(3) 

配 当 の 支 払 者 

Payer of 
Divide nds

名 称
Full  name

本 店の 所在地  
P lace  of 
head o ff ic e

（電話番 号 Tele phone Number）

(4) 
  届出の対象となる配当 の支払 に係る基準日  

    Ba se date  o f payment o f dividends  for app lic ation purposes  

      年      月      日  
    mo.    day       y r.     . 

             .       .       

(5) 届出の対象となる配当に係 る租税条約に関する申請書（様式４）の提出年月 日
    Date  of subm is sion of FORM  4 with  re spec t to D ivide nds  m entioned in 
    co lumn  (4)

(6) 

  「 (5)」の 申請書 の「 (8)」欄 に記 載 した「 外国預 託証券 の 真実
の所有者が受ける配当につき租税条 約の規定の適用があるかど
うかの調査を要する株 式」の 明細  

    Shares of (8) o f FORM  4  (sha res requiring invest ig at ion as 
to whe the r Convention  is appl icable  with re spec t to 
d iv idends there  from  to the ir benefic ial  owne rs)

株 式 の 種 類 
Kind  o f Shares

株 式 の 数 量 
Quantity o f Shares

登 録 所 有 者 数  
 Number o f Reg is te red
 Ho lde rs

(6)
の
株
式
に
つ
い
て
の
調
査
結
果

  
F
in
d
in
g o
f in
ve
stig
atio
n
 o
f 

 
 F
O
R
M
 4

(7) 
  外国預託証券の真実の所有者が受ける配当につき租税

条約の規定の適用がある株 式（裏面の２参照）  

    Share s y ie ld ing dividends  to the ir benefi cial   
owners to which the C onvention is appl ic ab le

(8) 
  外国預託証券の真実の所有者が受ける配当につき租税

条約の規定の適用が ない株式  

    Share s y ie ld ing dividends  to the ir benefi cial   
owners to which the C onvention is not app licable

(9) 
  その他参考となるべき事項  

    Others

 様  式  ５

FORM ( )税 務 署 整 理 欄

F o r officia l  use  on ly

適用；有、無

払
者 受

付
支     印

務
署 受

付
税     印

 私は、さきに「租税条約等の 実施に伴う所得税 法、法人 税法及び地 方
税法の特例等に関する法律の施行に関 する省令」第３条第１項の 規定 の
適用を申請した外国預託証券に 係る株 式の配当について、同条の 第２ 項
及び第３項並びに「復興特別所得税に関する省令 」第８条 第３項の規 定
により上記のとおり届け出るとともに 、この届出書の記載事項が 正確 か
つ完全であることを 宣言 します。

        年     月     日
D ate
     外国預託証券の受託者又は副受託者の署名

S ignature of the Depos itary  or its Custodian

 I he reby  submit th is a pp lic at ion  fo rm in  a c corda nce  wit h pa ra g raph s 2  and 
3  o f A rtic le  3  o f th e  Min is t er ial O rd inanc e for  the  Implemen tat ion o f th e  La w 
con ce rn ing  th e  Spec ial Me asu res o f t he  Inc ome  Ta x  Law,  the  Corpo ra tion 
Ta x Law  a nd th e Loca l Tax  Law for  th e En fo r ceme nt o f In come  T ax  
Conv en t io ns and  pa ra gr aph  3  of Ar tic le  8  o f th e  M in i s te ria l O rd ina nc e  
con ce rn ing  Spe cia l In c ome  Ta x  fo r Re construc tion,  w ith  re sp ect to  
D iv idends  me n tioned  in  (6 ) a bove  as to  whic h  I  ha ve  subm itte d t he  FO RM  
4  a cc ording  to  p ara g ra ph  1  of the said  A r tic le,  a nd  a lso he re by dec lar e tha t 
the  a bove  s tatemen t is Da te  c o rr e ct and comp lete  to t he best o f  my  
know ledge  and  be lie f.  

外国預託証券に係る配当に対する所得税及び復興特別所得税の軽減・免除

Re lief  f ro m Japanese Income Tax and Spe cial I ncome  Tax for 
Re co nstructio n o n Dividends wi th  respect to  Fore ign
D e positary Rece ipt 



改 正 後 改 正 前 

（255 租税条約に関する届出書（外国預託証券に係る配当に対する所得税及び復興特別所得税の軽減・
免除））

（255 租税条約に関する届出書（外国預託証券に係る配当に対する所得税の軽減・免除）） 

注 意 事 項
１  外国預 託証券に係る 剰余金の 配当 につき「 租税条約 等の実施に伴う

所得税法 、法人 税法及び地方税法の特例等に 関する法 律の施行に関す
る省令 」第 ３条第 １項の 規定 の 適用を 受けた 外国 預 託証 券 の受 託者
は、この 届出書 を正副２通作成して配当の支 払者に提 出し、配当の支
払者は、 正本をその配当 の支払に係る基準日 の 翌日から起算して８か
月を経 過し た日ま でにそ の支 払 者 の所 轄税務 署長 に提出 してく ださ
い 。

２  この届 出書に は、次の書類を添付してください。
(1) 「 (7)」の株式 に つい て 、当該株式に 係る外国預 託証券の真 実の所
有者が受ける 配 当に つき 租税 条約 の規定の適 用 があることを 証する
登録所有者又は公認保管業者が発行した証明書

(2) 「 (7)」の株式 に つい て 、その適用を 受ける租税 条約ごとの 株式の
種類、数量及びその適用を受ける者の数を記載した明細書

 この届出 書に記 載された事項その 他租税条約の規定の適用の有無を判
定するため に必要 な事項については 、別に説明資料を求めることがあり
ます。

INSTRUCTIONS
1  The Depositary  of Foreign Depos itary Receipt, who has 
obtained pe rmission unde r the  provisions o f para graph 1 o f 
Article  3 o f the Mini ste rial  O rdinance  fo r the  Im pleme nta tion of 
the  Law conc erning the  Special Me asures of  the Income Tax  Law, 
the  C orporation Tax Law and the Loc al Ta x Law for the 
Enforcem ent of Income Ta x Conventions  must submit th is form  in 
dup licate to the Distric t Di rector of Tax Of fi ce th rough  the payer 
o f Div idends in  e ight months from the day fo llowing the base  date 
o f payme nt of d ivi de nds  for appl ication purpose s for which FORM 
4  has bee n subumitted. 

 2  T he  fo l lowing documents  must be  attached to  this  Fo rm : 
(1) the ce rt ifi cate issued  by the reg is tered ho lders  o r authorized 
depositarie s of the  shares to  asce rta in  that the Convention  i s 
appli cab le  to be neficial owne rs o f the Foreign  Depositary 
Re ceipts . 

(2) the itemiza tion  of k ind and quantity  of shares, and  the number 
of bene fici al owners of  such Fo rei gn De pos itary Rece ip ts 
prepared  separ ate ly  for each app licable Convention . 

If nece ssary,  the appli cant may  be reque ste d to  furn ish  further 
in fo rmation in o rder to de cide whe the r rel ie f under the C onve ntion 
should be  granted or no t.  

注 意 事 項
１  外国預 託証券 に係る剰余金の配当 につき「租税条約の実施に伴う所

得税法、 法人税 法及び地方税法の特 例等に関する法律の施行に関する
省令」第 ３条第 １項の規定の適用を受けた外国 預託証券の受託者は、
この届出書を正 副２通作成して配当の支払者に 提出し、配当の支払者
は、正本 をその 配当の支払に係る基準日の翌日 から起算して８か月を
経過した 日まで にその支払者の所轄税務署長に 提出してください。

２  この届出書に は、次の書類を添付してく ださ い。
(1) 「 (7)」の株式 に つい て 、当該株式 に 係る 外国 預 託証券の真 実の所
有者が受ける 配 当に つき 租税 条約 の規 定の 適 用があることを 証する
登録所有者又は公認保管業者が発行した証明書

(2) 「 (7)」の株式 に つい て 、その適用 を 受け る租 税 条約ごとの 株式の
種類、数量及びその 適用 を受ける者の数を記載した明細書

 この届出書に記 載された事項その他 租税条約の規定の適用の有無を判
定するため に必要 な事項については、 別に説明資料を求めることがあり
ます 。

INSTRUCTIONS
1  The Depositary  of Foreign Depos itary Receipt, who has 
obtained pe rmission unde r the  provisions o f para graph 1 of 
Article  3 o f the Ministe rial  O rdinance  fo r the  Im pleme nta tion of 
the  Law conc ern ing the  Special Me asure s of  the Income Tax  Law, 
the  C orporation Tax Law and the Loc al Ta x Law for the 
Enforcem ent of Income Ta x Conventions  must submit th is form  in 
dupli cate to the Distric t Director of Tax Of fi ce th rough  the payer 
o f Div idends in e ight months from the day fo llowing the base  date 
o f payme nt o f d ivi de nds  for appl ication purpose s for which FORM 
4  has bee n subumitted. 

 2  T he  fo l lowing documents  must be  attached to  th is  Fo rm : 
(1) the ce rtifi cate issued  by the reg is tered  ho lders  o r authorized 
depositarie s of  the  shares to  asce rta in that the Convention  i s 
appli cab le  to be neficial owne rs o f the Foreign  Depositary 
Re ceipts . 

(2) the itemiza tion  o f k ind and quan tity  of  shares, and  the number 
o f bene ficial owners of such Fo rei gn De positary Rece ip ts 
prepared  separ ate ly  for each app licable Convention. 

If ne ce ssary,  the applicant may  be reque ste d to  furn ish  further 
in fo rmation in o rder to de cide whe the r rel ie f under the C onven tion 
shou ld be  granted or no t.  



改 正 後 改 正 前 

（256 租税条約に関する届出書（人的役務提供事業の対価に対する所得税及び復興特別所得税の免除）） （256 租税条約に関する届出書（人的役務提供事業の対価に対する所得税の免除）） 

租 税  条 約 に  関 す る 届 出 書 

APPL ICATION FORM  FOR INCOME T AX  CONVENT ION  

こ の 届 出 書 の 記載に 当た っ て は、 別紙 の 注 意 事 項を 参照し て く だ さ い 。  
See  separate i nstruct ion s.

       税 務 署長殿  
To th e D is tr ict D irec to r, T ax O ff ice  
１  適 用 を 受 け る 租 税条約 に 関 す る 事 項 ；

App lic ab le I ncome  Ta x Conve nt i on
日 本 国 と                         と の間 の 租 税 条 約 第   条第   項   
The  In come Tax Conv en tion be tween  J apa n and                             ,Art ic le     ,para.

２  対 価 の 支 払 を 受 ける 者 に 関 す る 事 項 ；  
De tail s o f  Rec ip ie nt o f  Remunera tion  

氏 名 又 は 名 称  
Fu ll nam e

個 人 の 場 合

Individual

住 所

Dom ici le

（電 話番号  Te le phone N umber）

日 本 国 内 に お け る 居 所  

Res idence  in  J ap an

（電 話番号  Te le phone N umber）

（ 国  籍  Nationa li ty ） （ 在 留期 間  Autho rized  P eri od  o f S ta y）    （在 留資 格  Status of Re sid en ce）  

法 人 そ の 他 の
団 体 の 場 合

C orp o rat io n  
o r o ther 
e nt i ty

本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地

P lac e o f he ad  o ff ice  o r ma in  of f ic e

（電 話番号  Te le phone N umber）

設 立 又 は 組 織 さ れ た 場 所  
P lac e where  the  Co rpo rat ion was  
e stab lish ed  o r o rg ani zed

事 業 が 管 理 ・ 支 配 さ れ て い る 場 所
P lac e where  the  bu sine ss  i s m anaged  
o r contro lle d

（電 話番号  Te le phone N umber）

日 本 国 内 で 人 的 役 務 提 供 事 業 を 開 始 し た 年 月 日  
Date of  o p en ing bu s iness o f  rend eri ng  personal  
se rv ice

下 記 「 ４ 」の 対価 に つ き 居 住 者と し て課 税 さ れ る国
及 び 納 税 地 (注 ８ ) 
C ountr y whe re the rec ip ien t  is taxab l e a s res id en t 
o n  Rem un erati on m en t io ne d in  4  below  and  the  
p la ce whe re  he i s to  p ay  tax ( No te 8)

(納 税者 番 号  T axp aye r Ide nt if ication  Numb er)

日 本 国 内 の 恒久 的施設 の 状 況  
Pe rman en t e stab li shme nt in  
Jap an  

□ 有 (Ye s)  ,  □ 無 (No )
If “Ye s” , e xp la in:

名 称  
Nam e

所 在 地  

Addres s

（電 話番号  Te le phone N umber）

事 業 の 内 容  
De tai ls  o f Bu si ne ss

３  対 価 の 支 払 者 に 関する 事 項 ；
De tail s o f  Pa yer o f  Remune rat io n  

氏 名 又 は 名 称  
Fu ll nam e

住 所 （ 居 所 ）又 は本店 （ 主 た る 事務 所 ） の 所 在 地  
Dom ic ile  (re side nce) or Pl ace o f  head  o ff ic e 
(mai n of f ice )

（電 話番号  Te le phone N umber）

日 本 国 内 の 恒久 的施設 の 状 況  
Pe rman en t est ablishment  in  
Jap an

□ 有 (Ye s)  ,  □ 無 (No )
If “Ye s” , e xp la in:

名 称  
Nam e

（ 事業 の 内 容  De tai ls  o f Bu si ne ss）

所 在 地  

Addres s

（電 話番号  Te le phone N umber）

４  上 記 「 ３ 」 の 支 払者か ら 支 払 を 受 け る 人 的 役 務 提 供 事業 の 対価 で 「 １ 」 の租 税 条 約 の 規 定の 適 用 を 受け るも の に 関 す る事 項（注 ９ ） ；
De tail s o f  Rem un era tion  r ece ive d  from the Pay er to  wh ich  the Conv ent ion  men t ion ed  i n 1 above  i s app li cab le  (No te  9) 

提 供 す る 役 務 の 概 要
Desc r ip tion  o f Se rv ice s 
re nd ere d

役 務 提 供 期 間
Pe riod  o f Se rvices  
ren dere d 

対 価 の 支 払 期 日

Due Date fo r P ayme n t 

対 価 の 支 払 方 法

M ethod  o f Paymen t 

対 価 の 金 額

Am oun t o f R emunerat ion  

 様  式  ６

FORM  ( )税 務 署 整 理 欄

Fo r  o f f ici a l u se o n ly

適 用 ； 有 、無

払
者 受

付
支     印

務
署 受

付
税     印

人 的役務提供 事業の対価に 対する所 得税及び復興特別所得税 の免除

Rel ie f from  Japane se  In co me  T ax and  Sp ec ia l In com e T a x  f or  

Recon st ru c tio n on  Rem un erat io n D e ri v ed fr om  R ende ri ng Pe rson a l

Se r v ices 

租 税  条 約 に  関 す る 届 出 書 

APPL ICATION FORM  FOR INCOME TAX CONVENT ION  

この 届出 書 の 記 載に 当 たっ て は 、 別 紙 の 注 意 事 項 を 参照 して くだ さ い 。  
See  s eparate in stru ct io ns.

       税 務 署長 殿  
To  th e D is tr ict D irec to r, T ax O ff ice  
１  適 用を 受け る 租 税条 約 に 関す る事 項 ；

A pp lic ab le I ncome  Ta x Conventi on
日 本国 と                         と の間 の租 税 条 約 第   条 第   項   
The  Income Tax Conven t io n be tween  J apa n and                             ,Artic le     ,p ara.

２  対 価の 支払 を 受 ける 者 に 関 す る 事 項 ；  
De tail s o f  Rec ip ie nt  o f Remunera ti on  

氏 名 又 は 名 称  
Fu ll nam e

個 人 の 場 合

Indi vidu al

住 所

Dom ici le

（ 電 話番 号  Te le ph on e Number）

日 本 国 内 に お け る 居 所  

Res idence  in  J apan

（ 電 話番 号  Te le ph on e Number）

（ 国  籍  Nationa li ty ） （ 在 留 期 間  Auth o rized  P eri od  o f S ta y）    （ 在 留資 格  Statu s of  Re sidence）  

法 人そ の 他 の
団 体 の 場 合

C orpo rat io n  
o r o ther 
e nt i ty

本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地

P lac e o f he ad  o ff ice  o r ma in  of f ic e

（ 電 話番 号  Te le ph on e Number）

設 立 又 は 組 織 さ れ た 場 所  
P lac e where  the  Co rpo rat io n was  
e stab li shed  o r o rg ani zed

事 業 が 管 理 ・ 支 配 さ れ て い る 場 所
P lac e where  the  busine ss  i s m an aged  
o r co ntro lle d

（ 電 話番 号  Te le ph on e Number）

日 本 国 内 で 人 的 役 務 提 供 事 業 を 開 始 し た 年 月 日  
Date of op en in g bu s in ess o f renderi ng  pers ona l  
se rv ice

下記 「４ 」 の 対 価 に つ き 居 住 者 と し て 課税 され る 国
及び 納税 地 (注 ８ ) 
C ountr y whe re th e rec ip ien t is taxab le a s res iden t 
on  Rem un erati on  m ent io ne d in  4  b elow  an d  the  
p la ce wh e re  he i s to  p ay  ta x ( No te 8)

(納 税者 番 号  T axpaye r Ide n t if icatio n  N umber)

日本 国内 の恒 久 的施 設 の 状況  
Pe rmanen t e stab li shme nt  in  
Japan  

□ 有 (Ye s)  ,  □ 無 (N o )
I f “Ye s” , e xp la i n:

名 称  
Nam e

所 在 地  

Address

（ 電 話番 号  Te le ph on e Number）

事 業 の 内 容  
De tai ls  o f Busine ss

３  対 価の 支払 者 に 関す る 事 項；
De tail s o f  Pa yer o f  Re mune rat ion  

氏 名 又 は 名 称  
Fu ll nam e

住所 （居 所） 又 は本 店 （ 主 た る 事 務 所 ） の 所 在 地  
Dom ic ile  (re side nce) or Place o f head  o ff ic e 
(main of f ice )

（ 電 話番 号  Te le ph on e Number）

日本 国内 の恒 久 的施 設 の 状況  
Pe rmanen t establ ishment  in  
Japan

□ 有 (Ye s)  ,  □ 無 (N o )
I f “Ye s” , e xp la i n:

名 称  
Nam e

（ 事 業 の 内 容  De tai ls  o f Busi ne ss）

所 在 地  

Address

（ 電 話番 号  Te le ph on e Number）

４  上 記「 ３」 の 支 払者 か ら 支払 を受 け る 人 的 役 務 提供 事業 の対 価 で 「 １ 」 の 租 税 条 約 の 規 定の適 用 を 受 け る もの に関 す る 事 項 （注９ ）；
De tail s o f  Rem unera t ion  r ece ive d  from the Pay er to  wh ich  the Convent ion  men t io ned  in 1 above  i s app licab le  (N ote  9 ) 

提 供 す る 役 務 の 概 要
De sc r ip t ion  o f Se rv ice s 
re nd ere d

役 務 提 供 期 間
Pe r iod  o f Se rvi ces  
rendere d 

対 価 の 支 払 期 日

Due Date fo r P ayme nt 

対 価 の 支 払 方 法

M eth od  o f Paymen t 

対 価 の 金 額

Am ount o f Remuneration  

 様  式  ６

FORM  ( )税 務 署 整 理 欄

Fo r  o f f ici al u se on ly

適 用 ； 有 、 無

払
者 受

付
支     印

務
署 受

付
税     印

人的役務提供 事業の対価 に対する所 得税の免除

R elie f  fr om  Ja panese  In c om e  T a x o n R emu nera tio n 

 De r ived  from  Ren de r in g  P e rs ona l S er v i ce s 



改 正 後 改 正 前 

（256 租税条約に関する届出書（人的役務提供事業の対価に対する所得税及び復興特別所得税の免除）） （256 租税条約に関する届出書（人的役務提供事業の対価に対する所得税の免除）） 

５ その 他参考となるべき 事項（注 10）；
Others  (Note  10)  

６  日本の税法 上､届出 書の「２」の外国法人が納税義務 者とされるが ､「１ 」の租 税条 約 の相手国では ､その外国法 人の株主等が納税義務者とさ れて
おり、かつ、 租税条約の規定によ りその株 主等で ある者（相 手国 居住者に限ります ｡）の所得として 取り扱われる 部分に対して租 税条約の適用 を受
けることとさ れている場合の租 税条約 の適用 を受ける割合に関 する事項等 (注 ４ )；
De tails  o f proportion of incom e to wh ich  the convention  men tioned in  1  above is  appl ic able, if  the  foreign  com pa ny  m en tioned in 2 above 
is taxab le  as a company under Japane se  tax  law, and the member o f the company is  tre ated  as taxab le person  in  the  other contrac ting 
coun try  of the  convention; and if  the c onvention i s appli cab le  to  incom e that i s  tre ated  as in come of  the m embe r ( limited to a residen t o f 
the o the r contract ing country)  o f the foreign company in accordance with the  prov is ions of  the conven tion  (Note 4)

届出書の「２」の欄に記載した外国法人は､「４」 の対価につき、「１」の租税条約の相 手国において次の法令に基づい て、次の日以後、その株
主等であ る者が課税される こととされています ｡ 
The m ember of the fo reig n company m entione d in  2  above is taxab le  in  the other contracting country mentioned  in 1 above  regard ing the 
remuneration mentioned in  4 a bove  since the  fo l lowing date under the fo ll owing law o f the  o ther contrac t ing  countr y 
根拠法令                                              効 力を生じる日       年     月     日  
Appl icab le l aw                                                          E f fe ctiv e date

届 出書の「２」の外国 法人の株主等で租税条約 の適用を受ける者の 名称
Name of  member of  the  fore ign company  m entione d in  2  abov e, to 
whom  the  Convention  is app licab le

間接保有
Ind irec t 
Owne rsh ip 

持分の割合  
Ratio  of  
Ownersh ip

受益の割合 ＝ 
租税条約の適用を受 ける割合  
Propo rtion of  benefit = 
Propo rtion for Appl ica tion 
of Conv ention

□  % % 

□  % %

□  % % 

□  % % 

□  % % 

合計  Total  % % 

○  代理 人に関する事項 ；  この届出 書を代理人によっ て提出する場合には、次の欄に 記載してください。
Details  o f the Ag ent ；  If th is  fo rm  is prepared  and subm itted by the Agent, f il l out the fo l lowing columns.

代 理 人 の 資 格
Capac ity of Agent 
in J apa n

氏 名（ 名称）

Full  n ame

納 税 管理人 の届出 を した税 務署名
Name of  the Tax  Office  whe re 
the  Ta x Agent is reg iste red

□  納税管理人  ※
Tax  Agent

□  その他 の代理人
Other Age nt

住所（ 居所・所在地）

Dom ici le (Residence  
or location )

(電話番号 Te lephone  Num ber) 

税  務  署
Tax Off ice

○  適用 を受ける租税条約 が特典条項を 有する租税条約で ある場合；  
If the app l icab le  convention  has  artic le of l imitation on  benef its

特典条 項に関する付表の添付  □有Yes 
□添付 省略  Attachment not required 

(特典条項に関する付表を 添付して提出した租税条約に関する 届出書の 提出日      年     月     日 ) 

 私は、 この届出書の「４ 」に記載した 対価が「１」に 掲げる租税条約
の規定の 適用を受けるもの であることを 、「租税条約の 実施に伴う所得
税法 、 法人 税法及 び 地方 税法の 特例等 に関す る法律 の施行 に関す る省
令」の規 定により届 け出るととも に、 この届 出書 (及び 付表 )の記載事項
が正確か つ完全であること を宣言します。

        年     月     日
Date

     対価の支払を受 ける者又はそ の代理人の署名
S ignature o f the  Rec ipient of  Remuner at ion or hi s Agent

In  accordance  with the prov is ions  o f the  M inis terial Ordina nce  for  
the Imp lementat ion  of  the La w concern ing  the Special  M easures  o f  
the Income T ax Law, the Corporation Ta x Law and  the Loc al Tax  
Law  fo r the  Enfo rcem ent of  Income T ax Conventions, I he reby  
submi t th is app l ication  form under the be li ef  that p rovis ions o f the  
Income Tax Convention mentioned in  1 abov e is  appli cab le  to
Remuneration  mentioned  in 4  above and al so here by  dec lare  that 
the statement on this  form (and a ttachm ent fo rm) is  correct and  
complete  to the  be st of  my  know ledge and  be lie f.  

※  「納 税管理人」とは、 日本国の国税 に関する申告、 申請、請求、届
出、 納付等 の事項 を処理 させ るため 、国税 通則法 の規定 により 選任
し、か つ、日本国におけ る納税地の所 轄税務署長に届出をした代理人
をいい ます。

※“ Tax Agent” means a pe rson who is appo inted by  the ta xpaye r 
and is  re gistere d at the  Distric t Dire ctor o f T ax Office  for the  
place  where the taxpaye r is  to  pay  his  tax , in order to  have suc h  
age nt take nece ssary  procedures  concern ing the Japanese  
national taxes , suc h as fi ling a re turn, a ppl ications , claim s,  
payment o f ta xes, e tc., under the  prov is ions o f the Gene ral Law  
for National  Ta xes . 

"Attachment Form for 
Lim itation on Bene fits 
Article" attac he d

Date of  previous  subm iss ion o f the  applicat ion  for income tax 
conv ention with the  "Attachment Form L imitation on Bene f its 
Arti cle"

５  その他参考となるべき 事項（ 注10）；
Others (Note  10)  

６  日本 の税法上 ､届出書の「２」の 外国法人が納 税義務者とされるが ､「１ 」の租 税条 約の相手国では ､その 外国法人の株主等が納税義務 者とされて
おり、 かつ、租税条約の規 定によりその株主等で ある者 （相 手国 居住者 に限ります｡）の所得 として取り扱 われる部分に対して租税条約 の適用を受
けるこ ととされている場 合の租税条約 の適用を受ける割合に関する事 項等 (注 ４ )；
De tai ls of proport ion of incom e to wh ich  the convention mentioned in 1  above is  appl ic ab le, if  the  fo reign c om pa ny  m en tioned in 2  above 
is taxab le  as a company under Japanese  tax  law, and the member o f the company is  treated as taxab le person in the  o ther contrac ting 
coun try  of the  convention ; and  if  the conv en tion is applicab le  to  incom e that is  tre ated  as in come o f the member ( limited to a resident o f 
the othe r contracting country)  of the foreign  company in accordance with  the  prov is ions of the conve ntion (Note 4 )

届出書の「２」の欄に記 載した外国法 人は ､「４」の対価につき 、「１」の租税条約の相手国に おいて次の法令に基 づいて、次の日以後、その株
主等である者が課税されることとされて います ｡ 
The member of the fo reign company m entione d in  2  abov e is  taxable  in  the o ther c on tracting country mentioned in 1  above  reg ard ing the 
remune ration mentioned in  4  a bove  s ince the  fo l lowing date under the fo llowing l aw of the  other contrac t ing  countr y 
根拠法令                                              効力 を生 じる日       年     月     日  
Appl icab le law                                                          E ffective date

届出書の「２」 の外国法人の 株主等で租税条約の適用を受け る者の名称
Name of  member o f the  fore ign company  m entioned in  2 abov e, to 
whom  the  Convention is app licable

間接保有
Indirec t 
Ownersh ip  

持分の割合 
Ratio o f 
Ownersh ip

受 益の割合＝  
租 税条約の適用 を受ける割合  
Proportion of benef it  = 
Proportion for Applica tion 
o f C onv ention

□  % % 

□  % %

□  % % 

□  % % 

□  % % 

合計  Total  % % 

○  代理人に関する事項  ；  こ の届出書を代理人によって提出する場合には、次の欄に記載してくだ さい。
Detail s o f the Agent ；  If  th is  fo rm  is prepared and subm itted by the Agent, f il l ou t the  fo l lowing columns.

代 理 人 の 資 格
Capac ity of  A gent 
in J apa n

氏名（名称）

Full name

納税 管 理人 の届出 をした税 務 署名
Name o f the Tax  Office  where 
the  Ta x Agent i s reg iste red

□  納税 管理人  ※
Tax  Agent

□  その 他の代理人
Other Agent

住所（居所・所在 地）

Dom icile (Res idence  
or lo cat ion )

(電話番号 Te lephone Num ber)  

税 務  署
Tax Office

○  適用を受ける租税条約が特典 条項を有する租税条約である場合； 
If the appl icable  convention  has art ic le of  l imi tation on  benef its

特典条項に関する 付表 の添付 □有 Yes 
□添付省略  Attachment not required  

(特典条項に関する付表を添付して提出した租税条約 に関する届 出書の提出日      年     月     日 ) 

 私は、この届出書の「４」に記 載した対価が「１」に掲げる租税条約
の 規定の適用を受けるものである ことを、「租税 条約等の実施に伴う所
得 税法、法人税法及び地方税法の 特例等に関する 法律の施行に関する省
令 」及び「復興特 別所得税に関す る省令」の規定 により届け出るととも
に 、この 届出書 (及び付表 )の記載事 項が正 確かつ完全であることを宣言
し ます。

  年     月     日
Date

     対価の支払を受ける者 又はその代理人 の署名
Signature o f the  Rec ip ient o f Rem uner at ion o r h is Ag ent

In a c co rd anc e w it h  the  pr ov ision s  o f  th e  M in iste ria l O rdina nce  fo r  the  
Impleme nta tio n  of the L aw c once rn i n g t he Spe c ial M ea su re s o f t he  Inc ome  
Tax  L aw , the Co rpo r ation  Tax  L aw  and t he  L ocal Tax    L aw fo r the  
Enfo rc em ent  o f Inc ome  T ax  Conve ntions a nd  the  M in is te ria l O r d inanc e  
conc ern in g  Specia l In c ome  T ax  fo r Re const ruc tion,  I  h er eby  subm it th is  
app lic ation fo rm unde r the  be lie f tha t prov is ions  of  the  I ncom e Ta x  
Conven tion  ment io n ed  in 1 a bove  is  a pp lica b le  to  Remunerat ion men tioned
in  4  a bove  and also he reby  dec la re  tha t the  s t ateme nt on th is form  (a nd 
att ach men t fo rm ) is co rre c t and com plet e to the  be st o f my know ledg e and  
belie f.  

※  「納税管理人」とは、日本国 の国税に関する 申告、申請、請求、届
出、 納付等 の事項 を処理 さ せ るため 、国 税 通則法 の規 定 により 選任
し、かつ、日本国における納税 地の所轄税務署長に届出をした代理人
をいいます。

※“ Tax Agent” means a pe rson who i s appo inted  by  the ta xpayer 
and is  registere d at the  Distric t Dire ctor of T ax O ff ice  fo r the  
p lace  where the taxpaye r is  to pay  h is tax , in  order to have suc h 
age nt take nece ssary  proce dures concerning the Japanese  
national taxes , suc h as fi ling  a re turn, a pp l ications , cl aim s,  
payment o f ta xes, e tc., under the  prov is ions o f the General Law  
for National Ta xes. 

"Attachment Form for 
Lim itation on Bene fi ts 
A rticle" attached

Date of previous  subm is sion of the  appli cat ion  fo r in come tax 
conven tion with the  "Attachment Form Limitation on  Bene fits 
A rt i cle"



改 正 後 改 正 前 

（256 租税条約に関する届出書（人的役務提供事業の対価に対する所得税及び復興特別所得税の免除）） （256 租税条約に関する届出書（人的役務提供事業の対価に対する所得税の免除）） 

「租税条約に関する届出書 (人的役務提供事業の対価に対する所得税及び復興特別

所得税の免除 )」に関する注意事項
INSTRUCTIO NS FOR “APPLICATIO N FORM FOR RELIEF FROM  JAPANESE INCOME TAX AND SPEC IAL INCOME TAX FOR

RECONSTRUCT ION ON REMUNERATION  DERIVED FROM RENDERING  PERSONAL SERVICES” 

注 意 事 項

届出書の提出について
１ この届 出書は、 所得 税 法第 161条第２号 に掲げる人的役 務提供事業

の 対価に係る日本国の所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額につ
いて 租税条 約の規 定に基 づ く免 除 を受 けよ うとす る場合 に 使用しま
す 。
 租税条約等の実施に伴う所得税法 、法人税法及び地方税法の特例等
に 関する法律第３条第１項に規定する免税対象の役務提供対価に係る
日本国の所得税及び復興特別所得税の源泉 徴収税額について租税条 約
の 規 定に基 づく免 除を受 け よう とする 場合 には、 この届 出書で はな
く 、様式 12を提出してください 。

２ この届出書は、対価の支払者 ごと に作成してください。

３ この届出書は、正副２通を作成し て対価の支払者に提出し 、対価の
支払者は、正本を、最初にその対価 の支払をする日の前日までにその
支払者の所轄税務署長に提出してください。この届出書の提出後その
記載事項に異動が生じた 場合も同様 です。

４ 適 用を受 ける 租税 条約に 両国間 で課税 上の取扱 いが異 なる事 業体
に関する規定がある 場合には 、次 の点 にご注意くださ い。

外国法人 であ って、相 手国 では そ の株主 等が納 税義務 者とさ れる

ものが 支払を受 ける所得につ い て は 、 相手 国の居 住者で あ る株 主等
（その株主等の受 益する部分に限り ま す｡）につい て のみ その租税条
約の 規定 の 適 用を 受け るこ とが で きま す｡上 記 に該 当す る外 国法 人
は ､次 の書類を添付して提出し てください ｡
①  届出書の ｢２｣の欄に記載した外国法人が相手国においてその株主

等が課税を受けていることを明ら かにする書類
②  ｢外国法人の株主等の名簿 (様式 16)｣
③  その租税条約の適用を受けることができる株主等が その 外国法人

の株主等であることを明らかにする書類
④  相手国の権限ある当局の株主等である者の居住者証明書

なお、この 場合には ､「 特典条項に 関す る付表 (様式 17 )」 (その添付
書類を含みます｡ )について は、③の各株主等 のものを添付してくださ
い ｡

５  対価を受ける者の役務が政府間の 特別の計画に基づいて行 われるこ
と 又は政府の公的資金等から全面的若しくは実質的に援助を受けて行

われることを要件とする租税の免除を定める租税条 約の適用を受ける
場合 には、 そのこ とを証 明する 書類 を この 届出書 に添付 し てく ださ
い 。

６ この届出書を納税管理人以外の代 理人によって提出する場 合には、
その 委任関 係を証 する委 任状を その 翻 訳文 ととも に添付 し てく ださ
い 。

届出書の記載について
７ 届出書の□欄には、該当する項目につい てレ印を付してください。
８ 納税者番号とは、租税の申告、納 付その他の手続を行うた めに用い

る 番号 ､記 号その他の符号 でその手続をす べき者を特定す ることがで
きるものをいいます。支払を受ける 者の居住地である国に納税者番号
に 関する制度が存在 しない場合や支払を受ける者が納税者番号を有し
ない場合には納税者番号を記載す る必 要はありません｡

９  届出書の「４」の各欄には、対価 の支払を受ける者が日本 国内に支
店等の恒久的施設を有する場合は、 この恒久的施設に帰せられない対
価 について記載してください。

10 届出書の「５」の欄には、「２」 から「４」までの各 欄に 記載した
事項のほか、租税条約に定める「１ 」の規定の適用を受けるための要
件 を満たす事情の詳細を記 載してく ださい。

 この届出書に記載され た事項その他租税条 約の規定の適用の有無を判
定するために必要な事項については、別に説 明資料を求めることがあり
ます。

INSTRUCTIONS

Submiss io n of th e FORM 
 1  Thi s form is  to be  used by  the Recip ient of  Remunerat ion 
deriv ed  from  the rende ring Personal  Se rvice s p rescribed in  
subparagraphs 2 of Arti cle  161 of the Incom e Tax La w in claiming  
the  re lie f from Japanese Incom e Tax and  Special  Income  Ta x for
Reconstruc tion unde r the provi sions  o f the Income  Tax  
Convention. 
Ins te ad o f th is  form, Fo rm 12  is  to  be  used by the  Recipien t o f 

Remunera tion deriv ed from the re nde ring personal serv ice s 
exercised by an  ente rtainer o r a spo rtsman p resc ribed in  
paragraph 1 of  Art icl e 3 of  the Law concern ing  the  Spec ial  
Me asure s o f the Incom e Tax Law, the Corporation T ax Law and 
the  Local  T ax La w for the  Enforc ement o f Incom e Tax  
Conventions in c laiming the re lie f from  Japanese Income T ax and 
Spe cia l Income  T ax fo r Reconstruction under the  provisions  o f 
the  Income Tax Convention. 

 2  Th is  form  must be  prepared separa te ly  for each Paye r o f 
Remunera tion.  

 3  Th is fo rm mus t be subm itted  in duplic ate to the Payer o f 
Remunera tion, who has to  f il e the orig inal with the District 
Director o f T ax Off ice  for the p lac e where  the P aye r res ides , by  
the  day  befo re  the payment of  the Remunerat ion  i s made.  The  
same proce dures  mus t be  fo l lowed  when  the re i s any chang e in  
the  s ta tements  on  th is  form. 

4  In the c ase  where  there ex ists  an applic able convention between 
both coun trie s with provisions for an e ntity that is treate d 
d if fe rent ly fo r tax pu rposes, the ne xt po int shou ld be noted.  
In the case  o f income tha t is rece iv ed by a fo re ign company  

whose  member i s tr eated as a taxab le  person in the  Contract ing  
S tate o ther than  Japan the Inc om e T ax C onvention is  app licable  
only to members  that are  re side nts o f the C ontrac ting State (to  
the e xtent that such  income is  a bene fi t o f the members) . Fo reign 
companie s that fal l under th is category  should a ttach the  
fol lowing docume nts  to this fo rm : 
① Documents  show ing that the mem be r of the  f oreign com pany  
mentioned in 2 i s  tre ated  as  a ta xable person in the  
Contract ing  State. 

② "List o f the Members of the Fore ign C ompany (Form 16)"  
③ Documents  show ing  that the mem ber to whom the Income Tax  
Convention is app lic able is  a member of  the  fore ig n company .

④  The  re sidency certi fic ation for shareho lde rs of com pe tent 
authority in the  o the r country . 
A l so attach  "Attac hm ent Form for Lim itation on Benefits  

A rtic le (Form  17)"(including atta chm ent) c om pleted  fo r e ach  o f 
the members described in ③. 
5  T o qual ify fo r exemption from Japanese Income Tax under the  
p rov is ions o f certain Ta x Conv entions with re spect to  the  
Remunera tion derived from the ac tivit ies  wh ich a re exercise d 
pursuant to a spe cia l p rog ram betwe en the  Gove rnm ents o f the  
two Contrac t ing States  and  /  or which  are  supporte d 
subs tant ially  by  the pub lic  funds o f the  G overnment or  the like,  
th is form must be accompanied  by  supporting documents to the  
effe cts stated above . 

 6  An Agent o ther than  the Tax Agent m ust attach a powe r o f 
attorney  together w ith its  Japanese translation. 

Com pletio n of th e FO RM 
 7  Applic ab le blocks m us t be checked.  
 8  T he  Taxpay er Identif ic at ion Number is a number, code  or  
symbol wh ich is  used  for f il ing  o f return and paym ent o f due  
amount and  other procedu res regarding  tax, and which identi fie s  
a per son who must take  such  procedures . If  a system o f T axpaye r 
Identif ication  Num be r doe s not ex ist in  the country where  the  
rec ip ient re sides,  o r if the  rec ip ie nt of  the  paym ent doe s not
have a Taxpay er Identific at ion  Number, it is  not nec essa ry  to 
enter the Taxpaye r Iden tif ication Numbe r.  

 9  En ter into  column  4 Remuneration which  is not attributed  to a  
permanent es tab lishme nt in Japan  o f the Rec ip ient (such 
Remunera tion as are not accounted  fo r in the  books o f the  
permanent e stab lishmen t) . 

 10   Enter in to  co lumn 5 the de tail s of cond it ions pre sc ribed  in 
the  relev an t prov is ions o f the  Convention . 

If necessary,  the  applic ant may  be reque sted  to  fu rni sh fu rthe r 
in fo rmation  in order to  dec ide whether re li ef  under the Conven tion 
should be gran ted  or not. 

 様  式  ６

FORM 

「租税条約に関する届出書 (人的役務提供事業の対価に対する所得税の免除 )」

に関する注意事項
INSTR UCTIO NS FOR “AP PL ICATIO N FORM FO R REL IEF  FROM  JAPANESE INCOME  

TAX ON  REMU NERAT ION  DERIVED FROM  RENDERING PERSONAL SER VIC ES”  

注 意 事 項

届出 書の提出について
１  この 届 出 書 は 、 所 得 税 法 第 16 1条 第 ２ 号 に 掲 げ る 人 的 役 務提 供 事 業

の 対 価 に 係 る 日 本国 の所 得税 の源 泉 徴 収税 額に つ い て租 税 条 約の 規定
に 基 づ く 免 除 を 受け よ う とす る場 合 に 使用 しま す 。
 租 税 条 約 の 実 施に 伴う 所得 税法 、 法 人税 法及 び 地 方税 法 の 特例 等に
関 す る 法 律 第 ３ 条第 １項 に規 定す る 免 税対 象の 役 務 提供 対 価 に係 る日
本 国 の 所 得 税 の 源泉 徴収 税額 につ い て 租税 条約 の 規 定に 基 づ く免 除を
受 け よ う と す る 場合 には 、 こ の 届 出 書で は な く 、 様 式12を 提 出 し て く
だ さ い 。

２  この 届 出 書 は 、対 価の 支払 者ご と に 作成 して く だ さい 。

３  この 届 出 書 は 、正 副２ 通を 作成 し て 対 価 の 支 払 者 に提出 し、 対 価 の
支 払 者 は 、 正 本 を、 最初 にそ の対 価 の 支払 をす る 日 の前 日 ま でに その
支 払 者 の 所 轄 税 務署 長に 提出 して く だ さい 。こ の 届 出書 の 提 出後 その

記 載 事 項 に 異 動 が生 じた 場合 も同 様 で す。

４  適 用 を 受 け る 租 税 条 約 に 両 国間 で 課 税 上 の取 扱 い が 異 な る 事 業 体
に関 する 規 定 が ある 場合 に は 、次 の点 にご注 意 く だ さ い 。

外 国法 人 で あ っ て 、 相 手 国 では そ の 株 主 等が 納 税 義 務 者 と さ れる
もの が 支 払 を 受 け る 所 得 に つ いて は 、 相 手 国の 居 住 者 で あ る株 主 等
（そ の株 主 等 の受 益 す る 部 分 に 限 り ます ｡）に つ い て のみ その 租 税 条
約の 規 定 の 適 用 を 受 け る こ と が で き ま す ｡ 上記 に 該 当 す る 外 国 法 人
は ､次 の書 類 を 添 付 し て 提 出 して くだ さ い ｡
①  届 出 書 の ｢２｣の 欄に 記載 した 外 国 法人 が相 手 国 にお い て その 株主

等が 課 税 を 受 けて いる こと を 明 ら か に す る 書 類
②  ｢外 国 法人 の株主 等 の 名 簿 (様 式 1 6 )｣
③  そ の 租 税 条 約の 適用 を受 ける こ と がで きる 株 主 等が そ の 外国 法人

の株 主 等 で あ るこ とを 明 ら か に す る 書 類
④  相 手 国 の 権 限あ る当 局の 株主 等 であ る 者 の 居 住 者証明 書

なお 、 こ の 場合 には ､「 特典 条 項 に 関す る付 表 (様 式 17 )」 (その 添 付
書 類 を 含 み ま す ｡ )に つ いて は、 ③ の 各 株 主 等 の も の を 添 付 して く だ さ
い ｡

５  対価 を 受 け る 者の 役務 が政 府間 の 特 別 の 計 画 に 基 づいて 行わ れ る こ
と 又 は 政 府 の 公 的資 金 等 から 全面 的 若 しく は実 質 的 に援 助 を 受け て行
わ れ る こ と を 要 件と す る 租税 の免 除 を 定め る租 税 条 約の 適 用 を受 ける
場 合 には 、 そ の こ と を 証 明 す る 書 類 を こ の 届出 書 に添 付 し て く ださ
い 。

６  この 届 出 書 を 納税 管理 人以 外の 代 理 人 に よ っ て 提 出する 場合 に は 、
そ の 委任 関 係 を 証 する 委 任 状 を そ の 翻 訳 文 とと も に添 付 し て く ださ
い 。

届出 書の記載について
７  届出 書の □ 欄 には 、該 当す る項 目 に つ い て レ 印 を 付して くだ さ い 。
８  納税 者番 号 と は、 租税 の申 告、 納 付 そ の 他 の 手 続 を行う ため に 用 い

る 番 号 ､記 号そ の 他 の 符 号 で その 手 続 を す べ き者 を特 定す る こと がで
き る も の を い い ます 。支 払を 受け る 者 の居 住地 で あ る国 に 納 税者 番号
に 関 す る 制 度 が 存在 しな い場 合や 支 払 を受 ける 者 が 納税 者 番 号を 有し
な い 場 合 に は 納 税者 番 号 を記 載 す る 必要 は あ り ま せ ん｡

９  届出 書の 「 ４ 」の 各欄 には 、対 価 の 支 払 を 受 け る 者が日 本国 内 に 支
店 等 の 恒 久 的 施 設を 有す る場 合は 、 こ の恒 久的 施 設 に帰 せ ら れな い対
価 に つ い て 記 載 して くだ さい 。

10 届 出 書 の 「 ５ 」の 欄に は、 「２ 」 か ら「 ４」 ま で の各 欄 に 記載 した
事 項 の ほ か 、 租 税条 約に 定め る「 １ 」 の規 定の 適 用 を受 け る ため の要
件 を 満 た す 事 情 の詳 細 を 記 載 し てく ださ い 。

 こ の届 出 書 に 記 載さ れ た 事項 その 他 租 税 条 約 の 規 定 の適用 の有 無 を 判
定す るた め に 必 要 な事 項に つい ては 、 別 に 説 明 資 料 を 求める こと が あ り
ます 。

IN STRU CTIONS

Subm iss io n of th e FORM  
 1   Th is fo rm is  to  be  u s ed  by  the Recip ien t  o f  Re mune rat io n  
d er iv ed  from  th e re nde rin g P erson al  Se rvice s p res crib ed i n  
su bparagrap hs 2  o f Art icle  161  o f th e Inc om e Tax La w in  claimin g  
the  re lie f from Jap an ese Incom e Tax under th e p rovis ions of th e  
In come Tax C onven t io n.  
Ins te ad  o f th is  fo rm, Fo rm 12  is  to  be  use d  by the  Re cipien t  o f 

Remune ra ti on  d er iv ed  from  the re nde ring pers on al s erv ice s  
exe rcise d by an  e nte rtain er o r a spo rtsman  p re sc rib ed  i n  
p aragraph  1  o f  Art icl e 3 of  the L aw  con cern i ng  the  Sp ec ia l  
Me as ure s o f the Incom e Tax Law, th e Corporat ion  T ax L aw an d  
the  Local  T ax La w for the  En forc eme nt o f Inc om e Tax  
Conven t ion s i n c laim in g th e re lie f f rom Japanese In come  Tax  
u nd e r the p rov is ions o f  the  In come Tax Conv en tion . 

 2   Th is  form  mus t be  p rep ared  se para te ly  fo r e ach P aye r o f 
Remune ra ti on .  

 3   Th is  fo rm mu s t be subm itted  in  d u plic ate to the P ayer o f 
Remune ra ti on , who h as  to  f ile th e  or ig in al w ith  th e D istr ict 
D ire cto r o f T ax O f f ice  fo r the p lac e wh e re  the P aye r res ides , b y  
the  d ay  befo re  the paymen t o f  th e Remun erat io n  i s mad e.  Th e  
s ame p ro ce du res  mu st  be  fo l lowed  when  the re i s an y  ch ang e i n  
the  s ta temen ts  on  th is  fo rm. 

4  In the  c ase  where  there ex is ts  an ap p lic able conv en tio n  b etwe en  
b oth  coun trie s w i th  p ro vi sions  fo r an  e n t ity that i s t re ate d  
d if fe ren t ly fo r tax pu rpo se s, th e ne xt po in t shou ld  b e no te d.  
In  the case  o f in come tha t is  rece iv ed  b y a fo re ign  c om pan y  

wh o se  membe r i s tr eated  as  a  taxab le  pers on  i n  the  Con tract in g  
S tate o ther th an  Jap an  th e Inc om e T ax C onv en t ion is  app li cab le  
o nl y to members  that are  re side nts  o f th e C ontrac ti ng State (to  
th e e xtent  that such  in come is  a  b en e fi t o f the mem be rs) . Fo rei gn  
compan ie s that  fal l u nd er th is catego ry  s ho u ld  a ttach  the  
fol low ing docume nts  to  th is  fo rm : 
①  Documents  sh ow ing that  the mem be r of  th e  fo reig n com pan y  
men tioned  in  2 i s  tre ated  as  a ta xab le p erso n i n  th e  
Contract ing  S tate. 

②  "L is t  o f the Me mbers  o f th e Fore ig n C ompany (Fo rm  16 )"  
③  Documents  s how ing  th at  the mem be r to  wh om  the Inc ome Tax  
Conv en t ion is  ap p lic ab le i s  a member o f  the  f ore ig n comp any .

④  The  re si de ncy cert i fic at ion  fo r shareho ld e rs of com pe te n t 
autho r ity in  the  o the r cou ntry . 
A lso  attach  "Attac hm en t Fo rm fo r L im itat ion on  Benef it s  

A rtic le (Fo rm  17 )"(i nclu d ing at ta chm en t) c om p leted  fo r e ach  o f 
th e memb ers  des cr ib e d in  ③ . 
5   T o qual if y fo r ex emp tion  from Japanese Income Tax under the  
p rov is ion s o f c erta in  Ta x Co nv en t ions w i th re spect to  th e  
Remune ra ti on  derive d from the ac tivi t ies  wh ich  a re  ex ercise d  
p ursu an t to  a spe cia l p rog ram betwe en  the  Gove rnm en ts o f th e  
two Contrac ting S tates  an d  /  o r wh ich  are  s up po rte d  
su bs tan t i ally  by  the pub lic  funds  o f the  G ov ernment or  th e lik e,  
th is fo rm mu st b e acc omp an i ed  by  su pp ort in g d o cuments to  th e  
ef fe cts stated  ab o ve . 

 6   A n  A ge n t o ther than  the Tax A gen t m ust at tach  a powe r o f 
atto rney  to gether w ith its  Jap an ese  tran s lat ion . 

Com ple tio n of th e FO RM 
 7   A pp lic ab le bl ocks  m us t be c he cke d.  
 8   T he  Taxp ay er Id en tif ic ation Numbe r is  a number, c ode  or  
s ymbo l wh i ch  is  u sed  fo r f il ing  o f retu rn and paym en t o f du e  
amoun t and  o ther p rocedu res  re gard ing  tax, and  whi ch  id e nt i fie s  
a  p er so n  wh o mu st take  su ch  p roced ure s . If  a sy stem o f T axpaye r 
Id ent if icat ion  Num be r doe s n ot  ex ist  in  the  co un try where  th e  
rec ip ien t  re side s,  o r if  the  rec ip ie nt  o f  the  paym ent doe s no t
h ave a Taxp ay er Id en tif ic at ion  Numb er, it  is  n ot  nec es sa ry  to  
enter the Taxp aye r Identif ic ation Numbe r.  

 9   En ter into  co lumn  4  Remun eratio n  wh i ch  is  n o t at tribu ted  to  a  
p ermanent es tab lis hment in  Jap an  o f the Rec ip ien t  (su ch  
Remune ra ti on  as are not  ac coun ted  fo r i n the  b oo k s  o f th e  
p ermanent e stab li shmen t) . 

 10   En ter in to  co lumn  5 the de tail s o f co nd i t io ns  p re sc r ibed  in  
the  relev an t p rov is io ns  o f th e  Con ven t io n . 

If  ne ce ss ary,  the  ap p lic an t may  b e re qu e sted  to  f u rn i sh  fu rthe r 
in fo rmati on  in o rder to  d ec ide wheth er re lief  un der the Convent io n  
sh oul d be  gran ted  o r n o t. 

 様  式  ６

FORM 



改 正 後 改 正 前 

（257 租税条約に関する届出書（自由職業者・芸能人・運動家・短期滞在者の報酬・給与に対する所得税及び復興特
別所得税の免除）） 

（257 租税条約に関する届出書（自由職業者・芸能人・運動家・短期滞在者の報酬・給与に対する所得税の免除）） 

租 税  条 約 に  関 す る 届 出 書 

APPL ICATION FORM FOR INCOME T AX  CONVENT ION  

この 届出 書の 記 載に 当 た っ て は 、 別紙 の注 意 事 項 を 参照 し て く だ さ い 。  
See  separate i n struct ion s.

       税 務 署長 殿  
To  the D is tr ict  D irec tor, T ax O ff ice  
１  適 用 を 受 け る 租 税条 約 に 関 す る 事 項 ；

App lic ab le I ncome  Ta x Conventi on
日 本 国 と                         と の間 の 租 税 条 約 第   条第   項    
The  Income Tax Con ven t io n be tween  J apa n and                            ,Artic le     ,para.

２  報 酬 ・ 給 与 の 支 払を 受 け る 者 に 関 す る 事 項 ；  

De tail s of  Rec ip ie nt o f  Salary  o r Rem une ra ti on  

氏 名  
Fu ll nam e

住 所  

Dom icil e

（ 電 話番 号  Te le ph o ne Number）

日 本 国 内 に お け る 居 所  

Re side nc e i n Japan

（ 電 話番 号  Te le ph o ne Number）

（ 国  籍  N atio nali ty）   （ 入 国 年 月 日  D ate o f Ent ry）  （ 在 留 期 間  Autho rized  P eriod  o f  S tay）   （在 留 資格  Statu s of Re side nc e）  

下 記 「４ 」 の 報 酬 ・ 給 与 に つ き 居 住 者 と し て 課 税 さ
れ る 国及 び納 税地(注 ６ ) 
C ountr y where  the  rec ip ie nt is taxab le  as  res iden t 
on  Sa lary  or Rem un e rat ion men tion ed  in  4  bel ow  
and  the p la ce where  he is to  pay  tax ( No te6 )

(納税者 番 号  T axp aye r Ide n tif icat ion  N umber)

自 由 職 業 者 、 芸 能人 又 は 運 動 家 の 場 合
（ 短 期 滞 在 者 に 該 当 す る 者 を 除
く 。 ） ： 日 本 国 内の 恒 久 的 施 設 又 は 固
定 的 施 設 の状 況  
In cas e o f Pro fessiona ls,  En te rta in ers  
or Spo rtsm en  (o the r than Tem porary  
V is itor s) :  P erman en t e stabl ishment
or fi xed  b as e i n Japan  

□ 有 (Ye s)   ,  □ 無 (No )
If  “Ye s” ,e xp lai n:

名 称  
Name

所 在 地  
Address

（ 電 話番 号  Te le ph o ne Number）

事業の 内容 
De tail s o f  
Busine ss

短 期 滞在 者 の 場 合 ： 以 前 に 日 本国 に 滞 在 し た こ と の
有 無 及び 在 留 し た こ と の あ る 場合 に は そ の 入 出 国 年
月 日 等
In  case o f Tempor ary V i si to rs : P articu l ars on  
p rev io us  s tay 
□ 有 (Ye s)  ,  □ 無 (No ) If  “Y es”, exp la in : 

 （ 以 前 の 入国 年月 日）      （ 以 前 の出 国 年 月 日 ）      （ 以 前 の 在 留 資 格 ）  

Date o f P rev ious  En try     Date of  P re v ious  De par tu re   Pre vi ou s  Statu s  R es idence  

３  報 酬 ・ 給 与 の 支 払者 に 関 す る 事 項 ；
De tail s of  Pa yer o f  S al ary o r Remune rat io n 

氏 名 又 は 名 称  
Fu ll nam e

住 所 （居 所） 又は本 店 （ 主 た る 事 務所 ）の 所在 地  

Domicile (res idence ) o r P lac e of  he ad o f fice (m ain  
o ff ice )

（ 電 話番 号  Te le ph o ne Number）

日 本国 内の 恒 久 的 施 設 又 は
固 定 的 施 設 の 状 況  
P erm ane nt establishm en t
o r f ix ed  base  in  J ap an
□ 有 (Y es )  ,  □ 無 ( No )
If “Ye s”,e xp la in :

名 称  
N am e

（ 事 業 の 内 容  De tai ls  o f Busine ss）

所 在 地  
Addre s s

（ 電 話番 号  Te le ph o ne Number）

４  上 記 「 ３ 」 の 支 払者 から 支払 を受 け る 報 酬 ・給 与で 「１」 の 租 税 条 約 の 規 定 の 適 用 を 受 けるも のに 関 す る 事 項 （ 注 ７ ） ；
De tail s of  Sa lary  o r Rem uner at io n rece ive d  from the  Pa yer to  wh i ch the  Con ven t ion  me nt ione d in 1  abov e i s app l icab le  (No te 7 ) 

提 供 す る 役 務 の 概 要
De sc rip tio n o f 
Serv ices pe rfo rme d

役 務 提 供 期 間
P erio d o f Se rvices  
perfo rm ed  

報 酬 ・ 給 与 の 支 払 期 日

Due Date fo r P ayme n t

報 酬 ・ 給 与 の 支 払 方 法
M eth od  o f P aym ent of  
S alary, e tc. 

報 酬 ・給 与の 金額 及 び 月 額 ・ 年 額の 区 分
Amoun t o f Salary , e tc . 
(p er month , y ear)  

５  上 記 「 ３ 」 の 支 払者 以外 の者 から 日 本 国 内 に お ける 勤務又 は 人 的 役 務 の 提供 に関 して 支払を 受 け る 報 酬 ・ 給 与 に関 する 事 項 （注 ８ ） ；
Others  Sa la r ies  o r R emune ratio n pa id  by P ers ons  o the r than 3 abov e fo r Pe rso na l S e rvic es  p er form ed in  J apan (N ote 8)  

 様  式  ７

FORM  ( )税 務 署 整 理 欄

F o r  o f fici al u se on ly

適 用 ； 有、 無

払
者 受

付
支     印

務
署 受

付
税     印

自由職 業者 ・芸能人・運動家 ・短 期滞在者の 報酬 ・給与 に対 する所 得税 及び

復興特別所得税の免除
Re lief  f rom  J ap a n es e  In c ome  T ax  an d  Sp e cia l In c om e  T ax  fo r R e con st ru c t ion  on  

In com e  E arn ed  b y  Pro fes s ion a ls ,  E n ter ta in er s, Sp o r tsm e n , o r Te mpora r y V is ito r s  

租 税  条 約 に  関 す る 届 出 書 

APPL ICATION FORM  FOR INCOME T AX  CONVENT ION  

この 届出 書の 記 載に 当 た っ て は 、 別 紙 の 注意 事項 を参照 し て く だ さ い 。  
See  s eparate i n stru ct io ns.

       税 務 署長 殿  
To the D is tr ict  D i rec to r, T ax O ff ice  
１  適用 を 受 け る 租 税条 約 に 関す る 事 項 ；

App lic ab le I ncome  Ta x Con vent ion
日本 国 と                         との間 の租 税 条 約 第   条第   項    
The  Income Tax Con v en t io n be tween  J apa n and                             ,Artic le     ,para.

２  報酬 ・ 給 与 の 支 払を 受 け る者 に関 す る 事 項 ；  

De tail s o f  Rec ip ie nt o f  Sa lary  o r Rem une ra tion  

氏 名  
Fu ll nam e

住 所  

Domicile

（ 電 話番 号  Te le pho ne Number）

日 本 国 内 に お け る 居 所  

Re si de nc e i n Japan

（ 電 話番 号  Te le pho ne Number）

（ 国  籍  N atio na li ty）   （入 国 年 月 日  D ate o f Ent ry）  （在 留期 間  Auth orized  P eri od o f S tay）   （ 在留 資格  Statu s of Re side nc e）  

下 記 「 ４ 」 の 報 酬 ・ 給 与 に つ き 居 住 者と し て 課 税 さ
れ る 国 及 び 納 税 地(注 ６ ) 
C ountr y where  the  rec ip ie nt is taxab le  as  res iden t  
on  Sa lary  or Rem un e ration men t io ned  in 4 b el ow  
and  th e p la ce where  he i s to  p ay  tax ( No te6 )

(納税者 番 号  T axpaye r Ide n t if icat ion  N umber)

自 由 職業 者 、芸 能 人 又 は 運 動 家 の 場 合
（ 短 期 滞 在 者 に 該 当 す る 者 を 除
く 。 ）： 日 本国 内 の 恒 久 的 施 設 又 は 固
定 的 施 設 の状 況  
In cas e o f Pro fessi on als,  E nte rta in ers  
or Spo rtsm en (o the r than Tem po rary  
V is itor s) :  P ermanen t establis hmen t
or fi xed  base i n Japan  

□ 有 (Ye s)   ,  □ 無 (No )
If  “ Ye s” ,e xp lai n:

名 称  
Name

所 在 地  
Add ress

（ 電 話番 号  Te le pho ne Number）

事業の 内容 
De ta il s o f  
Busi ne ss

短 期 滞 在 者 の 場 合 ： 以 前 に 日 本 国 に 滞在 し た こ と の
有 無 及 び 在 留 し た こ と のあ る 場 合 に はそ の 入 出 国 年
月 日 等
In  case o f Tempor ary V i sito rs : P articu l ars on  
p rev ious  s tay 
□ 有 (Ye s)  ,  □ 無 (N o ) I f “Y es”, exp la in : 

 （ 以 前 の 入 国 年 月日）      （ 以 前 の 出 国 年 月 日 ）      （ 以 前 の 在 留 資 格 ）  

Date o f P rev ious  En try     Date of P re v ious  Dep ar tu re   Pre vi ou s  S tatu s  Res idence  

３  報酬 ・ 給 与 の 支 払者 に関 する 事項 ；
De tail s o f  Pa yer o f  S al ary or Remune ratio n  

氏 名 又 は 名 称  
Fu ll nam e

住 所 （ 居 所 ） 又 は本店 （ 主 た る 事 務 所 ） の 所在 地  

Domicil e (res id ence ) o r P lac e of  he ad o f fice (m ain  
o ff ice )

（ 電 話番 号  Te le pho ne Number）

日 本 国 内 の 恒 久的 施 設 又 は
固 定 的 施 設 の 状 況  
P erm anent estab lishment
o r f ix ed  base  in  J apan
□ 有 (Y es )  ,  □ 無 ( No )
If “Ye s” ,e xp lain :

名 称  
N am e

（ 事 業 の 内 容  De tai ls  o f Busine ss）

所 在 地  
Addre ss

（ 電 話番 号  Te le pho ne Number）

４  上記 「 ３ 」 の 支 払者 か ら 支 払 を受 け る 報 酬 ・ 給 与 で 「１ 」の 租税 条約 の規 定 の 適 用 を 受 けるも のに 関す る 事 項 （ 注 ７ ） ；
De tail s o f  Salary  o r Rem uner at ion rece ive d  from the  Pa yer to  wh i ch the  Conven t ion  me nt i one d in 1  abov e i s app l icab le  (N o te 7 ) 

提 供 す る 役 務 の 概 要
Desc r ip tio n  o f 
Serv ice s pe rfo rme d

役 務 提 供 期 間
P erio d  o f Se rvices  
p er fo rm ed  

報 酬 ・ 給 与 の 支 払 期 日

Due Date fo r P aymen t

報 酬 ・ 給 与 の 支 払 方 法
M eth od  o f P aym en t of  
S al ary, e tc. 

報 酬 ・給 与の 金額 及び 月 額 ・ 年 額の 区 分
Amoun t o f  S alary , e tc . 
(p er month , y ear)  

５  上記 「 ３ 」 の 支 払者 以 外 の 者 から 日 本 国 内 に お け る 勤務 又は 人的 役務 の 提 供 に 関 して 支払を受 ける 報 酬 ・ 給 与 に 関 す る 事 項（注 ８） ；
Others  Sa la ries  o r Remune ratio n  pa id  b y P ers ons  o the r th an 3 abov e fo r Pe rso n al S e rvic es  perform ed  in  J ap an (N ote 8)  

 様  式  ７

FORM  ( )税 務 署 整 理 欄

Fo r  o f f ici al u s e on ly

適 用 ； 有 、 無

払
者 受

付
支     印

務
署 受

付
税     印

自由職業者・芸能人・運動家・短期滞在者の報酬・給与に対する所得税の免除

Re lie f from  J ap a ne se  In com e  T a x on  In c ome  E a rne d  b y  P ro f ess io na ls ,   

E n te r ta in e r s , Sp o r tsm e n ,  o r  Te mp ora ry  V is ito rs  



改 正 後 改 正 前 

（257 租税条約に関する届出書（自由職業者・芸能人・運動家・短期滞在者の報酬・給与に対する所得税及び復興特
別所得税の免除）） 

（257 租税条約に関する届出書（自由職業者・芸能人・運動家・短期滞在者の報酬・給与に対する所得税の免除）） 

６ そ の他 参考となるべき 事項（注９）；
Others (No te 9) 

○  代 理人 に関する事項  ；  この届出書を代 理人 によって 提出す る場合には、 次の欄に記載してください 。
Detai ls o f the Ag en t ；  If th is fo rm i s p re pare d and  submitted by the  Agent, f i ll out the  fol lowing co lumns.

代 理 人 の 資 格

Capa city o f Agent 
in Japan

氏 名 （ 名 称 ）
Ful l name

納 税管 理 人の届 出 をした 税務署名

Name  of  the T ax Offic e where 
the T ax Ag ent is  reg iste red

□ 納税管理人 ※
Tax Agent

□ その他 の代理人
Other Ag ent

住所 （居 所・ 所在 地）
Domic ile  (Residence 
or lo cat ion)

(電話番号 Te lephone  Number)  

税務署
Tax  Of fi ce

○  適 用を 受ける租税条約が特典条項を有す る租税条約である場合 ； 
If the  app lic able convention has a rticle  of lim itation  on bene f its 

特典条項 に関する付表の 添付   □有 Yes 
□添付省略 Attachment not required 
(特典条項に関する付 表を添付して提出した租税条約に関する 届出書の提出日      年    月     日 ) 

 私は 、こ の届出書の「４」に記載 した報酬・給与が「１」に掲 げる租
税条約 の規 定の適用を受けるものであることを 、「租税条約の実 施に伴
う所得 税法 、法人税法及び地方税法 の特例等に関する法律の施行 に関す
る 省令」の規定により届け 出 るとともに、この届出書 (及び 付表 )の記 載
事項が 正確 かつ完全であることを宣言します。

        年     月     日
D ate

     報酬・給与の支払を受ける者
Sig nature of  the Recipient of Salary or Remunerat ion

In  a ccordanc e w ith the  prov is ions o f the M in isteri al Ordinance for 
the  Im pleme nta tion of the Law conce rn ing the Special Measu res o f 
the  Income  Tax Law, the  C orporation  T ax Law and  the Local Ta x 
Law for the Enfo rcement o f Income Tax Conven tions, I hereby  
submi t th is app lic ation form under the bel ief that the prov is ions of 
the  Incom e Ta x C onvention m entioned in  1 above is appli cab le  to 
Salary  etc. , menti oned in  4 abov e and  also hereby de clare that the  
statement on th is  fo rm ( and attachment form) is co rre ct and 
comple te to  the  best of m y know ledge  and be li ef.  

※  「 納税 管理 人 」 とは 、 日本 国の 国税 に 関 する 申告 、 申 請 、請
求、 届 出、納付等の事項 を処理させ るた め、国 税通則法の規定に
より 選 任し、かつ、日本 国における納税 地の所 轄税務署長に届出
をし た代理人をいいます。

※  “Tax Agent”  means  a per son who i s appointe d by the  
tax pay er and is  registere d at the Dis tric t Di re ctor of Ta x 
O ff ice  fo r the p lace  whe re the  taxpayer is to pay h is  tax , in 
order to have such  agen t take  necessa ry  procedures  
c once rn ing the J apa ne se  national tax es,  such as fi ling a 
re turn , appl ic ations, claims, payment of  tax es , e tc., under the  
provisions of the Gene ral Law for National Taxe s. 

"A ttachment Form  for  
Lim itation on  Benef its  
Artic le" attached Date of prev ious submission of  the app lica tion for income  tax  

conven tion with the "Attachme nt Form fo r L im itat ion on  Benefits  
A rticle"

６  その他参考となる べき 事項 （注９）；
Others  (Note  9)  

○  代理人に関する事 項 ； この届出書を代理人 によって提出 する場合には、次の欄に 記載してください。
Details  of  the Agent ；  If  thi s form is prepared and submi tte d by  the Agent, f il l out the fo llowing  co lumns.

代 理 人 の 資 格
Capac ity of Agent 
in Japa n

氏 名 （ 名 称 ）
Full name

納 税管理人 の届出をし た税務 署 名
Name o f the Tax  Offi ce where 
the Tax Agent i s re gistere d

□  納税管理人 ※
Tax Agent

□  その他の代理人
Other Agent

住 所（ 居所 ・ 所在 地）
Domicile (Re sidence  
or loca tion)

(電話番号 Telephone Number)  

税務署
Tax Office

○  適用を受ける租税 条約 が特典条項を有する租税 条約である場合；  
If the appl icab le  conv en tion ha s a rti cle  of  l imi tation  on benef its  

特典条項に関する付 表の 添付   □有 Yes 
□添付省略  Attachment not required 
(特典条項に関する 付表を添付して提出した租 税条約に関する届出書の提出日      年     月     日 ) 

 私は 、この届出書の 「４ 」に記載し た報 酬・給与が「１」に掲 げる租
税条約 の規定の適用を 受け るものであることを、「租税条約等の 実施に
伴う所得税法、法人税 法及 び地方税法 の特 例等に関する法律の施 行に関
する省令」及び「復興 特別 所得税に関 する 省令」の規定により届 け出る
とと もに、 この 届出 書 (及び付表 )の 記載事項が 正確 かつ完全であること
を宣言 します 。

        年     月     日
D ate

     報酬・給与 の支払を受ける 者
Signatur e of the Recip ient o f  Salary  or Remunerat ion

In  ac cor da nce  w ith the  prov is ions  of the  Min iste ria l O rd inanc e  for the  
Imp lementa tio n o f t he  L aw  conc er n in g the Spec ial Mea su re s o f the  In come  
Ta x La w,  the  Cor por at ion  Tax  L aw  and the Loca l Tax  La w fo r  the  
En forc ement  of Inc ome  Tax  Conve ntions  a nd the  M in is te ria l O rd ina nce  
conc e rn ing  Specia l In com e Ta x fo r  Re const ruc tion , I  h er eby  subm it th is  
applic ation fo rm  unde r the  be lief th a t t he  p rov isions of the  I n come  Tax  
Conve n tion mentioned in  1 a bo ve  is  app l ic able  to  Sa lar y e tc.,  men tioned in  
4 abov e a nd  a lso  her e by  decla re  tha t the  st ateme nt on  th is  for m (and  
at tac hment  f o rm)  is  co r re ct  a nd c omple te to  the  best  o f  m y knowledge  and  
belie f.  

※  「納 税管 理人 」と は、 日本 国 の 国税に 関 す る 申告、 申請 、請
求、 届出、納付 等の事項を処理させる ため、国税通則法の規 定に
より 選任し、か つ、日本国における納税地の所轄税務署長に 届出
をし た代理人をいいます。

※ “Tax Agent” means a pe rson who i s appointed  by the 
taxpaye r and is reg iste red at the District Direc tor of  T ax 
Office for the  place where the  taxpayer is to  pay  hi s tax, in 
o rde r to have  such  agent take  nece ssary proce dures 
conce rning the Japanese  nationa l taxes, such  as f ili ng  a 
re turn, app li cations, claims, payment of  taxe s, etc. , unde r the 
p rovi sions of  the General Law fo r National  T axes. 

"A ttachment Form for 
Lim itation on Bene fits  
Article" attached Date of  pre vious submission o f the app li cat ion fo r income  tax  

convention w ith the "Attachment Form fo r Limi tat ion on Benef its 
Article "



改 正 後 改 正 前 

（257 租税条約に関する届出書（自由職業者・芸能人・運動家・短期滞在者の報酬・給与に対する所得税及び復興特
別所得税の免除）） 

（257 租税条約に関する届出書（自由職業者・芸能人・運動家・短期滞在者の報酬・給与に対する所得税の免除）） 

｢租税条約に関する届出書(自由職業者･芸能人･運動家･短期滞在者の報酬･給与に対する所得税及び復興
特別所得税の免除)｣に関する注意事項
INSTRUCTIONS FOR “APPLICATION FORM FOR R ELIEF FROM JAPANESE INCOME TAX AND SPECIAL INCOME TAX FOR 
RECONSTRUCTION ON INCOME EARNED BY PROFESSIONALS, ENTERTAINERS, SPORTSMEN, OR TEMPORARY VISITORS” 

注 意 事 項

届出書の提出について
１ この届出書は、自由職業者、芸能人若しくは運動家又は日本国内に

おける滞在 が年間若しくは 継続する 12月の 期間中 183日若し くはそれ
より短い租税条約に定める一定の期間を超えない者（以下「短期滞在
者」といい ます。）が支払 を受ける所得税 法第 161条第８号 イに掲げ
る報酬又は給与に係る日本国の所得税及び復興特別所得税の源泉徴収
税額について租税条約の規定に基づく免除を受けようとする場合に使
用します。

２ この届出書は、報酬又は給与の支払者ごとに作成してください。

３ この届出 書は 、正副 ２通を 作成し て報酬 又は給 与の支 払者に 提出
し、その支払者は、正本を、最初にその報酬又は給与の支払をする日
の前日までにその支払者の所轄税務署長に提出してください。この届
出書の提出後その記載事項に異動が生じた場合も同様です。

４ 報酬を受ける者の役務が政府間の特別の計画に基づいて行われるこ
と又は政府の公的資金等から全面的若しくは実質的に援助を受けて行
われることを要件とする租税の免除を定める租税条約の適用を受ける
場合 には、 そのこ とを証 明する 書類を この 届出書 に添付 してく ださ
い。

届出書の記載について
５ 届出書の□欄には、該当する項目についてレ印を付してください。

６ 納税者番号とは、租税の申告、納付その他の手続を行うために用い
る番号､記 号その他の符号 でその手続をす べき者を特定す ることがで
きるものをいいます。支払を受ける者の居住地である国に納税者番号
に関する制度が存在しない場合や支払を受ける者が納税者番号を有し
ない場合には納税者番号を記載する必要はありません｡

７ 届出書の「４」の各欄には、次により記載してください。
(1) 自由職業者、 芸能人又は運 動家（それぞ れ (2)の短期滞在 者に該当
する 者を除く。）とし ての 報酬については、その 自由職業者、芸能
人又 は運動家が日本国 内に 恒久的施設又は固定的 施設を有する場合
に は、 これ らの 施設 に 帰せら れ ない 報酬 につ いて 記載 して く ださ
い。

(2) 短 期滞在者としての 報酬又は給与について は、その報酬又は給与
の支 払者が日本国内に 恒久 的施設又は固定的施設 を有している場合
には 、これらの施設が 負担 しない報酬又は給与（ これらの施設の利
得の計算上控除されないもの）について記載してください。

８ 届出書の「５」の欄には、短期滞在者又は当該報酬につき一定の金
額を超えないことを要件とする租税の免除を定める租税条約の適用を
受ける自由職業者、芸能人若しくは運動家の場合に、報酬又は給与の
支払者の氏名（名称）、住所（所在地）及び提供する役務の概要、報
酬又は給与の金額等を「４」の各欄に準じて記載してください。

９ 届出書の「６」の欄には、「２」から「５」までの各欄に記載した
事項のほか、租税条約に定める「１」の規定の適用を受けるための要
件を満たす事情の詳細を記載してください。

 この届出書に記載された事項その他租税条約の規定の適用の有無を判
定するために必要な事項については、別に説明資料を求めることがあり
ます。

INSTRUCTIONS

Submiss ion of the FORM 
 1  This form is to be used by the Professionals, Enterta iners, 
Sportsmen or Temporary  Visitors * in c laim ing the re lie f from 
Japanese Income  Tax  and Spec ial Income Tax for Reconstruction
on Salary or Remuneration provided in subpa ragraph 8 (a) of 
Article 161 of the Income Tax  Law under the provisions of the 
Income Tax C onvention.  

  *  “Temporary  Visitors”  means a non-resident of Japan who 
stays in Japan for the period not exceeding the certa in period 
prescribed in the  Convention (183 days or le ss in a ca lendar 
year or in any consecutiv e twe lve-month period) . 

 2  Th is  form must be prepared separately for each Payer of 
Salary, e tc . 

 3  This  form must be subm itted in duplicate to the Payer of 
Salary, e tc ., who has to fi le the  orig inal  with the District Director 
of Tax Office for the  place where the Paye r resides,  by  the day  
before the payment of the Salary , etc., is made.  T he  same 
procedures m ust be followed when there  is any change in the 
statements on this form. 

 4  To qual ify for exemption from Japanese Income Tax under the  
prov isions of certain T ax Conventions with respec t to the 
Remunera tion derived from the activ ities which are e xer cised 
pursuant to a special program be tween the  Governments of the  
two Contrac ting States and / or which are supported 
substantially  by the public funds of the Government or the like, 
this form must be accompanied by  supporting documents  to the  
effects stated above . 
Completion of the FORM 
 5  Applic able blocks must be checked. 

 6  The  Taxpayer I denti fication Number is a number,  code or 
symbol which is used for f il ing of re turn and payment of due 
amount and other procedures rega rding tax,  and which identi f ies 
a person who must take such procedures. If a system of Taxpayer 
Identification Number does not ex ist in the country whe re the 
recip ient re sides,  or if the recipient of the payment does not have 
a Taxpayer Identi fication Number,  it is not nece ssary to enter 
the Taxpayer Identi fication Number. 

 7  Enter into column 4 the fo l lowing types of  income: 
  (1)  For Remuneration derived by a Professional, Entertainers or 

Sportsmen, (other than Temporary  Visitors) describe such 
Remuneration as shall  not be  attributed to a permanent 
establishment or a f ixed base in Japan of the Recip ient ( such 
Remuneration as not accounted for in the books of the  
pe rmanent establishment or a fixed base) .  

  (2)  Ｆor Sal ary e tc., derived by a Tempora ry V isitors, describe  
such Salary  etc., as wi ll  not be borne by a permanent 
establishment or a f ixed base  in Japan of the employer of such 
Visi tor (e. g. Salary  e tc., which is  not deducted as expenses for 
the calculation o f profi t o f such permanent establishment or a 
f ixed base). 

 8  Column 5 must be f illed out in the  same way as for column 4,  if 
the Recipient i s a Temporary Visitors or other pe rson who claims 
the rel ie f from the J apanese  Income Tax on such Remuneration
under the  provisions of the  Convention. (The amount o f such 
Remunera tion must be  wi thin the  l imit of the  provisions of the 
Convention.) 

9  Enter into column 6 the detai ls of conditions prescribed in the 
relevant provi sions of the Convention.  

  If nece ssary, the  applicant may be requested to furnish further 
information in order to decide whether rel ief  under the  Convention 
should be  granted or not. 

 様  式  ７

FORM 

｢租税条約に関する届出書(自由職業者･芸能人･運動家･短期滞在者の報酬･給与に対する所得税の免除)｣
に関する注意事項

INSTRUCTIONS FOR  “APPLICATION FORM FOR RELIEF FROM JAPANESE INCOME TAX ON 
INCOME EARNED BY PROFESSIONALS, ENTERTAINERS, SPORTSMEN, OR TEMPORARY VISITORS” 

注 意 事 項

届出書の提出について
１ この届出書は、自由職業者、芸能人若しくは運動家又は日本国内に

おける滞在が年間若 しくは継続する 12月の期間 中 183日若しくはそれ
より短い租税条約に定める一定の期間を超えない者（以下「短期滞在
者」といいます。） が支払を受ける所得税法第 161条第８号イに掲げ
る報酬又は給与に係る日本国の所得税の源泉徴収税額について租税条
約の規定に基づく免除を受けようとする場合に使用します。

２ この届出書は、報酬又は給与の支払者ごとに作成してください。

３ こ の届出 書は、正 副２通を 作成し て報酬又 は給与の 支払者 に提出
し、その支払者は、正本を、最初にその報酬又は給与の支払をする日
の前日までにその支払者の所轄税務署長に提出してください。この届
出書の提出後その記載事項に異動が生じた場合も同様です。

４ 報酬を受ける者の役務が政府間の特別の計画に基づいて行われるこ
と又は政府の公的資金等から全面的若しくは実質的に援助を受けて行
われることを要件とする租税の免除を定める租税条約の適用を受ける
場合に は、そ のことを 証明す る書類を この届 出書に添 付して くださ
い。

届出書の記載について
５ 届出書の□欄には、該当する項目についてレ印を付してください。

６ 納税者番号とは、租税の申告、納付その他の手続を行うために用い
る番号､記号その他の 符号でその手続をすべ き者を特定することがで
きるものをいいます。支払を受ける者の居住地である国に納税者番号
に関する制度が存在しない場合や支払を受ける者が納税者番号を有し
ない場合には納税者番号を記載する必要はありません｡

７ 届出書の「４」の各欄には、次により記載してください。
(1) 自由職業者、芸能人又は 運動家（それぞれ (2)の 短期滞在者に該当
する者を 除く。）としての報酬については、その自由職業者、芸能
人又は運 動家が日本国内に恒久的施設又は固定的施設を有する場合
に は、 これ らの施 設に 帰せ られ ない 報酬 につ いて記 載し てく ださ
い。

(2) 短期滞 在者としての報酬又は給与については、その報酬又 は給与
の支払者 が日本国内に恒久的施設又は固定的施設を有している場合
には、こ れらの施設が負担しない報酬又は給与（これらの施設の利
得の計算上控除されないもの）について記載してください。

８ 届出書の「５」の欄には、短期滞在者又は当該報酬につき一定の金
額を超えないことを要件とする租税の免除を定める租税条約の適用を
受ける自由職業者、芸能人若しくは運動家の場合に、報酬又は給与の
支払者の氏名（名称）、住所（所在地）及び提供する役務の概要、報
酬又は給与の金額等を「４」の各欄に準じて記載してください。

９ 届出書の「６」の欄には、「２」から「５」までの各欄に記載した
事項のほか、租税条約に定める「１」の規定の適用を受けるための要
件を満たす事情の詳細を記載してください。

 この届出書に記載された事項その他租税条約の規定の適用の有無を判
定するために必要な事項については、別に説明資料を求めることがあり
ます。

INSTRUCTIONS

Submission  of the  FORM 
 1  This form is to be used by the Professionals, Entertainers, 
Sportsmen or Temporary V is itors * in  claiming the  re lief from 
Japanese Income Tax on Salary  or Remuneration provided in 
subpa ragraph 8 (a) of Article 161 of the Income  Tax Law unde r the 
prov is ions of the Income  Tax Convention.  

  *  “Temporary Visitors”  means a non-re sident of Japan who 
stays in Japan for the  period not exceeding the certain period 
prescribed in the Convention (183 days or less in a c alendar 
year or in  any consecutive twelve-month pe riod) . 

 2  This form must be prepared sepa ra te ly for each Payer of 
Sa lary,  etc.  

 3  This form  must be  submitted in duplicate to the Payer of 
Sa lary,  etc. , who ha s to file  the  orig inal w ith  the District D irec tor 
of Tax Offic e for the place where the  Paye r resides, by  the day 
be fore the payment of the Salary,  e tc., is  made. The same 
procedures must be followed when there is any  change in the 
statements on this form. 

 4  To qualify  for exemption from Japanese  Income Tax under the 
prov is ions of ce rtain T ax Conventions with respect to the 
Remuneration derived from the activ ities which are exercised 
pursuant to a spec ial program be tween the  Governments of the 
two Contracting State s and / or which are supported 
substantially by the public funds of the  Government or the  l ike, 
this form  must be a ccompanied by  supporting documents to the 
effects stated above. 

Completion  o f the FORM 
 5  Appl icable blocks must be checked. 

 6  The Taxpayer Identification Number is a number, code or 
symbol which is used for f il ing of re turn and payment of due 
amount and other procedures regarding  tax, and which identifies  
a person who must take such procedures. If a system of Taxpayer 
Identi fication Number does not ex ist in the country where the 
recipient resides, or i f the recipient of the  payment does not have 
a Taxpayer Identif ication Number, i t is not necessary to enter 
the Taxpayer Identification Number. 

 7  Enter into column 4 the fol lowing types of income : 
   (1)  For R emuneration derived by a Professional, Entertaine rs or 

Sportsmen, (other than Temporary  V is itors) describe  such 
Remuneration as shal l not be  attr ibuted to a permanent 
estab lishment or a fix ed ba se in J apan of the  Recipient (such 
Remuneration as not accounted for in the books o f the 
permanent e stablishment or a fixed base ) . 

   (2)  Ｆor Sa lary e tc., deriv ed by a Temporary Visitors, desc ribe 
such Salary etc. , as w ill  not be borne by a permanent 
estab lishment or a fixed base  in Japan of the employe r of such 
Visitor (e.g . Salary etc., which is  not deducted as expenses for 
the calcul ation of profi t of such permanent e stablishment or a 
fixed ba se) . 

 8  Column 5 must be filled out in the  same way as for column 4, if  
the Recipient is a Temporary Visitors or othe r per son who claims 
the rel ief from the Japanese Income Tax on such Remuneration
under the provisions of the C onvention. (The amount of such 
Remuneration must be w ithin  the  l imit of the pr ov is ions of the 
Convention. ) 

9  Enter into column 6 the detai ls of cond itions prescribed in the 
relevant provisions of the Convention.  

  If necessary, the applicant may  be requested to furnish further 
in formation in order to decide w he ther re lief under the Convention 
should be granted or not. 

 様  式  ７

FORM 



改 正 後 改 正 前 

（258 租税条約に関する届出書（教授等・留学生・事業等の修習者・交付金等の受領者の報酬・交付金
等に対する所得税及び復興特別所得税の免除）） 

（258 租税条約に関する届出書（教授等・留学生・事業等の修習者・交付金等の受領者の報酬・交付金
等に対する所得税の免除）） 

租 税 条 約 に 関 す る 届 出 書 

APPLICATION FORM FOR INCOME TAX CONVENTION 

この届出書の記載に当たって は、 別紙 の注意事項を参照してく ださ い。  
See  separate instructions.

税務 署長殿  
To the D is tr ict Direc tor, Tax O ff ice
１  適用を 受け る租 税条約に関する事項；

App lic ab le I ncome  Ta x Conve ntion
日本国 と                        との間の租税 条約 第  条第   項   
The  Income Tax Conv en tion be tween Japan and                            ,Artic le     ,para.

２  報酬・ 交付 金等 の支払を 受ける者に 関す る事 項；  
Detail s of  Rec ip ient of Remunera tion, etc. 

氏 名  
Full nam e

日 本 国 内 に お け る 住 所 又 は 居 所 

Dom ic ile  or residence  in  J apan

（電話番号  Te le phone Number）

入 国 前 の 住 所 

Domicil e before e ntry  in to Japan

（電話番号  Te le phone Number）

（年齢 Age） （ 国籍  National ity）  （ 入国 年月 日 Date o f Entry）  （在留期間 Authorized P eriod of S ta y）   （在留 資格Statu s of Reside nce）

下記「４ 」の報酬・交 付金等 につ き居住者とし て 課
税される国及び 納税地 (注 ６) 
Countr y where  the  rec ip ie nt is taxab le  as  res ident 
on  Remunera tion ,  etc.,  mentioned in 4 be low and  
the p lace whe re he is to pa y tax (Note  6)

(納税 者番号 Taxpayer Identification Number) 

日 本国 にお い て 教育 若し く は 研
究 を行 い又 は 在 学し 若し く は 訓
練を受ける学校、事業所等  
School o r p lac e of bus iness  in 
J apan where  the Re cip ient 
teaches,  stud ie s or i s trained

名 称  

Nam e

所 在 地  

Address

（電話番号  Te le phone Number）

３  報酬・ 交付 金等 の支払者に関する事 項；
Detail s of  Pa yer o f Remunerat ion , etc.  

氏 名 又 は 名 称 
Full nam e 

住所（居所）又は本店（主たる事務所 ）の 所在 地 
Domicile (residence ) o r P lac e of  he ad o ffi ce (m ain  
off ice ) 

（電話番号  Te le phone Number）

日 本国 内の 恒久的施設 又 は
固定的施 設の状況  
Perm ane nt es ta blishm ent 
or f ix ed  base  in  Japan 
□有 (Y es) ,  □ 無 (No )
If “Ye s”,explain :

名 称  

Name

（事業の内容  De tails  o f Busine ss）

所 在 地  

Address

（電話番号  Te le phone Number）

４  上記「 ３」 の支 払者から支払を受ける報酬・交付金等で「１」の租税条約の 規定 の適 用を受けるものに関する事項；
Detail s of  Rem unera t ion, etc.,  rec eived f rom  the P aye r to which  the Convention m entioned in 1 above is  app lic able 

所 得 の 種 類

Kind of  Income

契 約 期 間

Period  o f Contrac t 

報酬･交付金等の支払期日 

Due Date for Payment 

報酬･交付金等の支払方法 
Method of Payment of 
Rem une rat ions, e tc. 

報酬・交付金等の金額及び月額･年額の区分
Amount of Remunerations, e tc . 

(per month , year).

報酬・交付金等の支 払を 受ける者の資格及び提供する役務の 内容

Status of Recipien t of Remunerat ion, etc.,  and the  
De script ion of Se rv ic es rendered 

５  上記「 ３」 の支 払者以外の者から日本国内における勤務又は人的役務の提供 に関 して 支払を受ける報酬・給料に関する事項（注 ７）；
Other Remuneration , e tc., p aid by  Persons  other  than  3 above  for Per sonal Serv ice s, etc. , perfo rmed in Japan  (No te  7) 

様 式  ８

FORM  ( )税 務 署 整 理 欄

For  offic ia l  use  o nly

適用；有、無

払
者 受

付
支     印

務
署 受

付
税     印

教授等 ・留学生・事 業等の修習者・交付金等の受領者の報酬・交付金等 に

対する所得税及び復興特別所得税の免除

R el ief f rom Jap anese  Income Ta x a nd Sp ecia l Incom e Tax for R ec ons truction on
R emuner ations, Gr ants,  e tc ., Rece iv ed  by Pr of essors, Students,  or Business Ap pr enti ces 

租 税 条 約 に 関 す る 届 出 書 

APPLICATION FORM FOR INCOME TAX CONVENTION 

この届出書の記載に当 たっては、別紙の注意 事項 を参照してください。  
See  separate instruct ions.

税務署長殿  
To the D istr ict Di rec tor, T ax O ff ice
１ 適用を受ける租税条約に関する事項；

Applic able I ncome  Tax Conve ntion
日本国と                         との間の租税条約第   条第   項   
The  Income Tax Convention be tween  J apa n and                            ,Artic le     ,para.

２ 報酬・交付金等の支払を 受け る者に関する事項； 
De tail s of Rec ip ie nt of Remunera tion, etc. 

氏 名 
Full nam e

日 本 国 内 に お け る 住 所 又 は 居 所  

Dom ic ile  or res idence  in  J apan

（電話番号  Te lephone Number）

入 国 前 の 住 所  

Domicile before entry  into  Japan

（電話番号  Te lephone Number）

（年齢  Age） （ 国籍  National ity） （入国年月日  Date o f Entry）  （在留 期間 Authorized  P eriod  o f Sta y）  （在留資格Status of  Re sidenc e）

下記「４ 」の報酬・交 付金等 につ き居住者 とし て課
税される国及び納税地 (注６ ) 
Countr y where  the  rec ip ie nt is taxab le  as res ident 
on Rem unera tion,  etc.,  mentioned  in 4  be low and 
the pla ce where he is to pa y tax (Note  6)

(納税者番号  Taxpayer Identification Number) 

日 本 国 にお いて 教育 若し くは 研
究 を 行 い又 は在 学し 若し くは 訓
練を受 ける 学校 、事業所等  
Schoo l or p lace of bus iness in 
J apan  whe re  the Recip i ent 
te aches,  s tudie s o r i s trained

名 称 

Nam e

所 在 地 

Address

（電話番号  Te lephone Number）

３ 報酬・交付金等の支 払者 に関 する事項；
De tail s of Pa yer o f Remune ration, etc.  

氏 名 又 は 名 称  
Full nam e 

住所（居所）又は本店（主 たる 事務所）の所在地  
Domicile (res idence ) or P lace of  he ad of fice (m ain 
o ff ice) 

（電話番号  Te lephone Number）

日 本国内の恒久的 施設 又 は
固定的施設 の状 況 
Perm anent es ta bl ishm ent 
o r f ix ed base in  J apan 
□有 (Y es ) ,  □無 (No )
If “Ye s”,e xp lain :

名 称 

Nam e

（ 事業 の内 容 De tai ls o f Busine ss）

所 在 地 

Addre ss

（電話番号  Te lephone Number）

４ 上記「３」の支払者から支払を受ける報酬・交付金等で「１ 」の 租税 条約の規定の適用を受けるものに関する事項；
De tail s of Rem unera t ion, etc.,  rec eived from  the Paye r to which the Convention m entione d in  1  above is  applic able 

所 得 の 種 類

Kind  of  Income

契 約 期 間

Period o f Contract 

報酬･交付金等の支払期日 

Due Date fo r Payment 

報酬･交付金等の支払方法 
Method of Paymen t of 
Rem unerat ions, e tc. 

報酬・交付金等の金額及び月額･年額の区分
Amount of Remunerations, e tc . 

(per month, year).

報酬・交付金 等の支払を受ける者の資格及び提供 する 役務の内容

Status of Recip ient o f Remunerat ion , etc.,  and the  
Descript ion  o f Se rv ic es rendered 

５ 上記「３」の支払者以外の者から日本国内における勤務又は 人的 役務 の提供に関して支払を受ける報酬・給料に関する事項（注７）；
Other Remuneration , e tc., paid by  Persons  other  than  3  above  for Per sonal Serv ices, etc. , perfo rmed in Japan  (Note  7) 

様  式  ８

FORM  ( )税 務 署 整 理 欄

For  offic ia l use o nly

適用；有、無

払
者 受

付
支     印

務
署 受

付
税     印

教授等・留学生・事業等の修習者・交付金等の受領者の報酬・交付金等

に対する所得税の免除

Relie f f rom Ja panese Inc om e Ta x on R emuneration s, Gr ants, etc.,   
Received  by Pr of ess ors, Students,  o r B usiness Ap p rentic es 



改 正 後 改 正 前 

（258 租税条約に関する届出書（教授等・留学生・事業等の修習者・交付金等の受領者の報酬・交付金
等に対する所得税及び復興特別所得税の免除）） 

（258 租税条約に関する届出書（教授等・留学生・事業等の修習者・交付金等の受領者の報酬・交付金
等に対する所得税の免除）） 

６ その他参考となるべき 事項（注８） ；
Others  (No te 8 ) 

○ 代理人に関する事項 ；  この届出 書を代理人によって 提出する場合には、 次の 欄に記載してください。
Details  o f the Ag ent ； If th is fo rm is p re pa re d and submitted by the  Agent, f i ll out the  fo llowing  columns.

代 理 人 の 資 格
Capacity  of Agent in 
Japan

氏 名 （ 名 称 ）
Fu ll  name

納 税 管 理 人 の 届 出 を し た 税 務 署 名
Name o f the Tax O ff ice  where  the  
Ta x Agent is registe red

□  納税管理人 ※
Tax Agent

□  その他 の代理人
Other Agent

住 所 （ 居 所 ・ 所 在 地 ）
Domicile (Residence  or 
locat ion )

(電話番号 Tele phone Number)

税務署
Tax  Office

○ 適用を受ける租税条約 が特典条項を 有する租税条約であ る場合；  
If the  applic able conven tion has  a rti cle  o f lim itation  on bene fits 

特典条項に関する付表の添付   □有 Yes 
□添付省略 Attachment not required 
(特典条項に関 する付表を添付して提 出した租税条約に 関する届出書の提出日      年     月    日 ) 

 私は、この届出書の「 ４」に記載 した 報酬・交付金等が 「１」に掲げ
る租税条約の規定の適用 を受けるもので あることを、「租税条約の実 施
に伴う所得税法、法人税 法及び地方税法 の特例等に関する 法律の施行に
関 する省令」の規定 により届 け出るとともに、こ の届 出書 (及び付表 )の
記載事項が正確かつ完全 であることを宣 言します。

        年     月     日
D ate

     報酬・交付金 等の支払を受け る者の署名
Sig nature of the Recipie nt of  Remune ration, etc.

In  a ccordanc e with the  prov is ions of  the M in isteri al Ordinance fo r 
the  Im plementa tion of the Law conce rn ing the Spe cial Me asures o f 
the  Income Tax Law, the  C orporat ion  T ax Law and the Local Ta x 
Law for the En fo rcement of Income Tax Conventions , I hereby  
submi t th is app lic ation form under the  belief that the prov is ions of 
the  Inc om e Ta x C onvention  m entione d in  1 above is app li cab le  to 
Remune ra tion, e tc ., mentioned  in  4  above  and  also here by  de clare  
that the  statement on  this form (and attachment form) is c orre ct 
and  comp lete  to the  bes t of  my  knowledge and be lie f.  

※  「 納税 管理 人 」 とは 、 日本 国 の 国税 に関 する 申告 、 申 請 、請
求、届 出、納付等の 事項 を処理させ るた め、国 税通則法 の規定に
より選 任し、かつ、 日本 国における 納税 地の所 轄税務署 長に届出
をした代理人をい います。

※ “Tax Agent” means  a person who is appointe d by the  
taxpay er and is  registere d at the Distric t Dire ctor of Ta x 
O ffice  for the p lace  where the  taxpayer is to  pay h is tax , in  
order to  have such ag ent take  nec essa ry  p rocedures  
c once rning the J apa ne se  national taxes,  such  as fi ling a 
re turn , appl ic ations, claims, payme nt of  tax es, e tc., under the  
provi sions of the General Law for National Taxe s. 

"A ttachment Form  for  
Lim itation on Benefits  
Artic le" attached Date  o f prev ious submiss ion o f the appl ic at ion for income  tax  

convention wi th  the "Attachment Form fo r Lim itat ion on Benef its  
Artic le"

６  その他参考 となるべき事項（注８ ）；
Others (Note  8)  

○  代理人に関 する事項  ； この届 出書 を代理人によって提出する場合には、 次の欄に記載し てく ださい。
Detail s o f  the  Agen t ； If thi s form is prepared and submi tte d by  the  Agent, fil l ou t the fo ll owing columns.

代 理 人 の 資 格
Capacity of Agent in 
Japan

氏 名 （ 名 称 ）
Full  n ame

納 税 管 理 人 の 届 出 を し た 税 務 署 名
Name  of the T ax Of fice where  the 
Ta x Agent is regis tered

□  納税管 理人  ※
Tax Agent

□  その他 の代理人
Other Agent

住 所 （ 居 所 ・ 所 在 地 ）
Domicil e (Residence or 
loc ation)

(電話番号 Te lephone Number)

税務署
Tax Office

○  適用を受け る租税条約が特典条項を有 する租税条約である場合； 
If the app l icab le  conv ention ha s a rt icle  of l imitat ion on benefits 

特典条項に関 する付表の添付   □ 有Yes 
□添 付省略  Attachment not required 
(特典条項に関する付表を添付して提出した租税条約 に関する届出書の提出 日     年     月    日 ) 

 私は、この届出書の「４」に記載した報酬・交付金等が 「１」に掲げ
る租税条約の規定の適用を受けるもの であ ることを 、「租 税条約等の実
施に伴う所得税法、法人税法及び地方 税法 の特例等に関す る法律の施行
に関する省令」及び「復興特別所得税に関する省令」の規 定により届け
出る とともに、こ の届出書 (及び付表 )の記 載事項が 正確か つ完全である
ことを宣言します。

        年     月     日
D ate

     報酬・交付金等の支払を受 ける 者の署名
Signatur e o f the Recipient o f Rem unera tion, e tc.

I n ac co rda nce  with the  prov is ions of the  Min iste ria l O rd inance  for the  
Imp leme nta tio n  o f t he  La w conc er n ing the Spe c ial Mea su re s o f th e  In come  
Ta x L aw,  the  Corpo r at ion  Tax  La w and the L oca l Tax  L aw  for  the  
Enfo rc ement  o f Inc ome  Tax  Conven tions a nd the  M in iste ria l O rd ina nce  
conc e rn ing  Specia l I ncom e Ta x for  Re const ruc tion ,  I  h er eby  subm it th is  
app lic ation fo rm  unde r the  be lief tha t t he  p rov isions  o f the  In come  Tax  
Conven tion men tione d in  1 a bove  is  a pplica b le to  Remuner at ion , e tc. , 
men tioned  in  4  above  a nd a lso h e reby dec la re  tha t the s ta tem en t  on th is  
fo rm  (a nd  a tta chme nt form) is  cor re ct  a nd  comp le te  to the  b e st of my  
know ledge a nd  be lie f. 

※  「納 税管 理人 」と は、 日本 国の 国税に 関 する 申告、 申請 、請
求、届出、 納付 等の事項を 処理させるため、国税通則法 の規 定に
より選任し 、か つ、日本国 における納税地の所轄税務署 長に 届出
をした代理人 をいいます。

※ “Tax Agent” means a person  who is appo in ted by the 
taxpaye r and i s reg iste red  at the District Director of T ax 
Of fi ce for the  p lace where the  taxpay er is  to pay  h is tax, in  
orde r to  have  such ag ent take  nece ssary procedures  
conce rn ing the Japanese  nationa l taxe s, such  as f iling  a 
re turn , appli cat ions, cl aims, paymen t o f taxe s, etc. , unde r the 
provisions o f the General Law fo r National T axes . 

"Attachment Fo rm fo r 
L im itation on Bene fits  
Article" attached Date o f previous subm is sion  o f the appl ication  fo r income ta x 

conven tion with the  "Attachm ent Form for Lim itat ion on Bene fits  
A rticle"



改 正 後 改 正 前 

（258 租税条約に関する届出書（教授等・留学生・事業等の修習者・交付金等の受領者の報酬・交付金
等に対する所得税及び復興特別所得税の免除）） 

（258 租税条約に関する届出書（教授等・留学生・事業等の修習者・交付金等の受領者の報酬・交付金
等に対する所得税の免除）） 

｢租税条約に関する届出書(教授等・留学生・事業等の修習者・交付金等の受領者の報酬・交付金等

に対する所得税及び復興特別所得税の免除)｣に関する注意事項

INSTRUCTIONS FOR “APPLICATION FORM FOR RELIEF FROM JAPANESE INCOME TAX AND SPECIAL INCOME TAX FOR
RECONSTRUCTION ON REMUNERATION, GRANTS, ETC., RECEIVED BY PROFESSORS, STUDENTS, OR BUSINESS 
APPRENTICES”

注 意 事 項

届出書の提出について
１ この届出書は、次の報酬、交付金等に係る日本国の所得税及び復興

特別所得税の源泉徴収税額について租税条約の規定に基づく免除を受
けようとする場合に使用します。
(1) 大学、高等学校等において教育又は研究を行う者が教育又は研究
を行うことにより支払を受ける報酬

(2) ①留学生として、②事業、職業若しくは技術の修習者（以下「事
業等の修習者」といいます。）として、又は③政府若しくは宗教、
慈善、学術、文芸若しくは教育の団体からの主として勉学若しくは
研究のための交付金、奨励金等の 受領者（以下「交付金等の受領
者」といいます。）として日本国内に一時的に滞在する者が、その
者の生計、教育、勉学、研究若しくは訓練のために支払を受ける日
本国外から給付若しくは送金、その支払を受ける交付金等又はこれ
らの者が日本国内に一時的に滞在して行った人的役務の提供の対価
として支払を受ける給与その他の報酬
（注） 上記の「留学生」、「事業等の修習者」又は「交付金等の

受領者」には、日本国政府又はその機関との取決めに基づ
き、専ら訓練、研究又は勉学のため日本国内に一時的に滞在
する者も含まれます。

２ この届出書は、報酬、交付金等の支払者ごとに作成してください。

３ この届出書は、正副２通を作成して報酬、交付金等の支払者に提出
し、報酬、交付金等の支払者は、正本を、最初にその報酬、交付金等
の支払をする日の前日までにその支払者の所轄税務署長に提出してく
ださい。この届出書の提出後その記載事項に異動が生じた場合も同様
です。

４ 報酬・交付金等の支払を受ける者が次に該当するときは、それぞれ
次の書類をこの届出書に添付してください。
(1) 留学生である場合 その者が在学する学校の発行する在学証明書

(2) 事業等の修習者である場合 その者が訓練を受ける施設又は事業
所の発行する、その者が事業等の修習者であることを証明する書類
(3) 交付金等の受領者である場合 交付金等の支給者が発行する、そ
の者が交付金等の受領者であることを証明する書類

届出書の記載について
５ 届出書の□欄には、該当する項目についてレ印を付してください。

６ 納税者番号とは、租税の申告、納付その他の手続を行うために用い
る番号､記号その他の符号でその手続をすべき者を特定することがで
きるものをいいます。支払を受ける者の居住地である国に納税者番号
に関する制度が存在しない場合や支払を受ける者が納税者番号を有し
ない場合には納税者番号を記載する必要はありません｡

７ 届出書の「５」の欄には、報酬又は給与の支払者の氏名（名称）、
住所（所在地）及び提供する役務の概要、報酬又は給与の金額等を
「４」の各欄に準じて記載してください。

８ 届出書の「６」の欄には、「２」から「５」までの各欄に記載した
事項のほか、租税条約に定める「１」の規定の適用を受けるための要
件を満たす事情の詳細を記載してください。

 この届出書に記載された事項その他租税条約の規定の適用の有無を判
定するために必要な事項については、別に説明資料を求めることがあり
ます。

INSTRUCTIONS

Submission  of the  FORM 
1  This form is to be used by the Recipient of the fol lowing 
incomes in claiming the relief from Japanese Income Tax and
Special Income Tax for Reconstruction under the provisions of 
the Income Tax Convention. 
(1)  Remuneration derived by a professor or teacher who makes a 
temporary visit to Japan for the purpose of teaching or 
conducting research a t an accredited university, college,  etc. 

(2) Gift from abroad for the purpose of maintenance, education, 
study, research or training the grant or award, or income from 
personal services performed in Japan and which is rece ived or 
derived by, (a ) Student, (b)  Business tra inee * or (c)
Recipient of Grant, etc., from  the governmental, rel igious, and 
* the l ike bodies.  * 
*  Student, Business Apprentice or Recipient of Grant,  etc., 
above include such a person who makes a temporary visit to 
Japan as a participant in a  program sponsored by the 
Government of Japan or other governmental institution. 

2  This form must be prepared separately for each Payer of 
Remuneration, Grant, etc. 
3  This form must be submitted in duplicate to the Payer of 
Remuneration, Grant, etc., who has to file the original with the 
District Director of Tax Office for the place where the Payer 
resides, by the day be fore the payment of the Remuneration, 
etc.,  is made. The same procedures must be fol lowed when there 
is any change in the statements on this form. 

 4  The applicant must attach the following documents: 

(1) In case of Student: a  certi ficate issued by the university, 
etc ., where he is registered as a student. 

(2)  In case of Business Trainee: a certi ficate issued by the 
training institution, etc., where he takes training. 

(3) In case of Recipient of Grant: a certificate issued by the 
institution from which he rece ives the grant, etc. 

Completion o f the FORM 
 5  Applicable blocks must be checked. 

6  The Taxpayer Identi fication Number is a number, code or 
symbol which is used for filing of return and payment of due 
amount and other procedures regarding tax, and which identifies 
a person who must take such procedures. If a system of 
Taxpayer  Identification Number does not exist in the country 
where the recipient resides, or if the recipient of the payment 
does not have a Taxpayer Identification Number, it is not 
necessary to enter the Taxpayer Identification Number. 

7  Column 5 must be fi lled out in the same way as column  4. 

 8  Enter into column 6 the details of conditions presc ribed in the 
relevant provisions of the Convention. 

If necessary, the applicant may be requested to furnish further 
information in order to decide whether relie f under the Convention 
should be granted or not. 

 様 式 ８

FORM 

｢租 税 条 約 に 関 す る 届 出 書 (教 授 等 ・ 留 学 生 ・ 事 業 等 の 修 習 者 ・交 付 金 等 の 受 領 者 の 報  

酬 ・ 交 付 金 等 に 対 す る 所 得 税 の 免 除 に 対 す る 所 得 税 の 軽 減 ・ 免除 )｣に 関 す る 注 意 事 項
I N ST RUCTIONS  FOR  “ A PP L IC AT ION FORM  FOR  RE L I EF  FROM  JAP ANES E  I NCOME  TAX  ON  Remu n er a t io n ,   
Grants, etc., Received by Professors, Students, or Business Trainees”

注 意 事 項

届出書の提出について
１ この届出書は、次の報酬、交付金等に係る日本国の所得税の源泉徴

収税額について租税条約の規定に基づく免除を受けようとする場合に
使用します。
(1) 大学、高等学校等において教育又は研究を行う者が教育又は研究
を行うことにより支払を受ける報酬

(2) ①留学生として、②事業、職業若しくは技術の修習者（以下「事
業等の修習者」といいます。）として、又は③政府若しくは宗教、
慈善、学術、文芸若しくは教育の団体からの主として勉学若しくは
研究のための交付金、奨励金等の受領者（以下「交付金等の受領
者」といいます。）として日本国内に一時的に滞在する者が、その
者の生計、教育、勉学、研究若しくは訓練のために支払を受ける日
本国外から給付若しくは送金、その支払を受ける交付金等又はこれ
らの者が日本国内に一時的に滞在して行った人的役務の提供の対価
として支払を受ける給与その他の報酬
（注） 上記の「留学生」、「事業等の修習者」又は「交付金等の

受領者」には、日本国政府又はその機関との取決めに基づ
き、専ら訓練、研究又は勉学のため日本国内に一時的に滞在
する者も含まれます。

２ この届出書は、報酬、交付金等の支払者ごとに作成してください。

３ この届出書は、正副２通を作成して報酬、交付金等の支払者に提出
し、報酬、交付金等の支払者は、正本を、最初にその報酬、交付金等
の支払をする日の前日までにその支払者の所轄税務署長に提出してく
ださい。この届出書の提出後その記載事項に異動が生じた場合も同様
です。

４ 報酬・交付金等の支払を受ける者が次に該当するときは、それぞれ
次の書類をこの届出書に添付してください。
(1) 留学生である場合 その者が在学する学校の発行する在学証明書

(2) 事業等の修習者である場合 その者が訓練を受ける施設又は事業
所の発行する、その者が事業等の修習者であることを証明する書類
(3) 交付金等の受領者である場合 交付金等 の支給者が発行する、そ
の者が交付金等の受領者であることを証明する書類

届出書の記載について
５ 届出書の□欄には、該当する項目についてレ印を付してください。

６ 納税者番号とは、租税の申告、納付その他の手続を行うために用い
る番号､記号その他の符号でその手続をすべき者を特定することがで
きるものをいいます。支払を受ける者の居住地である国に納税者番号
に関する制度が存在しない場合や支払を受ける者が納税者番号を有し
ない場合には納税者番号を記載する必要はありません｡

７ 届出書の「５」の欄には、報酬又は給与の支払者の氏名（名称）、
住所（所在地）及び提供する役務の概要、報酬又は給与の金額等を
「４」の各欄に準じて記載してください。

８ 届出書の「６」の欄には、「２」から「５」までの各欄に記載した
事項のほか、租税条約に定める「１」の規定の適用を受けるための要
件を満たす事情の詳細を記載してください。

 この届出書に記載された事項その他租税条約の規定の適用の有無を判
定するために必要な事項については、別に説明資料を求めることがあり
ます。

INS TRUCTIONS

Submiss ion of the FORM 
1  This form is to be used by the Rec ipient of the  follow ing 
incomes in claiming the relief from Japanese Income Tax under 
the provisions of the Income Tax Convention. 
(1)  Remuneration derived by a professor or teacher who makes a 
temporary visit to Japan for the purpose of teaching or 
conducting research at an accredited university, college, etc. 

(2)  Gift from abroad for the purpose of maintenance, education, 
study, research or training the grant or award, or income from 
personal services performed in Japan and which is received or 
derived by,  (a) Student, (b ) Business tra inee * or (c)
Recipient of Grant, etc., from the governmental,  relig ious,  and 
* the like bodies. * 
*  Student, Business Apprentice or Recipient of Grant, etc ., 
above include such a person who makes a temporary visit to 
Japan as a participant in a program sponsored by the 
Government of Japan or other governmental institution. 

2  This form must be prepared separate ly for each Payer of 
Remunera tion, Grant, etc. 
3  This form must be submitted in duplicate to the Payer of 
Remunera tion, Grant,  etc ., who has to file the original with the 
District D irector of Tax Office for the place where the Payer 
resides, by the day before the payment of the Remuneration, 
etc.,  is made. The same procedures must be followed when there 
is any change in the sta tements on this form. 

 4  The applicant must a ttach the follow ing documents:  

(1)  In case of Student: a certi ficate issued by the university, 
etc., where he is registered as a student. 

(2)  In case of Business Trainee: a certificate issued by the 
training institution, etc., where  he takes training. 

(3)  In case of Rec ipient of Grant: a certificate issued by the 
institution from which he rece ives the grant, etc. 

Completion of the FORM 
 5  Applicable blocks must be checked.  

6  The Taxpayer Identification Number is a number, code or 
symbol which is used for filing of return and payment of due 
amount and other procedures regarding tax, and which identifies 
a person who must take such procedures. If a system of 
Taxpayer Identi fication Number does not exist in the country 
where the recipient resides, or if the recipient of the payment 
does not have a Taxpayer Identification Number, it is not 
necessary to enter the Taxpayer Identific ation Number. 

7   Column 5 must be fil led out in the same way as co lumn 4. 

8  Enter into column 6 the details of conditions prescribed in the 
relevant provisions of the Convention.  

If necessary, the applicant may be requested to furnish further 
information in order to decide whether re lie f under the Convention 
should be granted or not. 

 様 式 ８

FORM 



改 正 後 改 正 前 

（259 租税条約に関する届出書（退職年金・保険年金等に対する所得税及び復興特別所得税の免除）） （259 租税条約に関する届出書（退職年金・保険年金等に対する所得税の免除）） 

租 税 条 約 に 関 す る 届 出 書 

APPLICATION FORM FOR INCOME TAX CONVENTION 

この 届出 書の記載に当たっては、裏面の注意事項を参照してください。 
See  instructions  on the  reverse s ide.

       税務署長 殿 
To the D istr ict Director, T ax O ff ice
１ 適用を受ける租税条 約に関す る事項；

Applic ab le I ncome  Ta x Convention
日本国と                         との間の租税条約第   条第   項   
The  Income Tax Convention be tween  J apa n and                            ,Artic le     ,para.

２ 年金等の支払を受け る者に関 する事項；  
De tails o f Rec ip ie nt of Pensions, etc.  

氏 名  
Fu ll name

（国籍  National ity）

住 所 又 は 居 所  

Dom icile or res idence

（電話番号  Te lephone Number）

下記「４ 」 の年 金等 に つき 居住者 と して課税さ れる
国及び納税地 (注５) 
Countr y where  the  rec ip ie nt is taxable  as resident 
on Pe nsions,  e tc ., mentione d in 4  below and  the 
pla ce whe re  he is to  pay  tax (Note 5)

(納税者 番号  T axpaye r Ide ntif ication  Number)

３  年金等の支払者 に関する事項；
De tails o f Pa yer of  P ens ions , e tc . 

名 称  
Fu ll name 

本 店 （ 主 た る 事 務 所 ） の 所 在 地  

P lace of he ad off ice  (m ain  off ic e) 

（電話番号  Te lephone Number）

日本国内の恒久的施設の状況 
Pe rmanent es tablishment 
in  Japan  

□有 (Y es) ,  □ 無 (No)
If “Ye s”,e xplain:

名 称  
Nam e

（ 事業 の内容  Detai ls o f Business）

所 在 地  
Addre ss

（電話番号  Te lephone Number）

４ 上記「３」の支払者 から支払 を受ける年金等で「１」の租税条約 の規定の適用を受けるものに 関する事項；
De tails o f Pe nsions , etc ., re ceive d f rom the Paye r to which  the C onvention m entioned  in  1  above  is  app licable  

年 金 等 の 種 類

Kind of Pens ions , e tc.
支 払 回 数

Frequency of  P ayme nts 
支 払 期 日  

Due Date for P ayment 
支 払 方 法  

Method of Paymen t 
１ 回 の 支 払 金 額  

Amount of Eac h Payment 

退 職 年金 の 場 合： 年 金 等 の
支 払 の基 因 と なっ た 日 本 国
内 に おけ る 過 去の 勤 務 に 係
る雇用者  

In  ca se  of Pensions: 
Desc ription o f the 
emp loye r for whom the 
past se rvices  in  J apan 
g iv ing rise  to the 
Pension, was rende red

名 称  
Ful l name

所 在 地  
Address

（電話番号  Te lephone  Number）

日 本 国 内 の
恒 久 的 施 設 
Pe rmanent 
establ ishment 
in Japan 

名 称  
Nam e

所 在 地

Address

（電話番号  Te lephone  Number）

保 険 年 金 の 場 合 ： 年 金 の
支 払 の 基 因 と な っ た 契 約
の内容  
In  ca se  of Annuities : 
Particu lars of contract 
unde r which the 
Annu ities are  paid  

（契 約の 締結年月日  Date  of C on trac t）  （契約金額 Amount contracted） （契 約期間  Pe riod of C ontract）  

５ その他参考となるべ き事項（ 注６）；
Others (Note 6 ) 

 様  式  ９

FORM  ( )税 務 署 整 理 欄
For  off ic ia l  use o nly

適用；有、無

払
者 受

付
支     印

務
署 受

付
税     印

退 職年金・保 険年金等に対する所得税及び復興特別所得税の免除

Reli ef f rom Japanese Income  Tax and Special Income Tax 
for Reconstruction on Pensions, Annuities,  e tc. 

租 税 条 約 に 関 す る 届 出 書 

APPLICATION FORM FOR INCOME TAX CONVENTION 

退職年金 ・保険年金等に対する所得税の免除
Re lie f from J apa ne se Income Tax

(on P ens ions , Annui tie s, e tc. )
この届出 書の記載に当たっては、裏面 の注意事項を参照してください。 

See  in struct ions  on the  reverse s ide.

       税務署長 殿 
To the D istr ict Director, T ax O ff ice
１ 適用を受ける租税条 約に関す る事項；

Applic ab le I ncome  Ta x Convention
日本国と                         との間の租税 条約第  条第   項    
The  Income Tax Conven tion be tween  J apa n and                            ,Artic le     ,para.

２ 年金等の支払を受け る者に関 する事項；  
De tails of  Rec ipie nt of  Pensions, etc.  

氏 名  
Fu ll name

（国籍  National ity）

住 所 又 は 居 所  

Dom icile or res idence

（電話番号  Te lephone Number）

下記「４ 」 の年 金等 に つき居 住者 として課税さ れる
国及び納税地 (注５) 
Countr y where  the  rec ip ie nt is taxable  as resident 
on Pe nsions,  e tc ., mentione d in 4  below and  the 
pla ce whe re  he is to  pay  tax (Note 5)

(納税者 番号  T axpaye r Ide ntif ication  Number)

３  年金等の支払者 に関する事項；
De tails of  Pa yer of  P ensions , e tc. 

名 称  
Fu ll name 

本 店 （ 主 た る 事 務 所 ） の 所 在 地  

P lace o f he ad o ff ice  (m ain  off ic e) 

（電話番号  Te lephone Number）

日本国内の恒久的施設の状況
Permanent es tablishment 
in  Japan  

□有 (Y es) ,  □ 無 (No)
If “Ye s”,e xplain:

名 称  
Nam e

（ 事業の内容  Detai ls  o f Busine ss）

所 在 地  
Addre ss

（電話番号  Te lephone Number）

４ 上記「３」の支払者 から支払 を受ける年金等で「１ 」の租税条約の規定の適用を受けるものに 関す る事項；
De tails of  Pe nsions , etc ., received f rom the Paye r to which  the C onvention m entioned in  1  above  is  app li cable  

年 金 等 の 種 類
Kind of Pens ions , e tc.

支 払 回 数
Frequency of  P aymen ts

支 払 期 日
Due Date for P ayment 

支 払 方 法
Method of Paymen t 

１ 回 の 支 払 金 額
Amount of Eac h Payment

退 職 年金 の 場 合： 年 金 等の
支 払 の基 因 と なっ た 日 本国
内 に おけ る 過 去の 勤 務 に係
る雇用者  

In ca se  of Pensions: 
De sc rip tion o f the 
emp loye r for whom the 
past se rvices  in  J apan 
g iv ing rise  to the 
Pension , was rende red

名 称  
Ful l name

所 在 地  
Address

（電話番号  Te lephone  Number）

日 本 国 内 の
恒 久 的 施 設
Pe rmanent 
establ ishmen t 
in Japan 

名 称  
Nam e

所 在 地  

Address

（電話番号  Te lephone  Number）

保 険 年 金 の 場 合 ： 年 金 の

支 払 の 基 因 と な っ た 契 約
の内容  
In ca se  of Annuities : 
Particu lars of contract 
unde r which the 
Annu ities are  paid 

（契約の 締結年月日  Date  of C ontrac t）  （契約金額 Amount contracted） （契 約期間  Pe riod of C ontract）  

５  その他参考となるべ き事項（ 注６）；
Others (Note 6 ) 

 様  式  ９

FORM  ( )税 務 署 整 理 欄

For  o ff ic ia l  use o nly

適用；有、無

払
者 受

付
支     印

務
署 受

付
税     印



改 正 後 改 正 前 

（259 租税条約に関する届出書（退職年金・保険年金等に対する所得税及び復興特別所得税の免除）） （259 租税条約に関する届出書（退職年金・保険年金等に対する所得税の免除）） 

○ 代理人 に関 する 事項  ；  この届出書を代理人によ って提出する場合には、次の欄に記載してください。
Detai ls o f the Agent ；  If th is form is p repared and submitted  by the  Agent, f i ll ou t the  fol lowing co lumns.

代 理 人 の 資 格
Capa city o f Agent 
in Japan

氏 名 （ 名 称 ）
Ful l name

納 税管理 人の届 出をした 税務署名
Name  of  the T ax Offic e where 
the T ax Agent is  reg is tered

□ 納税 管理人  ※
Tax Agent

□ その 他の代理人
Other Ag en t

住所 （ 居 所・ 所在 地）
Domic ile  (Re sidenc e 
or locat ion)

(電 話番 号 Telephone  Numbe r) 

税務署
Tax  Offi ce

○  適用を受け る租 税条 約が特典条項を 有す る租 税条約である場合；  
If the  app lic abl e convention has a rti cle  of lim itation on be ne fits 

特典条項に関 する 付表 の添付   □有 Yes 
□添付省略  Atta chm ent not required
特典条項 に関 する付表を添付して 提出 した租税条約に関する届 出書 の提 出日      年     月     日  

 私は、この届 出書 の「４」に記載した年金等が「１」 に掲げる租税条
約の規定の適用 を受 けるものであることを、「租税条約 の実施に伴う所
得税法、法人税 法及 び地方税法の特例等に関する法律の 施行に関する省
令 」の規定に より 届け出 ると と もに 、この届出書 (及び 付表 )の 記載事項
が正確かつ 完全 であ ることを宣言します。

        年     月     日
D ate

     年金 等の 支払を受ける者の署名
Signature of  the Recip ient of Pens ions, e tc.

In a ccordance with the  prov is ions o f the M in i sterial Ord inance for 
the  Im plemen ta tion  of the Law c once rn ing the Special Measures  o f 
the  Income  Tax Law, the  C orpo ration T ax Law and  the Local Ta x 
Law for the Enforcement o f Income Tax Conventions, I hereby  
submi t th is app lic ation fo rm under the  bel ief  that the prov is ions of 
the  Inc om e Ta x C onvention m en tioned in 1 above i s applicab le  to 
Pe nsions, e tc., mentioned  in  4 above and also hereby  dec lare  that 
the  statem en t on  th is fo rm (and atta chment form) i s correc t and 
comple te to the  best of m y knowledge  and be lief.  

注 意 事 項

届出書の提出について
１  この届出書 は、 退職年金又は保険年金に係る日本国 の所得税の源泉

徴収税額につ いて 租税条約の規定に基づく免除を 受けよう とする場合
に使用します 。

２  この届出書 は、 年金等の支払者 ごと に作 成し てください。

３  この届出書 は、 正副２通を作成して年金等の支払者 に提出し、年金
等の支払 者は 、正 本を、最初にその年金等の支払をする日 の前日まで
にその支払者 の所 轄税務署長に提出してください 。この届 出書の提出
後その記載事 項に 異動が 生じた場合も 同様 です。

届出書の記載について
４  届出書 の□ 欄に は、該当する項目についてレ印を付 してください。

５  納税者 番号 とは 、租税の申告、納付その他の手続を 行うために用い
る番 号 ､記号その他の 符 号でその 手続をすべき者 を特 定することが で
きるものをい いま す。支払を 受ける者 の居 住地である国に納税者番号
に関する 制度 が存 在しない場合や支払を受ける者 が納税者 番号を有し
ない場合 には 納税 者番号を記載する必要はありま せん ｡

６  届出書 の「 ５」 の欄には、「２」から「４」までの 各欄に記載した
事項のほ か、 租税 条約に定める「１」の規定の適 用を受け るための要
件を満たす事 情の 詳細 を記載してくだ さい 。

 この届出 書に 記載 された事項その他租税条約の規定の 適用の有無を判
定するために必 要な 事項については、別に説明資料を求 めることがあり
ます 。

INST RUCTIO NS

Subm ission  of the FORM  
1  This  fo rm i s to be used  by  the  Rec ipie nt o f P ensions or 
Annuities in cl aim ing the  re lie f from  Japanese Income Tax unde r 
the provisions of the Inc om e Tax C onvention.  

 2  Thi s fo rm must be  prepared  se pa rate ly  for each  Pay er of 
Pens ions , etc. 
3  Th is form  must be submitted in  duplic ate to  the Paye r o f 
Pens ions , e tc ., who has  to fi le the o rig ina l w ith the District 
D irec tor o f  Tax  Of fi ce fo r the p lac e whe re  the Paye r reside s, by  
the da y before the payment is  m ade . The same  p rocedures m us t 
be fo llowed when the re is any change  in the statements on  this 
form. 

Comp let ion  o f t he FORM 
 4  Appl icab le  b locks must be checked . 

 5  The Taxpaye r Identif ic ation Number is a number, code  or 
sym bol  wh ich is  u sed  for fi ling  o f retu rn  and paym ent o f due  
am ount and o the r p rocedu res re gard ing tax, and which identi fies 
a person who  must take such proce dures.  If  a sy stem o f T axpaye r 
Identif ic at ion Number does  not exi st in  the country w he re the 
recip ie nt resides, o r i f the  rec ip ient o f the  paym ent doe s not have  
a Taxpayer Identif ic ation Num be r, i t is  not ne cessary to ente r the  
T axpaye r Identif ication  Number.  

 6  Enter in to co lumn 5 the  detail s o f c ondit ions p re sc ribed  in  the  
re le vant p rov is ions of the  Convention . 

If neces sa ry , the appl ic ant m ay be  re quested  to furn ish fu rthe r 
in f orm ation in  orde r to decide  whether re lief  unde r the  Convention 
should be g ranted or not. 

※  「納税 管理 人」 とは、日本国の国税に関する申告、 申請、請求、届
出 、納付 等の 事 項を処 理さ せる た め、国 税通則 法の規 定 によ り選 任
し、かつ 、日 本国 における納税地の所轄税務署長 に届出を した代理人
をいいます。

※“ Tax  Agent”means a person who  is appo in ted  by the taxpaye r 
and  is regi stered at the  Di strict Di rector o f Tax  Off ic e for the 
p la ce where  the taxpay er is  to  pay h is  ta x, in o rde r to  have  such 
agent ta ke  necessa ry  proce dure s conce rning  the  Japane se 
nat ional ta xes , such as  f ili ng a return,  appl ic ations, c laims , 
payment o f taxe s, etc.,  under the  provi sions  o f the  Gene ral Law 
for Nationa l T axes. 

"Attachment Form  for  
L im itation  on  Benef its  
A rtic le" attached Date of  prev ious submiss ion  o f the appl ic ation for income  tax  

convention wi th  the "Attachme nt Form for Lim itation on Benefits  
Artic le"

○  代理人に関する事項  ；  この届出書を代理人によ って提出する場合には、 次の 欄に記載してください。
Detai ls o f the Agent ；  If th is fo rm is p repare d and submitted  by the  Agent, f i ll ou t the  fol low ing columns.

代 理 人 の 資 格
Capa city o f Agent 
in Japan

氏 名 （ 名 称 ）
Ful l name

納 税管理 人の届 出 をした 税務署名
Name  of  the T ax Offic e where 
the T ax Agent is  reg is tered

□  納税 管理人  ※
Tax Age nt

□  その 他の代理人
Other Ag en t

住所 （居 所・ 所在 地）
Domic ile  (Residenc e 
or lo cat ion)

(電 話番 号 Telephone  Numbe r) 

税務署
Tax  Offi ce

○  適用を受ける租税条 約が 特典条項を 有す る租 税条約である場合；  
If the  app lic abl e convention has a rti cle  of lim itation on be ne fits 

特典条項に関する付表の添付   □有 Yes 
□添付省略  Atta chm ent not required
特典条項 に関 する付表を添付して提出 した 租税条約に関する届 出書 の提 出日      年     月     日  

 私は、この届出書 の「４」に記載した年金等が「 １」 に掲げる租税条
約の規定の適用を受けるものであることを、「租税条約 等の実施に伴う
所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律 の施行に関する
省令」及び「復興特別所得税に関する省令」の規定によ り届け出るとと
も に、この届出書 (及び付表 )の記載事 項が正確かつ完全である ことを宣
言します。

        年     月     日
D ate

     年金等の支払を受ける者の署名
Signature of  the Recip ient of P ens ions, e tc.

I n ac co rdanc e  w ith the  p rov is ion s o f the  Ministe r ial O rd ina nc e fo r  the  
Implem en t ation  of  the  L aw conc ern ing the Spec ial Mea sure s o f the  In c ome  
Ta x Law , th e C orpo ra tio n Tax  La w and the  Loca l T ax  L aw  fo r  the  
Enfo r cement o f  Income  Tax  C onve n tions  and t h e Min iste r ial O rd ina nce  
con ce rn ing  Sp ec ial In come  Tax  for  Rec onstruc tion ,  I he reby subm it  th is 
app lic at ion  form under  the  belie f tha t t h e prov isio ns o f  th e Inc ome  T ax  
Convent ion  me ntion ed  in  1 above  is app lica b le to  P ens ion s, et c. ,  me n tio ned 
in 4 a bove and  a lso  h e re by  de c lar e tha t the  s tat em ent on  th is  fo rm  (and 
at tac hment form) is  c o rr ec t and c omp le te  t o t he best o f my  know le dge  a nd 
be lief . 

注 意 事 項

届出書の提出について
１  この届出書は、退職年金又は保険年金に係る日 本国 の所得税及び復

興特別所得税の源泉徴収税額について租税条約の 規定に基 づく免除を
受けようとする場合に使用します。

２  この届出書は、年金等の支払者ごと に作 成し てください。

３  この届出書は、正副２通を作成して年金等の支 払者 に提出し、年金
等の支払者は、正本を、最初にその年金等の支払をする日 の前日まで
にその支払者の所轄税務署長に提出してください 。この届 出書の提出
後その記載事項に異動が 生じた場合も 同様 です。

届出書の記載について
４  届出書の□欄には、該当する項目についてレ印 を付 してください。

５  納税者番号とは、租税の申告、納付その他の手 続を 行うために用い
る番 号 ､記号その他の 符号でその 手続をすべき者 を特 定する ことが で
きるものをいいます。支払を 受ける者 の居 住地である国に納税者番号
に関する制度が存在しない場合や支払を受ける者 が納税者 番号を有し
ない場合には納税者番号を記載する必要はありま せん ｡

６  届出書の「５」の欄には、「２」から「４」ま での 各欄に記載した
事項のほか、租税条約に定める「１」の規定の適 用を受け るための要
件を満たす事情の詳細 を記載してくだ さい 。

 この届出書に記載された事項その他租税条約の規 定の 適用の有無を判
定するために必要な事項については、別に説明資料 を求 めることがあり
ます 。

INSTRUCTIO NS

Subm ission  of the FORM  
1  This  fo rm i s to  be used  by  the  Rec ipient o f P ensions or 
Annuities in  cla iming  the  re li ef  from Japanese Income  Tax and 
Special Income  T ax for Reconstruc tion unde r the provisions o f 
the Income  T ax Convention . 
2  Thi s fo rm must be  prepared  se pa rate ly  for each  Payer of 
Pens ions, e tc. 
3  Th is form  must be submitted in  duplic ate to the Paye r o f 
Pens ions, e tc ., who has  to fi le the orig inal w ith the D istrict 
D irec tor o f  Tax  Of fi ce fo r the p lac e whe re  the Paye r reside s, by  
the da y before the payme nt is  m ade . The same  p rocedures m ust 
be fo llowed when the re i s any change  in the statements on this 
fo rm. 

Comp let ion  o f t he FORM  
 4  Appl icab le  b locks must be checked . 

 5  The Taxpaye r Identif ic ation Number is a number, code  or 
sym bol  which is  use d fo r fi ling  o f retu rn  and paym ent of due  
am ount and o the r p rocedures re gard ing tax, and which ide nti fies 
a person who must take such proce dure s.  If  a sy stem o f T axpaye r 
Identif ic at ion Number does  not exist in the country w he re the 
recip ie nt resides, o r i f the  rec ip ient o f the  paym ent doe s not have  
a Taxpayer Identif ic ation Num be r, i t is  not ne cessary to ente r the  
T axpaye r Identif ication  Number.  
6  Ente r in to co lumn 5 the  detail s o f c ondit ions p re sc ribed  in  the  
re le vant p rov is ions of the  Convention . 

If necessa ry , the app l ic ant m ay be  re quested to furn ish fu rthe r 
inf orm ation in  orde r to decide  whether re lief  unde r the  Convention 
should be g ranted or not. 

※  「納税管理人」とは、日本国の国税に関する申 告、 申請、請求、届
出 、納付 等の 事 項を処 理さ せる た め、 国 税通則 法の規 定によ り選 任
し、かつ、日本国 における納税地の所轄税務署長 に届出を した代理人
をいいます。

※“ Tax  Agent”means a person who  is appo in ted  by the taxpaye r 
and  is regi stered at the  Di strict Director o f Tax  Off ic e for the 
p la ce where  the taxpay er is  to  pay h is  ta x, in o rde r to  have  such 
agent ta ke  necessa ry  proce dure s conce rning  the  Japane se 
nat ional ta xes , such as  f ili ng a retu rn,  appl ic ations, c laims, 
payment o f taxe s, etc.,  under the  provi sions  o f the  Gene ral Law 
fo r Nationa l Taxes. 

"Attachment Form  for  
Lim itation  on  Benef its  
Artic le" attached Date of  prev ious submiss ion o f the appl ic ation for in come  tax  

conven tion wi th the " Attachment Form for Lim itation on Benefits 
A rtic le"



改 正 後 改 正 前 

（260 租税条約に関する届出書（所得税法第 161 条第３号から第７号まで、第９号、第 11 号又は第 12
号に掲げる所得に対する所得税及び復興特別所得税の免除）） 

（260 租税条約に関する届出書（所得税法第 161 条第３号から第７号まで、第９号、第 11 号又は第 12
号に掲げる所得に対する所得税の免除）） 

租 税 条 約 に 関 す る 届 出 書 

APPLICATION FORM FOR INCOME TAX CONVENTION 

この届出書 の記載に当たっては、 裏面の注意事項 を参照してください。  
See  instruct ions on the  rev erse s ide.

       税 務署長殿  
To the D is tr ict Di rec to r, T ax O ff ice  
1  適用を受ける租税条約に関する事項；

Appl icab le  Income  Tax  Convention
日本国と                         との間の租税条約 第  条第   項   
The Incom e T ax Conven tion between Japan and                            ,Article      ,para .

2  所得の支払を受ける者に関する事項；  
De tail s o f Rec ipient of  Income 

氏 名 又 は 名 称  
Full nam e

個 人 の 場 合

Individual

住 所 又 は 居 所

Domicile o r re sidence

（電話番号  Te lephone Number）

国 籍
Nationali ty

法 人そ の他の
団 体 の 場 合

Corporation  
or o ther 
enti ty

本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地

P lac e of head off ice  o r ma in of fic e

（電話番号  Te lephone Number）

設 立 又 は 組 織 さ れ た 場 所
P lace where  the  Corpo ration was 
e stab lished  o r organized

事 業 が 管 理 ・ 支 配 さ れ て い る 場 所  
P lace where  the  busine ss is m anaged  
o r controlled

（電話番号  Te lephone Number）

下記「４ 」の 所得につ き居住者と して課税され る国
及び納税地 (注６ ) 
C ountr y where  the  rec ip ie nt is taxab le  as  resident 
on Income men tioned  in 4 below and the p lace  
where  he is to pay tax (No te 6)

(納税者番号  T axpaye r Ide ntif ication Number)

日本国内の恒久 的施設の状況 
Permanent e stab lishmen t  in  
Japan

□有 (Yes)  ,  □無 (No )
If “Ye s” ,e xp lain :

名 称  
Name

所 在 地  

Address

（電話番号  Te lephone Number）

事 業 の 内 容  
De tails  o f B us iness

3  所得の支払者 に関する事項；

De tail s o f Pa yer of  Income  

氏 名 又 は 名 称
Full nam e 

住 所 （居 所 ） 又は 本 店 （主た る 事務 所 ） の所 在 地  
Domicil e（residence）or Pla ce of  head  o f fi ce（m ain  
o ff ice ）  

（電話番号  Te lephone Number）

日本国内の恒久 的施設の状況 
Permanent e stab lishmen t  in  
Japan

□有 (Yes)  ,  □無 (No )
If “Ye s” ,e xp lain :

名 称  
Name

（事業 の内容  Detai ls  o f Business）

所 在 地  

Address

（電話番号  Te lephone Number）

4  上記「３」の支払者か ら支払を受け る所得で「１」の租税条 約の規定の適用を受けるものに関する事 項；
De tail s o f Income received from the Payer to wh ic h the Income T ax C onventi on men tioned in 1 above is  app li cab le

所 得 の 種 類 
Kind  of Income  

支払の基因と なった契約等の概要
Descript ion  o f contrac t 

契約の締結 年月日
Date of  Con tra ct

所 得 の 支 払 期 日
Due  Da te for Payment

所 得 の 支 払 方 法
Method o f Payment

支 払 金 額 
Amount of Paym en t

5  その他参考となるべき 事項（注７）；
Others  (No te 7 )

 様  式  10 

FORM  ( )税 務 署 整 理 欄

For  o f fici al u se on ly

適用；有、無

払
者 受

付
支     印

務
署 受

付
税     印

所得税法第 161 条第 ３号から第７号まで、第９号、第 11 号又は第 12 号に

掲げる所得に対する所得税 及び復興 特別所得税の免除

Relie f from J apane se Income Tax and Special  Income Tax for
Reco nstruction o n Not Expr essly  M entione d in  the  Income Tax 
Convent ion 

租 税 条 約 に 関 す る 届 出 書 

APPLICATION FORM FOR INCOME TAX CONVENT ION 

所 得税 法第 161条第３号から第 ７号 まで、第９号 、第 11号
又 は第 12号に掲げる所得に対 する所得税の免除      
Re lie f from Japa nese Income Tax on Not Exp ressly
Mentioned  in the  Income Tax C onvention      

この届出書の記載に 当たっては、裏面の注意事項を参照してください。 
See  ins truct ions  on the  rev erse s ide.

税務署長殿  
To the D istr ict Direc to r, T ax O ffice  
1  適 用を 受ける租税条約 に関する事項；

Appl icable  Income  Tax  Convention
日 本国 と                        との間 の租税条約第   条第   項   
The Incom e T ax Conven tion betwe en Japan and                            ,Article      ,para.

2  所 得の 支払を受ける者に関する事項；  
Details o f  Rec ip ient o f Income 

氏 名 又 は 名 称  
Fu ll nam e

個 人 の 場 合

Individual

住 所 又 は 居 所  

Domicile or re sidence

（電話番号  Te le phone Number）

国 籍  
Nationali ty

法 人そ の 他の
団 体 の 場 合

Corporat ion 
or other 
enti ty

本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地  

P lace o f he ad o ff ice  or ma in of fic e

（電話番号  Te le phone Number）

設 立 又 は 組 織 さ れ た 場 所  
P lac e where  the  Corporation was 
e stab li shed or org anized

事 業 が 管 理 ・ 支 配 さ れ て い る 場 所  
P lac e where  the  business  is m anaged  
or controlle d

（電話番号  Te le phone Number）

下記「４ 」の所得 につ き居住者と して課税され る国
及び納税地 (注６ ) 
Countr y where  the  rec ip ie nt is taxable  as  res iden t 
on  Income mentioned in  4  below and the p lace  
where  he is to pay tax (Note 6)

(納税者番号  Taxpaye r Identif ication Number)

日本国内の恒久的施設の状況  
Pe rmanent e stab lishment  in 
Japan

□有 (Ye s)  ,  □ 無 (No )
If “Yes” ,e xp lain:

名 称  
Nam e

所 在 地  

Address

（電話番号  Te le phone Number）

事 業 の 内 容  
Detai ls o f B us iness

3  所 得の 支払者 に関する 事項；
Details o f  Pa yer of  Income  

氏 名 又 は 名 称
Fu ll nam e 

住 所 （居 所 ） 又は 本 店 （主 た る 事務 所 ） の所 在 地  
Domicile（res idence）or Pla ce of  head  o ffi ce（m ain  
o ff ice ）  

（電話番号  Te le phone Number）

日本国内の恒久的施設の状況  
Pe rmanent e stab lishment  in 
Japan

□有 (Ye s)  ,  □ 無 (No )
If “Yes” ,e xp lain:

名 称  
Nam e

（事業の内容  De tails o f Busi ne ss）

所 在 地  

Address

（電話番号  Te le phone Number）

4  上 記「 ３」の支払者から支払を受ける所得で「 １」 の租税条約 の規定の適用を受 けるものに関する事項；
Details o f  Income rece ive d from the Payer to  wh ic h the  Income T ax C onvention men tioned in 1  above  is  app licable

所 得 の 種 類 
Kind of Income  

支払の基因となった契約等の概要 
Descript ion of contrac t 

契約の締結年月日  
Date o f Contra ct 

所 得 の 支 払 期 日 
Due  Da te  fo r Payment 

所 得 の 支 払 方 法 
Method of Payment 

支 払 金 額 
Amount of  Paym ent 

5  そ の他 参考となるべき 事項（注７）；
Others (No te 7)

 様  式  10 

FORM  ( )税 務 署 整 理 欄

For  o f fici al u se on ly

適 用；有、無

払
者 受

付
支     印

務
署 受

付
税     印



改 正 後 改 正 前 

（260 租税条約に関する届出書（所得税法第 161 条第３号から第７号まで、第９号、第 11 号又は第 12
号に掲げる所得に対する所得税及び復興特別所得税の免除）） 

（260 租税条約に関する届出書（所得税法第 161 条第３号から第７号まで、第９号、第 11 号又は第 12
号に掲げる所得に対する所得税の免除）） 

所得の支払を受 ける者又 はその代理 人の署名
S ignatu re  of the Re cipient of Income  or his  Agent

○  代 理人 に関する事項：この届 出書を代理人によ って 提出する場 合には、次の欄に記載してください。
Detai ls o f the Ag en t; If  th is form  is prepared  a nd subm itted by the Ag ent, f il l out the fo llowing co lum ns.

代 理 人 の 資 格
Capa city o f Agent 
in Japan

氏名（名 称）

Full name

納 税管 理 人の届 出 をした 税務署名
Name  of  the T ax Offic e where 
the T ax Ag ent is  reg iste red

□ 納税管理人 ※
Tax Agent

□ その他 の代理人
Other Ag ent

住所（居所・所在地）

Domic ile  (Residence 
or lo cat ion)

(電話番号 Telephone Numbe r) 

税 務  署
Tax  Of fi ce

○  適 用を 受ける租税条約が特典 条項を有す る租税条約である場合 ； 
I f the  appl ic able convention has a rti cle  of lim itation on be ne fi ts 

特典条項 に関する 付表の 添付  □有Yes
□添付省略Attachment not requ ire d

(特典条項に関する 付表を添付して提出した租税条約に関す る届 出書の提出日      年     月     日 ) 

 私は 、こ の届出書の「４」に記載した所得が 「１ 」に掲げる租税条約
の規定 の適 用を受けるものであることを、「租 税条 約の実施に伴う所得
税 法、法 人税法 及び地 方税法 の特例 等に関 する法 律の施 行に関 す る 省
令 」の規 定により届け出るとともに、 この届出書 (及び付表 )の記載事 項
が正確 かつ 完全であることを 宣言します。

       年     月     日
D ate

※  「 納税 管理人」とは、日本国の国税に関する申告、申請、請 求、届
出、納付等の事項を処理させるため、国税通則法の規定により選任し、
かつ、日 本国における納税地の所轄税務署長 に届出をした代理 人を い
います。

In  a ccordanc e w ith the  prov is ions o f the M in isteri al Ordinance for 
the  Im pleme nta tion of  the Law conce rn ing the Special Me asu res o f 
the  Income  Tax Law, the  C orporation  T ax Law and  the Local Ta x 
Law for the Enforcement o f Income Tax Conven tions, I hereby  
submi t th is app lic ation form under the bel ief  that the prov is ions of 
the  Income Ta x C onvention m entioned in  1 above is appli cab le  to 
Income men tioned  in 4 above and also hereby decl are  that the 
statemen t on th is  form ( and attachment form) is  co rre ct and 
comple te to  the  best of m y knowledge  and be li ef.

※   “Tax Agent”  means a pe rson who  is appo inted by the taxpaye r 
and i s re gi stered at the  District Di recto r of Tax  Off ic e for the 
pla ce where  the taxpayer is  to pay his  ta x, in  orde r to have  such 
age nt take nece ssary  procedures  conce rning the  Japanese national
taxes,  such as  fil ling a return,  app lic ations, cla ims, payment o f 
taxes,  etc.,  under the  prov is ions of the General Law fo r National 
T axes. 

注 意 事 項

届出書の提出について
 1 こ の 届出書は、所 得税法 第161条第３号から第７号 まで、第９ 号、

第11号又 は第 12号に掲げる所得（租税条約に 規定 する配当、利子又は
使用料に 該当するものを除きます。） の支 払を受ける者が、こ れら の
所得に係 る日本国の所得税の源泉徴収税額に つい て租税条約の規定に
基づく免 除を受けようとする 場合に使 用し ます。  

 2 この届 出書は、所得の支払者 ごとに作成し てく ださい。

 3 この届 出書は、正副２通を作 成して所得の 支払 者に提出し、所得の
支払者は 、正本を、最初にその所得の 支払をする日の前日まで にそ の
支払者の 所轄税務署長に提出してください。この届出書の提出 後そ の
記載事項 に異動が生じた場合も同様で す。

 4 この届 出書を納税管理人以外 の代理人によって 提出する場合には、
そ の委 任 関係を 証する 委任 状をそ の翻訳 文とと もに添 付して くだ さ
い。

届出書の記載について
５  届 出書 の□欄には、該当する項目についてレ印 を付してください。

６  納 税者 番号とは、租税の申告、納付その他の手続を行うため に用い
る番 号 ､記号 その他の 符号でその 手続 をすべ き者 を特 定することが で
きるものをいいます。支払を受ける者 の居 住地である国に納税 者番 号
に関する 制度が存在しない場合や支払を受け る者 が納税者番号を有し

ない場合 には納税者番号を記載する必 要は ありません ｡

７  届 出書 の「５」の欄には、「２」から「４ 」ま での各欄に記載した
事項のほ か、租税条約に定める「１」の規定の適 用を受けるための要
件を満た す事情の詳細を記載してください。

 この 届出 書の記載された事項その他租税条約の規定の適用の有 無を判
定する ために必要な事項については、別に説明資料 を求めることがあり
ます。

INSTRUCT IONS

Subm ission  of the FORM  
1  This for m i s to  be used  by the Recipien t o f Income s pr ov ided in  
subparag raphs 3 th rough 7, 9, 11  and 12 of A rtic le 161  of the 
Income  Tax Law other than those def ined  as d iv idends,  inter es t 
or roy altie s under the provisions  o f the Convention  in  claim ing 
the rel ief  from Japanese  incom e Tax  unde r the prov is ions of  the 
Income  Tax Conven tion . 
2  This fo rm  must be p repared separate ly for each Paye r of the 
above  Income.  
3  Thi s form  m ust be submitte d in duplica te  to the  Payer o f 
Income , who has to  f il e the original w ith  the Distri ct D irector o f 
T ax Of fice for the  place  whe re the Paye r re sides , by the  day 
befo re the payment o f  such inc om es  is  made. T he  same 
procedu res must be  fo llowed when the re i s any c hange in the 
statements on thi s form.  
4  An Ag ent other than  the T ax Agent must attach a powe r o f 
a ttorney togethe r w ith its J apane se  translat ion.  

Comp let ion  o f t he FORM
 5  Appl icab le  b locks must be checked. 

 6   The Taxpayer Ide nti fi cation  Numbe r is a number,  code or 
sym bo l which  is use d for fi ling  of return and payme nt of due 
am ount and  othe r procedures reg arding tax , and wh ich ident if ie s 
a person who m ust take such proce dure s. If a sy stem  o f Taxpay er 
Iden tif ic ation Number does not e xist in  the  c ountry where  the 
recip ien t res ides, or i f the recip ient o f the pa yment does not have 
a T axpaye r Identif ic at ion Number, it is not necessary to enter 
the T axpaye r Identif ic ation Number.  
7  Ente r into co lum n 5 the  de tail s of conditions pre scribed  in  the 
re le vant prov is ions o f the  Convention. 

If  nec essary , the appl icant m ay be requested  to fu rnish further 
in form ation in o rde r to  decide  whethe r re lie f under the Convention 
shou ld be g ran ted or no t. 

"A ttachment Form  for 
Lim itation  on  Benefits 
Article" attac he d D ate  o f prev ious subm ission o f the applic at ion for  incom e ta x 

conve ntion wi th the "Attachm ent Form  fo r L imitation on Bene fits 
Art ic le"

所得の 支払 を受 ける者又 はその代理 人の 署名
Signature  of the Recipient o f Income  o r h is  Agent

○  代理人に関 する 事項 ：この届出書を代理人によって 提出する場合には、次の欄に 記載してください。
Detai ls of the Agent; If  th is form  is prepared  a nd  subm itted by the Agent, fil l ou t the fo ll owing colum ns.

代 理 人 の 資 格
Capa city o f Agent 
in Japan

氏名（名 称）

Full name

納 税管理 人の届 出をした 税務署名
Name  of  the T ax Offic e where 
the T ax Agent is  reg is tered

□ 納税 管理人  ※
Tax Agent

□ その 他の代理人
Other Ag ent

住所（居 所・ 所在 地）

Domic ile  (Residence 
or lo cat ion)

(電 話番 号 Telephone Numbe r) 

税  務  署
Tax  Offi ce

○  適用を受け る租 税条 約が特典条項を 有す る租 税条約である場合；  
If the  appl ic ab le c onvention has a rti cle  o f lim itat ion on bene fits 

特典条項に関する 付表の添付  □有Yes
□添付省略Attachment no t requ ired

(特典条項に関する付表を添付して 提出した租税条約に関 する届出 書の提出日      年     月     日 ) 

 私は、この届 出書 の「４」に記載した所得が「１」に 掲げ る租税条約
の規定の適用を 受け るものであることを、「租税条約等 の実 施に伴う所
得税法、法人税 法及 び地方税法の特例等に関する法律の 施行 に関する省
令」及び「復興 特別 所得税に関する省令」の規定により 届け 出るととも
に 、この届出書 (及び 付表 )の記載事項が正確かつ完全である ことを宣言
します。
       年     月     日
D ate

※  「納税管理人」 とは、日本国の国税に関する申告、 申請 、請求、届
出、納付等の事項を処理させるため 、国税通則法 の規定により選任し、
かつ、日本国にお ける納税地の所轄税務署長に届 出を した 代理人をい
います。

In  a cc o rda nce  w ith  th e p rovis ion s o f the  Ministe r ia l O rd ina nc e fo r  the  
Implem en t ation  o f  the  L aw conc erning th e Spec ial Mea sure s o f the  In come  
Ta x Law , th e C orpo ra tion  Tax  La w and  the  Loca l T ax  L aw  fo r  the  
Enfo r cement o f  Income  Tax  C onve n tion s and t h e Minis te r ial O rd ina nc e  
con ce rn ing  Sp ec ial In come  Tax  for  Rec onstruc tion ,  I h e reby subm it  th is 
app lic at ion  form under  the  belie f tha t t h e prov isions  of  th e Income  T ax  
Convent io n  men tioned  in 1  a bove is a pplica b le  to Inc ome men t ioned in  4 
above  a nd  also he reby  de cla re th at the s tat em en t  on this  form (a nd 
at tac hmen t form) is  c o rr ec t and c omp le te  t o t he b est o f my  know le dge  a nd 
be lief .

※   “Tax Agent”  means a pe rson who is appoin ted by the taxpaye r 
and  is registered at the  Di stri ct Di rector o f Tax  Off ic e for the 
p la ce where  the taxpay er is  to  pay his ta x, in o rde r to have  such 
age nt take nece ssary  procedures conce rn ing the  Japanese national
tax es,  s uch as f il ling a return ,  app lic ations , cla ims , payment o f 
tax es,  etc.,  under the  prov is ions of the General Law for National 
T axes . 

注 意 事 項

届出書の提出について
 1 こ の 届出 書は 、所 得税法第 161条第３号から第７号 ま で、第９ 号、

第 11号又は第 12号 に掲げる所得（租税条約に規定する 配当 、利子又は
使用料に該当する ものを除きます。）の支払を受 ける 者が 、これらの
所得に係る日本国 の所得税及び復興特別所得税の 源泉 徴収 税額につい
て租税条約の規定 に基づく免除を受けようとする 場合 に使 用します。

 2 この届出書は、 所得の支払者ごとに 作成して ください。

 3 この届出書は、 正副２通を作成して所得の支払者に 提出 し、所得の
支払者は、正本を 、最初にその所得の 支払をす る日の前日までにその
支払者の所轄税務 署長に提出してください。この届出 書の 提出後その
記載事項に異動が 生じた場合も同様です。

 4 この届出書を納 税管理人以外の代理人によって 提出 する 場合には、
そ の委任 関係 を 証する 委任 状を そ の翻 訳 文とと もに添 付 して くだ さ
い 。

届出書の記載について
５  届出書の□ 欄に は、該当する項目についてレ印を付 して ください。

６  納税者番号とは 、租税の申告、納付その他の手続を 行う ために用い
る番 号 ､記号その他の 符号で その 手続をすべき者 を特 定することが で
きるものをいいま す。支払を 受ける者 の居住地である国に納税者番号

に関する制度が存 在しない場合や支払を受ける者 が納 税者 番号を有し
ない場合には納税 者番号を記載する必要はありま せん ｡

７  届出書の「 ５」 の欄には、「２」から「４」までの 各欄 に記載した
事項のほか、租税 条約に定める「１」の規定の適 用を 受け るための要
件を満たす事情の 詳細 を記載してくだ さい。

 この届出書の 記載 された事項その他租税条約の規定の 適用 の有無を判
定するために必 要な 事項については、別に説明資料を求 める ことがあり
ます 。

INSTRUCT IONS

Subm ission  of the FORM  
1  This  form i s to  be used  by the Re cipient of Income s pr ov ided  in  
subparag raphs 3 through  7 , 9 , 11  and  12 of Artic le 161  o f the 
Income Tax Law other than those defined  as d iv idends,  inter es t 
o r royaltie s under the provisions o f the Convention  in cl aim ing 
the rel ief  from Japane se  income  T ax and  Spec ial  Income  Tax  for
Re construction under the  prov is ions of  the Income  Tax 
C onvention.  
2  This  fo rm  must be prepare d separate ly fo r each Paye r o f the 
above  Income.  
3  Th is form  m ust be submitted in dupl ica te  to  the  Pay er o f 
Income, who  has to file the original  with  the District Dire ctor o f 
T ax Of fi ce for the place  where the Paye r resides, by the  day 
before the payment of  such  inc om es  is  made. T he  same 
p rocedures  must be  fo llowe d when the re is any c hang e in the 
s tateme nts  on this fo rm.  

 4  An Agent other than the T ax Ag ent must attach a power o f 
a ttorney toge the r with i ts J apanese  trans lation.  

Comp let ion  o f t he FORM
 5  Applicab le  blocks must be checked . 

 6   The Taxpayer Identi fi cation Numbe r is a number,  code or 
sym bol wh ich is  used for fi ling  o f return and payment of  due 
am ount and o the r p rocedu res reg ard ing tax , and wh ich iden tif ie s 
a person who must take such proce dure s. If a sy stem  o f Taxpay er 
Identif ic at ion Number doe s  not e xi st in  the  c ountry where  the 
recip ient res ides, o r i f the recip ient o f the pa yment does not ha ve 
a T axpaye r Identif ic ation Number, it is  not necessary to enter 
the T axpaye r Iden tif ic ation Number.  
7  Enter in to  co lumn 5  the  de tail s of condit ion s prescribed  in  the 
re le vant p rov is ions of  the  Convention . 

  If nec es sary , the appl icant m ay be requeste d to fu rnish further 
in f orm ation  in  orde r to decide  whethe r re lie f under the C onvention 
should be g ranted or not. 

"Attachment Form  for 
Lim itation on Be nefits 
A rticle" attached D ate  o f prev ious subm ission  of  the applic at ion  for  income ta x 

convention wi th the "Attachm ent Form  for Limitation  on Bene fits  
Art ic le"



改 正 後 改 正 前 

（261 租税条約に関する源泉徴収税額の還付請求書（割引債及び芸能人等の役務提供事業の対価に係る
ものを除く。））

（261 租税条約に関する源泉徴収税額の還付請求書（割引債及び芸能人等の役務提供事業の対価に係る
ものを除く。））

租税条約に関する源泉徴収税額の還付請求書 
（割引債及び芸能人等の役務提供事業の対価に係るものを除く。） 

       税務署長殿 
To the District D irector, Tax Office
1  還付の請求をする者（所得の支払を受ける者）に関する事項；
Details o f the Person claiming the Refund（Recip ient of Income）

フリガナ Furigana 
氏 名 又 は 名 称(注５ ) 

Full name (Note 5)

(納税 者番号  Taxpayer Identification Number)

住 所 （ 居 所） 又 は 本 店 （ 主た る 事 務 所 ）の 所 在 地
Dom ici le（re sidence）o r P lac e of head  of fi ce（m ain
office）

（電話番号 Telephone Number）

2  還付請求金額に関する事項；  
Details o f Refund 
(1) 還付を請求する還付金の 種類； （該当する下記の条項の□欄にレ印を付してください（注６）｡） 

Kind o f Refund claimed; （Check applicab le b lock below（Note 6）.） 

 に掲げる還付 金 
...................... Re fund in accordance with 

the relevant subparagraph 

(2) 還付を請求する金額； 
Amount o f Refund claimed

(3) 還付金の受領場所等に関 する希 望；（該当す る下記の □欄に レ印を付し、次の欄にその受領を希望 する場所を記入してください。）
Options fo r receiving you r refund；  （Check the applicable box below and enter your in formation in  the  corresponding fields.） 

受取希望場所 
Rec eipt by  transfer to : 

銀行 
B ank  

支店 
Br anc h 

預金種類及び口座
番号又は記号番号 
Ty pe  o f ac count and 
account number 

口座名義人  
Name of accoun t ho lde r 

□ 日本国内の預金口座  
a Japanese b ank account 

□ 日本国外の預金口座
a bank  acc ount o utside  
Ja pan  

支店住所（国名、都市名）Branch  Address (Coun try  ,Ci ty)： 

□ ゆうち ょ銀行の貯金口座 
an ord inar y sav ings a ccount a t th e J apan  Post Bank 

―    

□ 郵便局等の窓口受取りを希望する場合 
the Japan Post Bank or the post o ffice  (r ece ipt in per son)  

 ―  ― 

3  支払者に関する事項；  
Details o f Payer

氏 名 又 は 名 称 
Full n ame

住 所 （ 居 所） 又 は 本 店 （ 主た る 事 務 所 ）の 所 在 地
Domicile（residence）or Place of head o ffice（m ain 
office）

（電話番号 Telephone Number）

4  源泉徴収義務者の証明事項；  
Items to be certi fied by the withhold ing agent

(1) 所 得 の 種 類

Kind of  Income 

(2) 所 得 の 支 払 期 日

Due Date fo r  
Payment 

(3) 所 得 の 支 払 金 額

Amount paid 

(4)(3)の 支払 金 額か ら
源泉徴収した税額 

W ithholding Tax 
on (3)

(5)(4)の 税額 の 納 付年
月日 

Date o f Payment 
o f (4)

(6)租 税条 約を適 用し
た場合に源泉徴収す
べき税額 
Tax Amount to  be 
withheld under Tax 
Convention

(7)還 付を受 ける べき
金額 

Amount to be 
re funded 
((4)－(6))

円
y en

円
yen

円
yen

円
yen

上記の所得の支払 金額につ き、上記のとおり所得税及び復興特別所得税を徴収し、納付したことを 証明します。 
I hereby ce rt ify that the tax has been withhe ld and paid as shown above. 

       年     月    日    源泉徴収義務者  
Date S ignature of withho lding agent                                                       印

通 信
日付印

・ ・ 

確認印

還付金；有、無

□第 1 号（Subparagraph 1）

□第 3 号（Subparagraph 3）

□第 5 号（Subparagraph 5） 

□第 7 号（Subparagraph 7）

租税条約等の実施に伴う 所得税法、法 人税法及び地方 税法
の特例等に関する法律の施 行に 関する 省令第 15条第１項
M in is t e r ial  Or d in an ce  o f t he  I m pleme nt at ion  o f 
the  Law  conc e rn ing  the  Spec ial  M e asu re s  o f the 
Income T ax Law , the Corporation Tax Law and the
Local Tax Law for the Enforcement of  Inc ome  Tax
Conventions, paragraph  1 of  Article15

円

￥

( )税 務 署 整 理 欄

F or o fficial  use  only

 様  式 11 

FORM 

払
者 受

付
支     印

務
署 受

付
税     印

APPLICATION FORM FOR REFUND OF THE OVERPAID WITHHOLDING TAX
OTHER THAN REDEMPTION OF SECURITIES AND REMUNERATION DERIVED
FROM RENDERING PERSONAL SERVICES EXERCISED BY AN ENTERTAINER
OR A SPORTSMAN IN ACCORDANCE WITH THE INCOME TAX CONVENTION

この還付請求書の記載に当たっては、裏面の注意事項を参照 してください。  
See in struct ions on the rev erse side.

租税条約に関する源泉徴収税額の還付請求書 
（割引債及び芸能人等の役務提供事業の対価に係るものを除く。） 

       税務署長殿  
To the D istrict Director, Tax Office
1  還付の請求をする者（所得の支払を受ける者）に関する事項；
Details o f the Person  claiming the Refund（Recip ient of Income）

フリガナ Furigana 
氏 名 又 は 名 称(注５ ) 

Full name (Note 5)

(納税者番号  Taxpayer Identificat ion Number)

住 所 （ 居 所） 又 は 本 店 （ 主た る 事 務 所 ）の 所 在 地 
Dom icile（re side nce）or P lace o f head of fi ce（m ain
office）

（電話番号 Telephone Number）

2  還付請求金額に関する事項；  
Details o f Refund 
(1) 還付を請 求する還付金の種類；（該当する下記の条項の□欄にレ印を付してください（注６）｡） 

Kind  o f Refund claimed; （Check  applicab le b lock below（Note 6）.） 

 に掲げ る還付金 
...................... Re fund in accordance wi th 

the relevant subparagraph 

(2) 還付を請 求する金額； 
Amount of Refund claimed

(3) 還付金の 受領場所等に関する希望；（該当する下記の□欄にレ印を付し、次の欄にその受領を希望する場所を記入してください。）
Options for receiving your refund； （Check the app licable box below and enter your in formation in  the  corresponding field s.） 

受取希望場所 
Receipt by  transfer to : 

銀行 
B ank  

支店 
Br anch 

預金種類及び口座
番号又は記号番号 
Ty pe  o f ac count and 
account number 

口座名義人  
N ame of account ho lde r 

□ 日本国内の預金口座 
a Japanese bank accoun t 

□ 日本国外の預金口座 
a bank  acc oun t outs ide  
Ja pan  

支店住所（国名、都市名）Branch Addr ess (Coun try  ,Ci ty)： 

□ ゆうちょ銀行の貯金口座 
an ord inar y sav ings a ccount a t the Japan  Post Bank 

―    

□ 郵便局等の窓口受取りを希望する場合 
the Japan Post Bank  or the post o ffice  (r ece ipt in  per son)  

 ―  ― 

3  支払者に関する事項； 
Details o f Payer

氏 名 又 は 名 称 
Full name

住 所 （ 居 所） 又 は 本 店 （ 主た る 事 務 所 ）の 所 在 地 
Domicile（residence）or Place of  head o ffice（m ain 
office）

（電話番号 Telephone Number）

4  源泉徴収義務者の証明事項；  
Items to be certi fied by the withhold ing agent

(1) 所 得 の 種 類

Kind of Income 

(2) 所 得 の 支 払 期 日

Due Date for  
Payment 

(3) 所 得 の 支 払 金 額

Amount paid 

(4) (3)の支払金額 から
源泉徴収した税額 

W ithholding Tax 
on (3)

(5)(4)の 税 額 の納 付年
月日 

Date of Payment 
o f (4)

(6)租 税条 約 を適 用し
た場合に源泉徴収す
べき税額 
Tax Amount to  be 
withheld under Tax 
Convention

(7)還 付を 受 ける べき
金額 

Amount to be 
re funded 
((4)－(6))

円
yen

円
yen

円
yen

円
yen

上記の所得 の支払金額につき、上記のとおり所得税を徴収し、納付したことを証明します。 
I hereby ce rtify that the tax has been w ithhe ld and paid as shown above. 

       年     月    日    源泉徴収義務者  
Date Signature of w ithho lding agent                                                       印

通 信
日付印

・ ・ 

確認印  

還付金；有、無

□第 1 号（Subparagraph  1） 

□第 3 号（Subparagraph  3）

□第 5 号（Subparagraph  5）

□第 7 号（Subparagraph  7）

租 税条 約の 実施に伴う所得税法、法人税法及び地方 税法
の 特例 等に 関する法律の施行に 関する 省 令第 15条第１項
M inist e r i al  Or din an ce  o f t he  I m plem ent at ion  o f 
the Law  conc e rn ing  the  Spec ial  M easure s of  the 
Income T ax Law , the Corporat ion Tax Law and  the
Loc al Tax Law fo r the En fo rcemen t of  Inc ome  Tax 
Conventions, paragraph 1 of Article15

円

￥

( )税 務 署 整 理 欄

F or official  use  only

 様  式 11 

FORM 

払
者 受

付
支     印

務
署 受

付
税     印

APPLICATION FORM FOR REFUND OF THE OVERPAID WITHHOLDING TAX
OTHER THAN REDEMPTION OF SECURITIES AND REMUNERATION DERIVED
FROM RENDERING PERSONAL SERVICES EXERCISED BY AN ENTERTAINER
OR A SPORTSMAN IN ACCORDANCE WITH THE INCOME TAX CONVENTION

こ の還付請求書の記載に当たっては、裏面の注意事項 を参照してください。  
See instruct ions on  the rev erse side.



改 正 後 改 正 前 

（261 租税条約に関する源泉徴収税額の還付請求書（割引債及び芸能人等の役務提供事業の対価に係る
ものを除く。））

（261 租税条約に関する源泉徴収税額の還付請求書（割引債及び芸能人等の役務提供事業の対価に係る
ものを除く。））

還付 の請求をする者又はその代理人の署名
Signature o f the Applicant or his Agent

○ 代理人に関する事項 ； この届出書を代理人によって提出する場合には、次の欄に記載してください。
Details of the Agent ； If this form is prepared  and submitted by the Agent, f ill ou t the fo llowing columns.

代 理 人 の 資 格
Capacity of Agent 
in Japan

氏名（名称）

Full n ame

納 税管理 人の届 出を し た税務署 名
Name of the Tax Offi ce where 
the Tax Agen t is registered

□ 納税管理人 ※
Tax Agent

□ その他の代理人
Other Agent

住所（居所・所在地）

Domicile (Residence 
o r location)

(電話番号 Telephone Number)

税 務  署
Tax Of fice

私は、日本国と                                  との間の租税条約
第       条第     項の規定の適用 を受ける上記「４」の所得に ついて源泉
徴収された所得税額につき、「租税条約の実施に伴う所得税法、法人税法
及び地方税法の特例等に関する法律の施行に関する省令」の規定により還
付の請求をするとともに、この還付請求書 の記載事項が正確かつ完全であ
ることを宣言し ます。

       年    月    日
Date

※  「納税管理人」については、「租税条約に関する届出書」の裏面の説
明を参照してください。

注 意 事 項

還付請求書の提出について
 1 この還付請求書は、還付を請求する税額の源泉徴収をされた所得の支

払者ごとに作成してください。
 2 この還付請求書は、上記１の所得につき租税条約の規定の適用を受け

るための別に定める様式（様式１～様式３、様式６～ 様式 10及 び様式
19）による「租税条約に関する届出書 」（その届出書に付表や書類を添
付して提出することと されているときは 、そ れらも 含みま す｡）ととも
に、それぞれ正副２通を作成して 所得の支払者に提出し、所得の支払者

は還付請求書の「４」の欄の記載事項について証明をした後、還付請求
書及び租税条約に関する届出書の正本をその支払者の所轄税務署長に提
出してください。

 3   この還付請求書を納税管 理人 以外の代理人によって提出する場合に
は、その委任関係を証する委任状 をその翻訳文とともに 添付してくださ
い。

 4 この還付請求書による還付金を代理人 によって受領することを希望す
る場合には、還付請求書にその旨を記載してください。この場合、その
代理人が納税管理人以外の代理人であるときは、その委任関係を証する
委任状及び還付請求をする者（所得の支払を受ける者）のサイン証明書
または印鑑証明書を、これらの翻訳文とともに添付してください。

還付請求書の記載について
5 納税者番号とは、租税の申告、納付その他の手続を行うために用いる
番号 ､記 号その他 の符号でその手続 をすべき者 を特定することができるも
のをいいます。支払を受ける者が納税者番号を有しない場合や支払を受
ける者の居住地である国に納税者番号に関する制度が存在しない場合に
は納税者番号を記載する必要はありません ｡

 6 還付請求書の「２ (1 )」の条項の区分は、次のとおりです。

□第 1 号 ･･････ 租税条約の規定 の適用を受 ける人的役務の対価として
の給与その他の報酬を２以上の支払者から支払を受ける
ため、その報酬につ き「租税条約に関する届出書」を提出
できなかったこと又は免税の金額基準が設けられている
租税条約の規定の適用を受 ける株主等対価の支払を受け
るため、その対価につき「 租税条約に関する届出書」を
提供できなかったことに基因 して源泉徴収をされた所得
税額について還 付の請求をする場合 

□第 3 号 ･･････ 第１号及び第５号以外の場合で、租税条約の規定の適
用を受ける所得につき「租税条約 に関する届出書」を提
出しなかったことに基因して 源泉徴収をされた所得税額
について還付の 請求をする場合 

□第 5 号 ･･････ 特定社会保険料 を支払った又は控除される場合におい
て、当該給与又は報酬につき 源泉徴収をされた所得税額
について還付の 請求をする場合 

□第 7 号 ･･････ 租税条約の規定 が遡及して適用されることとなったた
め、当該租税条約の効力発生前に支払を受けた所得につ
き既に源泉徴収をされた所得税額について 還付の請求を
する場合

In accordance with the provisions of the Minis terial Ord inance  for the 
Implementation  of the Law concern ing the  Special Measure ｓ  o f the 
Income Tax Law, the Corpo ration Tax Law and  the  Local Tax Law for 
the  En forcemen t of  Income T ax Conventions, I hereby claim the 
refund of  tax withheld on the Income o f 4 above to which subparagraph
of paragraph of Article of Income Tax Conv ention between  
Japan and is applicab le and  also hereby declare 
that the above statement is correct and comp lete to the best of  my 
know ledge  and bel ief. 

※ “Tax Agent” is explained on the reverse side of the “Applicat ion Form 
for Income Tax Convention”. 

IN STRUCTIONS

Submissio n of th e FORM 
1   This fo rm must be prepared separate ly for e ach Paye r of Income 
who withhe ld the tax to be refunded . 

 2   Submit this form in duplicate to the Payer of Income concerned
together with the “Application Form for Income Tax Convention”
(Forms 1 to 3, 6 to 10 and 19) prepared in  duplicate for the 
application of Income Tax Convention to Income o f 1 above(includ ing 
attachment fo rms o r documents if  such attachment and documents 
are requ ire d). The Payer of the Income must cert ify the item in 4  on 
th is form and then file the orig inal o f each  form with  the District 
Dire ctor of Tax Off ice for the place where the Payer res ides. 

 3   An Agent other than the Tax Agent must attach a power of 
attorney together with its Japanese trans lation. 

4   The app licants who wishes to re ceive refund through  an  Agent 
mus t state so on this form. If the Agent a  Tax Agent, a powe r of 
attorney and a guarantee o f signature or seal- impress ion of the 
applicant (recip ient o f income) mus t be attached  together w ith  their 
Japanese translation s. 

Completion of the FORM 
 5   The Taxpayer Identification Number is a number, code o r symbol 
which is used for filing of retu rn  and payment of due amount and  
other procedures regarding tax, and which  identifies a person who  
mus t take such procedures. If a system of Taxpayer Identi fication 
Number does  not exist in the country where the recipient resides , or 
if the recipient of the payment does not have a Taxpayer 
Iden tification Numbe r, it is not nece ssary to enter the  Taxpayer 
Iden tification Number. 
6   The d istinction o f the provisions of the item 2 (1 ) on this fo rm is as 
fo llows: 
□Subpara.1… For the refund  of tax on salary or other 

remuneration fo r pe rsonal services withheld  to the 
benefits of the  Income Tax Conven tion which was 
withheld due to the failure  to file the “App lication 
Form for Income Tax Convention”  because there are 
more than two Payers o f Income. A lternatively, 
regard ing the payment of stockholder value entitled 
according to the benefits of the Income Tax 
Convention , wh ich provides  an exemption amounts 
standard, the failu re to f ile the “App lication Form for 
Income Tax Convention” fo r the value . 

□Subpara.3… For the refund of tax on income e ntitled to  the 
benefits of the  Income Tax Conven tion which was 
withheld due to the failure to file the “Application  Form 
fo r Income Tax Convention” in  cases other 
thanSubpara.1 and  Subpara.5. 

□Subpara.5… For the refund  of tax which was withheld at the 
sou rce from wages or remuneration with which 
des ignated insurance premiums were paid o r from which 
said p remiums are deducted . 

□Subpara.7… For the refund  of tax w ithhe ld on income paid before 
the coming in to  effect of Income Tax Convention when 
the Convention became app licable retroact ively. 

還付の請求をする者又はそ の代理人 の署名
Signature o f the Applicant or his  Agent

○ 代理人に関する事項 ； この届出書を代理人によって提出する場合には、次の欄に記載して ください。
Details o f the Agent ； If this  form is prepared and submitted  by the Agent , f ill ou t the fo llowing co lumns.

代 理 人 の 資 格
Capacity of Agent 
in Japan

氏名（名称）

Full name

納 税管理 人の届 出をし た税務署 名
Name of the Tax Office where 
the Tax Agent is regis tered

□ 納税管理人 ※
Tax Agent

□ その他の代理人
Other Agent

住所（居所・所在地）

Domicile (Residence 
o r location)

(電話番号 Telephone Number ) 

税 務  署
Tax Of fice

私は、日本国と                                  との間の 租税条約
第       条第     項の規定の適用を受ける上記「４」の所得に ついて源泉
徴収され た税額につき、「租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及
び地方税 法の特例等に関する法律の施行に関する省令」及び「復興特別所
得税に関 する省令」の規定により還付の請求をすると ともに、この還付請
求書の記載事項が正確かつ完全 であることを宣言します。

       年    月    日
Date

※  「納 税管理人」については、「 租税条約に関する 届出書」の裏 面の説
明を参照してください。

注 意 事 項

還付請求書の提出について
 1 この 還付請求書は、還付を請求する税額の源泉徴収をされた所得の支

払者ごとに作成してください。
 2 この 還付請求書は、上記１の所得につき租税条約の規定の適用を受け

るための 別に 定める様式（様式 １～様式 ３、様式６～ 様式 10及 び様 式
19）に よる「租税条約に関する届出書」（その届出書に付表や 書類を添
付して 提出することとされているときは、 それらも 含みま す｡）ととも
に、そ れぞれ正副２通を作成して 所得の支払者に提 出し、所得の支払者
は還付 請求書の「４」の欄の記載事項について証明をした後、 還付請求
書及び 租税条約に関する届出書の正本をその支払者の所轄税務 署長に提
出してください。

 3   この還付請求書を納税管理人以外の代理人によって提出 する 場合に
は、そ の委任関係を証する委任状 をその翻訳文とと もに添付し てくださ
い。

 4 この 還付請求書による還付金を代理人によって受領することを 希望す
る場合 には、還付請求書にその旨 を記載してくださ い。この場合、その
代理人 が納税管理人以外の代理人 であるときは、そ の委任関係を証する
委任状 及び還付請求をする者（所得の支払を受ける 者）のサイン証明書
または印鑑証明書を、これ らの翻訳 文とともに添付してください。

還付請求書の記載について
5 納税 者番号とは、租税の申告、納付その他の手続を行うために用いる
番号､記 号その他の符号でその手続をすべき者を特定すること ができるも
のをい います。支払を受ける者が納税者番号を有しない場合や 支払を受
ける者 の居住地である国に納税者番号に関する制度が存在しな い場合に
は納税者番号を記載する必 要はあり ません｡

 6 還付請求書の「２ (1 )」の条項の区分は、次のとおりです。

□第 1 号 ･･････ 租税条約の規定の適用を受ける人的役務の対価として
の給与その他 の報酬を２以上 の支払者から支払を受ける
ため、その報酬につき「租税条約に関する届出書」 を提出
できなかった こと又は 免税の金額 基準が設けられてい る
租税条約の規 定の適用を受 ける株 主等対価の支払 を受け
るため、その 対価につき「 租税条 約に関する届出 書」を
提供できなか ったことに基因 して 源泉徴収をされ た税額
について還付の請求を する場合  

□第 3 号 ･･････ 第１号及び第５号以外 の場合で、租税 条約の規定の適
用を受ける所 得につき「租税条約 に関する届出書 」を提
出しなかった ことに基因して 源泉 徴収をされた税 額につ
いて還付の請求 をする場合 

□第 5 号 ･･････ 特定社会保険料を支払った又は控除される場合におい
て、当該給与 又は報酬につき 源泉 徴収をされた税 額につ
いて還付の請求 をする場合 

□第 7 号 ･･････ 租税条約の規定が遡及して適用されることとなったた
め、当該租税 条約の効力発生前に 支払を受けた所 得につ
き既に源泉徴 収をされた税額について還付の請求をする
場合

In accordance with the provisions  of the Minis terial Ord inance  for the 
Implementation  of the Law concerning the  Special Measure ｓ  o f the 
Income Tax Law, the Corporat ion Tax Law and  the  Local Tax Law for 
the  Enforcement o f Income Tax Conven tions and the M in isterial 
O rd in ance concern ing Spe cia l In come Tax for Reconstruction, I hereby  claim 
the refund of tax withheld on the Income of 4  above to wh ich
subparagraph o f paragraph of Article o f Income 
Tax Convention  between Japan and is 
applicable and  also hereby declare that the above statement is  correct 
and complete to the best of  my  knowledge and belief. 

※ “Tax Agent” is explained on the reverse side of the “Applicat ion Form 
for Income Tax Convention”. 

INSTRUCTIONS

Submissio n of th e FORM 
 1  This form must be prepared separate ly for each  Paye r of Income 
who withhe ld the tax to be refunded . 

 2  Submit this form in duplicate to  the Payer of Income concerned
together with the “Application  Form for Income Tax Convention”
(Forms 1 to 3, 6 to 10 and 19 ) prepared in  duplicate for the 
application of Income Tax Convention to Income o f 1 above(includ ing 
attachment forms or documents if  such attachment and documents 
are required). The Payer o f the Income must certify the item in 4  on 
this form and then file the orig inal o f each form with  the D istrict 
Dire ctor o f Tax Off ice for the place where the Payer res ides. 
3  An Agent other than the Tax Agent must attach a power of 
attorney together w ith  its Japanese trans lation. 

4  The app licants who wishes to  re ceive refund  through  an  Agent 
must state so on th is fo rm. If the Agen t a Tax Agen t, a powe r o f 
attorney and a guarantee of signature or seal- impress ion o f the 
applicant (recip ient o f income) mus t be attached together w ith their 
Japanese translat ions. 

Complet ion o f the FORM 
 5  The Taxpayer Identificat ion Number is a number, code or symbol 
which is used for f iling of return and payment of due amount and 
other procedures regarding tax, and which  identifies a person who 
must take such procedures. If  a system of Taxpayer Identi fication 
Number does  not exist in the country where the recipien t resides, or 
if the recipient of the payment does not have a Taxpayer 
Identificat ion Numbe r, it is not nece ssary to enter the Taxpayer 
Identificat ion Number. 

 6  The d ist inct ion o f the provisions of the item 2 (1 ) on th is form is  as 
fo llows: 
□Subpara.1… For the refund of tax on salary or other 

remuneration fo r pe rsonal services withheld  to the 
benefits o f the  Income Tax Convention which was 
withheld due to the failure  to file the “Applicat ion 
Fo rm for Income Tax Convention” because there are 
more than two Payers of Income. A lternatively, 
regarding the payment of stockholder value ent itled 
acco rding to the benefits of the Income Tax 
Convention , wh ich p rovides an exemption amounts 
standard, the failure to f ile the “App licat ion Form for 
Income Tax Convention” fo r the value . 

□Subpara.3… For the refund of tax on income e ntitled  to the 
benefits o f the  Income Tax Convention which was 
withheld due to the failure to file the “Application  Fo rm 
for Income Tax Convention” in case s other 
thanSubpara.1 and  Subpara.5. 

□Subpara.5… For the refund of tax which was withheld at the 
sou rce from wages or remuneration with wh ich 
des ignated  insurance premiums were paid or from wh ich 
said premiums are deducted . 

□Subpara.7… For the refund  o f tax withhe ld on  income paid before 
the coming in to  ef fect of  Income Tax Convention when 
the Convention became app licable retroact ively. 



改 正 後 改 正 前 

（262 租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る源泉徴収税額の還付請求書） （262 租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る源泉徴収税額の還付請求書） 

租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の 
対価に係る源泉徴収税額の還付請求書 

APPL ICATION FORM FOR REFUND OF THE  WITHHOLDING TAX 
ON  REMUNERATIOIN  DERIVED FROM  RENDERING PERSONAL 
SERV ICES EXERCISED BY AN  ENTERTAINER OR A SPORTSMAN 
IN  ACCORDANCE  WITH THE INCOME TAX  CONVENTION 

この還付請求書の 記載 に当た っては、別紙 の注意事項を参照し てく ださ い。  
See separate  instruct ions.

       税務署長殿  
To the D istri ct Directo r, T ax Off ice  
１  適用を受ける租税条約 に関 する 事項；

Appl ica ble Income  Tax  Convention
日本国と                         との間の租 税条約第   条第   項    
The Incom e T ax C onvention be tween Japan and                             ,Ar ticle      ,para.

２  還付の請求をする者（ 対価 の支 払を受ける者）に関する事項 ； 
Deta ils  o f the  Pe rson  claim ing the Re fund  (Rec ip ie nt o f Rem uneration)  

氏 名 又 は 名 称 
Fu l l name

個 人 の 場 合

Indiv idual

住 所 又 は 居 所  
Domic ile  o r re sidence

（ 電話番号  Te lephone  Number）

国 籍  
Nationali ty

法 人そ の他 の
団 体 の 場 合

Corpo ration 
or othe r 
enti ty

本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地  
P lace o f head off ice  o r main off ice

（ 電話番号  Te lephone  Number）

設 立 又 は 組 織 さ れ た 場 所
P lac e where  the Corpo ration was 
e stabl ished  o r organized
事 業 が 管 理 ・ 支 配 さ れ て い る 場 所  
P lace  where  the  bus iness is  m anaged  
or control led

（ 電話番号  Te lephone  Number）

日本国内で芸能人等の役務提供事業を開 始した年月日 
Date  of  opening business o f rendering personal 
se rv ices exerci sed by the e ntertainer or sportsman 

下記「５」 の 対価 につ き居住者 とし て 課税 される国
及び納税地(注８ ) 
Country  where  the recipient i s taxab le  as re sident 
on  Remunera tion me ntioned  in 5  below and the 
plac e where  he i s to  pay tax (Note 8 )

(納税者番号  Taxpayer Identification Number)

納税管理人

the  Tax  
Agent in  
Japan

氏 名  
Full name

住 所 又 は 居 所  
Domic ile  o r re sidence

（ 電話番号  Te lephone  Number）

納 税 管 理 人 の 届 出 を し た 税 務 署 名  
Name of the Tax O ffic e where  the 
Ta x Agent is reg istered

税  務  署
Tax Off ice

３  還付請求金額 に関 する事項；  
Deta ils  o f the  refund 
(1) 還付を請求 する金額；  

Amount of  Refund claimed

(2) 還付金の受 領場 所等 に関 する 希望；（該当する下記の□欄にレ 印を付し、次の欄にその受領を希望す る場 所を記 入してください。）
Options for receiving  your refund；  （Check the  app lic able box be low and enter y our in fo rmation in  the corre sponding f ie lds.）  

受 取希望場所  
Rece ip t by  t ra nsfer  to :  

銀行  
Ba nk 

支店  
B ran ch 

預金種類及び口座
番号又は記号番号  
Type of a ccount 

and ac coun t  n um ber

口座名義人  
N ame  of  a ccount ho ld e r 

□  日 本 国 内 の預 金 口
座  

a Jap a nese  bank ac coun t  

□  日 本 国 外 の預 金 口
座  

a bank a cc oun t ou tside  
J apan  

支店住所（国名 、都市名 ）Bra nch  A ddr es s (Country  ,Ci ty )： 

□  ゆ うち ょ銀行の貯金口座  
an or din ary  sav ings  a c coun t a t the J ap a n Post Ba nk  

―    

□  郵便局等の窓口受取りを希望する場合  
the  Ja p an P os t Bank o r the  post o ffic e ( re c eip t  in pe rson) 

 ―  ―  

様  式  12  

FORM 

( )税 務 署 整 理 欄

F or  o ffic ial u se  on ly

承

認

請求 金額 円

充当 金額 円

還付 金額  円 

そ
の
他

納 付日  ・  ・  充当 の申出日  ・  ・  

通信日付印  ・  ・  確認印   

務
署 受

付
税     印

円

￥

租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の 
対価に係る源泉徴収税額の還付請求書 

APPL ICATION FORM FOR REFUND OF THE WITHHOLDING TAX 
ON  REMUNERATIOIN  DERIVED FROM  RENDERING PERSONAL 
SERV ICES EXERCISED BY AN  ENTERTAINER  OR A SPORTSMAN 
IN  ACCORDANCE WITH THE INCOME  TAX  CONVENTION 

こ の還 付請 求書の記載に当たっては、別 紙の注意事項を参照してください。  
See se parate  ins tructions.

       税務署長殿  
To the D istrict Di re ctor, T ax Office  
１ 適用 を受ける租税条約に関する事項；

App lica ble Income  Tax  Conven tion
日本国と                         との間の租税条約第   条第   項    
The Inc om e T ax C onvention  be twe en  Japan and                             ,Ar ticle      ,para.

２ 還付 の請求をする者（対価の支払 を受ける 者）に 関す る事項；  
Deta ils o f the  Pe rson claim ing the Re fund  (Rec ipient of  Rem une ration )  

氏 名 又 は 名 称  
Fu l l name

個 人 の 場 合

Ind iv idual

住 所 又 は 居 所  
Domic ile  o r re sidence

（電話番 号 Te le phone  Number）

国 籍  
Nationali ty

法 人そ の他 の
団 体 の 場 合

Corporat ion 
o r othe r 
e nt ity

本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地  
P lace  of head off ice  o r main of f ice

（電話番 号 Te le phone  Number）

設 立 又 は 組 織 さ れ た 場 所
P lace where  the Corporat ion  was  
e stabl ished o r o rgan ized
事 業 が 管 理 ・ 支 配 さ れ て い る 場 所  
P lace  where  the  busine ss  is  m anaged 
o r control led

（電話番 号 Te le phone  Number）

日本国内で 芸能人等の役務提 供事業を開始した年月日  
Date  of opening business o f re ndering personal  
se rv ices  exercised  by the e ntertaine r or sportsman 

下記「５」 の対価につ き居 住者 とし て課税される国
及び納税地(注８) 
Country  where  the recipient is taxab le  as re sident 
on Remune ra tion mentioned in  5 below and  the 
plac e where  he i s to pay tax (No te 8)

(納税者番号  Taxpayer Identification Number)

納税管理人

the  Tax  
Agent in  
Japan

氏 名  
Full  name

住 所 又 は 居 所  
Domic ile  o r re sidence

（電話番 号 Te le phone  Number）

納 税 管 理 人 の 届 出 を し た 税 務 署 名  
Name  o f the Tax Off ic e where  the 
Ta x Agent is reg iste red

税  務  署
Tax Office

３ 還付 請求金 額に関する事項；  
Deta ils o f the  refund  
(1) 還付 を請求 する金額；  

Amount of  Refund claimed

(2) 還付 金の受領場所等に関する希望； （該当 する下記 の□欄にレ印 を付し、次の欄 にその受領を 希望する場所を記入してくだ さい 。）
Options for re ceiving  your refund；  （Check the  applic ab le box be low and enter you r in formation in the corre spond ing f ie lds.） 

受取希望場所  
Re ce ipt b y  t ra nsfer  to : 

銀 行  
Ba nk  

支店  
B ran ch  

預金種類及び口座
番号又は記号番号  
Type o f a cc oun t 

and  ac count  num ber

口座名義人  
N ame  o f  a cc ount ho lde r 

□  日 本 国 内 の 預 金 口
座  

a J ap a nese  bank ac coun t  

□  日 本 国 外 の 預 金 口
座  

a bank a cc ount ou tsid e  
J apan  

支店住所（国名 、都市名 ）Bra nch  A dd r es s (Countr y  ,Ci ty )：  

□  ゆ うち ょ銀行の貯金口座  
an o r din ary  sav ings  a ccount a t the J apa n Post Ba nk 

―    

□  郵便局等の窓口受取りを希望する場合  
the  Ja pan  P os t Bank  or the  po st o ffic e ( re c eipt  in  pe rson)  

 ―  ―  

様  式  12 

FORM 

( )税 務 署 整 理 欄

F or  o ffic ial u se  on ly

承

認

請求金額 円

充当金額 円

還付金額  円 

そ
の
他

納付日  ・  ・  充当の申出 日 ・  ・  

通 信日 付印  ・  ・  確認印  

務
署 受

付
税     印

円

￥



改 正 後 改 正 前 

（262 租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る源泉徴収税額の還付請求書） （262 租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る源泉徴収税額の還付請求書） 

４ 還付を請求する税額の源泉徴収をした対価の支払者に関する事項；  
Details  o f Payer of  Remunera tion  who w ithheld the Inc ome T ax to be re funded  

氏 名 又 は 名 称 
Ful l n ame

住所 （ 居所 ） 又 は本 店 （ 主 た る事 務所 ） の 所在 地  
Domicil e ( res idence)  o r Place  of head  o ffi ce (main 
off ice )

（電話番号  Te lephone  Number）

日本国内の恒久的施設の状況 
Pe rmanent e stab lishment in 
Japan
□有 (Ye s)  ,  □ 無 (No)
If “Ye s”,e xp lain :

名 称  
Name

（事業の内容  Details of Busine ss）

所 在 地  
Address

（電話番号  Te lephone  Number）

５ 上記「４」の支払者から支払を受ける免税対象の役務提供対価 で「１」の租税条約の規定の適用を 受け るものに 関する事項； 
Detai ls o f R emuneration  re ceived  f rom the P aye r of R emuneration  to wh ich the C onvention mentioned  in 1 above  is  app li cab le

(1) 提 供 す る 役 務 の 概 要 
Desc ript ion  o f Se rv ic es rendered 

(2) 役 務 提 供 期 間  
Pe riod  o f Se rv ic es  rendered 

(3) 対 価 の 支 払 期 日 
D ue Da te  for  Pa ym ent  

(4) 対 価 の 支 払 方 法 
Method  o f Pa ymen t  

(5) 対 価 の 金 額 
Amount  o f  Remune ra tion 

(6) (5)の対価から源泉徴収した税額 
Amount of  W ithho ld ing Tax  on (5)

円
ye n

６ 還付の請求をする者から報酬・給与又は対価の支払を受けるも のに関する事項；
Detai ls o f R ecipien t o f R emuneration or Salary  paid  by the  Person claim ing the re funded  

氏 名 又 は 名 称 
Ful l n ame

住 所 （居 所 ） 又は 本 店 （主 た る 事務 所 ） の所 在 地 
Domicil e (re side nc e) or p lace  of  he ad o ffic e (m ain 
off ice ) 

（電話番号  Te lephone Number）

事 業 が 管 理 ・ 支 配 さ れ て い る 場 所 
P lace  where  the busine ss i s m anaged or contro lle d

（電話番号  Te lephone Number）

日本国内の恒久的施設の状況 
Pe rmanent e stab lishment in 
Japan

名 称  
Name

（事業の内容  Detai ls of Business）

所 在 地  
Address

（電話番号  Te lephone Number）

７ 上記「６」の所得者に対して支払う 報酬 ・給 与又 は対価 に関する事項；  
Detai ls o f R emuneration  or Salary pai d to Re cipie nt mentioned in 6 above  by the Person cla iming  the Re fund

(1)提 供す る役 務の
概要  
De sc ript ion 
o f Se rvices  
e xerc ised 

(2)役 務提 供期 間 

Pe riod o f 
Se rvices  
exe rcised  

(3)報 酬・ 給与 又は
対価 の支 払期 日

Due Date for 
Payment 

(4)報酬 ・ 給 与又 は
対価の支払方法

Method of  
P ayment

(5)報 酬 ・ 給与 又は
対価 の金額  
Amount of  
Rem une ra tion ,
etc.  

(6)源泉徴収すべき税額 

Am ount of the 
Withhold ing T ax 
on  (5)

(7)(6)の うち 納 付した税
額  

Amount o f the  Tax
pa id with in (6) 

円
yen

円
ye n

(8) 未納 付の源泉徴収税額がある場合の納付に関する事項 ；  
De ta ils of Payment o f the  Unpaid  W ithhold ing  Tax  

Ａ  未納付の源泉 徴収 税額 を後 日納 付する予定のときは 、右の 納付 予定 年月 日を記入してください。
If you pay the unpaid  withho ld ing tax l ate r, f il l ou t the  date of  payment.  

Ｂ  未納付の源 泉徴 収税額に この 還付 請求 書による還付金を充てたいときは 、次の欄に 署名 して ください 。
If you wan t to appropriate  the  refund  fo r payment of  such  unpaid  wi thhold ing tax, sign be low. 
私は、未納付の源泉徴収税額を 納付 せず 、こ の還 付請 求書による還付金 をその源泉徴 収税 額に 充てたいと思いますので、申し出ます。  
I w il l appropri ate the re fund fo r paym ent o f the unpaid withholding ta x, there fo re he reby o ffe r tha t.  

還付の請求をする者又はその納税 管理 人の 署名
Signature o f the  Appl icant o r h is T ax Agen t

８ 還付の請求をする者が法人である場合の上記「６ 」の所 得者（個人に限る。）との関係に関する事 項；
Detail s o f the Re lation between the Corporat ion or othe r enti ty  claim ing the  Refund and the Recipient ( Ind ividual) mentione d in 6  above

(1) 上記「６ 」の 所得 者に よる当 該法 人その他の 団体の支配関係がないことに関 する 参考事項；  
De sc ript ion of Facts  that Corpora tion or other enti ty  i s not control led  d irectly  by Re cip ien t mentioned  in  6  above  

(2) 上記「６ 」の 所得 者に よる当 該法 人その他の団体の株式の保有割合等；
The Pe rcentage  o f the shares in such  corporation or other e ntity, e tc. owned by the Recipient mentioned in  6  above 

当該法人 その 他の団 体が 日本
国内で取 得す る所得 のう ち上
記 「６」 の所 得者の 役務 提供
から生ずる割合 
Percentage of the income  
derived by such  corporation  
o r other entity from serv ices  
e xercised by the  Recipient 
mentioned in 6  above 

当該法人その他 の団体の総議
決権のうち上記 「６」の所得
者が所有する割合  

Percentage of the voting power
of all classes of stock entitled to 
vote of such corporation or 
other entity owned by Recipient 
mentioned in 6 above 

当 該 法人 その他の団体の株式
の 総価額のうち上記 ｢６ ｣の所
得 者が所有する割合  

Percen tage  o f the to tal  
v alue  o f all clas ses of stock 
o f such corporat ion or othe r 
ent ity owned by  Recipient 
mentioned in 6 above 

当該 その 他の 団体 の資産 のう
ち上 記「 ６」 の所得者が 権利
を有 する 割合  

Percentage of an  interest in 
the assets of such  o the r 
en ti ty owned by Re cip ien t 
men tioned  in 6 above 

当該 その他の団体 の所得のう
ち上 記「６」の 所得者が権利
を有する 割合  

Percentage  of a  right of  the 
prof its of such  othe r entity 
owned by  Recip ien t 
me ntioned in 6 above 

％ ％ ％ ％ ％

納 付 予 定 年 月 日 

the date of payment

４  還付を請求する税額の源泉徴収をした対価の支払者に関する事項；  
Details  o f Payer of  Remunera tion  who withheld the Inc ome T ax to be re funded  

氏 名 又 は 名 称 
Ful l name

住所 （ 居所 ）又 は本 店 （ 主 た る事 務所 ） の 所在 地  
Domicil e ( res idence)  o r Place  of head  o ffice (main 
off ice )

（電話番号  Te le phone  Number）

日本国内の恒久的施設の状況  
Pe rmanent e stab lishme nt in 
Japan
□有 (Ye s)  ,  □ 無 (No)
If “Yes”,e xp la in :

名 称  
Name

（事業の内容  Details o f Busine ss）

所 在 地  
Address

（電話番号  Te le phone  Number）

５ 上記「４」の支払者から支払を受ける免税対象の役務提供対価 で「１」の租税条約の規定の適用を受けるものに関する 事項；  
Detai ls o f R emuneration  re ceived  f rom the Paye r o f R emuneration  to wh ich the C onvention mentioned  in 1 above  is  app li cab le

(1) 提 供 す る 役 務 の 概 要 
Desc ript ion  o f Se rv ic es rendered 

(2) 役 務 提 供 期 間  
Pe riod  o f Se rv ic es  rendered 

(3) 対 価 の 支 払 期 日 
D ue Da te  for  Pa ym ent  

(4) 対 価 の 支 払 方 法 
Method  o f Pa ymen t  

(5) 対 価 の 金 額 
Amount  o f  Remune ra tion 

(6) (5)の対価から源泉徴収した税額 
Amount of  W ithholding Tax  on (5)

円
ye n

６ 還付の請求をする者から報酬・給与又は 対価の 支払 を受けるものに関する事項；
Detai ls o f R ecipien t o f R emuneration or Salary  paid  by the  Person claim ing the re funded  

氏 名 又 は 名 称  
Ful l name

住 所 （居 所 ） 又は 本 店 （主た る 事 務 所 ） の所 在 地  
Domicil e (re side nc e) or p l ace  of  he ad o f fice (m ain 
off ice ) 

（電話番号  Te lephone Number）

事 業 が 管 理 ・ 支 配 さ れ て い る 場 所  
P lace  where  the business i s m anaged or contro lled

（電話番号  Te lephone Number）

日本国内の恒久的施設の状況  
Pe rmanent e stab lishme nt in 
Japan

名 称  
Name

（事業の内容  Detai ls o f Busine ss）

所 在 地  
Address

（電話番号  Te lephone Number）

７ 上記「６」の所得者に対して支払う 報酬・ 給与 又は 対価に関する事項；  
Detai ls o f R emuneration  or Salary pai d to Recipie nt mentioned in  6 above  by the Person cla iming  the Re fund

(1)提 供す る役 務の
概要  
De sc ript ion 
of Se rvices  
exerc ised 

(2)役 務提 供期 間 

Pe riod o f 
Se rvices  
exe rcised  

(3)報 酬・ 給与 又は
対価 の支 払期 日

Due Date for 
Payment 

(4)報酬 ・ 給 与又 は
対価の支払方法

Method of  
P ayment

(5)報 酬 ・ 給与 又は
対価の金額 
Amount of  
Rem une ra tion ,
etc.  

(6)源泉徴収すべき税額 

Am ount of the 
Withhold ing T ax 
on  (5)

(7)(6)のうち 納 付した税
額  

Amount o f the  Tax
pa id within (6) 

円
yen

円
yen

(8) 未納 付の源泉徴収税額がある場合の納付に関する事項 ；  
De ta ils o f Payment o f the  Unpaid  W ithhold ing  Tax  

Ａ  未納付の源泉 徴収 税額 を後 日納 付す る予定のときは 、右の納付 予定 年月 日を記入してください。
If you pay the unpaid  wi thho ld ing tax late r, f il l out the date of  payme nt.  

Ｂ  未納付の源 泉徴 収税額に この還付 請求 書による還付金を充てたいときは 、次の欄に 署名 して ください 。
If you wan t to appropriate  the  refund  fo r paymen t of  such  unpaid  withholding tax, sign be low. 
私は、未納付の源泉徴収税額を納付 せず 、こ の還 付請 求書による還付金をその源泉徴収税額に充てた いと 思い ます ので 、申し出ます。  
I w il l appropri ate the re fund fo r paym ent o f the unpaid withhold ing ta x, there fo re he reby o ffe r tha t.  

還 付の 請求をする者又はその納税 管理 人の 署名
Signature o f the  Appl icant o r h is T ax Agen t

８ 還付の請求をする者が法人である場合の上記「６」の所得者（個 人に 限る 。） との関係 に関する事項；
Detail s o f the Re lat ion between the Corporation or other enti ty  claim ing the  Refund  and the Recipient ( Ind ividual) mentione d in  6  above

(1) 上記「６」の 所得 者に よる当 該法 人その他の 団体の支配関係がないことに関 する 参考 事項 ； 
De sc ript ion of Facts  that Corpora tion or other enti ty  i s not control led  d irectly  by Re cipien t mentioned  in  6  above  

(2) 上記「６」の 所得 者に よる当 該法 人その他の団体の株式の保有割合等 ；
The Pe rcen tage  o f the shares in such  corporation or other e ntity, e tc. owned by the Recipien t mentioned in  6  above 

当該法人 その 他の団 体が 日本
国内で取 得す る所得 のう ち上
記 「６」 の所 得者の 役務 提供
から生ずる割合  
Percentage of  the income  
derived by such  corporation  
o r other entity from serv ices  
e xercised by the  Recip ient 
mentioned in  6  above 

当該法人その他 の団体の総議
決権のうち上記 「６」の所得
者が所有する割 合 

Percentage of the voting power
of all classes of stock entitled to 
vote of such corporation or 
other entity owned by Recipient 
mentioned in 6 above 

当該 法人 その他 の団体の株式
の総価額のうち上記 ｢６ ｣の所
得者が所有 する割合  

Percentage  of the total 
value  o f all classe s of stock 
of such co rporat ion  or othe r 
ent ity owned by  Recip ient 
mentioned in 6 above 

当該 その 他の 団体 の資産 のう
ち上 記「 ６」 の所得者が 権利
を有 する割合  

Percentage of an  interest in 
the assets of such  o the r 
en ti ty owned by Re cip ien t 
men tioned  in 6 above 

当該 その他の団体 の所得のう
ち上 記「６」の 所得者が権利
を有する割合  

Percen tage  of a  right of  the 
prof its of such  othe r entity 
owned by  Recipien t 
me ntioned in 6 above 

％ ％ ％ ％ ％

納 付 予 定 年 月 日 

the date of payment



改 正 後 改 正 前 

（262 租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る源泉徴収税額の還付請求書） （262 租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る源泉徴収税額の還付請求書） 

９ その他参考となるべき 事項 (注 11 )；
Others (Note 11 ) 

10 日 本の税法上 ､請求書の「２」の 外国法人が納税義務者とさ れるが ､「１」 の租税条 約の相手国 では､その外国法人の株主等が納税義務者とされてお

り、かつ、租税条約の規定 によりその株主等 である者（相手国居住者 に限ります ｡）の所得と して 取り扱われる部分に対して租税条約の適用 を受ける
こととされている場合の租税条約の適用を受け る割合に関する事項等 (注４ )；  
Detai ls  of p roportion  of  income to which  the  convention  mentioned  in  1  abov e is app licable,  i f the  fo re ig n company mentioned in  2 above is 
taxable as a company under Japane se  tax  law, and the member o f the  com pany  i s trea ted as  taxab le person in the other con tract ing coun try  
o f the conve ntion; and if  the  convention is  app licable to income that is  tre ated as income o f the  m embe r (limited to  a res iden t of the othe r 
contracting country) of the foreign company in accordance with  the  prov is ions of the c onvention  (Note 4)

請求書の「２」の欄に記載 した外国法人は､「５」の対 価に つき、「１」の租 税条約の相手国 において次の法令に基づい て、次の日以後、その株主
等である者が課税さ れることとされています ｡ 
The m ember of the foreig n company mentione d in 2  above is  taxab le  in the o ther c ontracting country mentioned  in 1 above  regarding the 
remuneration mentioned  in 5 a bove  since the  fo l lowing date under the fo llowing l aw of the  other contrac ting  coun tr y 
根拠法令                                              効力 を生じる 日      年     月     日  

Appl icab le l aw                                                          Effe ctive date 

請求書の「２」の外国法人の株主等 で租税条約の適 用を受ける者の名 称
Name of m ember of  the foreign company m entioned in 2 above,  to  
whom  the Convention i s app licab le

間接 保有
Indirec t 
Ownersh ip

持分の 割合  
Ratio of 
Ownersh ip

受益の割 合＝  
租税条約の適用を受ける割合 
Proportion of  benef it = 
Proportion for Appl ica tion  
of C onvention

□  % %

□  % %

□  % %

□  % %

□  % %

合計  Total  % %

○  適用を受ける 租税条約が特典条 項を有する租税 条約 である場合；  
If the app l icab le  convention  has  artic le of  l imitation on  bene fits

特典条項に関す る付表の添付 "A tt ac hme nt Form  fo r Lim ita tion  on  Be ne f its  A r t ic le"  at tached  □有 Yes 

 私は、上記「１」に掲げる租税条約の規定 の適用を受ける上記「 ５」
の対価について源泉徴収された所 得税額につ き、「租税条約 の実施に伴
う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等 に関する法律」の規定 によ
り、上記のとおり還付請求するとともに、こ の還付請求書及び付表 の記
載事項が正確かつ完全であることを宣言しま す。

        年     月     日
Date

     還付の請求をする者又 はそ の納税管理人の署名
Signatur e o f the  App licant or his  Tax  Agent

In accordance with the p rov is ions o f the Law concern ing the  
Special M easur eｓ of the  Inc ome T ax Law, the Corpora t ion T ax 
Law and  the Local  Tax Law fo r the  Enforcement o f Inc om e T ax 
Conve ntions , I hereby  claim the re fund o f  tax wi thheld on the
Rem une rat ion mentioned in  5 a bove  to  which the  p rovisions of the  
Income Tax Convention mentioned in 1  above i s app licable , and al so  
hereby  dec lare that the  s tatement on  thi s fo rm and atta chment form
is co rrect and comp le te  to the  best of m y knowledge and be lie f . 

９  その他参考 とな るべ き事 項 (注 11 )；
Others (Note 11 ) 

10 日本の税法上 ､請求書の「２」の外国法人が納税義務者とさ れるが ､「１」 の租税条 約の相手国 では､そ の外 国法 人の 株主等が納税義務者とされてお
り、かつ、租税条約の規定によりその株主等である者（相手国居住者に 限ります ｡）の所得として取り扱われる部分に 対し て租 税条約の 適用 を受 ける
こととされている場合の租税条約の適用 を受ける割合に関する事項等 (注４ )；  
De tails  of propo rtion of in come to wh ich  the  conventi on  mentioned  in 1 above is  app licable,  i f the  fo re ig n company mentioned  in 2 above is  
taxable as a company unde r Japanese  tax  law, and the member o f the  c om pany  is trea te d as taxable person in the other contract ing country  
o f the conve ntion; and  if the  convention is app licable to income that is treated as  in come of  the  m ember (limited to  a resident o f the othe r 
contract ing coun try) of  the fo reign company in  accordance with  the  p rov is ions of  the conve ntion (Note 4)

請求書の「２」の欄に記載した外国法人は ､「５」の対価につき、「１」の租税条約の相手国において次の法令に基づいて、次の日以後、その株主
等である 者が 課税 され ること とさ れて いま す｡ 
The m ember of  the fo reign company m entione d in  2  above is  taxable  in the o ther contract ing coun try men tioned  in 1 above  regarding the 
remuneration mentioned in  5 a bove  s ince the  fo l low ing date under the fo ll ow ing l aw o f the  o ther contrac ting countr y 

根拠法令                                              効 力を生じる日       年     月     日  
Appl icab le law                                                          Ef fe ctive date 

請求 書の「２」 の外 国法 人の 株主等 で租税条約の適用を受ける者の名称 
Name of m ember of  the fo reig n company m en tioned in 2 above,  to  
whom  the Conve ntion is appl icab le

間接保有 
Ind irec t 
Owne rsh ip

持分の割合 
Ratio of 
Ownersh ip

受 益の 割合＝  
租 税条 約の適用 を受ける割合 
Proportion of  benefit  =  
Proportion fo r Appl ica ti on  
o f C onvention

□  % %

□  % %

□  % % 

□  % % 

□  % %

合計  Total  % % 

○  適用を受ける租税条約が特典条項を有する租税条約である場合；  
If the app l icable  conve ntion has artic le of  l imi tat ion on  bene fits

特典条項に関する付表の添付 "A tt ac hme nt Form  fo r L im ita tion  on  Be ne f its A r tic le"  at tac hed  □有 Yes 

 私は、 上記 「１」に掲 げる 租税 条約 の規定の適用を受ける上記「５」
の対価に つい て源泉徴収 され た税 額につき、「租税条約等の実施に伴う
所得税法 、法 人税法及び 地方 税法 の特例等に関する法律」及び「東日本
大震災か らの 復興のため の施 策を 実施 するために必要な財源の確保に関
する特別 措置 法」の 規定 により、 上記のとおり還付請 求するとともに、
この還付 請求 書及び付表 の記 載事 項が正確かつ完全であることを宣言し
ます。

        年     月     日
Date

     還 付の請求を する 者又はその納税管理人の署名
Signatur e o f the  App li can t o r h is Tax  Agent

In  acc ordance wi th the p rov is ions o f the Law conc erning the  
Special M easur eｓ of the  Inc ome T ax Law, the Corpora tion T ax 
Law and the Local  Tax Law for the  Enforcem ent of  Income T ax 
Conventions and  th e  A ct  o n Spec ial M ea su res  conc e rn ing  Sec uring  
F inan cia l Re sou rc es  Nec essary  fo r Implementing  M ea sures for  
Reconst ruc tion in  Re sponse to  the  Grea t E ast  J apa n Ea rthqua ke,  I hereby  
cl aim the  refund o f tax w ithhe ld  on the Remuneration m entione d in  
5  above to wh ich  the prov is ions o f the Income Tax  Convention  
me ntioned in  1  above is  app licable , and  al so he reby dec lare  that the
statement on this  form  and attachme nt fo rm is correc t and comple te  
to the  best of my  knowledge and be lie f.  



改 正 後 改 正 前 

（262 租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る源泉徴収税額の還付請求書） （262 租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る源泉徴収税額の還付請求書） 

｢租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る源泉徴収税額の還付請求書｣に関する注意事項

INSTRUCTIONS FOR “APPLICATION FORM FOR REFUND OF THE WITHHOLDING TAX ON REMUNERATION DERIVED FROM RENDERING 
PERSONAL SERVICES EXERCISED BY AN ENTERTAINER OR A SPORTSMAN IN  ACCORDANCE WITH THE INCOME TAX CONVENTION” 

注 意 事 項
還付請求書の提出について
１  この還付請求書は 、租税条約の実施に伴う所得税法 、法人税法及び

地方税法の特例等に 関する法律第３ 条第１項に規定する免税 対象 の役
務提供対価に係る日本国の源泉徴収 税額について租税条約の 規定 に基
づく免除を受けよう とする 場合に使用します。

２  この還付請求書は 、還付請求をす る税額の源泉徴収 された対価の支
払者ごとに作成してください。

３  この還付 請求 書は 、所得税法 第 212条第 １項 又は租 税特別措 置 法第
42条第１項の規定により徴収すべき 所得税を納付したことを証する書
類（この還付請求書 による還付金を 充てたい旨の申し出を行 う場 合を
除きます。）と還付請求書の「７」 の欄に記載された事項を 明ら かに
する契約書を添付して、還付請求書 の「４」の欄に記載した 対価 の支
払者の所轄税務署長 に提出してくだ さい。

なお、特典条項のある租税条約の 規定に基づき免除を受ける場合に
は ､「特典条項に関する付 表 (様式 17)」も 添付してください｡

４ 適用を 受ける 租 税条約 に両国 間 で課 税 上の 取扱いが 異なる 事業体
に関する規定がある 場合には、次の点にご注意ください。

外国 法人で あ って 、相手 国 では その株 主等が 納税義 務者と される
もの が支払 を受 ける 所得 について は、相 手国の 居住者 である 株主等
（その株 主等 の受益する部分 に限ります ｡）に つい ての みその租 税条
約 の規定 の 適用 を受 ける こ と がで きま す｡上 記に 該当 する 外国 法人
は ､次の書類を添付して提出してくださ い｡
①  請求書の ｢２ ｣の 欄に記載した外国法人が相手国においてその株主

等が課税を受けていることを 明らかにする書類
②  ｢外国法人の 株主等の 名簿 (様式 16 )｣
③  その租税条約の 適用を受けるこ とができる 株主等がその外国法人

の株主等であるこ とを明 らかにす る書類
④  相手国の権限ある当局の株主等 である者の居住者証明書

なお、 こ の場 合には ､「特典条項 に関す る付 表 (様式 17 )」 (そ の添付
書類を含みま す｡ )に ついては、③の各株主等 のもの を添 付して く ださ
い ｡

５  還付請求書の「６ 」の欄に記載した者が日本国内で の滞在日数が年
間若 しくは 継続する 12月の期間中 183日又 はそ れより短 い租税 条約に
定める一定の期間を 超えない者（以下「短期滞在者」といいます。）
で、 その支 払を 受け る所得税法第 161条第 ８号 イに掲げ る報酬 又は給
与に係る日本国の所得税の源泉徴収 税額について租税条約の 適用 を受
ける場合には、そのことを証明する 書類をこの還付請求書に添付して
ください。

６  還付請求書の「６ 」の欄に記載した者が所得税法の 規定に基づき所
得税の源泉徴収税額 が免除されてい る場合には、そのことを証明する
書類をこの還付請求 書に添 付してく ださい。

７  この還付請求書による還付金を納 税管 理人が管理する請求 者の 預貯
金口座への振込によって受領するこ とを希望する場合には、還付 請求
書にその旨を記載してください。

※  「納税管理人」とは、日本国の国税に関する申告、 申請、請求、届
出 、納付 等の 事 項を処 理させ るた め、国 税通則 法の規 定によ り選任

し、かつ、日本国における納税地の 所轄税務署長に届出をし た代 理人
をいいます。

【 裏面に続 きます】

INSTRUCTIONS
Subm is sion  o f the FORM  
 1  This form is to be  used by a Recip ient of  Remune rat ion derive d 
f rom rende ring pe rsonal  serv ice s ex ercised by an  ente rtainer or a 
sportsman as presc ribed in paragraph 1 o f Article  3  o f  the Law 
conce rning  the Spec ial  M easures o f the Incom e Tax Law, the 
C orpo ration Ta x Law and the Local  T ax Law for the  Enforc eme nt 
o f Incom e Tax  Conventions in c laim ing the re lie f from Japanese 
Income  Tax  under the prov is ions of  the Income  Tax  Convention. 

 2  Th is fo rm m ust be prepared  separately for e ach P aye r of 
Remunerat ion  who withhe ld  the tax to  be  refunded. 

 3  This form  must be  subm itted to the  Distri ct Di rector o f Tax 
Of f ice  where  the Payer mentioned in colum n 4 reside s,  together 
wi th documenta ry  evidence  o f payment made under the prov is ions 
o f paragraph 1 o f Article  212 o f the Income  Ta x Law o r parag raph 
1  of  Arti cle  42 of  the Special T axat ion  Measu res Law and  the 
detai ls  o f  the contra ct mentioned in  co lumn 7  above. (If  you 
ind icate that you wish  to al locate  the re fund fo r payment of 
unpa id  wi thho lding tax, the documenta ry evide nce of payme nt 
need no t be attached .) In  the case  that you  apply for e xemption 
unde r the provisions  o f income tax convention  with Limitation on 
Benef its A rticle, attach “A ttachme nt Fo rm for Limi ta tion  on 
Benef its Article ” (Form  17) . 
4  In the  cas e where the re  exists an app l ica ble c onvention 
between both  c oun tries w ith p rov is ions fo r an e nti ty that is 
tre ate d dif fe ren tly fo r tax  purposes , the next point shou ld be 
noted . 
In the  case of i ncome that i s rece ived  by  a foreign company 

whose  member is  trea ted  as a ta xab le pe rson in  the  Contracting 
State other  than Japan the  Income  T ax  Convention  is applic ab le 
only  to m ember s that are res idents o f the  Contract ing  S tate (to 
the extent that such income  is a benefit o f  the  m ember s). For eig n 
com panies  that fall  under th is  ca te gory shou ld  attach the 
fo ll owing  documents to this  form: 
① D ocuments show ing that the  m ember o f the fore ign company 
mentioned in 2  i s treated  as a tax able person in the 
Con tr acting S tate.  

② "L ist of the Members o f  the  Foreign  Company (Form  16) " 
③ D ocuments showing that the  member to whom the I ncome  Tax 
Convention  is app licable  is  a m em be r of the foreign company.

④  The res idency  ce rt if ica tion for shareho lders o f compe te nt 
au thority  in the o ther country. 
A lso  attach "Attachment Form for L imi tation  on Be nefits 

Arti cle  (Form 17) "(includ ing  attachment) comple ted  fo r each of 
the mem bers desc ribed in  ③. 

 5  If the  Re cip ie nt mentioned  in  colum n 6 is  a Temporary V is ito r*  
c laiming exemption from J apane se Inc om e Tax on Rem unera tion 
o r Salary a s p rovided in  subparag raph 8  (a ) o f  Art icle 161 o f the 
Income  Ta x Law under the provi sions  of the Inc om e Tax 
C onve ntion, th is form must be accompanied by docum entary 
e vidence  to tha t ef fe ct. 
*   “T emporary V is itor”  m eans  a non-resident of J apan  who 
stay s in  Japan  fo r the  period not ex cee ding  the per iod  
prescribed  in  the Convention (183  days  or le ss in  a  c ale ndar 
ye ar o r in any consecuti ve  twelve-month pe riod ). 

 6  If Rec ipient m entioned in co lumn 6  qual if ies  for e xem ption  from 
J apanese  Income Tax under the provis ions of the Income Tax 
Law, this  form mus t be acc om panie d by documentary  evidenc e to 
that ef fe ct. 

 7  An applic an t who wi she s to receive the refund  throug h his own 
bank accoun t manage d by  the  T ax Agent m ust state th is  on th is 
form. 

※  “T ax Agent” means a person who i s appointed  by the  tax pa yer 
and is  re gi stered at the  Distri ct Director o f Tax O ff ice  fo r the 
p la ce where the taxpaye r is  to  pay his tax , in order to have suc h 
ag en t take nece ssary  p rocedure s concern ing  the Japanese 
nat ional ta xes, such  as fi ling  a return, app li cat ions,  claims, 
payment of  taxes,  e tc ., under the provisions of  G eneral  Law for 
National Taxes.  

【Continue  on the  reve rse】

様 式  12

FORM  

｢租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る源泉徴収税額の還付請求書｣に関する注意事項

INSTRUCTIONS FOR “APPLICATION FORM FOR REFUND OF THE WITHHOLDING TAX ON REMUNERATION DERIVED FROM RENDERING 
PERSONAL SERVIC ES EXERCISED BY AN ENTERTAINER OR A SPORTSMAN IN ACCORDANCE WITH THE INCOME TAX CONVENTION” 

注 意 事 項
還付請求書の提出について
１  この還付請 求書は、租税 条約等 の実施に伴う 所得税法、法人税法及

び地方税法の特例等に関す る法律第３条第１項に規定 する免税対象の
役務提供対価に係る日本国 の源泉徴収税額について租 税条約の規定に
基づく免除を受けようとす る場合に使用します 。

２  この還付請 求書は、還付 請求をする税額の源 泉徴収された対価の支
払者ごとに作成して ください。

３  こ の還付請求書 は 、所 得税法 第 212条第１項又は租 税 特別措置 法第
42条第１項及 び「東日本大震災からの 復興のた めの施策を実施するた
めに必要な財源の確保に関する特別措置法 第 28条第１ 項」の規定によ
り徴収すべき所得税及び復 興特別所得税 を納付 したことを証する書類
（この還付請求書による還 付金を充てたい旨の申し出 を行う場合を除
きます。）と還付請求書の 「７」の欄に記載さ れた事項を明らかにす
る契約書を添付して、還付 請求書 の「４」の欄 に記載した対価の支払
者の所轄税務署長に 提出してください。

なお、特典 条項のある租税条約の 規定に基づ き免除を受ける場合に
は ､「特典条項に関 する付表 (様式 17 )」も添付してください ｡

４  適用 を 受ける租 税 条約 に両国 間で課 税上の 取扱 いが 異なる 事業体
に関する規定がある場合に は、 次の点にご注意くださ い。

外 国 法人であ って 、相手 国では その 株 主等が 納税義 務者と される
もの が 支払 を受ける 所得 について は、相 手国の 居住者 である 株主等
（その株 主等の受益する部分 に 限ります ｡）に ついてのみその租 税条
約 の規 定 の 適用 を受 ける こと が で きま す ｡上 記に 該当 する 外国 法人
は､次の書類を添 付して 提出して くだ さい ｡
①  請求書の ｢２｣の欄に記 載した 外国法人が相 手国においてその株主

等が課税を 受けていることを明らかにする書 類
②  ｢外国法人の株主等の名簿 (様式 16)｣
③  その租税条約の適用を 受けることができる 株主等がその外国法人

の株主等で あることを明らかにする書類
④  相手国の権限ある当局 の株主等 である者の 居住者証明書

なお、 この場合には ､「特典条 項 に関する付 表 (様式 17 )」 (その添付
書類を含みます ｡)については、③の各 株主等 のもの を添 付して くださ
い ｡

５  還付請求書 の「６」の欄 に記載 した者が日本 国内での滞在日数が年
間若 しくは 継続する 12月の期間中 183日又はそれより短 い租税条約に
定める一定の期間を超えな い者（ 以下「短期滞 在者」といいます。）
で、 その支払を受け る所得税法第 161条第８号イに掲 げ る報酬又は給
与に係る日本国の所得税及 び復興特別所得税の 源泉徴収税額について
租税条約の適用を受ける場 合には、そのことを証明す る書類をこの還
付請求書に添付して ください。

６  還付請求書 の「６」の欄 に記載 した者が所得 税法の規定に基づき所
得税の源泉徴収税額が免除 されている 場合には 、そのことを証明する
書類をこの還付請求書に添付してください 。

７  この還付請 求書による還 付金を納税管理人が管理す る請求者の預貯
金口座への振込によって受 領することを 希望す る場合には、還付請求
書にその旨を記載してくだ さい。

※  「納税管理 人」とは、日 本国の 国税に関する 申告、申請、請求、届
出 、 納付 等の事 項を処 理 させ るた め、 国 税通則 法の規 定によ り選任
し、かつ、日本国における 納税地の所轄税務署長に届 出をした代理人
をいいます。

【裏面に続きます 】

INSTRUCTIONS
Subm is sion  o f the FORM  
 1  This form i s to be  used  by a Recip ien t of Remuneration  derived 
from rende ring pe rsonal serv ice s exercised by an ente rtainer or a 
sportsman as  pre sc ribed  in  paragraph  1 of  Art icle  3  o f the Law 
conce rni ng  the Spec ial  M easures o f the Incom e Tax Law, the 
Corpo ration Tax Law and the Local T ax La w for the  En forcement 
o f Incom e Tax  Conventions in c laim ing the re lie f f rom Japanese 
Income  Tax  under the  prov is ions of the Income  Tax  Convention .

 2  Th is form m ust be prepared separately for e ach  P aye r of 
Remunerat ion  who withhe ld the tax to be  refunded . 

 3  This f orm  mus t be  subm itted to the  D istrict Di re ctor of Tax 
Of fice  where  the Payer men tioned  in co lumn 4 re sides,  together 
with documenta ry  evidence  o f paymen t made under the prov is ions 
o f paragraph 1 o f A rti cle  212 o f the Income  Ta x Law o r parag raph 
1 of  Art i cle  42 of  the Special T axat ion  Measures Law and  the 
provisions o f parag raph 1  of Arti cle  28 o f the Act on Special 
M easures  concern ing Securing  F inan cia l Resour ces N e ce ssar y  for 
Imp lementing  Me asu r es f o r Re con st ruc tio n in  Re sponse  to the  G re at E a st 
Jap a n Ear thquake  and  the  de tail s o f the contrac t mentione d in 
colum n 7 above . ( If you  indic ate that you  w ish  to  a lloc ate  the 
re fund for payment of  unpaid withho lding tax, the  docum entary 
e vidence  o f paym ent need  not be attached.) In the  case that y ou 
app ly  for exemption  under the  p rov is ions o f i nc om e tax 
conve nti on with Lim itation on Bene fits Art icle , a ttach 
“Atta chment Form fo r L im itat ion  on  B enef its Arti cle ”(Form 17). 
4  In  the  case where the re  exis ts an app l ica ble convention 
betwe en  both c ountries w ith prov is ions for an  e nti ty that i s 
tre ated dif fe re nt ly fo r tax  purpose s, the ne xt poin t should be 
noted . 
In the  case of  income that i s rece ive d  by  a foreign company 

whose  m ember is  trea ted as a ta xab le pe rson in the  Contracting 
State other  than  Japan  the  Income  T ax  Convention is applicable 
on ly  to  m ember s that are residen ts o f the  Contracting  State (to 
the extent that such income  is a benef it  o f  the  m ember s). For eign 
com pa nies that fall  unde r th is  ca te gory should attach the 
fo llowing  documents to  th is for m: 
① D ocume nts showing that the  m ember o f the fore ig n company 
mentioned  in 2  is treated as a taxab le person in the 
Contr acting State.  

② "L ist of  the Membe rs o f the  Fo reign Company (Form  16) " 
③ D ocume nts showing that the  member to whom the I nc ome  Tax 
Convention  i s applicable  is  a m em be r of the foreign company.

④  The res idency  ce rt if ica tion  fo r shareholders  of  compe tent 
authority  in the other coun try. 
Also attach  "A ttachment Form for Limi tat ion  on Benef its 

Article  (Form 17)"(including  attachment) comp le ted fo r eac h of 
the mem be rs desc ribed in ③. 

 5  If the  Recip ient mentioned  in  co lum n 6 is  a Temporary V is ito r*  
c laiming exemption f rom Japanese Inc om e Tax  and Special
Income  Tax f or Rec onstruc tion on  Remune ration o r Salary  as 
provided in  subpar agraph 8 (a) of Artic le 161  o f the Incom e Tax 
Law under the provis ions o f the Income Tax C onv en tion, th i s 
fo rm must be accompanie d by  documentary ev idence  to that 
e ff ect.  
*  “Temporary V is itor” m eans a non-re sident o f J apan  who 
s tays  in  Japan for the  period not ex ceeding  the per iod  
p rescribed in  the Conv en tion (183 days or le ss in a  c ale ndar 
year o r in  any  consecutive  twelve-month pe riod ). 

 6  If Rec ipient m en tioned in column 6 qual if ies  for e xem pti on  from 
J apanese  Income Tax under the provi s ions of the Income Tax 
Law, th is  fo rm must be acc om panied by documentary  e videnc e to 
that effe ct. 

 7  An app lic an t who wi shes to re ceive the refund throug h his own 
bank account manage d by  the  T ax Agent must state th is  on thi s 
fo rm. 

※  “T ax Agent” means a person who i s appo inted by the  taxpa yer 
and  is  re gi stered at the  District Dire ctor of Tax O ff ice  for the 
p la ce where the taxpaye r is to  pay his tax , in  o rder to  hav e such 
agent take nece ssary  p rocedures concerning  the Japanese 
nat ional ta xes, such  as fi ling  a retu rn, app li cat ions,  claims, 
payment of  tax es,  e tc ., under the provisions of G eneral  Law for 
National Taxes.  

【Continue  on the  reve rse】

様 式  12

FORM  



改 正 後 改 正 前 

（262 租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る源泉徴収税額の還付請求書） （262 租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る源泉徴収税額の還付請求書） 

 この請求書に記載された事項その 他租税 条約の規定 の適 用の 有無を判
定するために必要な事項については 、別に 説明資料を 求めるこ とがあり
ます。

If ne cessary, the  applicant may  be reque sted to furnish further 
information  in order to  dec ide w he the r rel ief unde r the Convention  
shou ld be gran ted  or not.  

還付請求書の記載について
８ 請求 書の □欄 には、 該当 する項目についてレ印を付してく ださ い。

９ 納税 者番 号と は、租 税の 申告、納付その他の手続を行うた めに 用い
る 番号 ､記 号その他の符号 でそ の手 続をす べき者を特定す る ことがで
き るも のを いい ます。 支払 を受ける者の居住地であ る国に納 税者番号
に 関す る制 度が 存在し ない 場合や支払を受ける者が 納税者番 号を有し
な い場 合に は納 税者番 号を 記載する必要はありません｡

10 還付 請求 書の 「６」 の欄 に記載する者が複数ある ときは、 「６」及
び 「７ 」に 掲げ る事項 を記載した明細書 をこの還付 請求書に 添付して
く ださ い。

11 還付 請求 書の 「９」 の欄 には、「２」、「５」及 び「８」 の各欄に
記 載し た事 項の ほか、 租税 条約に定める「１」の規 定の適用 を受ける
た めの 要件 を満 たす事 情の 詳細を記載してください。

Completio n of the FORM
 8  App lic ab le blocks  m us t be checke d.  

 9  T he  Taxpa yer I denti fi cation Num be r is  a number,  code or 
symbol wh ich is us ed for f il ing of  re turn and paymen t o f due 
amoun t and  other procedure s rega rd ing  tax,  and which identi f ies  
a pe rson who mus t take such procedu res. If  a sys tem of  Taxpayer 
Identif ication  Num be r doe s not ex is t in  the country  where the 
rec ip ient re side s,  o r if  the re cip ient of the paym ent does not have 
a Taxpayer Identi ficat ion Numbe r,  it is no t necessary to e nte r 
the  Taxpa yer Ide nti fication  Num ber. 

10  If Re cip ients mentioned in colum n 6 are  p lural , the  
specific ations de scr ibed the sam e de ta ils  i n co lumns  6  and  7  m ust 
be attached  to th is  form . 

11  En ter into  co lumn 9 the detai ls  of cond i t ions  prescribed in  the 
relev ant provisions o f the Convention.  

 この請求書に記載された事項その 他租税 条約の 規定 の適 用の 有無を判
定するために必要な事項については 、別に 説明資 料を 求めるこ とがあり
ます。

If ne cessary, the  applicant may  be reque sted to furn ish further 
information  in order to  dec ide w he the r rel ief unde r the Convention  
shou ld be gran ted  or not.  

還付請求書の記載について
８ 請求 書の□欄 には、 該当 する項目についてレ印を付してく ださ い。

９ 納税 者番号と は、租 税の 申告、納付その他の手続を行うた めに 用い
る 番号 ､記 号その他の符号 でそ の手 続をす べき者を特定す る ことがで
き るも のを いい ます。 支払を受ける者の居住地であ る国に納 税者番号
に 関す る制 度が 存在し ない場合や支払を受ける者が納税者番 号を有し
な い場 合に は納 税者番 号を記載する必要はありません｡

10 還付 請求 書の 「６」 の欄に記載する者が複数ある ときは、 「６」及
び 「７ 」に 掲げ る事項 を記載した明細書 をこの還付 請求書に 添付して
く ださ い。

11 還付 請求 書の 「９」 の欄には、「２」、「５」及び「８」 の各欄に
記 載し た事 項の ほか、 租税条約に定める「１」の規定の適用 を受ける
た めの 要件 を満 たす事 情の詳細を記載してください。

Completio n of the FORM
 8  App lic ab le blocks  m us t be c hecke d.  

 9  T he  Taxpa yer I denti fi cat ion Num be r is  a number,  code or 
symbol wh ich is us ed for f il ing of  re turn and paymen t o f due 
amoun t and  other procedure s rega rding  tax,  and which identi f ies  
a pe rson who  mus t take such procedu res. If  a sys tem of  Taxpayer 
Identif icat ion  Num ber doe s not ex is t in  the country  where the 
rec ip ient re side s,  o r if  the re cip ient of the paym en t does not have 
a Taxpayer Identi fication Numbe r,  it  is no t necessary to e nte r 
the  Taxpa yer Ide nti fication  Num ber. 

10  If Re cip ients mentioned in co lum n 6 are  plural , the  
specif ic ations de scr ibed the sam e de ta ils  i n co lumns  6  and  7  m ust 
be attached  to th is  form . 

11  En ter into  co lumn 9 the detai ls  of condi tions  prescribed in  the 
relev ant provisions o f the Conven tion.  



改 正 後 改 正 前 

（263 租税条約に関する割引債の償還差益に係る源泉徴収税額の還付請求書（割引国債用）） （263 租税条約に関する割引債の償還差益に係る源泉徴収税額の還付請求書（割引国債用）） 

( )免税の場合  ⑫×⑧／⑦
In c ase  of Ex emption

租税条約に関する割引債の償還差益に係る 
源泉徴収税額の還付請求書（割引国債用）

       税務 署長殿  
To the D is tr ict Di rec tor, Tax O ff ice
1  適用を 受け る租 税条約に関する事項；

Applicab le  Income  Tax  Convention 
日本国 と                                                との間の租税 条約 第      条第       項     
The Income T ax Conve n tion  between Japan and ,Article ,par a.

2  還付の 請求 をす る者（償還差益の支払を 受け る者）に関する事項；  
Detai ls of the Pe rson claim ing the Re fund（Recip ie nt of  P rof it  f rom Redemption of Securi t ies）

氏 名 又 は 名 称 (注５ ) 
Fu ll name  (Note 5 )

(納税 者番号 Taxpayer Identification Number)

個 人 の 場 合

Individual

住 所 又 は 居 所
Domicil e o r re side nce

（電 話番号  Te le phone Number）

国 籍
Nationali ty

法 人そ の 他の
団 体 の 場 合
Corpo ration 
or other 
enti ty

本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 
P lac e of he ad off ice  or ma in of fic e

（電 話番号  Te le phone Number）

事 業 が 管 理 ・ 支 配 さ れ て い る 場 所
P lace where  the  busine ss  is m anaged 
or controlled

（電 話番号  Te le phone Number）

3  償還差 益の 支払 者に関する事項；Detai ls  o f Pay er o f Prof it f rom  Redem ption o f Securi ti es

名 称  
Full nam e

日本銀行 
Bank of Japan 

本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 
Domicile（residence ）o r Pla ce of head  o ffi ce（m ain 
o ff ice）

東京都中央 区日 本橋 本石町２－１－１  （電話番 号Te lephone  Num be r）

1－1,2  Chom e, N ihonbashi-hong okucho, Chuo-ku , Tokyo , J apa n 03（3279）1111

4  上記「 ３」 の支 払者から支払を受ける償 還差益で「１」の租 税条約の 規定の適用を受けるものに関する事項；Deta ils  o f P rofit from Redemption  
of  Securi ti es rec eived from the P aye r to which  the Income  Tax Conven tion  mentioned in 1 above i s appl icable

① 国債 名称
Desc rip tion o f  Governmen t bonds  

② 記号  
Number

③ 償還 期日  
Date  of M aturity

④ 取得 年月日  
Date  of Acquis ition

⑤ 額面 金額 の合計額  
Tota l Am ount o f Face Va lue

円 yen 円 yen 円 yen

⑥ 発行 価額の合計額  発行価額 (   )×数量× (   ) 
Tota l Am ount o f I ssue P rice

円 yen 円 yen 円 yen

⑦ 償還 期間の 日数又は月数  
Term（in days or months）

日 又は月 days or months 日又は月days or months 日又は月days or months

⑧ 所有 期間の 日数又は月数  
Hold ing P eriod（ in  days  or months）

日 又は月 days or months 日又は月days or months 日又は月days or months

⑨ 所有 期間に対応する償還差益  (⑤ －⑥ )×⑧／⑦  
Prof it from Re demption corresponding to Holding Period

円 yen 円 yen 円 yen

⑩ 源泉 徴収税率  
Rate of W ithholding  Tax

％ ％ ％

⑪ 限度 税率  
Ce il ing T ax Rate  under App licab le Tax  Treaty

％ ％ ％

⑫ 源泉 徴収税額  (⑤ －⑥ )×⑩  
Amount o f  Tax  W ithhe ld

円 yen 円 yen 円 yen

⑬ 還付 請求金額  ⑫×⑧／⑦－ (⑨×⑪ ) 
Amount o f  Tax  to be  Re funded

円 yen 円 yen 円 yen

・免税の場合、⑨及び⑪の 記入 を要しない。； In  case of Exemption  ⑨ and ⑪ need not be fi lle d.  

5 その他参考となるべき事項（注６）；Othe rs (No te  6 )

□  限 度税 率    ％ 
App li cab le Tax Rate

□  免   税  
Exemption

( )税 務 署 整 理 欄

For  o f fici al use on ly

 様  式  13 

FORM  

還 付金 ；有、無

払
者 受

付
支     印

務
署 受

付
税     印

APPLICATION FORM  FOR REFUND OF THE WITHHOLD ING
T AX  O N PR O F IT  F ROM  R EDEM P T IO N  O F  SECUR IT I ES 
I N ACCORDANC E W ITH  THE INCOME TAX  CONVENTION 

（DISCOUNT  GOVERNMENT  BONDS ONLY） 
この還付請求書の 記載に当 たっては、 別紙の注 意事 項を 参照してください 。 

See separ ate  instruc tions.

( )免税の場合  ⑫×⑧／⑦
In c ase  of Ex emption

租税条約に関する割引債の償還差益に係る 
源泉徴収税額の還付請求書（割引国債用）

       税務署長殿  
To the D is tr ict Di rec tor, T ax O ff ice
1  適用を 受け る租税条約に関する事項；

Appl icab le  Income  Tax  Convention 
日本国と                                                 との間の租税条約第       条第       項     
The Incom e T ax Conven tion between Japan and ,Article ,par a .

2  還付の 請求 をする者（償還差益の支払を受 ける者）に関する事項；  
Detai ls o f the Pe rson claim ing the Re fund（Recip ie nt o f  P rof it  f rom Redemption of Securi t ies）

氏 名 又 は 名 称 (注５ ) 
Fu ll name  (Note 5 )

(納税 者番号  Taxpayer Identification Number)

個 人 の 場 合

Individual

住 所 又 は 居 所
Domicil e o r re side nce

（電 話番号  Te le phone Number）

国 籍
Nationali ty

法 人そ の 他の
団 体 の 場 合
Corpo rat ion 
or other 
enti ty

本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 
P lac e of he ad off ice  or ma in of fic e

（電 話番号  Te le phone Number）

事 業 が 管 理 ・ 支 配 さ れ て い る 場 所
P lace where  the  busine ss  is m anaged 
or con trolled

（電 話番号  Te le phone Number）

3  償還差 益の 支払者に関する事項； Detai ls o f Pay er o f Prof it f rom  Redem ption of  Securi ti es

名 称  
Full nam e

日本銀行 
Bank of Japan 

本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地  
Domicile（residence ）o r Pla ce of head  of fice（m ain 
o ff ice）

東京都中央 区日 本橋 本石町２－１－１  （電 話番 号Te lephone  Num be r）

1－1,2  Chom e, N ihonbash i-hong okucho, Chuo-ku , Tokyo , J apa n 03（3279）1111

4  上記「 ３」 の支払者から支払を受ける償 還差益で「１」の租 税条約の 規定の適用を受けるものに関する事項；Detai ls  o f P ro fit from Redemption  
of  Securiti es  rec eived from the P aye r to which  the Income  Tax Convention  menti oned in 1 above i s appl icable

① 国債 名称
Desc rip tion o f Governmen t bonds  

② 記号  
Number

③ 償還 期日  
Date  of M aturity

④ 取得 年月日  
Date  of Acquis ition

⑤ 額面 金額 の合計額  
Total Amount o f Face Va lue

円 yen 円 yen 円 yen

⑥ 発行 価額の合計額  発行価額 (   )×数量× (   ) 
Total Amount o f I ssue P rice

円 yen 円 yen 円 yen

⑦ 償還 期間の 日数又は月数  
Term（in days or months）

日 又は月 days or months 日又は月days or months 日又は月days or months

⑧ 所有 期間の 日数又は月数  
Hold ing P eriod（ in days  or months）

日 又は月 days or months 日又は月days or months 日又は月days or months

⑨ 所有 期間に対応する償還差益  (⑤ －⑥ )×⑧／⑦  
Profit  from Redemption corresponding to Holding Period

円 yen 円 yen 円 yen

⑩ 源泉 徴収税率  
Rate of W ithholding  Tax

％ ％ ％

⑪ 限度 税率  
Ce il ing Tax Rate  under Appli cab le Tax  Treaty

％ ％ ％

⑫ 源泉 徴収税額  (⑤－⑥ )×⑩  
Amount o f  Tax  W ithhe ld

円 yen 円 yen 円 yen

⑬ 還付 請求金額  ⑫×⑧／⑦－ (⑨×⑪ ) 
Amount o f  Tax  to be  Re funded

円 yen 円 yen 円 yen

・免税の場合、⑨及び⑪の 記入 を要しない。； In  case of Exemption  ⑨ and ⑪ need not be fi lle d.  

5 その他参考となるべき事項（注６）；Othe rs (No te  6 )

□  限 度税 率    ％ 
App li cab le Tax Rate

□  免   税  
Exemption

( )税 務 署 整 理 欄

For  o f fici al use on ly

 様  式  13 

FORM  

還 付金 ；有、無

払
者 受

付
支     印

務
署 受

付
税     印

APPLICATION FORM  FOR REFUND OF THE WITHHOLD ING
T AX  O N PR O F IT  F ROM  R EDEM P T IO N  O F  SECUR IT I ES 
I N ACCO RDANC E W ITH  THE INCOME TA X  CONVENTION 

（DISCOUNT  GOVERNMENT  BONDS ONLY） 
この還付請求書の 記載に当 たっては、 別紙の注 意事 項を 参照してください 。 

See separ ate  instruc tions.



改 正 後 改 正 前 

（263 租税条約に関する割引債の償還差益に係る源泉徴収税額の還付請求書（割引国債用）） （263 租税条約に関する割引債の償還差益に係る源泉徴収税額の還付請求書（割引国債用）） 

6  当該割引債に関する証明 書； Ce rtif ica te  concerning D iscount Bonds mentioned in  4  above

売  渡   証   明   書  
Certific ate  o f Sa le 

上 記の請求者であ る租税条約の適 用を受けるも のに、割引国 債を上記記
載 （国債名称・記 号、取得年月日 、額面金額の 合計額）のと おり売り渡
したことを証 明します。  

Date （日 付）

I, the unders igned,  hereby ce rti fy that the  discoun t bonds specifi ed
above  （Desc ript ion,  Numbe r,  Date o f Acquis ition , To tal Amount o f 
Face Value）hav e been sold to the above m entioned  pe rson  el igibl e 
for benefits  prov ided unde r the  appli cab le Incom e T ax Convention .  

Ce rt ifie r （証明書） 印  

・売渡証明書欄に上記割引国債を購入し たこ とを証明する書面 をちょう付するか、又は購入先の証明を受けること 。 
Attach  here  a form  which c ert ifie s the fac t o f the  purchase  above bi ll s,  or get a cer ti fication  o f sale from the sel le r.  

7 日本の税法 上､還付請求書の「２」の外国法人が納 税義 務者とされる が､「 １」 の租税条約の相手国では ､その外国 法人 の株 主等が 納税義務者とさ れ
ており、 かつ、租税 条約 の規定により そ の株 主等である者（ 相手 国居住者に限ります ｡） の所得として 取り 扱われ る部 分に 対して租税条約の適 用を
受けることとされている場 合の 租税条約の適用を受ける割合に関する 事項 等 (注 ４ )；
Details of proportion  o f income to which the  convention me ntioned in  1 above is applicable, if the  fore ign com pany  mentioned in  2  above is 

taxab le as a company  under Japanese tax law, and the mem ber o f the company i s treated  as taxable  pe rson in the other con tra ct ing country 
o f the convention; and i f the convention  is  applic ab le to  income that is tre ated  as incom e of the mem ber (l imi te d to a res ident o f the othe r 
contr acting country) of the foreign  company in  acco rdance with the  prov is ions of  the  convention  (Note 4)

還付請求 書の 「２」の欄に記載 した外国法人は ､「４ 」の償還差益 につ き、「 １」の租税条約 の相手国において 次の 法令に基づいて 、次の日以後、
その株主等 である者が課税されることとされています ｡ 
The  member o f the  fore ign com pany  mentioned in 2 above i s ta xab le in  the  othe r contract ing country m en tioned in 1 above rega rding the 

Pr ofit from Redemption of Securi t ies mentione d in  4  above since  the fo llowing  date under the fo llowing  law of the othe r contract ing coun try.

根拠法令                                               効力 を生じる日      年     月     日  

Applic ab le law                                                              Ef fective  date

還付請求書の｢２ ｣の 外国法人の株主 等で租税条約の適用を受ける者の名 称 
Name of mem be r of the fo reign company m entioned  in 2 above , to 
whom the Conve ntion is appl icab le

間接保有  
Ind ir ec t 
Owner ship

持分の割合  
rat io  o f 
ownership  

受 益の割合＝  
租 税条約の適用を受 ける 割合
P roportion o f bene fit  = 
P roportion for Appl ication 
o f Convention

□ % %

□  % %

□  % %

□  % %

□  % %

合計  Total  % % 

還付の請求をす る者 又はその代理人の署名
S ignature  of the App li cant o r h is Agen t                                                        

8  権限ある当 局の証明（注７）
Certif ication of competent autho rity  (Note 7 ) 

 私 は 、請 求者が、日本国と                        と の間の租税条約第  条第  項  に規定する居 住者 であ
ることを証明します。
I he reby c ertify that the appli cant is  a res iden t unde r the prov is ions o f the  Income  Tax  Convention between Japan and 

                                , Artic le         , para. .
         年     月    日

Date Signature

○  代理人に関する事項 ； この還付請求書を代理人によって提 出す る場合には、次の欄に 記載してください。
Detai ls  o f the Ag en t ；  If th is fo rm is prepar ed and submitted by  the  Agent, fi ll out the  fol lowing columns.

代 理 人 の 資 格
Capa city o f Agent 
in Japan

氏名（名 称）

Ful l nam e

納 税管 理 人の届 出 をした 税務署 名
Name of the T ax Off ice where 
the T ax Agent is  reg is tered

□  納税管理人 ※
Tax Agent

□  その他の代理 人
Other Agent

住所（居所・ 所在 地）

Domicil e (Re sidenc e 
or lo cat ion)

(電話番号 Te lephone Number)

税 務  署
Tax  Of fi ce

○  適用を受ける租税条約が 特典 条項 を有する租税条約である場合； 
If the  app lic able convention has a rticle  o f lim itation  on be ne fits
特典条項に関する付表の 添付 "Attachment Form for L im itation  on  Bene fits Art icle" atta ched □有 Yes

 私は、日本国と                     との間の租 税条 約第       条第
項 の 規 定 の 適用 を 受 け る 上記 「 ４ 」 の 所得 に つ い て 源 泉徴 収

された所得税額につき、「租税条約 の実施に伴う所得税法、法人税法及
び地方税法の特例等に関する法律の施行に関する省 令」 の規定により、
上記のとおり還付請求をするとともに、この還付請求書及び付表の記載
事項が正確かつ完全であることを宣言します。

       年     月     日
Date

In a ccordance w ith the  p rov is ions of  the M in ister ial Ordinance fo r 
the  Imp lementat ion o f the  Law conce rning  the Spec ial Measu reｓ  o f 
the  I ncome  Tax Law, the  C orporat ion  T ax Law and the Local Ta x 
Law fo r the Enforc eme nt of  Incom e T ax  C onven tions, I he re by
claim the re fund o f tax wi thheld on  the pro f it from Re demption of 
Securi ti es of 4  above  to wh ich  subparag raph o f par agraph
of  A rt ic le o f I ncom e T a x  C o nven t ion  b e tw een  Jap an  a nd

i s applic able and  also  here by decla re  
that the  sta tement on  thi s fo rm and attachment form correct and  
comp lete to the  best of m y know ledge  and be li ef.

※  「納税管 理人 」とは、日本国の国税に関する申告、申請、請求、 届
出、納付等の事項を処 理させるため 、国税通則法の 規定により選任し 、
かつ、日本 国に おける納税地の所轄税務署長に届出をした代理人を い
います。

※ “Tax Agent” me ans  a person who i s appo inted by the taxpaye r
and is  reg is te red  a t the Dis tric t Dire ctor o f T ax Of fice  fo r the 
p lace  whe re the  ta xpayer  i s to  pay  his tax,  in order to have suc h 
agent take necessary p rocedures  concern ing the Japanese 
nationa l taxes,  such  as fi ling  a re turn , app li cat ions,  claim s, 
payment o f tax es , e tc ., under the prov is ions of  the Genera l Law 
fo r National  Tax es.  

6  当該割引債に関する証明書；Certif ica te  concern ing Discount Bonds mentioned  in  4 above

売   渡   証   明   書  
C ertif ic ate  o f Sa le 

上 記の請求者であ る租税条約の適 用を受けるも のに、割引国 債を 上記記
載 （国債名称・記 号、取得年月日 、額面金額の 合計額）のと おり 売り渡
し たこ とを証明します。  

Date （日 付）

I, the unders igned,  hereby ce rti fy that the  discount bonds spe cified
above  （Desc rip tion,  Numbe r,  Date of Acqu is ition, Total Amount of 
Fa ce Value ）have been so ld to  the above mentione d pe rson el igible 
for benef its  prov ided unde r the  app licable Incom e T ax Conve ntion.  

Ce rt ifie r （証明書） 印 

・売渡証明書欄に上記割引国債を購入したことを証 明する書面 をちょう付す るか、又は購入先 の証明を受けること。  
Attach  here  a form  wh ich  c ert if ie s the fac t o f  the  pu rchase  above bi lls,  or get a cer ti fi cat ion  o f sale f rom the sel le r.  

7 日本 の税法上 ､還付請求書の「２」の外 国法 人が納税義務者と されるが ､「 １」の租税 条約 の相手国では ､その外国法人の株 主 等が 納税 義務者とされ
ており 、 かつ 、租税条約の規定によ り その株主等である 者（ 相手国居住者に限ります ｡） の 所得 として取り扱われ る部 分に対して租税 条約の適 用を
受けることとされている場合の租税条 約の適用を受ける割合に 関する事項等 (注 ４ )；
D etail s of  p ropo rt ion of income to wh ich the  conven tion mentione d in  1  abov e is  appl icable, if the  fore ign c om pany  mentioned  in 2  abov e is 

taxab le as a company  under Japanese tax law, and the member of  the company is treated as taxable  pe rson  in the other contra ct ing coun try 
of the convention; and i f the conve ntion is  app lic ab le to income that is tre ated as inc om e of the member (l imited to a resident of the othe r 
contr act ing coun try) of  the fo reign company in accordance with  the  prov is ions of the  conve ntion (Note 4)

還 付請求書の「２」 の欄 に記載した外国法 人は ､「４」の償 還差益につき、「 １」 の租税条約の相手国に おいて次の法令に 基づいて 、次の日以後、
その株主等である者 が課 税されることとされています ｡ 
The  member of  the  fore ign com pany  mentioned  in 2 abov e is ta xable in the  o the r contracting country m entioned  in  1  above rega rding the 

Pr of it from Re demption of  Sec urit ies  mentioned in 4 above since  the fo llowing  date unde r the fo llowing  law of the o the r contract ing country.

根拠法令                                               効力を生じ る日      年     月     日  

Applic able law                                                              Effe ctive  date

還付請求書の ｢２ ｣の外国法人の 株主等で租税条約の適用を受ける者の名称  
Name  o f mem be r o f the foreign  company m entioned in  2 above , to  
whom the Convention  is applicab le

間接保有 
Indir ec t 
Owner sh ip

持 分の 割合  
rat io  o f 
ownership 

受益の割 合＝  
租税条約 の適 用を受ける割合
P roportion of bene fit = 
P roportion for App lication 
of Convention

□  % %

□  % %

□  % %

□  % %

□  % %

合計  Total  % % 

還付 の請 求をする者又はそ の代理人の署名
Signature  o f the Appli cant or h is  Agent                                                        

8  権限ある当局の 証明（注７）
Ce rtif ication of competent authori ty  (No te 7) 

 私 は、請求者が、日本国と                        との間の 租税 条約第  条第  項  に 規定 する居住者であ
ることを証明します。
I he reby c ert ify that the app lican t is  a res ident unde r the prov is ions of the  Income  Tax  Convention  betwee n Japan and 

                                , Artic le         , para. .
         年     月    日

Date S ignature

○  代理人に 関する事項 ； この還付請求書を代理人に よって提出する場合 には 、次の欄に記載してくださ い。
De tails  o f the Ag ent ；  If th i s form i s prepar ed  and submitted by  the  Agent, fi ll ou t the  f ol lowing co lumns.

代 理 人 の 資 格
Capa city o f Ag en t 
in Japan

氏 名（名称）

Ful l n am e

納 税管理 人の届 出 をした 税務署 名
Name  of  the  T ax Off i ce where 
the T ax Ag ent is  reg istered

□  納 税管理人  ※
T ax Agent

□  そ の他の代理人
Other Agent

住 所（ 居所・所在地）

Domicile (Re side nc e 
o r location )

(電話 番号 Te lephone Num be r)

税  務  署
Tax  O ffi ce

○  適用を受 ける租税条約が特典条項を有する租税条約である場 合；  
If the  applic able conv en tion has  a rti cle  o f lim itation on bene f its
特典条項に関する付表の添付 "Attachment Fo rm for L im itat ion on Bene fits  Art icle" atta ched □有 Yes

 私は、日本 国と                     との間の租税条約第      条第
項 の 規 定 の 適用 を 受 け る 上記 「 ４ 」 の 所得 に つ い て 源 泉徴 収

された税額に つき、「租税条約等の実施 に伴 う所得税法、法人 税法 及び
地方税法の特 例等に関する法律の施行に関する省令」及び「復興特別所
得税に関する 省令」の規定により、 上記のとおり還付請求をすると とも
に、この還付 請求書及び付表の記載事項 が正 確かつ完全である こと を宣
言します 。
       年     月     日
Date

In ac co rdanc e  w ith the  p rov is ion s o f the  Minist er ial O rd inanc e fo r the  
Implem en t at ion  o f  th e  L aw  con ce rn ing  the  Specia l Me asu reｓ  o f the  Inc ome  
T a x  L aw , t he  Co r po r a t io n  T a x  L aw  a n d th e  Lo c a l Ta x  L a w  f o r  t h e  
En fo rc em en t o f Inc om e T ax  C on ven t ions  and  the  M iniste r ia l O rd ina nce  
c once rn ing  Spec ia l I nc om e  Ta x  fo r R econ str u c t ion,  I  h e r eb y  c la im  the  
r e f u n d  o f  t a x  w i t h h e l d o n  t h e  p r o f i t  f r o m  R e d e m p t i o n o f 
Se cur itie s  of  4  a bove  to  wh ich subpar ag ra ph o f pa ra gr aph
o f  A r t i c l e o f  I n c o m e  T a x  C o n v en t i o n  b e t w ee n  J a p a n  a n d

is  a pp lic ab le  and  a lso  he reby  dec lar e th a t 
the  s ta temen t  on th is fo rm  and  a ttac hme nt form co rrec t and c omp le te  to the  
be st o f my  knowle dge and be lie f.

※  「 納税管理人」とは 、日本国の国税に関する申告、 申請、請求、届
出、納 付等の事項を処理させるため、国税通則法の規定により選任し 、
かつ、日本国における納税地の所轄税務署長に届出を した代理人をい
います。

※ “T ax Agent”  means a person  who is appointed by the taxpaye r
and is  reg is tered a t the Distric t Director of T ax Off ice  for the 
place  where the  ta xpayer  is to pay  hi s tax,  in  o rder to  hav e such 
age nt take nece ssary procedures concerning the Japanese 
nationa l taxes,  such as f i ling  a re tu rn, app li cations,  cl aim s, 
payme nt o f taxes, e tc ., under the prov is ions o f the Genera l Law 
for National  Tax es.  



改 正 後 改 正 前 

（263 租税条約に関する割引債の償還差益に係る源泉徴収税額の還付請求書（割引国債用）） （263 租税条約に関する割引債の償還差益に係る源泉徴収税額の還付請求書（割引国債用）） 

「租税条約に関する割引債の償還差益に係る源泉徴収税額の還付請求書
（割引国債用）」に関する注意事項 

INSTRUCT IONS FOR “APPLICATION FORM FOR REFUND OF THE WITHHOLDING TAX ON PROFIT FROM R ED EMPTION  OF 

SECURITI ES  IN ACCORDANCE W ITH  THE INCOME TAX CONVENTION（DISCOUNT GOVERNMENT BOND S ONLY）” 

注 意 事 項

還付請求書の提出について
１  この還付請求書は、国債の償還差益につき租税条約の規定の適用を受

けるため正副２通を 作成 して 償還金 の支 払者 に提出し、償還金の支払
者は還付請求書の「 ５」 の欄 の記載事項 につ いて証明をした後、還付
請求書の正本をその 支払 者の 所轄税務署長に 提出してください。

２  この還付請求書を納税 管理人以外 の代理人によって提出す る場合に
は、その委任関係を 証す る委 任状をその 翻訳 文とともに添付してくだ
さい。

３  源泉徴収税額の還付金 を受領するときは、還付金の支払者 所定の領
収証書を償還金の支 払者 に提出してください 。

４  適用を受ける租税条約 に両国間 で課税 上の取扱 いが異なる 事業体に
関する規定がある場 合に は、 次の点にご 注意 ください。

外国法人であって 、相手国 ではその株 主等 が納税義務者とされるも
のが支払を受ける所 得に つい ては、 相手 国の 居住者である株主等（そ
の株主等の 受 益する部分に 限ります ｡）に ついての みそ の 租税条約の
規定の適用を受ける こと がで きます ｡上記に該当する外国法 人は ､次の
書類を添付して提出 してください ｡
①  還付請求書の｢２ ｣の 欄に 記載した 外国法人が 相手国においてはそ

の株主等が課税を 受けてい ることを明らかにする書類
②  ｢外国法人の株主等の名簿 (様式 16)｣ 
③  その租税条約の 適用 を受 けることができる株主等がその外国法人

の株主等であるこ とを明ら かにする書類  
④  相手国の権限あ る当 局の 株主等である者の居住者証明書 

なお、この場合には ､「特典条項 に関する付表 (様式 17)」 (そ の添付
書類を含みます ｡ )について は、③の各株主等のものを添付してくださ
い ｡

還付請求書の記載について
５  納税者番号とは、租税 の申告、 納付その他の手続を行うた めに用い

る番号 ､記 号その他の符号 でその 手続をす べき者を特定す るこ とがで
きるものをいいます 。支 払を 受ける者の居住地である国に納税 者番号
に関する制度が存在 しな い場 合や支払を 受け る者が納税者番号を有し
ない場合には納税者 番号 を記 載する必要 はあ りません｡

６  還付請求書の「５」の 欄には、「 ２」 から 「４」までの各欄に記載
した事項のほか、租 税の 軽減 又は免除を 定め る｢１ ｣の租税条約の適用
を受けるための要件 を満 たす 事情の詳細を記載してください。

７  支払を受ける償還差益 が、租税条約の 規定 により免税となる場合に
は、支払者に提出す る前 に、 「８」 の欄 に権 限ある当局の証明を受け
てください (平成 16年７月 １日以後適用開 始となる 租税 条 約の適用を
受ける場合に限りま す。 また 、注意事項 ８の 場合を除きます。 )。 

８  注意事項７の場合にお いて権限 ある当局が証明 を行わない こととし
ているため ､その証明を受け ることができな い場合 には ､｢要 件を満た
す事情の詳細 ｣を明らかにする書類 (その書類が外国語で作成されてい
る場合には ､その翻訳文を含 みます ｡)及び 権限ある 当局 の発 行した居
住者証明書を添付し てく ださ い。

なお、償還金の支 払者に居 住者証明書（提示の 日前一年以内に作成
されたものに限りま す｡)を提 示し、 還付 請求 書の「２」の欄に記載し
た事項について償還 金の 支払 者の確認を受けたとき（還付請求 書にそ
の確認をした旨の記 載が ある 場合に 限り ます ｡)は、居住者証明書の添
付を省略することが でき ます 。  

こ の 場合 、 上 記 の 確認 を し た 償還 金 の 支 払 者 は、 還 付 請 求 書の
「５」の欄に①確認 をし た旨 （例： 請求 者か ら提示のあった居住者証
明書により、還付請 求書 に記 載された氏 名又 は名称その他の事項につ
いて確認しました｡)、② 確認 者の氏名（所属）、③居住者証明 書の提
示を受けた日及び④ 居住 者証 明書の作成年月日をそれぞれ記載 すると
ともに、提示を受け た居 住者 証明書 の写 しを 作成し、提示を受けた日
から５年間その国内 にあ る事 務所等に保存する必要があります 。 

INSTRUCTIONS

Submission  of the FORM 
 1  Subm it thi s form in dupli cate to the P aye r of redem ption of 
secu rit ies fo r the appl ica t ion of  Income  T ax Conven tion to prof it  
from re demption o f securitie s.  The Payer of  redemption of 
secu rit ies mus t c ertify the items in  5 on  thi s form  and  then fi le the 
original  with  the  Dis trict D irec tor of Tax O ffice  at the  place  where 
the Payer re sides . 

 2  An Agent other  than the  Ta x Agent must attach a power of 
attorney tog ether wi th its Japane se  transl ation.  

 3  Subm it receip t to  the Paye r o f re demption o f se cu ritie s whe n 
re fund of the w ithholding tax  is  r ece ived (Receip t form i s pr esc ribed 
by  the  Payer of redemption of securi ti es). 

 4  In the  case whe re there  ex ists an  appli cable  convention  between 
both countrie s with p rovi sions fo r an entity that is treated 
di fferen tly  for tax purposes , the nex t po int should  be  noted . 
In case of income that is  rec eived by a fo reign company  whose 

mem be r is  treate d a s taxab le  pe rson in  the Contr act ing State other 
than Japan the  Inc om e Ta x Convention is app li cable  on ly  to US 
res ident m embers that are  re side nts o f  the  C ontract ing  State ( to 
the extent that the income  i s a benefit  o f  the members ). Suc h 
fo reign  company shou ld attach  the fo llowing documents to this 
fo rm:  
① Documents showing that the m embe r o f the foreig n company 
me ntioned in 2 is  trea ted  as taxab le  person in the  Contracting 
State. 

② "List of the Mem be rs of Foreign Company ( Form  16) " 
③ Doc um ents show ing  that the member to  whom the Income  Tax
Convention i s app l icable  is a membe r o f the  fo re ign company. 

④ The res idency ce rti ficat ion for shareho lders o f compe ten t 
au thori ty in the other coun try.  

A lso attach "Attachm ent Fo rm  fo r Limitat ion on  Be ne fi ts Art icle 
(Form 17) " (in clud ing  attachment) comple ted  for each o f the 
members desc ribed  in ③.  

Comp letion  o f the FORM
 5  The Ta xpaye r Identific ation  Number i s a num be r, code  or symbol 
which is  used fo r fi ling  of  retu rn and paymen t of due am oun t and 
other proce dures regard ing tax, and which ident if ie s a person who 
must take  such p rocedu res. If a system  o f Taxpayer Identifica tion 
Numbe r doe s no t exist in the country where the  re cip ie nt resides , 
or if the rec ip ient o f the paymen t does not have  a Taxpayer 
Ide nti fi cation  Number,  i t is not necessa ry  to  en ter the  Taxpayer 
Ide nti fi cation  Num ber. 

6  Ente r in to l ine 5 the detai ls that the condit ions for  the 
appl ication  of the conve ntion men tioned in 1 are sat is fi ed, in 
addi tion  to  information  entere d in 2 th rough 4 

 7  If the  re demption  o f securities  is sub je ct to tax  exemption under 
the provis ions  o f the Income  T ax Conven tion, the  Co lum n 8 must 
be  f il led with the cert i fi cation  by the  com pe tent authori ty  be fore 
submitt ing thi s form to the pay er (only  for  the  appl ic ation of the 
conv en tion that wen t in to ef fect on and af te r Ju ly  1, 2004,  and 
exce pt for ca ses de scribed  in  No te 8 ). 

 8  If the  competent authority  does not ma ke such a c ertif ic ation as 
mentioned  in No te 7, docum ents showing " the de ta ils  o f 
circum stance tha t the  condit ions are satis fi ed" ( includ ing Japanese 
trans lat ion i f the  documents a re wri tte n in fo re ig n language.) and 
the ce rt i fi cation  o f res idency  issued by the competen t author ity 
must be a ttached.  
In the  case that the rec ip ie nt o f the  redemption  of se curit ie s 

shows hi s re sidency c ert if ic ation ( certi fication  mus t hav e bee n 
issued  within one y ear  prio r to  the showing)  to the pay er o f the 
redemption of securi ties , and the  pay er con firm s items  entered in 
co lumn  2 (only in the case tha t the  pay er w rites  the fac t of 
conf irm ation in the Appl ica tion Form ), the attachment o f the 
res idency  ce rt i fi cation  i s not required.  
In thi s case, the  paye r o f  the  re demption  o f se curitie s who 

confirm s the abov e-mentioned item s i s required to e nter : ①  the 
fac t of the conf irm ation (e.g ., ‘I, the  paye r described  in column 3 , 
have con firmed the  name  o f the cla imant and  other items entered in 
co lumn  2, hav ing been shown re sidency cert i fi cation  by the 
cla imant.’); ②  the  name  and  af fi li ation  o f the ind iv idua l who is 
making the con fi rmation; ③  the  date  that the  c ert if ic ation is 
shown;  and ④ the  date o f is sue of  the  res idency  ce rt ificate . The 
paye r i s a lso  requ ired to  make a copy o f the re sidency ce rtific ation 
and keep the copy in hi s o ffice, etc. loc ated  in Japan for f ive  years 
from the date  of the showing.  

 様  式  13 

FORM  

「租税条約に関する割引債の償還差益に係る源泉徴収税額の還付請求書
（割引国債用）」に関する注意事項 

INSTRUCT IONS FOR “APPLICATION FORM FOR REFUND OF THE WITHHOLDING TAX ON PROFIT FROM R ED EMPTION  OF 

SECURITI ES  IN ACCORDANCE W ITH  THE INCOME TAX CONVENTION（DISCOUNT GOVERNMENT BOND S ONLY）” 

注 意 事 項

還付請求書の提出について
１  この還付請求書は、国債の償還差益につき租税 条約の規定の適用を受

けるため正副２通を 作成 して 償還金 の支払者 に提出し、償 還金の支払
者は還付請求書の「 ５」 の欄 の記載事項 について証明をした後、還付
請求書の正本をその 支払 者の 所轄税務署長 に提出してください。

２  この還付請求書を納税 管理人以外 の代理人 によって提出する場合に
は、その委任関係を 証す る委 任状をその 翻訳文とともに添 付してくだ
さい。

３  源泉徴収税額の還付金 を受領するときは 、還付金の支払者所定の領
収証書を償還金の支 払者 に提出してください。

４  適用を受ける租税条約 に両国間 で課税上の取扱いが異なる事業体に
関する規定がある場 合に は、 次の点にご注意ください。

外国法人であって 、相手国 ではその 株主等 が納税義務者とされるも
のが支払を受ける所 得に つい ては、 相手国の居住者である 株主等（そ
の株主等の 受益する部分に 限ります ｡）に ついての みそ の 租税条約の
規定の適用を受ける こと がで きます ｡上記に該当する外国法 人は ､次の
書類を添付して提出 してください ｡
①  還付請求書の｢２ ｣の 欄に 記載した 外国法 人が相手国に おい てはそ

の株主等が課税を 受けてい ることを明らかにする 書類
②  ｢外国法人の株主等の名簿 (様式 16)｣ 
③  その租税条約の 適用 を受 けることができる株主等がその外国法人

の株主等であるこ とを明ら かにする書類  
④  相手国の権限あ る当 局の 株主等である者の居住者証明書 

なお、この場合には ､「特 典条 項に関する付表 (様式 17)」 (そ の添付
書類を含みます ｡ )について は、③の各株主等のものを添付 してくださ
い ｡

還付請求書の記載について
５  納税者番号とは、租税 の申告、 納付その他の手続を行うため に用い

る番号 ､記 号その他の符号 でその 手続をす べき者を特定す るこ とがで
きるものをいいます 。支 払を 受ける者の居住地である国に納税 者番号
に関する制度が存在 しな い場 合や支払 を受ける者が納税者 番号を有し
ない場合には納税者 番号 を記 載する必要はありません｡

６  還付請求書の「５」の 欄には、「 ２」から「４」までの各欄に記載
した事項のほか、租 税の 軽減 又は免除 を定める｢１ ｣の租税条約の適用
を受けるための要件 を満 たす 事情の詳細を記載してください。

７  支払を受ける償還差益 が、租税条約 の規定により免税となる場合に
は、支払者に提出す る前 に、 「８」 の欄に権限ある当局の 証明を受け
てください (平成 16年７月 １日以 後適用開 始 となる 租税 条 約の適用を
受ける場合に限りま す。 また 、注意事項 ８の場合を除きます。 )。 

８  注意事項７の場合にお いて権限ある当局が証明を 行わないこ ととし
ているため ､その証明を受け るこ とができな い場合 には ､｢要 件を満た
す事情の詳細 ｣を明らかにする書類 (その書類が外国語で作 成されてい
る場合には ､その翻訳文を含 みま す ｡)及び 権限ある 当局 の発 行した居
住者証明書を添付し てく ださ い。

なお、償還金の支 払者に居 住者証明書 （提示の日前一年以内に作成
されたものに限りま す｡)を提 示し、 還付請求書の「２」の 欄に記載し
た事項について償還 金の 支払 者の確認 を受けたとき（還付請求書にそ
の確認をした旨の記 載が ある 場合に 限ります ｡)は、居住者 証明 書の添
付を省略することが でき ます 。  

こ の 場合 、 上 記 の 確認 を し た 償還 金 の 支 払 者 は、 還 付 請 求 書の
「５」の欄に①確認 をし た旨 （例： 請求者から提示のあっ た居住者証
明書により、還付請 求書 に記 載された 氏名又 は名称その他 の事項につ
いて確認しました｡)、② 確認 者の氏名 （所属）、③居住者 証明 書の提
示を受けた日及び④ 居住 者証 明書の作成年月日をそれぞれ記載 すると
ともに、提示を受け た居 住者 証明書 の写しを作成し、提示 を受けた日
から５年間その国内 にあ る事 務所等に保存する必要があります 。 

INSTRUCTIONS

Submission  of the FORM 
 1  Subm it this form in duplicate to the P aye r of redem ption of 
sec urit ies fo r the appl ica t ion  of  Income T ax C onvention to p rof it 
from re demption o f securitie s.  The Payer of  redemption o f 
sec urit ies mus t c ertify the items in  5 on  thi s form  and  then fi le the 
original  with the  Dis trict D irec tor of Tax O ffice  at the  place  where 
the Payer re sides . 

 2  An  Agent other  than the  Ta x Age nt must attach a power of 
attorney together wi th its Japane se  transl ation.  

 3  Subm it receipt to the Paye r o f re demption of se cu rit ies whe n 
re fund of the w ithholding tax  is  r ece ive d (Receip t form i s pr esc ribed 
by  the  Payer of redemption of  secu ri ties). 

 4  In the  case whe re there  ex ists an  appli cable  convention  between 
both countrie s with p rovi sions fo r an entity that is treated 
differen tly  for tax purposes , the nex t point should  be  noted . 
In case of income that is  rec eived by a fo reign company  whose 

mem be r is  treate d a s taxab le  pe rson in  the Contr act ing State other 
than Japan  the  Inc om e Ta x Convention is app li cable  on ly  to US 
res ident m embers that are  re side nts of  the  C ontracting  State ( to 
the extent that the income  i s a benefit  of  the members ). Suc h 
foreign  company shou ld  attach  the fo llowing documents to thi s 
form:  
① Documents showing that the m embe r o f the foreig n company 
me ntioned in  2 is  trea ted  as taxab le  person in the Contracting 
State. 

② "List of the Mem be rs of Foreig n Company (Form  16) " 
③ Doc um ents show ing  that the member to  whom the Income  Tax
Convention i s app l icab le  is a membe r o f the  fo re ign  company . 

④ The res idency ce rti f icat ion for shareho lders o f compe tent 
authori ty in the other coun try.  

A lso attach "Attachm ent Form  fo r L imitat ion on  Bene fi ts Article 
(Form 17) " (includ ing  attachment) comple ted  for each o f the 
members desc ribed  in ③.  

Comp letion  o f the FORM
 5  The Ta xpaye r Identific ation  Number i s a num ber, code  or symbol 
which is  used fo r fi ling  of  retu rn and paymen t of due am ount and 
other procedures regard ing tax, and which identif ie s a person who 
must take  such p rocedu res. If a system  o f Taxpayer Identifica tion 
Numbe r doe s no t exist in the country where the  re cip ie nt res ides , 
or if the rec ip ient o f the paymen t does not have  a Taxpayer 
Ide nti fi cation  Number,  i t  is not necessa ry  to  enter the  Taxpayer 
Ide nti fi cation  Num ber. 

6  Ente r in to l ine 5 the detai ls that the cond it ions for  the 
appl ication  of the conve ntion men tioned in 1 are sat is fi ed , in 
addi tion  to  information  entere d in 2  th rough  4 

 7  If the  re demption  o f securities  is sub je ct to tax  exemption under 
the p rovis ions  o f the Income  T ax Conven tion, the  Co lum n 8 must 
be  f il led with the cert i fi cation  by the  com pe tent authori ty  be fore 
submitt ing thi s form to the pay er (only  for  the  appl ic ation of the 
conv en tion that wen t in to ef fect on and af te r Ju ly  1, 2004,  and 
exce pt for ca ses de scribed  in  No te 8 ). 

 8  If the  competent authority  does not ma ke such a c ertif ic ation as 
mentioned  in No te 7 , docum ents showing  " the de ta ils  o f 
circum stance tha t the  condit ions are satis fi ed" ( in clud ing Japanese 
trans lation i f the  documents a re wri tte n in fo re ig n language.) and 
the ce rt i fi cation  o f res idency  issued by the competen t author ity 
must be a ttached.  
In the  case that the rec ip ie nt o f the  redemption of se curit ie s 

shows hi s re sidency c ert if ic ation ( certi fication  mus t hav e bee n 
issued  within one y ear  prio r to  the showing)  to the pay er o f the 
redemption  of securi ties , and the  pay er con firm s items  entered in 
column  2 (only in  the case tha t the  pay er w rites  the fac t o f 
conf irm ation in the Appl ica tion Form ), the attachment o f the 
res idency  ce rt i fication  i s not required.  
In thi s case, the  paye r o f the  re demption  o f se cu ritie s who 

confirm s the abov e-mentioned item s i s required  to e nter : ①  the 
fac t of the con firm ation (e.g ., ‘ I, the  paye r described  in column 3 , 
have con firmed the  name  o f the cla imant and  other items entered in 
co lumn 2, hav ing been shown re sidency certi fi cation  by the 
cla imant.’); ②  the  name  and  af fi li ation  o f the ind iv idua l who i s 
making the confi rmation ; ③  the  date  that the  c ert if ic ation i s 
shown;  and ④ the  date o f is sue of  the  res idency  ce rtif icate . The 
paye r i s a lso  requ ired to  make a copy o f the re sidency ce rtific ation 
and keep the copy in hi s o ffice, etc. loc ated  in Japan  for f ive  years 
from the date  of the showing.  

 様  式  13 

FORM  



改 正 後 改 正 前 

（264 租税条約に関する割引債の償還差益に係る源泉徴収税額の還付請求書（割引国債以外の割引債用）） （264 租税条約に関する割引債の償還差益に係る源泉徴収税額の還付請求書（割引国債以外の割引債用）） 

租税条約に関する割引債の償還差益に係る源泉徴収 

税額の還付請求書（割引国債以外の割引債用） 

AP PL IC AT IO N FORM  FOR REFUND O F THE W ITHHO LDING 
TA X  O N  PR OF IT  FROM  RE DEM PT IOIN  OF  SECU RI TIE S 
IN  ACCORDANCE W IT H THE INCOME TAX CO NVENTION  
(FOR D ISCO UNT  D EBENT URES  OTHER THAN  DISC OUNT 
GOVERNM ENT BO NDS) 

この還付請求書の記載に当たっては、別紙の注意事項を参照し てください。  
See  separate instruct ions.

       税務署長殿  
To the D is tr ict Direc tor, T ax O ffice  
１  適用を受ける租税条約 に関する事項；

App lic ab le I ncome  Ta x Conve ntion
日本国と                         と の間の租税条約第   条第   項   
The  Income Tax Conv en tion be tween Japa n and                              ,A rt icle     ,par a.

２  還付の請求をする者（ 償還差益の支払を受ける者）に関する事項；  
De tail s o f the  Pe rson  c laiming the  Refund (Recipient of P rof it from Redemption of Securi tie s)  

氏 名 又 は 名 称(注５ ) 
Fu ll name  (Note 5 )

(納税者番号  Taxpaye r Ide ntif ication  Number)

個 人 の 場 合
Individual

住 所 又 は 居 所  
Domicil e o r re sidence

（電話番号  Te lephone Number）

国 籍
Nationali ty

法 人そ の 他の
団 体 の 場 合
Corporation 
or other 
enti ty

本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地  
P lace o f he ad off ice  or ma in of fic e

（電話番号  Te lephone Number）

事 業 が 管 理 ・ 支 配 さ れ て い る 場 所
P lac e where  the  business is m anaged  
or controlle d

（電話番号  Te lephone Number）

３  償還差益の支払者に関する事項；Detai ls o f Pay er of  Prof it f rom  Redem ption  o f Secu rities 

名 称 
Full nam e

本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地  
P lac e of  he ad off ice  or ma in o ffic e

（電話番号  Te lephone Number）

４  上記「３」の支払者か ら支払を受ける償還差益 で「１」の租税条約の規定の 適用を受けるものに関する 事項；Detai ls of P ro fit  f rom Redemption  
o f Se curitie s  rece iv ed  from  the  Payer to  which  the  Income Tax Convention  mentioned in 1 above  is app licab le  

①  銘柄  
Is sue  

②  回号  
#  

③  償還日  
D ate  o f Maturity 

④  取得年月日 (注 6) 
D ate  o f Acqui sit ion  (Note 6)  

⑤  額面金額の合計額  
Total  Amount o f Face Value 

円  y en 円  y en 円  yen

⑥  額面１万円当 たり 売出価額 (注7) 
Is sue  P rice o f Debe nture s pe r10,000yen  (No te 7) 

円  y en 円  y en 円  yen

⑦  売出価額の合 計額 (注 8) 
Total  Issue Pric e Paid (Note 8)  

円  y en 円  y en 円  yen

⑧  償還価額（買入価額）  
Stated Redemption Price (Repurchase  Pr ice)  

円  y en 円  y en 円  yen

⑨  源泉徴収税率  
Rate o f W ithho lding tax 

％ ％ ％

⑩  限度税率  
C eil ing Tax Ra te  unde r Appl icab le  Ta x Treaty 

％ ％ ％

⑪  源泉徴収税額 (注9) 
Amount of Tax Withheld (Note 9)  

円  y en 円  y en 円  yen

⑫  所有期間の月数 (注 10) 
Hold ing Period ( in  months) (No te 10 ) 

月  months 月  months 月  mon ths

⑬  所有期間の割合 (注 11) 
Ratio of  Ho ld ing Period  to S tated Life of  Debentures  (Note 11 ) 

％ ％ ％

⑭  還付請求金額 (注 12) 
Amount of T ax to  be Re funde d (Note  12)  

円  y en 円  y en 円  yen

５  その他参考となるべき 事項（注 13）；Others (Note  13)  

□  限 度税率     ％ 
Appli cab le Tax Rate

□  免   税  
Ex emption

 様  式  14  

FORM  ( )税 務 署 整 理 欄

Fo r  o f fici al u se only

還付金；有、無

払
者 受

付
支     印

務
署 受

付
税     印

租税条約に関する割引債の償還差益に係る源泉徴収 

税額の還付請求書（割引国債以外の割引債用） 

APPL IC AT ION FORM  FOR REFUND O F THE  W ITHHO LDING 
TA X  O N  PR OF IT  FROM  RE DEMPT IOIN  OF  SECU RI TIE S 
IN  ACCORDANCE W ITH TH E INCOME TAX CO NVENTION  
(FOR D ISCOUNT  D EBENT URES  OTHER THAN  DISCOUNT 
GOVERNMENT BO NDS) 

こ の還 付請求書の記載に当た っては、別紙 の注 意事項を参照してくだ さい。  
See  separate instruct ions.

       税務署長殿  
To the D istr ict Di rec tor, T ax O ffice  
１  適用を受ける租税条約 に関する事項；

App lic able I ncome  Ta x Convention
日本国 と                        との間 の租税条約第   条第  項   
The  Income Tax Convention be tween  J apa n and                             ,Article     ,p ar a.

２  還付の請求をする者（償還差 益の 支払を受 ける者）に関する事項； 
Details of  the  Pe rson  c laiming the  Refund  (Recip ient of P rofit  from Redemption of Securi t ies)  

氏 名 又 は 名 称(注５ ) 
Ful l n ame  (Note 5)

(納税者番号  Taxpaye r Identif ication Number)

個 人 の 場 合
Individual

住 所 又 は 居 所  
Domicil e or re si dence

（電話番号 Te le phone Number）

国 籍
Nationali ty

法 人そ の 他の
団 体 の 場 合
Corporation 
or o ther 
entity

本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地  
P lac e o f he ad  o ff ice  o r ma in  off ic e

（電話番号 Te le phone Number）

事 業 が 管 理 ・ 支 配 さ れ て い る 場 所
P lac e where  the  business i s m anaged 
o r controlle d

（電話番号 Te le phone Number）

３  償還差 益の支払者に関する事項；De tails  o f Payer of  Pro fit from  Redem ption of Securities 

名 称 
Fu ll nam e

本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 
P lace of  he ad off ice  or ma in  o ff ic e

（電話番号 Te le phone Number）

４  上記「３」の支払者から支払 を受ける償還差益で「１」の租税条約の 規定の適用を受け るものに関する事項；Details  of P rofit from Redemption  
of Securit ie s  rece iv ed  f rom  the  Payer to wh ich  the  Income Tax Conv ention  men tioned  in 1 above is appli cab le  

① 銘柄  
Is sue  

② 回号  
# 

③ 償還日  
D ate  of Maturity 

④ 取得年月日 (注 6) 
D ate  of Ac qui sit ion (Note 6)  

⑤ 額面金額の合 計額  
Total Amount o f Face Value 

円  y en 円  y en 円  y en

⑥ 額面１万円当たり売出価額 (注7) 
Is sue  P rice of Debentu res pe r10 ,000yen (Note 7) 

円  y en 円  y en 円  y en

⑦ 売出価額の合計額(注 8) 
Total Is sue Price Paid (Note 8)  

円  y en 円  y en 円  y en

⑧ 償還価額（買 入価 額）  
Stated Redemption Price (Repu rchase  Pr ice)  

円  y en 円  y en 円  y en

⑨ 源泉徴収税率  
Rate o f W ithholding tax 

％ ％ ％

⑩ 限度税率  
Ceil ing Tax Ra te  unde r App licab le  Ta x Tre aty 

％ ％ ％

⑪ 源泉徴収税額 (注 9) 
Amount o f Tax Withheld  (Note 9)  

円  y en 円  y en 円  y en

⑫ 所有期間の月 数(注 10) 
Hold ing Period ( in  months) (Note 10) 

月  months 月  months 月  months

⑬ 所有期間の割 合(注 11) 
Ratio of  Hold ing P eriod to Stated Life o f Debentures (Note 11 ) 

％ ％ ％

⑭ 還付請求金額 (注 12) 
Amount of  T ax to  be Re funde d (Note  12)  

円  y en 円  y en 円  y en

５  その他参考となるべき 事項（注 13）；Others (Note  13)  

□  限度税率     ％ 
Appli cab le Tax Rate

□  免   税  
Exemption

 様  式  14 

FORM  ( )税 務 署 整 理 欄

For  o f fici al u se only

還付金； 有、無

払
者 受

付
支     印

務
署 受

付
税     印



改 正 後 改 正 前 

（264 租税条約に関する割引債の償還差益に係る源泉徴収税額の還付請求書（割引国債以外の割引債用）） （264 租税条約に関する割引債の償還差益に係る源泉徴収税額の還付請求書（割引国債以外の割引債用）） 

６ 当該 割引 債に関する証明書； Cert ifica te  conce rning  D iscount Bonds me ntio ne d in  4  a bove  

売   渡   証   明   書
Certif ica te  o f Sale 

上記 の請求者であ る租税 条約の適用を受けるも のに、割引債を上記記載
（銘 柄・回号、取 得年月 日、額面金額 の合計額 ）のとおり 売り渡したこ
とを証明します。
  I, the unde rsigned, he reby ce rti fy that the d iscoun t bonds speci fie d 
above (Issue, Date of  Purchase, Amoun t of  Face  Value) hav e been 
sold to the  above  mentioned person e ligib le  for benefits p rovided  
under the app lic ab le  Income T ax Convention. 

Date  （ 日 付）                  

Ce rtif ier （ 証明者）

印

７  日本 の 税法 上､還付請求書の「 ２」の外国法 人が納税義務 者とされるが ､「１」の 租税条約の相手国では ､その 外国法人の 株主 等が納税 義務者とさ
れてお り 、か つ、租税条約の規 定によ りその株主等 であ る者 （相手国居 住者 に限ります ｡） の所得として取り扱わ れる 部分に対して租 税条約の 適用
を受け るこ ととされている場合の租税 条約 の適用を受ける割合に関する事項等 (注４ )；
D etail s of  p ropo rt ion of income to wh ich the  convention mentioned in 1  abov e is  applicable, if the  fore ign com pany  mentioned  in 2 abov e is 

taxable as a company  under Japanese tax law, and the mem ber o f  the company is treated as taxable  pe rson  in the other con tra ct ing coun try 
of the convention; and i f the conve ntion  is  app lic ab le to income that is tre ated as incom e of the mem ber (l imi ted to a resident of the othe r 
contr act ing country) of the fo reign company in  accordance with  the  prov is ions of the  convention  (Note 4)  

還付請求書の「２」 の欄 に記載した外国法 人は ､「４」の償 還差益につき、「 １」の租税条約の相手国に おいて次の法令に 基づいて 、次の日以後 、
その株主等である者 が課 税されることとされて います ｡ 
The  mem ber o f the fo re ign company mentioned  in 2 above  is taxable in the o ther contrac ting country  mentioned in 1 abov e re gard ing  the  

Profit  from  Redem ption of  Securit ies  mentioned  in 4 abov e s ince  the  fol lowing da te  unde r the  fo l lowing law o f the  othe r contr act ing coun try
根拠 法令                                             効力 を生じる日     年     月     日  
Applicab le law                                                             Ef fe ctive date

還付請求書の ｢２ ｣の外国法 人の株主等で租税条 約の適用を受ける者の名称  
Name  o f mem be r of the foreign  company m entioned  in  2 above , to  
whom the Conve ntion  is applicable

間接保有  
Ind ire ct 
Ownersh ip

持分の割合  
Ratio o f  
Owne rsh ip

受益の割合 ＝ 
租税条約の適用 を受ける割合
P roport ion  o f bene fi t = 
P roport ion  for Applic ation 
o f Convention

□  % % 

□  % % 

□  % % 

□  % %

□  % %

合計  Total  % %

還 付の請求をする者 又はその代理人の署名
S ig nature of the App lic ant or hi s  Agen t

８  権限 ある 当局の証明（注 14）
Ce rtif ication of competent authori ty  (No te 14 ) 

 私 は、請求者が 、日本国と                        との間の 租税 条約第   条第   項   に規定 する居 住者 であ
ることを証明します 。
I he reby c ertify that the app licant is  a res ident unde r the prov is ions of  the  Income  Tax  Convention  betwee n Japan and 

                                , Article         , pa ra . .
         年     月    日

Date            S ignature

○  代理 人に 関する事項 ；  この還付請求 書を代理人によって提出する場合には、次の欄に記載してください。
De tails of the Agent ；   If th is  form  is p repare d and  subm itted by the  agent, fi ll ou t the fo llowing  columns.

代 理 人 の 資 格
Capa city o f Ag ent 
in Japan

氏 名 （ 名 称 ）
Ful l n am e

納 税管理 人の届 出 をした 税務署 名
Name  of  the  T ax Off i ce where 
the T ax Ag ent is  reg istered

□  納 税管理人  ※
T ax Agent

□  そ の他の代理人
Other Agent

住 所（居 所・ 所 在 地）
Domicile (Re side nc e 
o r lo cation )

(電話 番号 Te lephone  Number)  

税  務  署
Tax O ffi ce

○  適用 を受 ける租税条約が特典条項を有する租税条約 である場合；  
If the app l icab le convention  has  arti cle of  l im itation on  bene fits

特典条 項に 関する 付表の添 付 "A ttachme nt Fo rm fo r L im itation on Bene fi ts A rtic le" attached . □有Yes

 私は、 日本 国と           との間の租税条約第   条第
項 の規 定の適用を受ける上記 「４」の償還差 益に ついて源泉徴収

された所 得税 額につき、「租税条約 の実施に伴う所 得税 法、法人税法及
び地方税 法の 特例等に関する法律の 施行 に関 する省令」の規定 によ り、
上記のと おり 還付請求をするととも に、この還付請 求書 及び付表の記載
事項が正 確か つ完全であることを宣 言し ます 。

        年     月     日
Date

In a ccordance w ith  the  prov is ions of the M in i ster ial Ordinance for 
the  Imp lementat ion of  the Law conc erning the  Special Me asureｓ o f 
the  I ncome  Tax Law, the  C orpo rat ion  T ax Law and  the Local Ta x 
Law for the  Enforcement o f Income Tax Conventions, I here by c laim  
the  re fund o f ta x wi thheld on the  pro fi t from Redem ption  of 
Securiti es  o f 4  above  to which subparag raph o f parag raph

of A rtic le o f Incom e T ax C onvention be tw een 
Japan  and is applicable and also  hereby  
declare that the statement on  th is form and  attachment form
correc t and com p lete  to the best of my  knowledge and bel ie f.  

※ 「納 税管 理人」とは、日本国の 国税 に関 する申告、申請、 請求 、届
出 、納付 等の事 項を処 理さ せるた め、国 税通則 法の規 定によ り選 任
し、か つ、 日本国における納税地の所 轄税 務署長に届出をし た代 理人
をいい ます 。

※ “Tax Agent”  m eans  a pe rson who is  appo inted by the taxpayer 
and i s reg istered  at the Dis tric t Dire ctor of  Tax Off ice for the 
place  whe re  the  taxpay er is  to  pay his  tax, in order to have  such 
agent take nece ssary  procedures  conce rn ing the Japanese national 
taxes, such  as f iling a return, app lications, claims, paym ent o f 
taxes, etc., unde r the  prov isions of the General Law for National 
Taxes 

6  当該割引債に関する証明 書； Ce rtif ica te  concerning D iscount Bonds mentioned in 4  above

売  渡   証   明   書  
Certific ate  o f Sa le 

上 記の請求者で あ る租税条約の適 用を受けるも のに、割引国 債を上記記
載 （国債名称・ 記 号、取得年月日 、額面金額の 合計額）のと おり売り渡
したことを証 明します。  

Date （日 付）

I, the undersigned,  hereby ce rti fy that the  discount bonds specifi ed
above  （Desc ript ion,  Numbe r,  Date o f Acquis it ion , To tal Amount o f 
Face Value）hav e been sold to the above m entioned  pe rson  el igibl e 
for benefits  prov ided unde r the  app li cab le Incom e T ax Convention .  

Ce rt ifie r （証明書） 印  

・売渡証明書欄に上記割引国債を購入し たこ とを証明する書面 をち ょう付するか、又は購入先の証明を受けること 。 
Attach  here  a form  which c ert ifie s the fac t o f the  purchase  above bi ll s,  or get a cer ti fication  o f sale from the sel le r.  

7 日本の税法 上､還付請求書の 「２」の外国法人が納 税義 務者とされるが､「 １」 の租税条約の相手国では ､その外国 法人 の株 主等が 納税義務者とさ れ
ており、 かつ、租税条約 の規定により その株主等である者（ 相手国居住者に限ります ｡） の所得として 取り 扱われ る部 分に 対し て租税条約の適 用を
受けることとされている場 合の租税条約の適用を受ける割合に関する 事項 等 (注 ４ )；
D etails of propo rtion  o f income to which the  convention men tioned in 1 above is applicable, if the  fore ign com pany  mentioned in  2 above is 

taxable as a company  under Japanese tax law, and the mem ber o f the company is treated  as taxable  pe rson  in the other con tra cting country 
of the conven tion; and i f the convention  is  app lic able to  income that is tre ated  as incom e of the mem ber (l imi te d to a res iden t o f the othe r 
contr acting country) of  the foreign  company in  acco rdance with the  prov is ions of the  convention  (Note 4)

還付請求 書の 「２」の欄に記載 した 外国法人は ､「４ 」の償還差益につ き、「 １」の租税 条約 の相手国において 次の 法令に基づいて 、次の日 以後、
その株主等 である者が課税されることとさ れています ｡ 
The  member o f the  fore ign com pany  mentioned in 2 above i s ta xab le in  the  othe r contract ing coun try m en tioned in 1 above rega rding the 

Pr of it from Re demption of Securi t ies mentione d in  4  above since  the fo llowing  date under the fo llowing  law of the othe r contracting country.

根拠法令                                               効力 を生じる日      年     月     日  
Applic ab le law                                                              Ef fe ctive  date

還付請求書の｢２ ｣の 外国法人の株主等で租税条約の適用を受ける者の名 称 
Name of mem be r of the fo reign company m entioned  in  2 above , to  
whom the Conve ntion is appl icable

間接保有  
Ind ir ec t 
Owner ship  

持分の割合  
rat io  o f 
ownership  

受 益の割合＝  
租 税条約の適用を受ける 割合  
P roportion o f bene fit  = 
P roportion for Appl ication 
o f Convention

□ % %

□  % %

□  % % 

□  % % 

□  % % 

合計  Total  % %

還付の請求をす る者 又はその代理人の署名
S ignature  of the App li cant o r h is Agen t                                                        

8  権限ある当 局の証明（注７）
Certif ication of competen t autho rity  (Note 7 ) 

 私 は、請 求者が、日本国と                        との間の租税条約第  条第  項  に規定する居 住者 であ
ることを証明し ます 。
I he reby c ertify that the app li cant is  a res iden t unde r the prov is ions of the  Income  Tax  Convention between Japan and 

                                , Artic le         , para. .
         年     月    日

Date Signature

○  代理人に関する事項 ； この還付請求書 を代理人によって提 出する場合には、次の欄に記載して ください。
Detai ls o f the Ag en t ；  If th is fo rm is prepar ed and submitted by  the  Agent, fi ll out the  fol lowing columns.

代 理 人 の 資 格
Capa city o f Agent 
in Japan

氏名（名 称）

Ful l nam e

納 税管 理 人の届 出 をし た 税務署 名
Name  of the T ax Off ice where 
the T ax Agent is  reg is tered

□  納税管理人  ※
Tax Agent

□  その他の代理人
Other Agent

住所（居所・ 所在 地）

Domicil e (Reside nce 
or lo cat ion)

(電話番号 Te lephone Number) 

税 務  署
Tax  Offi ce

○  適用を受ける租税条約が 特典 条項 を有する租税条約である場合； 
If the  app lic able conv ention has a rt icle  o f lim itation  on be ne fits
特典条項に関する付表の 添付 "Attachment Form for Lim itation  on  Bene fits Article" attached □有 Yes

 私は、日本国と                     との間の租 税条 約第       条第
項 の 規 定 の 適用 を 受 け る 上記 「 ４ 」 の 所得 に つ い て 源 泉徴 収

された税額につき、「租税条約 等の実施に伴う所得 税法 、法人税法及び
地方税法の特例等に関する法律 の施行に関する省令」及び「復興特別所
得税に関する省令」の規定により 、上記のとおり還付請求をするととも
に、この還付請求書及び付表の 記載事項が正確かつ 完全 であることを宣
言します。
       年     月     日
Date

In ac co rdanc e  w ith the  prov is ion s o f th e  Min ist er ial O r d inanc e fo r the  
Imp lem ent ation  o f  the  L aw con ce rn ing  the  Specia l Measu reｓ  o f the  Income  
T a x  La w ,  t he  Co r por a t io n T a x  L a w a n d  th e  L o c a l Ta x  L aw  f o r  t h e  
En fo rcem en t o f I nc om e T ax  C on v ent ions  and  the  Min iste r ia l O rd ina nce  
c once rn in g  Spec ia l In c om e  Ta x  fo r R econ str uc t ion ,  I  h e r eb y  c la im  the  
r e f u n d  o f  t a x  w i t h h e l d  o n  t h e  p r o f i t  f r o m  R e d e m p t i o n o f 
Secur itie s  o f  4  a bov e  to wh ich subpar ag ra ph of pa ra gr aph
o f  A r t i c l e o f  I n c o m e  T a x  C o n v en t i o n  b e tw e e n  J a p a n  a n d

is  a pp lic ab le  and  a lso  h e reby  dec lar e tha t 
the  s ta temen t  on  th is  fo rm  and  a ttac hment form co rrec t and  comple te  to the  
best o f my  know ledge and  b e lie f.

※  「納税管 理人 」とは、日本国の国税に関 する申告、申請、請求、 届
出、納付等の事項を処 理させるため 、国税通則法の 規定により選任し 、
かつ、日本 国に おける納税地の所轄税務署 長に届出をした代理人を い
います。

※ “Tax Agent” me ans  a person who is appo inted by the taxpaye r
and is  reg is te red  a t the Dis tric t Dire ctor o f T ax Of f ice  fo r the 
p lace  whe re the  ta xpayer  i s to  pay  his tax,  in order to have suc h 
agent take nece ssary p rocedures  concern ing the Japanese 
nat iona l taxes,  such  as fi lin g  a re turn , appli cat ions,  claim s, 
payment o f taxes , e tc ., under the prov is ions of  the Genera l Law 
fo r National  Tax es.  



改 正 後 改 正 前 

（264 租税条約に関する割引債の償還差益に係る源泉徴収税額の還付請求書（割引国債以外の割引債用）） （264 租税条約に関する割引債の償還差益に係る源泉徴収税額の還付請求書（割引国債以外の割引債用）） 

「租税条約に関する割引債の償還差益に係る源泉徴収税額の還付請求書

（割引国債以外の割引債用）」に関する注意事項 

INSTRUCTIO NS FOR “APPLICATION FORM FO R R EFUND O F THE W ITHHOLDING  TAX ON PROFIT FROM  R EDEMPTIOIN OF 
SECURITIES IN ACCORDANCE WITH  THE INCOME TAX CONVENT ION (FOR DISCOUNT DEBENTURES OTHER THAN DI SCOUNT 

GOVERNMENT  BONDS)”  

 様 式  14  

FORM  

注 意 事 項
還付請求書の提出について
１ こ の還付請求書 は、還付 を請求する 税額に係る 償還金の支 払者ごと

に 作成してください。

２ こ の還付請求書 は、償還 差益につき 租税条約の 規定の適用 を受ける
ため 正副２通を作 成して 償還金の支 払 者 に提 出 し、償還金 の支 払者は
還付 請求書の「４ 」の欄 の記載事項 に ついて 証 明をした後 、還 付請求
書 の正本をその支払者の所轄税務署長に提 出してください。

３ こ の還付請求書 を納税管 理人以外の 代理人によ って提出す る場合に
は 、 その委任関係 を証す る委任状を そ の 翻訳 文 とともに添 付し てくだ
さい 。

４ 適 用を受ける租 税条約に 両国間で課 税上の取扱 いが異なる 事業体に
関 する規定がある場合には、次の点にご注 意ください。

外国法 人であっ て、相手国 ではそ の 株主等が 納税義務者 とさ れる も
のが 支払を受ける 所得につ いては、 相 手国の 居 住者である 株主 等（そ
の 株主等の受益する 部分に限ります ｡）についてのみその租税条 約の規
定 の適用 を受ける こ とができ ます｡上記 に該当する 外国法人は ､次の書
類 を添付して提出してください ｡
①  還付 請求書の ｢２ ｣の欄 に記載し た 外国法 人が 相手国に おい てはそ

の株主等が課税を受けていることを明らかにする書類
②  ｢外国法人の株主等の名簿 (様式 16)｣
③  その租税条約 の適用 を受けるこ と ができる 株主等がそ の外 国法人

の株主等であることを明らかにする書類
④  相手国の権限ある当局の株主等である 者の居住者証明書

なお、この場合に は､「特典 条項に 関する付表 (様式 17 )」 (その 添付書
類 を含みます ｡ )について は、③の各株主等 のものを 添付し てください ｡

還付請求書の記載について
５ 納 税者番号とは 、租税の 申告、納付 その他の手 続を行うた めに用い

る 番号 ､記号その他の符号でその 手続 をすべき者を特定すること ができ
るも のをいいます 。支払 を受ける者 の 居住地 で ある国に納 税者 番号に
関 す る制度が存在 しない 場合や支払 を 受ける 者 が納税者番 号を 有しな
い 場合には納税者番号を記載する必要はあ りません ｡

６  ④欄の取得年月 日は 債券 の受渡日を 記載します。

７  ⑥欄には、売 出期間中に購入 したものは売 出 価額を、売 出最 終日以
後 購入したものは 売出最終日価 額を記載しま す。また、乗 換により購
入 した債券は、売 出最終日価額 を記載し、更 に余白部に（ 乗換）と表
示します。

８  ⑦欄の売出 価 額の合計額 は、 次の算式に より計算した金 額を記載し
ます。

⑥×
 ⑤  

１万円
９  ⑪ 欄 の源 泉 徴 収 税額 は 、次 の算 式 によ り計 算 し た 金額 を 記載 しま

す 。

（⑤－⑦） ×
⑨

100－⑨

10 ⑫ 欄の所有期間 の月数は 、所得の 日 から償 還の 日までの月 数 （１月
未満の端数は１月とする。）を記載 します。

11 ⑬欄の所 有期 間の割合は 、⑫ 欄の所有 期間の 月数に 応じ次に より 記
載します。

１ヵ月… 0 .084  ５ヵ月… 0 .417 ９ ヵ 月… 0.75 
２ヵ月… 0 .167  ６ヵ月… 0 .5  10 ヵ月… 0.834  
３ヵ月… 0 .25  ７ヵ月… 0 .584 11 ヵ月… 0.917  
４ヵ月… 0 .334  ８ヵ月… 0 .667 12 ヵ月… 1 

なお、 繰上償還 又は買入消 却の場 合 は、上記 に準じて算 出し た割 合
を 記載します 。

【裏面に続 きます 】

IN STRUCTIONS
S ubmission  of th e FO RM 
1 This fo rm must be prepared separately  fo r each Payer o f pro fit  
from re demption of securi tie s who withheld  the ta x to be  re funded.

2 Submit th is form  in  dup licate to  the  Payer o f profi t from 
re demption of se curit ie s fo r the  appl ication o f Income T ax 
Convention to prof it  f rom redem ption of securi ties . The Paye r o f 
re demption of se cu rit ie s must cert ify the  item in 4 on th is fo rm and 
then  fi le the  orig inal  with  the Dis tric t Dire ctor o f Tax  O ffice at the 
place where the Payer re side s.  

3 An Agent other than  the  Ta x Age nt must attach  a pow er o f 
attorney tog ether wi th its Japane se  transl ation.  

4 In  the ca se  where  ther e exists  an app li cab le convention between  
both countrie s with  prov is ions for  an  entity  that is treate d 
di ffere ntly fo r tax purposes, the nex t point shou ld be  noted. 
In  c ase  o f income that i s rece ived by a fore ign  company whose 

member is tre ated  as tax ab le pe rson in  the Contrac t ing State other 
than  Japan  the Income T ax C onvention is app licab le  on ly  to 
members that are re sidents  o f the Contrac t ing State (to  the ex te nt 
that the income  is  a bene fit of the m embers).  Such foreign company 
shou ld  attach the  fol lowing  docum ents to this  fo rm:  
① Documents show ing that the member o f the fo re ign company 
mentioned in 2  is tre ated as taxable person in  the Contra cting 
State. 

② "Lis t of  the Members of  Foreign Company (Form  16)" 
③ Documents showing tha t the  member to whom the Incom e T ax 
Convention is appl icable  is a member of the  fo re ign com pany . 

④  The  re sidency certi fi cat ion  for shareholders of  compete nt 
authori ty i n the other country.  
A lso  a ttach "Attachment Form  for Lim itation on Be nef its Art icl e 

(Form 17 )" (in cluding  attachment) comple ted  for eac h of  the 
mem bers described in ③.  

Comp letion  o f the FORM  
5 The Taxpayer  Id ent if icat ion  Numb er  is a  numb er , co de or  s ymb ol 
wh ich i s u sed for  fi ling of return  and  payment o f d ue amou nt  and  ot her  
procedu res  regard ing  t ax, and wh ich  iden ti fies  a  p erson  who must  take 
such pro ced ures. I f a  sys tem  o f  T axp ayer Iden ti ficat ion Numb er d oes 
not  exis t in the  coun try where the  recipien t res ides , or  if the  re cipien t 
of t he p aymen t does  not  h ave a T axp ayer Id ent ifi cat ion  Numb er , it  is 
not  necess ary to enter  th e T axp ay er Iden ti ficat ion N umber. 

 6   Date  of Acqu is it ion  m eans the  date  of purchase. 

 7 ⑥shall m ean issuing price i f purchase d with in o f fe ring period, 
and if  purc ha sed  on or afte r the  las t day s o f the of fe ring period , i t 
shall  me an the  i ssuing  pric e on  the  la st day of the o ffe ring per iod.  

8   ⑦shall be  calculated by  the  fol lowing formu la ; 

⑥×    ⑤     
(10 ,000yen)

9 ⑪shal l be calcu lated by the fo llow ing formula ;  

（⑤－⑦）×   ⑨    
100－ ⑨

10   Hold ing P eriod sha ll be the num be r o f complete months such  
de be ntures have  be en he ld p lus one m onth  if he ld for any 
addi tional  days. 

11  Corresponding ratios below shall be used fo r the purpose of⑬ . 
１Ｍ…0.084 ５Ｍ…0.417 ９ Ｍ…0.75 
２Ｍ…0.167 ６Ｍ…0.5  10Ｍ…0.834 
３Ｍ…0.25  ７Ｍ…0.584 11Ｍ…0.917 
４Ｍ…0.334 ８Ｍ…0.667 12Ｍ…1 

  In  c ase  o f early  redem ption o r repurchase,  the  abov e r atios
shal l be  a dju sted acco rding to  the li fe o f the  redeem ed  or 
repurchased debe nture . 

【Continue on the re ve rse】

「租税条約に関する割引債の償還差益に係る源泉徴収税額の還付請求書

（割引国債以外の割引債用）」に関する注意事項 

INSTRUCTIO NS FOR “APPLICATION FORM FO R R EFUND O F THE W ITHHOLDING  TAX ON PROFIT FROM  R EDEMPTIOIN OF 
SECURITIES  IN ACCORDANCE WITH  THE INCOME TAX CONVENT ION (FOR DISCOUNT DEBENTURES OTHER THAN DI SCOUNT 

GOVERNMENT  BONDS)”  

 様 式  14  

FORM  

注 意 事 項
還付請求書の提出について
１  こ の還付請求書 は、還付 を 請求する 税額に係る 償還金の支 払 者ごと

に作成してください。

２  こ の還付請求書 は、償還 差 益につき 租税条約の 規定の適用 を 受ける
ため 正副２通を作 成して 償還金の支払 者 に提 出 し、償還金 の支 払者は
還付 請求書の「４ 」の欄 の記載事項 に ついて 証 明をした後 、還 付請求
書の正本をその支払者の所轄税務署長に提出してください 。

３  こ の還付請求書 を納税管 理 人以外の 代理人によ って提出す る 場合に
は、 その委任関係 を証す る委任状をそ の 翻訳 文 とともに添 付し てくだ
さい 。

４  適 用を受ける租 税条約に 両 国間で課 税上の取扱 いが異なる 事 業体に
関する規定がある場合には、次の点にご注意ください。

外国法 人であっ て、相手国 ではその 株主等 が 納税義務者 とさ れる も
のが 支払を受ける 所得につ いては、 相 手国の 居 住者である 株主 等（そ
の株主等の受益する 部分に限ります ｡） についてのみその租税条 約の規
定の適用 を受けるこ とができ ます ｡上記 に該当する 外 国法人は ､次の書
類を添付して提出してください ｡
①  還付 請求書の ｢２ ｣の欄 に記載した 外国法 人が 相手国に おい てはそ

の株主等が課税を受けていることを明らかにす る書類
②  ｢外国法人の株主等の名簿 (様式 16 )｣
③  その租税条約 の適用 を受けること ができる 株主等がそ の外 国法人

の株主等であることを明らかにする書類
④  相手国の権限ある当局の株主等である者の居住者証明 書

なお、この場合に は､「特典 条項に 関する付表 (様式 17 )」 (その 添付書
類を含みます ｡ )について は、③の各株主等 のものを 添付し てください ｡

還付請求書の記載について
５  納 税者番号とは 、租税の 申 告、納付 その他の手 続を行うた め に用い

る番号 ､記号その他の符号でその手続を すべき者を特定すること ができ
るも のをいいます 。支払 を受ける者 の 居住地 で ある国に納 税者 番号に
関す る制度が存在 しない 場合や支払 を 受ける 者 が納税者番 号を 有しな
い場合には納税者番号を記載する必要はありません ｡

６  ④欄の取得年月日は債券の 受渡日を記載します。

７  ⑥欄には、売 出期間中に購 入 したものは売 出価額を、売 出最 終日以
後 購入したも のは 売出最終日価 額を記載しま す 。また、乗 換に より購
入 した債券は 、売 出最終日価額 を記載し、更 に 余白部に（ 乗換 ）と表
示します。

８  ⑦欄の売出 価 額の合計額 は、 次の算式に より計算した金 額を 記載し
ます。

⑥×
 ⑤  

１万円
９  ⑪ 欄 の源 泉徴 収 税額 は 、次 の算 式 によ り計 算 し た 金額 を 記載 しま

す 。

（⑤－⑦） ×
⑨

100－⑨

10 ⑫ 欄の所有期間 の月数は 、所得の 日 から償 還の 日までの月 数 （１月
未満の端数は１月とする。）を記載 します。

11 ⑬欄の所 有期 間の割合は 、⑫ 欄の所有 期間の月数に 応じ次に より 記
載します。

１ヵ月… 0 .084 ５ヵ月… 0 .417 ９ ヵ 月… 0.75 
２ヵ月… 0 .167 ６ヵ月… 0 .5  10 ヵ月… 0.834 
３ヵ月… 0 .25  ７ヵ月… 0 .584 11 ヵ月… 0.917 
４ヵ月… 0 .334 ８ヵ月… 0 .667 12 ヵ月… 1 

なお、 繰上償還 又は買入消 却の場合 は、上 記 に準じて算 出し た割 合
を記載します 。

【裏面に続 きます】

IN STRUC TIONS
Submission  of th e FO RM 
1 This fo rm must be prepared separately  fo r each Payer of pro fit  
from re demption of securi tie s who withheld  the ta x to be  re funded.

2 Submi t th is fo rm  in  dup licate to  the  Payer o f pro fi t from 
re demption of se curit ies  for the  app l ication o f Income T ax 
Convention to prof it from redem ption of securit ies . The Paye r of 
re demption of se cu rit ie s must cert ify the  item in 4 on th is fo rm and 
then  fi le the  o rig in al  with  the Dis tric t Dire ctor o f Tax  Office at the 
place whe re the Payer re side s.  

3 An Agent other than  the  Ta x Age nt mus t attach  a pow er o f 
atto rney tog ether wi th its Japane se  translation.  

4 In  the ca se  where  ther e exists  an app li cab le convention between  
both countrie s with  prov is ions for  an entity  that is treate d 
di ffere ntly for tax purposes , the nex t po int shou ld be  noted. 
In  c ase  o f income that i s rece ived by  a fore ign  company whose 

mem ber i s tre ated  as tax ab le pe rson in  the Contrac t ing State other 
than  Japan  the Income T ax C onvention i s app licab le on ly to 
mem bers that are re sidents  o f the Contrac t ing State (to  the ex te nt 
that the income  is  a benefi t of the m embers).  Such foreign company 
shou ld attach  the fol lowing docum ents to this  fo rm:  
① Documents show ing that the member o f the fo re ign company 
mentioned in 2  is  treated as taxable person in  the Contra cting 
S tate. 

② "Lis t of  the Members of Foreign Company (Form  16)" 
③ Documents showing tha t the  member to whom the Incom e T ax 
Convention i s appl icable  i s a member of the  fo re ign com pany . 

④  The  re sidency ce rti fi cation  fo r shareholders o f compete nt 
authori ty in the other coun try.  
A lso  a ttach "Attachment Form  for Lim itation on Benef its Articl e 

(Form 17 )" (including  attachment) comple ted  f or eac h of  the 
mem bers described in ③.  

Comp letion  o f the FORM  
5 The Taxpayer  Id ent if icat ion  Numb er  is a  nu mb er , co de or  s ymb ol 
wh ich i s u sed for fi ling of return  and  paym ent o f d ue amou nt  and  other  
procedu res  regard ing  tax, and wh ich  iden ti fies  a  p erson  who m ust  take 
such pro cedures. I f a  sys tem  of  T axp ayer Iden ti fica t ion Numb er d oes 
not  exis t in the  coun try where the  rec ipien t res ides , or  if the re cipien t 
of t he p aymen t does  not  h ave a T axp ayer Id ent ifi cat ion  Numb er , it  is 
not  necess ary to enter  th e T axp ay er Iden ti ficat ion N umber. 

 6   Date  of Acqu is it ion m eans the  date  of purchase. 

 7 ⑥shall m ean issuing  price i f purchase d with in o f fe ring period, 
and  if  purc ha sed on or afte r the  las t days o f the of fe ring period, it 
shall  me an the  i ssuing  pric e on  the  la st day of the o ffe ring per iod.  

8   ⑦shall be  calcu late d by  the  fol lowing formula ; 

⑥×    ⑤     
(10 ,000y en)

9 ⑪shal l be calculated  by the fo llow ing formula ;  

（⑤－⑦）×   ⑨    
100－ ⑨

10   Hold ing Period sha ll be the num ber o f complete months such  
de be ntures have be en he ld p lus one month  if he ld  for any 
add i tional  days. 

11  Corresponding ratios below shall be used fo r the purpose of⑬ . 
１Ｍ…0.084 ５Ｍ…0.417 ９ Ｍ…0.75 
２Ｍ…0.167 ６Ｍ…0.5 10Ｍ…0.834  
３Ｍ…0.25  ７Ｍ…0.584 11Ｍ…0.917  
４Ｍ…0.334 ８Ｍ…0.667 12Ｍ…1 

  In c ase  o f early  redem ption o r re purchase,  the  abov e r at ios
shal l be  a dju sted acco rding to  the li fe o f the  redeem ed  or 
repurchased debenture . 

【Continue on the re ve rse】



改 正 後 改 正 前 

（264 租税条約に関する割引債の償還差益に係る源泉徴収税額の還付請求書（割引国債以外の割引債用）） （264 租税条約に関する割引債の償還差益に係る源泉徴収税額の還付請求書（割引国債以外の割引債用）） 

12 ⑭ 欄の還付請求 金額は、 その償還 が 償還期限後 であ るか、 又は償還
期限前であるかに応じ、 次の算式により計 算した金額を記載します。

期限後償還の場合  ⑪×⑬－ [(⑤－⑦ )×
⑩

100－⑨
]× ⑬

繰上償還・買入消却の 場合  [⑪－ (⑤ －⑧ )×
 ⑨  
100

]×⑬

 － [{(⑤－⑦ )×
⑩

100－⑨
}－ {(⑤－⑧ )×

 ⑩  
100

}]×⑬

13 還 付請求書の「 ５ 」の欄 には、「 ２ 」から「４ 」ま での各 欄に記載
した事項 のほか、租 税の軽減 又は免除を 定める ｢１ ｣の 租税条 約の適用
を受けるための要件を満 たす事情 の詳細を 記載してください。

14 支 払を受ける償 還差益が 、租税条約 の規定によ り免税とな る場合に
は、 支払者に提出 す る前 に、「８」 の 欄に権限 ある当 局の 証明を受け
てください (平 成16年７月１日以後適用 開始となる 租税条約の適用を受
ける場合に限ります ｡また、注意事項 15の場合を除きます ｡)｡ 

15 注 意事項 14の場 合におい て権限ある 当局が証明 を行わない こととし
ているため ､そ の証明を受けることがで きない場合 には ､｢要件を満たす
事情の詳 細 ｣を明 ら かにする 書類(その 書類が外国 語で 作成 されている

場合には ､その 翻訳文を含みます ｡)及び権限ある当 局の発行した居住者
証明書を添付してください。

なお、 償還金の 支 払者に居 住者証明 書（提示 の日前一年 以内に作 成
されたも のに限りま す｡)を 提示し、 還 付請求書の 「２ 」の 欄に記載し
た事 項について償 還金の 支払者の確認 を受けた とき（ 還付 請求書にそ
の確認を した旨の記 載がある 場合に 限り ます ｡)は 、居 住者証 明書の添
付を省略することができ ます。 

こ の 場 合 、 上 記 の 確 認 を し た 償 還 金 の 支 払 者 は 、 還 付 請 求 書 の
「５ 」の欄に①確 認をし た旨（例： 請 求者から 提示の あっ た居住者証
明書 により、還付 請 求書 に記載された 氏名又は 名称そ の他 の事項につ
いて確認 しました ｡ )、②確 認者の氏名 （所属）、 ③居 住者 証明書の提
示を 受けた日及び ④ 居住 者証明書の 作 成年月日 をそれ ぞれ 記載すると
とも に、提示を受 け た居 住者証明書 の 写しを作 成し、 提示 を受けた日
から５年間その国内にあ る事務所等 に保存 する必要があります。  

12  ⑭shal l be calcu lated by the fo llow ing formula ;
・  when  sta ted redemption pric e was re ceived  on or afte r the
date o f ma tu rity  ; 

⑪×⑬－[(⑤－⑦)×    ⑩    
100－ ⑨

]×⑬

・ when redeem ed or repurchased prior to  maturity ; 

[⑪－(⑤－⑧ )×  ⑨   
100

]×⑬

－[{(⑤－⑦)×   ⑩   
100－⑨

}－{(⑤－⑧ )×  ⑩   
100

}]×⑬ 

13   Ente r into  l ine  5 the detai ls of  circumstance  that the  condi tions
for the  applic at ion of the conv ention mentioned in 1 are sati sf ied ,
in add ition to info rmation entered in 2 th rough 4. 

14 If  the p rofi t from redemption of  securitie s is subject to  tax 
exemption  under the  provi sions of the  Income  T ax Conv ention,  the 
Column 8 m ust be fil led with the certif ic at ion by the compete nt 
authority before  submi tting  th is fo rm to the  paye r (only for the 
appl icat ion  of the conv en tion that went into  effect on  and after 
July 1 , 2004 , and ex cept fo r cases described in Note 15).  

15   If  the compete nt au thority  does not make such  a ce rt i fi cat ion  a s 
mentioned in Note  14, documents  showing  " the detail s of 
circum stance that the cond it ions  are satis fied" (in c lud ing  Japanese 
translation if the  documents  are written in fore ign lang uage. ) and 
the ce rt ific ation o f re sidency issued  by the com pe ten t au tho rity 
must be a ttached.  
In  the  case that the re cip ient of the  prof it  f rom  redemption  o f 

securitie s shows hi s res idency c ert if ication (ce rtification  must ha ve 
be en  i ssued  with in one  year pri or to the  showing ) to the paye r of 
the  profi t from  redemption of securi ties, and  the  pay er confirm s 
item s en tered  in  co lum n 2 (on ly in  the case that the payer write s 
the fact o f con f irmation  in  the App li cation Form) , a ttachm ent of
res idency  cert i fi cat ion  i s not required.  
In th is c ase , the payer of  the  p ro fit  from r edemption  o f securitie s 

who confi rms the above-mentioned items is requ i red to  en ter: ①
the  fact of the conf i rm ation (e. g., ‘I , the  paye r described in column 
3, hereby confirm ed the name o f the  c laiman t and other item s 
entered in column 2 , hav ing bee n shown res idency  ce rti fi cation by 
the  cla imant.’ ); ② the  name a nd  af fi liation o f the individual  who 
making the  confi rmation; ③ the date  tha t certif ication  is  shown;
and  ④ the  date o f issue  of  residency  ce rtifi cation. The  paye r is
also required to make a copy of the  res idency  certi fication and 
keep the c opy  in  h is  of fice, etc. located in  Japan  fo r fi ve years from 
the  date  o f the showing.  

12 ⑭ 欄の還付請求 金額は、 その償還 が 償還期限後 であ るか、 又は償還
期限前で ある かに応じ、次の算式により計算した金額を記載しま す。

期限後償還の場 合 ⑪×⑬－ [(⑤－⑦ )×
⑩

100－⑨
]× ⑬

繰上償還・買入消却の 場合  [⑪－ (⑤－⑧ )×
 ⑨  
100

]×⑬

 － [ {(⑤－⑦ )×
⑩

100－⑨
}－ {(⑤－ ⑧ )×

 ⑩  
100

}]×⑬

13 還 付請求書の「 ５」の欄 には、「 ２ 」から「４ 」ま での各 欄に記載
した事項 のほか、租 税の軽減 又は免除を 定める ｢１ ｣の 租税条 約の適用
を受ける ため の要件を満たす事情 の詳細を記載してください。

14 支 払を受ける償 還差益が 、租税条約 の規定によ り免税とな る場合に
は、 支払者に提出 する前 に、「８」 の 欄に権限 ある当 局の 証明を受け
てくださ い(平成 16年７月１日以後適用 開始 となる租税条 約の適用を受
ける場合 に限 ります ｡ま た、注意事項 15の場合を除きます ｡)｡ 

15 注 意事項 14の場 合におい て権限ある 当局が証明 を行わない こととし
ているた め､その証明を受けることがで きない場合には､｢要件を満たす
事情の詳 細 ｣を明 ら かにする 書類(その 書類が外国 語で 作成 されている

場合には ､その翻訳文を含みます ｡)及び権限ある当局の発 行した居住者
証明書を 添付 してください。

なお、 償還金の 支払者に居 住者証明 書（提示 の日前一年 以内に作 成
されたも のに限りま す ｡)を 提示し、 還 付請求書の 「２ 」の 欄に記載し
た事 項について償 還金の 支払者の確認 を受けた とき（ 還付 請求書にそ
の確認を した旨の記 載がある 場合に 限り ます ｡)は 、居 住者証 明書の添
付を省略 する ことができます。 

こ の 場 合 、 上 記 の 確 認 を し た 償 還 金 の 支 払 者 は 、 還 付 請 求 書 の
「５ 」の欄に①確 認をし た旨（例： 請 求者から 提示の あっ た居住者証
明書 により、還付 請求書 に記載された 氏名又は 名称そ の他 の事項につ
いて確認 しました ｡ )、②確 認者の氏名 （所属）、 ③居 住者 証明書の提
示を 受けた日及び ④居住 者証明書の 作 成年月日 をそれ ぞれ 記載すると
とも に、提示を受 けた居 住者証明書 の 写しを作 成し、 提示 を受けた日
から５年 間そ の国内にある事務所等 に保存する必要があります。  

12  ⑭ shal l be calcu lated by the fo llow ing fo rmula ;
・ when sta ted redemption pric e was re ceived  on o r afte r the
date o f ma tu rity  ; 

⑪×⑬－[(⑤－⑦)×    ⑩    
100－ ⑨

]×⑬

・ when redeem ed or repurchased prior to  maturity ; 

[⑪－(⑤－⑧ )×  ⑨   
100

]×⑬

－[{(⑤－⑦)×   ⑩   
100－⑨

}－{(⑤－⑧ )×  ⑩   
100

}]×⑬ 

13   Ente r into  l ine  5 the detai ls of  circumstance  that the  condi tions
for the  applic at ion of the conv ention mentioned in 1 are sat isf ied ,
in add ition to info rmation entere d in 2  th rough 4. 

14 If  the p rofi t from redemption of se curit ie s is sub ject to  tax 
exemption under the  provi sions of the  Income  T ax Convention,  the 
Column 8 m ust be fil led with the c ertif ic at ion by the competent 
authority befo re  submi tting  th is fo rm to the  paye r (only for the 
appl icat ion  of the  conv en tion that went into  effect on  and after 
July 1, 2004 , and ex cep t fo r cases described in Note 15).  

15   If  the compete nt au thority  does not make such  a ce rti fi cat ion  a s 
mentioned in Note  14, documents showing  " the detail s  of 
circum stance that the cond itions  are satis fied" (in c lud ing  Japanese 
trans lation if the  documents  are written in fore ign l ang uage. ) and 
the ce rt ific ation o f re sidency i ssued  by the com pe ten t autho rity 
must be a ttached.  
In  the  case that the re cip ient of the  pro f it  f rom  redemption  o f 

securitie s shows h is res idency c ertification (ce rtificat ion  must ha ve 
be en  issued  within one  year pri or to the  showing ) to  the paye r of 
the  profi t f rom  redemption of securi ti es , and  the  payer confirm s 
item s en tered  in  co lum n 2 (only in  the case that the payer writes 
the fact o f conf irmation  in  the App li cat ion Form) , a ttachm ent of
residency  cert i fi cation  i s not required.  
In th is case , the payer of  the  p ro fit  from r edemption  o f se curit ies 

who confirms  the above-mentioned i tems is re qu i red to  en ter: ①
the  fact of the confi rm ation (e.g., ‘I , the  paye r described in column 
3, hereby confirm ed the name o f the  c laimant and other item s 
entered in column  2 , hav ing been shown res idency  ce rti fi cation by 
the  cla imant.’); ② the  name a nd  af fi liation of  the individual  who 
making the  confi rmation ; ③ the date  tha t cert if ication  is shown ;
and  ④ the  date of  issue  o f  residency  ce rtificat ion. The  paye r is
also requ ired to make a copy of the  residency  cert i fi cation and 
keep the c opy  in  h is  of fi ce, etc. located in  Japan fo r fi ve years from 
the  date  of the showing.  



改 正 後 改 正 前 

（265 租税条約に関する届出書（申告対象国内源泉所得に対する所得税又は法人税の軽減・免除）） （265 租税条約に関する届出書（申告対象国内源泉所得に対する所得税又は法人税の軽減・免除）） 

租 税 条 約 に 関 す る 届 出 書

APPLICATION FORM FOR INCOME TAX CONVENTION 

申告対象国内源泉所得に対する所得税又は法人税の軽減・ 免除
Re lief from Japane se Income Tax or Corporation Tax  

fo r Japanese Source Income  to report 

この届出書の記載に当たっては、別紙の注意事項を参照してください 。
See separate instructions. 

       税務署長殿
To the  District Director,  Tax Of fice 

□  限度税率    ％
１  適用を受ける租税条約に関する事項 ；                                       Applicab le Tax Rate

Applicab le Income  Tax Convention □ 免 除
日本国と                        との間の租税条 約第   条第   項   Exem p tion 
The Income Tax Conven tion be tween Japan  and , Art icle , para.

２  申告対象国内源泉所得を有 する者に関する事項；
Details of Recipient of Japanese Source Income to Report 

氏 名 又 は 名 称
Full name

個 人 の 場 合
Individual

住 所 又 は 居 所
Domicile  o r residence

（電話番号 Telephone  Number）

国 籍
Nationality

法人その他の
団 体 の 場 合
（注４）
Corporation or
other entity
（Note４）

本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地
Place of head off ice o r main off ice

（電話番号 Telephone Number）

設 立 又 は 組 織 さ れ た 場 所
Place where the Corporat ion was
estab lished or organized
事 業が 管理・支配されている 場 所
Place where the business is managed
or controlled

（電話番号 Telephone Number）

居 住 者 と し て 課 税 さ れ る 国 及 び 納 税 地（注９）
Country where the recipient is taxable as resident on the
income, and the place where he is to pay tax (Note 9 )

（納税者番号 Taxpayer Identification Number）

日本において事業を行っている場合、そ の事業の 概要
Descript ion o f business in Japan , i f any

日本において所得税又は法人税の申告書を提出している場合、その納税地
Place where he is to pay tax in Japan, if tax return is filed
in Japan

（電話番号 Telephone Number）

３  申告対象国内源泉所得のうち「１」 の租税 条約の規定の適用を受けるもの（条約適用所得）に関する事項（注 10)；
Details of Japane se Source Income to report to which the Convention mentioned in 1 above is app licable(App licab le Income) (Note10）

条 約 適 用 所 得 の 種 類 及 び そ の 概 要
Type and Description of applicab le Income 

税法第  条第   号に規定する国内源泉所得
Japanese Source Income prescribed in  Subparagraph     of Article     o f        Tax Law
（                     ）

税法第  条第   号に規定する国内源泉所得
Japanese Source Income prescribed in  Subparagraph     of Article     o f        Tax Law
（                     ）

税法第  条第   号に規定する国内源泉所得
Japanese Source Income prescribed in  Subparagraph     of Article     o f        Tax Law 
（                      ）

４  「１」の租税条約の規定の適用を受 ける条約適用所得の支払者に関する事項（注 11 )；
Details of P ayer of Applicable Income to wh ich the Convention  mentioned in 1  above is applicable (No te11) 

所得の種類
Type of  Income

氏 名 又 は 名 称
Full name

住 所 （ 居 所 ） 又 は 本 店 （ 主 た る 事 務 所 ） の 所 在 地
Domicile（ residence）or p lace o f head  office（main o ffi ce）

（電話番号 Telephone Number）

（電話番号 Telephone Number）

（電話番号 Telephone Number）

５  その他参考となるべき事項（注 12）；

Others（N ote 12）

様  式 15 
F ORM  

税 務 署 整 理 欄
For of ficial use  only

適用；有、無

前回提出年月 日：（注６）       年   月  日
D ate  o f Previ ous Subm ission（N ote６）          

務
署 受

付
税     印

租 税 条 約 に 関 す る 届 出 書

APPLICATION FORM FOR INCOME TAX CONVENTION 

申告対象国内源泉所得に対する所得税又は法人税 の軽減・ 免除
Re lief from Japane se Income Tax or Corporation  Tax  

fo r Japanese Source Income  to report 

この届出書の記載に当たっては、別紙の注意事項を参照してください 。
See separate instructions. 

       税務署長殿
To the  District Director,  Tax Of fice 

□  限度税率    ％
１  適用を受ける租税条約に関する事項；                                       Applicab le Tax Rate

Applicab le Income  Tax Conven tion □ 免 除
日本国と                        との間の租税条 約第   条第    項   Exem p tion 
The Income Tax Convention be tween Japan  and , A rt icle , para.

２  申告対象国内源泉所得を有 する者に 関する事項；
Details  of Recipient of Japanese Sou rce Income to Report 

氏 名 又 は 名 称
Full name

個 人 の 場 合
Individual

住 所 又 は 居 所
Domicile  o r res idence

（電話番号 Telephone  Number）

国 籍
Nationality

法人その他の
団 体 の 場 合
（注４）
Corporat ion or
other entity
（Note４）

本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地
Place of head off ice o r main off ice

（電話番号 Telephone Number）

設 立 又 は 組 織 さ れ た 場 所
Place where the Corporat ion was
established o r organized
事業が 管理・支配 されている 場 所
Place where the business is managed
or controlled

（電話番号 Telephone Number）

居 住 者 と し て 課 税 さ れ る 国 及 び 納 税 地（注９）
Country where the recipient is taxable as resident on the
income, and the place where he is to pay tax (Note 9 )

（納税者番号 Taxpayer Identification Number）

日本において事業を行っている場合、そ の事業の概要
Descript ion o f business in Japan , i f any

日本において所得税又は法人税の申告書を提出している場合、その納税地
Place where he is to pay tax in Japan, if tax return is filed
in Japan

（電話番号 Telephone Number）

３  申告対象国内源泉所得のうち「１」 の租税 条約の規定の適用を受けるも の（条約適用所得）に関する事項（注 10)；
Details o f Japane se Source Income to report to which the Convention mentioned in 1 above is app licable(App licab le Income) (Note10）

条 約 適 用 所 得 の 種 類 及 び そ の 概 要
Type and Description of applicab le Income 

税法第  条第   号 に規定する国内源泉所得
Japanese Source Income prescribed in  Subparagraph     of Article     of        Tax Law
（                     ）

税法第  条第   号 に規定する国内源泉所得
Japanese Source Income prescribed in  Subparagraph     of Article     of        Tax Law
（                     ）

税法第  条第   号 に規定する国内源泉所得
Japanese Source Income prescribed in  Subparagraph     of Article     of        Tax Law 
（                      ）

４  「１」の租税条約の規定の適用を受 ける条約適用所得の支払者に関する事項（注 11)；
Details  of P ayer of Applicable Income to wh ich the Convention  mentioned in 1  above is  applicab le (No te11) 

所得の種類
Type of  Income

氏 名 又 は 名 称
Full name

住 所 （ 居 所 ） 又 は 本 店 （ 主 た る 事 務 所 ） の 所 在 地
Domicile（ residence）or place o f head  o ffice（main  offi ce）

（電話番号 Telephone Number）

（電話番号 Telephone Number）

（電話番号 Telephone Number）

５  その他参考となるべき事項（注 12）；

Others（N ote 12）

様  式 15 
F ORM  

税 務 署 整 理 欄
For of ficial use only

適用；有、無

前回 提出年月 日：（注６）       年   月  日
D ate  o f P revi ous Submission（N ote６）           

務
署 受

付
税     印



改 正 後 改 正 前 

（265 租税条約に関する届出書（申告対象国内源泉所得に対する所得税又は法人税の軽減・免除）） （265 租税条約に関する届出書（申告対象国内源泉所得に対する所得税又は法人税の軽減・免除）） 

６  「２」の外国法人の株主等である者の所得として取り扱われる部分に対して「 １」の租税条約の規定が適用される場合の記載事項（注 13）；
Detail s of Members of Foreign Company etc. If the Convention mentioned in 1 above is app licable to Part of Income treated as Income of Members of 

Foreign  Company mentioned in 2  above (Note 13) 
(1) 「１」の租税条約の相手国の法令に関する事項（注 14）；

Law in the othe r contracting country of the convention mentioned  in 1 above (Note 14) 
（                ：           第    条 第   項）
（              ：          , A rticle , para. ）

(2) 外国法人の株主等である者の各人別の申告対象株主等所得の金額に関する事項（ 注 15）；
Amount of Japanese Source Income  to report of  respective Members (Note 15) 

外 国 法 人 の 株 主 等 の 氏 名 又 は 名 称

Fu ll Name o f Membe r of Foreign Company 

申告対象株主等
所得の金 額 (a)
Amount o f 
Japanese Source 
Income to report 

軽減又は免除を
受ける金額(b)
Amount 
appl icab le to  
the Reli ef of  
Convention 

差 引 金 額
(a)－(b)

Balance 

（      ％）
―― ―

（      ％）
―― ―

（      ％）
―― ―

「１」の租税条約の規定の適用を受けない申告対象株主等所得に係 る外国法人の株主等
Amount not app licable to  the Rel ief of  Convention mentioned in 1 above

（      ％）
―――

合 計
Total

（ 10 0.0％）

７  「２」の非居住者又は外国法人が構成員となっている相手国団体の所得として取り扱われる部分に対して「１」の租税条約の規定が適用される場合の記載
事項（注 16）；
Detail s o f Entity etc., if the  Convention men tioned in 1 above is applicable  to  Part of Income treated as Income o f the Entity of which Non-resident or 

Foreign  Corporation men tioned in 2 above is a Member (Note 16 ) 
(1) 「１」の租税条約の相手国の法令に関する事項（注 17）； 

Law in the othe r contracting country of the convention mentioned  in 1 above (Note 17) 
（                ：           第    条第   項）
（              ：          , A rticle , para. ）

(2) 相手国団体に関する事項；
Entity in the other contract ing country 

団 体 の 名 称
Name of entity

本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地
Place of  head of fice or main office

（電話番号 Telephone Number）

設 立 又 は 組 織 さ れ た 場 所
Place where entity was e stablished or organize d

事 業 が 管 理 ・ 支 配 さ れ て い る 場 所

Place where business is managed or controlled

（電話番号 Telephone Number）

申 告 対 象 相 手 国 団 体 所 得 の 金 額
Amount of income of the entity to report

私は、この届出書の「３」に記載 した申告対象国内源泉所得（「６」の (2)に

記 載した申告対象株主等所得又は「７」の(2)に記載した申告対象相手国団体
所 得） が「１」に掲げる租税条 約の規定の適用を受けるものであることを、
「 租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関す
る 法律の施行に関する省令」の規定により届け出るとともに、この届出書及
び 付表の記載事項が正確かつ完全であることを宣言します。

In acco rdance with the prov isions o f the Ministe rial Ordinance for the 
Implementation  of the Law concerning the Special M easures of the  Income 
Tax Law, the Corporation Tax Law and  the Local Tax Law for the 
Enforcement of Income Tax Conventions, I hereby submit this  app lication 
fo rm under the belief  that the provi sions of the Income Tax Convention 
mentioned in 1 above are applicable to the Japanese sou rce income to 
report mentioned in 3 above (Japanese source income of members to 
report in 6(2) above or Japanese  source income of entity to report in  7(2) 
above). I also hereby declare that the above statement is correct and 
complete to  the best of my know ledge  and bel ief. 

申告対象国内源泉所得を有する者の署名
Signature of the Recipien t o f Japanese Source Income to report

○  代理人に関する事項；この届出書を代理人によって提出する場合には、次の欄 に記載してください。
Details  of Agent；If this form is p repared and submitted by the Agent, fill out the fo llow ing co lumns 

代 理 人 の 資 格
Capacity of Agent in 
Japan

氏 名 （ 名 称 ）
Fu ll name

納税管理人の届出をした税務署名
Name of the  Tax Office where the 
Tax Agent is registered

□ 納税管理人 ※
Tax Agent 

□ その他の代理人
Other Agen t

住所（居所・所在地）
Domicile （ Residence 
or location）

（電話番号 Telephone Number）

税  務 署
Tax Of fi ce

※  「納税管理人」とは、日本国の国税に関する申告、申請、請求、届出、
納付等の事項を処理させるため、国税通則法 の規定により選任し、かつ、
日本国における納税地の所轄税務署長 に届出をした代理人をいいます。

※ “Tax Agent” means a person who is  appointed by the taxpayer and is 
registere d at the District Director of  Tax Office  for the p lace where the 
taxpayer is to pay his tax, in  o rder to  have such age nt take necessary 
procedures concerning the Japanese national taxes, such as f iling a 
return, applicat ions , claims, paym ent of taxes, etc., under the 
provisions of the General Law for National Taxe s. 

年     月    日

D ate

６  「２」の外国法人の株主等である者の所得として取り扱われる部分に対して「１」の 租税条約の規定が適用される場合の記載事項（注 13）；
Details of Members o f Foreign Company etc. If the Convention mentioned  in 1 above is app licable to  Part of Income treated as Income of Members of 

Foreign  Company mentioned in 2  above (Note 13) 
(1) 「１」の租税条約の相手国の法令に関する事項（注 14）；

Law in the othe r con tracting country of the convention mentioned  in 1 above (Note 14) 
（                ：           第    条第   項）
（              ：          , A rticle , para. ）

(2) 外国法人の株主等である者の各人別の申告対象株主等所得の金額に関する事項（ 注 15）；
Amount of Japanese Source Income  to report of  respect ive Members (Note 15) 

外 国 法 人 の 株 主 等 の 氏 名 又 は 名 称

Fu ll Name o f Membe r o f Foreign Company 

申告対象株主等
所得の金 額 (a)
Amount o f 
Japanese Source 
Income to report 

軽減又は免除を
受ける金額(b)
Amount 
appl icab le to  
the Reli ef of  
Convention 

差 引 金 額
(a)－(b)

Balance 

（      ％）
―― ―

（      ％）
―― ―

（      ％）
―― ―

「１」の 租税条約の規定の適用を受けない申告対象株主等所得に係 る外国法人の株主等
Amount not app licable to  the Rel ief of  Convention mentioned in 1 above

（      ％）
―――

合 計
Total

（ 10 0.0％）

７  「２」の非居住者又は外国法人が構成員となっている相手国団体の所得として取り扱われる部分に対して「１」の租税条約の規定が適用される場合の記載
事項（注 16）；
Details o f Entity etc., if the Convention  men tioned in 1 above is applicable  to  Part of Income treated as Income o f the Entity of which Non-resident or 

Foreign  Corporation men tioned in 2 above is a Member (Note 16 ) 
(1) 「１」の租税条約の相手国の法令に関する事項（注 17）； 

Law in the othe r con tracting country of the convention mentioned  in 1 above (Note 17) 
（                ：           第    条第   項）
（              ：          , A rticle , para. ）

(2) 相手国団体に関する事項；
Entity in the other contract ing country 

団 体 の 名 称
Name of entity

本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地
Place of  head of fice or main office

（電話番号 Telephone Number）

設 立 又 は 組 織 さ れ た 場 所
Place where entity was e stablished or organize d

事 業 が 管 理 ・ 支 配 さ れ て い る 場 所

Place where business is managed or controlled

（電話番号 Telephone Number）

申 告 対 象 相 手 国 団 体 所 得 の 金 額
Amount of income of the entity to repo rt

私は、この届出書の「３」に記載 した申告対象国内源泉所得（「６」の (2)に

記載した申告対象株主等所得又は「７」の(2)に記載した申告対象相手国団体
所得） が「１」に掲げる租税条 約の規定の適用を受けるものであることを、
「租税条約の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する
法律の施行に関する省令」の規定により届け出るとともに、この届出書及び
付表の記載事項が正確かつ完全であることを宣言します。

In acco rdance with the prov isions o f the Ministe rial Ord inance for the 
Implementation  of the Law concerning the Special M easures of the  Income 
Tax Law, the Corporation Tax Law and  the Local Tax Law for the 
Enforcement of Income Tax Conventions, I hereby submit this app lication 
fo rm under the belief  that the provi sions of the Income Tax Convention 
mentioned in 1 above are applicable to the Japanese sou rce income to 
report mentioned  in 3 above (Japanese source income of members to 
report in 6(2) above or Japanese  source income of entity to report in  7(2) 
above). I also hereby declare that the above statement is correct and 
complete to  the best of my knowledge  and bel ief. 

申告対象国内源泉所得を有する者の署名
Signature of the Recipien t o f Japanese Source Income to report

○  代理人に関する事項；この届出書を代理人によって提出する場合には、次の欄に記載 してください。
Details of Agent；If this form is p repared and submitted by the Agent, fill out the fo llowing co lumns 

代 理 人 の 資 格
Capacity of Agent in  
Japan

氏 名 （ 名 称 ）
Fu ll n ame

納税管理人の届出をした税務署名
Name of the  Tax Of fice where the 
Tax Agent is registered

□ 納税管理人 ※
Tax Agent 

□ その他の代理人
Other Agent

住所（居所・所在地）
Domicile （ Residence 
or location）

（電話番号 Telephone Number）

税  務 署
T ax Of fi ce

※  「納税管理人」とは、日本国の国税に関する申告、申請、請求、届出、
納付等の事項を処理させるため、国税通則法 の規定により選任し、かつ、
日本国における納税地の所轄税務署長 に届出をした代理人をいいます。

※ “Tax Agent” means a person who is  appointed by the taxpayer and is 
registere d at the District Director of  Tax Office  for the p lace where the 
taxpayer is to pay h is tax, in  o rder to  have such age nt take necessary 
procedures concern ing the Japanese national taxes, such as f iling a 
return, applicat ions , claims , paym ent of taxes, etc., under the 
provisions of the General Law for National Taxe s. 

年     月    日

D ate



改 正 後 改 正 前 

（265 租税条約に関する届出書（申告対象国内源泉所得に対する所得税又は法人税の軽減・免除）） （265 租税条約に関する届出書（申告対象国内源泉所得に対する所得税又は法人税の軽減・免除）） 

「租税条約に関する届出書（申告対象国内源泉所得に対する所得税又は法人税の軽減・免除）」に

関する注意事項

INSTRUCTIONS FOR “APPLICATION FORM FOR RELIEF FROM JAPANESE INCOME 

TAX OR CORPORATION TAX FOR JAPANESE SOURCE INCOME TO REPORT” 

注 意 事 項
届出書の提出について 
１ この届出書は、所得税法第 161 条又は法人税法第 138 条に規定する国内

源泉所得のうち、所得税法第 165 条又は法人 税法第 142 条の規定の適用を
受けるもの（申告対象国内源泉所得） に対する所得税又は法人税につき、
特典条項のある租税条約 の規定 に基づき軽減 又は免除を受けようとす る
場合に使用します。 

２ この届出書は、租税条約の規定の適用を受けようとする年又は事業 年度
ごとに作成してください。 

３ この届出書には、「特典条項 に関する付表(様式 17)｣を添付してくださ
い。 

４ この届出書は、所得税確定申告書又は法人税確定申 告書若しくは法 人税
中間申告書（法人税法第 72 条第１項各号に 掲げる事項を記載した ものに
限ります。）に添付 してください。 

個人は、その年の前年以前２年内のいずれかの年分の所得税につき、こ
の届出書の添付がある所 得税確定申告書を提出し、その後において連 続し
て所得税確定申告書を提 出している場合には、この届出書の添付は省 略す
ることができます（ただし、届出書の記載事項に異動 がある場 合は除きま
す。）。 

法人（租税条約の実施に伴う所得税法、法人税法及 び地方税 法の特 例等
に関する法律の施行に関 する省令第 9 条の 2第 5 項に掲げる 認定適格者等
（以下、「認定適格者等」といいます。）を除きます。）は、その事業 年度
開始の日前２年内 に開始した 各事業年度のうちいずれかの事業年度の 法
人税につき、この届出書の添付がある法人税確定申告書又は法人税中 間申
告書を提出している場合 には、この届出書の添付は省略することがで きま
す（ただし、届出書の記 載事項に異動がある場合は除きます。）。 

５ 個人が、その有する申告対象国内源泉所得に対する 所得税につき租 税条
約の規定に基づき免除を受けることにより 、所得税確定申告書を提出しな
いこととなる場合には、この届出書を 、その年の翌年 3 月 15 日までに、
所得税の納税地の所轄税務署長に提出 してください。 

その年の前年以前２年 内のいずれかの年分の所得税につき、この届 出書
を提出しているときは、「特典条項に関する付表」の添付を省略する こと
ができます（ただし、付 表の記載事項に異動がある場合を除きます。）。 

６ 法人が、その有する申告対象国内源泉所得に対する 法人税につき租 税条
約の規定に基づき免除を受けることにより 、法人税確定申告書を提出しな
いこととなる場合には、この届出書を、その事業年度終了の日の翌日から
２月以内に、法人税の納税地の所轄税務署長に提出してください。  

その事業年度開始の日前２年 以内に開始した各事業年度のうちいず れ
かの事業年度の法人税につき、この届出書を提出しているときは、「特典
条項に関する付表」の添付を省略することが できます（ただし、認定 適格
者及び付表の記載事項に 異動がある場合を除きます。）。 

７ この届出書を納税管理人以外の代理 人によって提出する場合には、その
委任関係を証する委任状をその翻訳文 とともに添付してください。  

届出書の記載について
８ 届出書の□欄には、該当する項目に ついてレ印を付してください。 

９ 納税者番号とは、租税の申告、納付その他の手続を行うために用い
る番号､記号その他の符号でその手続をすべき者を特定することがで
きるものをいいます。支払を受ける者が納税者番号を有しない場合や
支払を受ける者の居住地である国に納税者番号に関する制度が存在
しない場合には納税者番号を記載する必要はありません

10 届出書の「１」の租税条約の規定の適用を受けよう とする国内源泉 所得
（条約適用所得）について、所得税法第 161 条又は法人税法第 138 条の該
当号数を記載するとともに、その国内源泉所得の内容を括弧内に簡記して
ください 。 

11 所得の支払者が３名を超える場合に は、適宜の様式 に記載し 添付し てく
ださい。  

また、支払者が多数に上り、各支払者について氏名及び住所等を記 載す
ることが困難な場合には 、その事情及び当該事項に代 わるべき 事項の詳細
を、適宜の様式に記載し 添付してください。 

【裏面に続きます】 

INSTRUCTIONS
Submission o f the FORM 
１ This fo rm is  to  be used to apply for reduction  of  or exemption from 
Japanese Income Tax or Japanese Corporation Tax in  accordance with 
the provi sions of the incom e tax convention wi th limitation on benefits 
art icle regarding Japanese source income stipulated in Art icle 161 of 
the Income Tax Law or Article 138 of the Corporation Tax Law, to 
which Article 165 of the Income Tax Law or Art icle 142 of the 
Corporation Tax Law is applicab le (Japanese source income to report).

２ A separate form mus t be prepared for each taxable year for wh ich 
application of  convention is  sought. 

３   A ttach “Attachment Fo rm for Limitation on  Benefits Article”
(Form17 ) to this form. 

４   This  form must be attached to the fin al income tax return ,final 
corporation  tax re turn or in terim corporation tax return (limited to one 
with information required by  subparagraphs of paragraph 1 of Article 
72 of Corporation Tax Law). 
  If an individual filed  a final income tax return with th is form for any  of 
the 2 years preceding the app licable year and if income tax return was 
file d continuously for subsequent years, this form need not be attached 
to the final tax return for the app li cab le year (except for cases when 
there has been change in in formation provided  in the form). 
  If a co rporation (excluding specific qualified person prescribed  in
paragraph 5  of Article 9-2 of the Minis terial Ord inance for the 
Implemen tation o f the Law concern ing the Special Measure s of the 
Income Tax Act, the Corpo ration Tax Act and  the Local Tax Act for 
the En forcement of Income Tax Conventions(he reinafter referred to as 
“Speci fic Qualifie d Person”)) f iled a final corporation tax return or 
interim corporat ion tax re turn with  this  form fo r any of the taxable 
years starting within  the 2-year-period preced ing to the beginn ing of 
the applicab le taxable year, th is fo rm need not be attache d to  the final 
tax return for the  app licable taxab le ye ar (except fo r cases when there 
has  been change in in fo rmation provided in the form). 

５   In case an ind ividual will not file final individual i ncome  tax return 
because of  application o f convention  to Japanese source income to 
report, this  form must be submitted to the District Director of the Tax 
Office for the place where the indiv idual  would pay tax by  M arch 15 of 
the year following the app licab le year. 
  If this fo rm was filed reg arding indiv idual income tax for either o f the 
2 years preceding the applicable year, the “Attachment Form for 
Limitation on Benefits Art icle” need  not be attached  (except fo r cases 
when there has been change  in in formation provided in the attachment)

６ In case a corporation will not f ile final corporation tax return 
because of  application o f convention  to Japanese source income to 
report, this  form must be submitted to the District Director of the Tax 
Office for the place where the  corporation would pay tax within  two 
months from the day  following the end  o f the applicable taxab le year.
If this form was filed regard ing corpo ration tax fo r any of the taxable 

years beginning within the 2-year-period pre ceding  the beginning of 
the applicable taxable year, the “Attachment Form for L imitation on 
Bene fits Article” need not be attached (except fo r cases o f Specific 
Qualifi ed Person, and  when there has been  change in in fo rmation
provided in the attachment.) 

７ An Agent othe r than the Tax Agent must attach a power of attorney 
together with its Japane se trans lation. 

Complet ion  of the form 
８   Applicab le blocks must be checked. 

９   The Taxpayer Identificat ion Number is a number, code or symbol 
which i s used for filing o f re turn  and  payment of due amount and o ther 
procedures  regarding  tax, and which  identifie s a person who must take 
such procedures. If  a system o f Taxpayer Identif ication Number does 
not exist in the country where the recipien t resides, o r if  the recipient 
o f the payment does not have a Taxpaye r Identification Number, it is 
not necessary to  enter the Taxpayer Identif ication  Number. 

10  For Japanese sou rce income to which the application of conve ntion 
mentioned in 1  is sought, enter the num ber of the applicable 
subparagraph of Art icle 161  o f the Income  Tax Law or Article  138 of 
the Corporat ion Tax Law, and provide a description o f income in 
brackets. 

11 If the  number of payers of income is more than three, use a separate 
sheet. 
  If payers are too numerous to provide all names and domiciles, 
explain the situat ion  on  a separate  sheet such situation and p rovide 
app ropriate de tails to subst itute  for such  information. 

【Continue on the reve rse】

様 式 15 

FO RM  
「租税条約に関する届出書（申告対象国内源泉所得に対する所得税又は法人税の軽減・免除）」に

関する注意事項

INSTRUCTIONS FOR “APPLICATION FORM FOR RELIEF FROM JAPANESE INCOME 

TAX OR CORPORATION TAX FOR JAPANESE SOURCE INCOME TO REPORT” 

注 意 事 項
届出書の提出について 
１ この届出書は、所得税法第 161 条又は法人税法第 138 条に規定する国内

源泉所得のうち、所得税法第 165 条又は法人税法第 142 条の規定の適用を
受けるもの（申告対象国内源泉所得） に対する所得税又は法人税につき、
特典条項のある租税条約の規定 に基づき軽減 又は免除を受けようとす る
場合に使用します。 

２ この届出書は、租税条約の規定の適用を受けようとする年 又は事業 年度
ごとに作成してください。 

３ この届出書には、「特典条項に関する付 表(様式 17)｣を添付してくだ さ
い。 

４ この届出書は、所得税確定申告書又は法人税確定申 告書若しくは法 人税
中間申告書（法人税法第 72 条第１項各号に掲げる事 項を記載した ものに
限ります。）に添付 してください。 

個人は、その年の前年以前２年内のいずれかの年分の所得税につき、こ
の届出書の添付がある所 得税確定申告書を提出し、その後にお いて連 続し
て所得税確定申告書を提 出している場合には、この届出書の添 付は省 略す
ることができます（ただし、届出書の記載事項に異動 がある場合は除きま
す。）。 

法人（租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法 及び地方税法の特例
等に関する法律の施行に 関する省令第 9 条の 2 第 5 項に掲げる 認定適 格者
等（以下、「認定適格者等」といいます。）を除きます。）は、その事 業年
度開始の日前２年 内に開始した各事業年度のうちいずれ かの事業年度 の
法人税につき、この届出書の添付がある法人税確定申告書又は 法人税 中間
申告書を提出している場 合には、この届出書の添付は 省略する ことが でき
ます（ただし、届出書の 記載事項に異動がある場合は除きます。）。 

５ 個人が、その有する申告対象国内源泉所得に対する 所得税につき租 税条
約の規定に基づき免除を受けることにより 、所得税確 定申告書を提出しな
いこととなる場合には、この届出書を 、その年の翌年 3 月 15 日までに、
所得税の納税地の所轄税務署長に提出 してください。 

その年の前年以前２年 内のいず れかの年分の所得税につき、この届 出書
を提出しているときは、「特典条項に関する付表」の添付を省略する こと
ができます（ただし、付 表の記載事項に異動がある場合を除きます。）。

６ 法人が、その有する申告対象国内源泉所得に対する 法人税につき租 税条
約の規定に基づき免除を受けることにより 、法人税確 定申告書を提出しな
いこととなる場合には、この届 出書を、その事業年度 終了の日の翌日から
２月以内に、法人税の納税地の所轄税務署長 に提出してください。  

その事業年度開始 の日前２年 以内に開始した各事業年度のうちいず れ
かの事業年度の法人税につき、この届出書を提出しているときは、「特典
条項に関する付表」の添付を省略することが できます（ただし、認定 適格
者及び付表の記載事項に 異動がある場合を除きます。）。 

７ この届出書を納税管理人以外の代理 人によって提出する場合には、その
委任関係を証する委任状をその翻訳文 とともに添付してください。  

届出書の記載について
８ 届出書の□欄には、該当する項目に ついてレ印を付してください。 

９ 納税者番号とは、租税の申告、納付その他の手続を行うために用い
る番号､記号その他の符号でその手続をすべき者を特定することがで
きるものをいいます。支払を受ける者が納税者番号を有しない場合や
支払を受ける者の居住地である国に納税者番号に関する制度が存在
しない場合には納税者番号を記載する必要はありません

10 届出書の「１」の租税条約の規定の適用を受けようとする 国内源泉 所得
（条約適用所得）について、所得税法第 161 条又は法 人税法第 138 条の該
当号数を記載するとともに、その国内源泉所得の内容 を括弧内に簡記して
ください。 

11 所得の支払者が３名を超える場合に は、適宜の様式 に記載し添付し てく
ださい。 

また、支払者が多数に上り、各支払者について氏名及び住所 等を記載す
ることが困難な場合には 、その事情及び当該事項に代 わるべき事項の詳細
を、適宜の様式に記載し 添付してください。 

【裏面に続きます】 

INSTRUCTIONS
Submission o f the FORM 
１ This form is  to  be used to apply for reduction  of  or exemption from 
Japanese Income Tax o r Japanese Corporation Tax in  acco rdance with 
the provi sions of the incom e tax conven tion wi th limitation on benefits 
article regard ing Japane se source income stipulated in Article 161 of 
the Income Tax Law or Article 138 of the Corpo ration Tax Law, to 
which Art icle 165 of the Income Tax Law or Article 142 of the 
Corporation Tax Law is applicab le (Japanese source income to report).

２ A separate form mus t be prepared for each taxable year for wh ich 
app lication of conven tion is  sought. 

３   A ttach “Attachment Form for Limitation on  Benefits Article”
(Form17 ) to this form. 

４   This  form must be attached to the final income tax return ,final 
corporation  tax re turn or in terim corporation tax return (limited to one 
with  info rm ation required by  subparagraphs of paragraph 1 of Article 
72 of Corporation Tax Law). 
  If an individual filed  a final income tax return with th is form for any  of 
the 2 years preceding the app licable year and if income tax return was 
file d continuously for subsequent years, this form need  no t be attached 
to the f inal tax return for the app li cable year (except for cases when 
there has been change in in formation provided  in the form). 
  If a corporation (excluding specific qualified person prescribed  in
paragraph 5  of Article 9-2  of the Minis terial Ord inance for the 
Implementat ion o f the Law concern ing the Special Measure s of the 
Income Tax Act, the Corporat ion  Tax Act and the Local Tax Act fo r 
the En forcement of Income Tax Conventions(he reinafter referred to as 
“Speci fic Qualified Person”)) f iled a final corporation tax return or 
interim corporat ion tax re turn with  this form for any of the taxable 
years starting with in  the 2-year-period preceding to the beginning of 
the appl icab le taxable year, th is fo rm need not be attache d to  the final 
tax return for the  app licable taxab le year (e xcept fo r cases  when there 
has  been change in in formation provided in the form). 

５   In case an ind ividual will not file final individual i ncome  tax return 
because of  application o f convention  to Japanese source income to 
repo rt, this form mus t be submitted to the District Director o f the Tax 
Office for the place where the indiv idual  wou ld pay tax by  M arch 15 of 
the year follow ing the app licable year. 
  If this  fo rm was f iled reg arding indiv idual income tax for either o f the 
2 years preceding the applicable year, the “Attachment Fo rm fo r 
Limitation  on Benefits Article” need  not be attached  (except fo r cases 
when there has been  change  in in formation provided in the attachment)

６ In case a corporation will not f ile fin al corporat ion tax return 
because of  application o f convention  to Japanese source income to 
repo rt, this form mus t be submitted to the District Director o f the Tax 
Office for the place where the  corporation would pay tax within  two 
months from the day  following the end  o f the applicable taxab le year.
If this form was filed regard ing corporation tax fo r any of  the taxable 

years be ginning within the 2-year-period pre ceding the beginning of 
the applicable taxable year, the “A ttachment Form for Limitation on 
Bene fits  Article” need not be attached (except fo r cases o f Specific 
Qualifi ed Person, and  when there has been  change in in fo rmation
provided  in the attachment.) 

７ An Agent othe r than the Tax Agent must attach a power of attorney 
together with its Japanese translat ion. 

Complet ion  of the form 
８   Applicab le blocks mus t be checked. 

９   The Taxpayer Identifi cat ion Number is a number, code or symbol 
which is used for filing of re turn  and  payment of due amoun t and o ther 
procedures  regarding  tax, and which  identifie s a person who must take 
such procedures. If  a system o f Taxpayer Identification Number does 
not exis t in the country where the recipient resides, or if  the recipient 
of the payment does not have a Taxpaye r Identification Number, it is 
not necessary to  enter the Taxpayer Identif ication  Number. 

10  For Japanese sou rce income to which  the application of conve ntion 
mentioned in 1  is sought, enter the num ber of the applicable 
subparagraph of Art icle 161 o f the Income  Tax Law or Article  138 of 
the Corpo ration Tax Law, and provide a description of income in 
brackets. 

11 I f the  numbe r of payers of income is more than three, use a separate 
sheet. 
  If  p ayers are too numerous to provide all names and domiciles, 
explain the situation  on  a separate  she et such situation and provide 
appropriate de tails to subst itute  for such  information. 

【Continue on the reve rse】

様 式 15 

FO RM  



改 正 後 改 正 前 

（265 租税条約に関する届出書（申告対象国内源泉所得に対する所得税又は法人税の軽減・免除）） （265 租税条約に関する届出書（申告対象国内源泉所得に対する所得税又は法人税の軽減・免除）） 

12 届出書の「５ 」の欄 には、届出書の「２」から「４」までの各欄に
記載した事項のほか、租税条約に定める届出書の「１」の規定の適用
を受けるための要件を満たす事情の詳細を記載してください。 

恒久的施設の範囲につき、届出書の「１」の租税条約の規定の適用
を受ける場合には、そ の旨及びその恒久的施設の概要（在庫保管代理
人、注文取得代理人、建設工事、建設工事監督な ど）を記載してくだ
さい。  

日本国内に恒久的施設を有する個人が、所得税法第 161 条八号に規
定する国内源泉所得につき、届出書の「１」の租 税条約の規定（短期
滞在者免税、芸 能人免 税、教授等免税）の 適用を 受ける場合には、そ
の旨及び在留資格、入出国年月日などを記載してください。 

13 届出書の「２」の外国法人の有する申告対象国内源泉所得のうち、
届出書の「１」の租税条約の相手国においてその法令に基づき外国法
人の株主等である者の所得として取り扱われるもの（申告対象株主等
所得）に対する 法人税 につき、届出書の「 １」の租税条約の規定に基
づき軽減又は免除を受ける 場合に記載します。 

その場合には、次の書類を添付して ください。 
① 届出書の「 ２」の外国法人の有する申告対象国内源泉所得が届出

書の「１」の租税条約の相手国において外国法人の株主等である者
の所得として取り扱われていることを明らかにする書類（その書類
が外国語で作成されている場合には その翻訳文を含みます。）  

② 「外国法人の株主等の名簿（様式 16）」（全ての 株主等である者に
ついて記載してください。） 

③ 届出書の「 １」の租税条約の規定の適用に係る株主等である者が
その外国法人の株主等であることを 明らかにする書類 
なお、この場 合、「特典条項に関 する付表（様式 17）」は、③の株主

等である者のものを添付してください 。 

14 届出書の「２」の外国法人の有する 申告対 象国内源泉所得が届出書
の「１」の租税条約の相手国において外国法人の株主等である者の所
得として取 り扱われる根拠 となっている相手国の法令の条項を記載
してください。 

15 届出書の「１」の租税条約の規定の 適用を 受ける申告対象株主等所
得（条約適用株主等所得）に係る外国法人の株主等が３名を超える場
合には、各事項を適宜の様式に記載し添付してください。 

16 届出書の「２」の非居住者又は外国 法人の 有する申告対象国内源泉
所得のうち、届 出書の「１」の租税条約の相手国においてその法令に
基づき非居 住者又は外国法人が構成員となっている団体（相手国団
体）の所得とし て取り 扱われるもの（申告対象相手国団体所得）に対
する所得税又は法人税につき、届出書の「１」の租税条約の規定に基
づき軽減又は免除を受ける 場合に記載します。 

その場合には、次の書類を添付して ください。 
① 届出書の「 ２」の非居住者又は外国法人の有する申告対象国内源

泉所得が届出書の「 １」の租税条約の相手国において非居住者又は
外国法 人が構成員となっている相手国団体の所得として取り扱わ
れていることを明らかにする書類（その書類が外国語で作成されて
いる場合にはその翻訳文を含みます。）  

② 届出書の「２」の 非居住者又は外国法人が届出書の「１」の租税
条約の 規定の適用に係る 相手国団体の構成員であることを明らか
にする書類 
なお、この場 合、「特典条項に関 する付表（様式 17）」は、②の相手

国団体のものを添付してください。 

17 届出書の「２」の非居住者又は外国 法人の 有する申告対象国内源泉
所得が届出書の「１」の租税条約の相手国において非居住者又は外国
法人が構成 員となっている 相手国団体の所得として取り扱われる根
拠となってい る相手国の法令の条項を記載してください。

この届出書 に記載された事 項その他租税条約の規定の適用の有無を
判定するために必要な事項については、別に説 明資料を求めることがあ
ります。

12  Enter in lin e 5 detailed explanat ion  as to the conditions  stipulated in 
the convention for the  applicat ion o f the convention mentioned in 1, 
along with  information  entered in column 2  through 4. 
  If the applicat ion o f conve ntion mentioned  in  1  is sought for the 
scope of permanent establishment, enter such intention  and 
description of the permanen t estab lishment (e.g., person who 
main tains a stock of merchandi se, person who habi tually deals with 
o rders for contracts , construction project and supe rvision of 
construction project). 
If the application o f conve ntion mentioned in 1  is sought for the 

Japanese source income p re scribed in subparagraph 8 of Arti cle 161 of 
the Income Tax Law (exemption for short-term visitor, exemption for 
entertainer and  exemption fo r profe ssor, etc.), enter such intent ion 
and other relevant in fo rmation  such as, resident status and the date of 
entry in to o r exit from Japan . 

13  Fill in  this section, if you are app lying  for reduction of or exemption 
from the Japanese Corporation Tax under the provis ions of the 
convention mentioned in 1 regarding Japanese source income to report 
of the foreign company mentioned in 2 , which  is treated as income of 
the members  of  the fo re ign company under the provisions of the  laws  in 
the other contracting country of the  convention (Members’ income to 
report) 
In  th is case, attach following documents to this form. 

① Documents  (in cluding Japanese translation, if the documents are 
written in foreign language,) showing that the Japanese source 
income to report of  the fore ign company mentioned in 2 is treated as 
income of the members of the foreign company in  the o ther 
contracting country of the convention  mentioned in 1.

② "List of the Members of Foreign  Company  (Fo rm 16)"
③ Documents  showing that the members regarding the  appl icat ion  of 
the convention men tioned in 1 are members of the foreign 
corporation. 
Attach "Attachment Form for Limitat ion  on Benefits Article (Fo rm

17)" for m embers described in  ③.
14  Enter the number o f prov ision  of the law of the other contract ing 
country o f the convention mentioned  in 1  under which the Japanese 
source income of the foreign company  is treated as income of the 
members of the foreign company in the other contracting  country. 

15  Regarding the members’ income to report to  which the conv ention 
mentioned in 1 is app licable (App licable members’ incom e to  report), 
if  there  are more than three members of the foreign company , p rovide 
the in fo rmation in  a separate sheet. 

16 Fill in  th is sect ion if you are applying for reduction of or exemption 
f rom the Japanese Income or Corporation Tax under the  provis ions of 
the  conven tion men tioned in 1  regarding Japanese source  income  to 
report of non resident or foreign corporation, wh ich is treated as 
income of the entity of which the non re siden t or the foreign 
corporation is a member under the provision o f the l aws in the o ther 
contracting country of the convention men tioned in  1 (Entity’s income 
to report). 
In this case, attach the following documents to this form. 

① Documents  (in cluding Japanese translation, if the documents are 
written in  foreign language) showing that the Japanese source 
income o f non-resident or fo reign corporation mentioned in 2 is 
treated as income of the ent ity  of  which  the non-res iden t or the
fo reign corporation is  a mem ber in the o ther contracting country of 
the conven tion mentioned in 1 .

② Documents showing that the non-residents or foreign corporat ion 
mentioned  in  2 is a member of an  ent ity in  the other contract ing 
country of the convention  mentioned in 1 . 
Attach “Attachment Form fo r Limitation on  Benef its  Arti cle (Fo rm 

17 ) for th is entity described in ②. 
17 Enter the  number of  the provision of the law o f the o ther contracting 
country  of the convention  mentioned in 1 under which the Japanese 
source income to report of non-res ident or the fore ign corporation 
mentioned in  2 is treated as income o f an entity  of which the 
non-res ident or the foreig n corporation is a member in the o ther 
contracting country. 

  If necessary, the app licant may  be requested to furnish further 
in formation in  orde r to decide whe the r relief under the Convention 
should be granted or not. 

12 届出書の「５ 」の欄 には、届出書の「２」から「４」までの各欄に
記載した事項のほか、租税条約に定める届出書の「１」の規定の適用
を受けるための要件を満たす事情の詳細を記載してください。 

恒久的施設の範囲につき、届出書の「１」の租税条約の規定の適用
を受ける場合には、その旨及びその恒久的施設の概要（在庫保管代理
人、注文取得代理人、建設工事、建設工事監督など）を記載してくだ
さい。  

日本国内に恒久的施設を有する個人が、所得税法第 161 条八号に規
定する国内源泉所得につき、届出書の「１」の租 税条約の規定（短期
滞在者免税、芸 能人免 税、教授等免税）の適用を 受ける場合には、そ
の旨及び在留資格、入出国年月日などを記載してください。 

13 届出書の「２」の外国法人の有する申告対象国内源泉所得のうち、
届出書の「１」の租税条約の相手国においてその法令に基づき外国法
人の株主等である者の所得として取り扱われるもの（申告対象株主等
所得）に対する 法人税 につき、届出書の「１」の租税条約の規定に基
づき軽減又は免除を受ける 場合に記載します。 

その場合には、次の書類を添付して ください。 
① 届出書の「 ２」の外国法人の有する申告対象国内源泉所得が届出

書の「１」の租税条約の相手国において外国法人の株主等である者
の所得として取り扱われていること を明らかにする書類（その書類
が外国語で作成されている場合には その翻訳文を含みます。）  

② 「外国法人の株主等の名簿（様式 16）」（全ての 株主等である者に
ついて記載してください。） 

③ 届出書の「 １」の租税条約の規定の適用に係る株主等である者が
その外国法人の株主等であることを 明らかにする書類 
なお、この場 合、「特典条項に関する付表（様式 17）」は、③の株主

等である者のものを添付してください 。 

14 届出書の「２」の外国法人の有する 申告対 象国内源泉所得が届出書
の「１」の租税条約の相手国において外国法人の株主等である者の所
得として取 り扱われる根拠 となっている相手国の法令の条項を記載
してください。 

15 届出書の「１」の租税条約の規定の 適用を 受ける申告対象株主等所
得（条約適用株主等所得）に係る外国法人の株主等 が３名を超える場
合には、各事項を適宜の様式に記載し添付してください。 

16 届出書の「２」の非居住者又は外国 法人の 有する申告対象国内源泉
所得のうち、届 出書の「１」の租税条約の相手国においてその法令に
基づき非居 住者又は外国法 人が構成員となっている団体（相手国団
体）の所得とし て取り 扱われるもの（申告対象相手国団体所得）に対
する所得税又は法人税につき、届出書の「１」の租税条約の規定に基
づき軽減又は免除を受ける 場合に記載します。 

その場合には、次の書類を添付して ください。 
① 届出書の「 ２」の非居住者又は外国法人の有する申告対象国内源

泉所得が届出書の「 １」の租税条約の相手国において非居住者又は
外国法人が構成員となっ ている相手国団体 の所得として取り扱わ
れていることを明らかにする書類（その書類が外国語で作成されて
いる場合にはその翻訳文を含みます 。）  

② 届出書の「２」の 非居住者又は外国法人が届出書の「１」の租税
条約の規定の適用に係る 相手国団体 の構成 員であることを明らか
にする書類 
なお、この場 合、「特典条項に関する付表（様式 17）」は、②の相手

国団体のものを添付してください。 

17 届出書の「２」の非居住者又は外国 法人の 有する申告対象国内源泉
所得が届出書の「１」の租税条約の相手国において 非居住者又は外国
法人が構成 員となっている 相手国団体の所得として取り扱われる根
拠となってい る相手国の法令の条項を記載してください。

この届出書 に記載された事 項その他租税条約の規定の適用の有無を
判定するために必要な事項については、別に説 明資料を求めることがあ
ります。

12  Enter in lin e 5 detailed explanat ion  as to the conditions  stipulated in 
the convention for the  application of the convention mentioned in  1, 
along with  information entered in column 2  through 4. 
  If the applicat ion o f conve ntion mentioned  in  1  is sought for the 
scope of permanent establishment, enter such intention  and 
description of the permanen t estab lishment (e.g., person who 
main tains a stock of merchandi se, person  who habi tually deals with 
o rders for contracts , construction project and supe rvision of 
construction pro ject). 
If the applicat ion o f conve ntion mentioned in 1  is sought for the 

Japanese source income p re scribed in subparagraph 8 of Arti cle 161 of 
the Income Tax Law (exemption for short-term visitor, exemption for 
entertainer and  exemption fo r profe ssor, etc.), enter such intent ion 
and other relevant in formation  such as, resident status and the date of 
entry in to or exit from Japan . 

13  Fill in  this section, if you are app lying  for reduction of or exemption 
from the Japanese Corporation Tax under the provis ions of the 
convention mentioned in 1 regarding Japanese source income to report 
of the foreign  company mentioned in 2 , which  is treated as income of 
the members of  the fo re ign company under the provisions of the  laws  in 
the other contracting country of the  convention (Members’ income to 
report) 
In  this case, attach following documents to this form. 

① Documents  (including Japanese translat ion , if the documents are 
written in foreign language,) showing that the Japanese source 
income to report of  the fore ign company mentioned in 2 is treated as 
income of the members of the foreign company in  the o ther 
contracting country of the convention  mentioned in 1.

② "List of the Members of Foreign  Company  (Fo rm 16)"
③ Documents  showing that the members regarding the  appl icat ion  of 
the convention mentioned in 1 are members of the foreign 
co rporation. 
Attach "Attachment Form for Limitat ion  on Benefits Article (Fo rm

17)" for m embers described in ③.
14  Enter the number o f prov ision  of the law of the other contract ing 
coun try o f the convention mentioned  in 1  under wh ich the Japanese 
source income o f the foreign company  is treated as income of the 
members of the foreign  company in the other contracting  country. 

15  Regarding the members’ income to report to  which the conv ention 
mentioned in 1 is app licable (App licable members’ incom e to  report), 
if  there  are more than three members o f the foreign company , p rovide 
the in fo rmation in  a separate sheet. 

16 Fill in  th is sect ion if you are applying for reduction of or exemption 
f rom the Japanese Income or Corporation Tax under the  provis ions of 
the  conven tion men tioned in 1  regarding Japanese source  income  to 
report of non resident or foreign corporation, wh ich is treated as 
income of the en tity o f which the non re siden t or the foreign 
corporation is a member under the provision o f the laws in the o ther 
contract ing country of the convention mentioned in  1 (Entity’s income 
to report). 
In this case, attach the following documents to this form. 

① Documents  (including Japanese translat ion , if the documents are 
written in  foreign language) show ing that the Japanese source 
income o f non-re sident or fo reign corporation mentioned in 2 is 
treated as income of the ent ity  of  which  the non-res iden t or the
fo reign corporation is  a mem ber in the o ther contracting country of 
the conven tion mentioned in 1 .

② Documents showing that the non-res idents or foreign corporat ion 
mentioned  in 2 is a member of an  ent ity in the other contract ing 
country of the convention  mentioned in 1 . 
Attach “Attachment Form fo r Limitation on Benef its  Arti cle (Fo rm 

17) for th is entity described in ②. 
17 Enter the  number of  the provision of the law o f the o ther contract ing 
country  of the convention mentioned in 1 under which the Japanese 
source income to report of non-res ident or the fore ign corporat ion 
mentioned in  2 is treated as income o f an entity  of which the 
non-res iden t or the foreig n corporation is a member in the o ther 
contracting country. 

  If necessary, the app licant may  be requested to furnish further 
in formation in  orde r to decide whe the r relief under the Convention 
should be granted or not. 



改 正 後 改 正 前 

（267 特典条項に関する付表（米）） （267 特典条項に関する付表（米）） 

特 典 条 項 に 関 す る 付 表（米） 

ATTACHMENT FORM FOR LIMITATION ON BENEFITS ARTICLE（US） 

記載に当たっては、別紙の注意事項を参照 してください。 
See separate instructions. 

１  適用を受ける租税条 約の特典条項に関する事項； 
Lim itation on Bene fits  Article of app licable Income  Tax Conven tion  
日本国とアメリカ合衆国との間の租税条約第 22 条 
The Income Tax Convention be tween Japan and The United States of America, Article  22 

２  この付表に記 載され る者の氏名又は名称；  
Fu ll name o f Resident this  attachme nt Form 

居住地国の権限あ る当局が 発行した居住者証明書 を添付 してください（注５）。
Attach Res idency Certif ication issued by Competen t Au thority of Country 
of residence. (Note 5)

３  租税条約の特 典条項 の要件に関する事項；  
ＡからＣの順 番に各項目の「□該当」又は「□非該当」の該当する項目にレ印を付してください。いずれかの項目に「該当」する場合には ､それ以降の項目

に記入する必 要はあり ません。なお、該当する項目については、各 項目ご との要件に関する事項を記入 の上、必要な書類を添付してください。 
In order of sections A , B and C , check appli cab le box “Yes” or “No” in each line. If you check any box of “Yes”, in section A to C, you need  not fil l 

the lines  that follow. Applicable lines must be  filled and nece ssary  document must be attached. 

Ａ 

(1) 個人 Individual

(2) 国、地方政府又は地方公共団体、中央銀行 

Contracting Country, any Polit ical Subdivision or Local Authority, Central Bank

(3) 公開会社(注７)Publicly  Traded Company (Note 7)
(公開会社には、下表の C 欄が６％未満である会社を含みません。)(注８) 
(“Publicly traded Company” does not include a Company for which the Figure in Column C below is  less than 6%.)(Note 8)

株式の種類
Kind  o f 
Share 

公認の有価証券市場の名称
Recogn ized Stock 
Exchange 

シンボル又は証券
コード
Ticker Symbol or 
Security Code 

発行済株式の総数の平均
Average Numbe r o f 
Shares outstanding 

有価証券市 場で取 引された株式
の数 Number o f Shares traded 
on  Recognized  Stock Exchange 

B/A(%)

 A B C 
％  

(4) 公開会社の関連会社 Subsid iary o f Pub licly Traded Company
(発行済株式の総数 (       株)の 50％以上が上記(3)の公開会社に該当する５以下の法人 により 直接又は間接に所有されているものに限り
ます｡)(注９ )。   
(“Subsid iary of Publi cly Traded Company”  is limi ted to  a company at least 50% of whose shares ou tstanding (          shares) are owned 
directly or indirectly by 5 or fewer “Publicly Traded Companies” as defined in  (3) above .)(Note 9) 
  年  月  日現在の株主の状況 State of Shareholders as of (date)    /   /   

株主の名称
Name of  Shareho lder

居住地 国にお ける納税地
Place whe re Shareholder is taxab le in 
Country of residence 

公認の有価証券 市場
Re cognized Stock 
Exchange

シンボル又は証
券コード Ticker
Symbo l o r 
Security Code

間接保有
Indirect 
Ownersh ip

所有株式数
Number of 
Shares owned

1 □ 

2 □ 

3 □ 

4 □ 

5 □ 

合     計 Total（持株割合 Ratio  (%) of Shares owned）
(   %) 

(5) 公益団体(注 10)Public Se rvice Organization (Note 10)
設立の根拠法令 Law for Establ ishment                               設立の目的 Purpose of  Establishment

(6) 年金基金(注 11)Pension Fund (Note 11)
（直前の課税年度の終了の日においてその受益者、構成員又は参加者の 50％を超える者が 日本又は「１」の租税条約の相手国の居住者である個人で

あるものに限ります ｡受益者等の 50％以上が､両締約国の居 住者である事情 を記入してください ｡） 
“Pension Fund” is limited to one more  than 50% of whose benefi ciaries, members, o r participants were individual residents o f Japan or the 
other contracting  country of the convention  mentioned in  1 above as of the end of the prio r taxable year. Provide below detai ls show ing that 
more than 50% of bene ficiarie s etc. are ind ividual res idents o f either contracting country.

設立等の根拠法令 Law for Estab lishment                             非課税の根拠法令 Law for Tax Exemption

Ａのいずれにも該当しない場合は ､Ｂに進んでくだ さい。 If none of the lin es in A  applie s, proceed to B.

様  式 17-米 

FORM  

□該当 Yes , □非該当 No

□該当 Yes , □非該当 No

□該当 Yes , □非該当 No

特 典 条 項 に 関 す る 付 表（米） 

ATTACHMENT FORM FOR LIMITATION ON BENEFITS ARTICLE（US） 

記載に当たっ ては、別紙の注意事項を参照してください。 
See separate instructions. 

１  適用を受ける租税条約の特典条項に関する事項； 
Lim itation on Bene fits Article o f app licable Income  Tax Convention  
日本国とアメリカ合衆国と の間の租税条約第 22 条 
The Income Tax Convention be tween Japan  and The Un ited States of America, Article  22 

２  この付表に記載される者の氏名又は名称；  
Fu ll name of Resident this  attachment Form 

居住地国の権限ある当局が発行し た居住 者証明書 を添付してください（注５）。
Attach Res idency Certif ication issued by Competent Authority of Country 
of  residence. (Note 5)

３  租税条約の特典条項 の要件に関する事項；  
ＡからＣの順番に各項目の「□該当」又は「□非該当」の該当する項目にレ印を付してください。いずれかの項目に「該当」する場合には ､それ以降の項目

に記入する必要はありません 。なお、該当する項目については、各項目ごとの要件に関する事項を記入の上、必要な書類を添 付してください。 
In order of sections A , B and C , check applicab le box “Yes” or “No” in each line. If you check any box of “Ye s”, in section A to  C, you need  not fil l 

the lines  that follow. Applicable lines must be  filled  and nece ssary  document must be attached . 

Ａ 

(1) 個人 Individual

(2) 国、地方政府又は地方公共団体、中央銀行 

Contracting Country, any Polit ical Subdivision or Local Authority, Central Bank

(3) 公開会社(注７)Publicly  Traded  Company (Note 7)
(公開会社には、下表の C 欄が６％未満 である会社を含みません。)(注８) 
(“Publicly traded Company” does not include a Company for which the Figure in  Column C below is  less than 6% .)(Note 8)

株式の種類
Kind o f 
Share 

公認の有価証券市場の名称
Recogn ize d Stock 
Exchange 

シンボル又は証券
コード
Ticker Symbol or 
Security Code 

発行済株式の総数の平均
Average Number o f 
Shares  outstanding 

有価証券市 場で取 引された株式
の数 Number o f Shares traded 
on Recognized Stock Exchange 

B/A(%)

 A B C 
％  

(4) 公開会社の関連会社 Subsid iary of Pub licly Traded Company
(発行済株式 の総数 (       株)の 50％以上が上記(3)の公開会社に該当する５以下の法人により直接又は間接に所有されているものに限り
ます｡)(注９ )。   
(“Subsid iary of Publicly Traded Company”  is limited  to a company at least 50% o f whose shares  outstanding (          shares) are owned 
d irectly or indirectly by 5 or fewer “Publicly Traded Companies” as def ined in (3) above .)(Note 9) 
  年  月  日現在の株主の状況 State of Shareholders as of (date)    /   /   

株主の名称
Name of  Shareholder

居住地国における納税地
Place whe re Share holder is taxab le in 
Country of residence 

公認の有価証券市場
Recognized  Stock 
Exchange

シンボル又は証
券コード Ticker
Symbol o r 
Security Code

間接保有
Ind irect 
Ownership

所有株式数
Number of 
Shares owned

1 □ 

2 □ 

3 □ 

4 □ 

5 □ 

合     計 Total（持株割合 Ratio (%) of Shares owned）
(   %) 

(5) 公益団体(注 10)Public Se rvice  Organization (Note 10)
設立の根拠法令 Law for Establ ishment                               設 立の目的 Purpose of Establishment

(6) 年金基金(注 11)Pension Fund (Note 11)
（直前の課税年度の終了の日においてその受益者、構 成員又は参加者の 50％を超える者が日本又は「１」の租税条約の相手国の居住者である個人で

あるものに限ります ｡受益者等の 50％以上が､両締約国の居住者である事情 を記入 してください ｡） 
“Pension Fund” is limited  to one more  than 50% of whose benefi ciaries , members, or particip ants were ind ividual residents o f Japan or the 
other contracting  country of the convention  mentioned in 1  above as of the end of the prior taxable year. Provide below detai ls show ing that 
more than 50% o f bene ficiarie s etc. are ind ividual res idents of either contracting country.

設立等の根拠法令 Law for Estab lishment                             非課税の根拠法令 Law for Tax Exemption

Ａのいずれ にも該当しない場合は ､Ｂに進んでください。 If none of the lin es in A applie s, proceed to B.

様  式 17-米 

FORM  

□該当 Yes , □非該当 No

□該当 Yes , □非該当 No

□該当 Yes , □非該当 No



改 正 後 改 正 前 

（267 特典条項に関する付表（米）） （267 特典条項に関する付表（米）） 

Ｂ 

次の(a)及び (b)の要 件のいずれも満たす個人以外の者 Person other than an Individual, and satisfying both  (a) and (b) below
(a) 株式や受益に 関する 持分(       )の 50％以上が、Ａの(1)、 (2)、(3)、(5)及び (6)に該 当する 日本又は 「１」の租税条約の相手国の居住者により直
接又は間接に所有されていること(注 12) 
Residents o f Japan or the other contracting Country of the Convention mentioned in  1 above who  fall unde r (1),(2),(3),(5) or (6) of A own directly 

or indirect ly at least 50% of Shares or other beneficial Intere sts  (            ) in  the Pe rson. (Note  12)  
  年  月  日現在 の株主 等の状況  State of Sharehol ders, etc. as o f (date)    /   /   

株主等の氏名又は名称
Name of Shareholders

居住地国における納税地
Place where Shareholde rs  is taxable in Country o f 
residence

Ａの番号
Number of applicable  
Line in A

間接所有
Indirect 
Ownersh ip

株主等の持分
Number o f 
Shares owned

   □   

   □   

   □   

合     計 Total（持分割合 Ratio(%) of Shares owned） (   %)

(b) 総所得のうち、課税所得の計算上控除される支出により、日本又は「１」の租税条約の相手国の居住者 に該当しない者（以下「第三国居住者」といい
ます。）に対し直接 又は間接に支払われる金額が、50％未満で あること (注 13) 
Less than 50%  of the person’s gross income is paid o r accrued directly o r ind irect ly to  persons who are not residents  of Japan or the other 

contract ing coun try of the convention mentioned in 1 above (“ third country re sidents”) in  the form of  payments that are deductible in computing 
taxab le income in country of residence (Note 13) 
第三国居住者に対する支 払割合  Ratio o f Payment to Third Country Residents （通貨 Currency:       ）  

申告  Tax Retu rn 源泉徴収税額 Withholding  Tax

当該課税年度 
Taxable Year

前々々課税年度 
Taxable Year three 
Years prior

前々課税年度 
Taxable Year two 
Years prio r

前課税年度 
Prior taxable  Year

第三国居住者に対する支払 
Payment to third Country 
Res idents

A    

総所得 Gross Income
B    

A/B                                  

(%)

C                  %   % % %

Ｃ

次の(a)から (c)の要 件を全て満たす者 Re sident satisfy ing all of the  following Conditions from (a) through (c)
居住地国において従事 してい る営業又は事業の活動の概要 (注 14)；De scription o f trade o r business in residence country (Note  14)

(a) 居住地国において従事している営業又は事業の活動が、自己の勘定のために投資を行い又は管理する活 動（商業銀行、保険会社又は登録を受けた証券
会社が行う銀行業、保険業又は証券業の活動を除きます。）では ないこと(注 15)： 

Trade or business  in  country of residence is o ther than that o f mak ing o r managing investments fo r the residen t’s own account (unless these 
act ivit ies are banking, insurance or securities activitie s carried  on by a commercial b ank, insurance company or registered securi ties dealer) 
 (Note 15)

(b) 所得が居住地国において従事している営業又は事業の活動に関連又は付 随して取得されるものであること(注 16)： 

In come is derived in connection w ith  or is incidental to that trade or business in  country of residence (No te 16) 
(c) （日本国内において営業又は事業の活動から所得を取得する場合）居住地国において行う営業又は事業 の活動が日本国内において行う営業又は事業の
活動との関係で実質的なものであること(注 17)： 

(If you derive income f rom a trade or business activity in Japan) Trade  o r business activity conducted in the country of residence is substantial in  
rel at ion to the  trade or business activity conducted in Japan. (Note  17)

日本国内において従事して いる営業又は事業の活動の概要；Description of Trade or Business in Japan .

Ｄ 国税庁長官の 認定；  
Determination by the  NTA Commissione r 
国税庁長官の 認定を受けている場合は､以下にその内容を記載してください。その認定の 範囲内で租税条約の特典を受けることができます。なお、上記Ａか

らＣまでのい ずれかに該当する場合には､権限ある当局の認定は不要です。 
If you have been  a determinat ion by the NTA Commissione r, describe below the de termination. Conven tion benefits wil l be granted  to the exten t of 

the determination. If any of A through C above app lies, de termination by the NTA Commiss ioner is not necessary.
年 月 日

・認定を受 けた日  Date of dete rmination

・認定を受けた所 得の種類  
Type  o f income fo r which determination was given

Ｂに該当しない場合は､Ｃに進んでください。 If B doe s not app ly, proceed to C. 

□該当 Yes , □非該当 No

□はい Yes , □いいえ No

□はい Yes , □いいえ No

□はい Yes , □いいえ No

□該当 Yes , □非該当 No

Ｂ  

次の(a)及び (b)の要件のいずれも満 たす個人以外の者 Person o ther than an Individual, and sat isfying both  (a) and (b) below
(a) 株式や受益に関する持分(       )の 50％以上が、Ａの (1)、 (2)、(3)、(5)及び (6)に該当する日本又は「１」の租税 条約の相 手国の居住者により直
接又は間接に 所有され ていること(注 12) 
Residents of Japan or the other contract ing Country o f the Convention mentioned in 1 above who  fall unde r (1),(2),(3),(5) or (6) of A own directly 

o r indirect ly at least 50% of Shares or other beneficial Interests  (            ) in the Pe rson. (Note  12)  
  年  月  日現在の株主等の状況  State of Shareholders, etc. as o f (date)    /   /   

株主等の氏名又は名称
Name o f Shareho lders

居住 地国における納税地
Place where Shareholde rs is taxable in Country o f 
residence

Ａの番号
Number of applicable  
Line in A

間接所有
Ind irect 
Ownersh ip

株主等の持分
Number o f 
Shares owned

   □   

   □   

   □   

合     計 Total（持分割合 Ratio(%) of Shares owned） (   %)

(b) 総所得のうち、課税所得の計算上控除される 支出により、日本又は「１」の租税条約の相手 国の居住者に該当しない者（以下「第三国居住者」といい
ます。）に対し直接又は間接に支 払われ る金額が 、50％未満であること (注 13) 
Less than 50% of the person’s gross income is paid or accrued directly or ind irect ly to  persons who are  not residents of Japan or the other 

contract ing country o f the convention mentioned in 1 above (“th ird country residents”) in  the form of payments that are deductible in computing 
taxab le income in country of residence (Note 13) 
第 三国居住者に対する支払割合  Ratio o f Payment to Third Country Resi dents （通貨 Currency:       ）  

申告  Tax Return 源泉所得税 Withho lding Tax

当該課税年度 
Taxab le Year

前々 々課税年度 
Taxable Year three 
Years  prior

前々課税年度 
Taxable Year two 
Years p rio r

前課税年 度 
Prior taxable  Year

第三国居住者に対する支払 
Payment to th ird Country 
Res idents

A    

総所得 Gross Income
B    

A/B                                  

(%)

C                  %   % % %

Ｃ

次の(a)から (c)の要件を全て満たす 者 Resident satisfy ing all of  the  following Condit ions from (a) th rough (c)
居住地国において従事している営業又 は事業の活動の概要 (注 14)；Description of trade or business in residence country (Note  14)

(a) 居住地国において従事している営業又は事業 の活動が、自己の勘定のために投資を行い又は 管理する活動（商業銀行、保険会社又は登録を 受けた証券
会社が行う銀 行業、保険業又は証券業の活動 を除き ます。）ではないこと(注 15)： 

Trade or business  in country of residence is other than that of making or managing investments for the resident’s own account (unless these 
act ivit ies are  banking, insurance or securit ies activitie s carried on by a commercial bank, insurance company or registered securities dealer) 
 (Note 15)

(b) 所得が居住地国において従事して いる営業又は事業の活動に関連又は付随して取得されるものであること(注 16)： 

Income is derived in  connection w ith or is in cidental to  that trade or business in country o f residence (No te 16) 
(c) （日本国内において営業又は事業の活動から 所得を取得する場合）居住地国において行う営 業又は事業の活動が日本国内において行う営業又は事業の
活動との関係 で実質的 なものであること(注 17)： 

(If you derive income from a trade or business activity in Japan) Trade  or business activi ty conducted in the country of residence is substantial in 
relat ion to the  trade or business activi ty conducted  in Japan. (Note 17)

日本 国内において従事している営業又は事業の活 動の概要 ；Description  of Trade or Busine ss in Japan.

Ｄ 国税庁長官の認定；  
Determination by the  NTA Commissione r 
国税庁長官の認定を受けて いる場合 は､以下にその内容 を記載 してください。その認定の範囲内で租税条約の特典を受けることができます。なお、上記Ａか

らＣまでのいずれかに該当す る場合には､権限ある当局 の認定は 不要です。 
If you have been  a determination by the NTA Commissione r, describe below the de termination. Convention  benefits wil l be granted to the exten t of 

the determinat ion . If any of A  through C above app lies, de termination by the NTA Commissioner is  not necessary.
年 月 日

・認定を受 けた日  Date of dete rmination

・認定を受けた所得の種類  
Type  of income for which  determination was given

Ｂに該当しない場合は､Ｃに進んでください。 If B does not app ly, proceed to C. 

□該当 Yes , □非該当 No

□はい Yes , □ いいえ No

□はい Yes , □いいえ No

□はい Yes , □いいえ No

□該当 Yes , □非該当 No
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「特典条項に関する付表」に関する注意事項 
INSTRUCTIONS FOR “ATTACHMENT FORM  FOR LIMITATION ON BENEFITS ARTICLE”

INSTRUCTIONS

Subm ission of the Attachment Form 
1  If you  apply for the application of tax convention that has limitation 
on benefits article, th is attachment form mus t be submitted along with 
application form for in come tax convention. (In certain  cases, th is
attachment form may not be required. See 2, 3 and 4 
below.)(Hereafter, this  attachment fo rm and the appl ication form for 
income tax convention  to which  it is attached w ill be called the 
“appli cat ion form for LOB convention”.) 
2  If an application form fo r LOB convention  was  submitted within  the 
prescribed period prio r to the preceding day of the payment of 
Japanese source income, excep t for cases  when in fo rmation given in  
the application form has been changed, an application form for LOB 
convention may not be submitted during that prescribed period . The 
prescribed period i s as follows: 
If any line of A of Section 3 app lies: 3  years 
I f any of B, C or D in  Sect ion  3 appl ies: 1 year 

3  If the incom e for wh ich application of  convention is  sought is a 
specified  interest/dividends such as interest from national bond, 
municipal bond, corporate bond other than p rivately placed  bond, 
deposits, or d ividend of liste d shares, and the app lication form fo r LOB 
convention was submitted for the  same  income already paid, an 
application fo rm for LOB convention is  not required, except fo r case 
where there has be en a change in the in formation given  in the 
application form for LOB convention. 
4  If the info rmation given in the application form for LOB conven tion 
has been changed , a new applicat ion form mus t be submitted. 
However, if the change relates to  the applicat ion form for income tax
convention, an appl ication  fo rm  for income tax conven tion may be 
subm itte d alone and state the date of the  previous submission of 
application form for LOB convention. 

5  In the  case that the recip ient of the income shows h is re sidency 
certification  (certif ication must have been  is sued within  one y ear prior 
to the showing ) to the payer of the income, and the paye r conf irms  the 
items  entered in  column 2  (only in the case that the paye r write s the 
fact of  confirmation in the applicat ion form for LOB convention), 
attachment o f re sidency ce rtification is not requ ired (if thi s 
attachment fo rm is appe nded to “Applicat ion  Form for Income  Tax 
Convention  (Relie f from Japanese Income Tax or Corporation Tax on 
Japanese Source Income) (Fo rm 15),”  the re sidency cert ification must
be appended to th is attachment form). 
In this case, the payer of the  income who conf irms the 
above-mentioned items is required to enter into the co lumn  “Others”
of the App lication Form: ① the fact of conf irmation  (e .g ., ‘I, the 
payer described in column 3, have con firmed the name of the recip ient 
and other items entered in co lumn 2 , having been shown residency 
ce rtification by  the recip ient.’); ② the name and the aff iliation of the 
individual who is making the con firmation ; ③  the date that
ce rtification i s shown; and  ④ the date o f issue of the re sidency 
ce rtification. The payer is also  required to make a copy of the 
res idency certifi cation and keep the  copy in his o ffice, e tc. located in
Japan fo r five years  f rom the date that certification is  shown. 

Complet ion of the form 
6  Appli cab le blocks must be checked . 
If any of A though D in  3 applies, benefits o f the conven tion 

men tioned in  1  will  be granted. (If C applies, benefits will be granted
only for the income fo r which cond itions in C are te sted ; and if D 
applies, benefits w ill be  granted on ly for the income  for which  the 
determination was given. No te that any other requirements in  the 
respective article of conven tion mus t be  satisf ied. 

7  “Publ icly Traded Company” is a company whose princip le class and 
disp ropo rt ionate class of shares is listed o r registered on a recogn ized 
stock e xchange, and is regularly traded on  one or more recogn ized 
stock exchanges. In case o f the Japan-US Income Tax Conven tion , 
“Recognized  Stock  Exchange” means any stock exchange established 
under the Secu rities  and Exchange Law of Japan , the NASDAQ 
System, and stock exchange registered with the US Securities and 
Exchange Commission as a national securities exchange under the 
Securities Exchange Act of 1934 of the  Un ited  States. 
“Regularly traded” means that the aggregate number of shares in a 
class of shares traded on recognized stock exchange(s) during  the 
preced ing taxable y ear is 6 perce nt or more of the average number of 
shares outstanding in that class during that preceding taxab le  year.

【Continue on the reverse】

注 意 事 項

付表の提出について  
１ この付 表は､いわゆる特典条項を有する租税条約の適 用を受けようとす

る場合に ､租税条約に関す る届出書に添付して提出します (一定の 場合に
は ､提出を省略することができます。注意事項の２、３及び ４を参照して
ください。 )(以下 ､この付表を添付して提出する 租税条約に 関する届出書
を「特典 条項条約 届出書」といいます。 )。 

２ 特典条項 の適用を受けようとする付表の「１」の租税条約の相手国の居
住者が、その国内源泉所得の支払を受け る日の前日以前一定の期間内に特
典条項条 約届出書 を提出している場合には、特典条項条約届出書の記載事
項に異動 がある場合を除 き､その期間内は特典条項条約届出 書の提出を省
略するこ とができます。一定期間は、それぞれ次のとおりです。 

付表の「 ３」のＡのいずれかに該当する場合     ：３年 
付表の「 ３」のＢ、Ｃ、Ｄのいずれかに該当する場合：１年 

３ 租税条約 の適用を受けようとする所得が国債や地方債の利子、私募債以
外の社債 の利子、預貯金の利子、上場株式の配当等などの特定利子配当等
である場 合､既に受領済みのその所得について特典条項条約 届出書を提出
済みであ る場合は ､特典条項条約届出書の記載事項に異動が あるときを除
き ､その所得について特典条項条約届出書の提出は省略する ことができま
す。 

４ 特典条項 条約届出書の記載事項に異動が生じた場合には、特典条項条約
届出書を 改めて提出してください。ただ し、その異動の内容が租税条約に
関する届 出書に関するも のである場合には､租税条約に関す る届出書に前
回の特典 条項条約 届出書の提出日を記載し、この付表の添付を省略するこ
とができ ます。 

５ 所得の支 払者に居住者証明書（提示の日前一年以内に作成されたものに
限ります｡)を提示 し、特典条項条約届出書に記載した氏名又は名称その他
の事項に ついて所得の支払者の 確認を 受けたとき（特典条項条約届出書に
その確認 をした旨の記載があ る場合に限りま す｡)は、居 住者証 明書の添付
を省略す ることができま す（「租税条約に関 する届出書（申告対象 国内源
泉所得に 対する所得税又は法人税の軽減・免除）（様式 15）」にこの付表を
添付して 提出する 場合には、居住者証明書の添付を省略することはできま
せんので 、この付表に居住者証明書を添付する必要があります。）。 

この場合、上記の確認をした所得の支払者は、租税条約に関する届出書
の「その他参考となる べき事項」の欄 に①確認をした旨（例：届出者から
提示のあった居住者証明書により、届出書に記載された氏名又は名称その
他の事項について確認しました ｡)、②確認者の氏名（所属）、③居住者証
明書の提示を受けた日及び④居住者証明書の作成年 月日をそれぞ れ記載
するとともに、提示を受けた居住者証明書の写しを作成し、提示を受けた
日から５年間その国内にある事務所等に保存する必要があります。  

付表の記載について  
６ 付表の□ 欄には ､該当する項目について レ印を付 してく ださい。 

租税条約 の適用を受ける者 が「 ３」のＡ～Ｄのいずれ かに該当する場合
には､「１」の租税条約の適用を受けることがで きます（な お、Ｃに該当
する場合 には､その判定の対象とした所得に ついてのみ、Ｄに該当 する場
合には認 定の対象となっ た所得についてのみ、「１」の租税 条約の適用を
受けるこ とができます。また、その租税条約の各条項に別途定められてい
る要件を 満たす必要があります。）。 

７ 公開会 社とは､その主たる種類の株式及び不均一分配 株式が公認の有価
証券市場 に上場又 は登録され、か つ、公 認の有価証券市場において通常取
引される 法人をい います。日米租税条約の場合 ､公認の有価証券市場とは ､
日本国の 証券取引 法に基づき設立された有価証券市場、ナスダック市場及
び合衆国 の 1934 年証券取引法に基づき証券取引所として証券 取引委員会
に登録さ れた有価 証券市場をいいます ｡ 

｢通常取引される｣とは、直前の課税年度において取引されたある種類の
株式の総 数が、その株式の発行済株式総数の平均の６％以上である場合を
いいます｡ 

【裏面に続きます ｡】  

様 式 17-米 

FORM

「特典条項に関する付表」に関する注意事項 
INSTRUCTIONS FOR “ATTACHMENT FORM  FOR LIMITATION ON BENEFITS ARTICLE”

INSTRUCTIONS

Subm ission of the Attachment Form 
1  If you apply for the appl ication of tax convention that has limitation 
on benefits article, th is attachment form mus t be submitted  along with 
application form for income tax convention. (In certain cases, th is
attachment fo rm may not be required. See 2, 3 and 4 
below.)(Hereafter, this attachment fo rm and the  appl ication  form for 
income tax convention to which  it is attached will be called  the 
“appli cat ion form for LOB convention”.) 
2  If an application form for LOB convention  was  submitted within the 
prescribed period prio r to the preceding day of  the payment o f 
Japanese source income, except for cases when in formation given in  
the application form has been changed, an appl ication  form for LOB 
convention may not be submitted during that prescribed period . The 
prescribed period is as follows: 
If any line of A of Section 3 app lies: 3  years 
If any of B, C or D in  Section  3 appl ies: 1 year 

3  If the incom e for wh ich application of  convention  is sought is a 
specifi ed  interest/dividends such as interest f rom national bond, 
municipal bond , corpo rate bond other than privately placed bond, 
deposits, or d ividend of listed shares, and the application form for LOB 
convention was submitted for the  same  income already paid, an 
application fo rm for LOB convention is  not required, excep t for case 
where there has been a change in the in formation given in the 
application form for LOB convention . 
4  If the in formation given in the application form for LOB convention 
has been changed , a new applicat ion form must be submitted. 
However, if the change relates to  the application form for in come tax
convention, an  appl ication  fo rm  for income tax convention  may be 
subm itte d alone and state the date of the  previous submission o f 
application form for LOB convention . 

5  In the  case that the recip ient of the income shows his re sidency 
cert ificat ion  (certif ication must have been issued  within one year prior 
to the showing ) to  the payer of the income, and the paye r confirms the 
items entered in column 2 (only in the case that the paye r write s the 
fact of  confirmation in the application  form for LOB convention), 
attachment o f re sidency ce rtification is not requ ired  (if thi s 
attachment fo rm is appe nded to “Applicat ion Form for Income  Tax 
Convention (Re lief from Japanese Income Tax or Corporation  Tax on 
Japanese Source Income) (Form 15),” the re sidency certification must
be appended to th is attachment form). 
In this  case, the payer of the  income who conf irms  the 
above-mentioned items is required to enter into  the co lumn  “Others”
o f the Application Form: ① the fact of conf irmation (e .g ., ‘I, the 
payer described  in co lumn 3, have confirmed the name of  the recip ient 
and other items entered in column  2, having been  shown residency 
ce rtification by  the recip ient.’); ② the name and the aff ilia tion of the 
ind ividual who is making the confirmation; ③  the date that
ce rtification is shown; and  ④ the date o f issue o f the re sidency 
ce rtification. The payer is also  required to make a copy o f the 
res idency certificat ion and keep the  copy in h is o ffice, e tc. located in 
Japan for five years  from the date that certification is  shown. 

Complet ion  of the form 
6  Applicab le blocks must be checked. 
If any of A though D in  3 applies, benefits of the convention 

men tioned in  1  will  be granted. (If C applies, bene fits  w ill be granted
only fo r the income for which conditions in  C are te sted; and if D 
applies , benefits w ill be  gran ted  only for the income  for which the 
determination was given. Note that any o ther requi rements  in the 
respective article of conven tion mus t be  satisf ied. 

7  “Publ icly Traded Company” is a company whose princip le class and 
disp ropo rt ionate class of  shares is listed or registered on  a recognized 
stock  exchange, and is regularly traded on one or more recogn ized 
stock  exchanges. In case o f the Japan-US Income Tax Convention , 
“Recognized  Stock  Exchange”  means  any stock exchange established 
under the Securities  and Exchange Law of Japan, the NASDAQ 
System, and stock exchange registered with the US Securit ies and 
Exchange Commission as  a national securiti es e xchange under the 
Securit ies Exchange Act of 1934 of the  Un ited States. 
“Regularly traded”  means that the aggregate number of shares in a 
class of shares traded on recogn ized stock exchange(s) during  the 
preceding taxable y ear is 6 percent or more of the average number o f 
shares  outstanding in that clas s during that preceding taxab le  year.

【Continue on the reverse】

注 意 事 項

付表の提出について  
１ この付表は ､いわゆる特典条項を有する租税条約の適用を受けようとす

る場合に ､租税条約に関する届出書 に添付して提出します(一定の場合に
は ､提出を省略することができます。注意事 項の２、３及び４を参照して
ください。)(以下 ､この付表を添付して提出 する租税条約に関する届出書
を「特典条項条約届出書」といいます。)。 

２ 特典条項の適用を受けようとする付表の「１」の租税条約の相手国の居
住者が、その国内源泉所得の支払を受ける日の前日以前一定の期間内に特
典条項条約届出書を提出してい る場合 には、特典条項条約届出書の記載事
項に異動がある場合を除き､その期間内は特典条項条約届出書の提出を省
略することができます。一定期 間は、 それぞれ次のとおりです。 

付表の「３」のＡのいずれかに該当する場合     ：３ 年 
付表の「３」のＢ、Ｃ、Ｄのいずれかに該当する場合：１ 年 

３ 租税条約の適用を受けようとする所得が国債や地方債の利子、私募債以
外の社債の利子、預貯金 の利子、上場株式の配当等などの特定利子配当等
である場合､既に受領済みのその所得につい て特典条項条約届出書を提出
済みである場合は ､特典条項条約届出書の記載事項に異動があるときを除
き ､その所得について特典条項条約届出書の 提出は省略することができま
す。 

４ 特典条項条約届出書の記載事項 に異動が生じた場合には、特典条項条約
届出書を改めて提出してください。ただし、その異動の内容が租税条約に
関する届出書に関するものである場合には､租税条約に関する届出書に前
回の特典条項条約届出書の提出 日を記載し、この付表の添付を省略するこ
とができます。 

５ 所得の支払者に居住者証明書（提示の日前一年以内に作成されたものに
限ります｡)を提示し、特典条項条約届出書に記載した氏名又は名称その他
の事項について所得の支払者の 確認を受けたとき（特典条項条約届出書に
その確認をした旨の記載がある 場合に限ります｡)は、居住者証明書の添付
を省略することができます（「租税条約に関 する届出書（申告対象国内源
泉所得に対する所得税又は法人 税の軽減・免除）（様式 15）」にこの付表を
添付して提出する場合には、居住者証明書の添付を省略することはできま
せんので、この付表に居住者証 明書を 添付する必要があります。）。 

この 場合、上記の確認をした 所得の支払者は、租税条約に関する届出書
の「その他参考となるべき事項」の欄に①確認をした旨（例：届出者から
提示 のあった 居住者証明書により、届出書に記載された氏名又は名称その
他の 事項について確認しました ｡)、②確認者の氏名（所属）、③居住者証
明書 の提示を受けた日及び④居住者証 明書の作成年月日をそれぞれ記載
する とともに 、提示を受けた居住者証明書の写しを作成し、提示を受けた
日か ら５年間 その国内にある事務所等に保存する必要があります。 

付表の記載について  
６ 付表の□欄には､該当する項目についてレ印を付してく ださい 。 

租税条約の適用を受ける者が「 ３」のＡ～Ｄのいずれかに該当する場合
には､「１」の租税条約の適用を受けること ができます（なお、Ｃに該当
する場合には ､その判定の対象とした所得についてのみ、Ｄに該当する場
合には認定の対象となった所得についてのみ、「１」の租税条約の適用を
受けることができます。また、その租税条約の各条項に別途定められてい
る要件を満たす必要があります。）。 

７ 公開会社とは､その主たる種類の株式及び 不均一分配株式が公認の有価
証券市場に上場又は登録され、かつ、公認の有価証券市場において通常取
引される法人をいいます。日米租税条約 の場合 ､公 認の有価 証券市 場とは ､
日本国の証券取引法に基づき設立され た有価証券市場、ナスダック市場及
び合衆国の 1934 年証券取引法に基づき証券取引所として証券取引委員会
に登録された有価証券市場をい います ｡ 

｢通常取引される｣とは、直前の課税年度において取引されたある種類の
株式の総数が、その株式の発行済株式総数の平均の６％以上である場合を
いいます ｡ 

【裏面に続きます ｡】 

様 式 17-米 

FORM



改 正 後 改 正 前 

（267 特典条項に関する付表（米）） （267 特典条項に関する付表（米）） 

８ 有価証券の数 は次によります｡ 
(1) ｢発行 済株式の総数の平均 ｣、｢有価証券市場で取引された株式の数 ｣の
各欄 は、この付表を提出しようとする日の属する課税年度の直前の課税
年度 における数によります。 

(2) 直前の課税年度における発行済株式の総数の平均は、その課税年度
中の発行済株式の総数に異動がない場合は、その課税年度の末日におけ
る発行済株式総数を記入してください ｡増資や減資、株式の分割などに
よりその課税年度中 に発行済株式の総数に異動が生じた場合には次の
算式により計算します｡ 
（前課税年度の日々の発行済株式の総数×日数） 
÷前課税年度の日数＝発行済株式の総数の平均 

９  公開会社の関連 会社であるかどうかは ､源泉徴収による課税の場合に
は、その所得の支払が行われる日（配当 については、その配当の支払を受
ける者が特定される日）が、課税年度終了の日である場合にはその課税年
度を通じて、課税年度終了の日以外の日である場合に はその課税年度中の
その支払が行われる日に先立つ期間及 びその課税年度の直前の課税年度
を通じて判定します｡ 

なお、「 年 月 日現在の株主の状況」の各欄には､上記の判定期間に
属するいずれかの日の株主の状況について ､記載してください ｡また、株主
等による保有が間接保有(中間所有者はこの付表の「Ａ」又は ｢Ｂ｣に該 当
するいずれかの締約国の居住者に限ります｡)である場合には､各 株主の
「間接保有」の欄にレ印を付した上､間接保有の状況について適宜の様 式
に記載し添付してください。  

10 公益団体とは､「１」の租税条約の相手国の法令に基づいて組織された
者で、専ら宗教、慈善、教育、科 学、芸術、文化その 他公の目的のために
租税条約の相手国において設立され、かつ、維持されるものをいいます。
設立趣意書及び実際の活動状況について確認が可能な書類（パンフレット
等の写しなどでもかまいません。）を添付してください。 

11 年金基金とは、「１」の租税条約の相手国の法令に基づいて組織され、
租税条約の相手国において主として退職年金その他これに 類する報酬の
管理又は給付のため設立され、かつ、維持されるとともに「１」の租税条
約の相手国において上記の活動につい て租税を免除される ものをいいま
す。 

12 (a)の要件を満たすかどうかは ､源泉徴収による課税の場合には、その所
得の支払が行われる日（中間配当以外の配当については ､その配当に係る
会計年度の終了の日とします。）が課税年度終了の日である場合にはその
課税年度を通じて、その課税年度終了の日以外の日で ある場合にはその課
税年度中のその支払が行われる日に先立つ期間及びその課 税年度の直前
の課税年度を通じて、 判定します｡ 

その他の場合には、その所得の支払が行なわれる課税年度 の総日数 の半
数以上の日において要件を満たす必要があります。 

なお、「 年 月 日現在の株主等の状況」の各欄には ､上 記の判定期間
に属するいずれかの日の持分を有する者の状況について ､記載してくださ
い ｡また、 株主等による保有が間接保有である場合には、持分を有する者
の「間接保有」の欄にレ印を付した上 ､間接保有の状況について適宜の様
式に記載し添付してください 。 

13 総所得とは、事業から取得する総収入の額からその 収入を得るために直
接に要した費用を差し引いた残額をいいます。 

第三国居住者に対する支払には、通常の方法において支払 われる役務又
は有体財産に関する支払（独立企業間価格によるものに限ります｡）や商
業銀行に対する金融上の債務に関する 支払（その支払 に関する債権がその
第三国居住者である銀行のいずれかの締約国にある恒久的 施設に帰属す
るときに限ります｡）は含まれません｡ 

なお、申告の場合と源泉徴収の場合とでは判定基準が異な りますのでそ
れぞれの欄に記入してください｡ 

14 あなたが関連者(持分の 50パーセント以上を所有する者な ど一定の 要件
を満たすものをいいます。)を有する場合又は組合の組合員である場合に
は、その 関連者又は組合があなたの居住地国 において行う営業又は事業の
活動はあなたが居住地国において行う営業又は事業の活動とされます。 

15 「Ｃの (a)」の「自己の勘定のために投資を行い又は管理する活動」とは、
投資としての性格を有する活動をいい 、例えば、自己の計算において、配
当等の収益を得るために株式等の取得や管理のみを行う活 動が該当しま
す。 

16 「Ｃの(b)」の「所得が居住地国において従事している営業 又は事業の活
動に関連又は付随して取得されるものであること」とは、その所得の基因
となる活動が居住地国において従事している営業又は事業 の活動そのも
のである場合やその活動が居住地国における営業又は事業 の活動と一体
のものとして行われる場合において取得される所得をいいます。 

17 「Ｃの(c)」の「日本国内において行う営業又は事業 の活動との関係で実

質的なものであること」とは、日本国内において自ら 又は関連会社が行う
営業又は事業の活動から所得を取得する場合の追加的な条件であり、その
資産の価額、所得額等からみてその居住地国 において行う営業又は事業の
活動の規模が日本国内の活動と比べて 僅少である場合や営 業又は事業全
体の貢献度からみて居住地国の活動の貢献度がほとんどな い場合にはこ
の条件を満たしません 。 

この付表に記載さ れた事項その他租税条約の規定の適用 の有無を判定
するために必要な事項については、別 に説明資料を求めることがありま
す。 

8   The number of the shares shall be counted as fo llows:
(1)  “Average Number of  Shares ou tstanding” and “Number o f Shares 
traded on Recognized Stock  Exchange” must be coun ted for the 
taxable year prior to the taxable year in  which this attachment form 
wil l be submitted.  

(2)  If the numbers of shares outstanding d id no change during the 
prior taxable  year, the averag e number of share s outstand ing is the 
numbe r o f shares ou ts tanding at the  end o f the prior taxab le  year.
If the numbers o f shares outs tanding chang ed during the prior 

taxable year due to increase /decrease of cap ital or sp lit of share, the 
ave rage number o f shares outstand ing is  calculated as  follows: 
(total number o f shares outstanding for each  day in the prio r taxable 
year× number of days)÷ (number of days in the prior taxab le year)

9    In case of withho lding taxation, if the day of  income  paymen t (in 
case o f d ividends, the  day when the recip ient of the dividends is 
determine d) is the  last day of a taxable year, whether a company is 
“Subsid iary  of Pub licly Traded Company” is tested for the  whole of 
the taxable  year, and if the day  o f income payment is not the last day 
o f the  taxable year, for the part o f the taxable year which  p re ce des 
the day o f payment and  the  whole of  the prior taxable year. 
In “State o f shareholders as o f (date)", p rovide informatiton on the 

state of shareholders  as o f an  appropri ate date in the above  test 
period. If shares are indirectly owned (each intermediate owner must 
be a resident o f either o f the contracting countries falling under A or B
in this attachment fo rm), check the “Indirect Ownership” box, and 
attach a separate sheet exp laining on the indirect ownersh ip . 
10  “Publ ic Service Organ ization” is an  entity o rg an ized under the laws  
of the other contracting country of the convention mentioned in  1 and 
e stablished and maintaine d in  that contract ing country exclusive ly for 
a religious, charitab le, educational, s cientific, artistic, cu ltu ral or 
public purpose. 
Attach prospectus for e stab lishment and document that exp lains the 

organization’s actual  activity, e.g., copy of PR brochure. 
11  “Pension  Fund” is  a jurid ical person  that is  o rg anized under the 
laws of the other contracting country of the convention  mentioned in 
1, and is estab lished and maintained  in that country primari ly to 
adminis ter o r provide pe nsions or o the r similar remunerat ion, 
includ ing social security  paymen ts, and is exempt from tax in that 
country with re spect to these activities. 

12  In case of withholding taxat ion, if the day o f income payment (in 
case  of d ivide nds  other than in terim div idends, the last day of fiscal 
year) is the last day o f a taxable year, whe the r the condition  stated in  
(a) i s sat isfied is tested for the whole of the taxable year, and if the  day 
of income payment is not the last day of taxable year, for the  part of 
the taxable year which preceeds the day of payment and the who le of 
the prior taxable year.  
In all other cases, whether the condition satate d in (a) is satisfi ed is 

tested for at least half the days of the taxable year. 
In “State of Shareholders as of (date)”, provide information on  the 
state of shareholde rs  as of an  appropriate  date in the above test 
period. In case shares are indirect ly owned, check the “indirect 
ownersh ip”  box, and attach  a separate sheet explain ing the indirect 
ownersh ip. 

13  “Gross Income” is the total revenue s derived from business les s the 
direct costs o f obtain ing such revenues. Payment to  th ird  country
residents does not include arm’s  length payments in the ordinary 
course o f bus iness for services or tangible p roperty and payments in 
respect of financial obl igations to a commercial bank, provided that 
such payment is attributable  to a pe rmanen t es tablishment o f a 
third-country re sident bank situated in one of  the contracting 
countries . No te that different tests w ill be used fo r tax returns  and 
withhold ing tax, and use  the appropriate column . 

14  If you have  an affiliated corporation  (which satisfie s certain 
conditions, e.g., you  own 50% or more o f its shares),or if you are a 
partner of a partne rsh ip, trade or business of the affiliated corporation 
or the partnersh ip in  your country of residence is considered as your 
trade or business in that country. 

15  “Making or managing investments for the resident’s own account”
in (a) o f C is an activity wh ich has the nature of investment such as 
act ivities of acqu iring and managing share s in order to obtain dividends 
or o ther benefit in the res ident’s own account. 

16  “Income is de riv ed in  connection with o r is incidental to that trade 
or business” in (b) of C is  an incom e derived from act ivit ies which 
themselves are the trade or business in the country of residence,or 
which are  conducted as part of the trade  o r business  in the country of 
residence. 

17  “Substant ial  in relation  to  the trade or business activity conducted 
in Japan” in  (c) of  C is  an add itional cond ition if you derive income from 
a trade or busine ss act ivity in Japan by yourself or your affili ated 
co rporation. If the v olume of trade or business in the country of 
residence is insignificant in comparison with the activitie s in Japan in 
terms of value of  asset or amount of income, o r the contribut ion of the 
act ivity in  the country o f re sidence is  negligib le in the  contribution 
of the total trade or business, you do not satisfy th is condition. 

If  necessary, the appl icant may be requested to furn ish further 
information in o rder to  decide whether relief under the Convention 
should  be granted or not. 

８ 有価証券の数 は次によります｡ 
(1) ｢発行 済株式の総数の平均 ｣、｢有価証券市場で取引された株式の数 ｣の
各欄 は、この付表を提出しようとする日の属する課税年度の直前の課税
年度 における数によります。 

(2) 直前の課税年度における発行済株式の総数の平均は、その課税年度
中の発行済株式の総数に異動がない場合は、その課税年度の末日におけ
る発行済株式総数を記入してください ｡増資や減資、株式の分割などに
よりその課税年度中に発行済株式の総数に異動が生じた場合には次の
算式により計算します｡ 
（前課税年度の日々の発行済株式の総数×日数） 
÷前課税年度の日数＝発行済株式の総数の平均 

９  公開会社の関連 会社であるかどうかは ､源泉徴収による課税 の場合に
は 、その所得の支払が行われる日（配当 については、その配 当の支払を受
ける者が特定される日）が、課税年度終了の日である場合に はその課税年
度 を通じて、課税年度終了の日以外の日である場合に はその 課税年度中の
その支払が行われる日に先立つ期間及 びその課税年度の直前の課税年度
を 通じて判定します｡ 

なお、「 年 月 日現在の株主の状況」の各欄には､上記 の判定期間に
属 するいずれかの日の株主の状況について ､記載してください ｡また、株主
等 による保有が間接保有(中間所有者はこの付表の「Ａ」又は ｢Ｂ｣に該当
するいずれかの締約国の居住者に限ります｡)である場合には､各 株主の
「 間接保有」の欄にレ印を付した上､間接保有の状況について適宜の様式
に 記載し添付してください。  

10 公益団体とは､「１」の租税条約の相手国の法令に基づいて組織された
者 で、専ら宗教、慈善、教育、科 学、芸術、文化その 他公の 目的のために
租税条約の相手国において設立され、かつ、維持されるものをいいます。
設立趣意書及び実際の活動状況について確認が可能な書類（パンフレット
等 の写しなどでもかまいません。）を添付してください。 

11 年金基金とは、「１」の租税条約の相手国の法令に基づいて組織され、
租税条約の相手国において主として退職年金その他これに 類する報酬の
管理又は給付のため設立され、かつ、維持されるとともに「１」の租税条
約 の相手国において上記の活動につい て租税を免除される ものをいいま
す 。 

12 (a)の要件を満たすかどうかは ､源泉徴収による課税の場合には、その所
得 の支払が行われる日（中間配当以外の配当については ､その配当に係る
会計年度の終了の日とします。）が課税年度終了の日である場合にはその
課税年度を通じて、その課税年度終了の日以外の日で ある場 合にはその課
税年度中のその支払が行われる日に先立つ期間及びその課 税年度の直前
の 課税年度を通じて、 判定します｡ 

その他の場合には、その所得の支払が行なわれる課税年度の総日数 の半
数以上の日において要件を満たす必要があります。 

なお、「 年 月 日現在の株主等の状況」の各欄には ､上記の判定期間
に 属するいずれかの日の持分を有する者の状況について ､記載してくださ
い ｡また、 株主等による保有が間接保有である場合には、持分を有する者
の 「間接保有」の欄にレ印を付した上 ､間接保有の状況について適宜の様
式 に記載し添付してください 。 

13 総所得とは、事業から取得する総収入の額からその 収入を 得るために直
接 に要した費用を差し引いた残額をいいます。 

第三国居住者に対する支払には、通常の方法において支払われる役務又
は 有体財産に関する支払（独立企業間価格によるものに限ります｡）や商
業銀行に対する金融上の債務に関する 支払（その支払 に関す る債権がその
第三国居住者である銀行のいずれかの 締約国にある恒久的 施設に帰属す
るときに限ります｡）は含まれません｡ 

なお、申告の場合と源泉徴収の場合とでは判定基準が異なりますのでそ
れぞれの欄に記入してください｡ 

14 あなたが関連者(持分の 50パーセント以上を所有する者など一定の 要件
を 満たすものをいいます。)を有する場合又は組合の組合員である場合に
は 、その 関連者又は組合があなたの居住地国 において行う営 業又は事業の
活動はあなたが居住地国において行う営業又は事業の活動とされます。 

15 「Ｃの (a)」の「自己の勘定のために投資を行い又は管理する活動」とは、
投資としての性格を有する活動をいい 、例えば、自己の計算において、配
当等の収益を得るために株式等の取得 や管理のみを行う活 動が該当しま
す 。 

16 「Ｃの(b)」の「所得が居住地国において従事している営業 又は事業の活
動 に関連又は付随して取得されるものであること」とは、そ の所得の基因
となる活動が居住地国において従事している営業又は事業 の活動そのも
のである場合やその活動が居住地国における営業又は事業 の活動と一体
のものとして行われる場合において取得される所得をいいます。 

17 「Ｃの(c)」の「日本国内において行う営業又は事業 の活動 との関係で実

質的なものであること」とは、日本国内において自ら 又は関 連会社が行う
営業又は事業の活動から所得を取得する場合の追加的な条件であり、その
資産の価額、所得額等からみてその居住地国 において行う営 業又は事業の
活動の規模が日本国内の活動と比べて 僅少である場合や営 業又は事業全
体 の貢献度からみて居住地国の活動の 貢献度がほとんどな い場合にはこ
の 条件を満たしません 。 

この付表に記載さ れた事項その他租税条約の規定の適用 の有無を判定
するために必要な事項については、別 に説明資料を求めることがありま
す 。 

8   The number of the shares shall be counted  as fo llows:
(1)  “Average Number of  Shares ou tstanding” and  “Number o f Shares 
traded on Recognized Stock  Exchange” must be counted for the 
taxable year prior to the taxable year in  which this attachment form 
wil l be submitted.  

(2)  If the numbers of shares outstanding d id no change during the 
prior taxable  year, the averag e number of share s outstand ing is the 
numbe r o f shares outs tanding at the  end o f the prior taxab le  year.
If the numbers o f shares outs tanding chang ed during the prio r 

taxable year due to increase /decrease of cap ital or sp lit of share, the 
ave rage numbe r o f shares outstanding is  calculated as follows: 
(total number o f shares outstanding for each  day in  the prior taxable 
year× number of days)÷ (number of days in the prior taxab le year)

9    In case of withho lding taxation, if the day of  income  paymen t (in 
case o f d ividends, the  day when the recip ient of the dividends is 
determine d) is the  last day of a taxable year, whether a company is 
“Subsid iary  of Pub licly Traded Company” is tested for the  whole of 
the taxable year, and if the day  o f income payment is not the last day 
o f the  taxable year, for the part o f the taxable year which  p rece des 
the day o f payment and  the  whole of  the prior taxable year. 
In  “State o f shareholders as o f (date)", p rovide informatiton on the 

state of shareholders  as o f an  approp ri ate date in the above  test 
period. If shares are indirectly owned (each intermediate owner must 
be a resident o f either o f the contracting countries falling under A or B
in this attachment form), che ck the “Indirect Ownership” box, and 
attach a separate sheet exp laining on the indirect ownersh ip . 
10  “Publ ic Service Organ ization” is an  entity o rg an ized under the laws  
o f the other contracting country of the convention mentioned in  1 and 
e stablished and maintaine d in that contracting country exclusive ly fo r 
a religious, charitab le, educat ional, s cient ific, artistic, cu ltu ral o r 
public purpose. 
Attach prospectus for e stab lishment and document that exp lains the 

organization’s actual  activity, e.g., copy of PR brochure. 
11  “Pension  Fund” is a jurid ical person  that is o rg anized under the 
laws of the other con tracting country of the convention  mentioned in 
1, and is estab lished and maintained  in that country primari ly to 
administer o r provide pe nsions or o the r similar remune ration, 
includ ing social s ecurity  paymen ts, and is exempt from tax in that 
country with re spect to these activities. 

12  In case of withho lding taxat ion, if the day o f income payment (in 
case  of d ivide nds other than in terim div idends, the last day of fiscal 
year) is the last day o f a taxab le year, whe the r the condition  stated in  
(a) i s satisfied is tested for the whole of the taxable year, and if the  day 
of income paymen t is not the last day of taxable year, for the  part of 
the taxable year wh ich preceeds the day o f payment and the who le of 
the prior taxable year.  
In  all other cases, whether the condit ion satate d in (a) is s atisfied is 

tested for at least half the days of the taxable year. 
In “State of Share holders as of (date)”, provide information on the 
state of shareholde rs  as of an  approp riate  date in the above test 
period. In case shares are indirect ly owned, check the “indirect 
ownersh ip”  box, and  attach  a separate sheet explain ing the indirect 
ownersh ip. 

13  “Gross Income” is the total reve nue s derived from business less the 
direct costs o f obtain ing such revenues. Payment to th ird  country
residents does not include arm’s  length payments in the ordinary 
course o f business for services or tangible p roperty and payments in 
respect of financial obl igations to a commercial bank, provided that 
such payment is attributable  to a pe rmanen t es tablishmen t o f a 
third-country re sident bank situated in one of the contracting 
countries . Note that d ifferent tests w ill be used fo r tax returns  and 
withhold ing tax, and use  the appropriate column . 

14  If you have  an  affiliated corporation  (which satisfies certain 
conditions , e.g., you own 50% or more o f its shares),or if you are a 
partner of a partne rsh ip, trade or business of the affiliated corporation 
or the partnersh ip in  your coun try of residence is considered as your 
trade or business in  that coun try. 

15  “Making or managing inves tments for the resident’s own account”
in (a) o f C is an activity wh ich has the nature of investment such as 
activit ies o f acqu iring and managing shares in order to obtain dividends 
or o ther benefit in the res ident’s own account. 

16  “Income is de rived in  connection with or is inciden tal to that trade 
or business” in (b) of C is an incom e derived from activit ies wh ich 
themselves are the trade or business in the country of residence,or 
wh ich are  conducted as part of the trade  o r business  in  the country of 
residence. 

17  “Substant ial  in relation  to  the trade or business act ivity conducted 
in Japan” in (c) of C is an add itional cond ition if you derive income from 
a trade or busine ss act ivity in Japan by yourself or your affili ated 
corporation. If the v olume of trade or business in the country of 
residence is insignif icant in comparison with the activitie s in Japan in 
terms of value of asset or amount of income, o r the contribut ion of the 
activity in  the coun try o f re sidence is  negligib le in the  contribution 
of the total trade or business, you do not satisfy th is condition. 

If  necessary, the appl ican t may be requested to furn ish further 
information in o rder to  decide whether relief under the Convention 
should  be granted or no t. 



改 正 後 改 正 前 

（273 租税条約に基づく認定を受けるための申請書） （273 租税条約に基づく認定を受けるための申請書） 

租税条約に基づく認定を受けるための申請書

APPLICATION FORM FOR COMPETENT AUTHORITY DETERM INATION 

この申請書の記載に当たっては、別紙の注意事項を参照してください。

See separate instructions. 

整理番号

平成  年  月  日

麹町税務署長経由
国 税 庁 長 官 殿
To the Commissioner, 
 National Tax Agency  
via the District Director, 
Kojimachi Tax Office

（ フ リ ガ ナ ）
申 請 者 の 名 称

Fu ll name

本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地
Place of head of fice or main office

（電話番号 Telephone Number）

事 業 が 管 理 ・ 支 配 さ れ て い る 場 所
Place where the business is managed o r
controlled

（電話番号 Telephone Number）

居住者として課税される国及び納税地（注６）
Country where you are taxable as resident
and place whe re you are to pay tax 
(Note 6)

（納税者番号 Taxpayer Identification Number）

日本において法人税の納税義務がある場合には、その納税地
Place where you are to pay Corporation Tax in Japan, if any

（電話番号 Telephone Number）

認定を受けようとする国内源泉所得の種類及びその概要（注７）
Type and Descript ion o f Income for Determination (Note  7 )
□所得税及び復興特別所得税
Income Tax and Special Income Tax for Recons truct ion
□法人税及び復興特別法人税
Corporation Tax and Special Corporation Tax for Reconstruction

  税法第   条第   号に規定する国内源泉所得       
Japanese Source Income pre scribed in Subparagraph of Article of Tax Law
（                         ）

適 用 を 受 け よ う と す る 租 税 条 約 に 関 す る 事 項
Appl icab le Income Tax Convention

□限度税率    ％  □免 税
App licable Tax Rate Exemption

日本国と         との間の租税条約第   条第   項
The Income Tax Convention between Japan and ,
Article , para ,

そ の 他 の 必 要 な 記 載 事 項 及 び 添 付 書 類
Other requ ired Information and Attachments

（法令により必要とされるその他の記載事項及び添付書類については、別紙を参照してください。
See instruct ions for in formation and attachments requ ired by the relevan t law and
ord inances .

当社は、日本国と             との間の租税条約第   条第   項        に掲げる者のいずれにも該当せず、かつ、
第   項の規定に基づきある所得について日本国と             との間の租税条約の特典を受ける権利を有する場合にも該当しま
せんが、この申請書に記載した国内源泉所得について日本国と             との間の租税条約により認められる特典を享受したいこ
とから、日本国と             との間の租税条約第   条第   項に規定する日本国の権限ある当局の認定を受けたいので、租
税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律第６条の２に基づき申請します。

なお、当社の設立、取得又は維持及び業務の遂行は日本国と             との間の租税条約の特典を受けることをその主たる目的
とするものではありません。

当社は、日本、居住地国及びその他の国の法令に従って適正に納税を行っており、これからも適正な納税を行います。
We submit this appli cation form in accordance with  Artic le 6-2  of  the Law concerning Special Measure s o f the Income Tax Law, Corpo rat ion Tax Law 
and Local Tax Law for the Enforcement o f Tax Conven tions fo r the Competen t Authority Determination  prescribed  in paragraph    of Article    of the 
Income Tax Convention between Japan and               in order to be  granted benefits of the Convention , although we are not the resident 
prescribed in  subparagraphs from        of  paragraph  of A rt icle    o f the  Convention and  fu rthe r are not enti tled  to benefits with  respect to  an item 
of income in accordance with paragraph   of Arti cle     o f the Conve ntion. 
 We hereby declare that the establishment, acqui sition or maintenance  of us , and the conduct of our operations, do  not have as their principal  purpose 
the ob taining of benefits under the convention. 
 We have been paying  taxes properly under the relevant l aws o f Japan, country o f our residence  and o the r countries, and we w ill continue to pay taxes 
properly.

私は、この申請書の記載事項が正確かつ完全であることを宣言します。 I hereby declare that this statement is  correct and comple te to the  best 
of my knowledge and  belie f. 

申請者の代表者の署名
S ignature of the representat ive of the app licant

○ 代理人に関する事項；この申請書を代理人によって提出する場合には、次の欄に記載してください。
Details  of Agent；If this  form is p repared and submitted  by the agent, fill out the fo llowing Columns.
代理人の資格

Ca pacity of Agent in 
Japan

氏名（名称）
Full na me 

納税管理人の届出をした税務署名

Name of the Tax  O ffice where the 
Tax  A gent is registered

□ 納税管理人 ※
Tax Agent 

□ その他の代理人
Other Ag ent 

住 所（居所・所 在地）
Domicile （ Reside nce 
o r location） 

（電話番号 Telephone Number）

税 務 署
Ta x Office

※ 「納税管理人」とは、日本国の国税に関する申告、申請、請求、届
出、納付等の事項を処理させるため、国税通則法の規定により選任し、
かつ、日本国における納税地の所轄税務署長に届出をした代理人をい
います。

※ “Tax Agent” means a person who  is appointed by the taxpayer and is 
registered at the District Director of Tax Office  for the place where the 
taxpayer is to pay h is tax, in  o rder to  have such age nt take necessary 
proce dures concern ing the Japanese nat ional taxes, such as f iling a 
return, applicat ions , claims , paym ent o f taxes, etc., under the 
provisions o f the General Law for National Taxes. 

年 月 日

D ate
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租税条約に基づく認定を受けるための申請書

APPLICATION FORM FOR COMPETENT AUTHORITY DETERM INATION 

この申請書の記載に当たっては、別紙の注意事項を参照してください。

See separate instructions. 

整理番号

平成  年  月  日

麹町税務署長経由
国 税 庁 長 官 殿
To the Commissioner, 
 National Tax Agency  
via the District D irector, 
Kojimachi Tax Office

（ フ リ ガ ナ ）
申 請 者 の 名 称

Full name

本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地
Place of head office or main o ffice

（電話番号 Telephone Number）

事 業 が 管 理 ・ 支 配 さ れ て い る 場 所
Place where the business is managed or
controlled

（電話番号 Telephone Number）

居住者として課税される国及び納税地（注６）
Country where you are taxable as resident
and place where you are to pay tax 
(Note 6)

（納税者番号 Taxpayer Identification Number）

日本において法人税の納税義務がある場合には、その納税地
Place where you are to pay Corporation Tax in Japan, if any

（電話番号 Telephone Number）

認定を受けようとする国内源泉所得の種類及びその概要（注７）
Type and Description of Income for Determination (Note  7 )
□源泉所得税      □法人税
Withholding tax Corporat ion tax 

  税法第   条第   号に規定する国内源泉所得       
Japanese Source Income prescribed in Subparag raph of Article of Tax Law
（                         ）

適 用 を 受 け よ う と す る 租 税 条 約 に 関 す る 事 項
Appl icable Income Tax Convention

□限度税率    ％  □免 税
App licable Tax Rate Exemption

日本国と         との間の租税条約第   条第   項
The Income Tax Convention be tween Japan and ,
Article , para,

そ の 他 の 必 要 な 記 載 事 項 及 び 添 付 書 類
Other required Information and Attachments

（法令により必要とされるその他の記載事項及び添付書類については、別紙を参照してください。）
See instruct ions for in formation and attachments required by the relevant law and
ordinance s.

当社は、日本国と             との間の租税条約第   条第   項        に掲げる者のいずれにも該当せず、かつ、
第   項の規定に基づきある所得について日本国と             との間の租税条約の特典を受ける権利を有する場合にも該当しま
せんが、この申請書に記載した国内源泉所得について日本国と             との間の租税条約により認められる特典を享受したいこ
とから、日本国と             との間の租税条約第   条第   項に規定する日本国の権限ある当局の認定を受けたいので、租
税条約の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律第６条の２に基づき申請します。

なお、当社の設立、取得又は維持及び業務の遂行は日本国と             との間の租税条約の特典を受けることをその主たる目的
とするものではありません。

当社は、日本、居住地国及びその他の国の法令に従って適正に納税を行っており、これからも適正な納税を行います。
We submit this appli cation form in accordance with Article 6-2  of the Law concerning Special Me asures o f the Income Tax Law, Corporat ion Tax Law 
and Local Tax Law for the Enforcement o f Tax Conventions fo r the Competen t Authority Determination prescribed in paragraph    of Article    of the 
Income Tax Convention between Japan and               in order to be  granted benefits of the Convention, although we are not the res iden t 
prescribed in  subparagraphs from        of paragraph  of  Art icle    o f the  Convention  and  fu rthe r are not enti tled to benefits with  respe ct to  an item 
of income in  acco rdance with  paragraph    o f Arti cle     o f the Convention. 
 We hereby declare that the establishmen t, acqui sition or maintenance  o f us , and the conduct of our operat ions, do not have as their principal  purpose 
the obtaining of benefits under the convention . 
 We have been  paying  taxes p roperly under the relevant laws o f Japan, country of our residence  and othe r countries, and we will continue to pay taxes 
properly.

私は、この申請書の記載事項が正確かつ完全であることを宣言します。 I hereby declare that this statement is  correct and comple te to the  bes t 
o f my knowledge and belie f. 

申請者の代表者の署名
S ignature of the representat ive of the app licant

○ 代理人に関する事項；この申請書を代理人によって提出する場合には、次の欄に記載してください。
Details  of A gent；If this  form is p repared and submitted  by the agent, fill out the fo llowing Columns.
代理人の資格

Ca pacity of Agent in 
Japan

氏 名（名称）

Full na me 

納税管理人の届出をした税務署名

Name of the Tax  Office where the 
Tax  A gent is registered

□ 納税管理 人 ※
Tax Agent 

□ その他の 代理人

Other Ag ent 

住所（居所・所在地）

Domicile （ Residence 
or location） 

（電話番号 Telephone Number）

税 務 署

Ta x Office
※ 「納税管理人」とは、日本国の国税に関する申告、申請、請求、届

出、納付等の事項を処理させるため、国税通則法の規定により選任し、
かつ、日本国における納税地の所轄税務署長に届出をした代理人をい
います。

※ “Tax Agent” means a person who  is  appoin ted by the taxpayer and is 
registered at the District Director of  Tax Office  for the p lace where the 
taxpayer is to pay h is tax, in  o rder to  have such agent take necessary 
procedures concern ing the Japanese national taxes, such as f iling a 
return, applications , claims , paym ent of taxes, etc., under the 
provisions o f the General Law for National Taxe s. 

年    月    日

Date
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改 正 後 改 正 前 

（273 租税条約に基づく認定を受けるための申請書） （273 租税条約に基づく認定を受けるための申請書） 

（ 別紙）

【その他の必要な記載事 項】（これらの記載事項は、適宜の 様式に記載してください。）

 [Other requ ired  In fo rmation]  (Th e fol low ing in formati on s hou ld b e p rovid ed in o ther approp riate forms.) 

１ 認定を受けることが できるとする理由の詳細 

Deta ils o f the reason s you  are  to be given  determinat ion.

(1) 租税条約に規定する特典条項の基 準を満たさない理由の詳細

Deta ils o f the Reaso ns  You do NOT q ualify unde r the L im itation on Ben efits Artic le of the Convent ion  

(2) 租税条約に規定 する特典条項の基準を満たさないにも関 わらず、租税条約により認められる特 典を 受けようとする理由の詳細
Details o f th e Re as on s you  apply fo r Ben efits of the Conven tion , altho ugh  You d o NOT qualify und er the L imitat ion  on Bene fits  Artic le o f 

Convent ion . 

(3) その設立、取得 又は維持及びその業務の遂行が租税条約 の特典を受けることをその主たる目的 とす るものではないとする理由の詳細
Details o f the R easons the E stab lishment, Acqu isit ion  or Main tenan ce  of the A pp licant and  the Conduct of its  Operat ions are con sidered  as NOT 

havin g th e obtaining of b enefi ts u nde r the Convention  as  one of their pr incip le pu rpose s. 

２ 居住地国における法 人税に相当する税の課税状況（直前 ３事 業年度分）

Descript ions of  Tax Obl igation  in Country  o f R esid ence fo r Tax that is eq uiv alen t to the Japanese Corpo rat ion  Tax (fo r p re ce ding 3  taxable Years) 

３ 認定を受けようとす る国内源泉所得の種類ごとの金額、 支払 方法、支払期日及び支払の基因となっ た契約の内容 
Amount o f e ach K ind , method of Payment , Date  of  Payment and  S ummary o f u nde rlying Contract of the Japan ese Sou rce Income for wh ich  App lication  

fo r Determin ation is  requested 

４ 認定を受けようとす る国内源泉所得の支払者の氏名及び 住所 若しくは居所又は名称及び本店若しく は主たる事務所の所在地 
Fu ll name and  Dom icile o r R esiden ce; o r Name an d Place o f h ead O ff ice o r main O ffice o f the Payer o f the Japanese Source Income f or wh ich  

Dete rmin ation  is requeste d 

５ その他参考となる事 項 

Other relevant In fo rm ation  
６ 日本の税法上､外国 法人が納税義務者とされるが､租税条 約の相手国では､その外国法人の株 主等が納税義務者とされており、かつ 、租税条約の規定

によりその株主等で ある者（相手国居住者に限ります ｡）の所得として取り扱われる部分 に対 して租税条約の適用を受けることと されている場合の租
税条約の適用を受け る割合に関する事項等 (注４ )；
Details of p roport ion  of in come to  whi ch  the convention  is  app licable, if the  fo re ign compan y is  taxab le as a  company  under Jap anese tax law, and  th e 

member o f th e company is treated as  taxable p erson  in the o ther contracting coun try of  the convent ion; and if the conve nt io n i s app licab le to income 
th at  is  treated as income o f the member (limite d to a res iden t o f the other con tracting country) of the fo re ign compan y in acco rdance w ith the provisions 
of the conven tion (No te 4)

申請書に 記載した 外国法 人は､認定を 受けよ うとす る株主 等所得 につき、 租税条 約の相手国に おいて次 の法令 に基づ いて、次 の日以 後、その株主等 である
者が課税さ れるこ ととされ ていま す｡ 
The member o f the fo reign company is taxab le  in the o th er con tracting country regarding the income  fo r determinatio n since  the follo w ing date un der 

th e foll ow ing law of the other con tractin g coun try 

根 拠法令                                              効 力を生 じる日      年     月    日  
Appl icab le law                                                           Effectiv e d ate                 

外国法人の 株主等 で租税条 約の適 用を受 ける者の 名称 
N ame  o f membe r o f the foreign  compan y to whom the Convention is  
app licable

間接保 有
Ind irect 
Ownersh ip 

持分の割合 
Ratio  of 
Ownersh ip 

受益 の割合 ＝ 
租税 条約の 適用を 受ける割 合 
Prop ortion o f ben efit =  
Prop ortion for App licatio n o f 
Convention

□ % %

□ % %

□ % %

□ % %

□ % %

合 計 Tota l  % %

７  日本の税法上、団体 の構成員が納税義務者とされるが、 租税 条約の相手国ではその団体が納税義務 者とされており、かつ、租税条約の 規定により
その団体の所得とし て取り扱われる部分に対して租税条約 の適用を受けることとされている場 合の 記載事項等（注５）；
Details if, wh ile the partner o f the ent ity is taxab le under Jap anese tax law, the en ti ty is treated  as taxable pe rs on in th e o th er con tracting co un try o f 

th e conven tio n, and if the convention  is  app licable to  income that is treated as income  of the entity in accordance w ith  the prov ision s o f th e co nven tion  
(No te 5) 
申請書に記載した団体は、認定を受けようとする相手国団体所得、第三国団体所得又は特定所得につき、租税条約の相手国において次の法令に

基づいて、次の日以後、法人として課税されることとされています。 
The en t ity is taxable as  a  corporation regard ing the in come for determ in at ion  s ince the fo llow ing date u nde r the fo llow ing law  in  the other contractin g 

country o f th e co nvention. 
根 拠法令                                              効 力を生 じる日      年     月    日  

Appl icab le law                                                           Effectiv e d ate                         

（次の事項は、上記１か ら５の中に必ず記入してください。）

(Following I nformat ion m ust be  inc luded in  1 though 5 above .) 

① 設立又は組織年 月日

Date of Estab lishment  or Organ izat ion  

② 設立又は組織さ れた場所

P lace  wh ere  Co rp oration was estab lished o r o rg an ized 

③ 資本金額又は出 資金額

Amount of Cap ita l 

④ 居住地国におけ る営業又は事業活動の内容

De scription  o f Bus ines s in Country o f Residence 

⑤ 日本国内におい て営業又は事業活動を行っている場合 、その営業又は事業活動の内容

Details o f Busin ess in  Japan, if any 

⑥ 日本国内に恒久 的施設を有する場合、その名称及び所 在地

N ame and Addres s of Permanent Establishmen t(s) in  Japan, if any 

様 式 18 
FO RM  （ 別紙）

【その他の必要な記載事 項】（これらの記載事項は、適宜の 様式に記載してください。）

 [Other requ ired  In fo rmation]  (The fol low ing in formati on s hou ld be p rovided in o th er approp riate forms.) 

１ 認定を受けることが できるとする理由の詳細 

Details o f the reasons you  are to be given  determinat io n.

(1) 租税条約に規定する特典条項の基 準を満たさない理由の詳細

Deta ils o f the Reaso ns  You do NOT q ualify u nde r the L imitat ion o n Benefit s Arti c le of the Con vention  

(2) 租税条約に規定 する特典条項の基準を満たさないにも関 わらず、租税条約により認められる特 典を 受けようとする理由の詳細
Details o f the Re asons you apply fo r Benefit s of the Conven tion , although  You d o NOT qualify u nd er the L im itat ion  on Bene fits  Artic le o f 

Convent ion . 

(3) その設立、取得 又は維持及びその業務の遂行が租税条約 の特典を受けることをその主たる目的 とす るものではないとする理由の詳細
Details o f the Reason s the Establishment, Acqu isit ion  or Main tenance  of the App licant and  th e Condu ct of  its  Operat ions are con sidered  as NOT 

having the obtainin g of b enefi ts u nde r the Con vention  as  one of their  pr incip le pu rpose s. 

２ 居住地国における法 人税に相当する税の課税状況（直前 ３事 業年度分）

Descript ion s of Tax Obl igation  in Country  o f Resid ence fo r Tax th at is equiv alent to the Japanese Corpo rat ion  Tax (fo r p re ce ding 3  taxable Years) 

３ 認定を受けようとす る国内源泉所得の種類ごとの金額、 支払 方法、支払期日及び支払の基因となっ た契約の内容 
Amount o f e ach  K ind , method of Payment , Date  of Paymen t and  Summary o f unde rlyi ng Contract of  the Japan ese S ou rce In come for wh ich  Application  

fo r Determinatio n is  req uested 

４ 認定を受けようとす る国内源泉所得の支払者の氏名及び 住所 若しくは居所又は名称及び本店若しく は主たる事務所の所在地 
Fu ll name and  Domicile o r R esidence; o r Name and Place o f head O ff ice o r main O ffice o f the Payer o f the Japanes e Source In come for wh ich  

Dete rmin ation  is requeste d 

５ その他参考となる事 項 

Other relevan t In form ation  
６ 日本の税法上､外国 法人が納税義務者とされるが､租税条 約の相手国では､その外国法人の株 主等が納税義務者とされており、かつ 、租税条約の規定

によりその株主等で ある者（相手国居住者に限ります ｡）の所得として取り扱われる部分 に対 して租税条約の適用を受けることと されている場合の租
税条約の適用を受け る割合に関する事項等 (注４ )；
Deta ils of  p ro port ion  of  in come to  which  the con vention  is  app licable, if the  fo re ign company is  taxab le as a  company  u nder Japanese tax law, and  the 

member o f the comp any is treated as  taxable person  in the o ther contracting co un try of  th e convention; and if the conve nt io n i s app licab le to income 
that is  treate d as income o f th e member (limite d to a res iden t o f the other con tracting country) of the fo re ign company in acco rdance w ith the provi sions 
of the conven tio n (No te 4)

申 請書に 記載した 外国法 人は､認定を 受けよ うとす る株主等所得 につき、 租税条 約の相 手国に おいて次の法令 に基づ いて、次 の日以後、そ の株主等 である
者が 課税さ れるこ ととされ ていま す｡ 
The member o f the fo reign  company is taxab le  in the o ther con tractin g co un try regarding the income  fo r determ inatio n since  the follo w ing date under 

the foll ow ing law  of the other con tracting coun try 

根 拠法令                                              効 力を生 じる日      年     月    日  
Appl icab le law                                                           Effectiv e d ate                 

外国 法人の 株主等で租税条 約の適 用を受ける者の 名称 
Name  o f membe r o f th e foreign  company to w hom the Conven ti on is  
app licable

間接保 有
Ind irect 
Ownersh ip 

持 分の割 合 
Ratio  of 
Ownersh ip 

受益の割合＝ 
租税条約の適用を 受ける割合 
Proport ion o f benefit =  
Proport ion for App lication o f 
Conven tion

□ % %

□ % %

□ % %

□ % %

□ % %

合 計 Tota l  % %

７  日本の税法上、団体 の構成員が納税義務者とされるが、 租税 条約の相手国ではその団体が納税義務 者とされており、かつ、租税条約の 規定により
その団体の所得とし て取り扱われる部分に対して租税条約 の適用を受けることとされている場 合の 記載事項等（注５）；
Deta ils if, wh ile the p artn er o f the ent ity is taxab le under Japanese tax law, th e entity is treated  as taxable pe rs on in th e o th er con tractin g coun try o f 

the conven tion, an d if the con vention  is  applicable to  in come that is t reated as income  o f the entity in accordance w ith  the prov isions o f the co nven tion  
(No te 5) 
申請書に記載した団体は、認定を受けようとする相手国団体所得、第三国団体所得又は特定所得につき、租税条約の相手国において次の法令に

基づいて、次の日以後、法人として課税されることとされています。 
The en t ity is taxable as  a  corporati on regard ing the in come for d eterminat ion  s ince the fo llow ing d ate u nde r th e fo llow ing law  in  the other co ntract ing 

coun try o f the conven ti on. 
根 拠法令                                              効 力を生 じる日      年     月    日  

Appl icab le law                                                           Effectiv e d ate                         

（次の事項は、上記１か ら５の中に必ず記入してください。）

(Following  Informat ion m ust be  inc luded in  1 though 5 above .) 

① 設立又は組織年 月日

Date of Estab lishment or Organ izat ion  

② 設立又は組織さ れた場所

P lace  where  Co rp oration was estab lish ed or o rg an ized 

③ 資本金額又は出 資金額

Amount of Cap ita l 

④ 居住地国におけ る営業又は事業活動の内容

De scr iption  o f Bus iness in Country o f Resid ence 

⑤ 日本国内におい て営業又は事業活動を行っている場合 、その営業又は事業活動の内容

Details o f Business in  Japan, if any 

⑥ 日本国内に恒久 的施設を有する場合、その名称及び所 在地

Name and Add res s of  Perman ent Establishmen t(s) in  Jap an, if any 

様 式 18 
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改 正 後 改 正 前 

（273 租税条約に基づく認定を受けるための申請書） （273 租税条約に基づく認定を受けるための申請書） 

（別紙）

【必要な添付書類】（注 10、11）
Required Attachments (note 10 and 11) 

１ 居住地国の権限ある当局が発行した居住者証明書

Residency Ce rt ificat ion issued by the Competent Autho rity of the Country of Residence

□ 添付

Attached

２ 認定を受けることができるとする理由の詳細を明らかにする書類 

Documents showing the Details of Reasons  You are to  be given  Determination

(1) 租税条約に規定する特典条項の基準を満たさない理由の詳細に関して参考となる書類

Documents relevant to  the Reasons you do NOT qualify under the Limi tation on Bene fits  Article of Convention

□ 添付

Attached

(2) その設立、取得又は維持及びその業務の遂行が租税条約の特典を受けることをその主たる目的とするものではないことを

明らかにする書類
Documents showing  that the Estab lishm ent, Acquisit ion or Main tenance of the Applicant and the Conduct of its Operations  are 

considered as NOT having  the obtain ing o f benefits under the Conven tion as one of their principle purposes

□ 添付

Attached

(3) その他参考となる書類

Other relevan t Documents

□ 添付

Attached

３ 居住地国における法人税に相当する税の課税状況を明らかにする書類（直前３事業年度分）

Documents showing Tax Ob ligation  in Coun try of Re sidence for Tax that is equivalent to  Japanese Corporation Tax (for preced ing taxable 3 Years)

(1) 居住地国における法人税に相当する税の税務申告書の写し（直前３事業年度分）

Cop ies o f final  Tax Returns for Tax that is equ ivalent to Japanese Corporation Tax (for preceding taxable 3 Years)

□ 添付

Attached

(2) 財務諸表の写し（直前３事業年度分）

Cop ies o f financial Statements (for preceding taxable 3 Years)

□ 添付

Attached

４ 認定を受けようとする国内源泉所得の種類ごとの金額、支払方法、支払期日及び支払の基因となった契約の内容を明らかにする書

類
Documents  showing the Amount o f each Kind, Method o f Payment, Date of P ayment and underlying Contract of the Japanese Source 

Incom e for which Applicat ion  for Dete rmination  is requested

□ 添付

Attached

様 式 18 
FORM 

（別紙）

【必要な添付書類】（注 10、11）
Required Attachments (note 10 and 11) 

１ 居住地国の権限ある当局が発行した居住者証明書

Residency Ce rt ification issued by the Competent Autho rity of the Country of Residence

□ 添付

Attached

２ 認定を受けることができるとする理由の詳細を明らかにする書類 

Documents showing the Details o f Reasons  You are to  be given Determination

(1) 租税条約に規定する特典条項の基準を満たさない理由の詳細に関して参考となる書類

Documents relevant to the Reasons you do NOT qualify under the Limitation on Bene fits  Article of Convention

□ 添付

Attached

(2) その設立、取得又は維持及びその業務の遂行が租税条約の特典を受けることをその主たる目的とするものではないことを

明らかにする書類
Documents showing  that the Estab lishm ent, Acquisit ion or Main tenance of the Applicant and the Conduct of its Operations  are 

considered as NOT having  the obtain ing o f benefits under the Convention as one of their p rinciple purposes

□ 添付

Attached

(3) その他参考となる書類

Other relevant Documents

□ 添付

Attached

３ 居住地国における法人税に相当する税の課税状況を明らかにする書類（直前３事業年度分）

Documents showing Tax Ob ligation  in Coun try of Re sidence for Tax that is equivalent to  Japanese Corporation Tax (for p reced ing taxabl e 3 Years)

(1) 居住地国における法人税に相当する税の税務申告書の写し（直前３事業年度分）

Copies o f final  Tax Returns for Tax that is equ ivalent to  Japanese Corporation Tax (for preceding taxable 3 Years)

□ 添付

Attached

(2) 財務諸表の写し（直前３事業年度分）

Copies o f financial Statements (for p receding taxable 3 Years)

□ 添付

Attached

４ 認定を受けようとする国内源泉所得の種類ごとの金額、支払方法、支払期日及び支払の基因となった契約の内容を明らかにする書

類
Documents  showing the Amount o f each Kind, Me thod o f Payment, Date of Payment and underlying Contract of the Japanese Source 

Incom e for which Applicat ion  for Dete rmination  is requested

□ 添付

Attached

様 式 18 
FORM 



改 正 後 改 正 前 

（273 租税条約に基づく認定を受けるための申請書） （273 租税条約に基づく認定を受けるための申請書） 

「租税条約に基づく認定を受けるための申請書」に関する注意事項
INSTRUCTIONS FOR “APPLICATION FORM FOR COMPETENT AUTHORITY DETERMINATION” 

注 意 事 項
申請書の提出について 
１ この申請書は、租税条約の特典条項の要件を満たさない者が、租税条約

の特典を受けるために、租税条約に基づく権限ある当局の認定を受けよう
とする場合に使用します。 

２ この申請書は、正副２通を作成して麹町税務署長を経由して、国税庁長
官に提出してください。 

３ この申請書の記載事項について異動を生じた場合には、その異動を生じ
た事項、その異動を生じた日その他参考となるべき事項を適宜の様式に記
載し、速やかに麹町税務署長を経由して、国税庁長官に提出してください。

４ 適用を受ける租税条約に両国間で課税上の取扱いが異なる事業体に関
する規定がある場合には、次の点にご注意ください（５において同じで
す。）。

外国法人であって、相手国ではその株主等が納税義務者とされるもの
が支払を受ける所得については、相手国の居住者である株主等（その株
主等の受益する部分に限ります｡）についてのみその租税条約の規定の適
用を受けることができます｡上記に該当する外国法人は､次の書類を添付
して提出してください｡
① 申請書に記載した外国法人が相手国においてその株主等が課税を受

けていることを明らかにする書類
② ｢外国法人の株主等の名簿 (様式16)｣
③ 相手国の権限ある当局の株主等である者の居住者証明書

なお、この場合には､添付書類については、各株主等のうち、租税条約
に基づく認定を要する者のものを添付してください｡

５ その租税条約の相手国の居住者に該当する団体であって、日本ではその
構成員が納税義務者とされる団体の構成員（その団体の居住地国の居住者
だけでなく、それ以外の国の居住者や日本の居住者も含みます。以下同じ
です。）は、この申請書に次の書類を添付して提出してください。 

なお、その団体の構成員のうち特定の構成員が他の全ての構成員から
「相手国団体の構成員の名簿（様式 16）」に記載すべき事項について通知
を受けその事項を記載した「相手国団体の構成員の名簿（様式 16）」を提
出した場合には、全ての構成員が申請書を提出しているものとみなされま
す。 

① 申請書に記載した団体が居住地国において法人として課税を受け
ていることを明らかにする書類 

② 「相手国団体の構成員の名簿（様式 16）」 
③ 相手国の権限ある当局の団体の居住者証明書 

なお、この場合には、添付書類は、申請書に記載した団体のものを
添付してください。 

６ この申請書を納税管理人以外の代理人によって提出する場合には、その
委任関係を証する委任状をその翻訳文とともに添付してください。

申請書の記載について 
７ 申請書の□欄には、該当する項目についてレ印を付してください。 
８ 居住地国において納税者番号を有する場合には、その納税者番号を括弧

書きで記載してください。 
納税者番号とは、租税の申告、納付その他の手続を行うために用いる番

号､記号その他の符号でその手続をすべき者を特定することができるもの
をいいます。支払を受ける者が納税者番号を有しない場合や支払を受ける
者の居住地である国に納税者番号に関する制度が存在しない場合には納
税者番号を記載する必要はありません 

９ 認定を受けようとする国内源泉所得について、所得税第 161 条又は法人
税法第 138 条の該当号数を記載するとともに、その国内源泉所得の内容を
括弧書きで簡記してください。 

申請書の添付書類について 
10 添付した書類については、□欄にレ印を付してください。 
11 居住者証明書以外の添付書類については、その書類が外国語で作成

されている場合には、その翻訳文を合わせて添付してください。 

この申請書に記載された事項その他租税条約に基づく認定を行うために必
要な事項については、別に説明資料を求めることがあります。

INSTRUCTIONS
Submission of the form  
1  This form is to be used when a person who does NOT qualify under 
the Limitation of Benefits Article in the Convention applies for 
competent authority determination in order to be granted benefits of 
Convention. 
2 This form must be submitted in duplicate to the Commissioner of the 
National Tax Agency via the District Director of Kojimachi Tax Office.

3  To make a any change to the information submitted on this form, 
describe the change, the date of the change occurred and other 
relevant information on separate sheet and submit it to the 
Commissione r of the National Tax Agency via the District Director of 
Kojimachi Tax Office as soon as possible. 
4  In the case where there exists an applicable convention between 
both countries with provisions for an entity that is treated dif ferently 
for tax purposes, the next point should be noted (same as for column 
5). 
In the case of income that is received by a foreign company whose 
member is treated as a taxable person in the Contract ing State other 
than Japan the Income Tax Convention is applicable only to members 
that are residents of the Contracting State (to the extent that such
income is a benefit of the members). Foreign companies that fall under 
this category should attach the following documents to this form: 
① Documents showing that the member of the foreign company is 
treated as a taxable person in the Contracting State. 

② "List of the Members of the Fore ign Company (Form 16)" 
③  The residency certification for shareholders of competent 
authority in the other country. 
Also attach the attachments to the form for the members among 
those discribed in ②  who require the competent authority 
determination. 

5  A Partner of an entity that is a resident of the Contracting State 
other than Japan under the Income Tax Convention (including a 
partner that is res ident of Japan or any other country, in addition to 
the country of which the entity is a resident; the same applies below) 
and whose partners are taxable persons in Japan must submit this form 
attached with the following documents. 
If a specific partner of the entity is notified of required information to 

ente r in "List of the Partners of Entity (Form 16)" by all of the other 
partners and "List of the Partners of Entity (Form 16)" filled with the 
notified information, all of the partners are deemed to submit the 
application form. 
① Documents showing that the entity is taxable as a corporation in 
its residence country. 

② "List of the Partners of Entity (Form 16)" 
③ The residency certification for entity of competent authority in the 
other country 
In this case, attach the attachments to the form for the entity. 

6  An Agent other than the Tax Agent must attach a power of attorney 
toge ther with its Japanese translation. 

Preparation of the  form  
7  Applicable blocks must be checked. 
8  Enter the Taxpayer Identif ication Number in  brackets, if you have it 
in country of residence. 
The Taxpayer Identification Number is a number, code or symbol 

which is used for filing of return and payment of due amount and other 
procedures regarding tax, and which identifies a person who must take 
such procedures. If a system of Taxpayer Identi fication Number does 
not exist in the  country where  the recipient resides, or i f the  recipient 
of the payment does not have  a Taxpayer Identification Number, it is 
not necessary to enter the Taxpayer Identification Number. 

 9  Enter the number of the applicable subparagraph the Article  161 of 
the Income Tax Law or of the Article 138 of the Corporation Tax Law 
regard ing the Japanese source income for which application for 
determination is requested, and indicate the income in brackets. 

Attachments to the form  
10  Applicable  blocks must be checked. 
11 Attach Japanese translat ions if at tached documents are writ ten in foreign 
language (except for residency certification).

If necessary, the applicant may be requested to furnish further 
information and documents for items stated in th is form and other 
necessary items for determ ination. 

様 式 18 
FORM 

「租税条約に基づく認定を受けるための申請書」に関する注意事項
INSTRUCTIONS FOR “APPLICATION FORM FOR COMPETENT AUTHORITY DETERMINATION” 

注 意 事 項
申請書の提出について 
１ この申請書は、租税条約の特典条項の要件を満たさない者が、租税条約

の特典を受けるために、租税条約に基づく権限ある当局の認定を受けよう
とする場合に使用します。 

２ この申請書は、正副２通を作成して麹町税務署長を経由して、国税庁長
官に提出してください。 

３ この申請書の記載事項について異動を生じた場合には、その異動を生じ
た事項、その異動を生じた日その他参考となるべき事項を適宜の様式に記
載し、速やかに麹町税務署長を経由して、国税庁長官に提出してください。

４ 適用を受ける租税条約に両国間で課税上の取扱いが異なる事業体に関
する規定がある場合には、次の点にご注意ください（５において同じで
す。）。

外国法人であって、相手国ではその株主等が納税義務者とされるもの
が支払を受ける所得については、相手国の居住者である株主等（その株
主等の受益する部分に限ります｡）についてのみその租税条約の規定の適
用を受けることができます｡上記に該当する外国法人は､次の書類を添付
して提出してください｡
① 申請書に記載した外国法人が相手国においてその株主等が課税を受

けていることを明らかにする書類
② ｢外国法人の株主等の名簿 (様式16)｣
③ 相手国の権限ある当局の株主等である者の居住者証明書

なお、この場合には､添付書類については、各株主等のうち、租税条約
に基づく認定を要する者のものを添付してください｡

５ その租税条約の相手国の居住者に該当する団体であって、日本ではその
構成員が納税義務者とされる団体の構成員（その団体の居住地国の居住者
だけでなく、それ以外の国の居住者や日本の居住者も含みます。以下同じ
です。）は、この申請書に次の書類を添付して提出してください。 

なお、その団体の構成員のうち特定の構成員が他の全ての構成員から
「相手国団体の構成員の名簿（様式 16）」に記載すべき事項について通知
を受けその事項を記載した「相手国団体の構成員の名簿（様式 16）」を提
出した場合には、全ての構成員が申請書を提出しているものとみなされま
す。 

① 申請書に記載した団体が居住地国において法人として課税を受け
ていることを明らかにする書類 

② 「相手国団体の構成員の名簿（様式 16）」 
③ 相手国の権限ある当局の団体の居住者証明書 

なお、この場合には、添付書類は、申請書に記載した団体のものを
添付してください。 

６ この申請書を納税管理人以外の代理人によって提出する場合には、その
委任関係を証する委任状をその翻訳文とともに添付してください。

申請書の記載について 
７ 申請書の□欄には、該当する項目についてレ印を付してください。 
８ 居住地国において納税者番号を有する場合には、その納税者番号を括弧

書きで記載してください。 
納税者番号とは、租税の申告、納付その他の手続を行うために用いる番

号､記号その他の符号でその手続をすべき者を特定することができるもの
をいいます。支払を受ける者が納税者番号を有しない場合や支払を受ける
者の居住地である国に納税者番号に関する制度が存在しない場合には納
税者番号を記載する必要はありません 

９ 認定を受けようとする国内源泉所得について、所得税第 161 条又は法人
税法第 138 条の該当号数を記載するとともに、その国内源泉所得の内容を
括弧書きで簡記してください。 

申請書の添付書類について 
10 添付した書類については、□欄にレ印を付してください。 
11 居住者証明書以外の添付書類については、その書類が外国語で作成

されている場合には、その翻訳文を合わせて添付してください。 

この申請書に記載された事項その他租税条約に基づく認定を行うために必
要な事項については、別に説明資料を求めることがあります。

INSTRUCTIONS
Submission of the form  
1  This form is to be used when a person who does NOT qualify under 
the Limitation o f Benefits Article in the Convention applies for 
competent authority determination in order to be granted benefits of 
Convention. 
2 This form must be submitted in duplicate to the Commissioner of the 
National Tax Agency via the District Director of Kojimachi Tax Office.

3  To make a any change to the information submitted on this form, 
describe the change, the date of the change occurred and other 
relevant information on separate sheet and submit it to the 
Commissione r of the National Tax Agency via the District Director of 
Kojimachi Tax Office as soon as possible. 
4  In the case where there exists an applicable convention between 
both countries with provisions for an entity that is treated dif ferently 
for tax purposes, the next point should be noted (same as for column 
5). 
In the case of income that is received by a foreign company whose 
member is treated as a taxable person in the Contract ing State other 
than Japan the Income Tax Convention is applicable only to members 
that are residents of the Contracting State (to the extent that such
income is a benefit of the members). Foreign companies that fall under 
this category should attach the following documents to this form: 
① Documents showing that the member of the foreign company is 
treated as a taxable person in the Contracting State. 

② "List of the Members of the Fore ign Company (Form 16)" 
③  The residency certification for shareholders of competent 
authority  in the other country. 
Also attach the attachments to the form for the members among 
those discribed in ②  who require the competent authority 
determination. 

5  A Partner of an entity that is a resident of the Contracting State 
other than Japan under the Income Tax Convention (including a 
partner that is resident of Japan or any other country, in addition to 
the country of which the entity is a resident; the same applies below) 
and whose partners are taxable persons in Japan must submit this form 
attached with the following documents. 
If a specific partner of the entity is notified of required information to 

ente r in "List of the Partners of Entity (Form 16)" by all o f the other 
partners and "List of the Partners of Entity (Form 16)" filled with the 
notified information, all of the partners are deemed to submit the 
application form. 
① Documents showing that the entity is taxable as a corporation in 
i ts residence country. 

② "List of the Partners of Entity (Form 16)" 
③ The residency certification for entity of competent authority in the 
other country 
In this case, attach the attachments to the form for the entity. 

6  An Agent other than the Tax Agent must attach a power of attorney 
toge the r with its Japanese translation. 

Preparation of the form  
7  Applicab le blocks must be checked. 
8  Enter the Taxpayer Identif ication Number in  brackets, if you have it 
in country of residence. 
The Taxpayer Identification Number is a number, code or symbol 

which is used for filing of return and payment of due amount and other 
procedures regarding tax, and which identifies a person who must take 
such procedures. If a system of Taxpayer Identi fication Number does 
not exist in the  country where  the recipient resides, or i f the recipient 
of the payment does not have  a Taxpayer Identification Number, it is 
not necessary to enter the Taxpayer Identification Number. 

 9  Enter the number of the applicable subparagraph the Article 161 of 
the Income Tax Law or of the Article 138 of the Corporation Tax Law 
regard ing the Japanese source income for which application for 
determination is requested, and indicate the income in brackets. 

Attachments to the form  
10  Applicable blocks must be checked. 
11 Attach Japanese translat ions if attached documents are writ ten in foreign 
language (except for residency certification).

If necessary, the applicant may be requested to furnish further 
information and documents for items stated in th is form and other 
necessary items for determ ination. 

様 式 18 
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改 正 後 改 正 前 

（274 租税条約に関する届出書（組合契約事業利益の配分に対する所得税及び復興特別所得税の免除）） （274 租税条約に関する届出書（組合契約事業利益の配分に対する所得税の免除）） 

租 税 条 約 に 関 す る 届 出 書 

APPLICATION FORM FOR INCOME TAX CONVENT ION 

この届出書の記 載に当たっては、別紙の注意事項を参照し てく ださい。  
See  separate instructions.

       税務署長殿  
To the D is tr ict Di rec tor, T ax O ff ice  
１  適用を 受ける租税条約に関する事項 ；

App lic ab le I ncome  Ta x Convention
日本国 と                        との間の租税条約第   条第   項   
The Income Tax Convention be tween J apa n and                            ,Artic le     ,para.

２  利益の 配分（支払）を 受ける 者に関する事項；  
Detail s o f Rec ip ient of Distribution o f Bus iness Prof its 

氏 名 又 は 名 称  
Full nam e

個 人 の 場 合
Individual

住 所 又 は 居 所 
Domicil e o r re side nce

（電話番号  Te le phone Number）

国 籍 
Nationali ty

法 人 その 他 の 
団 体 の 場 合 

Corporation 
o r other 
e nti ty

本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地  
P lac e of head off ice  o r ma in of fic e

（電話番号  Te le phone Number）

設 立 又 は 組 織 さ れ た 場 所 
P lace where  the  Corporation was  
e stab lished  or org anized

事 業 が 管 理 ・支 配 さ れ てい る 場 所 
P lace where  the  busine ss  i s m anaged 
or con trolled

（電話番号  Te le phone Number）

届出書 の「 ５」の 利益に つき 居 住者 とし て 課税 さ れ
る国、納税地（注６）  
Country where the recipient is taxable as resident on Profits
mentioned in  5 below and th e place where he is to pay tax (Note  6)

(納 税者番号  Taxpa ye r Iden t ifica tion N umber)

３  組合（ これに類するものを含 みます ｡）に 関す る事 項；
Detail s o f Pa rtne rship  ( including similar entity )  

名 称 
Full nam e

国 外 に あ る 主 た る 事 務 所 の 所 在 地  
P lace  of head off ice  (ma in  o ff ice ) abroad

（電話番号  Te le phone Number）

国 内 に あ る 事 務 所 等 の 所 在 地（ 注７）  
Pla ce o f off ice , e tc. in Japan (Note  7)

（電話番号  Te le phone Number）

組 合 契 約 事 業 の 概 要 
Outl ine of  business under pa rtne rsh ip  ag reem ent

国 内 に お い て 組 合 契 約 事 業 を 開 始 し た 日  
Date of commencement of business under partnership agreement

４  利益の 支払者（組合員 ）に関 する事項（注８）；
Detail s o f Pa yer o f Distribution  o f B usine ss P rof its  (p artner) (Note 8 )  

源泉 徴収 に係 る所 得税 及び 復興 特別 所得税 の納 税地
Place where the payer is to pay withholding tax

（電話番号  Te le phone Number）

１

氏 名 又 は 名 称
Fu ll  n ame

住所（居所）又は本店 （主たる事務所）の所在地
Domicile ( res idence)  or P lace  of head of f ice  
(m ain offic e)

（電話番号  Te le phone Number）

２

氏 名 又 は 名 称
Fu ll  n ame

住所（ 居所）又は本店（主 たる 事務 所）の所在地
Domicile ( res idence)  or P lace  of head of f ice  
(m ain offic e)

（電話番号  Te le phone Number）

３

氏 名 又 は 名 称
Fu ll  n ame

住所（ 居所）又は本店（主 たる 事務 所）の所在地
Domicile ( res idence)  or P lace  of head of f ice  
(m ain offic e)

（電話番号  Te le phone Number）

 様 式  19 

FORM  ( )税 務 署 整 理 欄

For  o f fici al use on ly

適 用； 有、無

払
者 受

付
支     印

務
署 受

付
税     印

組合契約事業利益の配分に対する所得税及び復興特別所得税の免除

Relief  f rom  Japanes e Income Tax and  Sp ec ia l In com e Tax f or

R econs tru ct io n o n D ist ri but ion  o f Bu sin ess Prof its  f rom  Pa rtn ers hip  

A gree men ts  

租 税 条 約 に 関 す る 届 出 書 

APPLICATION FORM FOR INCOME TAX CONVENTION 

この届出書の記載に当たっては、 別紙 の注意事項を参照してください。 
See  separate instruct ions.

       税務署長 殿 
To the D istr ict Direc tor, Tax O ff ice  
１  適用を受ける租税条 約に 関す る事項；

Applic ab le I ncome  Ta x Convention
日本国と                         との間の租税条約第   条第   項   
The  Income Tax Conv en tion be tween  Japa n and                            ,Artic le     ,para.

２  利益の配分（支払） を受ける者に関する 事項；  
De tails o f  Rec ip ie nt of  Di stribu tion of Business Pro fits  

氏 名 又 は 名 称  
Fu ll nam e

個 人 の 場 合
Individual

住 所 又 は 居 所 
Domicile or re sidence

（電話番号  Te le phone Number）

国 籍 
Nationali ty

法 人 その 他 の 
団 体 の 場 合 

Corpo rat ion  
o r o ther 
e nti ty

本 店 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地  
P lace o f he ad  o ff ice  or ma in  of fic e

（電話番号  Te le phone Number）

設 立 又 は 組 織 さ れ た 場 所 
P lac e where  the Corporation was  
e stabli shed or org anized

事 業 が 管 理 ・ 支 配 さ れ てい る 場 所 
P lac e where  the business  is m anaged 
or contro lle d

（電話番号  Te le phone Number）

届出書 の「 ５」の 利益に つき居 住者 として 課税さ れ
る国、納税地（注６）  
Country where the recipient is taxable as resident on Profits
mentioned in  5  below and the place whe re he is to pay tax (No te  6)

(納税者番号 Tax pa ye r I dent ifica tio n N umbe r)

３  組合（これに類する もの を含みます ｡）に関する事項；
De tails o f  Pa rtne rship ( including similar en tity )  

名 称 
Fu ll nam e

国 外 に あ る 主 た る 事 務 所 の 所 在 地  
P lace  o f head  o ff ice  (ma in off ice ) abroad

（電話番号  Te le phone Number）

国 内 に あ る 事 務 所 等 の 所 在 地（注７）  
Pla ce o f o ff ice , e tc. i n Japan  (Note  7 )

（電話番号  Te le phone Number）

組 合 契 約 事 業 の 概 要 
Outl ine o f business under pa rtne rship ag reem ent

国 内 に お い て 組 合 契 約 事 業 を 開 始 し た 日  
Date of commencement of business under partnership agreement

４  利益の支払者（組合 員）に関する事項（注８）；
De tails o f  Pa yer o f  Distribut ion of B usiness P rof its  (partner) (No te 8 )  

源 泉 徴 収 に 係 る 所 得 税 の 納 税 地
Place where the payer is to pay withholding tax

（電話番号  Te le phone Number）

１

氏 名 又 は 名 称
Fu ll  n ame

住所（居所）又は本店（主 たる事務所）の所在 地
Domici le ( res idence)  or P lace  of head off ice  
(m ain off ic e)

（電話番号  Te le phone Number）

２

氏 名 又 は 名 称
Fu ll  n ame

住所（居所）又は本店（主たる事務所）の 所在 地
Domici le ( res idence)  or P lace  of head off ice  
(m ain off ic e)

（電話番号  Te le phone Number）

３

氏 名 又 は 名 称
Fu ll  n ame

住所（居所）又は本店（主たる事務所）の 所在 地
Domici le ( res idence)  or P lace  of head off ice  
(m ain off ic e)

（電話番号  Te le phone Number）

 様  式  19  

FORM  ( )税 務 署 整 理 欄

For  o f fici al u se on ly

適用；有、無

払
者 受

付
支     印

務
署 受

付
税     印

組合契約事業利益の配分に対する所得税の免除

Rel ie f fro m  Jap an ese Income Tax on  Dis tr ib ut ion   

of  Bus ines s Prof its  from  Partn ers hip  Agreemen ts  



改 正 後 改 正 前 

（274 租税条約に関する届出書（組合契約事業利益の配分に対する所得税及び復興特別所得税の免除）） （274 租税条約に関する届出書（組合契約事業利益の配分に対する所得税の免除）） 

５ 届出書 の「 ４」 の支払者から配分（支払）を受ける 利益で「１ 」の租税条約の規定の適用を受けるものに 関す る事 項（注９）；
Details o f  Distribution of B usiness  Pro f its rece iv ed  f rom Pay er to whic h Convention me ntioned  in 1  abov e is app l icab le  (No te 9 )  

計 算 期 間 
Pe riod of computat ion  

金 銭 等 の 交 付 日 
Date of issuance of distribution
of business profits (money, etc.)

当該計算期間における利益の総額 (A)
Total amount of  bus iness  
prof its  in com putat ion  period   

配 分を 受け る割 合  (B)
Proportion of distribution
received

配分を受ける利益の額(A×B)
Amount of dis tribut ion  of  
business profits re ceived

～    
％

６ その他参考となるべき 事項（ 注10）；
Others  (No te 10) 

○  代理人 に関 する 事項  ；  この届出書を代理人によ って提出する場合には、次の欄に記載してください。
Detai ls o f the Agent ；  If th is form is p repared and submitted  by the  Agent, f i ll out the  fol lowing Columns.

代 理 人 の 資 格
Capa city o f Agent 
in Japan

氏 名 （ 名 称 ）
Ful l name

納 税管理 人の届 出をした 税務署名
Name  of  the T ax Offic e where 
the T ax Agent is  reg istered

□ 納税 管理人  ※
Tax Agent

□ その 他の代理人
Other Ag en t

住所 （ 居 所・ 所在 地）
Domic ile  (Re sidenc e 
or locat ion)

(電 話番 号 Te lephone  Number)  

税務署
Tax  Offi ce

○  適用を受け る租 税条 約が特典条項を 有す る租税条約である場合；  
If the  app lic abl e convention has a rti cle  of lim itation on be ne fits

特典条項に関 する 付表 の添付  □有Yes   
□添付省略 Attachment not required 
(特典条項に関す る付表を 添付して提出した租 税条 約に 関する 届出書の提 出日      年     月     日 ) 

   利益の配 分（ 支払 ）を受 ける者又 はそ の代理人の署名
Signature of  the  Recipient of  D istribut ion of Busine ss P rof its  or h is  Agen t

※  「 納税 管理 人」 とは 、 日 本 国の 国税 に関 する 申告 、申 請 、請
求、届 出、 納付 等の事項 を処理させるた め、国 税通則法の規定に
より選 任し 、か つ、日本 国における 納税地の所 轄税務署長に届出
をした代理人 をいいます。

※ “T ax Agen t” m eans a person who is appo in ted by  the  
taxpaye r and  is reg is tered  at the D istrict Dire ctor o f Tax  
Of fice for the p lace  where  the taxpay er is  to  pay  his tax,  in  
orde r to have  such age nt take  nece ssary  proc edure s 
concern ing the  Japanese national  taxes, such as fil ing a  
return, appli cat ions, c laims,  paymen t o f taxe s,  etc. , under the  
provis ions of  the G eneral  Law for National  Taxes. 

"Attachm ent Fo rm fo r 
Limitation  on  Bene fits  
Arti cle" attached  Date  of  pre vious  subm ission of the  appli cation  fo r income tax 

conv ention with the  "A tta chment Form for Limita tion on  Bene f its 
Article"

 私は、この届 出書 の「５」に記載した利益が「１」に 掲げる租税条約

の規定の適用を 受け るものであることを、「租税条約の 実施に伴う所得
税 法、法 人 税法 及び地 方税法 の特 例 等に 関 する法 律の施 行 に関 する 省
令 」の規定に より 届け出 ると と もに 、この届出書 (及び付表 )の 記載事項
が正確かつ 完全 であ ることを宣言します。

        年     月     日
D ate

  In a ccordance wi th the  prov is ions of  the M in i sterial Ord inance for 
the  Im plemen ta tion  of the Law c once rning the Special Measures o f 
the  Income  Tax Law, the  C orporat ion T ax Law and  the Local Ta x 
Law for the Enforcement o f Income Tax Conventions, I hereby  
submi t th is app lic ation fo rm under the  bel ief  that provisions  of the  
Income Tax  Convention mentioned in 1  above i s a ppl icab le  to
Distribut ion  of  Business Profi ts m en tione d in  5 above and  al so 
hereby declare that the  statement on th is form (and atta chment 
form ) is co rrect and comp lete  to the be st o f my  knowledge and 
beli ef . 

５ 届出書の「４」の支払者から配分（支払）を受ける利益で「１」の租税条約の規定の適用を受けるものに関する事項（注９）；
Details of Distribution of Business Profits received from Payer to which Convention mentioned in 1 above is applicable (Note 9)  

計 算 期 間 
Period of computation 

金 銭 等 の 交 付 日 
Date of issuance of distribution
of business profits (money, etc.)

当該計算期間における利益の総額 (A)
Total amount of business 
profits in computation period  

配分を受ける割合 (B)
Proportion of distribution
received

配分を受ける利益の額(A×B)
Amount of distribution of
business profits received

～   
％

６ その他参考となるべき事項（注10）；
Others (Note 10) 

○ 代理人に関する事項 ； この届出書を代理人によって提出する場合には、次の欄に記載してください。
Details of the Agent ； If this form is prepared and submitted by the Agent, fill out the following Columns.

代 理 人 の 資 格
Capacity of Agent 
in Japan

氏 名 （ 名 称 ）
Ful l name

納税管理人の届出をした税務署名
Name of the Tax Office where 
the Tax Agent is registered

□ 納税管理人 ※
Tax Agent

□ その他の代理人
Other Agent

住所（居所・所在地）
Domic ile (Residence 
or location)

(電話番号 Telephone Number) 

税務署
Tax Office

○ 適用を受ける租税条約が特典条項を有する租税条約である場合； 
If the applicable convention has article of limitation on benefits

特典条項に関する付表の添付 □有Yes   
□添付省略 Attachment not required 
(特典条項に関する付表を添付して提出した租税条約に関する届出書の提出日     年    月    日) 

   利益の配分（支払）を受ける者又はその代理人の署名
Signature of the Recipient of Distribution of Business Profits or his Agent

※ 「納税管理人」とは、日本国の国税に関する申告、申請、請
求、届出、納付等の事項を処理させるため、国税通則法の規定に
より選任し、かつ、日本国における納税地の所轄税務署長に届出
をした代理人をいいます。

※ “Tax Agent” means a person who is appointed by the 
taxpayer and is registered at the District Director of Tax 
Office for the place where the taxpayer is to pay his tax, in 
order to have such agent take necessary procedures 
concerning the Japanese national taxes, such as fil ing a 
return, applications, claims, payment of taxes, etc., under the 
provisions of the General Law for National Taxes. 

"Attachment Form for 
Limitation on Benefits 
Article" attached Date of previous submission of the application for income tax 

convention with the "Attachment Form for Limitation on Benefits 
Article"

 私は、この届出書の「５」に記載した利益が「１」に掲げる租税条約

の規定の適用を受けるものであることを、「租税条約等の実施に伴う所
得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律の施行に関する省
令」及び「復興特別所得税に関する省令」の規定により届け出るととも
に、この届出書 (及び付表 )の記載事項が正確かつ完全であることを宣言
します。

        年    月    日
Date

  In accordance with the provisions of the Ministerial Ordinance for 
the Implementation of the Law concerning the Special Measures of 
the Income Tax Law, the Corporation Tax Law and the Local Tax 
Law for the Enforcement of Income Tax Conventions and the 
Ministeria l Ordinance concerning Special Income Tax for 
Reconstruction, I hereby submit this application form under the 
belief that provisions of the Income Tax Convention mentioned in 1 
above is applicable to Distribution of Business Profits mentioned in 
5 above and also hereby declare that the statement on this form 
(and attachment form) is correct and complete to the best of my 
knowledge and belief.  



改 正 後 改 正 前 

（274 租税条約に関する届出書（組合契約事業利益の配分に対する所得税及び復興特別所得税の免除）） （274 租税条約に関する届出書（組合契約事業利益の配分に対する所得税の免除）） 

｢租税条約に関する届出書(組合契約事業利益の配分に対する所得税の免除)｣に関する注意事項
INSTRUCTIONS FOR “APPLICATION  FORM FOR RELIEF FROM  JAPANESE INCOME TAX ON 

DISTRIBUTION   OF BUSINESS   PROFITS  FROM  PARTNERSH IP  AGREEM ENTS”
注 意 事 項

届出書 の提出 につ いて
１  こ の届出 書は 、 組 合 契 約 に 基 づ く 事 業（組 合契 約 事 業 ） か ら 生 ず る

利益 （組合 契約 事 業 利 益 ） の 配 分 に係 る日本 国の 所 得 税 の 源 泉 徴 収 税
額に つ い て 、 租 税 条 約 の 規定 に 基 づ く 免 除（ 組 合契 約 事 業 利 益 に つ
き、 届出者 が① 国 内 に 恒 久 的 施 設 又は 固定的 施 設を 有 し な い こ と 、 ②
国内 に有す る恒 久 的 施 設 又 は 固 定 的 施 設 に帰 せら れ な い こ と 、 の い ず
れか を要 件と する 免 除 に 限り ます ｡ )を 受 け よ う と す る 場 合 に 使 用し ま
す 。

こ の場 合の 組合 契 約 と は 、 ① 民 法第 667条 第 １項 に 規 定 す る 組 合 契
約、 ②投資 事業 有 限 責 任 組 合 契 約 、③ 有限責 任 事業 組合 契 約 及 び ④ 外
国に おける ①～ ③ に 類 す る 契 約 を いい ます。

２  こ の届出 書は 、 複 数 の 組 合 契 約 を締 結 して いる 場 合 に は 組 合 契 約 ご
とに 作成し てく だ さ い 。

３  こ の届出 書は 、 正 副 ２ 通 を 作 成 して 組合契 約事 業 利 益 の 配 分 を す る
者（ ｢利 益 の 支 払 者（ 組合 員 ） ｣ と いい ま す ｡） に 提 出 し 、 そ の 提 出 を
受け た利益 の支 払 者 （ 組 合 員 ） は 、正 本 を、 最初 に そ の組 合 契 約 事 業
利益 につき 金銭 等 の 交 付 を す る 日 （こ の利益 に 係る 計 算 期 間 の 末 日 の
翌日 か ら２ か 月 を 経 過 す る日 ま でに 金 銭 等の 交 付が さ れ な い 場 合 に
は、 同日） の前 日 ま で に 組 合 契 約 事業 利益の 配分 に 係 る 所 得 税 法 第 17
条（ 源泉徴 収に 係 る 所 得 税 の 納 税 地） に規定 する 納 税 地 の 所 轄 税 務 署
長に 提出し てく だ さ い 。 こ の 届 出 書の 提出後 そ の記 載 事 項 に 異 動 が 生
じた 場合も 同様 で す 。

こ の場合 、届 出 書 の 提 出 を 受 け た 利 益 の 支 払 者（ 組 合 員 ） は 、届 出
書の 提出を 受け た 旨 を そ の 組 合 契 約 に お ける 他の 組 合 員 に 周 知 す る よ
うに してく ださ い 。

４  こ の届出 書を 納 税 管 理 人 以 外 の 代理 人 によ って 提 出 す る 場 合 には 、
その 委 任関 係 を 証 す る 委 任状 を その 翻 訳 文 と と もに 添 付し て く だ さ
い 。

届出書 の記載 につ いて
５  届 出書の □欄 に は 、 該 当 す る 項 目 に つ いて レ印 を 付 し て く だ さ い 。
６  納 税者番 号と は、 租 税 の 申 告 、 納付 その他 の手 続 を 行 う た め に用 い

る番 号 ､記 号 そ の 他の 符号 で そ の 手 続 を すべ き 者 を 特 定す るこ と が で
きる もの をい いま す 。 利益 の配 分 (支 払 )を 受 ける 者が 納 税 者 番 号 を 有
しな い場 合や 利 益 の 配 分 (支 払 )を 受 け る 者 の 居住 地 で あ る 国 に 納 税 者
番号 に関す る制 度 が 存 在 し な い 場 合に は納税 者 番号 を 記 載 す る 必 要 は
あり ません ｡

７  届 出書の 「３ 」 の 「 国 内 に あ る 事 務 所等の 所 在地 」 の 欄 に は 、 国 内
にあ る事務 所、 事 業 所 そ の 他 こ れ に 類 するも のの 所 在 地 を 記 載 し て く
ださ い。

な お、こ れら が 二 以 上 あ る 場 合 には 、組 合 契 約事 業 利 益 に 係 る支 払
事務 を取り 扱う 事 務 所 等 の 所 在 地 を記 載 して くだ さ い 。

８  届 出書の ｢４ ｣の 各 欄 に は 、 そ れ ぞ れ 次のと おり 記 載 し て く だ さ い 。
① 「 源 泉 徴 収 に 係 る 所得 税 の 納 税 地 」 の 欄 に は 、 組合 契約 事 業 利

益 の 配 分 に 係 る 所得 税 法 第 17条 （ 源 泉 徴 収に 係 る 所 得 税 の納 税
地 ） の 規 定に よ る 納 税 地 を記 載し て く だ さ い 。

②  「氏名 又は 名 称 」 及 び 「 住 所 （居 所）又 は 本店 （ 主 た る 事 務 所 ）
の 所在地 」の 欄 に は 、 組 合 員 の 氏名 又 は 名 称 及び 住 所 （ 居 所 ）又 は
本 店（主 たる 事 務 所 ） の 所 在 地 を 、 その 組 合 契約 に お け る 全 ての 組
合 員につ いて 記 載 し て く だ さ い 。

な お 、 こ の 欄 に 記 載 し き れ な い場 合 には 、適 宜 の 様 式 に よ り作 成
し 、この 届出 書 に 添 付 し て く だ さい 。

９  届 出書の 「５ 」 の 欄 の 「 当 該 計 算 期 間 にお ける 利 益 の 総 額 」 の欄 に
は、 国内に おい て 行 う 組 合 契 約 事 業か ら生ず る 収入 か ら 、 そ の 収 入 に
係る 費用（ 国内 源 泉 所 得 と し て 源 泉徴 収 され た所 得 税 を 含 み ま す。 ）
を控 除した もの を 、 「 配 分 を 受 け る割 合」の 欄 には 、 こ の 届 出 書 を 提

出す る利 益 の 配 分 (支 払 )を 受 け る 者 の 組 合 契 約 事 業 利 益 の 配 分 を 受 け
る割 合をそ れぞ れ 記 載 し て く だ さ い。

10 届 出書の 「６ 」 の 欄 に は 、 「 ２ 」 か ら 「５ 」ま で の 各 欄 に 記 載し た
事項 のほか 、租 税 の 免 除 を 定 め る ｢１ ｣の租税 条約 の 適 用 を 受け る た め
の要 件を満 たす 事 情 の 詳 細 を 記 載 して く ださ い。

この 届出書 に記 載 さ れ た 事 項 そ の 他租 税条約 の 規定 の 適 用 の 有 無 を 判
定 する ために 必要 な 事 項 に つ い て は 、別 に説明 資料 を 求め る こ と が あ り
ま す。

IN STRU CT ION S
S ub mission  of th e  FOR M 
1   Th i s fo rm i s to  be  u se d by  Rec ip ie nt o f  D i str ibu tio n  o f Busi ne ss  
Pro fi ts f rom P artne rsh ip  A gre eme nts  (p ro fi ts deri ved  f rom 
bu s in es s under partn e rsh ip  agree men ts ) i n cl aim in g rel ief  f rom 
Japane se  Income Tax  u nd er th e  p rov is io ns of  the Income  T ax 
Conve n t io n (p ro vid ed  that the  rec ip ien t sat i sf ie s on e of the 
fo llow in g c ond it i on s  re gard in g the bus ines s p ro fi ts  rece ive d f rom 
partn ersh ip  ag reemen t: ① the  rec ip ie nt ha s no  pe rman en t
estab l ishm en t in Japan ; ② the  p ro fi ts are not  a ttr ibu tab le  to  the 
re ci pi en t’s  perm ane n t es ta bl is hmen t in  J apa n).  
Partn ershi p  ag reemen t in  th i s ca se m eans  any  of  th e fo llo w ing : 

① a pa rtn ersh ip  ag ree men t a s pre sc r ib ed  i n A rticle  66 7  paragr aph  
1 of the  C iv il  Law; ② a l imi ted  partn ersh ip  agreemen t for 
in ve stment ; ③ a l imi ted l iab i lity  partn ersh ip  ag ree men t; ④
agreements  in  o ther cou n tries  s imi la r to  ① -③ . 
2   Th is  fo rm  mu st  be p repar ed  se pa rate ly  fo r e ach  pa rtn e rsh ip  
agreement , in th e c ase  that the  app lic ant  c onclud ed  two  or  more 
partn ersh ip  ag reeme n ts. 

 3   Th i s fo rm must  b e  submi tte d  in  dup licate to  the pe rson  who 
di stribu tes  bus ines s p ro fit s  from the  partners h ip  agreemen t 
(he rei na fter referre d  as  “Paye r (p artne r)” , who  mus t then  fi le the 
or i gin al  w ith th e D i str ict D ire ctor o f the T ax O f fice for th e p lace 
whe re the  p ay er is  to  pay w ith holdi ng ta x under A rticle 17  o f the 
Income  T ax L aw (p lace fo r in come tax payme nt reg ard ing 
w ithh o ld in g  tax), b y the  day b efo re i ss uanc e o f d i stribu tion  of  
bu s in es s p ro f its  from  partn ershi p agre em en ts  (mone y, etc. )is  
made (in  the  case that th e p ro f its  a re  not  pa id  w ith in  2  mon ths  
from the d ay a fte r the fin al  d ay  o f th e  compu tin g pe rio d , by  the 
day  2  months afte r the  l ast day  o f the  computing pe r iod ). The 
sam e p roced ures  mus t be fo l lowed  when  the re i s any  ch an ge in  
the statem ents o n  th is  form.  
In  su ch  a ca se,  Pay er (partner) wh o  rece iv es  th e  su bm it ted  

app l icat i on  fo rm  m ust  in fo rm al l the  o ther p artne rs o f the 
pa rtn e rsh ip  ag reem en t  o f the fac t of  th e s ubm iss ion  o f  th is  fo rm.  
4   An A ge nt  o th er th an  the Tax A gen t  mu st  a ttach  a power of  
attorn ey tog ether w i th  i t s Japane se  transl ation.  

Comp le t ion  o f th e FO RM 
 5   App l icab l e b lo ck s  must be  chec ked . 
6   The Taxpay er Id en t if ic atio n Numbe r is  a  n umber,  cod e o r 
sym bol wh ic h is  u s ed  fo r f il ing  o f  re tu rn  an d  p aymen t o f d ue 
amoun t an d  o ther p ro cedu res  re gard in g tax, and wh ich  i d en t if ies  
a pers on  who  must take  such p roc ed u re s . If  a sys tem of  Taxpay er 
Ide nti fi cat io n Number d oes  no t  ex is t in th e cou n try  whe re the 
re ci pi en t res id e s, o r if  the  rec ip ie nt o f  the  p aym en t doe s not hav e 
a Taxpa yer Ide nti ficat ion  Numbe r, it is  no t ne ce ssary to  e n te r the 
Taxpay er Id en t if ica t ion  Number . 

 7   En te r in to  item  “Pl ace  o f o f fic e, etc.  in  Japan” o f co lumn  3 the 
lo cat ion  o f an  o ff ice , bus in es s p la ce o r o ther sim ilar fac il ity in  
Japan.  
In  the case that there are  tw o  o r more such  o ff ice s , p le ase 

en te r th e  add res s o f the  o f f ice that d ea l s w i th  th e  bu sine ss  of  
pa yme nt of  d istr ib u t io n  o f b us in ess  p rof its  re lating  to  the 
pa rtn e rsh ip  ag reem en t . 

 8   En te r in to  co lumn  4  as fo llo ws : 
①  “P lac e  where  t h e  p a ye r  is  t o pa y  withho ld ing  tax ”:  e nte r  t he  pla ce  
whe re  the  d istr ibu tio n  o f bus ine ss pro fi ts from  p ar tne rsh ip  ag re ement 
is  t ax ab le  unde r A r tic le 1 7  ( th e  plac e  whe re  withho ld ing  t ax  is 
imposed ) o f  t he In come  Ta x Law , 

②  “Fu ll  n ame”  and “Dom ici le  (res idence ) o r p lace  of  head  
o ff ice  (main  o ffice)” : en ter  the name and  the ad d re s s o f head  
o ff ice  (ma in o f fi ce)  o f eve ry partne r o f the  par tnersh ip  
ag re em en t.  
If th ere  are  mo re th an  3  su ch  partne rs,  cre ate  an  app ropriate 
fo rms fo r the m and  attach  th em to th is  A pp lic atio n Form . 

9   En te r in to  item  “T otal  a moun t  o f  p ro f it s in  the computati on  
pe riod,” en ter the  amount o f re ven ue d er iv ed  from b usin e ss  
un der the pa rtne rsh ip  agree men t i n Japan  m in u s the amount of  
expen ses re gard ing  the re venu e (in c ludi ng  the  am oun t of  
w ithh o ld in g  tax  impo se d on  the  re ve nue as Jap an es e sou rc e 
in come).  E nter in to  item “P ro po rtion  o f d is tr ibu ti on  re ce ive d”
the p ropo rtio n  o f  the b usine ss  p ro f its re ceiv ed  und er the 
partn ersh ip  ag reem en t by whicheve r p artn er is su bmi ttin g th is  
fo rm. 

10   En te r i n to  l in e 6 detail s of  circum stan ce tha t the  co nd it ion s fo r 
the app licat ion  o f the con ve nt ion  me n ti on ed  i n  1  are  sa ti sf ie d,  in  
add i ti on  to  i nfo rmat ion  entere d in  2  th rough  5 . 

If ne cessary, th e  ap p lic ant may  be re que sted  to  fu rn ish fu rther 
in fo rm at io n  in  o rd er to  dec id e whe ther rel ief  u nde r the  Con ve nti on  
shou ld be gran ted  o r n ot .  
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FORM  

｢租税条約に関する届出書(組合契約事業利益の配分に対する所得税及び復興特別所得税の免除)｣に
関する注意事項

INSTRUCTIONS FOR “APPLICATION FORM  FOR RELIEF FROM JAPANESE INCOME TAX AND SPECIAL INCOME TAX FOR
RECONSTRUCTION ON DISTRIBUTION  OF BUSINESS  PROFITS  FROM  PARTNERSHIP AGREEMENTS”

注 意 事 項
届出書の提出について
１  こ の 届 出 書 は 、組 合契 約に 基づ く 事 業 （ 組 合 契 約 事業 ） か ら 生 ずる

利 益 （ 組 合 契 約 事業 利益 ）の 配分 に 係 る 日 本 国 の所 得税 及 び 復 興 特 別
所 得 税 の 源 泉 徴 収税 額に つい て、 租 税 条 約 の 規 定 に 基づ く 免 除 （ 組合
契 約 事 業 利 益 に つき 、届 出者 が① 国 内 に 恒 久 的 施設 又は 固 定 的 施 設 を
有 し な い こ と 、②国 内に 有す る 恒 久 的 施 設 又 は 固定 的施 設 に 帰 せ られ
な い こ と 、 の い ず れ か を 要件 と する 免除 に限 りま す ｡ )を 受 け よ う とす
る 場 合 に 使 用 し ます 。

こ の 場 合 の 組 合 契 約 と は 、 ① 民 法第 667条 第１ 項 に 規 定 す る 組 合契
約 、 ② 投 資 事 業 有限 責任 組合 契約 、 ③ 有 限 責 任 事業 組合 契 約 及 び ④ 外
国 に お け る ① ～③に 類す る契 約を い い ま す 。

２  こ の 届 出 書 は 、複 数の 組合 契約 を 締 結 し て い る 場 合に は 組 合 契 約ご
と に 作 成 し て く ださ い 。

３  こ の 届 出 書 は 、正 副２ 通を 作成 し て 組 合 契 約 事業 利益 の 配分 を する
者 （ ｢利益 の 支 払 者 （ 組 合 員 ） ｣と い い ま す ｡） に提 出し 、そ の 提 出 を
受 け た 利 益 の 支 払者 （組 合員 ）は 、 正 本 を 、 最 初に その 組 合 契 約 事 業
利 益 に つ き 金 銭 等の 交付 をす る日 （ こ の 利 益 に 係る 計算 期 間 の 末 日 の
翌 日 か ら ２ か 月 を 経過 す る 日 ま で に 金 銭 等 の 交 付 が さ れ な い 場 合 に
は 、 同 日 ） の 前 日ま でに 組合 契約 事 業 利 益 の 配 分に 係る 所 得 税 法 第 17
条 （ 源 泉 徴 収 に係る 所得 税の 納 税 地 ） に 規 定 す る納 税地 の 所 轄 税 務署
長 に 提 出 し て く ださ い。 この 届出 書 の 提 出 後 そ の記 載事 項 に 異 動 が 生
じ た 場 合 も 同 様です 。

こ の 場 合 、 届 出書 の提 出を 受け た 利 益 の 支 払 者 （ 組 合 員）は 、 届出
書 の 提 出 を 受 け た旨 をそ の組 合契 約 に お け る 他 の組 合員 に 周 知 す るよ
う に し て く だ さ い。

４  こ の 届 出 書 を 納税 管理 人以 外の 代 理 人 に よ っ て 提 出す る 場 合 に は、
そ の 委 任 関 係 を 証 する 委 任 状 を そ の 翻 訳 文 と と も に 添 付 し て く だ さ
い 。

届出書の記載について
５  届 出 書 の □ 欄 には 、該 当す る項 目 に つ い て レ 印 を 付し て く だ さ い。
６  納 税 者 番 号 と は、 租税 の申 告、 納 付 そ の 他 の 手 続 を行 う た め に 用い

る 番 号 ､記 号 そ の 他 の 符 号 で その 手 続 を す べ き 者を 特定 す る こと がで
き る も の を い い ま す 。 利 益 の 配 分 (支 払 )を受 ける 者 が 納 税 者 番 号 を 有
し な い 場 合 や 利益 の 配 分 (支 払 )を受 ける 者の 居 住 地 で あ る 国 に 納 税者
番 号 に 関 す る 制 度が 存在 しな い場 合 に は 納 税 者 番号 を記 載 す る 必 要 は
あ り ま せ ん ｡

７  届 出 書 の 「 ３ 」の 「国 内に ある 事 務 所 等 の 所 在 地 」の 欄 に は 、 国内
に あ る 事 務 所 、事業 所そ の他 これ に 類 す る も の の所 在地 を 記 載 し てく
だ さ い 。

な お 、 こ れ ら が二 以上 ある 場合 に は 、 組 合 契 約 事 業 利 益に係 る 支払
事 務 を 取 り 扱 う事務 所等 の所 在地 を 記 載 し て く だ さ い。

８  届 出 書 の ｢４ ｣の各 欄に は、 それ ぞ れ 次 の と お り 記 載し て く だ さ い。
① 「源 泉 徴収 に 係る 所 得 税 及 び 復興 特別 所 得 税 の納 税地 」 の 欄 に

は、 組 合契 約 事業 利 益 の 配 分 に係 る所 得 税 法 第 17条 （ 源 泉 徴収
に係 る 所得 税 の納 税 地 ） 及 び 東日 本大 震 災 か らの 復興 の た め の
施策 を 実施 す る た め に 必 要 な 財源 の確 保 に 関 す る 特 別 措置 法第

11条 第 ２項 （ 源泉 徴 収 に 係 る 復興 特別 所 得 税 の 納 税 地 ） の 規定
によ る納 税地 を記 載 して く だ さ い 。

②  「 氏 名 又 は名称 」及 び「 住所 （ 居 所 ） 又 は 本店 （主 た る 事 務 所 ）
の 所 在 地 」 の 欄に は、 組合 員の 氏 名 又 は 名 称 及 び 住 所 （居所 ） 又は
本 店 （ 主 た る 事務 所） の所 在地 を 、 そ の 組 合 契 約 に お け る全 て の組
合 員 に つ い て 記載 して く だ さ い 。

な お 、こ の 欄に 記載 しき れな い 場 合 に は 、 適宜 の様式 に よ り 作 成
し 、 こ の 届 出 書に 添付 して く だ さ い 。

９  届 出 書 の 「 ５ 」の 欄の 「当 該計 算 期 間 に お け る 利 益の 総 額 」 の 欄に
は 、 国 内 に お い て行 う組 合契 約事 業 か ら 生 ず る 収入 から 、 そ の 収 入 に
係 る 費 用 （ 国 内 源泉 所得 とし て 源 泉 徴 収 さ れ た 所得 税及 び 復 興 特 別所
得 税 を 含 み ま す。） を控 除し たも の を 、 「 配 分 を受 ける割 合 」 の 欄 に
は 、 こ の 届 出 書 を 提 出 す る利 益の 配 分 (支 払 )を受 け る 者 の 組 合 契 約事
業 利 益 の 配 分 を受け る割 合を それ ぞ れ 記 載 し て くだ さい 。

10 届 出 書 の 「 ６」の 欄に は、 「２ 」 か ら 「 ５ 」 まで の各 欄 に 記 載 し た
事 項 の ほ か 、 租 税の 免除 を定 める ｢１ ｣の 租 税 条 約の 適用 を 受 け る た め
の 要 件 を 満 た す事情 の詳 細を 記載 し て く だ さ い 。

こ の 届 出 書 に 記 載さ れた 事項 その 他 租 税 条 約 の 規定 の適 用 の 有 無 を 判
定 す る た め に 必 要 な事 項に つい ては 、 別 に 説 明 資 料を 求め る こ と が あり
ま す 。

INSTRU CTIONS
Submiss ion  o f th e  FORM 
1   This form  is  to  be  used  b y  Recip ie nt o f  D is tr ibution o f  Busine ss P ro fits 
fr om Pa r tne rship  A greements (pr of its de riv ed  f rom bus ine ss  unde r 
pa rtne rsh ip  a gr eements) in  c la im ing  re lie f fro m  Ja p ane se  Inco me  T ax  and 
Spe cia l Income  T ax  fo r  Re constr uc tion under  the  p rov is ions  o f  the  
Income  Ta x  Conven t ion (p rov ided that  th e  r ec ip ien t  sat isfie s one  o f the  
fo llow ing  c ond itions  r eg ar d ing the bus ine ss pr o fits r e ce ive d fr om 
pa rtne rsh ip  a gr eemen t:  ① the  r ecip ie n t has  no perma nen t  e s ta b lishmen t 
in  Ja p an ;  ② the  pr o fits a re  no t  a tt ributa b le to  th e re c ip ient ’s pe rm anen t 
e stab lish ment  in Japa n ). 
Pa rtn er sh ip  a g re emen t  in  th is  ca se  mea n s any  o f the  fo llow ing :  ① a  
par tne rsh ip  ag re emen t as  pr esc ribe d  in  A rt icle  667  pa ra g raph  1  o f the  
C iv il L aw;  ②  a lim ite d  par tne rship  a gr eemen t for  inv estmen t;  ③ a 
lim ite d liab ilit y par tner sh ip a gr e em ent ; ④ a greeme nts  in  othe r  c oun trie s 
sim ila r to  ① -③ .  

2   This  form  must  be  pre pa red  se par ate ly  fo r e a ch pa rt ner ship  a gr eeme nt, 
in  the  c ase  that  the  app lic an t  c onclu de d two o r more  par tne rsh ip 
ag reeme nts.  

 3   This form  must b e sub mitted in  dup lica te  to  t he pe r son  who  dis t ribute s 
bus ine ss  p ro fits from  th e  par tne rsh ip  a g re em en t  (he re in aft er  r e fer re d a s 
“P aye r (pa rt ner )”,  who  must then  file  t he  orig in a l w ith  the  D ist ric t 
D ir ec to r  o f the  T ax  O ffic e  for the place w her e the  pay e r is  t o  pay  
withho ld ing  t ax  under  A rt icle  17  of the Income  Ta x La w (p lac e  for in come  
ta x p ayme nt r eg ar d in g  withho ld ing  ta x ),  by  the  da y  bef o re  issuan ce  o f 
d is tr ib ution o f  business  pro fit s  fr om par tne rsh ip  a g re emen t s (mone y, 
e tc .) is m ade  ( in  th e  ca se tha t the  pr o fits ar e no t paid  with in  2  months 
fr om the  day  aft er  th e  final d ay  of th e com pu ting  pe riod,  b y the  da y  2 
month s  af te r the las t  day  o f t he  com pu t ing pe riod ) . The  sa me  p ro cedure s 
must  be  fo llowe d wh en th e re  is  an y  cha nge  in  t he sta temen ts on t h is  fo rm.
I n  su ch a ca se,  P a ye r (pa rt ne r ) who re ceiv e s the  subm itted app lica tio n 

form must in fo rm  a ll the  othe r part n er s  of the  p a rtne rsh ip  ag re ement  o f 
the  f ac t of  the subm is sion of th is  for m.  

4  An  A gent o t her  tha n  the  Ta x  A ge nt must a tta ch  a  powe r  o f a tto rn ey  
tog et he r  w ith its  Ja pane se  tran slatio n. 

Comp le t ion  o f the  FORM  
 5   A pp lica b le  b loc ks  m ust be  c hecked . 
6   The  Ta xpa ye r  Ide ntifi cat ion  N umbe r is a  numbe r, c ode o r symbo l wh i ch 
is used  f or fi l ing  o f re turn  a nd  paymen t o f due  amount and  othe r 
proc edu r es r eg ard ing  ta x ,  a nd w hi ch  iden tifie s a  p er son  w ho m ust take  
such proc edu re s. I f a  sy s tem o f Ta xpa ye r I dent ifica tion  N umber  doe s no t 
ex ist in  the  coun try  whe re  t he re cip i en t re s ides, or  if the  re c ip ien t of the  
payme nt does  not  ha ve  a Ta xpa yer  I den tific at ion  N umbe r, it is  no t 
nec e ssar y to e nte r the  Taxpay e r Ide ntif ica tion  Num ber .  

7   En te r  into item “P la ce  o f o ffic e , et c.  in  Japan”  o f co lumn 3 t he loca tio n 
o f an offi ce ,  bu siness plac e or  o the r  s im ilar  fac ility  in Ja pan.  
I n  th e  ca se  tha t th e re  ar e  two or m ore  su ch offic e s, p lea se  e n te r th e  

add re ss o f the  o ffic e t ha t de als  w it h  the  bus in ess of payme n t o f 
d istr ibu tio n o f  bus ine ss p rofi ts  re lat in g to  the  p ar tner sh ip  ag re emen t.  

8   En te r  into  c o lumn  4 a s  fo llows:  
①  “P la ce  whe re  the  paye r is  to  pa y w i thho ld ing tax ”:  en ter  the  pla ce  
whe re  the  d is tr ibu tion of bus in ess p ro fits f rom pa rtne r sh ip  ag re emen t 
is t ax ab le  unde r A rtic le  17 ( the  p la ce  whe re withho ld ing  ta x  is 
impo se d ) o f the  Incom e Ta x Law and p ar ag ra ph  2  o f A r tic le 11  ( the  

p lac e  wh er e Spe cia l Income  T ax  for Reconst ruc tion is imposed ).  
②  “Full  n a me”  a nd  “Dom icile  (r e sidenc e ) o r  p la ce  o f h ead  o ff ice  (ma in  
o ffic e )”:  e n te r  the  n am e and t h e add ress  o f he ad  o f fice  (m a in o ff ice )  o f 
e ve ry  par tne r o f the  p a rt ner sh ip  ag re em ent .  
If  t her e a re  m ore  than  3 su ch par tne rs,  c rea te  a n a pp rop r iate  fo rm s fo r 
them and at tach them  to th is App lica tion Fo rm . 

9  En te r in to  item  “T otal a mount o f pro fits  in  th e  comput at ion  p e rio d,”
ent er  the  amount o f r e ve nue de riv ed from  busin e ss  unde r t he p ar tner sh ip 
ag reeme nt  in  J apa n  minus the  a mount o f ex pe nses  r eg ar d ing  t he re venue  
( inclu d in g  the  a mount o f  w ithho lding  ta x  imposed  on the  r ev e nue a s 
Ja pane se  sour ce  inc ome ). En te r  into item  “ P roport ion o f d istr ibution 
re ce iv ed”  th e  proport ion o f th e  bus in ess pro f its  r ec e iv ed unde r the  
par tne rsh ip  ag re ement by wh ic hev e r par tn e r is  submitt in g th i s fo rm . 

10   Ente r  in to line  6 de ta ils  o f c irc umsta nce  tha t the  condit ion s f o r the  
a ppl icat ion  o f the  c onv ent io n m ent ion ed in  1 are  sa tis fie d, in  a dd ition to 
in fo rmat ion  en te red  in  2  t hrough  5.  

I f n ec essa ry , the  a pplica n t ma y be  request ed  to  fur n ish  fu rthe r  in fo rma tio n 
in  or de r  to  de cide  whe the r r elie f unde r t h e Con vention  shou ld be  g ran ted or  
no t.  

 様  式 19  

FORM 



改 正 後 改 正 前 

（275 租税条約に関する源泉徴収税額の還付請求書（利子所得に相手国の租税が賦課されている場合の
外国税額の還付））

（275 租税条約に関する源泉徴収税額の還付請求書（利子所得に相手国の租税が賦課されている場合の
外国税額の還付））

租税 条 約 に 関す る源 泉徴 収税 額の 還 付請 求書 
（利子所得に相手国の租税が賦課されている場合の外国税額の還付） 

〒 

住  所                         

（フリガナ）  

税務署長          氏  名                ○印

年  月  日提出       電話番号               

租税条約の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律の施行に関する省令第 13 条

の２の規定により、下記のとおり請求します。 

還付請求に

関する事項 

還付を受けようとする金額 希 望 す る還付 金 の 受 領 場所  

下記③の金額を移記して

ください。 

（受取には便利な銀行等振込みをできるだけ御利用ください。） 

イ 銀行等   銀行         本店 ･本所

        金庫･組合      出 張 所       口座 
 農協･漁協      支 店･支所 預金 番号       

円

ロ ゆうちょ銀行の貯金口座 

貯金口座の記号番号    －         

ハ 郵便局等窓口

利 子 等 の 

支 払 者 

本店又は主たる

事務所の所在地 

（住所又は居） 

名称（氏名）  

利 子 等 の 支

払 の 取 扱 者 

本店又は主たる

事務所の所在地 

（住所又は居） 電話    －     －  

名称（氏名）  

債 券 の 

内 容 等 

銘柄・回号（種類・名称） 記号番号（登録番号） 名義人の氏名又は名称 

額 面 金 額 数 量 取 得 年 月 日 利子等の支払期日 利子等の金額 

円

債 券 以 外

の も の の 

内 容 等 

支払の基因となった契約の内容 契約の締結年月日 

契 約 金 額 契 約 期 間 利子等の支払期日 利子等の金額 

円

還付を受ける

ことができる

事情の詳細等

日本国と           との間の租税条約第   条第   項      の適用 

源泉徴収された所得税及び

復興特別所得税の額  ①
支払の際に課される相手国の租税

の額（みなし外国税額を含む。）②

還付を受けようとする金額 

（①と②とのいずれか少ない方の金額）③

円 円 円

・この還付請求書には、①及び②の金額を証する書類を添付してください。 
・この還付請求書の記載に当たっては、裏面の注意事項を参照してください。 

※以下の欄には記載しないでください。 

税

務

署

処

理

欄 

起 案 ・ ・ 
決

・

裁

署 長 副 署 長 統 括 官 上 席 担 当 者 整 理 簿  

決 裁 ・ ・ 

施 行 ・ ・ 

処

・

理

承

認 

請求金額 円 通信日付印  年 月 日 
検

討

事

項

還付金額 円 確認印  

そ

の

他 

（理由）

24．12 改正

（

規

格

Ａ

４

）

租税 条 約に 関す る源 泉徴 収税 額 の 還 付請 求書 
（利子所得に相手国の租税が賦課されている場合の外国税額の還付） 

〒 

住  所                         

（フリガナ） 

税務署長          氏  名                ○印

年  月  日提出       電話番号               

租税条約の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律の施行に関する省令第 13 条

の２の規定により、下記のとおり請求します。 

還付請求に

関する事項 

還付を受けようとする金額 希 望 す る還付 金 の 受 領場所  

下記③の金額を移記して

ください。 

（受取には便利な銀行等振込みをできるだけ御利用ください。） 

イ 銀行等   銀行         本店 ･本所

        金庫･組合      出 張 所       口座 
 農協･漁協      支店･支 所 預金 番号       

円

ロ ゆうちょ銀行の貯金口座 

貯金口座の記号番号    －         

ハ 郵便局等窓口

利 子 等 の

支 払 者 

本店又は主たる

事務所の所在地

（住所又は居） 

名称（氏名）

利 子 等 の 支

払 の 取 扱 者

本店又は主たる

事務所の所在地 

（住所又は居） 電話    －     －  

名称（氏名）  

債 券 の

内 容 等 

銘柄・回号（種類・名称） 記号番号（登録番号） 名義人の氏名又は名称 

額 面 金 額 数 量 取 得 年 月 日 利子等の支払期日 利子等の金額 

円

債 券 以 外 

の も の の 

内 容 等 

支払の基因となった契約の内容 契約の締結年月日 

契 約 金 額 契 約 期 間 利子等の支払期日 利子等の金額 

円

還付を受ける

ことができる

事情の詳細等 

日本国と           との間の租税条約第   条第   項      の適用 

所得税法の規定により徴収

された所得税の額  ①
支払の際に課される相手国の租税

の額（みなし外国税額を含む。）②

還付を受けようとする金額 

（①と②とのいずれか少ない方の金額）③

円 円 円

・この還付請求書には、①及び②の金額を証する書類を添付してください。 
・この還付請求書の記載に当たっては、裏面の注意事項を参照してください。 

※以下の欄には記載しないでください。 

税

務

署

処

理

欄

起 案 ・ ・ 
決

・

裁

署 長 副 署 長 統 括 官 上 席 担 当 者 整 理 簿

決 裁 ・ ・ 

施 行 ・ ・ 

処

・

理

承

認

請求金額 円 通信日付印  年 月 日 
検

討

事

項

還付金額 円 確認印  

そ

の

他 

（理由）

20．06 改正

（

規

格

Ａ

４

）



改 正 後 改 正 前 

（275 租税条約に関する源泉徴収税額の還付請求書（利子所得に相手国の租税が賦課されている場合の
外国税額の還付））

（275 租税条約に関する源泉徴収税額の還付請求書（利子所得に相手国の租税が賦課されている場合の
外国税額の還付））

提 出 に 当 た っ て の 注 意 事 項 

１ この還付請求書を提出して源泉徴収税額の還付が受けられるのは、昭和 63年４月１日以後に支払を受ける

べき租税特別措置法第３条に規定する分離課税の適用を受けた利子等で、その支払の際租税条約の我が国以

外の締結国（以下「相手国」といいます。）の租税（みなし外国税額を含みます。）が課される場合に限られ

ますので、我が国が租税条約を締結している国以外の国等に係るものは還付請求の対象となりません。 

２ この還付請求書には、所得税法の規定により徴収された所得税の額を証する書類及び支払の際に課され

る相手国の租税の額を証する書類（相手国の租税の率が記載されている計算書等を含みます。ただし、み

なし外国税額の場合は不要です。）を必ず添付してあなたの納税地の所轄税務署に提出してください。 

なお、相手国の租税の額が所得税の額を超える場合には、住民税の利子割の還付を受けることができま

すが、利子割の還付請求に当たっては、所得税の還付を受けたことを証する書類が必要となりますので、

その書類（又はその写し若しくはこの還付請求書の写し）を保存しておいてください。 

３ この還付請求書の各欄は、次により記入してください。 

(1) 「利子等の支払者」欄には、利子等の支払義務のある債券又は債券以外のもの（以下これらを「債券

等」といいます。）の発行者名等を記入してください。この場合、発行者が国又はその地方政府である

場合は、本店又は主たる事務所の所在地を記入する必要はありません。 

(2) 「債券の内容等」の「名義人の氏名又は名称」欄には、登録債又は記名式債券で真実の所有者とその

登録された名義又は債券面に記載されている名義が異なる場合に、その登録された名義又は債券面に記

載されている名義を記入してください。 

(3) 「債券の内容等」及び「債券以外のものの内容等」の「利子等の金額」欄には、利子等の金額が外国

通貨により支払われる場合は次に掲げる日（以下「邦貨換算日」といいます。）の外国為替公認銀行の

その外国通貨に係る東京における対顧客直物電信買相場（以下「電信買相場」といいます。）により邦

貨に換算した金額を記入してください。（元利金の支払場所又は登録機関が発行する元利金計算書又は

登録債利金領収書若しくは支払証明書等に上記により換算した金額が記載されている場合には、これを

そのまま転記してください。） 

イ 記名式債券等（登録債等を含む。）の場合……………支払開始日（資金回付日） 

ロ 無記名式債券等の場合 …………………………………債権者に支払った日 

(4) 「還付を受けることができる事情の詳細等」の「所得税法の規定により徴収された所得税の額①」欄

には、利子等の金額が外国通貨により支払われる場合には、上記(3)により換算した利子等の金額を基

に算出した税額を記入してください。ただし、外国通貨による利子等の金額に源泉徴収税率を乗じて外

国通貨による税額を算出し、その税額を邦貨換算日の電信買相場により邦貨に換算した税額を記入して

も差し支えありません。（この場合も、元利金の支払場所又は登録機関が発行する元利金計算書又は登

録債利金領収書若しくは支払証明書等に、上記により換算した税額が記載されている場合には、これを

そのまま転記してください。） 

(5) 「還付を受けることができる事情の詳細等」の「日本国………」欄の相手国名は必ず記入してください。

また、「支払の際に課される相手国の租税の額（みなし外国税額を含む。）②」欄には、利子等の金額が邦

貨により支払われる場合には、その利子等の金額に債券等の計算書等に記載された相手国の租税の率（租

税条約の規定により、支払ったとみなされる租税の額があるときに適用される租税の率をいいます。以下

「外国税率」といいます。）を乗じて算出した税額を、利子等の金額が外国通貨により支払われる場合に

は、上記③により邦貨に換算した金額に外国税率を乗じて算出した税額を記入してください。 

提 出 に 当 た っ て の 注 意 事 項 

１ この還付請求書を提出して源泉徴収税額の還付が受けられるのは、昭和 63年４月１日以後に支払を受ける

べき租税特別措置法第３条に規定する分離課税の適用を受けた利子等で、その支払の際租税条約の我が国以

外の締結国（以下「相手国」といいます。）の租税（みなし外国税額を含みます。）が課される場合に限られ

ますので、我が国が租税条約を締結している国以外の国等に係るものは還付請求の対象となりません。 

２ この還付請求書には、源泉徴収された所得税及び復興特別所得税の額を証する書類及び支払の際に課さ

れる相手国の租税の額を証する書類（相手国の租税の率が記載されている計算書等を含みます。ただし、

みなし外国税額の場合は不要です。）を必ず添付してあなたの納税地の所轄税務署に提出してください。 

なお、相手国の租税の額が所得税及び復興特別所得税の合計額を超える場合には、住民税の利子割の還

付を受けることができますが、利子割の還付請求に当たっては、所得税及び復興特別所得税の還付を受け

たことを証する書類が必要となりますので、その書類（又はその写し若しくはこの還付請求書の写し）を

保存しておいてください。 

３ この還付請求書の各欄は、次により記入してください。 

(1) 「利子等の支払者」欄には、利子等の支払義務のある債券又は債券以外のもの（以下これらを「債券

等」といいます。）の発行者名等を記入してください。この場合、発行者が国又はその地方政府である

場合は、本店又は主たる事務所の所在地を記入する必要はありません。 

(2) 「債券の内容等」の「名義人の氏名又は名称」欄には、登録債又は記名式債券で真実の所有者とその

登録された名義又は債券面に記載されている名義が異なる場合に、その登録された名義又は債券面に記

載されている名義を記入してください。 

(3) 「債券の内容等」及び「債券以外のものの内容等」の「利子等の金額」欄には、利子等の金額が外国

通貨により支払われる場合は次に掲げる日（以下「邦貨換算日」といいます。）の外国為替公認銀行の

その外国通貨に係る東京における対顧客直物電信買相場（以下「電信買相場」といいます。）により邦

貨に換算した金額を記入してください。（元利金の支払場所又は登録機関が発行する元利金計算書又は

登録債利金領収書若しくは支払証明書等に上記により換算した金額が記載されている場合には、これを

そのまま転記してください。） 

イ 記名式債券等（登録債等を含む。）の場合……………支払開始日（資金回付日） 

ロ 無記名式債券等の場合 …………………………………債権者に支払った日 

(4) 「還付を受けることができる事情の詳細等」の「源泉徴収された所得税及び復興特別所得税の額①」

欄には、利子等の金額が外国通貨により支払われる場合には、上記(3)により換算した利子等の金額を

基に算出した税額を記入してください。ただし、外国通貨による利子等の金額に源泉徴収税率を乗じて

外国通貨による税額を算出し、その税額を邦貨換算日の電信買相場により邦貨に換算した税額を記入し

ても差し支えありません。（この場合も、元利金の支払場所又は登録機関が発行する元利金計算書又は

登録債利金領収書若しくは支払証明書等に、上記により換算した税額が記載されている場合には、これ

をそのまま転記してください。） 

(5) 「還付を受けることができる事情の詳細等」の「日本国………」欄の相手国名は必ず記入してください。

また、「支払の際に課される相手国の租税の額（みなし外国税額を含む。）②」欄には、利子等の金額が邦

貨により支払われる場合には、その利子等の金額に債券等の計算書等に記載された相手国の租税の率（租

税条約の規定により、支払ったとみなされる租税の額があるときに適用される租税の率をいいます。以下

「外国税率」といいます。）を乗じて算出した税額を、利子等の金額が外国通貨により支払われる場合に

は、上記③により邦貨に換算した金額に外国税率を乗じて算出した税額を記入してください。 



改 正 後 改 正 前 

（277 租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る源泉徴収税額を還付できないことの通知書） （277 租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る源泉徴収税額を還付できないことの通知書）

17．03 改正

第     号 

(

所
在
地)

 

住

所

平成  年  月  日 

(

名

称) 

氏

名 殿

税 務 署 長       

財務事務官           

○印

租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価 

に係る源泉徴収税額を還付できないことの通知書 

貴社（殿）から平成  年  月  日付で請求のあった租税条約に関する芸能人等の役

務提供事業の対価に係る源泉徴収税額は、還付できませんから通知します。 

（理由） 

（

規

格

Ａ

４

）

24.12 改正

第     号 

(

所
在
地)

 

住

所

平成  年  月  日 

(

名

称) 

氏

名 殿

税 務 署 長       

財務事務官           

○印

租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価 

に係る源泉徴収税額を還付できないことの通知書 

貴社（殿）から平成  年  月  日付で請求のあった租税条約に関する芸能人等の役

務提供事業の対価に係る源泉徴収税額は、以下の理由により還付できませんから通知します。 

（処分の理由） 

（

規

格

Ａ

４

）



改 正 後 改 正 前 

（277 租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る源泉徴収税額を還付できないことの通知書） （277 租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る源泉徴収税額を還付できないことの通知書）

租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る 

源 泉 徴 収 税 額 を 還 付 で き な い こ と の 通 知 書 

１ 使用目的

「租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る源泉徴収税額を還付できないことの通知書」は、提出さ

れた租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る還付請求書に対して、その請求を却下した旨を請求者に

通知する際に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 記 載 要 領 

本文の「貴社（殿)｣ 申請者が法人の場合は｢(殿)｣を、個人の場合は「社( )」を抹消する。 

本文の「平成 年

月 日付」の空白欄 

租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る還付請求書の提出年月日を記入

する。 

（ 理 由 ）
租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る還付請求を却下する理由を記入

する。 

教 示

 「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の

納税地を管轄する税務署名を記記入する。 

 また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当

該税務署の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る 

源 泉 徴 収 税 額 を 還 付 で き な い こ と の 通 知 書 

１ 使用目的

「租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る源泉徴収税額を還付できないことの通知書」は、提出さ

れた租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る還付請求書に対して、その請求を却下した旨を請求者に

通知する際に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 記 載 要 領 

本文の「貴社（殿)｣ 申請者が法人の場合は｢(殿)｣を、個人の場合は「社( )」を抹消する。 

本文の「平成 年

月 日付」の空白欄 

租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る還付請求書の提出年月日を記入

する。 

処 分 の 理 由 
租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る還付請求を却下する理由を記入

する。 

教 示

 「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の

納税地を管轄する税務署名を記記入する。 

 また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当

該税務署の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 



改 正 後 改 正 前 

（278 源泉徴収に係る所得税及び復興特別所得税の納税管理人の届出書） （278 源泉徴収に係る所得税の納税管理人の届出書） 

REGISTRATION OF TAX AGENT ON WITHHOLDING INCOME TAX 

源泉徴収に係る所得税の納税管理人の届出書 

Date             

平成 年   月   日 

Place for tax payment 

納 税 地                    
To the District Director,
       Tax Office 

税務署長殿         Domicile of place of head office 

住所又は所在地 

Full name Signature

氏 名 又 は 名 称                  ○印

I(we) hereby declare that I(we) assign the following person for my(our) Tax 
Agent and authorize him／her to act for me(us) on the Withholding Income Tax. 

源泉徴収に係る所得税の納税管理人として、次の者を定めたので届け出ます。 

Tax Agent in Japan 

１ 納税管理人 

Domicile 
       〒  －

住 所                           

Full name 

ﾌﾘｶﾞﾅ                         Signature

氏 名                         ○印 Relation to you 

届出者との関係 

Occupation       Telephone Number 

職 業         電話番号    (   )    

Reason for Assigning the Tax Agent 

２ 納税管理人を定めた理由 

Others 

３ その他参考事項 

For official use only 

税処

務理 

署欄 

一 般 事 務 整 理 簿 源泉所得税調査簿 管 理 部 門 連 絡   

REGISTRATION OF TAX AGENT ON WITHHOLDING INCOME TAX  

AND SPECIAL INCOME TAX FOR RECONSTRUCTION

源泉徴収に係る所得税及び復興特別所得税の納税管理人の届出書 

Date            

平成 年   月   日 

Place for tax payment 

納 税 地                   
To the District Director,

 Tax Office 

税務署長殿         Domicile of place of head office 

住所又は所在地 

Full name Signature

氏 名 又 は 名 称                  ○印

I(we) hereby declare that I(we) assign the following person for my(our) Tax 
Agent and authorize him／her to act for me(us) on the Withholding Income Tax 
and Special Income Tax for Reconstruction. 

源泉徴収に係る所得税及び復興特別所得税の納税管理人として、次の者を定めたので届け出ます。  

Tax Agent in Japan 

１ 納税管理人 

Domicile 
       〒  －

住 所                           

Full name 

ﾌﾘｶﾞﾅ                         Signature

氏 名                         ○印 Relation to you 

届出者との関係 

Occupation       Telephone Number 

職 業         電話番号    (   )    

Reason for Assigning the Tax Agent 

２ 納税管理人を定めた理由 

Others 

３ その他参考事項 

For official use only 

税処

務理 

署欄 

一 般 事 務 整 理 簿 源泉所得税調査簿 管 理 部 門 連 絡



改 正 後 改 正 前 

（278 源泉徴収に係る所得税及び復興特別所得税の納税管理人の届出書） （278 源泉徴収に係る所得税の納税管理人の届出書） 

書 き か た 

１ この届出書は、租税特別措置法第 42 条第１項に規定する免税芸能法人等が、同条第１項又は所得税

法第212条第１項の規定に基づき源泉徴収した所得税を納付する場合又は租税条約の実施に伴う所得税

法、法人税法又は地方税法の特例等に関する法律第３条第１項に規定する芸能人等の役務提供の対価に

係る日本国の所得税の源泉徴収税額について租税条約の規定に基づく免除を受けようとする場合にお

いて、納税管理人を選任したときに提出するものです。 

２ この届出書は、租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る源泉徴収税額の還付請求書の

提出先である当該対価の支払者の所轄税務署長に提出してください。 

３ ２の対価の支払者が複数ある場合には、それぞれその対価の支払者の所轄税務署長に提出してください。

４ 「住所又は所在地」欄には、届出者の住所若しくは居所又は本店若しくは主たる事務所の所在地を記

載してください。 

ＩＮＳＴＲＵＣＴＩＯＮＳ 

１ This registration is to be submitted by the Promoter etc. prescribed in paragraph 

1 of Article 42 of the Special Taxation Measures Law, who shall be exempt from 

Japanese Income Tax when they assign a tax agent in the following cases; 

case 1; handling the payment of the withheld Income Tax under the provisions 

of paragraph 1 of Article 42 of the Special Taxation Measures Law or 

paragraph 1 of Article 212 of the Income Tax Law  

case 2; claiming the relief from Japanese Withholing Income Tax on the 

remuneration derived from rendering personal services exercised by an 

entertainer or a sportsman prescribed in paragraph 1 of Article 3 of the 

Law concerning the Special Measures of the Income Tax Law, the Corporation 

Tax Law and the Local Tax Law for the Enforcement of Income Tax Conventions 

under the provisions of the Income Tax Convention 

２ This registration must be submitted to the District Director of Tax Office which 

has jurisdiction over the district where the Payer of the remuneration resides 

and to which APPLICATION FORM FOR REFUND OF THE WITHHOLDING TAX ON REMUNERATION 

DERIVED FROM RENDERING RERSONAL SERVICES EXERCISED BY AN ENTERTAINER OR A 

SPORTSMAN IN ACCORDANCE WITH THE INCOME TAX CONVENTION is submitted. 

３ If the number of Payers mentioned in 2 above are plural, the registration must 

be submitted to each District Director of Tax Office which has jurisdiction over 

the district where each Payer resides respectively. 

４ Enter into the line “Domicile or place of head office” your domicile (residence) 

or place of head office (main office).

書 き か た 

１ この届出書は、租税特別措置法第 42 条第１項に規定する免税芸能法人等が、同条第１項又は所得税

法第212条第１項の規定に基づき源泉徴収した所得税及びその所得税と併せて徴収した復興特別所得税

を納付する場合又は租税条約の実施に伴う所得税法、法人税法又は地方税法の特例等に関する法律第３

条第１項に規定する芸能人等の役務提供の対価に係る日本国の所得税及び復興特別所得税の源泉徴収

税額について租税条約の規定に基づく免除を受けようとする場合において、納税管理人を選任したとき

に提出するものです。 

２ この届出書は、租税条約に関する芸能人等の役務提供事業の対価に係る源泉徴収税額の還付請求書の

提出先である当該対価の支払者の所轄税務署長に提出してください。 

３ ２の対価の支払者が複数ある場合には、それぞれその対価の支払者の所轄税務署長に提出してください。

４ 「住所又は所在地」欄には、届出者の住所若しくは居所又は本店若しくは主たる事務所の所在地を記

載してください。 

ＩＮＳＴＲＵＣＴＩＯＮＳ 

１ This registration is to be submitted by the Promoter etc. prescribed in paragraph 

1 of Article 42 of the Special Taxation Measures Law, who shall be exempt from 

Withholding Income Tax and Special Income Tax for Reconstruction when they assign 

a tax agent in the following cases; 

case 1; handling the payment of Withholding Income Tax under the provisions of 

paragraph 1 of Article 42 of the Special Taxation Measures Law or paragraph 

1 of Article 212 of the Income Tax Law and Special Income Tax for 

Reconstruction withheld together with Withholding Income Tax

case 2; claiming the relief from Japanese Income Tax and Special Income Tax for 

Reconstruction on the remuneration derived from rendering personal 

services exercised by an entertainer or a sportsman prescribed in 

paragraph 1 of Article 3 of the Law concerning the Special Measures of 

the Income Tax Law, the Corporation Tax Law and the Local Tax Law for the 

Enforcement of Income Tax Conventions under the provisions of the Income 

Tax Convention 

２ This registration must be submitted to the District Director of Tax Office which 

has jurisdiction over the district where the Payer of the remuneration resides 

and to which APPLICATION FORM FOR REFUND OF THE WITHHOLDING TAX ON REMUNERATION 

DERIVED FROM RENDERING RERSONAL SERVICES EXERCISED BY AN ENTERTAINER OR A 

SPORTSMAN IN ACCORDANCE WITH THE INCOME TAX CONVENTION is submitted. 

３ If the number of Payers mentioned in 2 above are plural, the registration must 

be submitted to each District Director of Tax Office which has jurisdiction over 

the district where each Payer resides respectively. 

４ Enter into the line “Domicile or place of head office” your domicile (residence) 

or place of head office (main office).



改 正 後 改 正 前 

（282 勤労者財産形成年金貯蓄契約に係るやむを得ない事情についての確認申請に対する通知書） （282 勤労者財産形成年金貯蓄契約に係るやむを得ない事情についての確認申請に対する通知書） 

24. 12 改正                                      

第     号 

住

所

平成  年  月  日 

氏

名 殿 

税 務 署 長       

財務事務官           

○印

勤労者財産形成年金貯蓄契約に係るやむを得ない 

事 情 に つ い ての 確 認 申 請 に 対 す る 通 知 書 

あなたから平成  年  月  日付でされた勤労者財産形成年金貯蓄契約に係るやむを

得ない事情についての確認申請については、以下の理由によりこれを確認することができま

せんので、この旨通知します。 

（処分の理由）

（

規

格

Ａ

４

）

17．03 改正                                    

第     号 

住

所

平成  年  月  日 

氏

名 殿 

税 務 署 長       

財務事務官           

○印

勤労者財産形成年金貯蓄契約に係るやむを得ない 

事 情 に つ い て の 確 認 申 請 に 対 す る 通 知 書 

あなたから平成  年  月  日付でされた勤労者財産形成年金貯蓄契約に係るやむを

得ない事情についての確認申請については、これを確認することができませんので、この旨

通知します。 

（追 加）

（

規

格

Ａ

４

）



改 正 後 改 正 前 

（282 勤労者財産形成年金貯蓄契約に係るやむを得ない事情についての確認申請に対する通知書） （282 勤労者財産形成年金貯蓄契約に係るやむを得ない事情についての確認申請に対する通知書） 

（ 新 設 ） 
勤労者財産形成年金貯蓄契約に係るやむを得ない 

事情についての確認申請に対する通知書 

１ 使用目的

「勤労者財産形成年金貯蓄契約に係るやむを得ない事情についての確認申請に対する通知書」は、提出された勤労者

財産形成年金貯蓄契約に係るやむを得ない事情についての確認申請書に対して、その確認ができない旨を申請者に通知

する際に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 記 載 要 領 

本文の「平成 年 

月 日付」の空白欄 

勤労者財産形成年金貯蓄契約に係るやむを得ない事情についての確認申請書の提出年月

日を記入する。 

処 分 の 理 由
勤労者財産形成年金貯蓄契約に係るやむを得ない事情について、確認ができない理由を

記入する。 

教 示 

 「･･･２月以内に  税務署長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の

納税地を管轄する税務署名を記入する。 

 また、「･･･（提出先は  国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、当

該税務署の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 
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適格外国仲介業者の承認申請書
APPLICATION FORM FOR QUALIFIED FOREIGN INTERMEDIARY

.

国税庁長官 殿 

To : T he Comm iss ioner Nati onal Tax Agency 

□ 振替国債の場合 

    In the ca se o f Book -entry t ra nsfer Jap anese Government Bonds (JG Bs ) 
□  振替地方債及び振替社債等の場合 

 In the ca se o f Book -ent ry t ra nsfer Jap anese Local  G overnm ent  Bonds (JLG Bs) a nd Ja pa nese  Corporate  Bonds,etc (J CBs)

１ 申請をする者に関する事項；
Details of applicant 

（ フ リ ガ ナ ）

Japanese syl labary  

名 称
Name 

代表者名President's Name

担当者Name of contact person 部署Section 電話番号Telephone number

住

所 

地
Add- 
ress

本店又は主たる事務所の所在地 
Place of head or  main of fice 

（所在国） 
Country 

設立又は組織された場所 
Place where the Corporation was
established or org anized

（所在国） 
Country 

事業が管理・支配されている場所
Place where the business is 
m anaged or control led

（所在国） 
Country 

適用を受ける租税条約その他日本国が締結した国際約束(情報交換規定を有

するものに限る。)に関する事項 

Applicable Incom e Tax Conventi on and other international agreements: 
ⅰ ) to which J apan is a par tner ; and 
ⅱ ) which has an Article of Exch ange of Inform ation ; and 
ⅲ ) under which the Applicant i s regarded as resident 

corporation of a c ontracting state other  than Japan.

日 本国と

The Income Tax Convention and other international agreements  
between Japan and 

との間の租税条約その他国際約 束

日本国内 の

恒久的施 設
の状況

Perm anent 
estab lish  
-ment 
in Japan 

□  有

If “Yes"

名 称
Name 担当者Name of contact person 部署Section 電話番号Telephone num ber 

所 在 地

Address 
開業申請書提出年月日(     ・ ・    ) 
Date of submission of 
Opening Business Appl ication in Japan 

□  無

If “No"

国 内 の 事

務 所 等 の

名 称
Name of 
o ffice  in 
Japan

担当者Name of contact person 部署Section 電話番号Telephone num ber

所 在 地

Address

承認：有、無

国 税 庁 整 理 欄
For official use only  

提出日：          

この申請書は、租税特別措置法第５条の２ （振替国債等の利子の課税の特例）第７

項第４号若しくは第５条の３（振替社債等の利子等の 課税の 特例）第４項第５号に規

定する適格外国仲介業者の承認を受けようとする場合又はそれらの承認を併せて受け
ようとする場合に提出 します。

この申請書の記載に当たっては、３頁の注意事項を参照してください。

This form is submitted in claiming approval of  Qualified Foreign
Intermediary under subparagra ph 4 of  paragraph 5 o f Article 5-2 or 
subparagraph 5 of paragraph 4 of Article 5-3  of the Special Taxation 
Measures Law, or claiming approval of  Qualified Foreign Intermediary 
above at the same tim e. See instruct ions on the page  3

付

受   印

適格外国仲介業者の承認申請書
APPLICATION FORM FOR QUALIFIED FOREIGN INTERMEDIARY

.

国税庁長官 殿 

To : T he Com m iss ioner National Tax Age ncy 

□ 振替国債の場合 

    In the ca se of Book -ent ry t ra nsfer Japanese Governm ent Bo nds (JG Bs ) 
□  振替地方債及び振替社債等の場 合 

 In the ca se of Book -ent ry t ra nsfer Japanese Lo cal  G overnm ent  Bonds (JLG Bs) a nd Japa nese  Corporate  Bond s,etc (J CBs)

１ 申請をする者に関する事項；
Details of applicant 

（ フ リ ガ ナ ）

Japanese syl labary 

名 称
Name 

代表者名President's Name

担当者Name of contact person 部 署Section 電話番号Telephone number

住

所 

地
Add- 
ress

本店又は主たる事務所の所在地 
Place of head or  main of fice 

（所在国） 
Country 

設立又は組織された場所 
Place where the Corporation was
established or org anized

（所在国） 
Country 

事業が管理・支配されている場所
Place where the business is 
managed or control led

（所在国） 
Country 

適用を受ける租税条約その他日本国が締結した国際約束(情報交換規定を有

するものに限る。)に関する事項 

Applicable Income Tax Conv enti on and other international agreements: 
ⅰ) to which Japan is a  partner ; and 
ⅱ) which has an Article of Exch ange of Information ; and 
ⅲ) under which the Applicant is regarded as resident 

corporation of  a contracting state other  than Japan.

日本国と

The Income Tax Convention and  other international agreements  
between Japan and 

との間の租税条約その他国際約束

日本国内 の

恒久的施 設
の状況

Permanent 
establish  
-m ent 
in Japan 

□ 有

If “Yes"

名 称
Name 担当者Name of contact person 部署Section 電話番号Telephone number 

所 在 地

Address 
開業申請書提出年月日 (     ・ ・    ) 
Date of subm ission of  
Opening Business Appl ication in Japan 

□ 無

If “No"

国 内 の 事

務 所 等 の

名 称
Nam e of 
o ffice in 
Japan

担当者Name of contact person 部署Section 電話番号Telephone number

所 在 地

Address

承認：有、無

国 税 庁 整 理 欄
For offi cial use only 

提出日：          

この申請書 は、租税特別措置法第５条の２ （振替国債等の利子の課税の特例）第７

項第４号若し くは第５条の３（振替社債等の利子の課税の特例）第 ４項第５号に規定

する適格外国 仲介業者の承認を受けようとする 場合又はそれらの承 認を併せて受けよ
うとする場合 に提出します。

この申請書 の記載に当たっては、３頁の注意事項を参照してください。

This form is submitted in claiming approval of  Qualified Foreign
Intermediary under subparagraph 4 of  paragraph 5 of Article  5-2 or 
subparagraph 5 of  paragraph 4 of  Article  5-3  of the Special Taxation 
Measures La w, or claiming approval of Qualified Foreign Interm ediary 
above  at the same tim e. See instruct ions on the page  3

付

受   印
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２ 申請者又は申請者が口座の開設を受けている外国間接口座管理機関等が口座の開設を受けている特定振替機関等の国内にある営業所等に関する事項；
Branch or office  located in Japan of specified book entry transfer institution,etc that established an account of the Book-entry JG Bs or JLGBs and JCBs in 
Japan for the applicant, or the Foreign Indirect Participant or Foreign Re-Ind irect  Participant which established an account of the Book-entry JGBs or 
JLGBs and JCBs for the applicant. 

３ 代理人に関する事項；

Details o f the Agent 

４ その他参考となるべき事項；
Other relevant matters 

日 付
Date

申請者の署名，
Signat ure of  the applicant (authorized official  thereo f)

又はその代理人の署名
or its authorized Agent

特定 国 外 営業 所 等

Spe ci fied F ore ign 
Bra nches (SF Bs)

. 

□：別紙添付有り
    separate sheet 

a ttached 

名 称

Name 
所 在 地

Addre ss
（所在国） 

Country

名 称

Name 
所 在 地

Addre ss
（所在国） 

Country

名 称

Name 
所 在 地

Addre ss
（所在国） 

Country

名 称

Name 
所 在 地

Addre ss
（所在国） 

Country

特 定振替機関等の国

内 に あ る 営 業 所 等

Br anch or office 
lo cated in Jap an o f 
specified book entry 
t ransfer institution,etc 

名 称
Name 

所 在 地

Address

名 称

Name 

所 在 地

Address
名 称

Name 
所 在 地

Address

代 理 人 の 資 格
Capacity of  Agent 
in Japan 

氏名（名称）

Full  name 

納税管理人の届出をした税務署名
Name of the Tax Office where the 
Tax Agent is reg istered 

□ 納税管理人 ※
Tax Agent 

□ その他の代理人
Other Agent 

住所（居所・所在地）
Domicile 
(Residence or 
location) 

(電話番号  Telephone Number)

税 務 署
Tax  Of fice

※ 「納税管理人」とは、日本国の国税に関する申告、申請、請求、届出、納付等の事

項を処理させるため、国税通則法の規定により選任し、かつ、日本国における納税地の

所轄税務署長に届出をした代理人をいいます。

※ “ Tax Agent" means a person w ho is  appointed by the tax payer and is registered 
at the Di stric t D irector of Tax  O ffice for  the place where the tax payer is to pay his 
tax, in order  to have such agent take necessary procedures concerning the 
Japanese national  tax es, such as filing  a return, applications or claims, payment 
of taxes , etc , under the provisions of the General Law for Nationa l Taxes. 

５ 誓約 ； 
私は 、次のことにつき、偽りがなく真実であることを誓 約します。 

① 申 請者は、「１ 適用を受ける租 税条約その他日本国が締結した国際約束に関する事項」
に 記載した租税条約の締約国又は締約者の法人である こと 

②  申請書の記載事項に変更（ 異動）があった場合は、日本銀行又は（株）証券保管振替
機 構を経由して速やかに届け出ること 

③ 本 申請に基づく非課税の適用に関して税務署長の資料 提出要求が行われた場合に遅滞
な くこれを提出すること 

④ 非 課税適用申告書の提出があった場合に、租税特別措置法第５条の２第13項（第５条の
３ 第５項において準用する場合を含む。）に規定する ところにより確認を行うこと 

 ⑤  租税特 別 措置 法第５条 の２第16項に 規定する 帳簿の 備付け 、 記録 若し くは 保存を 
  行 うこと 又 は 第1 7項、 第 18項、 第 21 項 、 第 23項若し く は 第24項 に 規定 する 通知 を
    行う こと 

5 Certification
I hereby d eclare  that the  be low statements are true and correct . 

i  I am a resident corporation o f a  contracting state of  a tax treaty to which  Japan is a 
p artner, as mentioned in 1 above. 

ii  In case of any alternation to the descrip tion  in  this application form, I will report them 
to,  or file a new a pplication f orm with , the D is trict Director of each Tax Office via Bank 
o f J apan or Japan Securities Depository C enter, Inc.(J ASDEC) without d elay. 

iii  In case where the  District Director require  to  submit documents as to applying tax 
exemption  und er article 5-2 of the Sp ecial Taxation measures Law(STML), I will 
coop erate to do s o without de lay.  

iv  In case of submitting Ta x Exemption Applica tion,  I will confirm th e con tents of 
ap plications in accordance with the p aragraph 13 of Article 5-2  including the case 
ap plied under the pa ra grap h 5 of Article 5-3 of the STML  

v I will keep b ooks,  make records th ere in  or preserve  the  books pursuant to t he  
p rovision of paragraph 16 of Art icle 5 -2 or give notice  pursua nt to the provisions 

vi o f paragraph  17,  18, 21,  23 or 24 of that Article . 

If y ou hav e more
than five SFBs, you 
may write in 
separate sheet and 
attach it with this 
application

右の欄に書き切れな
い場合には、別紙に記

載して添付してくださ

い。

２ 申請者又は申請者が口座の開設を受けている外国間接口座管理機関等が口座の開設を受けている特定振替機関等の国内にある営業所等に関する事項；
Branch or office located in Japan of specified book entry transfer institution,etc that established an account o f the Book-entry JG Bs or JLGBs and JCBs in 
Japan for the applicant, or the Foreign Indirect Participant or Foreign Re-Ind irect  Participant which established an  account of the Book-entry JGBs o r 
JLGBs and JCBs for the applicant. 

３ 代理人に関する事項；

Details o f the Agent 

４ その他参考となるべき事項；
Other relevant matters 

日 付
Date

申請者の署名，
Signat ure of the applicant (authorized official  thereo f)

又はその代理人の署名
or its authorized Agent

特定 国 外 営業 所 等

Specified F oreign 
Bra nches (SF Bs)

. 

□：別紙添付有り
    separate sheet 

attached 

名 称

Name 
所 在 地

Addre ss
（所在国） 

Country

名 称

Name 
所 在 地

Addre ss
（所在国） 

Country

名 称

Name 
所 在 地

Addre ss
（所在国） 

Country

名 称

Name 
所 在 地

Addre ss
（所在国） 

Country

特 定振替機関等の国

内 に あ る 営 業 所 等

Br anch or o ffice 
located in Jap an  o f 
specified book entry 
t ransfer insti tution,etc 

名 称
Name 

所 在 地

Address

名 称

Name 

所 在 地

Address
名 称

Name 
所 在 地

Address

代 理 人 の 資 格
Capacity of Agent 
in Japan 

氏名（名称）

Full  name 

納税管理人の届出をした税務署名
Name of the Tax Office where the 
Tax Agent is reg istered 

□ 納税管理人 ※
Tax Agent 

□ その他の代理人
Other Agent 

住所（居所・所在地）
Dom icile 
(Residence or 
location) 

(電話番号  Telephone Number)

税 務 署
Tax  Off ice

※ 「納税管理人」とは、日本国の国税に関する申告、申請、請求、届出、納付等の事

項を処理させるため、国税通則法の規定により選任し、かつ、日本国における納税地の

所轄税務署長に届出をした代理人をいいます。

※ “ Tax Agent" means a person w ho is  appointed by the tax payer and is reg istered 
at the Di strict Director of Tax  O ffice for  the place where the tax payer is to pay his 
tax, in order  to hav e such agent take necessary procedures concerning the 
Japanese national  taxes, such as filing  a  return, applications or claims, paym ent 
of taxes , etc , under the provisions of the General Law for National Taxes. 

５ 誓約； 
私は、次のことにつき、偽りがなく真実であることを誓約します。 

① 申請者は、「１ 適用を受ける租 税条約その他日本国が締結した国際約束に関する事項」
に記載した租税条約の締約国又は締約者の法人であること 

②  申請書の記載事項に変更（異動）があった場合は、日本銀行又は（株）証券保管振替
機構を経由して速やかに届け出ること 

③ 本申請に基づく非課税の適用に関して税務署長の資料提出要求が行われた場合に遅滞
なくこれを提出すること 

④ 非課税適用申告書の提出があった場合に、租税特別措置法第５条の２第13項（第５条の
３第５項において準用する場合を含む。）に規定する ところにより確認を行うこと 

 ⑤  租税 特別 措置 法第５条 の ２第 16項に 規定する 帳簿 の 備付け、 記録 若しくは保 存を 
  行 うこと 又 は第1 7項、 第 18 項、 第 21 項、 第 23項 若 しくは 第 24項に 規定 する通知 を
    行うこと 

5 C ertification
I hereby d eclare  that  the  below statements are true and correct . 

i  I am a resident corporation  o f a  contracting state of  a tax treaty to which Japan is a 
p artner, as mention ed in 1 above. 

ii  In case of any alternation to the descrip tion in this application form, I will report them 
to,  or file  a new a pplication f orm with , the D is trict Director of each Tax Office via Bank  
o f J apan or Japan  Securities Depository Center, Inc.(J ASDEC ) without d elay. 

iii  In case where the  District Director requ ire  to  submit documents as to applying tax 
exemption und er article 5-2 of the Sp ecial Taxation measures Law(STML), I will 
coop erate to  do s o without de lay. 

iv  In case of submitting Ta x Exemption Applica tion,  I will confirm the contents of 
ap plications in accordance with  the p aragraph 13 of Article 5-2  including the case 
ap plied under the  pa ra grap h 5 o f Article 5-3 of the STML  

v I will k eep b ooks, mak e records there  in  or preserve  the  books pursuant to the  
p rovision of paragraph  16 of Article 5 -2 or give notice pursua nt to the provisions 

vi of paragraph  17,  18, 21, 23 or 24 of that Article . 

If you have more
than five SFBs, you 
may write in 
separate sheet and 
attach it with this 
application

右の欄に書き切れな
い場合には、別紙に記

載して添付してくださ

い。
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「適格外国仲介業者の承認申請書」に関する注意事項

INSTRUCTIONS FOR APPLICATION FORM FOR QUALIFIED FOREIGN INTERMEDIARY 

□ 振替国債の場合( In t he case of JG Bs) 
・  日本銀行の証明；

Ce rtificat ion of the  Bank  of J ap an

□ 振替地方債及び振替社債等の場合 ( In the  case of JLGBs and JCBs) 
・  （株）証券保管振替機構の証明；

Ce rtificat ion of JASD EC

申請書の提出について 

１ この申請書は、租税特別措置法第５条の２（振替国債等の利子の課税の特例）第５

項第４号若しくは同法第５条の３（振替社債等の利子等の課税の特例）第４項第５号

に規定する適格外国仲介業者の承認を受けようとする場合又はそれらの承認を併せ

て受けようとする場合に提出します。 

２ この申請書は、振替国債にあっては日本銀行を経由して、振替地方債及び振替社債

等にあっては（株）証券保管振替機構を経由して国税庁長官に提出してください。 

３ 適格外国仲介業者の承認書を所持していない場合、この申請書を納税管理人以外の

代理人によって提出する際は、その委任関係を証する委任状をその邦訳文とともに添

付してください。 

４ この申請書の提出後、申請書の提出があった日の属する月の翌月末日までに国税庁

長官から承認又は却下の処分がなかったときは、同日において承認があったものとみ

なされます。 

５ 国税庁長官から適格外国仲介業者の承認を受けた場合に、その旨の国税庁長官によ

る公表を希望しない場合には、その旨を申し出てください。 

□：国税庁長官による公表を希望しない 

申請書の記載について 

６ 申請書の□欄には、該当する項目についてレ印を付してください。

Submissi on of the FORM 
１ This form  is submitted in claim ing approva l of Qualified Foreign Intermediary 

under subparagraph 4 of paragraph 5 of Article 5 -2 or subparagraph 5 of 
paragraph 4 of Artic le 5 -3  of the Spec ial Taxation Measures Law, or cla im ing 
approval  of Qualified Foreign Intermediary above at the same time. 

２ This form  must be subm itted to the Commissioner Nati onal Tax Agency  vi a 
Bank of Japan in the case of  JG Bs, and to the Distr ict Director of  the tax off ice in 
each issuers’ locati on via  JASDEC in the case of JLGBs and JCBs. 

３ An Agent, oth er  than the Tax Agent, must a ttach a power of attorney, tog ether  
wi th its Japanese translation without approval papers of Qua lified Foreign 
Interm ediary. 

４ If applicant does not receive the granting or rejection of  the appl ication from  
the Commissioner  National Tax Agency  until the last day of  the next month of  
the month when the applicant submitte d this form, the applicant shall be 
regarded as having  g otten an approval as of that last day . 

５ If applicant does not desire an anno uncement of the approval by Com missi oner 
National  Tax Ag ency  after  the approval  of Qualif ied  Foreign Intermediary,   
check the next box. 
□：no announcement desired 

Com pletion of the FORM  
６ Applicable box es must be checked.

証 明 書

Certificate

当行は、申請者が国債振替決済制度の外国間接参加者であることを証明します。
I hereby  certify that the applicant i s Foreign Indirect Participant in the JG B 

Book-entry System. 

Date                                    S ignature of authorized of ficial, the Bank of Japan                                                                      

証 明 書

Certificate
当社は、申請者が当社が運営する振替制度の外国間接口座管理機関であることを証

明します。
I hereby  certify that the applicant is Foreign Indirect Account M anag ement 

Insti tution  in the Book-entry Transfer System I am manag ing . 

Date                                    S ignature of authorized of ficial, JASDEC                                                                               

注 意 事 項 INSTRUCTIONS

「適格外国仲介業者の承認申請書」に関する注意事項

INSTRUCTIONS FOR APPLICATION FORM FOR QUALIFIED FOREIGN INTERMEDIARY 

□ 振替国債の場合( In t he case of JG Bs) 
・ 日本銀行の証明；

Ce rtification o f the  Bank  of J ap an

□ 振替地方債及び振替社債等の場合 ( In  the  case of JLGBs and JCBs) 
・ （株）証券保管振替機構の証明；

Ce rtification o f JASD EC

申請書の提出について 

１ この申請書は、租税特別措置法第５条の２（振替国債等の利子の課税の特例）第５

項第４号若しくは同法第５条の３（振替社債等の利子の課税の特例）第４項第５号に

規定する適格外国仲介業者の承認を受けようとする場合又はそれらの承認を併せて

受けようとする場合に提出します。 

２ この申請書は、振替国債にあっては日本銀行を経由して、振替地方債及び振替社債

等にあっては（株）証券保管振替機構を経由して国税庁長官に提出してください。 

３ 適格外国仲介業者の承認書を所持していない場合、この申請書を納税管理人以外の

代理人によって提出する際は、その委任関係を証する委任状をその邦訳文とともに添

付してください。 

４ この申請書の提出後、申請書の提出があった日の属する月の翌月末日までに国税庁

長官から承認又は却下の処分がなかったときは、同日において承認があったものとみ

なされます。 

５ 国税庁長官から適格外国仲介業者の承認を受けた場合に、その旨の国税庁長官によ

る公表を希望しない場合には、その旨を申し出てください。 

□：国税庁長官による公表を希望しない 

申請書の記載について 

６ 申請書の□欄には、該当する項目についてレ印を付してください。

Submission of the FORM 
１ This form is submitted in claiming approva l of Qualif ied Foreign Intermediary 

under  subparagraph 4 of paragraph 5 of Artic le 5 -2 or subparagraph 5 of  
paragraph 4 of Artic le 5 -3 of the Spec ial Taxation Measures Law, or cla iming 
approval  of Qualif ied Foreign Intermediary above at the same tim e. 

２ This form must be submitted to the Commissioner Nationa l Tax Agency  vi a 
Bank of Japan in the case of JG Bs, and to the Distr ict Director of the tax off ice in 
each issuers’ location via  JASDEC in the case of JLGBs and JCBs. 

３ An Ag ent, oth er  than the Tax Agent, must a ttach a power of attorney, together 
with its Japanese transla tion without approval papers of Qualified Foreign 
Intermediary. 

４ If applicant does not receive the granting or rejection of the appl ication from   
the Commissioner  National Tax Agency  until the last day of the next m onth of  
the month when the applicant submitte d this form, the applicant shall be 
regarded as having  g otten an approval as of that last day . 

５ If applicant does not desire an anno uncement of the approval by Commissioner 
National  Tax Agency  after  the approval  of Qualified Foreign Intermediary,   
check the next box. 
□：no announcement desired 

Completion of the FORM  
６ Applicable box es must be checked.

証 明 書

Certificate

当行は、申請者が国債振替決済制度の外国間接参加者であることを証明します。
I hereby  certify that the applicant i s Foreign Indirect Participant in the JGB 

Book-entry System. 

Date                                    S ignature of authorized official, the Bank of Japan                                                                      

証 明 書

Certificate
当社は、申請者が当社が運営する振替制度の外国間接口座管理機関であることを証

明します。
I hereby  certify that the applicant is Foreign Indirect Account M anagement 

Insti tution  in the Book-entry Transfer Sy stem  I am managing . 

Date                                    S ignature of authorized officia l, JASD EC                                                                               

注 意 事 項 INSTRUCTIONS



改 正 後 改 正 前 

（287 適格外国仲介業者の承認申請の却下通知書） （287 適格外国仲介業者の承認申請の却下通知書） 

22．05 改正 

課法        

所

在

地

平成  年  月  日 

名

称

代氏
表 

者名 殿 

国 税 庁 長 官  

財務事務官           

○印

適格外国仲介業者の承認申請の却下通知書（却下） 

貴社から平成  年  月  日付でされた租税特別措置法第５条の２及び同法第５条

の３に規定する適格外国仲介業者の承認申請については、次の理由により却下しましたから

通知します。 

（理由） 

□ 申請書類に不備又は不実の記載があること 

□ 国税の滞納があり、かつ、その滞納税額の徴収が著しく困難であること 

□ 振替国債、分離振替国債、振替地方債及び特定振替社債等に関する帳簿の備付け、記

録若しくは保存を行うこと又は特定振替機関等に対して振替記載等がされた日等の

通知を行うことが困難と認められること 

□ その他（                                ） 

（

規

格

Ａ

４

）

24.12 改正 

課法        

所

在

地

平成  年  月  日 

名

称

代氏
表 

者名 殿 

国 税 庁 長 官  

財務事務官           

○印

適格外国仲介業者の承認申請の却下通知書（却下） 

貴社から平成  年  月  日付でされた租税特別措置法第５条の２及び同法第５条

の３に規定する適格外国仲介業者の承認申請については、以下の理由により却下しましたか

ら通知します。 

（処分の理由） 

□ 申請書類に不備又は不実の記載があること 

□ 国税の滞納があり、かつ、その滞納税額の徴収が著しく困難であること 

□ 振替国債、分離振替国債、振替地方債及び特定振替社債等に関する帳簿の備付け、記

録若しくは保存を行うこと又は特定振替機関等に対して振替記載等がされた日等の

通知を行うことが困難と認められること 

□ その他（                                ） 

（

規

格

Ａ

４

）



改 正 後 改 正 前 

（288 適格外国仲介業者の承認取消通知書） （288 適格外国仲介業者の承認取消通知書） 

22．05 改正 

課法        

所

在

地

平成  年  月  日 

名

称

代氏
表 

者名 殿 

国 税 庁 長 官  

財務事務官           

○印

適格外国仲介業者の承認取消通知書（取消） 

貴社は、租税特別措置法第５条の２第６項及び同法第５条の３第５項に規定する次の事実が生

じたものと認められますから、同法第５条の２第７項及び同法第５条の３第５項の規定に基づき

適格外国仲介業者の承認を取り消しましたから通知します。 

（該当事実） 

□ 遅滞なく税務署長から求められた書類を提出しなかったこと 

□ 申請書類に不備又は不実の記載があること 

□ 国税の滞納があり、かつ、その滞納税額の徴収が著しく困難であること 

□ 振替国債、分離振替国債、振替地方債及び特定振替社債等に関する帳簿の備付け、記

録若しくは保存を行うこと又は特定振替機関等に対して振替記載等がされた日等の通

知を行うことが困難と認められること 

□ その他（                                ） 

（

規

格

Ａ

４

）

24.12 改正 

課法        

所

在

地

平成  年  月  日 

名

称

代氏
表 

者名 殿 

国 税 庁 長 官  

財務事務官           

○印

適格外国仲介業者の承認取消通知書（取消） 

貴社は、租税特別措置法第５条の２第６項及び同法第５条の３第５項に規定する以下の事実が

生じたものと認められますから、同法第５条の２第７項及び同法第５条の３第５項の規定に基づ

き適格外国仲介業者の承認を取り消しましたから通知します。 

（該当事実） 

□ 遅滞なく税務署長から求められた書類を提出しなかったこと 

□ 申請書類に不備又は不実の記載があること 

□ 国税の滞納があり、かつ、その滞納税額の徴収が著しく困難であること 

□ 振替国債、分離振替国債、振替地方債及び特定振替社債等に関する帳簿の備付け、記

録若しくは保存を行うこと又は特定振替機関等に対して振替記載等がされた日等の通

知を行うことが困難と認められること 

□ その他（                                ） 

（

規

格

Ａ

４

）



改 正 後 改 正 前 

（293 適格口座管理機関の承認申請書） （293 適格口座管理機関の承認申請書） 

適格口座管理機関の承認申請書
APPLICATION FORM FOR QUALIFIED ACCOUNT MANAGEMENT INSTITUTION

.

国税庁長官 殿 

To : T he Com m iss ioner National Tax Agency

□ 振替国債 の場合 

    In the  ca se o f Book-entry t ra nsfer Jap anese Government Bonds (JG Bs ) 
□  振替地方債及び振替社債 等の場合 

 In the  ca se o f Book -ent ry t ra nsfer Jap anese Local  G overnment Bonds (JLG Bs) and Ja pa nese  Corpo rat e Bonds,e tc (JCBs)

１ 申請をする者に関する事項；
Details of applicant 

２ その他参考となるべき事項；
Other relevant matters 

日 付
Date

申請者の署名，
Signature of the  applicant (authorized official thereof)

（ フ リ ガ ナ ）
Japanese syl labary  

名 称
Name 

代表者名 President's Name

担当者 Name of  contact person 部署 Section 電話番号 Telephone number

本店又は主たる事務所の所在地 
Place of head or  main of fice 

営 業 所 等

Branch  or office

. 

□：別紙添付有り
   Separate sheet 
   a ttached

名 称

Nam e 

所 在 地

Address

名 称
Nam e 

所 在 地

Address

名 称

Nam e 

所 在 地
Address

名 称

Nam e 

所 在 地

Address

承認：有、無

国 税 庁 整 理 欄
For official use only  

提出日：          

この申請書は、租税特別措置法第 ５条の２（振替国債等の利子の課税の特例）第16
項（第５条の３（振替社債等の利子等の課税の特例）第５項において準用する場合を

含む。）に規定する適格口座管理機関の承認 を受けようとする場合又はそれら の承認

を併せて受けようとする場合に提出します。

この申請書の記載に当たっては、２頁の注意事項を参照してください。

This form is subm itted in claiming approval of Qualified  Account 
Managem ent Institution under of paragraph 16 of Article 5-2（ including 
the case applied under paragraph 5 of Article 5-3）of the Special Taxation 
Measures Law, or claim ing approval of Qualif ied Account Management 
Institution above at the same time. See instructions on the page 2

If you have more 
than five branch or 
office, y ou  may 
write in separate 
sheet and attach it 
with thi s 
appl ication

右の欄に書き切れな

い場合には、別紙に記

載して添付してくださ

い。

付

受   印

適格口座管理機関の承認申請書
APPLICATION FORM FOR QUALIFIED ACCOUNT MANAGEMENT INSTITUTION

.

国税庁長官 殿 

To  : T he Comm iss ioner National Tax Agency

□ 振替国債の場合 

    In the  ca se of Book-entry tra nsfer Jap anese Governm ent Bonds (JG Bs ) 
□  振替地方債及び振替社債等の場合 

 In the  ca se o f Book-ent ry tra nsfer Jap anese Local G overnment  Bonds (JLG Bs) a nd Ja pa nese  Corporat e Bond s,etc (J CBs)

１ 申請をする者に関する事項；
Details of applicant 

２ その他参考となるべき事項；
Other relevant matters 

日 付
Date

申請者の署名，
Signature of the applicant (authorized official thereof)

（ フ リ ガ ナ ）
Japanese syl labary  

名 称
Name 

代表者名 President's Name

担当者 Name of contact person 部署 Section 電話番号 Telephone number

本店又は主たる事務所の所在地 
Place of head or  main office 

営 業 所 等

Branch  or o ffi ce

. 

□：別紙添付有り
   Separate sheet 
   a ttached

名 称

Name 

所 在 地

Address

名 称
Name 

所 在 地

Address

名 称

Name 

所 在 地
Address

名 称

Name 

所 在 地

Address

承認：有、無

国 税 庁 整 理 欄
For offi cial use only  

提出日：          

この申請書は、租税特別措置法第 ５条の ２（振替国債等の利子の課税の特例）第16
項（第５条の３（振替社債等の利子の課税の特例）第５項において準用する場合を含

む。）に規定する適格口座管理機関の承認を受けようとする場合又はそれらの承認を

併せて受けようとする場合に提出し ます。

この申請書の記載に当たっては、２頁の 注意事項を参照してください。

This form is subm itted  in claiming approval of Qualified Account 
Managem ent Institution under of paragraph 16 of Article 5-2（ including 
the case applied under paragraph 5 of Article 5-3）of the Special Taxation 
Measures Law, or claim ing approval of  Qualified Account Management 
Institution above at the same time. See  instructions on the page 2

If you have more 
than fiv e branch or 
office, you  may 
write in separate 
sheet and attach it 
wi th this 
appl ication

右の欄に書き切れな

い場合には、別紙に記

載して添付してくださ

い。

付

受   印



改 正 後 改 正 前 

（293 適格口座管理機関の承認申請書） （293 適格口座管理機関の承認申請書） 

「適格口座管理機関の承認申請書」に関する注意事項

INSTRUCTIONS FOR APPLICATION FORM FOR QUALIFIED ACCOUNT MANAGEMENT INSTITUTION

□ 振替国債の場合( In t he case of JG Bs) 
・  日本銀行の証明；

Ce rtificat ion o f the  Bank  of J ap an

□ 振替地方債の場合 ( In  the  case of JLGBs) 及び振替社債等の場合 (In the case of J CBs) 
・  （株）証券保管振替機構の証明；

Ce rtificat ion o f JASD EC

申請書の提出について 

１ この申請書は、租税特別措置法第５条の２（振替国債等の利子の課税の特例）第16

項（第５条の３（振替社債等の利子等の課税の特例）第５項において準用する場合を

含む。）に規定する適格口座管理機関の承認を受けようとする場合又はそれらの承認

を併せて受けようとする場合に提出します。 

２ この申請書は、振替国債にあっては日本銀行を経由して、振替地方債及び振替社債

等にあっては（株）証券保管振替機構を経由して国税庁長官に提出してください。 

３ この申請書の提出後、申請書の提出があった日の属する月の翌月末日までに国税庁

長官から承認又は却下の処分がなかったときは、同日において承認があったものとみ

なされます。 

４ 国税庁長官から適格口座管理機関の承認を受けた場合に、その旨の国税庁長官によ

る公表を希望しない場合には、その旨を申し出てください。 

□：国税庁長官による公表を希望しない 

申請書の記載について 

５ 申請書の□欄には、該当する項目についてレ印を付してください。

Submission of the FORM 
１ This form is submitted in c laiming approval of Qualified Account M anagement 

Institution under paragraph 16 of Article 5-2 （ including the case applied under 
paragraph 5 of Artic le 5-3） of  the Special Taxati on Measures Law or claiming 
approval  of Qualified Account Management Institution above at the same time. 

２ This form must be submitted to the Commissioner National Tax Agency via  
Bank of Japan in the case of JGBs, and to the Com missioner  Nati ona l Tax  Agency 
via  JASDEC in the case of JLGBs and JCBs. 

３ If applicant does not receiv e the granting or rejection of the appl ication from  
the Com missioner Natio nal Tax  Agency until  the last day of the next month of  the 
m onth when the  applicant subm itted thi s form, the applicant shall  be regarded as 
hav ing gotten an approval as  of that last day. 

４ If applicant does not desire an anno uncement of the approval by Commissi oner 
National  Tax Ag ency after the approval of Qualifi ed Account Management 
Institution, check the next box. 
□：no announcement desired 

Completion of the FORM  
５ Applicable boxes must be checked. 

証 明 書

Certificate

当行は、申請者が国債振替決済制度の参加者又は間接参加者であることを証明します。 I hereby  certify that the applicant i s Direct Participant or Indirect Participant 
in the JGB Book-entry System. 

Date                                    S ignature of authorized of ficia l, the Bank of Japan                                                                       

証 明 書

Certificate
当社は、申請者が当社が運営する振替制度の特定口座管理機関又は特定間接口座管

理機関であることを証明します。

I hereby  certify that the applicant is Spe cified A ccount Management 
Insti tution or Spec ified Indirect Account Management Institution in the 
Book-entry Transfer Sy stem I am managing 

Date                                    S ignature of authorized of ficia l, JASDEC                                                                                

注 意 事 項 INSTRUCTIONS 

「適格口座管理機関の承認申請書」に関する注意事項

INSTRUCTIONS FOR APPLICATION FORM FOR QUALIFIED ACCOUNT MANAGEMENT INSTITUTION

□ 振替国債の場合 ( In t he case of JG Bs) 
・  日本銀行の証明；

Certificat ion of the Bank  of J ap an

□ 振替地方債の場合 ( In the  case o f JLGBs) 及び振替社債等の場合(In the case  of J CBs) 
・  （株）証券保管振替機構の証明；

Certificat ion of JASD EC

申請書の提出について 

１ この申請書は、租税特別措置法第５条の２（振替国債等の利子の課税の特例）第16

項（第５条の３（振替社債等の利子の課税の特例）第５項において準用する場合を含

む。）に規定する適格口座管理機関の承認を受けようとする場合又はそれらの承認を

併せて受けようとする場合に提出します。 

２ この申請書は、振替国債にあっては日本銀行を経由して、振替地方債及び振替社債

等にあっては（株）証券保管振替機構を経由して国税庁長官に提出してください。 

３ この申請書の提出後、申請書の提出があった日の属する月の翌月末日までに国税庁

長官から承認又は却下の処分がなかったときは、同日において承認があったものとみ

なされます。 

４ 国税庁長官から適格口座管理機関の承認を受けた場合に、その旨の国税庁長官によ

る公表を希望しない場合には、その旨を申し出てください。 

□：国税庁長官による公表を希望しない 

申請書の記載について 

５ 申請書の□欄には、該当する項目についてレ印を付してください。

Submissi on of the FORM 
１ This form is  submitted in c laiming approval of Qualif ied Account M anag ement 

Institution under paragraph 16 of Articl e 5-2 （ including the case applied under 
paragraph 5 of Article 5 -3） of  the Special Taxati on Measures Law or claiming 
approval  of Qualif ied Account Managem ent Instituti on above at the sam e time. 

２ This form must be submitted to the Commissioner Nati onal Tax Agency via 
Bank of Japan in the case of JGBs, and to the Commissioner  National Tax Agency 
via  JASDEC in the case of  JLGBs and JCBs. 

３ If applicant does not receiv e the granting or rejection of  the appl ication from 
the Commissioner Natio nal Tax  Agency until  the last day of  the next month of  the 
month when the  applicant submitted this form , the applicant shall  be regarded as 
having gotten an approva l as  of that last day. 

４ If applicant does not desire an anno uncement of the approval by Commissioner  
National  Tax Ag ency after the approval of Qualifi ed Account Management 
Institution, check the next box. 
□：no announcement desired 

Completion of the FORM  
５ Applicable box es must be checked. 

証 明 書

Certificate

当行は、申請者が国債振替決済制度の参加者又は間接参加者であることを証明します。 I hereby  certify that the applicant i s Direct Participant or Indi rect Participant 
in the JGB Book-entry System. 

Date                                    S ignature of authorized of ficia l, the Bank of Japan                                                                       

証 明 書

Certificate
当社は、申請者が当社が運営する振替制度の特定口座管理機関又は特定間接口座管

理機関であることを証明します。

I hereby  certify that the applicant is Spe cified A ccount Management 
Insti tution or Spec ified Indirect Account Management Institution in the 
Book-entry Transfer Sy stem I am m anaging 

Date                                    S ignature of authorized of ficia l, JASDEC                                                                                

注 意 事 項 INSTRUCTIONS 



改 正 後 改 正 前 

（295 適格口座管理機関の承認申請の却下通知書） （295 適格口座管理機関の承認申請の却下通知書） 

22.05

課法      

所

在
地

平成  年  月  日 

名

称

代氏

表 

者名 殿

国 税 庁 長 官       

財務事務官

○印

適格口座管理機関の承認申請の却下通知書（却下） 

貴社から平成  年  月  日付でされた租税特別措置法第５条の２及び同法第５条

の３に規定する適格口座管理機関の承認申請については、次の理由により却下しましたから

通知します。 

（理由） 

□ 申請書類に不備又は不実の記載があること 

□ 適格外国仲介業者による通知に係る確認を行うこと又は支払調書を提出することが

困難と認められること 

□ その他（                                ） 

（

規

格

Ａ

４

）
24.12改正

課法      

所
在
地

平成  年  月  日 

名

称

代氏

表 
者名 殿 

国 税 庁 長 官       

財務事務官           

○印

適格口座管理機関の承認申請の却下通知書（却下） 

貴社から平成  年  月  日付でされた租税特別措置法第５条の２及び同法第５条

の３に規定する適格口座管理機関の承認申請については、以下の理由により却下しましたか

ら通知します。 

（処分の理由） 

□ 申請書類に不備又は不実の記載があること 

□ 適格外国仲介業者による通知に係る確認を行うこと又は支払調書を提出することが

困難と認められること 

□ その他（                                ） 

（

規

格

Ａ

４

）



改 正 後 改 正 前 

（296 適格口座管理機関の承認取消通知書） （296 適格口座管理機関の承認取消通知書） 

22.05

課法      

所

在
地

平成  年  月  日 

名

称

代氏

表 

者名 殿

国 税 庁 長 官       

財務事務官

○印

適格口座管理機関の承認取消通知書（取消） 

貴社は、租税特別措置法第５条の２第17項及び同法第５条の３第５項に規定する次の事実が

生じたものと認められますから、同法第５条の２第 18 項及び同法第５条の３第５項の規定に基

づき適格外国仲介業者の承認を取り消しましたから通知します。 

（該当事実） 

□ 申請書類に不備又は不実の記載があること 

□ 適格外国仲介業者による通知に係る確認を行うこと又は支払調書を提出することが

困難と認められること 

□ その他（                                ） 

（

規

格

Ａ

４

）
24.12改正

課法      

所

在
地

平成  年  月  日 

名

称

代氏

表 

者名 殿

国 税 庁 長 官       

財務事務官

○印

適格口座管理機関の承認取消通知書（取消） 

貴社は、租税特別措置法第５条の２第17項及び同法第５条の３第５項に規定する以下の事実

が生じたものと認められますから、同法第５条の２第 18項及び同法第５条の３第５項の規定に

基づき適格外国仲介業者の承認を取り消しましたから通知します。 

（該当事実） 

□ 申請書類に不備又は不実の記載があること 

□ 適格外国仲介業者による通知に係る確認を行うこと又は支払調書を提出することが

困難と認められること 

□ その他（                                ） 

（

規

格

Ａ

４

）


